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ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレ
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(注)

1.　本書において、別段の記載がある場合を除き、下記の用語は下記の意味を有するものとする。
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「当行」、または「発行会社」とは、 ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コー

ポレイション・リミテッドをいう。

「当行グループ」とは、 ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コー

ポレイション・リミテッドおよびその子会社をいう。

「HSBC」、「グループ」または「HSBCグルー

プ」とは、

エイチエスビーシー・ホールディングス・ピーエルシー

およびその子会社をいう。

「香港」とは、 中華人民共和国香港特別行政区をいう。

2.　別段の記載のない限り、本書中の「香港ドル」または「HK$」は香港の通貨である香港ドルを、「円」または

「JPY」は日本円を指す。2013年４月22日（日本時間）現在における株式会社三菱東京UFJ銀行発表の対顧

客電信直物売買相場の香港ドルの日本円に対する仲値は、１香港ドル＝12.85円であった。本書において記

載されている香港ドルの日本円への換算はかかる換算率によって便宜上なされているもので、将来の換算

率を表するものではない。

3.　本書の表の計数が四捨五入されている場合、合計は必ずしも計数の総和と一致しない。当行の会計年度は西暦

と一致する。

4.　本書には、当行グループの財務状態、業績および事業に関する将来の見通しが記載されている。

歴史的事実ではない記述（当行の意見および見込みに関する記載を含む。）は、あくまで将来予測情報であ

る。「期待している」、「予期している」、「意図している」、「予定している」、「考えている」、「目指し

ている」、「見積もっている」、「潜在的」、「合理的に可能」といった用語やこれらの用語の変化形やこ

れらに類似した表現は、将来予測情報を表現することを意図している。これらの記述は、現在の計画、見積り

および予測に基づくものであり、したがって、これらに過度に依拠すべきではない。将来予測情報はそれら

が発せられた日のみにおけるものであり、これらが新たな情報や今後の事象を勘案して改訂または更新さ

れたと推測すべきものではない。

将来予測情報は、固有のリスクや不確実性を伴っている。読者においては、いくつかの要因によって、実際

上、将来予測情報において予想または示唆されていた結果とは異なる結果が生じる場合がある（大きく異

なる場合も考えられる。）ことに注意が必要である。
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第一部【証券情報】

第１【募集要項】

１【社債（短期社債を除く。）の募集】

＜ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド（香港上海銀行）第１回

円貨社債（2013）＞

　以下は、ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド（香港上海銀行）

第１回円貨社債（2013）（以下「本社債」という。）について記載されており、「本社債権者」とは、本社債の社

債権者を指す。

　本＜ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド（香港上海銀行）第１

回円貨社債（2013）＞における本社債の未定事項または予定事項は2013年６月中旬頃に決定される予定である。

銘　　柄
ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド

（香港上海銀行）第１回円貨社債（2013）(注１)

記名・無記名の別 該当なし
券面総額又は

振替社債の総額
50億円（予定）(注２)

各社債の金額 １億円 発行価額の総額 50億円（予定）(注２)

発行価格 各社債の金額100円につき100円 利　　率 （未定） (注３)

利払日
毎年６月27日および

12月27日 (注４)
償還期限 2018年６月27日 (注５)

募集の方法 一般募集 申込証拠金 な　　し

申込期間 2013年６月20日 (注６) 払込期日 2013年６月27日 (注７)

申込取扱場所 別項記載の各金融商品取引業者の日本国内における本店および各支店

(注１) 本社債には日本国の社債、株式等の振替に関する法律（平成13年法律第75号。その後の改正を含む。）（以下「振替

法」という。）が適用され、本社債の譲渡および本社債に関連するその他の事項については、振替法および振替機関

（下記「振替機関」に定義する。）が随時定める社債等の振替に関する業務規程その他の規則等（以下「振替機関業

務規程等」と総称する。）に従って取り扱われる。

(注２) 上記の振替社債の総額および発行価額の総額は、2013年６月中旬頃に提示される予定の仮条件に基づき本社債の需要

状況把握のために本邦の機関投資家を中心に行われるブック・ビルディングの結果を勘案した上で、本社債の条件決

定日に決定される。最終的に決定され有価証券届出書の訂正届出書に記載される振替社債の総額および発行価額の総

額は、上記の各総額と大きく相違する可能性がある。

(注３) 利率は、2013年６月中旬頃に提示される予定の仮条件に基づき需要状況を勘案したうえで、2013年６月中旬頃に決定

される予定である。

(注４) 各利払日は、払込期日の変更に伴い変更される可能性がある。

(注５) 償還期限は、払込期日の変更に伴い変更される可能性がある。

(注６) 申込期間は、需要状況を勘案したうえで、最大１週間繰り下げられる可能性がある。

(注７) 払込期日は、申込期間の変更に伴い変更される可能性がある。

振替機関

名　　　　称 住　　　　　　　所
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株式会社証券保管振替機構

（以下「振替機関」という。）
東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号

(注)　振替機関には、主務大臣が振替法に従って指定する後継の振替機関を含むものとみなす。

公告の方法

　本社債に関する一切の公告は、日本国の官報（もし可能であれば）ならびに東京都および大阪市において発行

される時事に関する事項を掲載する日本語の日刊新聞紙上に各１回これを行う。本社債権者の各々に対する直接

の通知はこれを要しない。発行会社が行うべき当該公告は、発行会社の請求があった場合、発行会社の費用負担に

より、発行会社に代わって財務代理人（下記「財務代理人とその職務」に定義する。）がこれを行う。財務代理契

約（下記「財務代理人とその職務」に定義する。）には、本社債の要項（以下「社債の要項」という。）に基づき

必要な時は常に、発行会社は、財務代理人に対して、発行会社に代わってかかる公告を行うよう書面により請求す

べき旨が定められる。

引　受　人

元引受契約を締結する金融商品取引業者 引受金額

（百万円）
元引受の条件

会　社　名 住　　所

ＨＳＢＣ証券会社東京支店

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー

証券株式会社

みずほ証券株式会社

（以下「共同主幹事会社」と総称す

る。）

東京都中央区日本橋三丁目

11番１号

ＨＳＢＣビルディング

東京都千代田区丸の内二丁目

５番２号

東京都千代田区大手町一丁目

５番１号

大手町ファーストスクエア

共同主幹事会社が

連帯して本社債の

発行総額を引受け

るので、個々の共同

主幹事会社の引受

金額はない。

本社債の発行総額

は、発行会社と共同

主幹事会社との間

で2013年６月20日

（予定）に調印さ

れる元引受契約に

従い共同主幹事会

社により連帯して

買取引受けされ、一

般に募集される。左

記以外の元引受の

条件は未定である

が、本社債の条件決

定日に、発行条件と

ともに決定される

予定である。
合　　計 5,000（予定）

(注) 本社債は金融商品取引業等に関する内閣府令（以下「金商業等府令」という。）第153条第１項第４号ニに掲げる社債

券に該当し、発行会社は金商業等府令第147条第１項第３号に規定する本社債の主幹事会社であるＨＳＢＣ証券会社東

京支店の親法人等に該当する。ＨＳＢＣ証券会社東京支店は、発行会社の親法人等であるエイチエスビーシー・ホール

ディングス・ピーエルシーの連結子会社である。発行会社は、本社債の発行価格および利率（以下「発行価格等」とい

う。）の決定を公正かつ適切に行うため、三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社を本社債の独立引受幹事会社

（以下「独立引受幹事」という。）とし、独立引受幹事がＨＳＢＣ証券会社東京支店と事務遂行上で同等の権限をもっ

て引受審査内容の妥当性を確認し、独立引受幹事がＨＳＢＣ証券会社東京支店から発行価格等の決定に関する情報提供

を受けて本社債の発行価格等の決定に関与する等、日本証券業協会の定める「『有価証券の引受け等に関する規則』に

関する細則」第２条に定める措置を講じている。また、本社債の発行価格等は、日本証券業協会の定める「有価証券の引

受け等に関する規則」第25条に規定されるブック・ビルディングの方式により決定する予定である。

財務代理人とその職務
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　本社債について社債の管理会社は設置されない。

財務代理人・発行代理人兼支払代理人の名称 住　　　　　　所

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内一丁目３番３号

　本社債に関する発行会社の財務代理人・発行代理人兼支払代理人（以下「財務代理人」という。文脈上別意に

解すべき場合を除き、「財務代理人」の用語はこれらすべての資格で行為する代理人を意味する。）は、株式会社

みずほコーポレート銀行とする。財務代理人は、社債の要項、発行会社と財務代理人との間の2013年６月20日付

（予定）の財務および発行・支払代理契約証書（以下「財務代理契約」という。）ならびに振替機関業務規程等

に定める義務を履行し職務を行う。財務代理人は、発行会社のためにのみその職務を行い、本社債権者に対してい

かなる義務も負わず、また、本社債権者との間で代理または信託関係を有しない。財務代理契約（社債の要項を含

む。）の写しは、償還期日後１年が経過するまで財務代理人の本店に備置され、通常の営業時間内において、本社

債権者の閲覧または謄写に供される。かかる謄写に要する一切の費用は、これを請求する者の負担とする。

　発行会社は、財務代理人を随時変更することができる。ただし、財務代理人は、後任の財務代理人・発行代理人兼

支払代理人が有効に選任されるまで（ただし、かかる後任の財務代理人・発行代理人兼支払代理人が振替機関業

務規程等に従って発行代理人および支払代理人として行為する資格を有していることを条件とする。）、在職す

る。かかる場合、発行会社は、財務代理人の変更を事前に本社債権者に対して公告する。

　振替機関が発行会社に対して財務代理人の発行代理人または支払代理人としての指定を取消す旨の通知をなし

た場合、発行会社は、遅滞なく後任の財務代理人・発行代理人兼支払代理人を選任し（ただし、かかる後任の財務

代理人・発行代理人兼支払代理人が振替機関業務規程等に従って発行代理人および支払代理人として行為する

資格を有していることを条件とする。）、その旨を本社債権者に対して公告する。

　後任の財務代理人・発行代理人兼支払代理人は、かかる選任が有効とされる日をもって、あたかも社債の要項お

よび財務代理契約において財務代理人・発行代理人兼支払代理人として記載されていたのと同様に、前任の財務

代理人の地位を承継し、前任の財務代理人と代替し、社債の要項、財務代理契約および振替機関業務規程等に定め

る財務代理人の義務を履行し職務を行う。

利息支払の方法

　本社債の利息は2013年６月28日（その日を含む。）からこれを付し、毎年６月27日および12月27日の２回、各々

その日（その日を含む。）までの６か月分を日本円で後払いする。６か月以外の期間についての利息は、かかる期

間中の実日数について、１年365日の日割計算により支払われる。本「利息支払の方法」において定められる各利

払いの日を、以下「利払日」という。

　本社債の利息は、償還期日（その日を含まない。）後はこれを付さない。ただし、発行会社が償還期日に社債の要

項に従った本社債の償還を怠ったときは、発行会社はその時点で未償還の本社債の元金額について償還期日（そ

の日を含まない。）からかかる本社債の償還が実際に行われた日（その日を含む。）までの期間中の実日数につ

き、１年365日の日割計算により、上記「１ 社債（短期社債を除く。）の募集＜ザ・ホンコン・アンド・シャンハ

イ・バンキング・コーポレイション・リミテッド（香港上海銀行）第１回円貨社債（2013）＞－利率」に定め

る利率による経過利息を日本円で支払う。ただし、その期間は、振替機関業務規程等における支払代理人の資格に

おいて行為する財務代理人（以下、かかる資格において行為する財務代理人を「支払代理人」という。）が、その

受領した本社債全額の償還のために必要な資金を、本社債の振替を行うための口座を振替機関に開設している関

連する機構加入者（以下「機構加入者」という。）に配分した日を超えない。ただし、かかる支払期限経過後の配

分が振替機関業務規程等により可能でない場合、当該期間は発行会社または財務代理人が下記「摘要－３ 支払

い－(ハ)」に従って最後の公告を行った日から14日を超えない。
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償還の方法

(1)　満期償還

本社債は、下記「償還の方法－(2)」または「償還の方法－(3)」に従って、それまでに償還されまたは買

入消却されていない限り、2018年６月27日に本社債の金額の100％で償還される。

社債の要項に別段の定めがある場合を除き、発行会社は、本社債の元金の全部または一部を期限前に償還

または返済することができない。

(2)　税務上の理由による償還

本社債の発行日以後に有効となった、香港、その下部行政主体またはそのもしくはその域内の課税権限を

有する当局もしくは機関の法令または決定の変更、あるいは、かかる法令または決定の解釈または運用の変更

の結果として、発行会社が下記「摘要－４ 税制上の理由による追加の支払い」に基づき追加額（下記「摘要

－４ 税制上の理由による追加の支払い－(イ)」に定義する。）の支払義務を次回の利払日に負っているかま

たは負うこととなる場合、発行会社は、その選択によりいつでも、本社債の全部（一部は不可）を本社債の金

額の100％で償還期日（その日を含む。）までの経過利息を付して償還することができる。ただし、下記に定め

るかかる償還の公告は、本社債に関してある日に支払期限が到来したと仮定すれば発行会社が追加額の支払

義務を負うこととなる最も早い日から90日前よりも前に行うことはできない。

発行会社が下記「摘要－４ 税制上の理由による追加の支払い」に基づき追加額の支払義務を負うことと

なり、かつそのときに有効な香港、その下部行政主体またはそのもしくはその域内の課税権限を有する当局も

しくは機関の法令または決定によって発行会社がかかる追加額の全部の支払いを禁じられている場合、発行

会社は実務上可能な限り速やかに、ただしいかなる場合も(i)発行会社にかかる追加額の支払義務を生ぜしめ

た事由の発生日または(ii)かかる法令もしくは決定の発効日のいずれか遅い日から40日以内に、その時点で

未償還の本社債の全部（一部は不可）を本社債の金額の100％で償還期日（その日を含む。）までの経過利息

を付してかかる法令または決定の制限に従って償還する。

本「償還の方法－(2)」に基づく償還がなされる場合、発行会社は財務代理人に対して、発行会社の権限あ

る署名者１名が署名し、(i)発行会社が下記「摘要－４ 税制上の理由による追加の支払い－(イ)」に基づき

追加額の支払義務を負っているかまたは負うこととなる旨、(ii)発行会社が本「償還の方法－(2)」に基づき

本社債の償還を選択するかまたはその償還義務を負っている旨、(iii)かかる償還期日、および(iv)関連する

事実の詳細とともに本「償還の方法－(2)」に基づき発行会社が償還を行う権利または義務の前提条件が成

就した旨を記載した証明書、ならびに、上記(i)および(iv)に記載の事項を確認する定評ある独立の法律顧問

の意見書を交付する。

かかる証明書および意見書は、償還予定期日の少なくとも30日前までに財務代理人に交付され、発行会社

は償還予定期日の少なくとも14日前までに本社債権者に関連事項を公告する。かかる償還予定期日は営業日

（下記「摘要－３ 支払い－(ロ)」に定義する。）とし、かかる財務代理人に対する交付および本社債権者に

対する公告は取消すことができない。

本「償還の方法－(2)」に基づき発行会社より財務代理人に対して交付されたかかる証明書および意見書

は、償還期日後１年が経過するまで財務代理人の本店に備置され、通常の営業時間内において、本社債権者の

閲覧または謄写に供される。かかる謄写に要する一切の費用は、これを請求する者の負担とする。

本「償還の方法－(2)」の手続に要する一切の費用は、発行会社の負担とする。

(3)　買入消却

発行会社およびその子会社は、公開市場その他においていかなる価格でも本社債を随時買入れることがで

きる。買入れが公開の買付けによる場合、すべての本社債権者に同様の申入れを行わなければならない。当該

本社債は、保持し、転売しまたは消却することができる。ただし、適用法令および振替機関業務規程等において

別段の定めがある場合を除く。
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担　　　保

　本社債はいかなる物上担保によっても担保されない。

本社債の地位

　本社債は、発行会社の直接、無条件、非劣後、かつ無担保の債務であり、本社債相互間で優先することなく現在お

よび将来において同順位であり、また、法律により定められた強行的例外を除き、発行会社の現在および将来のそ

の他すべての非劣後かつ無担保の債務と現在および将来において少なくとも同順位である。

財務上の特約

　該当事項なし。

社債権者集会

(1)　本社債の未償還総額の10分の１以上にあたる本社債を保有する本社債権者が共同または単独で書面により

社債権者集会の開催を発行会社を代理する財務代理人に対し財務代理人の本店において請求した場合（かか

る本社債権者は財務代理人に対しその本店において保有証明書（下記「摘要－２ 債務不履行事由」に定義

する。）を提示するものとする。）または発行会社が社債権者集会の開催を必要と認めて財務代理人に対し社

債権者集会の開催予定日より少なくとも35日前までに書面による通知をした場合、発行会社は本社債権者の

利害に関連する事項を議題とする社債権者集会の招集を行う。

社債権者集会が招集される場合、発行会社は当該社債権者集会の招集公告を当該集会の開催日の少なくと

も21日前までに本社債権者に対して行い、かつ、財務代理人に発行会社のために、社債権者集会の招集および

議事の進行の促進のために必要な手続をとるようにさせる。

(2)　本社債権者は当該社債権者集会において、自ら出席しもしくは代理人を通じて、または、発行会社もしくは発

行会社に代わって財務代理人が定めるところに従って、書面もしくは（発行会社が電磁的方法による議決権

の行使を許可する場合は）電磁的方法により、その議決権を行使することができる。社債権者集会において

は、各本社債権者は当該本社債権者の保有する（その時点で未償還の）本社債の金額に応じて議決権を有す

る。ただし、本社債権者は、当該集会の開催日の少なくとも７日前までに保有証明書を財務代理人に対しその

本店において提示し、かつ、当該集会の開催日に当該集会において発行会社または財務代理人に対し保有証明

書を提示しなければならず、さらに、当該本社債権者は、当該保有証明書を振替機関または当該本社債権者の

関連する口座管理機関（下記「摘要－３ 支払い－(イ)」に定義する。）に返還するまでは、本社債の振替の

申請または抹消の申請をすることができない。発行会社は、その代表者を当該集会に出席させ、当該集会にお

いてその意見を表明させることができる。

(3)　当該社債権者集会の決議は、当該集会に出席し、当該集会において議決権を行使する権利を有する本社債権

者（以下「議決権者」という。）が保有する議決権の総数の２分の１超をもってこれをなす。ただし、下記の

事項については特別決議（以下に定義する。）を要する。

(a)　すべての本社債に関してなされる支払いの猶予、債務不履行によって生じた責任の免除または和解

（下記（b）に記載の事項を除く。）

(b)　すべての本社債に関してなされる訴訟行為または破産、会社更生もしくはこれに準ずる手続に関する

すべての行為

(c)　社債権者集会において決議すべき事項の決定について、社債権者集会の決議により指名および授権さ

れる本社債権者の１名もしくは複数名の代表者（ただし、いずれも（その時点で未償還の）本社債の

総額の1,000分の１以上を保有する者でなければならない。）（以下「代表社債権者」という。）また

は社債権者集会の決議により指名および授権される社債権者集会の決議を執行する者（以下「決議
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執行者」という。）の選任もしくは解任、または上記の者に委託した事項の変更

(d)　社債の要項の条項に基づいて特別決議が要求されているその他の事項

「特別決議」とは、社債権者集会において、本社債の未償還総額にかかる議決権者が保有する議決権の総

数の５分の１以上、かつ、当該集会に出席した議決権者が保有する議決権の総数の３分の２以上の賛成をもっ

て採択される決議を意味する。

社債権者集会において行使された議決権の数の算定上、代理人によりまたは書面もしくは（発行会社が電

磁的方法による議決権の行使を許可する場合は）電磁的方法により議決権を行使した本社債権者も、これに

出席しまた議決権を行使したものとみなされる。

(4)　本「社債権者集会」に従って行われた決議は、すべての本社債権者に対して、当該社債権者集会に出席した

か否かを問わず、適用ある日本法の許容する範囲内で拘束力を有し、その執行は代表社債権者または決議執行

者がこれにあたる。

(5)　本「社債権者集会」において、発行会社またはその子会社が保有する本社債は除外され、未償還でないもの

とみなす。

(6)　社債権者集会は日本国東京都において開催される。

(7)　本「社債権者集会」の手続に要する一切の費用は、発行会社の負担とする。

準拠法および管轄裁判所

　発行会社による本社債の発行に関する授権を除き、本社債ならびにこれに基づく本社債権者を含むすべての当

事者の一切の権利および義務は、すべて日本法に準拠し、日本法に従って解釈される。

　社債の要項において別段の定めがある場合を除き、本社債に基づく義務の履行地は、日本国東京都とする。

　本社債もしくは社債の要項から生ずるかまたはこれらに関する発行会社に対する一切の訴訟その他の裁判手続

は、非専属的に、東京地方裁判所に対して提起することができ、発行会社は、かかる裁判所の管轄権に明示的、無条

件かつ取消不能の形で服することに同意する。

　発行会社は、本社債もしくは社債の要項から生ずるか、またはこれらに関して日本国東京都において提起される

ことのある一切の訴訟その他の裁判手続につき、発行会社の権限ある訴状その他の裁判上の書類の受取人として

発行会社の東京支店の日本における代表者を指名し、訴状その他の裁判上の書類を受領する場所として現在日本

国〒103-0027東京都中央区日本橋三丁目11番１号ＨＳＢＣビルディングに所在のある発行会社の東京支店のそ

の時々の住所を指定する。発行会社は、本社債の未償還残高が存する限りいつでも、かかる指名および指定が完全

な効力を有しそれを継続するのに必要な一切の行為（あらゆる書類および証書の作成および提出を含む。）をな

すことに合意する。かかる受取人が何らかの理由により発行会社のかかる権限ある受取人として行為することが

不可能な場合、発行会社は直ちに日本国東京都に所在のある後任の権限あるかかる受取人を指名し、かつかかる

指名が効力を有するのに必要な一切の行為をなすことを約束する。かかる場合、発行会社は、財務代理人に対し

て、かかる後任の受取人を指名したことを速やかに通知し、その旨を速やかに公告する。

　本「準拠法および管轄裁判所」に記載される事項は、本社債権者が、発行会社に対して、適用ある法律に基づき

管轄権を有する裁判所に訴訟その他の裁判手続を提起する権利またはその他法律により認められている方法で

訴状その他の裁判上の書類の送達を行う権利に影響を与えるものではない。

摘　　要

１　信用格付

　本社債につき、発行会社の依頼により、金融商品取引法（以下「金商法」という。）第66条の27に基づく登録を

受けた信用格付業者から提供され、または閲覧に供される信用格付（予定を含む。）を取得していないが、2013年

６月４日現在、発行会社はムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（以下「ムーディーズ」とい

う。）よりAa２の長期発行体格付を、スタンダード＆プアーズ・レーティングズ・サービシズ（以下「S&P」とい
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う。）よりAA-の長期発行体格付を、フィッチ・レーティングス・リミテッド（以下「フィッチ」という。）より

AA-の長期発行体格付を付与されている。本社債につき、発行会社は、2013年６月中旬頃に、ムーディーズおよび

S&Pより本社債の発行総額・利率等の発行条件の決定に伴って最終格付をそれぞれ取得する予定である。

　ムーディーズ、S&Pおよびフィッチは、信用格付事業を行っているが、本書日付現在、金商法第66条の27に基づく

信用格付業者として登録されていない（以下「無登録格付業者」という。）。無登録格付業者は、金融庁の監督お

よび登録格付業者が受ける情報開示義務等の規制を受けておらず、金融商品取引業等に関する内閣府令第313条

第３項第３号に掲げる事項に係る情報の公表も義務付けられていない。

　ムーディーズ、S&Pおよびフィッチについては、ムーディーズ・ジャパン株式会社（登録番号：金融庁長官（格

付）第２号）が、スタンダード＆プアーズ・レーティング・ジャパン株式会社(登録番号：金融庁長官（格付）

第５号）が、また、フィッチ・レーティングス・ジャパン株式会社（登録番号：金融庁長官（格付）第７号）が、

金商法第66条の27に基づく信用格付業者としてそれぞれのグループ内において登録されている。ムーディーズ、

S&Pおよびフィッチが付与する信用格付の前提、意義および限界は、インターネット上で公表されているムー

ディーズ・ジャパン株式会社のホームページ（ムーディーズ日本語ホームページ（http://www.moodys.co.jp）

の「信用格付事業」をクリックした後に表示されるページ）にある「無登録業者の格付の利用」欄の「無登録

格付説明関連」に掲載されている「信用格付の前提、意義及び限界」、スタンダード＆プアーズ・レーティング

・ジャパン株式会社のホームページ（http://www.standardandpoors.com/home/jp/jp）の「ライブラリ・規制

関連」の「無登録格付け情報」（http://www.standardandpoors.com/ratings/unregistered/jp/jp）に掲載さ

れている「格付の前提・意義・限界」およびフィッチ・レーティングス・ジャパン株式会社のホームページ

（http://www.fitchratings.co.jp）の「フィッチの格付業務について」欄の「規制関連」セクションにある

「格付方針等の概要」に掲載されている「信用格付けの前提、意義及び限界」において、それぞれ公表されてい

る。

２　債務不履行事由

　以下の事由を債務不履行事由（以下、本社債についてそれぞれを「債務不履行事由」という。）とする。

(a)　本社債に関して支払期日の到来した利息のいずれかの金額の支払いについて不履行が発生し、かかる不履

行が14日間継続する場合。ただし、(i)かかる支払いに適用のある、財政もしくはその他の法令、もしくは

管轄裁判所の命令を遵守するため、または(ii)かかる法令もしくは命令の有効性もしくは適用可能性に

ついて疑義がある場合において上記14日間中のいかなる時点においても定評ある独立の法律顧問から受

けたかかる有効性もしくは適用可能性に関する助言に従って、当該支払いの留保または拒絶をする場合、

かかる不履行とはしない。

(b)　香港において発行会社を清算する旨の命令がなされるか、またはその旨の有効な決議がなされる場合（た

だし、特別決議によって事前にその条件が承認された再建スキームまたは合併スキームに関連する場合

を除く。）。

　債務不履行事由のいずれかが発生した場合、各本社債権者は、その選択により、財務代理人の本店において発行

会社に対して当該本社債権者によるまたは当該本社債権者のための書面による通知をなすことにより（当該本

社債権者は、かかる通知をなす時に、財務代理人の本店において、振替機関または関連する口座管理機関により発

行された当該本社債の保有を証する証明書（以下「保有証明書」という。）を提示しなければならない。）、直ち

に当該本社債権者の保有するいずれの本社債についても、期限の利益の喪失を宣言することができ、かかる場合、

当該本社債は、更なる措置または手続を講ずることなく直ちに当該本社債の金額の100％でその日までの経過利

息を付して支払われる。ただし、財務代理人がかかる通知を受領する前にすべての債務不履行事由が治癒された

場合、この限りでない。

　(x)上記(b)に掲げる事由が発生した場合、または(y)時の経過、通知の付与もしくはその双方により当該事由が

発生する事態が生じた場合、発行会社は、直ちに（ただし、上記(y)の場合は発行会社がかかる事態を知ることと

なったときに直ちに）、かかる事由または事態を財務代理人に書面で通知し、その旨を本社債権者に対して財務
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代理人を通じて公告する。また、上記(a)に掲げる事由が発生するか、または時の経過によりかかる事由が発生す

ることとなる事態が生じた場合、発行会社は直ちにかかる事由または事態を財務代理人に書面で通知し、その旨

を本社債権者に対して財務代理人を通じて公告する。

　本「摘要－２ 債務不履行事由」の手続に要する一切の費用は、発行会社の負担とする。

３　支払い

(イ)　本社債の元金および利息の支払いは、支払代理人により、本社債権者に対して振替法および振替機関業務規

程等に従って、本社債権者が機構加入者の場合には直接に、その他の場合には本社債権者が本社債の記録を

行わせるために口座を開設している関連する口座管理機関（以下「口座管理機関」という。）を通じて行

われる。

(ロ)　本社債の元金または利息の支払期日が日本国東京都における銀行営業日（以下「営業日」という。）では

ない場合、本社債権者はその翌営業日まで当該支払期日に支払われるべき金額の支払いを受けることがで

きず、またかかる支払いの繰延べに関して追加利息その他の追加支払いを受ける権利を有しない。

(ハ)　支払期日に支払われるべき本社債の元金または利息の全額を支払代理人がかかる支払期日後に受領した場

合、発行会社は、自らまたは財務代理人をして、支払代理人によるかかる金額の受領後実務上可能な限り速

やかに、ただし遅くとも14日以内に、本社債権者に対してその旨および支払方法ならびに支払日を公告し、

または公告させる。かかる金額の受領時点で支払方法もしくは支払日のいずれかまたはその両方を決定す

ることができない場合、発行会社または財務代理人は、かかる金額の受領ならびに決定している範囲での支

払方法および/または支払日を本社債権者に対して公告し、後日、かかる支払方法および/または支払日の決

定後速やかに、本社債権者に対して公告する。当該公告に要する一切の費用は、発行会社の負担とする。

４　税制上の理由による追加の支払い

(イ)　本社債に関する一切の支払い（元金、利息その他を問わない。）は、香港、その下部行政主体またはそのもし

くはその域内の課税権限を有する当局もしくは機関によりまたはそれらのために、課され、賦課されまたは

徴収されるいかなる性質の税金、賦課金その他の公租公課のためのまたはそれらを理由とする源泉徴収ま

たは控除を行うことなくなされる。ただし、法律により、かかる源泉徴収または控除が要求される場合、この

限りでない。かかる場合、発行会社は、かかる源泉徴収または控除が要求されなければ本社債権者が受領し

ていたであろう金額が本社債権者によって受領されることとなるための追加額（以下「追加額」とい

う。）を支払う。ただし、(i)単に当該本社債を保有すること以外に香港と関連を有することを理由として、

当該本社債について税金、賦課金その他の公租公課を負担する本社債権者に対するまたは当該本社債権者

のための第三者に対する当該本社債に関する追加額、または(ii)本社債券が発行された場合に限って、関連

日（以下に定義する。）から30日を超えた本社債に関する追加額（ただし、本社債券をかかる30日の期間の

末日に支払いのために呈示すれば本社債権者が追加額を受領できたであろう場合は除く。）は、支払われな

い。

　　　「関連日」とは、(i)元金もしくは利息の関連する支払期日が最初に到来した日、または(ii)支払期日以前に

支払代理人によってかかる支払期日に支払われるべき全額が適式に受領されない場合、支払代理人によっ

てかかる全額が受領され、発行会社もしくは財務代理人が上記「摘要－３ 支払い－(ハ)」に従ってその旨

の最後の公告を適式に行った日のうち、遅い方の日を意味する。

(ロ)　本「１ 社債（短期社債を除く。）の募集＜ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイ

ション・リミテッド（香港上海銀行）第１回円貨社債（2013）＞」において元金または利息には、本「摘

要－４ 税制上の理由による追加の支払い」に従い元金または利息に関しそれぞれ支払われるべき追加額

を含むものとみなす。本「摘要－４ 税制上の理由による追加の支払い」の手続に要する一切の費用は、発

行会社の負担とする。

５　本社債券の不発行
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　本社債の社債券（以下「本社債券」という。）は、本社債権者がその発行を請求できる振替法に規定された例外

的な場合を除き、発行されない。本社債券が発行される場合、かかる本社債券は支払期日未到来の利札付無記名式

に限り、本社債権者は本社債券の記名式への変更または分割もしくは併合を要求することはできない。

　本社債券が発行された場合、本社債の元金および利息の計算および支払いの方法、本社債権者による本社債に基

づく権利の行使および本社債の譲渡、ならびに本社債に関するその他すべての事項は、その時点で適用ある日本

国の法令およびその時点の日本の一般的な市場慣行に従う。社債の要項の規定とその時点で適用ある日本国の法

令およびその時点の日本の一般的な市場慣行との間に齟齬がある場合、かかる日本国の法令および日本の市場慣

行が優先する。

　本社債券の発行に要する一切の費用は発行会社の負担とする。

６　時　　効

　本社債の消滅時効は、元金については10年、利息については５年とする。

７　社債原簿

　本社債の社債原簿は、発行会社に代わって財務代理人がこれを作成および管理し、その本店に備え置く。

８　通貨の補償

　本社債の元金、利息または本社債に関して支払うべきその他の金額の支払いを命ずる判決または命令がいずれ

かの裁判所によりなされまたは発せられ、かかる判決または命令が日本円以外の通貨で表示されている場合、か

かる判決または命令に関して本社債権者がかかる通貨により受領したまたは回収したいかなる金額も日本円建

てで受領したまたは回収した金額の範囲でのみ発行会社を免責するものであり、発行会社は、かかる本社債権者

に対して、(i)かかる判決または命令のために、日本円で表示されている金額がかかる日本円以外の通貨に換算さ

れたまたは換算されたものとみなされた日と(ii)かかる判決または命令（またはその一部）の履行がなされた

日との間に生じた換算率の変動から生じる不足額を補填するために必要な金額を支払うことを約束する。適用あ

る法律の許容する範囲内で、上記の約束は、発行会社の他の債務から別個、独立の債務を構成し、発行会社に対す

る別個、独立の請求原因となり、その時々の本社債権者が猶予したか否かを問わず適用され、いかなる判決または

命令にもかかわらず継続して完全な効力を有する。

９　修正および変更

　適用ある法律により最大限許容される範囲内で、社債の要項については、以下の修正および変更のみに限り本社

債権者の同意なしに行うことができる。かかる修正および変更とは、不明確な条項の明確化、誤りのある条項に関

する訂正もしくは追加、本社債権者の利益のために行う誓約の追加、もしくは発行会社に授与された権利もしく

は権限の放棄を目的とするもの、または、発行会社が必要として要望するもので、かつ本社債権者の利益に悪影響

を及ぼさないようなその他の方法によるものとする。発行会社は、かかる修正および変更を直ちに財務代理人に

通知し、その旨本社債権者に対して公告する。本「摘要－９ 修正および変更」の手続に要する一切の費用は、発

行会社の負担とする。

10　日本国における課税

　日本国の居住者および内国法人が支払いを受ける本社債の利息および本社債の償還により支払いを受ける金額

が本社債の発行価額を超える場合の差額（以下「発行差益」という。）は、日本国の租税に関する現行法令の定

めるところにより一般的に課税対象となる。本社債の譲渡により生ずる所得については、譲渡人が法人である場

合は益金となるが、個人である場合には、2016年１月１日以降の譲渡その他一定の場合を除いて日本国の租税は

課されない。

　日本国の非居住者および外国法人が支払いを受ける本社債の利息および発行差益は、原則として日本国の課税

対象とはならない。日本国の非居住者および外国法人が本社債を日本国内において譲渡した場合、かかる譲渡か
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ら生ずる所得については、譲渡人が日本国内に恒久的施設を有する外国法人（2016年１月１日以降は日本国の非

居住者を含む。以下同じ。）である場合を除いて、原則として日本国の租税は課されない。ただし、かかる外国法人

の納税義務は、適用される租税条約の規定により、限定されまたは免除されることがある。

投資を検討する者は、いずれの場合においても、本社債に関する課税上の結果について自身の税務顧問に相談

すべきである。

＜ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド（香港上海銀行）第１回

変動利付円貨社債（2013）＞

　以下は、ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド（香港上海銀行）

第１回変動利付円貨社債（2013）（以下「本社債」という。）について記載されており、「本社債権者」とは、本

社債の社債権者を指す。

　本＜ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド（香港上海銀行）第１

回変動利付円貨社債（2013）＞における本社債の未定事項または予定事項は2013年６月中旬頃に決定される予

定である。

銘　　柄
ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド

（香港上海銀行）第１回変動利付円貨社債（2013）(注１)

記名・無記名の別 該当なし
券面総額又は

振替社債の総額
50億円（予定）(注２)

各社債の金額 １億円 発行価額の総額 50億円（予定）(注２)

発行価格 各社債の金額100円につき100円 利　　率 （未定） (注３)

利払日

毎年３月27日、６月27日、９月

27日および12月27日

(注４)

償還期限 2018年６月27日(注５)

募集の方法 一般募集 申込証拠金 な　　し

申込期間 2013年６月20日 (注６) 払込期日 2013年６月27日 (注７)

申込取扱場所 別項記載の各金融商品取引業者の日本国内における本店および各支店

(注１) 本社債には日本国の社債、株式等の振替に関する法律（平成13年法律第75号。その後の改正を含む。）（以下「振替

法」という。）が適用され、本社債の譲渡および本社債に関連するその他の事項については、振替法および振替機関

（下記「振替機関」に定義する。）が随時定める社債等の振替に関する業務規程その他の規則等（以下「振替機関業

務規程等」と総称する。）に従って取り扱われる。

(注２) 上記の振替社債の総額および発行価額の総額は、2013年６月中旬頃に提示される予定の仮条件に基づき本社債の需要

状況把握のために本邦の機関投資家を中心に行われるブック・ビルディングの結果を勘案した上で、本社債の条件決

定日に決定される。最終的に決定され有価証券届出書の訂正届出書に記載される振替社債の総額および発行価額の総

額は、上記の各総額と大きく相違する可能性がある。

(注３) 利率は、2013年６月中旬頃に提示される予定の仮条件に基づき需要状況を勘案したうえで、2013年６月中旬頃に決定

される予定である。

(注４) 各利払日は、払込期日の変更に伴い変更される可能性がある。

(注５) 償還期限は、払込期日の変更に伴い変更される可能性がある。

(注６) 申込期間は、需要状況を勘案したうえで、最大１週間繰り下げられる可能性がある。

(注７) 払込期日は、申込期間の変更に伴い変更される可能性がある。

振替機関
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名　　　　称 住　　　　　　　所

株式会社証券保管振替機構

（以下「振替機関」という。）
東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号

(注)　振替機関には、主務大臣が振替法に従って指定する後継の振替機関を含むものとみなす。

公告の方法

　本社債に関する一切の公告は、日本国の官報（もし可能であれば）ならびに東京都および大阪市において発行

される時事に関する事項を掲載する日本語の日刊新聞紙上に各１回これを行う。本社債権者の各々に対する直接

の通知はこれを要しない。発行会社が行うべき当該公告は、発行会社の請求があった場合、発行会社の費用負担に

より、発行会社に代わって財務代理人（下記「財務代理人とその職務」に定義する。）がこれを行う。財務代理契

約（下記「財務代理人とその職務」に定義する。）には、本社債の要項（以下「社債の要項」という。）に基づき

必要な時は常に、発行会社は、財務代理人に対して、発行会社に代わってかかる公告を行うよう書面により請求す

べき旨が定められる。

引　受　人

元引受契約を締結する金融商品取引業者 引受金額

（百万円）
元引受の条件

会　社　名 住　　所

ＨＳＢＣ証券会社東京支店

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー

証券株式会社

みずほ証券株式会社

（以下「共同主幹事会社」と総称す

る。）

東京都中央区日本橋三丁目

11番１号

ＨＳＢＣビルディング

東京都千代田区丸の内二丁目

５番２号

東京都千代田区大手町一丁目

５番１号

大手町ファーストスクエア

共同主幹事会社が

連帯して本社債の

発行総額を引受け

るので、個々の共同

主幹事会社の引受

金額はない。

本社債の発行総額

は、発行会社と共同

主幹事会社との間

で2013年６月20日

（予定）に調印さ

れる元引受契約に

従い共同主幹事会

社により連帯して

買取引受けされ、一

般に募集される。左

記以外の元引受の

条件は未定である

が、本社債の条件決

定日に、発行条件と

ともに決定される

予定である。
合　　計 5,000（予定）

(注) 本社債は金融商品取引業等に関する内閣府令（以下「金商業等府令」という。）第153条第１項第４号ニに掲げる社債

券に該当し、発行会社は金商業等府令第147条第１項第３号に規定する本社債の主幹事会社であるＨＳＢＣ証券会社東

京支店の親法人等に該当する。ＨＳＢＣ証券会社東京支店は、発行会社の親法人等であるエイチエスビーシー・ホール

ディングス・ピーエルシーの連結子会社である。発行会社は、本社債の発行価格および利率（以下「発行価格等」とい

う。）の決定を公正かつ適切に行うため、三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社を本社債の独立引受幹事会社

（以下「独立引受幹事」という。）とし、独立引受幹事がＨＳＢＣ証券会社東京支店と事務遂行上で同等の権限をもっ

て引受審査内容の妥当性を確認し、独立引受幹事がＨＳＢＣ証券会社東京支店から発行価格等の決定に関する情報提供

を受けて本社債の発行価格等の決定に関与する等、日本証券業協会の定める「『有価証券の引受け等に関する規則』に

関する細則」第２条に定める措置を講じている。また、本社債の発行価格等は、日本証券業協会の定める「有価証券の引

受け等に関する規則」第25条に規定されるブック・ビルディングの方式により決定する予定である。

財務代理人とその職務
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　本社債について社債の管理会社は設置されない。

財務代理人・発行代理人兼支払代理人の名称 住　　　　　　所

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内一丁目３番３号

　本社債に関する発行会社の財務代理人・発行代理人兼支払代理人（以下「財務代理人」という。文脈上別意に

解すべき場合を除き、「財務代理人」の用語はこれらすべての資格で行為する代理人を意味する。）は、株式会社

みずほコーポレート銀行とする。財務代理人は、社債の要項、発行会社と財務代理人との間の2013年６月20日付

（予定）の財務・発行・支払代理および利率確認事務取扱契約証書（以下「財務代理契約」という。）ならびに

振替機関業務規程等に定める義務を履行し職務を行う。財務代理人は、発行会社のためにのみその職務を行い、本

社債権者に対していかなる義務も負わず、また、本社債権者との間で代理または信託関係を有しない。財務代理契

約（社債の要項を含む。）の写しは、償還期日後１年が経過するまで財務代理人の本店に備置され、通常の営業時

間内において、本社債権者の閲覧または謄写に供される。かかる謄写に要する一切の費用は、これを請求する者の

負担とする。

　発行会社は、財務代理人を随時変更することができる。ただし、財務代理人は、後任の財務代理人・発行代理人兼

支払代理人が有効に選任されるまで（ただし、かかる後任の財務代理人・発行代理人兼支払代理人が振替機関業

務規程等に従って発行代理人および支払代理人として行為する資格を有していることを条件とする。）、在職す

る。かかる場合、発行会社は、財務代理人の変更を事前に本社債権者に対して公告する。

　振替機関が発行会社に対して財務代理人の発行代理人または支払代理人としての指定を取消す旨の通知をなし

た場合、発行会社は、遅滞なく後任の財務代理人・発行代理人兼支払代理人を選任し（ただし、かかる後任の財務

代理人・発行代理人兼支払代理人が振替機関業務規程等に従って発行代理人および支払代理人として行為する

資格を有していることを条件とする。）、その旨を本社債権者に対して公告する。

　後任の財務代理人・発行代理人兼支払代理人は、かかる選任が有効とされる日をもって、あたかも社債の要項お

よび財務代理契約において財務代理人・発行代理人兼支払代理人として記載されていたのと同様に、前任の財務

代理人の地位を承継し、前任の財務代理人と代替し、社債の要項、財務代理契約および振替機関業務規程等に定め

る財務代理人の義務を履行し職務を行う。

利息支払の方法

(1)(a)　本社債の利息は2013年６月27日（その日を含む。）からこれを付し、2013年９月27日を初回として、その

後毎年３月27日、６月27日、９月27日および12月27日の４回、各々その日（その日を含まない。）までの利

息期間（以下に定義する。）についての利息を日本円で後払いする。ただし、かかる日のいずれかが東京営

業日（以下に定義する。）でない場合、利息の当該支払期日を翌東京営業日に繰下げ（これによりかかる

日が翌暦月に入る場合はこの限りでなく、この場合、支払期日は直前の東京営業日に繰上げられる。）、利

息は、本ただし書により修正された支払期日（その日を含まない。）までの利息期間について支払われる。

いずれかの利息期間またはその一部について支払われるべき利息については、かかる期間中の実日数につ

いて、１年360日の日割計算により支払われる。本「利息支払の方法」において定められる各利払いの日

を、以下「利払日」という。

本「１ 社債（短期社債を除く。）の募集＜ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポ

レイション・リミテッド（香港上海銀行）第１回変動利付円貨社債（2013）＞」において、以下の用語

は以下の意味を有する。

(i)　「東京営業日」とは、銀行が東京都において営業（外国為替および外貨預金取引を含む。）を行って

いる日をいう。
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(ii)　「利息期間」とは、2013年６月27日（その日を含む。）から第１回目の利払日（その日を含まな

い。）までの期間およびある利払日（その日を含む。）からその次の利払日（その日を含まない。）ま

でのその後の連続する各期間をいう。

(b)　本社債には、本社債の金額に対して下記の規定によりその時々に決定される利率（年率）（以下「適用

利率」という。）により利息が付される。ただし、かかる適用利率は０％を下回らない。

(i)　利率基準日（以下に定義する。）の翌東京営業日（以下「利率決定日」という。）の午前10時（東京

時間）までに、発行会社は、当該利息期間に関して、その初日の２ロンドン営業日（以下に定義す

る。）前の日（最初の利息期間については、2013年６月25日）（それぞれの日を、以下「利率基準日」

という。）の午前11時（ロンドン時間）現在のロイターLIBOR01頁（以下に定義する。）に表示されて

いるロンドン銀行間市場における日本円の３か月預金のオファード・レート（必要な場合、小数第５

位を四捨五入して小数第４位まで求める。）を確認する。当該利息期間の適用利率は、発行会社が確認

した上記オファード・レートに年率（未定）％を加算した率とする。

　本「１ 社債（短期社債を除く。）の募集＜ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コー

ポレイション・リミテッド（香港上海銀行）第１回変動利付円貨社債（2013）＞」において、以下の

用語は以下の意味を有する。

(x)　「ロンドン営業日」とは、銀行がロンドンにおいて営業（外国為替および外貨預金取引を含

む。）を行っている日をいう。

(y)　「ロイターLIBOR01頁」とは、日本円預金の英国銀行協会利息決済レートを表示するロイター

（もしくはその承継サービス）のLIBOR01頁として指定された頁もしくは当該サービスの

LIBOR01頁に代わる他の頁または日本円預金の英国銀行協会利息決済レートに相当する率を表示

するための情報源として発行会社により合理的に指定された他のサービスの提供する他の頁を

いう。発行会社は、財務代理人に対し、かかる代替を速やかに書面で通知する。

(ii)　いずれかの利率基準日の午前11時（ロンドン時間）に、上記オファード・レートがロイター

LIBOR01頁に表示されない場合またはロイターLIBOR01頁が利用不能である場合、発行会社は、利率決

定日に、各利率照会銀行（以下に定義する。）の東京の主たる店舗（もしあれば）に対し、それらのロ

ンドンの主たる店舗が当該利率基準日の午前11時（ロンドン時間）頃にロンドン銀行間市場におい

て主要銀行に対し提示した当該利率基準日の２ロンドン営業日後に始まる日本円の３か月預金のオ

ファード・レート（年率で表示する。）を発行会社に提示するよう要請する。この場合、以下に従う。

－ 当該利率決定日に６行以上の利率照会銀行が当該オファード・レートを発行会社に提示した場

合、当該利息期間の適用利率は、発行会社が確認した当該オファード・レート（そのうち２つの

最低値と２つの最高値を除く。）の算術平均値（必要な場合、小数第５位を四捨五入して小数第

４位まで求める。）に年率（未定）％を加算した率とする。

－ 当該利率決定日に２行以上５行以下の利率照会銀行が当該オファード・レートを発行会社に提

示した場合、当該利息期間の適用利率は、これを提示した利率照会銀行の当該オファード・レー

トの算術平均値（必要な場合、小数第５位を四捨五入して小数第４位まで求める。）に年率（未

定）％を加算した率とする。

－ 当該利率決定日に、発行会社に対し、利率照会銀行のうち１行のみが当該オファード・レートを

提示した場合またはいずれの利率照会銀行もオファード・レートを提示しなかった場合、発行会

社は、当該利率基準日に先立つ直近のロンドン営業日（当該日にロイターLIBOR01頁にロンドン

銀行間市場における日本円の３か月預金のオファード・レートが表示されない場合またはロイ

ターLIBOR01頁が利用不能である場合、当該表示がなされた直近のロンドン営業日）の午前11時

（ロンドン時間）現在のロイターLIBOR01頁に表示されたロンドン銀行間市場における日本円の

EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

 15/961



３か月預金のオファード・レート（必要な場合、小数第５位を四捨五入して小数第４位まで求め

る。）を確認する。当該利息期間の適用利率は、発行会社が確認した上記オファード・レートに年

率（未定）％を加算した率とする。ただし、当該ロンドン営業日がその直前の利率基準日（もし

あれば）以前である場合、適用利率は直前の利息期間に有効であった適用利率とする。

　本「１ 社債（短期社債を除く。）の募集＜ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コー

ポレイション・リミテッド（香港上海銀行）第１回変動利付円貨社債（2013）＞」において、「利率

照会銀行」とは、当該利率決定日に関する利率基準日に先立つ直近のロンドン営業日（当該日にロイ

ターLIBOR01頁にロンドン銀行間市場における日本円の３か月預金のオファード・レートが表示され

ない場合またはロイターLIBOR01頁が利用不能である場合、当該表示がなされた直近のロンドン営業

日）の午前11時（ロンドン時間）現在のロイターLIBOR01頁に表示されたロンドン銀行間市場におけ

る日本円の３か月預金のオファード・レートを算出するために用いられた自行のオファード・レー

トを提示した銀行をいう。

(c)　発行会社は、各利率決定日の午前10時（東京時間）頃に、本社債に関して当該利息期間にかかる一通貨あ

たりの利子額(振替機関業務規程等に定義される。)（以下「一通貨あたりの利子額」という。）を算出す

る。一通貨あたりの利子額は、振替機関業務規程等に従い、適用利率に当該利息期間の実日数を分子とし、

360を分母とする分数を乗じて算出される。いずれかの利息期間の一部にかかる一通貨あたりの利子額の

計算は、１年360日の日割計算により、当該部分の実日数について行われる。

(d)　各利息期間の適用利率が決定された後、実務上可能な限り速やかに、かつ各利息期間開始後５東京営業日

以内に、発行会社は、財務代理人に対し、当該適用利率ならびにこれに関する一通貨あたりの利子額および

利払日を書面で通知する。ただし、いかなる利息期間についてもこれらの事項の公告を行うことを要しな

い。財務代理人は、かかる通知を受けた後、実務上可能な限り速やかに、これらの事項をその本店において、

通常の営業時間に本社債権者に対し閲覧に供する。

(e)　上記(d)に従って適用利率ならびにこれに関する一通貨あたりの利子額および利払日の通知を行った後

にこれに関する利息期間が延長されまたは短縮された場合、発行会社はどのような調整が適切かを速やか

に決定する。かかる調整が決定された後、実務上可能な限り速やかに、発行会社は、財務代理人に対し、かか

る調整に従って改定された一通貨あたりの利子額および利払日を書面により通知する。ただし、かかる改

定に関する公告は、これを行うことを要しない。財務代理人は、かかる通知を受けた後、実務上可能な限り

速やかに、これらの事項をその本店において、通常の営業時間に本社債権者に対し閲覧に供する。

(f)　本「利息支払の方法－(1)」の規定に従って決定された適用利率、一通貨あたりの利子額または利払日

は、明らかな誤りのある場合を除き、最終的なものであり、本社債権者を含む全当事者に対し拘束力を有す

る。

(g)　株式会社みずほコーポレート銀行は、日本国東京都の本店において、本社債にかかる発行会社の利率確認

事務取扱者（以下「利率確認事務取扱者」という。）として職務を行う。財務代理契約に基づき、発行会社

は、利率確認事務取扱者に対し、オファード・レートまたは利率（適用利率および一通貨あたりの利子額

を含むがこれに限定されない。）の確認、算出および決定に関する本「利息支払の方法－(1)」に基づく発

行会社の一切の義務（公告を行う義務を除く。）の履行を委任する。利率確認事務取扱者は、発行会社のた

めにのみその職務を行い、本社債権者に対していかなる義務も負わず、また、本社債権者との間で代理また

は信託関係を有しない。本「利息支払の方法－(1)」に基づき発行会社が財務代理人に対して行うべき通

知は、財務代理人が利率確認事務取扱者と同一の銀行である限りは、これを行うことを要しない。発行会社

は、利率確認事務取扱者を随時変更することができる。ただし、利率確認事務取扱者は、後任の利率確認事

務取扱者が有効に選任されるまで、在職する。かかる場合、発行会社は事前にその旨を本社債権者に対して

公告する。
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(2)　本社債の利息は、償還期日（その日を含む。）後はこれを付さない。ただし、発行会社が償還期日に社債の要

項に従った本社債の償還を怠ったときは、発行会社はその時点で未償還の本社債の元金額について償還期日

（その日を含む。）からかかる本社債の償還が実際に行われた日（その日を含まない。）までの期間中の実日

数につき、利払日が当該償還期日後も継続して到来するものとみなして上記「利息支払の方法－(1)」を準用

して決定される利率により経過利息（１年360日の日割計算による。）を日本円で支払う。ただし、その期間

は、振替機関業務規程等における支払代理人の資格において行為する財務代理人（以下、かかる資格において

行為する財務代理人を「支払代理人」という。）が、その受領した本社債全額の償還のために必要な資金を、

本社債の振替を行うための口座を振替機関に開設している関連する機構加入者（以下「機構加入者」とい

う。）に配分した日を超えない。ただし、かかる支払期限経過後の配分が振替機関業務規程等により可能でな

い場合、当該期間は発行会社または財務代理人が下記「摘要－３ 支払い－(ロ)」に従って最後の公告を行っ

た日から14日を超えない。発行会社は、財務代理人に対し、上記により決定された各利率を上記「利息支払の

方法－(1)(d)」の規定に従って書面で通知する。かかる通知を受けた財務代理人は、当該期日後５東京営業日

以内に、かかる利率をその本店において、通常の営業時間に本社債権者に対し閲覧に供する。かかる利率に関

する公告は、これを行うことを要しない。

償還の方法

(1)　満期償還

本社債は、下記「償還の方法－(2)」または「償還の方法－(3)」に従って、それまでに償還されまたは買

入消却されていない限り、2018年６月27日に本社債の金額の100％で償還される。ただし、この日が東京営業日

でない場合、本社債の償還期日を翌東京営業日に繰下げる（ただし、これによりかかる日が翌暦月に入る場合

はこの限りでなく、この場合償還期日は直前の東京営業日に繰上げられる。）。

社債の要項に別段の定めがある場合を除き、発行会社は、本社債の元金の全部または一部を期限前に償還

または返済することができない。

(2)　税務上の理由による償還

本社債の発行日以後に有効となった、香港、その下部行政主体またはそのもしくはその域内の課税権限を

有する当局もしくは機関の法令または決定の変更、あるいは、かかる法令または決定の解釈または運用の変更

の結果として、発行会社が下記「摘要－４ 税制上の理由による追加の支払い」に基づき追加額（下記「摘要

－４ 税制上の理由による追加の支払い－(イ)」に定義する。）の支払義務を次回の利払日に負っているかま

たは負うこととなる場合、発行会社は、その選択により、利払日において本社債の全部（一部は不可）を本社

債の金額の100％で償還期日（その日を含まない。）までの経過利息を付して償還することができる。ただし、

下記に定めるかかる償還の公告は、本社債に関してある日に支払期限が到来したと仮定すれば発行会社が追

加額の支払義務を負うこととなる最も早い日から90日前よりも前に行うことはできない。

発行会社が下記「摘要－４ 税制上の理由による追加の支払い」に基づき追加額の支払義務を負うことと

なり、かつそのときに有効な香港、その下部行政主体またはそのもしくはその域内の課税権限を有する当局も

しくは機関の法令または決定によって発行会社がかかる追加額の全部の支払いを禁じられている場合、発行

会社は実務上可能な限り速やかに、ただしいかなる場合も(i)発行会社にかかる追加額の支払義務を生ぜしめ

た事由の発生日または(ii)かかる法令もしくは決定の発効日のいずれか遅い日から40日以内に、その時点で

未償還の本社債の全部（一部は不可）を本社債の金額の100％で償還期日（その日を含まない。）までの経過

利息を付してかかる法令または決定の制限に従って償還する。

本「償還の方法－(2)」に基づく償還がなされる場合、発行会社は財務代理人に対して、発行会社の権限あ

る署名者１名が署名し、(i)発行会社が下記「摘要－４ 税制上の理由による追加の支払い－(イ)」に基づき

追加額の支払義務を負っているかまたは負うこととなる旨、(ii)発行会社が本「償還の方法－(2)」に基づき

本社債の償還を選択するかまたはその償還義務を負っている旨、(iii)かかる償還期日、および(iv)関連する

事実の詳細とともに本「償還の方法－(2)」に基づき発行会社が償還を行う権利または義務の前提条件が成
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就した旨を記載した証明書、ならびに、上記(i)および(iv)に記載の事項を確認する定評ある独立の法律顧問

の意見書を交付する。

かかる証明書および意見書は、償還予定期日の少なくとも30日前までに財務代理人に交付され、発行会社

は償還予定期日の少なくとも14日前までに本社債権者に関連事項を公告する。かかる財務代理人に対する交

付および本社債権者に対する公告は取消すことができない。

本「償還の方法－(2)」に基づき発行会社より財務代理人に対して交付されたかかる証明書および意見書

は、償還期日後１年が経過するまで財務代理人の本店に備置され、通常の営業時間内において、本社債権者の

閲覧または謄写に供される。かかる謄写に要する一切の費用は、これを請求する者の負担とする。

本「償還の方法－(2)」の手続に要する一切の費用は、発行会社の負担とする。

(3)　買入消却

発行会社およびその子会社は、公開市場その他においていかなる価格でも本社債を随時買入れることがで

きる。買入れが公開の買付けによる場合、すべての本社債権者に同様の申入れを行わなければならない。当該

本社債は、保持し、転売しまたは消却することができる。ただし、適用法令および振替機関業務規程等において

別段の定めがある場合を除く。

担　　　保

　本社債はいかなる物上担保によっても担保されない。

本社債の地位

　本社債は、発行会社の直接、無条件、非劣後、かつ無担保の債務であり、本社債相互間で優先することなく現在お

よび将来において同順位であり、また、法律により定められた強行的例外を除き、発行会社の現在および将来のそ

の他すべての非劣後かつ無担保の債務と現在および将来において少なくとも同順位である。

財務上の特約

　該当事項なし。

社債権者集会

(1)　本社債の未償還総額の10分の１以上にあたる本社債を保有する本社債権者が共同または単独で書面により

社債権者集会の開催を発行会社を代理する財務代理人に対し財務代理人の本店において請求した場合（かか

る本社債権者は財務代理人に対しその本店において保有証明書（下記「摘要－２ 債務不履行事由」に定義

する。）を提示するものとする。）または発行会社が社債権者集会の開催を必要と認めて財務代理人に対し社

債権者集会の開催予定日より少なくとも35日前までに書面による通知をした場合、発行会社は本社債権者の

利害に関連する事項を議題とする社債権者集会の招集を行う。

社債権者集会が招集される場合、発行会社は当該社債権者集会の招集公告を当該集会の開催日の少なくと

も21日前までに本社債権者に対して行い、かつ、財務代理人に発行会社のために、社債権者集会の招集および

議事の進行の促進のために必要な手続をとるようにさせる。

(2)　本社債権者は当該社債権者集会において、自ら出席しもしくは代理人を通じて、または、発行会社もしくは発

行会社に代わって財務代理人が定めるところに従って、書面もしくは（発行会社が電磁的方法による議決権

の行使を許可する場合は）電磁的方法により、その議決権を行使することができる。社債権者集会において

は、各本社債権者は当該本社債権者の保有する（その時点で未償還の）本社債の金額に応じて議決権を有す

る。ただし、本社債権者は、当該集会の開催日の少なくとも７日前までに保有証明書を財務代理人に対しその

本店において提示し、かつ、当該集会の開催日に当該集会において発行会社または財務代理人に対し保有証明

書を提示しなければならず、さらに、当該本社債権者は、当該保有証明書を振替機関または当該本社債権者の

関連する口座管理機関（下記「摘要－３ 支払い－(イ)」に定義する。）に返還するまでは、本社債の振替の
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申請または抹消の申請をすることができない。発行会社は、その代表者を当該集会に出席させ、当該集会にお

いてその意見を表明させることができる。

(3)　当該社債権者集会の決議は、当該集会に出席し、当該集会において議決権を行使する権利を有する本社債権

者（以下「議決権者」という。）が保有する議決権の総数の２分の１超をもってこれをなす。ただし、下記の

事項については特別決議（以下に定義する。）を要する。

(a)　すべての本社債に関してなされる支払いの猶予、債務不履行によって生じた責任の免除または和解

（下記（b）に記載の事項を除く。）

(b)　すべての本社債に関してなされる訴訟行為または破産、会社更生もしくはこれに準ずる手続に関する

すべての行為

(c)　社債権者集会において決議すべき事項の決定について、社債権者集会の決議により指名および授権さ

れる本社債権者の１名もしくは複数名の代表者（ただし、いずれも（その時点で未償還の）本社債の

総額の1,000分の１以上を保有する者でなければならない。）（以下「代表社債権者」という。）また

は社債権者集会の決議により指名および授権される社債権者集会の決議を執行する者（以下「決議

執行者」という。）の選任もしくは解任、または上記の者に委託した事項の変更

(d)　社債の要項の条項に基づいて特別決議が要求されているその他の事項

「特別決議」とは、社債権者集会において、本社債の未償還総額にかかる議決権者が保有する議決権の総

数の５分の１以上、かつ、当該集会に出席した議決権者が保有する議決権の総数の３分の２以上の賛成をもっ

て採択される決議を意味する。

社債権者集会において行使された議決権の数の算定上、代理人によりまたは書面もしくは（発行会社が電

磁的方法による議決権の行使を許可する場合は）電磁的方法により議決権を行使した本社債権者も、これに

出席しまた議決権を行使したものとみなされる。

(4)　本「社債権者集会」に従って行われた決議は、すべての本社債権者に対して、当該社債権者集会に出席した

か否かを問わず、適用ある日本法の許容する範囲内で拘束力を有し、その執行は代表社債権者または決議執行

者がこれにあたる。

(5)　本「社債権者集会」において、発行会社またはその子会社が保有する本社債は除外され、未償還でないもの

とみなす。

(6)　社債権者集会は日本国東京都において開催される。

(7)　本「社債権者集会」の手続に要する一切の費用は、発行会社の負担とする。

準拠法および管轄裁判所

　発行会社による本社債の発行に関する授権を除き、本社債ならびにこれに基づく本社債権者を含むすべての当

事者の一切の権利および義務は、すべて日本法に準拠し、日本法に従って解釈される。

　社債の要項において別段の定めがある場合を除き、本社債に基づく義務の履行地は、日本国東京都とする。

　本社債もしくは社債の要項から生ずるかまたはこれらに関する発行会社に対する一切の訴訟その他の裁判手続

は、非専属的に、東京地方裁判所に対して提起することができ、発行会社は、かかる裁判所の管轄権に明示的、無条

件かつ取消不能の形で服することに同意する。

　発行会社は、本社債もしくは社債の要項から生ずるか、またはこれらに関して日本国東京都において提起される

ことのある一切の訴訟その他の裁判手続につき、発行会社の権限ある訴状その他の裁判上の書類の受取人として

発行会社の東京支店の日本における代表者を指名し、訴状その他の裁判上の書類を受領する場所として現在日本

国〒103-0027東京都中央区日本橋三丁目11番１号ＨＳＢＣビルディングに所在のある発行会社の東京支店のそ

の時々の住所を指定する。発行会社は、本社債の未償還残高が存する限りいつでも、かかる指名および指定が完全

な効力を有しそれを継続するのに必要な一切の行為（あらゆる書類および証書の作成および提出を含む。）をな

すことに合意する。かかる受取人が何らかの理由により発行会社のかかる権限ある受取人として行為することが
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不可能な場合、発行会社は直ちに日本国東京都に所在のある後任の権限あるかかる受取人を指名し、かつかかる

指名が効力を有するのに必要な一切の行為をなすことを約束する。かかる場合、発行会社は、財務代理人に対し

て、かかる後任の受取人を指名したことを速やかに通知し、その旨を速やかに公告する。

　本「準拠法および管轄裁判所」に記載される事項は、本社債権者が、発行会社に対して、適用ある法律に基づき

管轄権を有する裁判所に訴訟その他の裁判手続を提起する権利またはその他法律により認められている方法で

訴状その他の裁判上の書類の送達を行う権利に影響を与えるものではない。

摘　　要

１　信用格付

　本社債につき、発行会社の依頼により、金融商品取引法（以下「金商法」という。）第66条の27に基づく登録を

受けた信用格付業者から提供され、または閲覧に供される信用格付（予定を含む。）を取得していないが、2013年

６月４日現在、発行会社はムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（以下「ムーディーズ」とい

う。）よりAa２の長期発行体格付を、スタンダード＆プアーズ・レーティングズ・サービシズ（以下「S&P」とい

う。）よりAA-の長期発行体格付を、フィッチ・レーティングス・リミテッド（以下「フィッチ」という。）より

AA-の長期発行体格付を付与されている。本社債につき、発行会社は、2013年６月中旬頃に、ムーディーズおよび

S&Pより本社債の発行総額・利率等の発行条件の決定に伴って最終格付をそれぞれ取得する予定である。

　ムーディーズ、S&Pおよびフィッチは、信用格付事業を行っているが、本書日付現在、金商法第66条の27に基づく

信用格付業者として登録されていない（以下「無登録格付業者」という。）。無登録格付業者は、金融庁の監督お

よび登録格付業者が受ける情報開示義務等の規制を受けておらず、金融商品取引業等に関する内閣府令第313条

第３項第３号に掲げる事項に係る情報の公表も義務付けられていない。

　ムーディーズ、S&Pおよびフィッチについては、ムーディーズ・ジャパン株式会社（登録番号：金融庁長官（格

付）第２号）が、スタンダード＆プアーズ・レーティング・ジャパン株式会社(登録番号：金融庁長官（格付）

第５号）が、また、フィッチ・レーティングス・ジャパン株式会社（登録番号：金融庁長官（格付）第７号）が、

金商法第66条の27に基づく信用格付業者としてそれぞれのグループ内において登録されている。ムーディーズ、

S&Pおよびフィッチが付与する信用格付の前提、意義および限界は、インターネット上で公表されているムー

ディーズ・ジャパン株式会社のホームページ（ムーディーズ日本語ホームページ（http://www.moodys.co.jp）

の「信用格付事業」をクリックした後に表示されるページ）にある「無登録業者の格付の利用」欄の「無登録

格付説明関連」に掲載されている「信用格付の前提、意義及び限界」、スタンダード＆プアーズ・レーティング

・ジャパン株式会社のホームページ（http://www.standardandpoors.com/home/jp/jp）の「ライブラリ・規制

関連」の「無登録格付け情報」（http://www.standardandpoors.com/ratings/unregistered/jp/jp）に掲載さ

れている「格付の前提・意義・限界」およびフィッチ・レーティングス・ジャパン株式会社のホームページ

（http://www.fitchratings.co.jp）の「フィッチの格付業務について」欄の「規制関連」セクションにある

「格付方針等の概要」に掲載されている「信用格付けの前提、意義及び限界」において、それぞれ公表されてい

る。

２　債務不履行事由

　以下の事由を債務不履行事由（以下、本社債についてそれぞれを「債務不履行事由」という。）とする。

(a)　本社債に関して支払期日の到来した利息のいずれかの金額の支払いについて不履行が発生し、かかる不履

行が14日間継続する場合。ただし、(i)かかる支払いに適用のある、財政もしくはその他の法令、もしくは

管轄裁判所の命令を遵守するため、または(ii)かかる法令もしくは命令の有効性もしくは適用可能性に

ついて疑義がある場合において上記14日間中のいかなる時点においても定評ある独立の法律顧問から受

けたかかる有効性もしくは適用可能性に関する助言に従って、当該支払いの留保または拒絶をする場合、

かかる不履行とはしない。
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(b)　香港において発行会社を清算する旨の命令がなされるか、またはその旨の有効な決議がなされる場合（た

だし、特別決議によって事前にその条件が承認された再建スキームまたは合併スキームに関連する場合

を除く。）。

　債務不履行事由のいずれかが発生した場合、各本社債権者は、その選択により、財務代理人の本店において発行

会社に対して当該本社債権者によるまたは当該本社債権者のための書面による通知をなすことにより（当該本

社債権者は、かかる通知をなす時に、財務代理人の本店において、振替機関または関連する口座管理機関により発

行された当該本社債の保有を証する証明書（以下「保有証明書」という。）を提示しなければならない。）、直ち

に当該本社債権者の保有するいずれの本社債についても、期限の利益の喪失を宣言することができ、かかる場合、

当該本社債は、更なる措置または手続を講ずることなく直ちに当該本社債の金額の100％でその日までの経過利

息を付して支払われる。ただし、財務代理人がかかる通知を受領する前にすべての債務不履行事由が治癒された

場合、この限りでない。

　(x)上記(b)に掲げる事由が発生した場合、または(y)時の経過、通知の付与もしくはその双方により当該事由が

発生する事態が生じた場合、発行会社は、直ちに（ただし、上記(y)の場合は発行会社がかかる事態を知ることと

なったときに直ちに）、かかる事由または事態を財務代理人に書面で通知し、その旨を本社債権者に対して財務

代理人を通じて公告する。また、上記(a)に掲げる事由が発生するか、または時の経過によりかかる事由が発生す

ることとなる事態が生じた場合、発行会社は直ちにかかる事由または事態を財務代理人に書面で通知し、その旨

を本社債権者に対して財務代理人を通じて公告する。

　本「摘要－２ 債務不履行事由」の手続に要する一切の費用は、発行会社の負担とする。

３　支払い

(イ)　本社債の元金および利息の支払いは、支払代理人により、本社債権者に対して振替法および振替機関業務規

程等に従って、本社債権者が機構加入者の場合には直接に、その他の場合には本社債権者が本社債の記録を

行わせるために口座を開設している関連する口座管理機関（以下「口座管理機関」という。）を通じて行

われる。

(ロ)　支払期日に支払われるべき本社債の元金または利息の全額を支払代理人がかかる支払期日後に受領した場

合、発行会社は、自らまたは財務代理人をして、支払代理人によるかかる金額の受領後実務上可能な限り速

やかに、ただし遅くとも14日以内に、本社債権者に対してその旨および支払方法ならびに支払日を公告し、

または公告させる。かかる金額の受領時点で支払方法もしくは支払日のいずれかまたはその両方を決定す

ることができない場合、発行会社または財務代理人は、かかる金額の受領ならびに決定している範囲での支

払方法および/または支払日を本社債権者に対して公告し、後日、かかる支払方法および/または支払日の決

定後速やかに、本社債権者に対して公告する。当該公告に要する一切の費用は、発行会社の負担とする。

４　税制上の理由による追加の支払い

(イ)　本社債に関する一切の支払い（元金、利息その他を問わない。）は、香港、その下部行政主体またはそのもし

くはその域内の課税権限を有する当局もしくは機関によりまたはそれらのために、課され、賦課されまたは

徴収されるいかなる性質の税金、賦課金その他の公租公課のためのまたはそれらを理由とする源泉徴収ま

たは控除を行うことなくなされる。ただし、法律により、かかる源泉徴収または控除が要求される場合、この

限りでない。かかる場合、発行会社は、かかる源泉徴収または控除が要求されなければ本社債権者が受領し

ていたであろう金額が本社債権者によって受領されることとなるための追加額（以下「追加額」とい

う。）を支払う。ただし、(i)単に当該本社債を保有すること以外に香港と関連を有することを理由として、

当該本社債について税金、賦課金その他の公租公課を負担する本社債権者に対するまたは当該本社債権者

のための第三者に対する当該本社債に関する追加額、または(ii)本社債券が発行された場合に限って、関連

日（以下に定義する。）から30日を超えた本社債に関する追加額（ただし、本社債券をかかる30日の期間の
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末日に支払いのために呈示すれば本社債権者が追加額を受領できたであろう場合は除く。）は、支払われな

い。

　　　「関連日」とは、(i)元金もしくは利息の関連する支払期日が最初に到来した日、または(ii)支払期日以前に

支払代理人によってかかる支払期日に支払われるべき全額が適式に受領されない場合、支払代理人によっ

てかかる全額が受領され、発行会社もしくは財務代理人が上記「摘要－３ 支払い－(ロ)」に従ってその旨

の最後の公告を適式に行った日のうち、遅い方の日を意味する。

(ロ)　本「１ 社債（短期社債を除く。）の募集＜ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイ

ション・リミテッド（香港上海銀行）第１回変動利付円貨社債（2013）＞」において元金または利息に

は、本「摘要－４ 税制上の理由による追加の支払い」に従い元金または利息に関しそれぞれ支払われるべ

き追加額を含むものとみなす。本「摘要－４ 税制上の理由による追加の支払い」の手続に要する一切の費

用は、発行会社の負担とする。

５　本社債券の不発行

　本社債の社債券（以下「本社債券」という。）は、本社債権者がその発行を請求できる振替法に規定された例外

的な場合を除き、発行されない。本社債券が発行される場合、かかる本社債券は支払期日未到来の利札付無記名式

に限り、本社債権者は本社債券の記名式への変更または分割もしくは併合を要求することはできない。

　本社債券が発行された場合、本社債の元金および利息の計算および支払いの方法、本社債権者による本社債に基

づく権利の行使および本社債の譲渡、ならびに本社債に関するその他すべての事項は、その時点で適用ある日本

国の法令およびその時点の日本の一般的な市場慣行に従う。社債の要項の規定とその時点で適用ある日本国の法

令およびその時点の日本の一般的な市場慣行との間に齟齬がある場合、かかる日本国の法令および日本の市場慣

行が優先する。

　本社債券の発行に要する一切の費用は発行会社の負担とする。

６　時　　効

　本社債の消滅時効は、元金については10年、利息については５年とする。

７　社債原簿

　本社債の社債原簿は、発行会社に代わって財務代理人がこれを作成および管理し、その本店に備え置く。

８　通貨の補償

　本社債の元金、利息または本社債に関して支払うべきその他の金額の支払いを命ずる判決または命令がいずれ

かの裁判所によりなされまたは発せられ、かかる判決または命令が日本円以外の通貨で表示されている場合、か

かる判決または命令に関して本社債権者がかかる通貨により受領したまたは回収したいかなる金額も日本円建

てで受領したまたは回収した金額の範囲でのみ発行会社を免責するものであり、発行会社は、かかる本社債権者

に対して、(i)かかる判決または命令のために、日本円で表示されている金額がかかる日本円以外の通貨に換算さ

れたまたは換算されたものとみなされた日と(ii)かかる判決または命令（またはその一部）の履行がなされた

日との間に生じた換算率の変動から生じる不足額を補填するために必要な金額を支払うことを約束する。適用あ

る法律の許容する範囲内で、上記の約束は、発行会社の他の債務から別個、独立の債務を構成し、発行会社に対す

る別個、独立の請求原因となり、その時々の本社債権者が猶予したか否かを問わず適用され、いかなる判決または

命令にもかかわらず継続して完全な効力を有する。

９　修正および変更
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　適用ある法律により最大限許容される範囲内で、社債の要項については、以下の修正および変更のみに限り本社

債権者の同意なしに行うことができる。かかる修正および変更とは、不明確な条項の明確化、誤りのある条項に関

する訂正もしくは追加、本社債権者の利益のために行う誓約の追加、もしくは発行会社に授与された権利もしく

は権限の放棄を目的とするもの、または、発行会社が必要として要望するもので、かつ本社債権者の利益に悪影響

を及ぼさないようなその他の方法によるものとする。発行会社は、かかる修正および変更を直ちに財務代理人に

通知し、その旨本社債権者に対して公告する。本「摘要－９ 修正および変更」の手続に要する一切の費用は、発

行会社の負担とする。

10　日本国における課税

　日本国の居住者および内国法人が支払いを受ける本社債の利息および本社債の償還により支払いを受ける金額

が本社債の発行価額を超える場合の差額（以下「発行差益」という。）は、日本国の租税に関する現行法令の定

めるところにより一般的に課税対象となる。本社債の譲渡により生ずる所得については、譲渡人が法人である場

合は益金となるが、個人である場合には、2016年１月１日以降の譲渡その他一定の場合を除いて日本国の租税は

課されない。

　日本国の非居住者および外国法人が支払いを受ける本社債の利息および発行差益は、原則として日本国の課税

対象とはならない。日本国の非居住者および外国法人が本社債を日本国内において譲渡した場合、かかる譲渡か

ら生ずる所得については、譲渡人が日本国内に恒久的施設を有する外国法人（2016年１月１日以降は日本国の非

居住者を含む。以下同じ。）である場合を除いて、原則として日本国の租税は課されない。ただし、かかる外国法人

の納税義務は、適用される租税条約の規定により、限定されまたは免除されることがある。

投資を検討する者は、いずれの場合においても、本社債に関する課税上の結果について自身の税務顧問に相談

すべきである。

２【新規発行による手取金の使途】

(1)【新規発行による手取金の額】

払込金額の総額 発行諸費用の概算額 差引手取概算額

100億円（予定）（注１） 未定（注２） 未定（注２）

　（注１）ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド（香港上海銀行）第１回円貨

社債（2013）およびザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド（香港上

海銀行）第１回変動利付円貨社債（2013）の発行総額の合計である。金額は2013年６月中旬頃に決定される予定

である。

　（注２）2013年６月中旬頃に決定される予定である。
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(２)【手取金の使途】

本社債の手取金は、2013年及び2014年にかけて、融資業務における当行の資金調達源を多様化するために

使用される。

第２【売出要項】

該当事項なし

第３【第三者割当の場合の特記事項】

該当事項なし

第４【その他の記載事項】

本社債の募集に関する社債発行届出目論見書の表紙に発行会社のロゴおよび名称、本社債の名称ならびに共

同主幹事会社の名称を記載する。

社債発行届出目論見書の表紙裏面に以下の記述を記載する。

「本社債について社債の管理会社は設置されません。このため、発行会社が本社債に基づく義務を履行しない

場合など、必要な場合には、本社債の元利金の支払いを受け取り自らの権利を保全するための一切の行為を各々

の本社債権者が自ら行わなければなりません。財務代理人は、発行会社のためにのみその職務を行い、本社債権者

に対していかなる義務をも負担しませんし、また、本社債権者との間で代理または信託関係を有するものではあ

りません。」

「原文（英語）の年次財務書類は本社債発行届出目論見書には記載されておりませんが、有価証券届出書に

は記載されております。」

「本社債は、1933年米国証券法（その後の改正を含み、以下「証券法」といいます。）に基づき登録されてお

らず、また登録される予定もありません。本社債は、証券法が認める登録義務が免除される一定の場合を除き、米

国においてまたは米国人に対してもしくは米国人の計算においてもしくは米国人の利益を目的として、募集また

は売付けされてはなりません。本項において用いられる用語は、証券法に基づくレギュレーションＳにより定義

された意味を有します。」

EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

 24/961



第二部【企業情報】

第１【本国における法制等の概要】

１【会社制度等の概要】

（１）【提出会社の属する国・州等における会社制度】

本記述は、本書日付現在において有効な法令に基づいて、香港における会社制度の概要をまとめたもので

あり、一般的な情報の記述を意図するものである。

香港会社法

香港で設立または登録された会社に適用される制定法は主に会社条例（香港法第32章）（以下「会社条

例」という。）に記載されている。2012年７月12日、香港特別行政区立法会は現行の会社条例を新しい会社条

例に差し換える会社法案を可決した。新しい会社条例はコーポレート・ガバナンスの強化、規制効率の向上、

ビジネスの促進および法律の現代化を目指すもので、2014年に施行される予定である。

会社は株式有限責任会社、保証有限責任会社または無限責任会社のいずれかの形態で設立される。最も一

般的な会社の形態は株式有限責任会社で、出資者の責任は一般的には保有株式に対して未払いの名目金額

（もしあれば）に限定されている。別段の表示がない限り、本書では株式有限責任会社に適用される現行の

会社条例の規定の要約について論考されている。 

会社の設立

香港会社登記局（以下「登記局」という。）に以下の書類を提出しない限り、会社を設立することはでき

ない。基本定款の写し、通常定款の写しのほか、会社設立書（とりわけ、設立発起人またはその取締役、秘書役

もしくは権限を付与された署名権者（設立発起人が法人の場合）のいずれかが、登録に関して会社条例に基

づくすべての要件の遵守を証明する宣言、予定されている登録事務所の住所、および設立当初の取締役に関

する詳細と取締役就任の同意が記載されている）。書類の提出は、紙に印刷されたハードコピーを利用する

か、または香港会社登記局の電子サービス・ポータル「e-Registry」を通じた電子的な方法のいずれかを利

用する。

登記局が納得できる形式および内容の必要な書類を受理した時点で、登記局は会社の基本定款と通常定款

を登録し、会社に設立証明書を発行する。

会社の構造

有限責任会社の基本定款には、会社の名称（名称が英語で表記される場合は名称の最後に「Limited」を

付けるか、または中国語で表記される場合は中国語のそれに該当する用語を付けなければならない。ただし、

登記局から例外を認められている場合はこの限りではない）、出資者（株主）の責任が限定されている旨の

説明（該当する場合）、会社の登録事務所が香港に置かれる旨の説明、および株式有限責任会社の場合には

会社が登録を提案する株式資本の金額（授権資本）と授権資本を一定の金額の株式へ分割することに関す

る説明を定めなければならない。目的条項は任意記載事項である（ただし、登記局が「Limited」という用語

の使用を免除している場合は除く）。目的を記載しないことを選択した場合、会社には自然人の能力ならび

に権利、権限および特権が付与されるが、基本定款や通常定款に反する方法でその権限を行使してはならな

い。目的を記載した場合、会社はその基本定款によって認められてはいない事業を遂行してはならず、またか

かる権限を行使してはならない。

通常定款は会社内部の経営および管理に関する規則で、一般的にはとりわけ以下の重要な特徴に適用され

る。株式資本、株式の発行および割当、株式の譲渡、種類株式の変動、資本の変更、株主総会招集通知および株
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主総会議事録、株主の議決、取締役の任命、退任および解任、取締役の一般的な権限および義務、配当および解

散。

会社の機関

会社は、取締役会および株主総会という二つの構成要素または機関で構成されている。公開会社は少なく

とも２名の取締役を任命しなければならないが、非公開会社の取締役は１名でもよい。取締役は集合的には

取締役会と呼ばれ、取締役には日常的な経営機能が委任されている。株主総会は、取締役任命権限および通常

定款の変更を通じ、取締役会による権限行使を間接的に管理できる。一定の事項については会社条例に基づ

き株主の承認を得ることが義務付けられている。会社の目的、通常定款および商号の変更、株式資本構成の変

更、解散および非公開会社による自社株式の買戻しなどが、その例である。従って、会社の取締役会と（株主

総会での議決権行使を通じ）株主はともに会社条例（取締役会に関してはこれに加え、会社の通常定款(但

し、適用される法律に従う。)）で定められたそれぞれの権限を付与された会社の機関である。

取締役の義務

取締役の責任は会社設立書類、判例法および制定法など様々な根拠から発生する。会社の取締役が取締役

としての義務に違反した場合は民事手続きまたは刑事手続きの対象になるほか、取締役の地位を剥奪される

ことがある。

取締役は会社との取引または会社のために行う取引において誠実に行動すること及びそれぞれの権限の

行使と職務の誠実な履行に関し、会社に対して忠実義務を負っている。

取締役の義務に関する（非包括的な）一般原則は以下のとおりである。

(a)　　 会社全体の利益のため誠実に行動する義務

(b)　　 株主全体の利益のため適切な目的で権限を行使する義務

(c)　　 個人的な利益と会社の利益の相反を防止する義務

(d)　　 法律の要件を遵守している場合を除き、取締役が利害関係のある取引を行わない義務

(e)　　 適切に授権されている場合を除き、権限を委任しない義務、および独自の判断を行使する義務

(f)　　 相当の注意を払い、スキルを駆使し、かつ配慮を加える義務

(g)　　 取締役の地位を利用して利益を取得しない義務

(h)　　 会社の財産または情報を無断使用しない義務

(i)　　 取締役という地位を理由に第三者から個人的な利益を受け取らない義務

(j)　　 会社の基本定款と通常定款および決議を遵守する義務

(k)　　 会計帳簿を適切に管理する義務

一般的に、会社の経営および管理に関する一定の事項に関し、会社条例も会社の役員に様々な義務を課し

ている。

利害関係のある取締役

会社条例は、会社との契約または締結予定の契約について、直接的または間接的に重大な利害関係を持っ

ている取締役に対し、実質的に最も早い取締役会で利害関係の性質に関する開示を義務付けている。この義

務に違反した取締役は会社条例に基づいて罰金を課されるほか、状況によっては衡平法上の原則に基づいて

利益相反のあった契約から得た利益について会社に対する説明を要請される可能性がある。さらに、香港証

券取引所の上場規則は、一定の例外はあるが、利害関係がある取引に関する開示を（会社の関係者として）

取締役に義務付け、状況によっては議決権の行使を棄権することを求めている。

取締役に対する融資の禁止
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一定の例外的な取引を除き、会社は直接か間接かを問わず以下の行為を行ってはならない。(i)会社または

その持株会社の取締役に融資すること、(ii)いずれかの者が会社またはその持株会社の取締役に対して行っ

た融資を保証すること、またはかかる融資に関連して担保を提供すること、あるいは(iii)会社の取締役が別

の会社の支配持分を保有している場合に、当該被支配会社に融資するか、またはいずれかの者が当該被支配

会社に行った融資を保証するか、もしくはかかる融資に関連して担保を提供すること。一定の種類の会社

（公開会社および公認された証券市場に上場されている会社を含む。）に対しては、準融資および与信取引

に関する追加の禁止規定も適用される。この禁止規定の違反に関しては民事上および刑事上の制裁が課され

るほか、取締役は取得した利益について会社に説明する義務、およびかかる取引または取決めに起因した損

失または損害について会社に補償する義務を負っている。

取締役と執行役員に関する補償および責任の限定

会社条例に基づくと、過失、債務不履行、義務違反または背任に起因した、会社の役員（取締役を含む。）の

会社に対する責任を免除しようとする会社の通常定款、契約その他に含まれている規定は無効である。ただ

し、会社はかかる司法手続における抗弁のために支出された費用を補てんするため自社の役員のために保険

を購入することができる。役員に有利な確定判決が出た場合（または無罪宣告を受けた場合）、会社は民事

訴訟または刑事訴訟における抗弁費用について役員に補償することもできる。

取締役もしくは役員の過失、債務不履行、義務違反または背任に対して提起された司法手続きで、かかる取

締役もしくは役員が責任を負っているか、または責任を問われる可能性があるものの、彼が誠実かつ合理的

な行動をとっており、ならびに彼の任命に関連した状況を含むすべての状況を考慮した結果、過失、債務不履

行、義務違反または背任に対する責任を免除されるべきであるとみられる場合、裁判所は妥当と考える条件

に基づいて責任の全部または一部を免除することができる。自らの過失、債務不履行、義務違反または背任に

関して請求が行われるか、またはそのおそれがあると考える理由がある場合、会社の取締役もしくは役員は

裁判所に救済を申請できるものとし、裁判所には、かかる取締役もしくは役員の過失、債務不履行、義務違反

または背任に関して訴訟手続きが提起された場合と同様に当該取締役もしくは役員を救済する権限が付与

されている。

株式の割当

会社条例によると、会社の取締役が株主総会における株主の事前承認を得ないで有価証券の割当を行うこ

とができるのは、既存の株主に対して比例按分して有価証券を割り当てる場合のみである（ただし、上記と

の関連では、かかる株式の割当が現地の法律で認められていない法域に居住している株主は除外される。）。

これ以外では、会社の基本定款または通常定款の規定にかかわらず、株主総会で会社から権限を付与されな

い限り、取締役は会社の有価証券の割当を行ってはならない。付与された権限は具体的な場合（特定の割当

に限定される場合）もあれば、一般的な場合もあり、かつ無条件または条件付きの場合がある。取締役に付与

された権限にはその権限に基づいて割当可能な有価証券の上限額とかかる権限が失効する期日が明記され

るものとする。かかる権限は、以下の事由のうち、いずれかが最初に発生するまで有効に存続する。

(a)　　 次の定時株主総会の終了

(b)　　 法律で次の定時株主総会の開催を義務付けられる期間の経過

(c)　　 会社の定時株主総会の普通決議によって取り消されるか、または変更される時点

権限（通常定款に記載されている権限を含む。）は会社の株主総会で取り消されるか、更新されるか、また

はさらに更新されることがある。この規定に故意または悪意で違反した取締役、またはかかる規定の違反を

許容もしくは承認した取締役は、即決判決で懲役刑および罰金刑に処される。

株主総会
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定時株主総会の招集通知および特別決議を可決するために招集される株主総会の招集通知は書面で行わ

れ、かつ21日以上前に出されるものとする。それ以外の株主総会の招集通知は書面で行われるとともに、14日

以上前に出されるものとする。定時株主総会に出席して議決権を行使する権利を付与されているすべての株

主が合意する場合、定時株主総会を21日未満の通知で招集できる。株主総会に出席して議決権を行使する権

利を付与された株主の過半数、および株式の95%（額面価額）を保有する株主が合意した場合は、21日または

14日（場合により）未満の通知によって株主総会を招集できる。招集通知には、総会の場所、日時を明記する

ほか、特別な議案の場合にはその性質を明記しなければならない。会社が誤って株主に株主総会招集通知を

交付しなかった場合、または株主が株主総会招集通知を受領しなかった場合でも当該株主総会における手続

が無効になることはない。

議決権

株主の議決権は、会社の通常定款のほか、状況によっては会社条例によって規制されている。通常定款は議

案の審議に必要な定足数、株式の権利、および株主総会での議決または取締役会による決議の承認に必要な

投票水準などの事項を規定する。 

株主総会での株主による承認議決は賛成投票によって総会決議を可決する必要がある。決議は以下のよう

に分類されている。

(a)　　 普通決議（この決議は株主総会で自らまたは代理人によって議決権を行使できる株主の過半数

の賛成で可決される。）

(b)　　 特別決議（この決議は株主総会で自らまたは代理人によって議決権を行使できる株主の4分の3

以上の賛成で可決される。）

非公開会社の場合は、通常定款に別段の定めがない限り、議決は挙手で行われるのが通常である。公開会社

の場合は、香港証券取引所の上場規則により投票での議決が具体的に義務付けられている。

議決が挙手で行われる場合、各々の株主には保有株数にかかわらず単一の議決権が付与される。通常定款

に別段の定めがある場合を除き、代理人には挙手で議決権を行使する権利が付与されないのが通常である。

会社条例および通常定款は投票を請求できる場合を規定している。会社条例は、議長の選任または株主総会

の延期を除く議案に関し、株主総会で投票による議決を請求する権利を除外する規定を無効にしている。投

票が行われる場合、各々の株主には保有する株式毎に議決権が一つ付与され、代理人にも議決権を行使する

権利が付与される。

一般的には、株主の決議は普通決議で可決される。しかし、一部の議案は特別決議のみで可決される。その

例には以下が含まれるが、これだけに限定されない。

(a)　　 目的条項の変更

(b)　　 通常定款の変更

(c)　　 社名変更

(d)　　 減資、および

(e)　　 任意解散。

株主訴訟

株主代表訴訟は香港の裁判所で承認され、同裁判所に提訴できる。原則として、会社は自社に対して行われ

た不法行為について原告適格を有する。しかし、株主（または少数株主）は、中でも、会社を支配する者が

「少数株主に対して不正行為」を行ったことを根拠に株主代表訴訟を提訴することができる。

株主提案

香港法は、最低の株主要件または株式保有要件の充足、および明記されている通知規定の遵守を条件に、香
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港で設立された会社の株主が定時株主総会で株主による検討と決定を目的に提案することを容認している。

会社条例では、通常定款の規定にかかわらず、株主総会で議決権を伴う払込み済み株式資本の5%以上を保

有する株主の請求があり次第、会社の取締役は速やかに会社の臨時株主総会を招集しなければならないと規

定されている。株主総会招集請求書には以下が義務付けられる。(i) 総会の目的を記載すること、(ii) 請求

者が署名すること、および (iii) 会社の登録事務所に預託すること。取締役が請求書の預託から21日以内に

（その後28日以内に開催される）株主総会を招集しない場合には、請求者（またはすべての請求者の議決権

の総数の半分以上に相当するいずれかの株主）が株主総会を招集できる。そのように招集された株主総会は

3ヵ月以内に開催される必要がある。

書面の同意による会社に関する諸問題の承認

香港法では、株主総会で議決権を行使する権利を付与されている各々の株主によって（またはそれに代

わって）署名された全員一致の書面の決議により、株主は株主総会を開催することなく会社に関する諸問題

（会社の株主総会決議で承認される一切の問題）を承認できるほか、かかる決議は正当に可決されたとみな

されると規定されている。

株主総会における議事進行

株主総会における議事進行には、通常、会社の定款が適用されるが、議事の進行は会社によって異なる可能

性がある。

帳簿および記録の閲覧

会社条例に基づくと、会社は、定款または株主総会で会社が課している合理的な制限に従うことを条件に、

営業時間中に2時間以上、株主（無料）および株主以外の者（少額の料金で）が株主名簿および氏名の索引

を閲覧できるようにしなければならない。

年次報告書

会社は年次報告書を登記局に提出しなければならない。年次報告書が提出されると、当該報告書は公開文

書になり、所定の手数料を支払った一般大衆の閲覧に供される。

当該会社が株式資本を有する非公開会社である場合を除き、定時株主総会の終了後42日以内に年次報告書

を作成しなければならない。株式資本を有する非公開会社の場合には、会社設立日の各応当日から42日以内

に年次報告書を作成しなければならない。年に一度開示を義務付けられる情報には以下が含まれるが、これ

だけに限定されない。

(a)　　 登録事務所の所在地

(b)　　 株式資本の要約

(c)　　 株主のリスト

(d)　　 役員の詳細、および

(e)　　 すべての担保と負担に関する会社の借入金額。

会社が非公開会社である場合を除き、年次報告書にはさらに以下の情報を含めなければならない。

(a)　　 貸借対照表と法律で貸借対照表への添付を義務付けられるすべての書類の認証謄本、および

(b)　　 貸借対照表に添付された取締役報告書および監査報告書の認証謄本。

会計帳簿

会計帳簿は、会社の登録事務所または取締役が適切と考えるそれ以外の場所で保管されるものとし、つね

に取締役が閲覧可能な状態にする必要がある。会社は、最後に行われた記帳または会計帳簿に記録された事

項と関連する財務年度の期末から7年以上会計帳簿を保管しなければならない。会社の株主は登記局に登録
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された監査済み年次決算書にアクセスできるとともに、状況によっては会社の会計帳簿を閲覧することがで

きる。会社が香港証券取引所に仕組み商品を上場している場合、香港証券取引所は上場会社の年次決算書、中

間決算書および可能である場合には四半期決算書を会社の登録事務所または本店で一般公衆の閲覧に供す

ることも義務付けている。

損益計算書および貸借対照表

会社の取締役は定時株主総会で当期の損益計算書（また非営利会社の場合には収支計算書）を会社に提

出しなければならない。

かかる決算書は株主総会に先立つ6ヵ月以内の期日まで更新されるものとする。何らかの理由で妥当と判

断した場合、裁判所は、いずれの会社の場合でも、かつ年度にかかわらず、以下のことを行うことができる。

(a) 定時株主総会で会社に損益計算書（また場合によっては収支計算書）を提出する義務に代え、裁判所か

ら指定されたそれ以外の株主総会でかかる計算書の会社への提出を義務付けること、および (b) 上述した

6ヵ月という期間を延長すること。会社の取締役は、定時株主総会（または裁判所から指定されたそれ以外の

株主総会）で損益計算書（また場合によっては収支計算書）が作成された期日現在の貸借対照表も提出し

なければならない。

会社が子会社を持っている場合、持株会社の取締役は自社の貸借対照表および損益計算書とともにグルー

プの決算書も会社に提出しなければならない。貸借対照表は財務年度の期末現在の会社の状態に関する真正

かつ公正な見方を提示するとともに、損益計算書は財務年度における会社の損益に関する真正かつ公正な見

方を提示しなければならない。会社の株主に関する限り、グループ計算書は会社および子会社全体の状態と

損益に関する真正かつ公正な見方を提示しなければならない。

取締役報告書

取締役報告書には、とりわけ以下の情報を記載しなければならない。(a) 財務年度における会社とその子

会社の主な活動、および当該年度におけるそれらの活動の重大な変化、(b) 取締役が配当として支払うべき

であると勧告している金額（もしあれば）、(c) 取締役が準備金への繰入れを提案している金額（もしあれ

ば）、(d) 財務年度中に発行された株式または社債（もしあれば）の明細（発行理由を含む）、(e) 会社ま

たはいずれかの子会社で財務年度中に発生した固定資産の重大な変更の明細、および (f) 株主が会社の状

態を評価する上で重要な意味のあるそれ以外の事項に関する明細。ただし、取締役が、その開示によって会社

またはいずれかの子会社のビジネスが損害を受けないと判断した事項に限られる。

監査役

設立当初に監査役を任命した後、会社は定時株主総会毎に監査役を任命し、監査役は次の定時株主総会の

終了までその職務を遂行する。監査役の任命義務は会社の株主が負っている。株主が株主総会で監査役を任

命できない場合、会社の株主は裁判所に監査役の任命を申請できる。

会社の監査役は、在任期間中、自ら検査した計算書および株主総会で会社に提示されたあらゆる貸借対象

表、損益計算書、およびすべてのグループ計算書について株主に報告する義務を負っている。

監査報告書は会社に提示された損益計算書、貸借対照表、およびグループ計算書に添付されるものとする。

財務情報の開示

一般的に、会社は定時株主総会での提示を義務付けられたすべての計算書の写しのほか、持株会社の場合

にはグループ計算書（法律で添付を義務付けられたあらゆる書類を含む。）を、定時株主総会の開催日から

21日以上前に、取締役報告書および監査報告書の写しとともに、会社のあらゆる株主、社債権者および計算書

の受領権限を付与されているすべての者に送付しなければならない。
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（２）【提出会社の定款等に規定する制度】

以下は、当行の基本定款および定款に基づき、そしてこれらを参照して記載したものである。当行の基本定

款及び定款は、1997年香港上海銀行条例（改正を含む。）に基づき採択された。

基本定款

基本定款には、当行が設立された目的が定められている。その目的には、とりわけ、世界各地であらゆる種

類の銀行業を営むこと、および当行のいずれかの目的の達成に付随し、または資すると当行が判断した上記

以外のあらゆる行為又は事柄を行うことが含まれる。当行の目的は、当行の基本定款にすべて記されている。

基本定款の定めるところによれば、当行社員の責任は有限である。

定款

株式の発行

発行済株式に既に付与された特別な権利を損なうことなく、あらゆる株式は、当行が条例を前提として随

時決定し、又はかかる決定がない場合には当行の取締役（以下「当行取締役」という。）が決定した優先的、

劣後的又はその他の特別な権利又は制限（配当、議決権行使、譲渡、株式資本の払戻し若しくは償還、又はそ

の他の点のいずれに関するものかを問わない。）を付して発行することができる。

株式払込請求、失権及び先取特権

当行取締役は、社員が保有する株式に関する未払い金（当該株式の額面価額によるものか、額面超過額と

してかを問わない。）の全部又は一部を、当該社員に随時請求することができる。但し、当該株式の発行条件

に常に従うものとし、また請求金額は分割払いにより支払うことができるものとする。各社員は、支払時期及

び支払場所が記載された通知を14日前までに受領した場合、その保有する株式について請求された金額を、

当該通知に記載された時期及び場所にて、当行に支払うものとする。 

社員が払込請求金額を指定された支払期日までに全額支払わなかった場合、当行取締役は、以後、当該払込

請求金額の一部にでも未払いがある間はいつでも、当該払込請求金額の未払い部分を、経過利息及び当該未

払いのため発生した経費とともに支払うよう、当該社員に通知することができる。また、当該通知には、指定

された時までに、指定された場所で支払がなされなかった場合、当該払込請求金額の支払義務に係る株式が

失権の対象となる旨も記載するものとする。

当行は、各株式（全額払込済み株式以外）に関するすべての未払い金（支払期限が現在到来しているか否

かを問わない。）に関して、当該株式に対する第一順位かつ最優先の先取特権を有するものとし、また、社員

又はその遺産が当行に対して負うすべての負債及び債務（当該社員以外の者が利害関係を有する旨の通知

が当行に行われる前と後のいずれの時点で発生したかを問わず、当該負債又は債務の支払時期又は弁済時期

が既に到来しているか否かを問わず、また、当該負債又は債務が当該社員又はその遺産と他者（社員か否か

を問わない。）が連帯して負う負債又は債務であるかを問わない。）について、当該社員の氏名で登録されて

いる（単独名義で登録されているか、他者との共同名義で登録されているかを問わない。）すべての株式

（全額払込済み株式以外）に対する第一順位かつ最優先の先取特権を有するものとする。株式に対する当行

の先取特権は、当該株式について支払われるべきすべての配当に及ぶものとする。当行取締役はいつでも、株

式全般について若しくは特定の株式について発生した先取特権を放棄し、又は株式の全部若しくは一部につ

いて先取特権を設定する規定の適用を免除することを宣言することができる。

当行は、当行取締役が適切と判断した方法により、当行が先取特権を有する株式を売却することができる

が、先取特権の根拠となっている金銭の一部に現在支払期限の到来しているものがない場合や、現在支払期

限が到来している金額を記載し、その支払を要求するとともに、不履行の場合は売却する意図を知らせる内

容の書面による通知が、当該株式の当該時点における株主に対して行われてから、又は当該株主の死亡、破産
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若しくは解散、若しくはその他の法の適用若しくは裁判所命令を根拠に当該株式を取得する権利をその時点

において有する者に対して行われてから14日が経過するまでの間は、売却を行ってはならない。

資本金の変更

当行は随時、普通決議により授権資本を増額することができ、増加額は、当該決議に定める金額とし、当該

決議に定める金額の株式に分割されるものとする。

当行は、普通決議により、下記の行為を行うことができる。

(a)　　 既存の株式の全部又は一部を、当行の基本定款に定める金額より低い金額の株式に分割するこ

と。但し、既存の株式の分割にあたっては、分割後の各株式に対する払込済みの金額と未払い金

額（もしあれば）との割合は、分割前の株式と同じとなるものとし、また株式分割の決議では、

分割後の株式の株主間において、１株又は複数の株に他の株式と比較して、優先的、劣後的若し

くはその他の特別な権利又は制限（当行が未発行株式若しくは新株に付する権限を有するも

の。）を付することを定めることができる。

(b)　　 資本金の全部又は一部を、既存の株式より高い金額の株式に併合及び分割すること。

(c)　　 当該決議が可決された日に、誰にも入手されておらず、かつ、入手されることが合意されていない

株式を消却し、償却対象株式の金額だけ、授権資本を減額すること。

当行は、特別決議により、株式資本及び資本償還準備金又は株式払込剰余金を、法律により許容される方法

で減額することができる。

権利の変更

会社条例に従い、各時点において発行済みの特定の種類株式に付された特別な権利は、いつでも（清算中

であると清算前であるとを問わず）その全部又は一部を、当該発行済種類株式の額面価額の４分の３以上の

株主の書面による承諾、又は当該種類株式の種類株主総会において可決された特別決議による承認を得て、

変更又は廃止することができ、総会に関する定款の規定すべてが、あらゆる種類株主総会に準用されるもの

とするが、かかる種類株主総会の定足数は、当該発行済種類株式の額面価額の３分の１を保有する者又は代

理人として代理する者２名とし、また、本人又は代理人が出席した当該種類株式の株主のいずれも、投票を要

求することができる。

株式の譲渡

当行の株式の譲渡証書は、通常の若しくは一般的な書式又は当行取締役らが承認したその他の書式による

書面とし、譲渡人又はその代理人及び譲受人又はその代理人が署名するものとする。当該株式について、社員

名簿に譲受人の氏名が登録されるまでは、譲渡人は引き続き当該株式の株主であるものとする。

すべての譲渡証書は、譲渡対象株式の株券及び当行取締役がこれに関して要求するその他の証拠とともに

当行の本店に提出され、登録を受けるものとする。当行取締役は、会社条例第69条を前提として、その絶対的

な裁量により、いつでも理由を示すことなく、株式（全額払込済み株式か否かを問わない。）の譲渡の登録を

拒絶することができる。

当行取締役はまた、下記のいずれかが充足されていない場合、譲渡の登録を拒絶することができる。

(a)　　 譲渡証書は、１種類の株式のみに関するものである。

(b)　　 共同保有者への譲渡の場合、譲受人は４名以下である。

(c)　　 当該株式は、当行を権利者とする先取特権の対象となっていない。

(d)　　 偽造による損失の発生を予防するために当行取締役らが適宜課すその他の条件が充足されてい

る。

株主総会
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当行は毎年、年次総会としての株主総会を、当該年内のその他の会議に加えて、開催するものとする。年次

総会は、当行取締役が決定した時期（直前の年次総会の開催から15ヵ月以内又は会社登記局が書面により承

認したこれより長い期間以内）及び場所にて開催するものとする。その他すべての株主総会は、臨時総会と

呼ぶものとする。当行取締役は、適切と判断した場合に臨時総会の招集手続きを執ることができ、また会社条

例に基づき要求される場合には、招集手続きを執るものとする。

株主総会の招集通知

会社条例第116C条に従い、年次総会及び特別決議を可決するために招集される株主総会は、21日前までの

書面通知により招集するものとし、その他すべての株主総会は、14日前までの書面通知により招集するもの

とする。かかる通知には、株主総会の場所及び日時のほか、特別議案がある場合には当該議案の大まかな内容

を記載するものとする。年次総会の招集通知には、年次総会である旨を記載するものとし、特別決議を可決す

るための会議の招集通知には、当該決議を特別決議として提案する意図を記載するものとする。かかる通知

にはすべて、出席して議決権を行使する権利を有する社員は、みずからの代理として出席して議決権を行使

する代理人１名又は複数名を選任できる旨、及び代理人は当行の社員である必要はない旨の記述を、十分に

目立つように表示するものとする。

定款又は会社条例に定める通知期間より短い通知期間を以て当行の株主総会が招集された場合でも、下記

の者が同意した場合には、当該株主総会は適式に招集されたものとみなす。

(a)　　 年次総会として招集される株主総会の場合は、当該株主総会に出席して議決権を行使する権利を

有するすべての社員。

(b)　　 その他の株主総会の場合は、当該株主総会に出席して議決権を行使する権利を有する社員の大

半。大半とは、当該権利の根拠となる株式の額面価額の合計95％以上を合算して保有すること

とする。

招集通知を受ける権利を有するいずれかの者に対して、株主総会の招集通知が偶然行われなかった場合、

若しくは（当該通知とともに委任状用紙が発送された場合は）委任状用紙が偶然送付されなかった場合、又

はかかる者が株主総会の招集通知若しくは当該委任状用紙を受け取らなかった場合でも、当該株主総会にお

ける議事は無効とならないものとする。

株主総会の定足数

株主総会における議事の開始時点で定足数が満たされていない限り、株主総会の議長選出以外の議案を株

主総会で処理してはならない。本人又は代理人により出席しており、かつ議決権を行使する権利を有する社

員が２名いることを、あらゆる議題との関係で定足数とする。

株主総会における議決権行使

各時点において特定の種類株式に付された議決権行使に関する特別な権利、特権又は制限には従うもの

の、株主総会に本人又は代理人若しくは法定代理人が出席した社員は、挙手の場合には１議決権のみを、投票

の場合にはその保有する全額払込済み株式１株につき１議決権を有するものとする。投票の場合、投票は本

人又は代理人により行うことができ、１票を超える議決権を有する社員は、行使する議決権すべてを等しく

行使する必要はない。

社員は、株主総会に出席して議決権を行使するみずからの代理人を、委任状により任命することができ、か

かる委任状は、当該社員が議決権を行使することのできる株主総会のうち特定の株主総会に限定された特別

の委任状及び当該社員が議決権を行使する権利を有するすべての株主総会に及ぶ包括的な委任状のいずれ

でもかまわない。かかるすべての委任状は、当該代理人が出席し議決権を行使する予定の株主総会の指定開

催時刻の48時間前までに、また投票が行われる場合は、当該投票が行われる指定時刻の24時間前までに、本店
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に預託しなければならない。上記が遵守されなかった場合、当該代理人は、当該株主総会の議長の承認を得な

い限りは（特段の事情がなければ）当該株主総会において議決権を行使することができないものとする。法

人が社員である場合は、代理人により代表され、又は会社条例の規定に基づき代表される場合には、本人が出

席したものとみなす。

投票による議決権行使を請求する手続き

株主総会において採決に付された決議は、下記のいずれかの者が（挙手の結果が宣言される以前に、又は

他者による投票の要求が撤回された場合に再度）投票を要求した場合を除き、挙手により決定されるものと

する。

(a)　　 当該株主総会の議長。

(b)　　 本人又は代理人が出席しており、かつ、当該株主総会において議決権を行使する権利を有する社

員２名以上。

(c)　　 本人又は代理人が出席しており、かつ、当該株主総会に出席して議決権を行使する権利を有する

社員全員の議決権総数の10分の１以上を合算して代表する社員１名又は複数名。

(d)　　 本人又は代理人が出席しており、かつ、当該株主総会に出席して議決権を行使する権利を付与す

る株式のうち、かかる株式に関して払い込まれた総金額の10分の1以上に相当する金額が払い

込まれた株式を保有する社員１名又は複数名。

借入に関する権限

当行取締役は、金銭を借り入れ、当行の事業、財産もしくは資産（現在及び将来のもの。）または未払込資

本の全部又は一部に抵当権又は担保権を設定し、社債、不定額面社債、債券またはその他の有価証券を発行す

る（無条件によるか、当行又は第三者の負債、債務又は義務の副担保としてかを問わない。）当行のすべての

権限を行使することができる。

株券

株券は、当行の共通印（または、会社条例で許容され、当行が保有可能な公式印）を押印して発行するもの

とし、株式の数及び種類、（必要に応じて）当該株券の識別番号、並びに当該株券に対して払い込まれた金額

を記載するものとするほか、当行取締役により構成される取締役会（以下「当行取締役会」という。）が適

宜決定する書式によることもできる。

会社条例第71A条を前提として、株券が摩耗し、又は汚損、毀損若しくは紛失された場合には、当行取締役が

要求する証拠の提出、及び摩耗又は汚損の場合には旧株券の提出により、毀損又は紛失の場合には当行取締

役らが要求する免責証書（もしあれば）への署名により、当該株券を交換することができる。毀損又は紛失

の場合、交換用株券の交付を受ける個人は、当該毀損又は紛失の証拠及び当該免責証書を当行が調査するこ

とに伴い発生したすべての費用を負担し、当行に支払うものとする。

取締役

当行の事業は当行取締役が経営するものとし、当行取締役は、定款又は会社条例の規定及びかかる規定に

矛盾しない当行の株主総会で可決された決議（但し、かかる決議により当行取締役らの過去の行為が無効と

されることはないものとする。）を前提として、当行が株主総会において行使することが条例又は本定款に

より義務づけられていない当行のあらゆる権限（当行の事業の経営に関するものか、その他のものかを問わ

ない。）を行使することができる。 

当行の普通決議により別段の決定がなされた場合を除き、当行取締役は5名以上25名以下とする。取締役は

当行の株式を保有する必要はない。

EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

 34/961



取締役の退任、任命及び解任

当行は普通決議により随時、臨時の欠員補充のため、または既存の当行取締役会の増員のため、任意の者を

当行取締役に選任することができる。当行取締役は、随時の欠員補充のため、または当行取締役会の増員のた

め、任意の他者を当行取締役として選任する随時行使可能な権限を有するものとする。上記により選任され

た当行取締役は、次回の年次総会までに限り在任するものとし、当該年次総会の時点で再任されることがで

きるが、当該株主総会において輪番で退任する当行取締役を決定する際には考慮の対象外とする。

当行は、本定款の規定または当行取締役と当行との間の合意の規定にかかわらず（但し、当該合意の条件

に従わず当該合意が解除されたことに対する損害賠償請求権には影響を与えないものとする。）、当該当行

取締役を特別決議により解任することができ、また、適切と判断する場合には、解任された当行取締役に代わ

る者を、普通決議により選任することができる。

下記のいずれかに該当する当行取締役は、事実上欠員となったものとする。

(a)　　 法律または裁判所命令により、当行取締役となることを禁止された場合。

(b)　　 破産した場合、または財産管理命令もしくは会社の場合は解散命令を受け、または債権者と債務

整理もしくは調停を行った場合。

(c)　　 精神障害もしくは精神異常に陥った場合、または他の当行取締役らにより、取締役の職務を身体

的もしくは精神的に遂行することができないと全会一致で決議された場合。

(d)　　 辞任した場合。

(e)　　 当行の特別決議により解任された場合。

(f)　　 正式起訴犯罪の有罪判決を受けた場合。

(g)　　 当行取締役会の会議を3ヵ月間連続して（当行取締役会の許可を得ずに、かつ、当行の業務のため

でもなく）欠席し、かつ、当行取締役会により辞任すべきとの決議を受けた場合。

(h)　　 当該当行取締役またはその所有する企業もしくはそのパートナーもしくは代表者が、当行の営む

事業と競合する事業を営む法人、会社、組合または団体（当行（または当行の持株会社もしく

はその子会社）の子会社を除く。）の取締役、業務執行取締役、経営者またはパートナーを、直

接または間接に務めている場合（当行取締役会の承諾を得た場合を除く）。但し、かかる承諾

は、当行取締役会の決議に基づき会長が署名した書面により証明されなければならず、また、当

行取締役会はいつでも事前の通知なく撤回することができる。

(i)　　 65歳に達した直後の年次総会が到来した場合。但し、当該当行取締役の年齢を明記した上で、その

再任を提案する決議の特別通知（条例に定めるものを意味する。）が株主によって受領され、

かつ、当該通知後に、かかる決議が当該年次総会および以後毎年の年次総会において株主によ

り可決された場合を除く。

毎年開催される年次総会では、上記(i)に基づき欠員とされた当行取締役のほか、３名の当行取締役が退任

するものとする。各年に退任する当行取締役は、それぞれ最後に選出された時からの在任期間が最長の者３

名とする。在任期間が同じ当行取締役がいる場合、抽選により退任すべき当行取締役を選出するものとする

（但し、当該当行取締役間で合意がなされた場合を除く）。当行取締役の在任期間は、最後に選出された時ま

たは選任時のうち、いずれか遅い方の日から起算するものとする。

定款の規定を前提として、退任する当行取締役以外のいかなる者も、当行取締役会から選出の推薦を受け

た場合を除き、株主総会で当行取締役として選出される資格を有しないものとする。但し、かかる者、または

かかる者を推薦する意図を有する社員（下記通知に係る株主総会に出席し議決権を行使する適正な資格を

有する者に限る。）が、当該株主総会の14日前までに、当行取締役に立候補する旨または当該者を推薦する当

該社員の意図（場合に応じて）を記載した適正な署名入りの当行宛書面通知を、当行の本店に預託した場合

を除く。
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取締役の報酬

当行取締役は、当行取締役としての業務に対し、当行が株主総会において随時決定する金額（または当行

取締役会が決定する為替レートによる他の通貨建ての相当額）を、当行が株主総会において随時決定する条

件で、手数料として受領する権利を有するものとする。上記により決定される金額は、当行取締役の手数料の

合計額および各当行取締役の手数料の金額のいずれでもよい。但し、合計額の場合には、当該金額を、当行の

株主総会における特別な指示には従うものの、当行取締役会が随時決定する割合および方法にて、当行取締

役の間で分配するものとする。 

各当行取締役は、当行取締役としての職務の遂行に関して適正に負担したすべての合理的な交通費、宿泊

費およびその他の経費（当行取締役会もしくはその委員会、または当行の株主もしくは社債権者（種類を問

わない。）の株主総会もしくは個別集会への出席に伴う経費を含む。）の返金を受ける権利を有するものと

する。

当行取締役会との取決めにより、当行取締役としての通常の職務の範囲外の特別な職務または業務を遂行

または提供した当行取締役は、当行取締役会が随時決定する合理的な追加報酬（給与、委託手数料、利益参加

またはその他のいずれによるかを問わない。）の支払を受けることができる。

取締役の利害関係

当行が締結している契約または締結予定の契約に、何らかの形で直接的または間接的に利害関係を有する

当行取締役は、会社条例の規定に基づき、みずからの利害関係の内容を申告するものとする。上記の一般性を

損なうことなく、当行取締役は、会社条例第155B条、第158条、第161条および第161B条において必要とされる

自己に関する事項の通知を、当行に対して行うものとする。

当行取締役は、当行における他の有償の役職または職（監査役を除く。）に就任することができ、当該当行

取締役自身または当該当行取締役が社員である企業は、当行取締役らが決定する期間にわたり、当行取締役

らが決定する（報酬その他に関する）条件で、当行取締役を兼任しつつ、当行のために専門的資格に基づい

て行動することができる。当行取締役または当行取締役就任予定者は、その地位を理由に、売り手、買い手ま

たはその他として当行と契約することを妨げられず、当行またはその代理人が当行取締役自身または当行取

締役が何らかの点で利害関係を有する企業もしくは会社との間で締結した契約または取決めを回避すべき

義務を負うものではなく、また、上記のように契約を締結し、または利害関係を有する当行取締役は、当該契

約または取決めにより取得した利益、報酬またはその他の便益を、みずからが当該役職に就任していること、

またはこれにより設定された信認関係のみを理由として、当行に説明する責任を負うものではないものとす

る。

当行取締役は、みずからの利害関係にかかわらず、みずからが直接または間接に利害関係を有する契約、取

決め、取引またはその他の提案について議決権を行使することができ、定足数に算入されることができ、か

つ、獲得したすべての利益および便益を、みずからの絶対的な使用および便益のために保持することができ

る。

当行取締役は、当行が株主またはその他の形で利害関係を有する他の会社の取締役または経営者に就任す

ることができ、（当行と別段の合意をした場合を除き）当該他の会社から受領すべき報酬またはその他の利

益を、当行に説明する責任を負わないものとする。当行取締役会は、当行が他の会社に対して保有または所有

する株式により付与された議決権を、あらゆる点において、当行取締役会が適切と判断した方法で行使する

ことができ（当行取締役らの全員もしくは一部を、当該他の会社の取締役もしくはその他の役員として選任

する決議、または当該他の会社の取締役に対する報酬の支払に賛成する決議もしくはかかる支払を行う決議

に賛成するように、当該議決権を行使することを含む。）、当行取締役は、たとえ当該他の会社の取締役また

はその他の役員に選任されており、または選任される予定であるため、上記の方法による当該議決権の行使
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について利害関係を有し、または有する可能性があったとしても、上記の方法による当該議決権の行使に賛

成するように議決権を行使することができる。

配当

当行は随時、株主総会において、利益に対する社員の権利および権益に応じて社員に配当を支払うことを

宣言することができるが、当行取締役が推奨した金額を超えて配当を宣言してはならない。配当は当行の準

備金以外を原資として支払ってはならず、また、配当には当行に対する利息は付されないものとする。

株式に付された権利または株式の発行条件に別段の定めがある場合を除き、すべての配当は、当該配当の

支払に係る株式に対して払い込まれた金額に応じて宣言され、支払われるものとし、また、（配当支払対象期

間の全体にわたり全額払込済みでない株式については）配当支払対象期間において当該株式に対し払い込

まれていた金額に応じて比例計算により配分され支払われるものとする。この関係では、払込請求の前に株

式に対して払い込まれた金額は、当該株式に対して払い込まれたものとして取り扱わないものとする。

当行取締役らは、当行の先取特権が設定された株式に対して支払われるべき配当またはその他の金銭を留

保し、当該金銭を、当該先取特権の根拠となっている負債および債務の履行に充当することができる。

当行取締役は、適切と判断した場合、随時、当行の準備金に基づき当行取締役らが正当と判断した中間配当

を、社員に支払うことを決議することができる。

当行取締役会は、宣言された配当の支払の全部または一部を、財産（種類を問わない。）の分配、特に、他の

会社の全額払込済み株式、有価証券もしくは社債の分配、またはそのような一もしくは複数の方法により、履

行できることを指示することができる。かかる分配に関して問題が発生した場合、当行取締役会は、適切と判

断した方法で当該問題を解決することができる。

支払期限の到来後、１年間請求されなかったすべての配当は、請求されるまでの間、当行の利益のために当

行取締役らが投資その他の方法により利用することができ、支払期限の到来後、６年間請求されなかった配

当はすべて、当行取締役らが没収することができ、当行に復帰するものとする。配当に関して支払われるべき

金銭が別の勘定に払い込まれても、当行は、いかなる者に対しても、当該金銭についての受託者となるもので

はないものとする。

解散

特別な条件で発行される株式の株主の権利には従うものの、当行が解散する場合、すべての債権者に対し

て弁済した後の残余資産は、すべての社員間で、各社員が保有する株式の合計額面価額に比例して分配され

るものとする。かかる分配の日において全額払込済みでない株式の株主に対する本条に基づく金額の分配

は、当該株主の株式に対する未払い額分を、当該分配から差し引いたものになるように調整するものとする。

当行が解散する場合、清算人（任意清算人か、公的な清算人かを問わない。）は、特別決議による承認を得

て、すべての社員間で、当行の資産の全部もしくは一部を正金もしくは現物で分配し、または当行の資産の任

意の部分を、当該決議に定める信託により、社員の全員または一部の利益のために、受託者に付与することが

できる。かかる決議には、特定の資産を、異なる種類の社員間で、これらの社員の既存の権利に基づかない方

法により分配することを規定および承認することができるが、この場合、各社員は、当該決議が会社条例第

237条に基づき可決された特別決議であった場合と同様に、異議申立権およびその他の付随的権利を有する

ものとする。

当行が解散する場合、当該時点において香港に所在していない当行の各社員は、当行を任意解散する有効

な決議の可決後14日以内に、または当行の清算命令が行われた後の同様の期間内に、当行の解散に関するす

べての召喚状、通知、訴状、命令および判決の送達先とすることができる香港内の居住者を任命する書面通知

を当行に送達しなければならないものとし、かかる任命が行われなかった場合、当行の清算人は、当該社員の

代理として、かかる者を自由に任命することができ、当該任命を受けた者に対する送達は、あらゆる目的にお

いて当該社員に対する有効な本人への送達とみなし、清算人がかかる任命を行った場合、清算人は、適宜速や
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かに、当該社員に対してその旨の通知を、香港政府官報にて公告することにより、または当行の株主名簿に記

載されている当該社員の住所へ、当該社員宛に書留郵便により郵送することにより行うものとし、かかる通

知は、当該公告が掲載された日または当該郵便が投函された日に送達されたものとみなす。

計算

当行取締役は随時、会社条例の規定に基づき、会社条例に定める損益計算書、貸借対照表、総合財務表（も

しあれば）及び報告書を作成させ、株主総会にて当行に提出させるものとする。株主総会において当行に提

出されるすべての貸借対照表（これに添付されることが法律により義務づけられるすべての文書を含む。）

は、その写し１通を、取締役報告書の写し１通及び監査役報告書の写し１通とともに、当該株主総会の日の21

日前までに、当行の各社員及び各社債権者のほか、当行の社員又は社債権者以外の者であって、当行の株主総

会の招集通知を受ける権利を有するすべての者に送付するものとする。但し、当行が住所を把握していない

者及び株式又は社債の共同保有者のうち２名以上の者に、上記の諸文書の写しを送付する義務を、当行は負

うものではない。

２【外国為替管理制度】

現時点では、香港は外国為替管理制限を行っておらず、また香港以外に居住する株主が香港外で株式を処分

する権利および売却手取金を受け取る権利に影響を及ぼす制限は実施されていない。同様のことが社債の元利

金にも該当する。香港から、または香港に移転可能な金額には上限が設定されていない。

３【課税上の取扱い】

以下は、税法上香港の居住者ではない本社債権者（法人および個人）に対する税効果を要約したものであ

る。この要約は本書の日付時点で有効な法律に基づいており、かつ一般的な情報提供のみを目的にしている。こ

の要約は本社債の取得、保有、または処分に伴って発生する香港のすべての税効果の完全な分析を意図したも

のではなく、かつ法律上もしくは税務上の助言を意図したものではなく、またそのように解してもならない。投

資を検討している者は、本社債の取得、保有または処分に伴って発生する香港の税効果に関し税務顧問に相談

する必要がある。

源泉税

香港では本社債の元利金の支払いまたは本社債の売却に係るキャピタル・ゲインに関していかなる源泉税

も課税されない。

利益税

香港では、香港で通商、職業もしくはビジネスに従事しているあらゆる者に対し、香港でのかかる通商、職業

もしくはビジネスから発生するか、またはそれから派生する利益（資本資産の売却に起因した利益を除く。）

に関する利益税が課税される。

以下のいずれかの状況に該当する場合には、本社債に係る利息は利益税の課税対象になる。

(i)　　 本社債に係る利息が香港に由来し、香港で通商、職業もしくはビジネスに従事する会社が利息を

受け取るか、またはかかる会社に対して利息が発生する場合、

(ii)　　本社債に係る利息が香港に由来し、香港で通商、職業もしくはビジネスに従事する者（会社を除

く。）が利息を受け取るか、またはかかる者に対して利息が発生し、かつ当該通商、職業もしく

はビジネスの資金に関する場合、または
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(iii)　 利息が受領された金額または利息が発生する金額が香港の国外で支払われる場合であっても、

本社債に係る利息が金融機関（香港の内国歳入条例（第112章）で定義されている。）によっ

て受領されるか、または当該金融機関に対して発生し、かつかかる利息が当該金融機関の香港

でのビジネスを通じて発生しているか、またはビジネスの遂行に起因して発生している場合。

利益税（受取利息）課税免除命令に従い、香港で公認されている金融機関に預託された預金（表示通貨を問

わない。）に関し、金融機関以外の者に対して1998年６月22日以降に発生する受取利息は香港の利益税の支払

いを免除されている。ただし、この免除規定は一定の状況で借り入れられた金銭を担保または保証するために

利用される預金には適用されない。本社債の発行に関する目論見書が香港の会社条例（第32章）に基づいて登

録されていない場合、当行による本社債の発行は上記の支払免除規定が適用される預金に該当する予定であ

る。 

さらに、本社債の売却、処分もしくは償還が香港で従事している通商、職業もしくはビジネスの一部である

か、その一部を形成している場合には、かかる本社債の売却、処分もしくは償還に起因した利益には利益税が課

税される。

印紙税

本社債の発行および発行後の譲渡に際し印紙税を支払う必要はない。

相続税

本社債に関して相続税を支払う必要はない。

４【法律意見】

当行の法律顧問であるクリフォードチャンス・エルエルピーは、香港法に関する本書における記述に限り、

次の趣旨の法律意見書を提出している。

(1)　当行は、香港法に基づいて有限責任会社として適法に設立されている。

(2)　本書（訂正も含む。以下同様。）の提出は、当行の適式な権限の下で行われ、本書において企図されてい

る日本における本社債の発行および募集は、適用ある香港法令に違背または抵触せず、これらに違反す

る結果とはならない。

(3)　本書の「第二部　企業情報－第１　本国における法制等の概要」における記載は、当該記載が香港法に基

づく記載である限り、あらゆる重要な点において真実かつ正確である。
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第２【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

連結

2012年 2011年 2010年 2009年
1

2008年
2

各事業年度（百万香港ドル）

正味営業収益（貸倒損失控除前） 162,267147,170131,566117,998124,264

税引前当期純利益 108,72991,370 77,885 62,093 67,690

株主に帰属する利益 83,008 67,591 57,597 45,396 50,306

各年度末現在（百万香港ドル）

株主資本 437,399340,824320,130260,202193,612

資本の部の合計 473,078371,343347,435286,627216,486

自己資本ベース合計 272,892246,206236,720220,612190,598

顧客からの預金 3,874,8843,565,0013,313,2442,944,5392,576,084

資産合計 6,065,3275,607,4805,039,9184,360,7484,260,356

諸比率（%）

平均株主資本収益率 21.9 21.6 21.1 19.8 24.3

平均総資産税引後純利益率 1.54 1.34 1.33 1.14 1.31

費用効果比率 42.4 46.1 45.8 44.4 42.1

純利ざや 1.96 1.91 1.83 1.92 2.36

自己資本十分性比率

- 中核的自己資本 13.7 12.4 11.7 12.2 10.3

- 自己資本合計 14.3 14.6 14.7 16.1 13.4

1　HKAS第17号「リース」の改正を適用して修正再表示されている。

2　これらの数値は修正再表示されていない。

２【沿革】

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッドは、1865年に香港と上海

で創立され、世界で最大級の銀行および金融サービス組織であるHSBCグループの創立メンバー企業であり、そ

のアジア太平洋地域における主力企業である。当行は香港で設立された最大の銀行であり、紙幣を発行してい

る香港の銀行３行のうちの１行である。

当行およびその子会社は、国際的な顧客基盤の財務的および資産運用ニーズに応えて、一連の個人向け、商業

向けおよび法人向けのバンキングおよび関連した金融サービスを、アジア太平洋地域において20以上の国およ

び地域で、この地域での最大の国際的金融機関ネットワークで提供していることに加え、世界各地の他の６ヶ

国でもこうしたサービスを提供している。当行およびその子会社は、約65,600名の従業員（当行従業員は

34,000名）を雇用し、2012年12月31日現在で連結資産は6,065十億香港ドルに上る。

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッドは、HSBCグループの持株

会社であるエイチエスビーシー・ホールディングス・ピーエルシーの完全子会社である。HSBCグループは、
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ヨーロッパ、香港、その他の太平洋地域、中近東・北アフリカ、北米および中南米の６地域の81の国および地域

に及ぶ国際的ネットワークを擁している。

３【事業の内容】

当行グループは、銀行業務および関連金融サービスを、香港およびその他のアジア太平洋という２つの地域

の顧客に幅広く提供している。顧客に提供する商品およびサービスは、グローバル・ベースの事業ごとに組織

されている。

・リテール・バンキング・アンド・ウェルス・マネジメント（以下「RBWM」という。）は個人顧客を担当

している。当行グループは預金を受け入れ、トランザクション・バンキング・サービスを提供して、顧客

の日常の資金管理および将来に備えた貯蓄を実現している。当行グループは、顧客の短期的または長期

的な借入の必要性に対する支援を行うために、選択的に信用枠を提供することに加え、財務アドバイス、

仲介、保険および投資サービスを提供して顧客が資金的な将来を管理し、保護する手助けをしている。

・コマーシャル・バンキング（以下「CMB」という。）は、高度の財務ニーズを有する法人および中堅企業

の両方を担当するコーポレートと、中小企業（SME）を担当するビジネス・バンキングに分割され、当行

グループの対象顧客に応じて差別化されたサービスを可能にしている。これにより、顧客企業が国内お

よび海外の両方で成長する途上で継続的に支援を行うことが可能となり、また海外進出の意欲を持つ顧

客に明確に焦点を絞ることを確保している。

・グローバル・バンキング・アンド・マーケッツ（以下「GB&M」という。）は、顧客のニーズに合わせた

財務ソリューションを、世界的規模において、主要な政府、法人および機関顧客に提供する。GB&Mは長期

的な顧客関係管理アプローチで経営され、顧客の財務ニーズに対する理解を高めている。セクターに焦

点を当てた顧客サービス・チームはリレーションシップ・マネージャーと商品スペシャリストで構成

され、個別の顧客ニーズに応える財務ソリューションを策定する。

・グローバル・プライベート・バンキング（以下「GPB」という。）は、富裕層顧客およびその家族に対

し、投資運用サービスおよび信託サービスを提供する。当行グループは、卓越した顧客サービスの提供、

当行グループの全世界的な拠点の活用および包括的な一連のサービスの提供を通じて、顧客のニーズに

応えることを目指している。

４【関係会社の状況】

(１)親会社

当行の直接の親会社はオランダで設立された中間持株会社であるエイチエスビーシー・アジア・ホール

ディングス・ビーヴィであり、当行の全株式を所有している（株式の99.99%を直接保有している）。エイチエ

スビーシー・アジア・ホールディングス・ビーヴィの登録住所は、オランダ、アムステルダム・ザイドースト、

1101　EE、デ・エントレー242番である。

この直接親会社との取引には、優先株式の償還および優先株式に対する配当の支払いが含まれる。2012年12

月31日現在、当行は直接親会社に83,195百万香港ドル（2011年：96,969百万香港ドル）の優先株式を発行して

いる。これらの優先株式は、貸借対照表上で負債に分類されている。

当行の最終親会社は、HSBCグループの持株会社であるエイチエスビーシー・ホールディングス・ピーエル

シーであり、同社は英国で設立され、当行の株式の100%を間接所有している。エイチエスビーシー・アジア・

ホールディングス・ビーヴィについては、エイチエスビーシー・アジア・ホールディングス（連合王国）リミ

テッドによって完全所有されており、エイチエスビーシー・アジア・ホールディングス（連合王国）リミテッ

ドは、エイチエスビーシー・ホールディングス・ビーヴィによって完全所有されている。エイチエスビーシー

・ホールディングス・ビーヴィは、エイチエスビーシー・ファイナンス（オランダ）によって完全所有されて
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おり、エイチエスビーシー・ファイナンス（オランダ）は、エイチエスビーシー・ホールディングス・ピーエ

ルシーによって完全所有されている。したがって、エイチエスビーシー・ホールディングス・ピーエルシーは、

４つの中間持株会社を通じて、当行の株式を保有している。

エイチエスビーシー・ホールディングス・ピーエルシーの登録事務所の住所は、連合王国、E14 5HQ、ロンド

ン市カナダ・スクエア８番で、2012年12月31日現在の資本の部合計は175,242百万米ドルである。

最終持株会社との取引には、劣後債務の発行および劣後債務に対する利息の支払いが含まれる。2012年12月

31日現在、当行は最終的な持株会社に対して11,905百万香港ドル（2011年：9,599百万香港ドル）の劣後債務

を発行している。これらの劣後債務は、貸借対照表上で負債に分類されている。

Ｓ．Ｔ．ガリバー、Ｌ．Ｍ．Ｌ．チャおよびＰ．Ｔ．Ｓ．ウォンは、エイチエスビーシー・ホールディング

ス・ピーエルシーの取締役または社長を兼任している。

(２)子会社

2012年12月31日現在の当行の主要な子会社は、以下に示す通りである。

2012年12月31日現在

社名 設立国

保有割合

（間接保有）

主要な

事業の内容 自己資本額

連結または

非連結

ハンセン・バンク・

リミテッド

中華人民共和国

香港特別行政区

62.14%バンキング 9,559百万

香港ドル

会計目的上

連結

エイチエスビーシー・

バンク（チャイナ）

カンパニー・リミテッ

ド

中華人民共和国 100% バンキング 12,400百万

人民元

会計目的上

連結

エイチエスビーシー・

バンク・マレーシア・

ブルハド

マレーシア 100% バンキング 115百万

リンギット

会計目的上

連結

エイチエスビーシー・

バンク・オーストラリ

ア・リミテッド

オーストラリア

連邦

(100%)

(100%)

バンキング 751百万

豪ドル

（普通株式）

60百万

豪ドル

（優先株式）

会計目的上

連結

エイチエスビーシー・

バンク（タイワン）

リミテッド

台湾 (100%)バンキング 30,000百万

台湾ドル

会計目的上

連結

エイチエスビーシー・

インシュアランス

（アジア）リミテッド

中華人民共和国

香港特別行政区

(100%) 保険 2,798百万

香港ドル

会計目的上

連結

エイチエスビーシー・

ライフ（インターナ

ショナル）リミテッド

バミューダ諸島 (100%) 退職給付

および

生命保険

2,778百万

香港ドル

会計目的上

連結

2012年12月31日現在で、当行は上記の他に概ね142社の子会社を有していた。

EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

 42/961



５【従業員の状況】

2012年12月31日現在、当行グループの従業員数は専従換算ベースで65,593名であった。以下の表は、地域およ

び機能別に各時点での専従換算ベースでの従業員を示したものである。

2012年

12月31日現在

2011年

12月31日現在

香港：

当行および完全保有子会社 18,966 19,770

ハンセン・バンク香港 7,746 8,003

香港合計 26,712 27,773

その他のアジア太平洋：

オーストラリア 1,675 1,839

中国本土 8,444 8,235

マレーシア 4,523 4,839

インド 5,347 6,560

インドネシア 5,113 5,609

シンガポール 2,656 3,064

台湾 2,557 3,230

スリランカ 1,488 1,777

その他 7,078 8,494

その他のアジア太平洋合計 38,881 43,647

合計 65,593 71,420

第３【事業の状況】

１【業績等の概要】

地域別

当行グループの事業セグメントは、香港とその他のアジア太平洋の２地域に編成されている。当行グループ

の性格により、最高経営意思決定者は、地域別およびグローバル事業別の視点を含む多くのベースに基づいて

定期的に事業活動をレビューする。最高経営意思決定者は多くのベースに基づいて情報をレビューするが、資

本リソースの配分および業績評価は主として地域ごとに行われ、セグメント分析はそのベースで表示されてい

る。加えて、各地域の経済状況は当該地域で遂行される様々な種類の事業活動にわたって、業績の測定に影響を

及ぼす。それゆえ、地域別にセグメント業績を表示することは、事業の業績を理解するために最も有用な情報を

提供する。

地域別情報は、子会社の主たる事業の所在地、または当行の場合は実績の報告もしくは資金の貸出の責任を

負う支店の所在地によって分類される。
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資源の配分および事業セグメントの業績の評価のために当行グループの最高経営意思決定者に提供される

情報は、香港財務報告基準（以下「HKFRS」という。）に準拠して測定される。当行グループの構造の性格によ

り、以下に示される利益の分析には地域間のセグメント間項目が含まれ、消去は別個の欄で表示されている。こ

のような取引は公正取引条件で行われている。共通費用は、実際に行われた振替に基づいてセグメントに含め

られている。

2012年実績

2012年に当行グループが計上した株主に帰属する利益は、15,417百万香港ドル（23%）増加して83,008百万

香港ドルとなった。税引前当期純利益は、17,359百万香港ドル（19%）増加して108,729百万香港ドルとなった。

税引前当期純利益

2012年 2011年

百万香港ドル

香港 56,499 43,197

その他のアジア太平洋 52,230 48,173

合計 108,729 91,370

地域別税引前当期純利益

香港

その他の

アジア

太平洋

セグメント間

消去 合計

百万香港ドル

2012年

正味受取利息 40,155 42,271 (7) 82,419

正味受取手数料 24,670 15,220 - 39,890

トレーディング純収益 9,892 9,315 7 19,214

公正価値評価の指定を受けた金融商品

からの純収益 3,799 814 ̶ 4,613

金融投資による純収益 2,510 124 ̶ 2,634

配当金 489 33 ̶ 522

正味保険料収入 46,304 6,317 ̶ 52,621

その他営業収益 14,991 4,632 (4,286)15,337

営業収益合計 142,810 78,726 (4,286)217,250

正味発生保険金および保険契約準備金

の変動 (49,401)(5,582) ̶ (54,983)

正味営業収益（貸倒損失およびその他

の信用リスク引当金控除前） 93,409 73,144 (4,286)162,267

貸倒損失およびその他の信用リスク引

当金 (603) (2,975) ̶ (3,578)

正味営業収益 92,806 70,169 (4,286)158,689
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営業費用 (36,947)(36,109) 4,286(68,770)

営業利益 55,859 34,060 ̶ 89,919

関連会社および合弁事業における利益

持分 640 18,170 ̶ 18,810

税引前当期純利益 56,499 52,230 ̶ 108,729

2011年

正味受取利息 35,274 40,396 2 75,672

正味受取手数料 22,860 15,435 ̶ 38,295

トレーディング純収益 7,691 12,510 (2) 20,199

公正価値評価の指定を受けた金融商品

からの純費用 (4,230) (293) ̶ (4,523)

金融投資による純収益 310 (182) ̶ 128

配当金 723 6 ̶ 729

正味保険料収入 39,738 5,932 ̶ 45,670

その他営業収益 13,229 2,674 (4,514)11,389

営業収益合計 115,595 76,478 (4,514)187,559

正味発生保険金および保険契約準備金

の変動 (35,778)(4,611) ̶ (40,389)

正味営業収益（貸倒損失およびその他

の信用リスク引当金控除前） 79,817 71,867 (4,514)147,170

貸倒損失およびその他の信用リスク

引当金 (938) (2,121) ̶ (3,059)

正味営業収益 78,879 69,746 (4,514)144,111

営業費用 (36,106)(36,232) 4,514(67,824)

営業利益 42,773 33,514 ̶ 76,287

関連会社および合弁事業における利益

持分 424 14,659 ̶ 15,083

税引前当期純利益 43,197 48,173 ̶ 91,370

香港

香港の税引前当期純利益は、2011年の43,197百万香港ドルに対して31%増益の56,499百万香港ドルとなった。

2012年の利益には、グローバル・ペイメンツ・アジアパシフィック・リミテッドの株式の売却益1,647百万香

港ドル、ならびにHSBCおよびハンセン・バンクの損害保険事業の売却益それぞれ905百万香港ドルおよび354百

万香港ドルが含まれている。

これらの売却益を除いた場合、利益は24%増加しており、これはCMBおよびRBWMにおける正味受取利息の増加、

インドにおける銀行４行の株式売却益2,441百万香港ドル、GB&Mにおけるトレーディング収益の増加、CMBおよ

びGB&Mの両方における受取手数料の増加、ならびに貸倒損失の減少によるものであった。

これらの増益要因は、営業費用の増加により部分的に相殺された。

RBWMにおいては、当行グループは引き続きリテール顧客向けにウェルス・マネジメント・サービスを展開さ

せており、グローバル・ハイ・イールド・ボンド・ファンドを含め、新規投資ファンドの発売を行った。当行グ

ループは、HSBCおよびハンセン・バンクの両方の損害保険事業の売却を完了し、これにより当行グループが市

EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

 45/961



場で主導的な地位を維持している生命保険事業に重点を置くことができる。当行グループは、預金、住宅ロー

ン、強制退職積立金およびクレジット・カードにおいて市場をリードした。また、健全な貸付へのアプローチを

維持し、平均ローン資産価値比率は新規住宅ローン貸出実行時で48%、ポートフォリオ全体で推定32%である。

CMBにおいては、当行グループは国際的な接続性および主導的な貿易ファイナンス銀行としての立場を活用

して、貿易関連の収益を10%増加させた。CMBとGB&Mとの連携は引き続き強化され、法人顧客向けの外国為替商品

の提供を始めとして収益は13%増加した。当行グループは、ファイナンス・アジア誌2012年の最優秀コマーシャ

ル・バンク賞を受賞し、アジア・マネー誌の支払およびキャッシュ・マネジメント賞を、小規模、中規模および

大規模法人向けの「最優秀地域キャッシュ・マネジメント銀行」を含む10部門で受賞した。

GB&Mにおいては、当行グループは香港ドル建て債券の発行で市場をリードし、日本を除くアジアで高利回り

社債の事務幹事会社としてトップの地位を占めた。当行グループは、オフショア人民元債券発行において引き

続き市場をリードした。また、オフショア人民元商品の提供において国際的銀行で首位の地位を強化し、アジア

・マネー誌のオフショア人民元調査において、「年間最優秀アジア・リスク人民元業者」賞を始め、７商品カ

テゴリーのすべてで受賞した。

正味受取利息は、主にCMBとRBWMにおいて顧客貸付金と顧客からの預金の両方の残高が増加したことおよび

保険ポートフォリオが拡大したことから、2011年と比べて14%増加した。RBWMにおいては、不動産市場の引き続

いての活況を反映して、当行グループは引き続き平均住宅ローン残高を拡大した。CMBにおいては、当行グルー

プが貿易と資本のフローを生かした結果、中長期貸付金および貿易関連貸付金の平均残高が増加した。

資産スプレッドは、CMBにおいて貿易関連貸付およびその他の貸付で金利再設定により2011年に比べ小幅の

拡大となったが、これらのスプレッドは年末にかけて縮小し始めた。

正味受取利息も、顧客口座から投資への正味での資金流出の減少をある程度は反映して主にRBWMにおいて平

均預金残高が増加したことから、増加した。加えて、預金スプレッドも拡大した。

正味受取手数料は、2011年に比べ8%増加して24,670百万香港ドルとなった。当行グループが引き続き国際貿

易と資本フローを支援し、貿易関連サービス、送金および口座サービスにおいて取引量が増加したことから、受

取手数料は増加した。受取手数料はまた、当行グループが顧客の資金調達要件を満たすための債券発行の手配

を行ったため、CMBとGB&Mの両部門においても増加した。RBWMにおいては、顧客が手数料の安い低リスク商品へ

の選好を強めているにもかかわらず、ユニット型投資信託手数料が販売金額の増加を反映して増加した。これ

らの増加は、投資家心理が冷え込み、市場の取引量が縮小したことに伴う仲介手数料の減少により相殺された。

トレーディング純収益は、2011年に長期投資利益率についての仮定を引き下げたことを受けて、特定の準備

基金に係るデリバティブの公正価値の変動による損失が減少したため、2011年に比べ29%増加した。また、GB&M

の主に金利のトレーディング業務における好調な実績の貢献もあった。金利のトレーディングの実績は、法人

によるクロス・カレンシー債券の発行が増加したこと等により、顧客の特に円および人民元におけるリスク管

理商品への需要が増加したことを反映したものであった。信用関連のトレーディング収益も、顧客の取引の増

加等により増加した。トレーディング収益の増加は、デリバティブ評価の修正に関連した見積方法の変更の結

果発生した純損失により部分的に相殺された。

公正価値評価の指定を受けた金融商品からの純収益は、2011年が4,230百万香港ドルの費用であったのに対

し、2012年は3,799百万香港ドルの収益となったが、これは株式市場の状況が改善された結果、保険事業で保有

している資産に関連して2011年は投資純損失が計上されたのに対して、2012年は投資純利益が計上されたこと

による。こうした投資利益がユニットリンク型の保険契約および裁量権のある有配当性保険契約の保険契約者

に帰属する範囲で、「正味発生保険金および保険契約準備金の変動」が対応して増加した。

金融投資による純収益は、2011年が310百万香港ドルであったのに対し、2012年は主にインドの銀行４行への

非戦略的投資の売却益2,694百万香港ドルにより、2,510百万香港ドルとなった。

正味保険料収入は、生命保険商品の新規販売および更新の増加を受けて、17%増加した。保険料の増加により、

EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

 46/961



対応して「正味発生保険金および保険契約準備金の変動」も増加した。

その他営業収益は14,991百万香港ドルとなり、2011年に比べ1,762百万香港ドル増加した。当行グループは、

グローバル・ペイメンツ・アジアパシフィック・リミテッドならびにHSBCおよびハンセンの損害保険事業の

売却を完了し、それぞれ1,647百万香港ドル、905百万香港ドルおよび354百万香港ドルの売却益が実現した。保

有長期保険契約の現在価値（以下「PVIF」という。）資産の価値は増加したが、更新された想定が望ましくな

かったことおよび2011年のPVIF資産の計算の改良による利益が再現しなかったことの影響が、2012年における

保険販売の増加を上回ったため、PVIF資産の増加額は2011年における増加額に及ばなかった。また、投資不動産

の評価替えによる利益も2011年と比べて減少した。

貸倒損失およびその他の信用リスク引当金は、主にCMBにおける個別貸倒引当金繰入額の減少により、2011年

の938百万香港ドルから603百万香港ドルへと減少した。

営業費用は、主として、当行グループが引き続き技術インフラストラクチャーに投資したことからシステム

導入および処理費用が増加したこと、ならびに不動産の賃借料および維持修繕費用が増加したことにより、２%

増加した。人件費は概して同水準となったが、これは当行グループが引き続き効率を重視し、平均従業員数を減

少させたことにより賃金インフレの影響をほぼ相殺したことによる。

香港のグローバル事業別税引前当期純利益

リテール

バンキング

アンド

ウェルス

マネジメント

コマーシャル

バンキング

グローバル

バンキング

アンド

マーケッツ

グローバル

プライベート

バンキング その他

セグメント

間消去

香港

合計

百万香港ドル

2012年

正味受取利息/（費用） 22,194 12,636 8,436 ̶ (3,744) 633 40,155

正味受取手数料 13,723 6,594 4,255 ̶ 98 ̶ 24,670

トレーディング純収益 1,270 1,278 7,822 ̶ 157 (635) 9,892

公正価値評価の指定を受け

た金融商品からの純収益/

（費用） 4,098 (412) 177 ̶ (66) 2 3,799

金融投資による純収益 (8) ̶ 18 ̶ 2,500 ̶ 2,510

配当金 1 7 36 ̶ 445 ̶ 489

正味保険料収入 41,074 5,132 98 ̶ ̶ ̶ 46,304

その他営業収益 5,518 1,965 738 ̶ 8,853 (2,083)14,991

営業収益合計 87,870 27,200 21,580 ̶ 8,243 (2,083)142,810

正味発生保険金および保険

契約準備金の変動 (44,650)(4,676) (75) ̶ ̶ ̶ (49,401)

正味営業収益（貸倒損失お

よびその他の信用リスク

引当金控除前） 43,220 22,524 21,505 ̶ 8,243 (2,083)93,409

貸倒損失およびその他の信

用リスク引当金（繰入）/

戻入 (754) 21 129 ̶ 1 ̶ (603)

正味営業収益 42,466 22,545 21,634 ̶ 8,244 (2,083)92,806

営業費用 (14,127)(5,621) (9,952) ̶ (9,330)2,083 (36,947)

営業利益/（損失） 28,339 16,924 11,682 ̶ (1,086) ̶ 55,859

関連会社および合弁事業

における利益持分 347 49 25 ̶ 219 ̶ 640
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税引前当期純利益/

（損失） 28,686 16,973 11,707 ̶ (867) ̶ 56,499

2011年

正味受取利息/（費用） 20,114 10,251 8,189 ̶ (3,613) 333 35,274

正味受取手数料 13,551 5,501 3,693 ̶ 115 ̶ 22,860

トレーディング純収益/

（費用） 753 1,322 6,916 ̶ (965) (335) 7,691

公正価値評価の指定を受け

た金融商品からの純費用 (3,612) (565) (39) ̶ (16) 2 (4,230)

金融投資による純収益 19 78 162 ̶ 51 ̶ 310

配当金 1 10 118 ̶ 594 ̶ 723

正味保険料収入 33,626 5,968 144 ̶ ̶ ̶ 39,738

その他営業収益 3,928 1,359 606 ̶ 9,212 (1,876)13,229

営業収益合計 68,380 23,924 19,789 ̶ 5,378 (1,876)115,595

正味発生保険金および保険

契約準備金の変動 (30,243)(5,429) (106) ̶ ̶ ̶ (35,778)

正味営業収益（貸倒損失お

よびその他の信用リスク

引当金控除前） 38,137 18,495 19,683 ̶ 5,378 (1,876)79,817

貸倒損失およびその他の信

用リスク引当金（繰入）/

戻入 (601) (513) 176 ̶ ̶ ̶ (938)

正味営業収益 37,536 17,982 19,859 ̶ 5,378 (1,876)78,879

営業費用 (14,121)(5,540) (9,700) ̶ (8,621)1,876 (36,106)

営業利益/（損失） 23,415 12,442 10,159 ̶ (3,243) ̶ 42,773

関連会社および合弁事業

における利益持分 47 69 32 ̶ 276 ̶ 424

税引前当期純利益/

（損失） 23,462 12,511 10,191 ̶ (2,967) ̶ 43,197

その他のアジア太平洋

その他のアジア太平洋の税引前当期純利益は、2011年の48,173百万香港ドルに対して８%増益の52,230百万

香港ドルとなった。報告された利益には、タイにおけるRBWM事業の売却益811百万香港ドル、日本でのGPB事業の

売却益520百万香港ドルおよびフィリピンにおける不動産会社の持分の売却益1,009百万香港ドルが含まれて

いる。

上記の売却益を除いた場合、税引前利益は４%の増益となっていた。正味受取利息は、主に中国本土における

GB&Mのバランスシ－ト・マネジメントおよび地域内の大部分における平均貸付残高の大幅な増加により増加

した。当行グループは、中国本土の関連会社の利益増からの恩恵も受けた。こうした増益要因は、当行グループ

保有のピン・アン・インシュアランス（グループ）カンパニー・オブ・チャイナ・リミテッド（以下「ピン

・アン」という。）株式の売却に関連する条件付先渡売却契約の公正価値の変動による損失2,694百万香港ド

ル（この影響は2013年の取引完了時に相殺される。）、ならびに当該地域における当行グループの事業および

支援機能の現在進行中の戦略的見直しから発生したリストラクチャリング費用990百万香港ドル等に起因する

営業費用の増加により、部分的に相殺された。また貸倒損失も、少数の特定の法人向け貸倒損失により増加した

が、依然として低水準にとどまっている。

当行グループは、この地域における鍵となる重要成長市場への焦点を維持した。中国本土においては、当行グ

ループは支店網への投資を継続し、年度末時点での店舗数は、HSBCチャイナが141店舗、HSBCの地域行が20店舗

そしてハンセン・バンクが46店舗となった。当行グループは、バンク・オブ・コミュニケーションズ・カンパ
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ニー・リミテッド（以下「BoCom」という。）に13,264百万香港ドルの追加投資を行い、この戦略的に重要な関

連会社における19.03%の持分を維持し、中国本土における首位の外国銀行の地位を強化した。

正味受取利息は、主に債券ポートフォリオの拡大および利回りの改善に伴う中国本土でのバランスシート・

マネジメントからの増加、ならびに中国およびインドのCMBおよびGB&Mにおける貿易関連貸付および中長期貸

付の増加により、５%増加した。

当行の預金は、特にGB&MおよびCMBにおいてペイメンツ・アンド・キャッシュ・マネジメントの新規の受託

および預金の獲得によって増加したことに加え、RBWMでも増加した。この預金増の効果は、中央銀行による金利

の引下げおよび流動性緩和政策を反映した負債スプレッドの縮小により、部分的に相殺された。

RBWMにおいては、住宅ローン残高が主としてシンガポール、オーストラリア、マレーシアおよび中国本土で増

加したが、これは不動産市場の引き続いての活況および当行グループの販売ネットワークの拡大を反映したも

のであった。しかし、正味受取利息は、タイにおけるRBWM事業の売却およびいくつかの国における競合による価

格圧力を受けての資産スプレッドの縮小により、前年とほぼ同水準にとどまった。

正味受取手数料は215百万香港ドル減少した。GB&Mにおいては、当行グループの社債市場取引への参加が地域

全体にわたって増加したことに加え、中国本土における外国為替および金利取引に係る規制上の手数料費用が

減少したことから、手数料収入は増加した。RBWMにおいては、オーストラリアでカード発行の増加に伴いカード

手数料が増加し、中国ではウェルス・マネジメント手数料が増加した。これは、日本におけるプレミア事業の中

止およびタイにおけるRBWM事業の売却、ならびに投資家のリスク選好の低下を反映した低利回り商品へのシフ

トに伴うファンド運用手数料の減少による相殺を上回るものだった。

トレーディング純収益は2011年に比べて26%減少したが、これは主に当行グループ保有のピン・アン株式の

売却に関連する条件付先渡売却契約の公正価値の変動による損失2,694百万香港ドルによる。トレーディング

収益も減少したが、これは中国本土において、GB&M内の外国為替の収益がボラティリティの低下を反映して減

少したことと、仕組預金の増加（関連する収益が「正味受取利息」に計上される）により、減少したことが主

因である。これらの影響は、デリバティブ評価の修正に関連した見積方法の変更の結果発生した純利益により

部分的に相殺された。

公正価値評価の指定を受けた金融商品からの純収益は、2011年が293百万香港ドルの純費用であったのに対

し、2012年は814百万香港ドルの純収益となったが、これは株式市場が好調に推移した結果、保険事業で主にシ

ンガポールにおいて保有している資産に関連して投資純利益が計上されたことによる。こうした投資利益がユ

ニットリンク型の保険契約および裁量権のある有配当性保険契約の保険契約者に帰属する範囲で、「正味発生

保険金および保険契約準備金の変動」が対応して増加した。

2013年１月７日、インダストリアル・バンクは私募による複数の第三者割当増資を完了し、これにより当行

グループの持分比率は12.8%から10.9%へと希薄化した。同日付で、当行グループは関連会社としての当該投資

を考慮することを停止した。

金融投資による純収益は、2011年が182百万香港ドルの純損失であったのに対し、2012年はプライベート・エ

クイティ・ファンドでの運用下にあった投資の売却益およびインドにおける政府債の売却益により、124百万

香港ドルの純収益となった。

正味保険料収入は、中国本土、シンガポールおよび台湾で更新および新規契約額が増加したことにより、６%

増加して6,317百万香港ドルとなった。保険料の増加により、対応して「正味発生保険金および保険契約準備金

の変動」も増加した。

その他営業収益は、タイにおけるRBWM事業の売却益811百万香港ドル、日本でのGPB事業の売却益520百万香港

ドルおよびフィリピンにおける不動産会社の持分の売却益1,009百万香港ドルにより、1,958百万香港ドル増加

した。
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貸倒損失およびその他の信用リスク引当金は、オーストラリアにおける一法人顧客へのエクスポージャーお

よび地域内の他国における少数の法人エクスポージャーに対する個別評価による貸倒損失の計上により、854

百万香港ドル増加した。これらは、シンガポールにおいて2011年に貸倒損失が計上されたのに対し、2012年は戻

し入れが行われたことにより、部分的に相殺された。

営業費用は、前年とほぼ同水準であった。当該地域における当行グループの事業および支援機能の現在進行

中の戦略的見直しの一環として、いくつかの国で発生したリストラクチャリング費用およびその他の関連費用

が990百万香港ドル発生した。この見直しにより、正味で4,700名以上の従業員が削減されたが、これはインフレ

圧力ならびに中国本土およびマレーシアにおける支店拡大を含む事業拡張の影響により相殺された。また、裁

判が長期にわたっている訴訟一件に対する引当760百万香港ドルおよび合弁事業１社に対する当行グループ持

分の評価減395百万香港ドルによる費用の増加もあった。

関連会社および合弁事業における利益持分は3,511百万香港ドル増加したが、これはBoComおよびインダスト

リアル・バンク・カンパニー・リミテッド（以下「インダストリアル・バンク」という。）の利益が貸付金の

増加と手数料収入の増加に伴い、営業費用の増加および貸倒損失により部分的には相殺されたものの、増加し

たことによる。

その他のアジア太平洋のグローバル事業別税引前当期純利益

リテール

バンキング

アンド

ウェルス

マネジメント

コマーシャル

バンキング

グローバル

バンキング

アンド

マーケッツ

グローバル

プライベート

バンキング その他

セグメント

間消去

その他の

アジア

太平洋

合計

百万香港ドル

2012年

正味受取利息 13,859 10,822 18,000 137 911 (1,458)42,271

正味受取手数料/

（費用） 6,379 3,870 4,933 91 (53) ̶ 15,220

トレーディング純収益/

（費用） 699 1,437 8,477 10 (2,766)1,458 9,315

公正価値評価の指定を受

けた金融商品からの純

収益/（費用） 844 7 (24) ̶ (13) ̶ 814

金融投資による純収益 (6) 9 (74) (1) 196 ̶ 124

配当金 3 ̶ ̶ ̶ 30 ̶ 33

正味保険料収入 4,411 1,905 ̶ 1 ̶ ̶ 6,317

その他営業収益 1,630 500 580 499 1,985 (562)4,632

営業収益合計 27,819 18,550 31,892 737 290 (562)78,726

正味発生保険金および保

険契約準備金の変動 (4,057) (1,524) ̶ (1) ̶ ̶ (5,582)

正味営業収益（貸倒損失

およびその他の信用リ

スク引当金控除前） 23,762 17,026 31,892 736 290 (562)73,144

貸倒損失およびその他の

信用リスク引当金（繰

入）/戻入 (1,815) (1,133) (24) 1 (4) ̶ (2,975)

正味営業収益 21,947 15,893 31,868 737 286 (562)70,169

営業費用 (17,133) (7,702)(9,695) (256)(1,885) 562 (36,109)

営業利益/（損失） 4,814 8,191 22,173 481 (1,599) ̶ 34,060
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関連会社および合弁事業

における利益持分 2,110 11,416 4,638 ̶ 6 ̶ 18,170

税引前当期純利益/

（損失） 6,924 19,607 26,811 481 (1,593) ̶ 52,230

2011年

正味受取利息 14,312 9,757 16,835 176 831 (1,515)40,396

正味受取手数料/

（費用） 6,753 3,992 4,613 155 (78) ̶ 15,435

トレーディング純収益/

（費用） 714 1,222 9,492 58 (491) 1,51512,510

公正価値評価の指定を受

けた金融商品からの純

収益/（費用） (295) 12 7 ̶ (17) ̶ (293)

金融投資による純収益 (3) 16 (190) ̶ (5) ̶ (182)

配当金 (1) 1 ̶ ̶ 6 ̶ 6

正味保険料収入 3,840 2,092 ̶ ̶ ̶ ̶ 5,932

その他営業収益 1,121 562 511 10 955 (485)2,674

営業収益合計 26,441 17,654 31,268 399 1,201 (485)76,478

正味発生保険金および保

険契約準備金の変動 (2,727) (1,884) ̶ ̶ ̶ ̶ (4,611)

正味営業収益（貸倒損失

およびその他の信用リ

スク引当金控除前） 23,714 15,770 31,268 399 1,201 (485)71,867

貸倒損失およびその他の

信用リスク引当金（繰

入）/戻入 (1,731) 53 (443) 2 (2) ̶ (2,121)

正味営業収益 21,983 15,823 30,825 401 1,199 (485)69,746

営業費用 (18,504) (7,367)(9,594) (470) (782) 485 (36,232)

営業利益/（損失） 3,479 8,456 21,231 (69) 417 ̶ 33,514

関連会社および合弁事業

における利益持分 1,887 8,994 3,756 ̶ 22 ̶ 14,659

税引前当期純利益/

（損失） 5,366 17,450 24,987 (69) 439 ̶ 48,173

２【生産、受注及び販売の状況】

上記「１　業績等の概要」を参照のこと。

３【対処すべき課題】

自己資本の十分性

以下の表は、ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッドが香港金融

管理局（以下「HKMA」という。）に対し提出することが義務付けられ、また、銀行業条例98(2)条の要件に基づ

きHKMAが定める様式の「自己資本十分性比率」申告書（連結ベース）に記載されている、自己資本ベースの構

成要素、リスク加重資産および自己資本十分性比率を示している。

リスクの種類ごとのリスク加重資産の算出方法は、「第６ 経理の状況－１ 財務書類－2012年12月31日終了

事業年度財務書類－注記52(f)」で説明されている。

2012年12月31日現在、規制目的上の連結グループに含められていない当行グループの子会社で、関連した資

本不足に陥っている会社はない。

12月31日現在の自己資本構成
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2012年 2011年

百万香港ドル

中核的自己資本

貸借対照表上の資本金 58,969 30,190

再評価準備金の資本組入発行 (1,454) (1,454)

普通株式払込資本 57,515 28,736

償還不能非累積的優先株式払込額 51,570 51,681

貸借対照表上の準備金 378,430 310,634

配当金提案額 (20,000) (10,000)

非連結子会社 (40,088) (32,672)

キャッシュ・フロー・ヘッジ準備金 (210) (51)

規制上の準備金 (19,426) (17,108)

不動産の再評価から発生した準備金ならびに売却可能株

式および負債証券に係る未実現利益 (86,111) (73,570)

公正価値評価の指定を受けた株式および負債証券に係る

未実現利益 (20) (77)

自行の信用スプレッド (218) (429)

中核的自己資本に含まれる準備金合計 212,357 176,727

貸借対照表に計上された非支配持分 35,679 30,519

非連結子会社における非支配持分 (3,478) (2,838)

非支配持分に対する規制上の調整 (3,291) (2,976)

非支配持分 28,910 24,705

のれんおよび無形資産 (21,191) (19,663)

非連結投資の50% (67,692) (53,749)

証券化ポジションの50%およびその他控除 (16) (140)

控除合計 (88,899) (73,552)

中核的自己資本合計 261,453 208,297

補完的資本項目

償還不能累積的優先株式払込額 16,510 16,546

永久劣後債 9,355 9,386

期限付優先株払込額 15,115 28,742

期限付劣後債 16,418 16,327

不動産再評価準備金
1 7,977 7,977

売却可能株式および負債証券に係る未実現利益
2 2,534 2,318

公正価値評価の指定を受けた株式および負債証券に係る

未実現利益 9 35

規制上の準備金
3 2,333 2,267

一般減損引当金
3 496 545

貸倒見込に対する減損引当金超過額
4 8,400 7,655
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控除前補完的資本項目 79,147 91,798

非連結投資の50% (67,692) (53,749)

証券化ポジションの50%およびその他控除 (16) (140)

控除合計 (67,708) (53,889)

補完的資本項目合計 11,439 37,909

自己資本ベース 272,892 246,206

12月31日現在のリスク加重資産

2012年 2011年

百万香港ドル

リスク加重資産

信用リスク 1,455,675 1,350,467

カウンターパーティー・信用リスク 81,409 71,270

市場リスク 116,911 38,585

オペレーショナル・リスク 250,139 221,429

合計 1,904,134 1,681,751

バンキング（資本）規則に従って計算された連結ベースでの自己資本諸比率は以下のとおりである。

2012年 2011年

中核的自己資本比率 13.7% 12.4%

自己資本十分性比率 14.3% 14.6%

準備金および控除項目

2012年 2011年

百万香港ドル

公表済準備金 177,631 146,357

当期純利益 34,726 30,370

中核的自己資本に含まれる準備金合計 212,357 176,727

2012年 2011年

百万香港ドル

中核的自己資本および補完的資本項目のそれぞれから50%

控除される項目合計 135,416 107,778

1
　 利益剰余金の一部として報告されている投資不動産に係る再評価剰余金、およびHKMAにより発行されたバンキング（資本）規

則に従って行われた調整を含む。
2
　 HKMAにより発行されたバンキング（資本）規則に従って行われた調整を含む。
3
　 規制上の準備金および一般減損引当金は、HKMAにより発行されたバンキング（資本）規則に従って、標準的手法と内部格付手法
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の間で分配されている。標準的手法に分配された部分は、補完的資本項目に含められている。内部格付手法に分配された部分

は、補完的資本項目から除外されている。
4
　 貸倒見込に対する減損引当金超過額は、内部格付手法を使用して算出された非証券化エクスポージャーに適用される。

４【事業等のリスク】

本項に含まれている将来に関する記述は、本書提出日現在の発行会社の考え、見通し、目的、予想および見積

りに基づいている。

リスク管理

当行グループの業務はいずれもある程度のリスクまたは統合リスクの分析、評価、負担および管理を伴って

いる。当行グループが直面しているリスクの主要な種類は信用リスク、流動性および資金調達リスク、市場リス

ク（外国為替、金利および株価リスクを含む）、オペレーショナル・リスク、保険リスク並びにレピュテーショ

ナル・リスクである。

HSBCグループの本社は、世界中のHSBCグループ向けに高水準のリスク管理方針を策定する。当行グループの

リスク管理方針および手続きは、すべての種類のリスクが体系的に特定され、測定され、分析され、積極的に管

理されることを確実にするために、高度な監視と指導を受けている。

信用リスク、流動性及び資金調達リスク、市場リスク、オペレーショナル・リスク、保険リスクおよび資本管

理については、「第６ 経理の状況－１ 財務書類－2012年12月31日終了事業年度財務書類－注記52」で説明さ

れている。

市場リスク管理

市場リスクの性格ならびに、市場リスク・エクスポージャー（バリュー・アット・リスク）の監視および制

限に用いられる主要なツールは、「第６ 経理の状況－１ 財務書類－2012年12月31日終了事業年度財務書類－

注記52」で説明されている。

発生主義による正味受取利息およびポジション取引に関連した資金調達を含め、市場リスクに関連する財務

活動から発生した平均日次収益は、2011年が113百万香港ドルであったのに対し、2012年は117百万香港ドルと

なった。この日次収益からの標準偏差は58百万香港ドル（2011年は53百万香港ドル）であった。

2012年度市場リスク収益の日次分布

日数

日次収益の頻度分布の分析では、2012年に１日だけマイナスの収益となったことが示されている。１日当た

りの収益実績のうち最も多かったのは、80百万香港ドルから100百万香港ドルの間の収益実績であり、47回発生

した。１日の収益の最高額は417百万香港ドルであった。2011年の１日当たりの収益実績のうち最も多かったの

は、80百万香港ドルから100百万香港ドルの間の収益実績であり、45回発生した。2011年における１日の収益の

最高額は241百万香港ドルであった。

2011年度市場リスク収益の日次分布
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日数

レピュテーショナル・リスク管理

レピュテーショナル・リスクは、社会的、倫理的もしくは環境保護的問題からまたはオペレーショナル・リ

スク事象の結果として発生することがある。

レピュテーショナル・リスクは、上級経営陣によって検討され、評価される。事業のあらゆる主要な局面にお

ける規範は、HSBCグループ本社によって設定される。これらの方針は、内部統制システムの不可欠な要素を成し

ており、マニュアルおよび方針書を通じて伝達され、社内コミュニケーションおよびトレーニングを通じて広

められる。この方針には、資金洗浄防止、環境への影響、腐敗防止策および労使関係を含むレピュテーショナル

・リスクのすべての分野における業務手続が規定されている。

信用リスク

信用リスクは、顧客または取引相手が契約上の支払債務を履行できなかった場合の財務的損失リスクであ

る。信用リスクは、主に直接貸付、貿易金融およびリース事業から発生するが、デリバティブおよび保証などの

オフバランスシート商品ならびに当行グループが債券およびその他の有価証券を保有することからも発生す

る。信用リスクのために、当行グループにおいて発生するリスクについての広範な自己資本規制が必要となる。

流動性および資金調達リスク

流動性リスクには三つの構成要素がある。一つめは通常の市場状況から生じるものであり、資金調達流動性

リスクと呼ばれ、具体的には、支払義務を履行する必要がある場合に十分な現金を調達する能力を指す。二つめ

は市場流動性リスクであり、特定の持分のサイズが大きすぎるために、市場価値又はその前後の価格にて売却

することができないおそれがあることを指す。最後にスタンバイ流動性リスクがあり、異常事態において支払

条件を満足する能力を指す。

当行グループは日々の現金需要、特に保険契約及び投資契約並びに解約返戻金を伴う保険解約に基づく債権

から生じる現金需要に応える必要がある。従って、合理的な費用を以て、支払期限を迎えた債務を履行するため

の現金を調達することが出来ないリスクが存在する。当行グループは、これら債務の履行のための営業資金に

ついて、適切なレベルを監視及び設定することで、このリスクを管理する。投資ポートフォリオもまた、それぞ

れ基礎となっている資金の流動性需要を考慮して形成されており、不意の現金需要に係る費用を捻出するため

に、解約違約金及び市場調整条項が活用されている。

市場リスク

市場リスクは、外国為替レート、利率、信用スプレッドまたは株価およびコモディティ価格の変動が、当行グ

ループに利益または損失をもたらすリスクである。市場リスクは、公正価値で測定される金融商品および償却

原価で測定される金融商品について発生する。

オペレーショナル・リスク
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オペレーショナル・リスクは、不正行為、無許可の行為、誤謬、怠慢、非効率、システム障害または外部事象か

ら発生する損失リスクである。オペレーショナル・リスクはあらゆる事業組織に内在し、広範囲の問題を対象

とする。

保険リスク

保険リスクとは、保険契約者から保険者に移転される損失リスクであり、財務リスク以外のものをいう。当行

グループが直面する主要な保険リスクは、長期間のうちに保険金請求額、給付金、管理費および保険契約獲得費

用の合計額が受取保険料と投資利益の合計額を超過し得るというリスクである。保険金請求額と給付金の額は

多くの要因の影響を受ける可能性がある。かかる要因には、死亡率および罹患率の実績、失効率および解約率、

ならびに、保険契約が裁量権のある有配当性を有する場合には、保険負債に対応するために保有される資産の

運用実績が含まれる。そのため、保険金請求および給付金の重大性およびタイミングは不確実である。保険契約

者から当行グループへの保険リスクの移転が重大な影響を与えない契約は、投資契約として分類されている。

詳細については、「第６ 経理の状況－１ 財務書類－2012年12月31日終了事業年度財務書類－注記52」を参

照のこと。

５【経営上の重要な契約等】

該当事項なし

６【研究開発活動】

当行グループは、銀行業務および関連金融サービスを幅広く提供している。当行グループは、新たな商品、プ

ロセス及びテクノロジーに投資している。

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

本項に含まれている将来に関する記述は、本書提出日現在の発行会社の考え、見通し、目的、予想および見積

りに基づいている。

正味受取利息

正味受取利息は、すべての主要国、とりわけ香港における貸付金および預金の増加、ならびに預金スプレッド

の拡大により増加した。販売増によりポートフォリオが拡大し、保険事業も正味受取利息の増加に貢献した。

利付資産の平均残高は、前年度に比べ、247,332百万香港ドル（６%）増加した。顧客貸付金平均残高は、中長

期貸付および住宅ローンで顕著に増加し、８%の増加となり、また、金融投資も５%増加した。

2012年 2011年

百万香港ドル

利付資産平均残高 4,199,329 3,951,997

純利ざやは、前年度に比べて５ベーシス・ポイント拡大して1.96%となった。純金利スプレッドは４ベーシス

・ポイント拡大し、正味自由資金による貢献は１ベーシス・ポイント拡大した。

純利ざや（%）

2012年 2011年
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%

スプレッド 1.85 1.81

正味自由資金からの貢献 0.11 0.10

合計 1.96 1.91

2012年 2011年

%

香港

当行 1.46 1.35

ハンセン・バンク 2.10 1.97

その他のアジア太平洋 2.14 2.10

香港においては、当行の純利ざやは2011年に比べて11ベーシス・ポイント拡大して1.46%となった。純金利ス

プレッドは、住宅ローンについての資産スプレッドは概して安定的に推移したが、預金スプレッドが改善した

ため、10ベーシス・ポイント拡大した。その他の貸付における資産スプレッドは小幅拡大したが、年度末にかけ

ては縮小傾向であった。

ハンセン・バンクにおいては、純利ざやは前年度に比べ13ベーシス・ポイント拡大して2.10%となった。これ

は、貸付金における金利設定の改善、顧客貸付金に供せられる資金の増加および人民元預金についての広範な

投資機会によるものであった。

その他のアジア太平洋では、純利ざやは2.14%となり、2011年から４ベーシス・ポイント拡大した。貸付金お

よび預金スプレッドは当該地域内のあらゆる主要市場において、競争圧力および中央銀行の利下げにより縮小

した。しかし、中国本土におけるバランスシート・マネジメントにおけるスプレッドの改善および顧客貸付金

の資金手当てに使用されたコマーシャル上の余剰資金が増加したことの影響が、上記要因による縮小を上回っ

た。

正味受取手数料

正味受取手数料は、2012年に1,595百万香港ドル（４%）増加した。

ユニット型投資信託手数料は、特に香港において販売金額の増加の影響が、顧客の低リスク、低手数料商品へ

の選好シフトの影響を上回ったため、18%増加した。

輸出入および送金からの手数料は、既存顧客と新規顧客の貿易活動の増加により、特に香港、シンガポールお

よびバングラディシュにおいて大幅な増加となり、それぞれ７%および８%増加した。

引受手数料は、当行グループが関与したいくつかの注目を集めた取引を含め、香港、シンガポールおよびフィ

リピンにおいて債券資本市場取引が増加したことにより、2011年に比べ39%増加した。

2012年の保険手数料は、香港における非生命保険商品の販売に関して主に外部保険会社より受け取った手数

料収入に加え、中国本土および台湾での仲介手数料の増加により46%増加した。

証券および株式仲介手数料は、2011年下半期における株式相場の下落を受けて取扱高が減少したことから、

17%減少した。資金運用管理手数料は８%減少したが、これは特に日本およびシンガポールにおいて、顧客の選好

が低リスク、低手数料商品へシフトしたことおよび2011年下半期の金融市場における低迷に伴い顧客資産が減

少したことによる。
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2012年 2011年

百万香港ドル

口座サービス 2,772 2,686

融資枠 2,797 2,812

輸出入 5,115 4,793

送金 3,066 2,839

証券、株式仲介 6,824 8,234

カード 6,858 6,709

保険 1,042 712

ユニット型投資信託 4,523 3,832

運用管理下の資金 4,089 4,442

引受 1,689 1,219

その他 7,446 6,888

受取手数料 46,221 45,166

支払手数料 (6,331) (6,871)

正味受取手数料 39,890 38,295

トレーディング純収益

トレーディング純収益は、2011年に比べ985百万香港ドル（５%）減少した。

ディーリング利益は、特に香港、オーストラリア、インドおよびインドネシアにおいて、顧客の活動の増加を

反映した有利な金利および外国為替からの利益により増加した。中国本土においてボラティリティの低下を受

けて外国為替収入が減少したことから、トレーディング収益は減少した。

トレーディング資産および負債の正味受取利息は、香港、インド、中国本土およびシンガポールにおける債券

ポートフォリオの拡大を背景に14%増加した。この増加は、主に中国本土において仕組預金に対しての支払利息

の増加により相殺された。仕組預金に関連する収益は、「正味受取利息」に計上されている。

2012年 2011年

百万香港ドル

ディーリング利益 16,633 15,590

ヘッジ活動による損失 (31) (71)

正味受取利息 4,520 3,958

トレーディング有価証券からの配当金 786 722

ピン・アン条件付先渡売却契約 (2,694) -

トレーディング純収益 19,214 20,199

金融投資による純収益

売却可能有価証券の売却益は、インドの銀行４行への非戦略的投資の売却益2,441百万香港ドルを含んでい
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る。

2012年 2011年

百万香港ドル

売却可能有価証券の売却益 2,809 470

売却可能株式投資の減損 (175) (342)

金融投資による純収益 2,634 128

その他営業収益

保有保険契約の現在価値（以下「PVIF」という。）資産の価値は増加したものの、条件のアップデートがも

たらす悪影響および2011年に発生したPVIF資産の計算の改良による一過性の利益の影響が、2012年における保

険販売の増加の影響を上回ったため、2012年におけるPVIF資産の増加額は2011年における増加額には及ばな

かった。

香港における不動産市場の状況を反映して、2012年に投資不動産の価値は値上がりしたものの、2011年の値

上がりには及ばなかった。

事業ポートフォリオの売却益には、HSBCおよびハンセン・バンク双方の損害保険事業の売却益（それぞれ

905百万香港ドルおよび354百万香港ドル）が含まれていることに加え、当行グループのタイのRBWM事業の売却

益811百万香港ドルおよび日本におけるグローバル・プライベート・バンキング事業の売却益520百万香港ド

ルが含まれている。関連会社売却益には、グローバル・ペイメンツ・アジアパシフィック・リミテッドの売却

益1,647百万香港ドルおよびフィリピンの不動産投資会社の売却益1,009百万香港ドルが含まれている。

2012年 2011年

百万香港ドル

投資不動産からの賃貸収入 216 191

PVIFの変動 4,432 5,524

投資不動産に係る利益 834 1,033

有形固定資産および売却目的保有資産の売却益/（損） 30 (3)

子会社、関連会社および事業ポートフォリオの売却益/

（損） 5,246 (9)

不動産再評価から発生した剰余金 2 8

その他 4,577 4,645

その他営業収益 15,337 11,389

保険収益

新規保険契約および契約更新の純流入を受けて管理下にある資金が増加したことに伴い、正味受取利息は

16%増加した。

公正価値評価の指定を受けた金融商品からの純収益は、2011年が4,460百万香港ドルの損失であったのに対

し、2012年は保険事業が保有している資産の投資利益により4,538百万香港ドルとなったが、これは主として株
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式相場の変動によるものである。保険契約者が原因で行われる再評価に限り、「正味発生保険金および保険契

約準備金の変動」として計上される相殺に基づく変動が生じる。

保険契約の更新および年金商品についての販売キャンペーンの奏功により受取保険料が増加して、正味保険

料は15%の増加となった。保険料の増加に対応して「正味発生保険金および保険契約準備金の変動」も増加し

た。

PVIF資産の価値は増加したものの、条件のアップデートがもたらす悪影響および2011年に発生したPVIF資産

の計算の改良による一過性の利益の影響が、2012年における保険販売の増加の影響を上回ったため、PVIF資産

の増加額は2011年における増加額には及ばなかった。

その他営業収益には、HSBCおよびハンセン双方の損害保険事業売却益（それぞれ905百万香港ドルおよび354

百万香港ドル）が含まれている。

2012年 2011年

百万香港ドル

正味受取利息 7,864 6,779

正味受取手数料 1,216 692

トレーディング純収益／（損失） 56 (386)

公正価値評価の指定を受けた金融商品からの純収益／（損

失） 4,538 (4,460)

正味保険料収入 52,621 45,670

PVIFの変動 4,432 5,524

その他営業収益 1,308 237

72,035 54,056

正味発生保険金および保険契約準備金の変動 (54,983) (40,389)

正味営業収益 17,052 13,667

貸倒損失およびその他の信用リスク引当金

2012年の貸倒損失およびその他の信用リスク引当金は、519百万香港ドルの増加となった。

オーストラリアにおける法人エクスポージャーの減損に加えて、インド、中国本土、ニュージーランド、ベト

ナム等のいくつかの国において個別評価減損引当金の繰入が増加したことから、個別評価減損引当金の純繰入

額は、2012年には40百万香港ドル増加した。これらの増加は、シンガポールにおいて2011年に貸倒損失が計上さ

れたのに対し2012年は未計上とされたことに加え、香港において新規の減損引当金繰入が減少したことによ

り、相殺された。

総額で評価される減損引当金の純繰入額は、2012年には顧客に対する貸付金の増加を反映して、195百万香港

ドル（８%）増加した。

その他の信用リスク引当金純繰入額は、上記のオーストラリアにおける法人エクスポージャーに対する引当

を受けて、284百万香港ドル増加した。

貸倒損失引当金純繰入額の地域別内訳
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2012年 2011年

百万香港ドル

香港 658 922

その他のアジア太平洋 2,672 2,173

合計 3,330 3,095

貸倒損失およびその他の信用リスク引当金純繰入額

2012年 2011年

百万香港ドル

顧客に対する貸付金の減損引当金純繰入額

-個別評価減損引当金：

新規引当 2,201 2,254

取崩 (1,230) (1,204)

回収 (237) (356)

734 694

-総額で評価される減損引当金の繰入額 2,596 2,401

3,330 3,095

その他の信用リスク引当金純繰入/（戻入）額 248 (36)

貸倒損失およびその他の信用リスク引当金純繰入額 3,578 3,059

営業費用

従業員報酬および給付は、2011年と比べほぼ同水準であった。

当行グループの事業および支援機能の現在進行中の戦略的見直しの一環として、いくつかの国において退職

給付金849百万香港ドルが賃金・給料に含めて計上されたが、2011年に計上された同様の退職給付金は459百万

香港ドルであった。この戦略的見直しの結果、従業員数は前年から5,800名以上（８%）の純減となった。退職給

付金を除外した場合、従業員数の減少の影響は賃金インフレによって部分的に相殺され、賃金・給料は２%の減

少となっていた。中国本土においては、賃金・給料は2012年中の支店網拡大の結果増加した。

地域別従業員数（専従換算）

12月31日現在

2012年 2011年

香港：

当行および完全保有子会社 18,996 19,770

ハンセン・バンク香港 7,746 8,003

香港合計 26,712 27,773
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その他のアジア太平洋：

オーストラリア 1,675 1,839

中国本土 8,444 8,235

マレーシア 4,523 4,839

インド 5,347 6,560

インドネシア 5,113 5,609

シンガポール 2,656 3,064

台湾 2,557 3,230

スリランカ 1,488 1,777

その他 7,078 8,494

その他のアジア太平洋合計 38,881 43,647

合計 65,593 71,420

一般管理費は2012年に1,659百万香港ドル（７%）増加した。

施設および設備費用は、香港における技術開発費用ならびに不動産の賃借料および維持修繕費の増加によ

り、321百万香港ドル（５%）増加した。施設および設備費用は、中国本土およびマレーシアでも、いずれも支店

網拡大により増加した。

その他の管理費用は、2012年に1,729百万香港ドル（13%）増加した。この増加には、オーストラリアおよびシ

ンガポールにおける過去からの案件に関連した訴訟費用760百万香港ドルならびに合弁事業の評価減395百万

香港ドルが含まれている。香港においては、関係会社間費用、コンプライアンス手数料および寄付金の増加によ

り費用は増加した。

マーケティングおよび広告費は、いくつかの国におけるコスト管理の開始を受けて、391百万香港ドル

（10%）減少した。

2012年 2011年

%

費用効果比率 42.4 46.1

営業費用

2012年 2011年

百万香港ドル

従業員報酬および給付 37,021 37,834

一般管理費 26,011 24,352

有形固定資産の減価償却費 4,014 3,878

無形資産の償却費 1,724 1,760

合計 68,770 67,824

内：リストラクチャリング費用 1,166 864
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関連会社および合弁事業における利益持分

関連会社および合弁事業における利益持分には、主としてバンク・オブ・コミュニケーションズおよびイン

ダストリアル・バンクの税引後当期純利益における当行グループの持分が含まれている。

2012年 2011年

百万香港ドル

関連会社および合弁事業における利益持分 18,810 15,083

法人所得税費用

実効税率は、2011年が19.1%であったのに対し、2012年は16.6%であった。

2012年 2011年

%

実効税率 16.6 19.1

資産

香港における顧客に対する貸付金は、2012年に主として法人貸付およびコマーシャル貸付が国際貿易および

商業用不動産における需要増を反映して57十億香港ドル増加したことにより113十億香港ドル（10%）増加し

た。不動産市場が依然として活況であったことから、住宅ローンは41十億香港ドル増加した。

その他のアジア太平洋においては、顧客に対する貸付金は外貨換算の影響16十億香港ドルを含め、105十億香

港ドル（11%）増加した。外貨換算の影響を除いた基礎的な増加89十億香港ドルは、主に中国本土、インドネシ

ア、インドおよびオーストラリアの貿易フローに支えられた法人貸付およびコマーシャル貸付の増加48十億香

港ドルによる。住宅ローン貸付は、シンガポール、中国本土、オーストラリアおよびマレーシアを中心に28十億

香港ドル増加した。

2012年度末資産
 1

百万香港ドル %

現金および短期資金 1,111,19918.9

１ヶ月超で満期を迎える銀行預け金および預金証書 277,796 4.7

トレーディング資産 419,697 7.1

顧客に対する貸付金 2,349,04339.9

金融投資 626,042 10.6

その他 1,105,28618.8

合計 5,889,063100.0
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1　　　香港政府債務証書を除く。

2011年度末資産 
1

百万香港ドル %

現金および短期資金 919,906 16.9

１ヶ月超で満期を迎える銀行預け金および預金証書 286,978 5.2

トレーディング資産 447,968 8.2

顧客に対する貸付金 2,130,871 39.2

金融投資 722,433 13.3

その他 936,800 17.2

合計 5,444,956 100.0

1　　　香港政府債務証書を除く。

詳細については、「第６ 経理の状況－１ 財務書類－2012年12月31日終了事業年度財務書類－注記18」も参

照のこと。下記の表は、当行グループの顧客に対する貸付を地域別に分析したものである。

香港

その他の

アジア太平洋 合計

百万香港ドル

2012年12月31日現在

顧客に対する貸付金総額 1,299,0641,059,7502,358,814

2011年12月31日現在

顧客に対する貸付金総額 1,186,870 955,3022,142,172

顧客に対する貸付金に係る減損引当金およびリスク管理については、「第６ 経理の状況－１ 財務書類－

2012年12月31日終了事業年度財務書類－注記19」及び「第６ 経理の状況－１ 財務書類－2012年12月31日終

了事業年度財務書類－注記52」をそれぞれ参照のこと。

顧客からの預金

顧客からの預金は、2012年中に310十億香港ドル（９%）増加した。顧客からの預金は2011年12月31日と比べ、

香港で235十億香港ドル（10%）増加し、その他のアジア太平洋では75十億香港ドル（６%）増加した。

地域別顧客からの預金
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2012年 2011年

百万香港ドル

ハンセン・バンクを除く香港 1,805,417 1,640,369

ハンセン・バンク香港 726,207 656,843

その他のアジア太平洋 1,343,260 1,267,789

合計 3,874,884 3,565,001

事業活動から生じた余剰金のより多くが顧客に対する貸付金に使用されたため、当行グループの預貸率は、

2011年12月31日現在の59.8%から2012年12月31日現在では60.6%に上昇した。

2012年 2011年

%

預貸率 60.6 59.8

顧客からの預金の種類別内訳

2012年 2011年

百万香港ドル

当座預金口座 831,256 696,435

貯蓄預金口座 2,063,565 1,826,893

その他の預金口座 980,063 1,041,673

合計 3,874,884 3,565,001

資本

資本は102十億香港ドル（27%）増加して473十億香港ドルとなった。この増加は、留保利益、株式の発行およ

び不動産再評価準備金の増加によるものであった。加えて、当行グループのピン・アン・インシュアランスに

対する投資を中心とした売却可能有価証券の価値の増加もあった。

キャッシュ・フロー

「第６ 経理の状況－１ 財務書類－2012年12月31日終了事業年度財務書類－注記43」を参照のこと。
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第４【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

無形資産

2012年12月31日現在で当行グループが認識したのれん、コンピュータソフトウェア及びその他の無形資産の

総額は38,634百万香港ドルであった（2011年12月31日現在は34,839百万香港ドル）。

また、下記「第６ 経理の状況－１ 財務書類－2012年12月31日終了事業年度財務書類－注記25」も参照のこ

と。

不動産及び設備

2012年12月31日現在で当行グループが認識した不動産、工場及び設備の総額は90,179百万香港ドルであった

（2011年12月31日現在は85,294百万香港ドル）。

その他の資産

2012年12月31日現在当行グループは、投資用不動産を187,053百万香港ドル保有していた（2011年12月31日

現在は100,315百万香港ドル）。

２【主要な設備の状況】

上記「１　設備投資等の概要」を参照のこと。

３【設備の新設、除却等の計画】

通常業務において使用される設備に係るものを除き、特別の設備投資計画はない。

第５【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(１)【株式の総数等】

①【株式の総数】

2013年４月26日現在

授権株数(株) 発行済株式総数(株) 未発行株式数(株)

普通株式 32,000,000,00023,587,482,9018,412,517,099

累積的償還可能優先株式 3,750,500,0001,450,500,0002,300,000,000

非累積的償還不能優先株式 7,500,000,0004,853,000,0002,647,000,000

累積的償還不能優先株式 2,200,000,0001,085,000,0001,115,000,000

②【発行済株式】

2013年４月26日現在

記名・無記名の別

及び

額面・無額面の別

種　類 発行数(株)

上場金融商品取

引所名又は登録

認可金融商品取

引業協会名

内　容
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無記名式額面株式

（１株当たりの額面金

額2.50香港ドル）

普通株式 23,587,482,901該当事項なし

優先株式の株主への固定配当

支払いの後、配当を受ける権利

を有する。

無記名式額面株式

（１株当たりの額面金

額1.00米ドル）

累積的

償還可能

優先株式

1,450,500,000該当事項なし

償還可能であり、普通株式の株

主に優先して固定配当を受け

取る権利を有する。

無記名式額面株式

（１株当たりの額面金

額1.00米ドル）

非累積的

償還不能

優先株式

4,853,000,000該当事項なし

消却可能であり、普通株式の株

主に優先して固定配当を受け

取る権利を有するが、未払配当

は累積しない。

無記名式額面株式

（１株当たりの額面金

額1.00米ドル）

累積的

償還不能

優先株式

1,085,000,000該当事項なし

消却可能であり、普通株式の株

主に優先して固定配当を受け

取る権利を有する。

合計 ― 30,975,982,901― ―

(２)【発行済株式総数及び資本金の推移】

　額面2.50香港ドル普通株式

年月日

発行済株式総数

増減数(株)

発行済株式総数

残高(株)

資本金増減額

（香港ドル）

資本金残高

（香港ドル）

2011年８月24日 1,366,560,00010,364,147,2943,416,400,000.0025,910,368,235.00

2011年12月21日1,712,000,00012,076,147,2944,280,000,000.0030,190,368,235.00

2012年３月29日 780,000,00012,856,147,2941,950,000,000.0032,140,368,235.00

2012年５月２日 5,305,575,60718,161,722,90113,263,939,017.5045,404,307,252.50

2012年８月16日 775,760,00018,937,482,9011,939,400,000.0047,343,707,252.50

2012年11月26日4,650,000,00023,587,482,90111,625,000,000.0058,968,707,252.50

注：　新規発行された株式は全て、エイチエスビーシー・アジア・ホールディングス・ビーヴィに額面

金額にて割り当てられた。

　額面1.00米ドル累積的償還可能優先株式

年月日

発行済株式総数

増減数(株)

発行済株式総数

残高(株)

資本金増減額

（米ドル）

資本金残高

（米ドル）

2008年３月28日 400,000,0002,700,500,000400,000,000.002,700,500,000.00

2009年１月２日 1,050,000,0003,750,500,0001,050,000,000.003,750,500,000.00

2011年12月21日(550,000,000)3,200,500,000(550,000,000.00)3,200,500,000.00

2012年３月29日 (250,000,000)2,950,500,000(250,000,000.00)2,950,500,000.00

2012年11月26日1,500,000,0001,450,500,0001,500,000,000.001,450,500,000.00

注１：新規発行された株式は全て、エイチエスビーシー・アジア・ホールディングス・ビーヴィに額面

金額にて割り当てられた。

注２：発行済株式総数及び資本金の減少は、発行済優先株式の額面金額での償還によるものである。
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　額面1.00米ドル非累積的償還不能優先株式

年月日

発行済株式総数

増減数(株)

発行済株式総数

残高(株)

資本金増減額

（米ドル）

資本金残高

（米ドル）

2013年３月28日 (900,000,000)5,753,000,000(900,000,000.00)5,753,000,000.00

2013年４月26日 (900,000,000)4,850,000,000(900,000,000.00)4,853,000,000.00

注：　発行済株式総数及び資本金の減少は、発行済優先株式の額面金額での消却によるものである。

　額面1.00米ドル累積的償還不能優先株式

年月日

発行済株式総数

増減数(株)

発行済株式総数

残高(株)

資本金増減額

（米ドル）

資本金残高

（米ドル）

2013年３月20日(1,045,000,000)1,085,000,000(1,045,000,000.00)1,085,000,000.00

注：　発行済株式総数及び資本金の減少は、発行済優先株式の額面金額での消却によるものである。

(３)【所有者別状況】

当行の発行済普通株式は全て、エイチエスビーシー・アジア・ホールディングス・ビーヴィが、その利益の

ために保有している。

(４)【大株主の状況】

2013年４月26日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株）
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(%)

エイチエスビーシー・ア
ジア・ホールディングス
・ビーヴィ

オランダ、アムステルダム

・ザイドースト、1101　EE、

デ・エントレー242番

普通株式

23,587,482,897株

累積的償還可能優先株式

1,450,500,000株

非累積的償還不能優先株式

4,853,000,000株

累積的償還不能優先株式

1,085,000,000株

76.15%

4.68%

15.67%

3.50%

注：　当行の最終親会社は、エイチエスビーシー・ホールディングス・ピーエルシーである。

２【配当政策】

株式に対する配当は、取締役が現在及び将来の資本状況を考慮して当行の資本管理ポリシーに従って決定す

る。

2012年に支払われた中間配当は、下記「第６ 経理の状況－１ 財務書類－2012年12月31日終了事業年度財務

書類－注記９」に示されている。取締役は、期末配当の支払いを提案しなかった。
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株主に帰属する配当前利益83,008百万香港ドルは、準備金に振り替えられた。2012年度には、当行及び当行グ

ループが保有する不動産の評価益から発生し、関連する繰延税額を控除した後の剰余金6,060百万香港ドルが、

準備金に組み入れられた。準備金からの取崩しを含む準備金の増減の詳細は、「第６ 経理の状況－１ 財務書

類－2012年12月31日終了事業年度財務書類」における連結資本変動計算書及び当行の資本変動計算書に示さ

れている。

３【株価の推移】

該当事項なし

４【役員の状況】

(１)取締役及び執行役員の略歴並びに提出日現在における各取締役及び執行役員の当行株式所有数

氏名 役職 年齢 主要略歴
任期

（年）
株数

スチュアート・

Ｔ・ガリバー

会長

兼

取締役

54

技能及び経験：HSBCにおいて30年以上の国際的な
経験を有する銀行専門家。HSBCグループのロンド
ン、香港、東京、クアラルンプール及びアラブ首長
国連邦など世界各地での事業において数多くの主
要な役割を果たす。65の国及び地域で事業を展開
するHSBCグループの、ホールセール・バンキング
部門においてグローバル・バンキング・アンド・
マーケッツの発展及び拡大に主導的な役割を果た
した。1980年HSBC入社。

2006年９月22日に取締役に選任。

現在の兼務状況：HSBCグループ最高経営責任者、
HSBCグループ運営委員会委員長。2012年６月１日
より、シンガポール通貨監督庁インターナショナ
ル・アドバイザリー・パネル委員及び2012年７月
10日より、中国銀行業監督管理委員会インターナ
ショナル・アドバイザリー・カウンシル委員。

過去の役職歴：ヨーロッパ、中東及びグローバル
事業会長、エイチエスビーシー・バンク・ピーエ
ルシー会長、エイチエスビーシー・バンク・ミド
ルイースト・リミテッド会長、エイチエスビー
シー・プライベート・バンキング・ホールディン
グス（スイス）エスエー会長、グローバル・バン
キング・アンド・マーケッツ部門長、グローバル
・バンキング・アンド・マーケッツ共同部門長、
グローバル・マーケッツ部門長、アジア太平洋地
区トレジャリー・アンド・キャピタル・マーケッ
ツ部門長、エイチエスビーシー・トリンカウス・
アンド・ブルクハルト・アーゲー副会長及び監査
役。2012年11月22日にエイチエスビーシー・フラ
ンスの会長を退任。

１年 ０
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ラウラ・チャ・

メイ・ルン

副会長

兼

非常勤

取締役

63

技能及び経験：香港及び中国本土の金融及び証券
セクターの規制及び政策策定において豊富な経験
を有する。元中国証券業監督管理委員会副委員長
として中国本土外から初めて中華人民共和国中央
政府の副大臣格に参加した。香港政府より公職に
ついて金紫荊星章及び銀紫荊星章を受けた。元香
港証券取引委員会副委員長で米国及びアジアでの
勤務経験がある。

2004年10月１日に取締役に選任。

現在の兼務状況：香港政府行政会議の非公式メン
バー、第12回中国全国人民代表大会香港代議士、
チャイナ・テレコム・コーポレーション・リミ
テッド非常勤取締役、エール大学経営大学院諮問
委員会委員、ファウンデーション・アセット・マ
ネジメント・スウェーデン・エービーのシニア・
インターナショナル・アドバイザー、カリフォル
ニア州法曹協会会員、2013年１月17日より香港政
府金融サービス発展委員会会長、2013年５月15日
にユニリーバ・エヌ・ヴイ非常勤取締役及びユニ
リーバ・ピーエルシー非常勤取締役に選任。

過去の役職歴：バンク・オブ・コミュニケーショ
ンズ・カンパニー・リミテッド、バオシャン・ア
イアン・アンド・スチール・カンパニー・リミ
テッド、ジョンソン・エレクトリック・ホール
ディングス・リミテッド非常勤取締役、香港大学
助成委員会委員長。

2012年４月23日に香港証券取引所の独立非常勤取
締役を、2012年６月29日にタタ・コンサルタン
シー・サービシズ・リミテッドの取締役を、2012
年12月31日にアイシーエーシー・アドバイザリー
・コミッティー・オン・コラプションの会長を、
2013年１月17日香港政府金融サービス発展委員会
特別委員会会長を、それぞれ退任。

１年 ０

ツィア・

モディー

副会長

兼

非常勤

取締役

56

2006年１月12日に取締役に選任。

現在の兼務状況：エーゼッドビー・アンド・パー

トナーズのパートナー。

１年 ０
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ピーター・

ウォン・ツン・

シュン

副会長

兼

最高経営

責任者

兼

取締役

61

2005年４月１日に取締役に選任。

2005年HSBC入社。2010年より、社長。エイチエス

ビーシー・バンク（チャイナ）カンパニー・リミ

テッド及びエイチエスビーシー・バンク・マレー

シア・ブルハド会長。ハンセン・バンク・リミ

テッド及びバンク・オブ・コミュニケーションズ

・カンパニー・リミテッド非常勤取締役。キャセ

イ・パシフィック・エアウェイズ・リミテッド独

立非常勤取締役。

過去の役職歴：エイチエスビーシー・バンク・

オーストラリア・リミテッド取締役。

2012年１月16日にエイチエスビーシー・バンク

（ベトナム）の副会長を、2012年12月7日に中国ピ

ン・アン・インシュアランス（グループ）カンパ

ニー・リミテッドの非常勤取締役を、それぞれ退

任。

１年 ０

グラハム・

ジョン・

ブラッドリー

非常勤

取締役
64

2012年11月26日に取締役に選任。

その他の役職歴：エイチエスビーシー・バンク・

オーストラリア・リミテッド会長、ストックラン

ド・コーポレーション・リミテッド会長、アング

ロ・アメリカン・オーストラリア・リミテッド会

長、エナジー・オーストラリア・ホールディング

ス・リミテッド会長、ポ・バレー・エナジー・リ

ミテッド会長及びバージン・オーストラリア・イ

ンターナショナル・ホールディングス・リミテッ

ド会長。ジーアイ・ダイナミクス・インク取締役。

オーストラリア連邦政府買収パネル会議副議長。

オーストラリア・ビジネス・カウンシル取締役副

社長。ヨーロピアン・オーストラリア・ビジネス

・カウンシル取締役、ニューサウスウェールズ大

学オーストラリアン・スクール・オブ・ビジネス

の諮問委員会委員兼執行委員会委員、ニューサウ

スウェールズ州図書委員会委員。

過去の役職歴：パーペチュアル・トラスティーズ

・オーストラリア・リミテッド（現パーペチュア

ル・リミテッド）社長兼最高経営責任者。シンガ

ポール・テレコミュニケーションズ・リミテッド

取締役。プロテオム・システムズ・リミテッド会

長、フィルム・ファイナンス・コーポレーション

・オブ・オーストラリア・リミテッド会長及び

ボート・ロングイヤーリミテッド会長。エーエス

エックス・コーポレート・ガバナンス委員会のガ

バナンス規則及び勧告実施評価グループのグルー

プ長。

１年 ０
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ドクター・

レイモンド・

チェン・クォ・

ファン

非常勤

取締役
61

1997年11月25日に取締役に選任。

現在の兼務状況：エムティーアール・コーポレー

ション・リミテッド非常勤会長、ハンセン・バン

ク・リミテッド独立非常勤会長、チャイナ・リ

ソーシズ・パワー・ホールディングス・カンパ

ニー・リミテッド独立非常勤取締役、コンビニエ

ンス・リテール・アジア・リミテッド独立非常勤

取締役及びザ・ワーフ（ホールディングス）リミ

テッド独立非常勤取締役。

過去の役職歴：エイチエスビーシー・ホールディ

ングス・ピーエルシー独立非常勤取締役及びブイ

テック・ホールディングス・リミテッド独立非常

勤取締役、チャイナ・ドットコム・インク非常勤

会長。

１年 ０

ナイナ・Ｌ・

キドワイ
取締役 56

2010年10月８日に取締役に選任。

現在の兼務状況：エイチエスビーシー・インド・

グループ・ジェネラル・マネージャー兼インド部

門長。

１年 ０

ローズ・リー・

ワイ・ムン
取締役 60

2012年５月21日に取締役に選任。

現在の兼務状況：ハンセン・バンク・リミテッド

副会長兼最高経営責任者、スワイアー・パシ

フィック・リミテッド独立非常勤取締役、ハチソ

ン・ワンポア・リミテッド独立非常勤取締役。

１年 ０

ビクター・

リー・ツァー・

クォイ

非常勤

取締役
48

1992年５月26日に取締役に選任。

現在の兼務状況：チュンコン（ホールディング

ス）リミテッド社長兼副会長、チュンコン・イン

フラストラクチャー・ホールディングス・リミ

テッド会長及びシーケー・ライフ・サイエンシズ

・インターナショナル（ホールディングス）イン

コーポレーテッド会長、ハッチンソン・ワンポア

・リミテッド常勤取締役及びパワー・アセット・

ホールディングス・リミテッド常勤取締役。

１年 ０

クリストファー

・Ｄ・

プラット

非常勤

取締役
57

2006年２月27日に取締役に選任。

現在の兼務状況：ジョン・スワイアー・アンド・

サンズ（ホンコン）リミテッド会長、エアー・

チャイナ・リミテッド非常勤取締役、キャセイ・

パシフィック・エアウェイズ・リミテッド会長、

ホンコン・エアクラフト・エンジニアリング・カ

ンパニー・リミテッド会長、スワイアー・パシ

フィック・リミテッド会長及びスワイアー・プロ

パティーズ・リミテッド会長。

１年 ０
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ジェームス・

ライリー

非常勤

取締役
51

2012年１月１日に取締役に選任。

現在の兼務状況：ジャーディン・マセソン・ホー

ルディングス・リミテッドのグループ・ファイナ

ンス・ディレクター。

１年 ０

アンドレアス・

ソーメン・パオ

非常勤

取締役
41

2008年５月１日に取締役に選任。

現在の兼務状況：ビーダブリュー・マリタイム・

ピーティーイー・リミテッド最高経営責任者。

１年 ０

ドクター・

ロザンナ・

ウォン・

イック・ミン

非常勤

取締役
60

1996年11月26日に取締役に選任。

現在の兼務状況：香港青年協会常勤理事、チュン

コン（ホールディングス）リミテッド及びハッチ

ンソン・テレコミュニケーションズ・ホンコン・

ホールディングス・リミテッド独立非常勤取締

役、ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・ホテル

ズ・リミテッド独立非常勤取締役。

１年 ０

マージョリー・

ヤン・ムン・

タック

非常勤

取締役
60

2003年７月１日に取締役に選任。

現在の兼務状況：エスク・ホールディングス・イ

ンコーポレーテッド会長、スワイアー・パシ

フィック・リミテッド独立非常勤取締役。

過去の役職歴：シーエルピー・ホールディングス

・リミテッド独立非常勤取締役。

１年 ０

国王授与

ドクター・

フランシス・

ヨー・ソック・

ピン

非常勤

取締役
58

2012年７月１日に取締役に選任。

現在の兼務状況：ワイティーエル・コーポレイ

ション・ベルハド社長、ワイティーエル・パワー

・インターナショナル・ベルハド社長、ワイ

ティーエル・セメント・ベルハド社長及びワイ

ティーエル・ランド・アンド・デベロップメント

・ベルハド社長、ワイティーエル・イーソルー

ションズ・ベルハド会長兼社長及びワイティーエ

ル・スターヒル・グローバル・リート・マネジメ

ント・リミテッド（スターヒル・グローバル・

リートの管理会社）会長兼社長。

１年 ０
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ドクター・クリ

ストファー・

チェン・ワイ・

チー

非常勤

取締役
65

2013年５月１日に取締役に選任。

現在の兼務状況：ウィング・タイ・プロパティー

ズ・リミテッド会長、イーグル・アセット・マネ

ジメント（シーピー）リミテッド（チャンピオン

・リアルエステート・インベストメント・トラス

トの管理会社）非常勤取締役、キングボード・ケ

ミカル・ホールディングス・リミテッド独立非常

勤取締役、エヌダブリューエス・ホールディング

ス・リミテッド独立非常勤取締役、ニュー・ワー

ルド・チャイナ・ランド・リミテッド独立非常勤

取締役。

１年 ０

ケビン・

アンソニー・

ウェストリー

非常勤

取締役
64

2012年５月９日に取締役に選任。

現在の兼務状況：ハチソン・ポート・ホールディ

ングス・マネジメント・プライベート・リミテッ

ド独立非常勤取締役。

過去の役職歴：ハチソン・テレコミュニケーショ

ンズ・インターナショナル・リミテッド独立非常

勤取締役、オーシャン・パーク・コーポレイショ

ン副会長。

１年 ０

各取締役（非常勤取締役を含む。）は、年次の株主総会において再任される。

(２)取締役の報酬

「第６ 経理の状況－１ 財務書類－2012年12月31日終了事業年度財務書類－注記６」を参照のこと。

５【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(１)【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンス報告書

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッドは、高水準のコーポレー

ト・ガバナンスの実現に尽力している。当行は認可機関として、ホンコン・マネタリー・オーソリティー・

スーパーバイザリー・ポリシー・マニュアルCG-1「香港で設立された認可機関のコーポレート・ガバナン

ス」（以下「HKMA SPM CG-1」という。）の適用を受ける。当行は2012年中、HKMA SPM CG-1を順守した。2012年

８月３日、改正後のSPM CG-1が発行された。認可機関は、その方針及び実務を改正後SPM CG-1の発行日から1年

以内で実務的に可能な限り早期に改正後SPM CG-1に合わせて調整することが期待されている。当行は見直しを

行い、関連する方針及び実務を改正後の基準に沿うように変更する措置は進行中であり、導入の指針とされる

期日までに完了する予定である。

取締役会

取締役会は、会長を先頭に、リスクの評価及び管理を可能にする健全かつ有効な統制の枠組みの範囲内で、当

行の企業家的なリーダーシップを発揮する。取締役会は、総体として当行の長期的成功及び株主に対する持続

可能な価値の提供に関して責任を負っている。取締役会は当行及びその子会社の戦略及びリスク選好度を設定

し、取締役会が設定した戦略目標を達成するために経営陣から提示された資本計画及び営業計画を承認する。

EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

 74/961



取締役

当行は、一階層取締役会制を採用している。各取締役の権限は、取締役会が総体的に行動する取締役会におい

て行使される。本書日付現在、取締役会は、会長、最高経営責任者（兼副会長）、当行又は子会社の業務の執行責

任を有するその他の２名の取締役及び非常勤取締役13名（副会長２名を含む。）で構成されている。

非常勤取締役の独立性

非常勤取締役はHSBCの従業員ではなく、当行の日常業務管理には参加しない。非常勤取締役は社外からの観

点、戦略についての提案に対する建設的な異議及び策定の支援、合意した目標及び目標値の達成についての経

営陣の業績の精査並びにリスク因子及び当行の業績の報告の監視を提供する。非常勤取締役は、大規模で複雑

な多国籍企業におけるリーダーシップを含め、多くの業界及び事業セクターからの経験をもたらす。取締役会

は、各非常勤取締役の独立性について検討し、各非常勤取締役は性質及び判断において独立しており、判断に影

響を及ぼす可能性のある関係又は環境はないと判定し、判断に影響を及ぼすことになる恐れがある関係又は環

境はいずれも重要性がないとみなされた。

会長及び最高経営責任者

会長及び最高経営責任者の役割は分離されており、HSBCグループの経験豊かな常勤従業員が担っている。取

締役会の主導と当行の事業を経営する執行責任との間には明確な区分がある。

会長は取締役会に対してリーダーシップを発揮し、取締役会が全体として効果的に機能することに責任を有

している。会長は戦略の策定及び取締役会が承認した戦略と指示の実施の監視に責任を有している。最高経営

責任者は、取締役会が設定した通りに戦略と方針が実施されることを確実にする責任と業務の日常運営につい

ての責任を有している。最高経営責任者は、執行委員会及び資産・負債管理委員会の委員長を務める。アジア太

平洋のグローバル事業及びグローバル機能の各部門長は、最高経営責任者に直属する。

取締役会委員会

取締役会は、取締役と上級経営陣で構成される各種の委員会を設置している。取締役会及び各取締役会委員

会には、その責任とガバナンス手続を文書化した規約がある。各種委員会の主要な役割は、以下のパラグラフで

説明されている。各取締役会委員会の委員長は、委員会議事録をそれぞれの後の取締役会で報告する。

執行委員会

執行委員会は毎月開催され、当行及び子会社の経営、営業及び日常業務の範囲において、取締役会がその時々

に決定する方針及び指示に従って取締役会の権力、権限及び裁量を行使する責任を有し、これらを再委譲する

権限を有している。取締役会の承認を必要とする項目の明細が作成されている。

当行の副会長兼最高経営責任者であるピーター・ウォン・ツン・シュンが委員長を務めている。本書日付現

在の委員は、ルイーサ・チャン・ワイ・ワン（アジア太平洋地域リテール・バンキング・アンド・ウェルス・

マネジメント部門の地域部門長）、レイモンド・チェン・スー・ホン（アジア太平洋地域最高業務執行責任

者）、リディアン・Ｈ・コックス（最高リスク責任者）、アニタ・ファン・ユエン・メイ（香港最高経営責任

者）、ガイ・Ｄ・ハーベイ・サミュエル（シンガポール最高経営責任者）、ムクタール・Ｍ・フセイン（マ

レーシア最高経営責任者）、サラ・Ｃ・レッグ（最高財務責任者）、スチュアート・Ｐ・ミルン（インド最高

経営責任者）、ロビン・Ｃ・フィリップス（アジア太平洋地域グローバル・バンキング・アンド・マーケッツ

部門長）、ノエル・Ｐ・クイン（アジア太平洋地域コマーシャル・バンキング部門長）、Ｊ・リキイェ（アジ

ア太平洋地域国際部門長）、ドナ・ウォン・カ・ユック（アジア太平洋地域人事部門長）、ヘレン・ウォン・

ピック・クウェン（中国最高経営責任者）である。Ｐ・Ａ・スタッフォード（総務担当役員）が委員会書記を

務めている。その他の委員会出席者は、Ｐ・Ｍ・チャン（アジア太平洋レギュラトリー・コンプライアンス部
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門長）、Ｇ・Ｗ・フレンチ（アジア太平洋地域グローバル・マーケッツ部門長）、Ｔ・グリマー（アジア地域

コミュニケーションズ部門長）、Ｋ・Ｓ・Ｙ・ン（アジア太平洋地域法務顧問）、Ｂ・Ｊ・レンネル（北アジ

ア地域プライベート・バンク最高経営責任者兼プライベート・ウェルス・ソルーションズ・グローバル部門

長）、Ｓ・Ｅ・ウィリアムソン（金融犯罪コンプライアンス部門長）及びＷ・Ｓ・Ｍ・タム（総務副部長）で

ある。

資産・負債管理委員会

資産・負債管理委員会は、最高経営責任者が委員長を務め、当行グループの貸借対照表の構成、資本、流動性

及び資金調達の構造並びに平常時及びストレス時における構造的エクスポージャーについての指示と監視を

行う責任を有する。委員は、当行の上級幹部で構成され、その大部分は執行委員会の委員である。

リスク管理委員会

リスク管理委員会は最高リスク責任者が委員長を務め、当行グループのリスク管理の枠組みの幹部による監

視を行う責任を有する。委員は当行の上級幹部で構成され、その大部分は執行委員会の委員である。

監査及びリスク委員会

2012年10月までは、非執行の監査及びリスク委員会が監査とリスクの監視を同時に行っていた。改正後の

HKMA SPM CG-1は、非執行のリスク委員会と主要な統制機能別の別個の委員会の設置を強く奨励している。取締

役会は、これに従って、2012年10月18日にリスク委員会と監査委員会を別々に設置した。監査委員会とリスク委

員会の役割及び委員構成は以下の通りである。

監査委員会

監査委員会は少なくとも年に４回開催され、財務報告に関する事項についての監視と取締役会への助言を行

う非執行責任を有する。

現在の委員は、すべて独立非常勤取締役で、ジェームス・ライリー（委員長）、グラハム・ジョン・ブラッド

リー及びケビン・アンソニー・ウェストリーである。

ガバナンス構造

監査委員会は、財務書類の厳格性を監視し、財務報告に係る内部統制システムに対して、その有効性のレ

ビューを含め、監督を行う。監査委員会は財務書類が取締役会に提出される前に、そのレビューを行う。監査委

員会はまた、内部監査機能の有効性の監視・レビューを行い、当行の財務及び会計方針及び実務のレビューを

行う。監査委員会は取締役会に対して、外部監査人の指定について助言を行い、外部監査人の監督及び報酬につ

いて責任を有する。監視プロセスの一環として、監査委員会は子会社の監査委員会及び資産・負債管理委員会

の議事録をレビューする。

リスク委員会

リスク委員会は少なくとも年に４回開催され、概括的なリスク関連事項及びリスク・ガバナンスについての

監視と取締役会への助言を行う非執行責任を有する。現在の委員はすべて独立非常勤取締役で、ケビン・アン

ソニー・ウェストリー（委員長）、グラハム・ジョン・ブラッドリー、クリストファー・チェン・ワイ・チー、

ツィア・モディー及びジェームス・ライリーである。

リスク・ガバナンス及びその体制

当行の業務はさまざまな程度のリスク又は統合リスクの測定、評価、負担及び管理を伴っている。取締役会

は、リスク委員会の助言を受けて、当行のリスクに対する姿勢を形作る強力なリスク・ガバナンス体制を要求

し、奨励する。
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当行のリスク・ガバナンスは、リスクの責任者及び各自の職責の範囲内でのリスクの識別、評価及び管理に

関する全従業員の説明責任についての明確な方針によって支えられている。この個人的な説明責任は、ガバナ

ンス構造、経験及び学習義務により助長され、統制のとれた建設的なリスク管理の体制の発展を促す。

リスク管理

リスク委員会は当行のリスク管理及び内部統制の有効性を監視する。ただし、監査委員会により監視される

財務報告に係る統制は除かれる。監視プロセスの一環として、リスク委員会は経営陣からのリスク管理報告を

義務付けている。このリスク管理報告により、リスク委員会は当行グループの事業が関与するリスク及び経営

陣がこれらのリスクをどのように統制し、監視しているかを評価することが可能になる。リスク委員会はまた、

以前に未知又は明らかにされていなかったリスクに対する当行グループの脆弱性についての複雑な評価が必

要となる、リスク・エクスポージャーの現在及び将来の局面に対して明瞭、率直かつ専用の焦点を当てた報告

を義務付けている。さらに、リスク委員会は、子会社のリスク委員会及びリスク管理委員会のすべての委員会議

事録をレビューする。

リスク管理委員会は、上級幹部で構成されるが、概括的なリスク方針を策定し、委譲されたリスク管理権限を

行使し、リスク選好及び統制の実施を監督し、すべてのカテゴリーのリスクを監視し、適切な軽減措置を決定す

る。

執行委員会は、リスク機能の戦略的方向性の提供に際してリスク管理委員会及び最高リスク責任者を支援

し、優先事項を設定し、その執行を監督する。執行委員会はまた、リスク機能全体にわたるリスクの説明責任及

び軽減に対する一貫したアプローチを監督する。

リスク選好

取締役会は、当行のリスク選好、戦略及び業績目標を承認する責任を有すると同時に、上級リスク担当者の任

命及びリスク管理の権限委譲を承認する責任を有する。

リスク委員会は、取締役会に対して、リスク選好及び戦略との調整並びに提起された戦略的買収及び売却に

ついての助言を行う。リスク管理委員会は、そのリスク管理を監督する役割を通じて、リスク選好とリスク戦略

を事業戦略に合わせるプロセスを調整し、リスク選好プロセスに係る監視、報告及びガバナンスを監督し、リス

ク因子が合意されたパラメータから逸脱した際には是正措置に同意を与え、そしてリスク選好の連絡を行う。

リスク選好は、当行が中長期的な戦略的目標を達成するために負うことを厭わないリスク（有形・無形の両

方）の種類と額を表したものとして定義される。当行全体で、各国及び各地域のグローバル事業はリスク選好

報告書（以下「RAS」という。）の作成が義務付けられている。地域のリスク機能部門は、定期的に全拠点での

RASの動向及び実績を追跡する。

利益、資本、流動性、資金調達、リスクのコスト、グループ内貸付及びリスク・カテゴリーを含む主要なカテゴ

リーについて定量的及び定性的指標が設定される。こうした指標に対する測定は以下に役立つ。

・　基本的な事業活動を導き、当該事業活動がRASに合致していることを確実にする。

・　リスク調整後報酬を決定する。

・　主要な基礎的過程の監視、及び必要に応じてのその後の事業計画サイクルを通じての調整を可能に

する。

・　リスクを軽減するために必要な事業上の決定を速やかに明らかにする。

ストレステスト

当行は、全社アプローチを使用して資本計画のいくつかのシナリオに対する感応度をテストする。一連のシ

ナリオのストレステストが行われ、このシナリオには世界経済の深刻な悪化、国、セクター及び取引先の債務不

履行並びに各種の予測される主要なオペレーショナル・リスク事象が含まれるが、これらに限定されるもので
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はない。ストレス・シナリオの結果は、規制上の自己資本への需要と供給への潜在的な影響の評価に使用され

る。当行はまた、必要に応じて、規制当局から要求されるシナリオ分析に参加する。

重大リスク及び新興リスク

取締役会及びリスク委員会は、強固なリスク管理の枠組みの維持及び開発を、リスク環境並びに当行が直面

する重大リスク及び新興リスクの継続的な監視に加え、計画され実行される軽減措置の監視を通じて監督す

る。

当行の事業は、潜在的に経営成績又は財政状態に影響を及ぼす可能性のある各種のリスク要因にさらされて

いる。一部のリスクは「重大」又は「新興」に分類される。「重大リスク」は、すべてのリスク・カテゴリー、

地域又はグローバル事業で発生し、当行の財務業績又は評判及び長期ビジネスモデルの持続可能性に重大な影

響を及ぼす可能性のある現在の発現済のリスクで、１年以内に発生して具体化する可能性があるリスクであ

る。「新興リスク」は、１年後以降に発生して具体化する可能性のある大規模で不確実な結果をもたらすとみ

なされ、具体化した場合には長期戦略に重大な影響を及ぼすおそれのあるリスクである。当行の重大リスク及

び新興リスクを識別するアプローチは、リスク要因ごとに報告されている。重大リスク及び新興リスクは以下

の３つの大分類のカテゴリーに分類される。

・　マクロ経済及び地政学リスク

・　当行のビジネスモデルに対するマクロ・プルーデンス、規制及び法務リスク

・　事業活動、ガバナンス及び内部統制システムに関連するリスク

指名委員会

指名委員会は少なくとも年に２回開催され、取締役の指名プロセスの主導並びに、取締役選任候補者の取締

役会の承認のための特定及び指名についての責任を有する。取締役の選任は、HKMAの承認を条件としている。指

名委員会は、取締役会の秩序のある継承計画及び取締役会におけるスキルと経験の適切なバランスを考慮す

る。

現在の委員構成は、独立非常勤取締役が過半数を占め、スチュアート・Ｔ・ガリバー（委員長）、ラウラ・

チャ・メイ・ルン及びマージョリー・ヤン・ムン・タックである。ピーター・ウォン・ツン・シュンは、指名

委員会に毎回出席している。

買収・売却委員会

買収・売却委員会は、定例取締役会の間に起こった買収及び売却で、取引金額が取締役会から会長に委譲さ

れた権限を上回る場合に、当該買収及び売却を承認する責任を有する。すべての取締役がこの委員会の委員で

ある。

報酬委員会

当行の最終的な親会社であるエイチエスビーシー・ホールディングス・ピーエルシーの取締役会は、独立非

常勤取締役で構成されるグループ報酬委員会を設置している。報酬委員会は、報酬方針を承認する責任を有し

ている。報酬委員会はまた、取締役、その他のグループ幹部従業員、重要な影響を行使する職責にある従業員及

び職務が当行のリスク因子に影響を及ぼす又は及ぼすおそれのある従業員の報酬を決定し、その決定に際して

当行グループ全体の報酬と条件を考慮に入れる。グループ報酬委員会の設置は、HKMAスーパーバイザリー・ポ

リシー・マニュアルCG-5「健全な報酬システムの指針」で示された原則に沿ったものである。

報酬方針

HSBCグループの全世界的な報酬戦略が当行に適用されるが、この報酬戦略はグループ報酬委員会によって承

認されている。この報酬戦略は、失敗に対してではなく成功に報い、リスク管理の枠組み及びリスクの結果と適
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切に一致させることを目指している。報酬と事業戦略の間の合致を確実にするために、個々の報酬は、業績スコ

アカードに要約されている年間及び長期目標の両方に対して達成された業績評価並びにHSBCの価値の順守の

評価を通じて決定される。全体としては、業績は短期間及び長期間にわたって何が達成されたかだけではなく、

どのようにそれが達成されたかについても判断される。このことは、後者が組織の持続可能性に貢献すること

による。年間及び長期スコアカードに組み込まれる財務的及び非財務的指標は、注意深く検討され、HSBCグルー

プの長期的戦略との合致が確実にされる。

当行の報酬戦略及びその運用の年次での見直しは外部に委託され、経営陣からは独立して実施される。この

見直しは、当行の報酬方針が、「健全な報酬システムの指針」で示された原則に沿っていることを裏付ける。

監査法人

当行グループの財務書類はケーピーエムジーの監査を受けている。ケーピーエムジーは、当行グループに対

して、連続して10年を超える期間監査業務を行ってきた。

(２)【監査報酬の内容等】

①【外国監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

当連結会計年度 前連結会計年度

監査証明業務

に基づく報酬

（百万香港ドル）

非監査業務

に基づく報酬

（百万香港ドル）

監査証明業務

に基づく報酬

（百万香港ドル）

非監査業務

に基づく報酬

（百万香港ドル）

提出会社 56 10 53 6

連結子会社 83 4 79 18

計 139 14 132 23

②【その他重要な報酬の内容】

その他報酬に重要なものは存在しない。

③【外国監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

非監査業務には、税務コンプライアンス及び税務顧問に関する業務に加えて、法律上及び規制上の届出に

関連する保証及びその他のサービス（コンフォート・レター及び中間レビュー）が含まれる。

④【監査報酬の決定方針】

監査報酬は全て、１年に少なくとも一度は見直すものとし、これを増額するためには正当な理由が必要と

なる。
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第６【経理の状況】

概論

ａ．　本書記載の当行グループの邦文の財務書類は、本書記載の2012事業年度及び2011事業年度の原文

の財務書類を翻訳したものである。本書記載の原文の連結財務書類は、連結及び当行の貸借対照表、連結

損益計算書、連結包括利益計算書、連結及び当行の株主資本変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書

ならびに重要な会計方針の要約及びその他の情報で構成されており、香港財務報告基準及び香港会社条

例に準拠して作成されている。当行グループの財務書類の日本における開示については、「財務諸表等

の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号)第129条第１項の規定が適用され

ている。

なお、当行グループに採用されている会計原則及び表示方法と日本におけるものとの主要な相違点につ

いては、「４　香港及び日本の会計原則及び会計慣行の主要な相違」に記載されている。

ｂ．　当行グループの原文の財務書類は、香港における独立監査人であるケーピーエムジーの監査を受

けており、2013年３月４日付及び2012年２月27日付けの監査報告書の原文及び訳文は本書に掲載されて

いる。

なお、ケーピーエムジーによる監査を受けたことにより、当行グループの財務書類は「財務諸表等の

監査証明に関する内閣府令」(昭和32年大蔵省令第12号)第１条の２の規定で定めるところの、監査証明

に相当すると認められる証明を受けたとみなされるため、金融商品取引法第193条の２第１項第１号の

規定に基づき、本邦の公認会計士又は監査法人による監査証明を受けていない。

ｃ．　日本円への換算及び「２ 主な資産・負債及び収支の内容」から「４ 香港と日本との会計原則の

相違」までの事項は原文の財務書類には記載されておらず、当該事項における原文の財務書類への参照

事項を除き、上記b.の監査の対象になっていない。

ｄ．　邦文の財務書類には、原文の財務書類中の香港ドル表示の金額のうち主要なものについて円換算

額が併記されている。日本円への換算には、2013年４月22日現在の株式会社三菱東京UFJ銀行の対顧客電

信直物売買相場の仲値、１香港ドル＝12.85円の為替レートが使用されている。円換算金額は、四捨五入

されているため、合計欄の数値が総数と一致しないことがある。なお、香港ドルからの円貨への換算額は

単に読者の便宜のために表示されたものであり、香港ドルの金額が上記のレートで円に換算されること

を意味するものではない。
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１【財務書類】

(１) 2012年12月31日終了事業年度財務書類

① 連結損益計算書

12月31日に終了した事業年度

注記 2012年 2011年

百万香港ドル 百万円 百万香港ドル 百万円

受取利息 4a 115,511 1,484,316 107,458 1,380,835 

支払利息 4b (33,092)(425,232) (31,786) (408,450)

正味受取利息 82,419 1,059,084 75,672 972,385 

受取手数料 46,221 593,940 45,166 580,383 

支払手数料 (6,331) (81,353) (6,871) (88,292)

正味受取手数料 4c 39,890 512,587 38,295 492,091 

トレーディング純収益 4d 19,214 246,900 20,199 259,557 

公正価値評価の指定を受けた金融商品からの純

収益/（費用）
4e 4,613 59,277 (4,523) (58,121)

金融投資による純収益 4f 2,634 33,847 128 1,645 

配当金 4g 522 6,708 729 9,368 

正味保険料収入 5b 52,621 676,180 45,670 586,860 

その他営業収益 4h 15,337 197,080 11,389 146,349 

営業収益合計 217,250 2,791,663 187,559 2,410,133 

正味発生保険金および保険契約準備金の変動 5c (54,983)(706,532) (40,389) (518,999)

正味営業収益（貸倒損失およびその他の信用リ

スク引当金控除前）
162,267 2,085,131 147,170 1,891,135 

貸倒損失およびその他の信用リスク引当金 4i (3,578) (45,977) (3,059) (39,308)

正味営業収益 158,689 2,039,154 144,111 1,851,826 

従業員報酬および給付 6a (37,021)(475,720) (37,834) (486,167)

一般管理費 4j (26,011)(334,241) (24,352) (312,923)

有形固定資産の減価償却 26 (4,014) (51,580) (3,878) (49,832)

無形資産の償却および減損 25c (1,724) (22,153) (1,760) (22,616)

営業費用合計 (68,770)(883,695) (67,824) (871,538)

営業利益 89,919 1,155,459 76,287 980,288 

関連会社および合弁事業における利益持分 18,810 241,709 15,083 193,817 

税引前当期純利益 108,729 1,397,168 91,370 1,174,105 

法人税費用 7 (18,010)(231,429) (17,466) (224,438)

当期純利益 90,719 1,165,739 73,904 949,666 

株主に帰属する利益 83,008 1,066,653 67,591 868,544 

非支配持分に帰属する利益 7,711 99,086 6,313 81,122 
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② 連結包括利益計算書

12月31日に終了した事業年度

2012年 2011年

百万香港ドル 百万円 百万香港ドル 百万円

当期純利益 90,719 1,165,739 73,904 949,666 

その他包括利益

売却可能投資：

－資本に計上された公正価値変動 14,153 181,866 (25,410) (326,519)

－処分により損益計算書へ振替えられた公正価値変

動
(2,753) (35,376) (231) (2,968)

－（減損）/減損の戻入に関する損益計算書への振替

額
5 64 (208) (2,673)

－損益計算書へ振替えられたヘッジされたリスクに

起因するヘッジ対象の公正価値変動
(287) (3,688) (1,124) (14,443)

－法人税 (768) (9,869) 119 1,529 

キャッシュ・フロー・ヘッジ：

－資本に計上された公正価値変動 3,858 49,575 303 3,894 

－損益計算書へ振替えられた公正価値変動 (3,662) (47,057) (399) (5,127)

－法人税 (33) (424) 15 193 

不動産の再評価：

－資本に計上された公正価値変動 7,221 92,790 12,940 166,279 

－法人税 (1,161) (14,919) (2,068) (26,574)

関連会社および合弁事業におけるその他包括利益/（損

失）持分
638 8,198 (1,259) (16,178)

換算差額 925 11,886 (1,235) (15,870)

退職後給付制度に係る数理計算上の利益/（損失）：

－法人税引前 1,080 13,878 (3,518) (45,206)

－法人税 (198) (2,544) 575 7,389 

当期その他包括利益/（損失）（税引後） 19,018 244,381 (21,500) (276,275)

当期包括利益合計（税引後） 109,737 1,410,120 52,404 673,391 

以下に帰属する当期包括利益合計：

－株主 100,814 1,295,460 45,428 583,750 

－非支配持分 8,923 114,661 6,976 89,642 

109,737 1,410,120 52,404 673,391 

③ 連結貸借対照表

12月31日現在

注記 2012年 2011年

百万香港ドル 百万円 百万香港ドル 百万円  

資産  

現金および短期資金 11 1,111,19914,278,907 919,906 11,820,792  
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他行から回収中の項目 23,079 296,565 34,546 443,916  

１ヶ月超で満期を迎える銀行預け金 12 184,711 2,373,536 198,287 2,547,988  

譲渡性預金 13 93,085 1,196,142 88,691 1,139,679  

香港政府債務証書 14 176,264 2,264,992 162,524 2,088,433  

トレーディング資産 15 419,697 5,393,106 447,968 5,756,389  

公正価値評価の指定を受けた金融資産 16 69,479 892,805 57,670 741,060  

デリバティブ 17 398,956 5,126,585 377,296 4,848,254  

顧客に対する貸付金 18 2,349,04330,185,203 2,130,87127,381,692  

金融投資 21 626,042 8,044,640 722,433 9,283,264  

グループ会社に対する債権額 176,004 2,261,651 152,730 1,962,581  

関連会社および合弁事業における持分 24 119,273 1,532,658 91,785 1,179,437  

のれんおよび無形資産 25 38,634 496,447 34,839 447,681  

有形固定資産 26 90,179 1,158,800 85,294 1,096,028  

繰延税金資産 7 2,629 33,783 2,325 29,876  

その他資産 28 187,053 2,403,631 100,315 1,289,048  

資産合計 6,065,32777,939,452 5,607,48072,056,118  

 

負債  

香港流通紙幣 14 176,264 2,264,992 162,524 2,088,433  

他行へ送金中の項目 35,525 456,496 47,163 606,045  

銀行からの預金 244,135 3,137,135 222,582 2,860,179  

顧客からの預金 29 3,874,88449,792,259 3,565,00145,810,263  

トレーディング負債 30 183,340 2,355,919 171,431 2,202,888  

公正価値評価の指定を受けた金融負債 31 44,270 568,870 40,392 519,037  

デリバティブ 17 397,151 5,103,390 383,252 4,924,788  

発行済負債証券 32 74,647 959,214 77,472 995,515  

退職給付債務 6 6,725 86,416 8,097 104,046  

グループ会社に対する債務額 97,618 1,254,391 108,423 1,393,236  

その他負債および引当金 33 94,791 1,218,064 108,314 1,391,835  

保険契約に基づく負債 34 244,921 3,147,235 209,438 2,691,278  

当期未払税金 7 3,842 49,370 4,126 53,019  

繰延税金負債 7 16,923 217,461 14,712 189,049  

劣後債務 36 13,867 178,191 16,114 207,065  

優先株式 37 83,346 1,070,996 97,096 1,247,684  

負債合計 5,592,24971,860,400 5,236,13767,284,360  

 

資本  

株式資本 38 58,969 757,752 30,190 387,942  

その他準備金 133,790 1,719,202 112,218 1,442,001  

利益剰余金 224,640 2,886,624 188,416 2,421,146  

第４回予定中間配当金 9 20,000 257,000 10,000 128,500  

株主資本合計 437,399 5,620,577 340,824 4,379,588  
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非支配持分 35,679 458,475 30,519 392,169  

資本合計 473,078 6,079,052 371,343 4,771,758  

資本および負債合計 6,065,32777,939,452 5,607,48072,056,118 

取締役 会社秘書役

スチュアート・T・ガリバー ポール・A・スタッフォード

ローズ・W・M・リー

ピーター・T・S・ウォン

④ 連結株主資本変動計算書

2012年12月31日に終了した事業年度

その他準備金

株式資本

利益

剰余金

および

予定

配当金

不動産

再評価

準備金

売却可能

投資

準備金

キャッ

シュ・

フロー・

ヘッジ

準備金

為替

準備金
その他

株主資本

合計

非支配

持分

資本

合計

百万香港ドル

１月１日現在 30,190 198,416 38,939 29,786 51 14,265 29,177 340,824 30,519 371,343 

当期純利益 － 83,008 － － － － － 83,008 7,711 90,719 

その他包括利益

（税引後）
－ 519 5,522 10,788 159 928 (110) 17,806 1,212 19,018 

売却可能投資 － － － 10,040 － － － 10,040 310 10,350 

キャッシュ・フ

ロー・ヘッジ
－ － － － 159 － － 159 4 163 

不動産再評価差

額
－ (168) 5,522 － － － － 5,354 706 6,060 

確定給付制度に

係る数理計算

上の利益

－ 689 － － － － － 689 193 882 

関連会社および

合弁事業にお

けるその他包

括利益持分

－ (1) － 749 － － (110) 638 － 638 

換算差額 － (1) － (1) － 928 － 926 (1) 925 

当期包括利益合

計
－ 83,527 5,522 10,788 159 928 (110) 100,814 8,923 109,737 

株式の発行 28,779 － － － － － － 28,779 － 28,779 

配当金支払額 － (32,500) － － － － － (32,500)(3,766)(36,266)

株式報酬契約に

関する変動

額

－ (246) － － － － (277) (523) 14 (509)

その他の変動額 － (3) － 8 － － － 5 (11) (6)

振替 － (4,554) (1,010) (2) － － 5,566 － － －

12月31日現在 58,969 244,640 43,451 40,580 210 15,193 34,356 437,399 35,679 473,078 
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2012年12月31日に終了した事業年度

その他準備金

株式資本

利益

剰余金

および

予定

配当金

不動産

再評価

準備金

売却可能

投資

準備金

キャッ

シュ・

フロー・

ヘッジ

準備金

為替

準備金
その他

株主資本

合計

非支配

持分

資本

合計

百万円

１月１日現在 387,942 2,549,646 500,366 382,750 655 183,305 374,924 4,379,588 392,169 4,771,758 

当期純利益 － 1,066,653 － － － － － 1,066,653 99,086 1,165,739 

その他包括利

益（税引

後）

－ 6,669 70,958 138,626 2,043 11,925 (1,414)228,807 15,574 244,381 

売却可能投資 － － － 129,014 － － － 129,014 3,984 132,998 

キャッシュ・

フロー・

ヘッジ

－ － － － 2,043 － － 2,043 51 2,095 

不動産再評価

差額
－ (2,159)70,958 － － － － 68,799 9,072 77,871 

確定給付制度

に係る数理

計算上の利

益

－ 8,854 － － － － － 8,854 2,480 11,334 

関連会社およ

び合弁事業

におけるそ

の他包括利

益持分

－ (13) － 9,625 － － (1,414) 8,198 － 8,198 

換算差額 － (13) － (13) － 11,925 － 11,899 (13) 11,886 

当期包括利益

合計
－ 1,073,322 70,958 138,626 2,043 11,925 (1,414)1,295,460 114,661 1,410,120 

株式の発行 369,810 － － － － － － 369,810 － 369,810 

配当金支払額 － (417,625) － － － － － (417,625)(48,393)(466,018)

株式報酬契約

に関する変

動額

－ (3,161) － － － － (3,559) (6,721) 180 (6,541)

その他の変動

額
－ (39) － 103 － － － 64 (141) (77)

振替 － (58,519)(12,979) (26) － － 71,523 － － －

12月31日現在757,752 3,143,624 558,345 521,453 2,699 195,230 441,475 5,620,577 458,475 6,079,052 

2011年12月31日に終了した事業年度

その他準備金

株式資本

利益

剰余金

および

予定

配当金

不動産

再評価

準備金

売却可能

投資

準備金

キャッ

シュ・

フロー・

ヘッジ

準備金

為替

準備金
その他

株主資本

合計

非支配

持分

資本

合計

百万香港ドル

１月１日現在 22,494 173,254 29,980 57,553 106 15,789 20,954 320,130 27,305 347,435
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当期純利益 － 67,591 － － － － － 67,591 6,313 73,904

その他包括利

益（税引

後）

－ (2,578) 9,828 (27,760) (55) (1,524) (74) (22,163) 663 (21,500)

売却可能投資 － － － (26,579) － － － (26,579) (275) (26,854)

キャッシュ・

フロー・

ヘッジ

－ － － － (56) － － (56) (25) (81)

不動産再評価

差額
－ (137) 9,828 － － － － 9,691 1,181 10,872

確定給付制度

に係る数理

計算上の損

失

－ (2,437) － － － － － (2,437) (506) (2,943)

関連会社およ

び合弁事業

におけるそ

の他包括利

益持分

－ (6) － (1,181) － － (72) (1,259) － (1,259)

換算差額 － 2 － － 1 (1,524) (2) (1,523) 288 (1,235)

当期包括利益

合計
－ 65,013 9,828 (27,760) (55) (1,524) (74) 45,428 6,976 52,404

株式の発行 7,696 － － － － － － 7,696 － 7,696

配当金支払額 － (33,000) － － － － － (33,000)(3,764)(36,764)

株式報酬契約

に関する変

動額

－ 91 － － － － 694 785 26 811

その他の変動

額
－ (3) － (7) － － (205) (215) (24) (239)

振替 － (6,939) (869) － － － 7,808 － － －

12月31日現在 30,190 198,416 38,939 29,786 51 14,265 29,177 340,824 30,519 371,343

2011年12月31日に終了した事業年度

その他準備金

株式資本

利益

剰余金

および

予定

配当金

不動産

再評価

準備金

売却可能

投資

準備金

キャッ

シュ・

フロー・

ヘッジ

準備金

為替

準備金
その他

株主資本

合計

非支配

持分

資本

合計

百万円

１月１日現在 289,048 2,226,314 385,243 739,556 1,362 202,889 269,259 4,113,671 350,8694,464,540

当期純利益 － 868,544 － － － － － 868,544 81,122 949,666

その他包括利

益（税引

後）

－ (33,127)126,290 (356,716)(707) (19,583) (951) (284,795)8,520 (276,275)

売却可能投資 － － － (341,540) － － － (341,540)(3,534)(345,074)

キャッシュ・

フロー・

ヘッジ

－ － － － (720) － － (720) (321) (1,041)
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不動産再評価

差額
－ (1,760)126,290 － － － － 124,529 15,176 139,705

確定給付制度

に係る数理

計算上の損

失

－ (31,315) － － － － － (31,315)(6,502) (37,818)

関連会社およ

び合弁事業

におけるそ

の他包括利

益持分

－ (77) － (15,176) － － (925) (16,178) － (16,178)

換算差額 － 26 － － 13 (19,583) (26) (19,571)3,701 (15,870)

当期包括利益

合計
－ 835,417 126,290 (356,716)(707) (19,583) (951) 583,750 89,642 673,391 

株式の発行 98,894 － － － － － － 98,894 － 98,894 

配当金支払額 － (424,050) － － － － － (424,050)(48,367)(472,417)

株式報酬契約

に関する変

動額

－ 1,169 － － － － 8,918 10,087 334 10,421 

その他の変動

額
－ (39) － (90) － － (2,634) (2,763) (308) (3,071)

振替 － (89,166)(11,167) － － － 100,333 － － －

12月31日現在387,942 2,549,646 500,366 382,750 655 183,305 374,924 4,379,588 392,169 4,771,758 

⑤ 連結キャッシュ・フロー計算書

12月31日に終了した事業年度

注記 2012年 2011年

百万香港ドル 百万円 百万香港ドル 百万円

営業活動

営業活動（に使用した）/から生じた資金 42 (20,651)(265,365) 16,583 213,092 

金融投資に係る利息の受領 14,349 184,385 13,269 170,507 

金融投資に係る配当金の受領 464 5,962 723 9,291 

関連会社から受領した配当金 2,297 29,516 935 12,015 

法人税支払 (17,423)(223,886) (15,790) (202,902)

営業活動による純資金（支出）/収入 (20,964)(269,387) 15,720 202,002 

投資活動

金融投資の購入 (262,280)(3,370,298)(495,823)(6,371,326)

金融投資の売却または償還による収入 350,945 4,509,643 588,409 7,561,056 

有形固定資産の購入 (1,990) (25,572) (2,870) (36,880)

有形固定資産および売却目的資産の売却による

収入
35 450 215 2,763 

その他無形資産の購入 (1,303) (16,744) (1,804) (23,181)
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子会社の買収および株式保有の増加に係る純資

金支出
43 － － (143) (1,838)

子会社の売却に係る純資金収入 43 1,416 18,196 1 13 

関連会社および合弁事業における持分の購入に

係る純資金支出
(13,521)(173,745) (263) (3,380)

事業ポートフォリオにおける持分の売却による

純資金（支出）/収入
43 (12,242)(157,310) 5,649 72,590 

関連会社における持分の売却による収入 43 3,970 51,015 19 244 

投資活動による純資金収入 65,030 835,636 93,390 1,200,062 

財務活動前の純資金収入 44,066 566,248 109,110 1,402,064 

財務活動

普通株式資本の発行 28,779 369,810 7,696 98,894 

優先株式の発行 29 373 － －

優先株式の償還 (13,566)(174,323) (4,280) (54,998)

劣後債務の返済 (2,326) (29,889) (5,152) (66,203)

劣後債務の発行 2,328 29,915 3,502 45,001 

普通配当金支払 9 (32,500)(417,625) (33,000) (424,050)

非支配持分への配当金支払 (3,766) (48,393) (3,764) (48,367)

優先株式に係る利息支払 (2,301) (29,568) (2,421) (31,110)

劣後債務に係る利息支払 (884) (11,359) (793) (10,190)

財務活動による純資金支出 (24,207)(311,060) (38,212) (491,024)

現金および現金同等物の増加 43 19,859 255,188 70,898 911,039 

⑥ 当行　貸借対照表

12月31日現在

注記 2012年 2011年

百万香港ドル 百万円 百万香港ドル 百万円

資産

現金および短期資金 11 761,187 9,781,253 612,265 7,867,605

他行から回収中の項目 17,355 223,012 29,821 383,200

１ヶ月超で満期を迎える銀行預け金 12 80,200 1,030,570 108,873 1,399,018

譲渡性預金 13 20,150 258,928 23,987 308,233

香港政府債務証書 14 176,264 2,264,992 162,524 2,088,433

トレーディング資産 15 284,573 3,656,763 317,321 4,077,575

公正価値評価の指定を受けた金融資産 16 1,432 18,401 2,283 29,337

デリバティブ 17 391,839 5,035,131 370,678 4,763,212

顧客に対する貸付金 18 1,282,720 16,482,9521,176,602 15,119,336

金融投資 21 260,317 3,345,073 362,307 4,655,645

グループ会社に対する債権額 321,600 4,132,560 248,001 3,186,813

子会社への投資 23 58,819 755,824 57,724 741,753

関連会社および合弁事業における持分 24 40,919 525,809 28,139 361,586

のれんおよび無形資産 25 4,765 61,230 4,831 62,078
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有形固定資産 26 53,852 691,998 51,876 666,607

繰延税金資産 7 1,333 17,129 1,098 14,109

その他資産 28 143,480 1,843,718 57,011 732,591

資産合計 3,900,805 50,125,3443,615,341 46,457,132

負債

香港流通紙幣 14 176,264 2,264,992 162,524 2,088,433

他行へ送金中の項目 25,766 331,093 38,577 495,714

銀行からの預金 204,520 2,628,082 158,746 2,039,886

顧客からの預金 29 2,417,400 31,063,5902,220,072 28,527,925

トレーディング負債 30 82,146 1,055,576 78,959 1,014,623

公正価値評価の指定を受けた金融負債 31 7,731 99,343 5,910 75,944

デリバティブ 17 392,084 5,038,279 377,165 4,846,570

発行済負債証券 32 40,406 519,217 46,360 595,726

退職給付債務 6 3,710 47,674 4,150 53,328

グループ会社に対する債務額 149,237 1,917,695 152,906 1,964,842

その他負債および引当金 33 58,887 756,698 71,585 919,867

当期未払税金 7 2,348 30,172 2,748 35,312

繰延税金負債 7 6,194 79,593 5,884 75,609

劣後債務 36 9,355 120,212 9,386 120,610

優先株式 37 83,195 1,069,056 96,969 1,246,052

負債合計 3,659,243 47,021,2733,431,941 44,100,442

資本

株式資本 38 58,969 757,752 30,190 387,942

その他準備金 62,219 799,514 49,278 633,222

利益剰余金 100,374 1,289,806 93,932 1,207,026

第４回予定中間配当金 9 20,000 257,000 10,000 128,500

資本合計 241,562 3,104,072 183,400 2,356,690

資本および負債合計 3,900,805 50,125,3443,615,341 46,457,132

取締役 会社秘書役

スチュアート・T・ガリバー ポール・A・スタッフォード

ローズ・W・M・リー

ピーター・T・S・ウォン

⑦ 当行　株主資本変動計算書

2012年12月31日に終了した事業年度
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その他準備金

株式資本

利益剰余金

および

予定配当金

不動産再評

価準備金

売却可能投

資準備金

キャッ

シュ・

フロー・

ヘッジ

準備金

為替

準備金 その他

株主資本

合計

百万香港ドル

１月１日現在 30,190 103,932 24,296 26,013 63 (3,152) 2,058 183,400 

当期純利益 － 48,377 － － － － － 48,377 

その他包括利益

（税引後）
－ 224 3,142 10,105 157 368 － 13,996 

売却可能投資 － － － 10,106 － － － 10,106 

キャッシュ・フロー

・ヘッジ
－ － － － 157 － － 157 

不動産再評価差額 － (97) 3,142 － － － － 3,045 

確定給付制度に係る

数理計算上の利益
－ 321 － － － － － 321 

換算差額 － － － (1) － 368 － 367 

当期包括利益合計 － 48,601 3,142 10,105 157 368 － 62,373 

株式の発行 28,779 － － － － － － 28,779 

配当金支払額 － (32,500) － － － － － (32,500)

株式報酬契約に関す

る変動額
－ (221) － － － － (269) (490)

その他の変動額 － － － － － － － －

振替 － 562 (562) － － － － －

12月31日現在 58,969 120,374 26,876 36,118 220 (2,784) 1,789 241,562 

2012年12月31日に終了した事業年度

その他準備金

株式資本

利益剰余金

および

予定配当金

不動産

再評価

準備金

売却可能投

資準備金

キャッ

シュ・

フロー・

ヘッジ

準備金

為替

準備金 その他

株主資本

合計

百万円

１月１日現在 387,942 1,335,526 312,204 334,267 810 (40,503) 26,445 2,356,690 

当期純利益 － 621,644 － － － － － 621,644 

その他包括利益

（税引後）
－ 2,878 40,375 129,849 2,017 4,729 － 179,849 

売却可能投資 － － － 129,862 － － － 129,862 

キャッシュ・フロー

・ヘッジ
－ － － － 2,017 － － 2,017 

不動産再評価差額 － (1,246) 40,375 － － － － 39,128 

確定給付制度に係る

数理計算上の利益
－ 4,125 － － － － － 4,125 

換算差額 － － － (13) － 4,729 － 4,716 
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当期包括利益合計 － 624,523 40,375 129,849 2,017 4,729 － 801,493 

株式の発行 369,810 － － － － － － 369,810 

配当金支払額 － (417,625) － － － － － (417,625)

株式報酬契約に関す

る変動額
－ (2,840) － － － － (3,457) (6,297)

その他の変動額 － － － － － － － －

振替 － 7,222 (7,222) － － － － －

12月31日現在 757,752 1,546,806 345,357 464,116 2,827 (35,774) 22,989 3,104,072 

2011年12月31日に終了した事業年度

その他準備金

株式資本

利益剰余金

および

予定配当金

不動産再評

価準備金

売却可能投資

準備金

キャッシュ

・フロー・

ヘッジ準備

金

為替

準備金 その他

株主資本

合計

百万香港ドル

１月１日現在 22,494 100,086 18,437 50,551 70 1,304 1,567 194,509

当期純利益 － 37,812 － － － － － 37,812

その他包括利益

（税引後）
－ (1,533) 6,378 (24,538) (7) (4,456) － (24,156)

売却可能投資 － － － (24,538) － － － (24,538)

キャッシュ・フロー

・ヘッジ
－ － － － (7) － － (7)

不動産再評価差額 － (79) 6,378 － － － － 6,299

確定給付制度に係る

数理計算上の損失
－ (1,454) － － － － － (1,454)

換算差額 － － － － － (4,456) － (4,456)

当期包括利益合計 － 36,279 6,378 (24,538) (7) (4,456) － 13,656

株式の発行 7,696 － － － － － － 7,696

配当金支払額 － (33,000) － － － － － (33,000)

株式報酬契約に関す

る変動額
－ 52 － － － － 551 603

その他の変動額 － (4) － － － － (60) (64)

振替 － 519 (519) － － － － －

12月31日現在 30,190 103,932 24,296 26,013 63 (3,152) 2,058 183,400

2011年12月31日に終了した事業年度

その他準備金

株式資本

利益剰余金

および

予定配当金

不動産再評

価準備金

売却可能投資

準備金

キャッシュ

・フロー・

ヘッジ準備

金

為替

準備金 その他

株主資本

合計
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百万円

１月１日現在 289,048 1,286,105 236,915 649,580 900 16,756 20,136 2,499,441 

当期純利益 － 485,884 － － － － － 485,884 

その他包括利益

（税引後）
－ (19,699)81,957 (315,313) (90) (57,260) － (310,405)

売却可能投資 － － － (315,313) － － － (315,313)

キャッシュ・フ

ロー・ヘッジ
－ － － － (90) － － (90)

不動産再評価差額 － (1,015)81,957 － － － － 80,942 

確定給付制度に係

る数理計算上の

損失

－ (18,684) － － － － － (18,684)

換算差額 － － － － － (57,260) － (57,260)

当期包括利益合計 － 466,185 81,957 (315,313) (90) (57,260) － 175,480 

株式の発行 98,894 － － － － － － 98,894 

配当金支払額 － (424,050) － － － － － (424,050)

株式報酬契約に関

する変動額
－ 668 － － － － 7,080 7,749 

その他の変動額 － (51) － － － － (771) (822)

振替 － 6,669 (6,669) － － － － －

12月31日現在 387,942 1,335,526 312,204 334,267 810 (40,503)26,445 2,356,690 

次へ 
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財務諸表注記

1 表示の基礎

a 連結財務諸表は2012年12月31日現在のザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイ

ション・リミテッド（「当行」）およびその子会社（「当行グループ」）の財務諸表を含んでいる。

連結財務諸表は、香港財務報告基準（「HKFRS」）、香港会社条例の規定および香港で一般に公正妥当と

認められた会計原則に準拠して作成されている。HKFRSは、香港公認会計士協会（「HKICPA」）が公表して

いるすべての適用される個々の香港財務報告基準、香港会計基準（「HKAS」）および解釈指針を含む総称

である。

連結財務諸表は取得原価主義（特定の金融資産および負債、土地建物ならびに保険契約に関する特定の

資産および負債の再評価修正後）で作成されている。

2012年度に、当行グループは当行グループの連結財務諸表および当行の個別財務諸表に重要でない影響

を及ぼす多数の解釈指針ならびに基準の改訂版を適用した。

2010年12月にHKICPAにより公表されたHKAS第12号「法人所得税」の改訂を受け、HKAS第40号の公正価値

モデルに基づき計上された投資不動産に係る繰延税金は、投資不動産の回収がすべて売却を通じて行われ

るという反証可能な推定に基づき測定される。HKAS第12号の改訂版の適用による当行グループの連結財務

諸表への重要な影響はなく、そのため、非遡及的に適用されている。

b 連結財務諸表は、関連会社および合弁事業の損益および剰余金に対する持分も含んでいる。これらの持

分は2012年12月31日より前の３ヶ月以内の日付に作成された財務諸表に基づいている。

c 今後適用される基準

2012年12月31日現在、当行グループの2012年12月31日現在の連結財務諸表には適用されていない、多数の

基準および解釈指針ならびにその改訂版がHKICPAにより公表されている。金融商品会計を完成させるため

のプロジェクトに加えて、保険、収益認識およびリース会計に関するその他のプロジェクトがあり、それら

のプロジェクトは、以下に記載されている基準とともに、2015年以降の会計基準に対する重要な変更を示し

ている。

2013年に適用される基準

2011年６月、HKICPAはHKFRS第10号「連結財務諸表」（「HKFRS第10号」）、HKFRS第11号「共同支配の取

決め」（「HKFRS第11号」）およびHKFRS第12号「他の企業に対する持分の開示」（「HKFRS第12号」）を

公表した。2012年７月、HKICPAはHKFRS第10号、HKFRS第11号およびHKFRS第12号の改訂「経過措置ガイダン

ス」を公表した。これらの基準は、2013年１月１日以降開始される事業年度に適用されることになってい

る。HKFRS第10号および第11号は遡及的に適用される。

HKFRS第10号では、パワー、リターンの変動性およびパワーとリターンのリンク概念に基づいて、すべての

事業体の連結の要否を判定するための単一アプローチがある。これは、事業体の性質により、法的な支配権

またはリスクおよび便益に対するエクスポージャーを重視する現行のアプローチを差し替えるものであ

る。HKFRS第11号は、取り決めの構造ではなく投資家の権利および義務により焦点を置いており、共同支配事
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業という概念を導入している。HKFRS第12号には子会社、共同支配の取決めおよび関連会社に関する開示要

件が含まれており、非連結の仕組事業体に関する新しい要件が導入されている。

これまでの評価に基づき、当行グループが支配しているもののリスクおよび便益の大半を有していない、

または支配していないもののリスクおよび便益の大半を有していることにより、一部の事業体の連結状況

は変更される可能性があるが、当行グループは、HKFRS第10号およびHKFRS第11号の適用による当行グループ

の財務諸表への全体的な影響は重要ではないと予想している。

2011年６月、HKICPAは、HKFRS第13号「公正価値測定」（「HKFRS第13号」）を公表した。この基準は2013

年１月１日以降開始される事業年度に適用されることになっているが、早期適用も認められている。HKFRS

第13号は、当該基準が適用される最初の事業年度の期首から非遡及的に適用することが義務付けられてい

る。HKFRS第13号の開示要件は、最初の適用より前の期間について比較情報を提供することを求めていない。

HKFRS第13号は、HKFRSが要求する、または容認するすべての公正価値測定に適用される単一のガイダンス

を確立するものである。当該基準は出口価格としての公正価値の定義を明確にしており、公正価値とは、現

在の市況において測定日に市場参加者間で資産を売却する、または負債を移転するための秩序ある取引が

行われた場合の価格であると定義される。また、当該基準は、公正価値測定に関する開示を強化している。

現在の評価に基づき、当行グループは、財務諸表へのHKFRS第13号の影響は重要ではないと予想している。

2011年７月、HKICPAはHKAS第19号「従業員給付」の改訂版（「HKAS第19号（改訂版）」）を公表した。こ

の改訂版は2013年１月１日以降開始される事業年度に適用されることになっているが、早期適用も認めら

れている。HKAS第19号（改訂版）は遡及適用が義務付けられている。

当行グループにとって最も重要な改訂点は、利息費用および制度資産の期待収益が正味確定給付負債ま

たは資産に係る正味利息から成る財務費用の構成要素と置き換えられることである。

この財務費用の構成要素は、確定給付債務の測定に用いられる割引率と同一の割引率を正味確定給付負

債または資産に適用することにより算定される。制度資産の実際運用収益と損益計算書における財務費用

の構成要素に含まれる収益との差額は、その他包括利益に表示される。この変更により、年金費用が現在の

制度資産の期待収益と当該割引率を適用して計算された収益との差額分増加するという影響が生じる。

この特別な改訂の2012年連結財務諸表に対する影響に関する当行グループの見積りに基づくと、当該変

更により税引前利益は減少するが、年金債務には影響しない。営業費用合計および税引前利益への影響は重

要ではない。2013年１月１日の適用日における影響は、当行グループにとって重要ではなかった。

2011年12月、HKICPAはHKFRS第７号の改訂版「開示―金融資産と金融負債の相殺」を公表した。この改訂

版は、金融資産と金融負債の相殺および関連する取り決めによる企業の財政状態への影響または潜在的影

響に関する開示を要求している。当該改訂版は、2013年１月１日以降開始される事業年度およびそれらの事

業年度内の中間期間に適用される。当該改訂は遡及適用が義務付けられている。

2014年に適用される基準

2011年12月、HKICPAはHKAS第32号の改訂「金融商品：表示」を公表した。この改訂は、金融商品の相殺要

件を明確にし、HKAS第32号の相殺基準を適用する際の現行の実務における不整合に対処するものである。当

該改訂は、2014年１月１日以降開始される事業年度に適用されることになっているが、早期適用も認められ

ている。当該改訂は遡及適用が義務付けられている。

当行グループは現在、これらの明確化による影響を評価しているが、連結財務諸表の公表日時点でその影
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響を定量化することは実務的ではない。

2012年12月、HKICPAはHKFRS第10号、HKFRS第12号およびHKAS第27号の改訂を公表した。これらの改訂は、す

べての子会社が連結されるという原則に対して投資企業を例外とする規定を導入するものである。当行グ

ループは、当該改訂による当行グループの財務諸表への重要な影響はないと予想している。

2015年に適用される基準

2009年11月、HKICPAはHKFRS第９号「金融商品」（「HKFRS第９号」）を公表した。当該基準は、金融資産

の分類および測定の新しい要件を定めている。2010年11月、HKICPAは、金融負債に関する要件を織り込んだ

HKFRS第９号の改訂を公表した。これらの変更は、HKAS第39号「金融商品：認識および測定」（「HKAS第39

号」）の差し替え計画の第一段階である。

2011年12月のHKICPAによる適用日の延期の決定を受けて、当該基準は2015年１月１日以降開始される事

業年度に適用されることになっている。

HKAS第39号差し替えプロジェクトの第二段階および第三段階では、償却原価で測定された金融資産の減

損およびヘッジ会計を取り扱う。

最終的なHKFRS第９号における分類および測定ならびに減損に関する要件の不確実性により、当行グルー

プがHKFRS第９号の全体を適用する予定日を確定することは引き続き不可能であり、当財務諸表の公表日時

点でHKFRS第９号の影響を定量化することは実務的ではない。

開示強化タスクフォース

ステークホルダーが当行グループの経営成績、財政状態およびその変動の理解を助けるための有意義な

開示を行うという当行グループの方針に従って、当行グループは、開示強化タスクフォース（「EDTF」）報

告書「銀行のリスク開示の強化」（2012年10月29日公表）における関連する提言の実行を意図している。

EDTFは、金融安定化理事会の主導により2012年５月に設置された。その目的は、銀行によるリスクおよび規

制関連の開示を強化する提言を策定することであった。当該報告書の提言は任意であり、金融機関がリスク

ならびにそれらのリスクがいかに経営成績の測定および報告に関連するかについて、より適切で透明性の

高い情報を必要とする領域を特定するのに役立てるものである。

2 会計方針の適用における特に重要な会計上の見積りおよび判断

当行グループの損益は、連結財務諸表の作成の基礎となる会計方針、仮定および見積りの影響を受ける。

重要な会計方針は財務諸表注記３に記載されている。

会計方針が適用される項目の重要性、または仮定および見積りの使用を含め高度な判断を伴うという観

点から、当行グループの経営成績および財政状態にとって重要とみなされる会計方針は、以下のとおりであ

る。

貸付金の減損

貸付金の減損評価に関する当行グループの手法の使用には、注記３(d)に記載されるとおり、相当の判断

および見積りを伴う。
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個別に重要な貸付金について、まず、減損損失がすでに発生しているという兆候の有無について決定し、

その後、減損損失の計上の基礎となる予想キャッシュ・フローの金額および時期の見積りを行う上で判断

が必要となる。

集合的に評価される貸付金については、類似の信用特性を有する貸付金をグループ化する際の基準の選

択および適用、ならびに報告期間における貸付金の各グループに発生した損失の見積りに使用する統計モ

デルおよびその他のモデルの選択および適用に判断が必要となる。損失率の比較、過去の損失が現在の状況

を示す範囲の評価およびモデル手法の精緻化は、必要な変更を特定する手段ではあるが、そのプロセスは本

質的に見積りの１つである。

金融商品の評価

金融商品の評価に関する当行グループの会計方針は、注記３(h)に含まれており、注記17「デリバティ

ブ」および注記51「金融商品の公正価値」に詳述されている。

独立価格が入手できないために観察可能な市場データを参照する評価手法を用いて公正価値が決定され

た場合には、経営陣は評価モデルの適用において以下の検討を行う。

・金融商品に関する将来キャッシュ・フローの可能性およびタイミング。契約相手方の契約条件を履行

する能力に疑義がある場合は、経営陣の判断が必要となる可能性があるが、通常これらのキャッシュ・

フローは、金融商品の契約条件に基づいている。

・金融商品の適切な割引率。経営陣は、特定の金融商品について市場参加者が用いるリスク・フリー金利

および基準金利を上回る適切なスプレッドの決定においてすべての関連する市場情報を利用する。

・評価モデルの選択が特に主観的な分野（例えば、複雑なデリバティブ商品を評価する場合）における

公正価値の算定に用いられるモデルを決定するための判断。

比較可能な金融商品を参照して金融商品を評価する際に経営陣は、その商品の満期、構造、流動性、信用格

付けおよび比較される保有ポジションのその他の市場要因を考慮に入れる。金融商品を基礎となる構成要

素の公正価値を使用してモデルにより評価する場合に、経営陣は、ビッド－オファー・スプレッド、信用プ

ロファイル、モデルの不確実性および市場参加者が当該金融商品の評価を行う際に使用するその他の要因

を考慮に入れた調整の必要性も検討する。これらの調整は当行グループにおいて一貫して適用されている

明確な方針に基づいている。

観察不能な市場データがデリバティブの評価に重要な影響を及ぼす場合、当該評価モデルによって示さ

れる公正価値と取引価格との当初の差異のすべては、以下の基準のうちの１つにより認識される。取引期間

にわたり適切な基準に基づいて認識されるか、データが観察可能となった時点で損益計算書に認識される、

あるいは当該取引が満期を迎えるか終了する時点で認識される。

損益を通じて公正価値評価される金融商品には、トレーディング目的で保有されている金融商品および

公正価値評価の指定を受けた金融商品が含まれる。公正価値の変動は、発生した期間の当行グループの損益

計算書に直接的な影響を与える。

「売却可能」として分類された金融資産の公正価値の変動は、金融資産が売却されて公正価値の変動累

計額が損益計算書に費用計上されるか貸方計上される時点まで資本およびその他包括利益に直接計上され

る。売却可能金融資産の公正価値の下落が資本およびその他包括利益に直接認識されており、当該金融資産

が減損していることを示す客観的な証拠が存在する場合には、資本に直接認識されていた損失累計額は資
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本から控除され、損益計算書に振り替えられる。これにより当行グループの営業利益は減少する。

関連会社における持分の減損

関連会社における持分の減損に関する当行グループの会計方針は、注記３mに記載されている。関連会社

への投資が減損しているか否かをHKAS第36号「資産の減損」に従って決定するためのテストにおいて、回

収可能額を決定するための適切な仮定および見積りを選択し適用する上で重要な判断が必要となる。

投資契約に基づく負債

当行グループが最低収益を保証している長期投資契約の負債の見積りを行う際には統計的手法の使用が

必要となる。これらの手法の選択ならびに将来の金利、株主資本利益率、行動に関する事象およびその他の

将来の事象に関する仮定の使用は負債認識額に重要な影響を与える。

保険契約

分類

HKFRS第４号「保険契約」は、保険リスクおよび金融リスクの双方を移転する保険契約を保険契約または

HKAS第39号に基づく金融商品として分類するか、あるいは契約の保険および保険以外の要素を個別に会計

処理すべきかについて当行グループが決定することを求めている。このプロセスには、契約に基づき移転さ

れた、または引き受けられた様々な種類のリスクの金額の判断および見積りが必要となる。当該リスクの見

積りには、将来の事象に関する仮定の使用を伴うため、不確実性を伴う。

有効な長期保険契約の現在価値（「PVIF」）

無形資産として計上されているPVIFの価値は、将来の事象に関する仮定によって異なる。詳細については

注記25(b)に記載されている。仮定は各報告日に再評価され、PVIFの価値に影響を与える見積りの変動は損

益計算書に反映される。

保険負債

保険負債の見積りでは統計モデルの選定ならびに実績および予測を頻繁に調整する必要のある将来事象

に関する仮定を行う。保険負債の主な仮定の潜在的な変動に対する感応度は注記52に記載されている。

3 重要な会計方針

a 受取利息および支払利息

トレーディング目的保有に分類された金融商品、または公正価値評価の指定を受けた金融商品（当行グ

ループが発行した負債証券およびそれらの発行済負債証券とともに管理されているデリバティブは除く）

を除くすべての金融商品の受取利息および支払利息は、実効金利法を用いて、損益計算書上の「受取利息」

および「支払利息」に認識される。実効金利法は、金融資産または金融負債（金融資産グループまたは金融

負債グループ）の償却原価を計算し、受取利息または支払利息を関連期間に配分する方法である。
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実効金利は、金融商品の予想有効期間、またはより短い期間にわたる見積将来現金支払額または受取額を

金融資産または金融負債の正味帳簿価額に割り引く利率である。実効金利を計算する際に、当行グループは

金融商品に関するすべての契約条件（将来の貸し倒れを除く）を考慮に入れたキャッシュ・フローを見積

もっている。この計算には、取引費用およびその他のプレミアムまたはディスカウントを含む金融商品の実

効金利の重要な一部である当行グループのすべての支払額または受取額が考慮されている。

減損金融資産に対する利息は、減損損失を測定する目的で将来キャッシュ・フローを割り引く際の利率

を用いて認識される。

b 利息以外の収益

受取手数料は、当行グループが顧客に様々なサービスを提供することにより、受け取る手数料である。受

取手数料は以下のとおり、会計処理される。

・　重要な業務の実行により稼得した収益は、当該業務の完了時に収益認識される。（例：株式またはそ

の他有価証券の取得のアレンジメント等、第三者のための取引交渉手数料または交渉参加手数料）

・　サービスの提供により稼得した収益は、サービス提供時に収益認識される。（例：資産管理、ポート

フォリオおよびその他の管理に関するアドバイザリーおよびサービス手数料）

・　金融商品の実効金利の重要な一部を形成する収益は実効金利の調整として認識され、「受取利息」

に計上される。（例：特定の貸出契約手数料）（注記３a）

トレーディング純収益は、トレーディング目的で保有されている金融資産および金融負債の公正価値の

変動によるすべての損益、ならびに関連する受取利息、支払利息、配当金を含んでいる。

公正価値評価の指定を受けた金融商品からの純収益には、損益を通じて公正価値評価することを指定さ

れている金融資産および金融負債の公正価値の変動によるすべての損益が含まれている。これらの金融商

品から生じる受取利息、支払利息ならびに配当金も含まれる。ただし、発行済負債証券および負債証券とと

もに管理されているデリバティブから生じる利息は「支払利息」として認識される（注記３a）。

配当金は、配当を受け取る権利が確定した際に認識される。上場持分証券については、配当落日、非上場

持分証券については通常、株主が配当を承認した日に権利確定する。

c 顧客に対する貸付金および銀行に対する預け金

顧客に対する貸付金および銀行に対する預け金は、トレーディング目的保有に分類されておらず、公正価

値評価の指定も受けていない当行グループの貸付金を含んでいる。貸付金は借り手に現金が引き渡された

時点で認識される。貸付金は借り手が債務を返済した場合や貸付金が売却または償却された場合、あるいは

所有に伴うリスクおよび便益の大半が移転された場合に認識が中止される。貸付金は公正価値に直接帰属

する取引費用を加算した金額で当初は認識され、その後、減損または回収不能性を考慮後、実効金利法を用

いた償却原価で測定される。公正価値ヘッジとして指定され、適格であると判断されたデリバティブによっ

てエクスポージャーがヘッジされている場合、ヘッジされた貸付金の帳簿価額は、ヘッジ対象リスクのみに

関する公正価値調整額を含んでいる。

貸付金は、その帳簿価額が主に売却により回収され、現在の状態で貸付金が売却可能であり、売却される

可能性が極めて高い場合に、売却目的保有に再分類される（注記３ac）が、これらの貸付金は引き続き上述

の方針に従って測定される。
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当行グループは一定期間について定められた契約条件により貸付を行う旨の契約を締結する場合があ

る。このような場合、貸付金の実行は、当行グループによる管理の範囲外である一定の将来の事象の発生を

条件とする。貸出契約から生じる貸付金がトレーディング目的保有であることが予想される場合、当該貸出

契約はトレーディング・デリバティブとして計上され、損益を通じて公正価値で測定される。貸付金が実行

された場合は、トレーディング目的保有に分類され、損益を通じて公正価値で測定される。当行グループに

は貸付金を売買する意図がなく、保有する意図がある場合は、当行グループが損失を被る恐れがある場合に

限り、貸出契約に対する引当金が計上される。例えば、元本に損失が生じる可能性がある場合や貸出金利が

調達費用を下回る場合に、引当金が計上される。貸付開始時に、保有予定部分が公正価値で計上され、その後

に実効金利法を用いて償却原価で測定される。レバレッジ・ファイナンスおよびシンジケート・ローン活

動等の特定の取引に関しては、現金による貸出額は必ずしも貸付金の公正価値の最善の証拠にはならない。

これらの貸付金に関しては、（例えば、貸出金利が市場金利を下回ることにより、）当初の公正価値が現金

による貸出額を下回る場合、評価損が損益計算書に計上される。評価損は、貸付金が減損している場合を除

いて、貸付金の期間にわたり、実効金利法を用いて受取利息を認識することにより回収される。評価損は、そ

の他営業収益の減少として計上される。

貸出金および受取債権カテゴリーに再分類される金融資産は、当初、再分類された日の公正価値で計上さ

れ、その後は再分類日に決定された実効金利を用いて償却原価で測定される。

d 貸付金の減損

貸付金または貸付金ポートフォリオが減損しているという客観的な証拠がある場合、減損損失が直ちに

認識される。減損引当金は、個別貸付金および集合的に評価される貸付金グループについて算定されてい

る。減損損失は、損益計算書に費用として計上される。貸借対照表上の減損貸付金の帳簿価額は、減損引当金

の計上によって減額される。将来の事象から生じる可能性のある損失は、認識されない。

個別に評価される貸付金

減損評価のために貸付金が個別に重要であるか否かを決定する際に考慮される要素には、以下が含まれ

る。

・貸付金の規模

・ポートフォリオにおける貸付金の数

・個々の貸付関係の重要性、およびその関係の管理方法

・債務不履行および損失の額が、集合的評価の手法の適用に十分であるか否か

個別に重要とみなされる貸付金は通常、企業および法人顧客に対するものであり、より大きな金額であ

り、個々の関係ごとに管理されている。個人向け貸出ポートフォリオは一般に大規模な同種の貸付金プール

で構成されているため、通常、減損について集合的に評価される。

個別に重要とみなされるすべての貸付金について、当行グループは、貸付金が減損しているという客観的

証拠の有無について各期末日に個別の評価を行っている。客観的証拠があると決定するために当行グルー

プが利用する基準には以下が含まれる。

・　借り手がキャッシュ・フローの困難に陥っているという事実
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・　90日を超えて延滞している契約上の元本または利息の支払延滞

・　借り手の破産またはその他の財務的処分の実現可能性

・　元本、利息または手数料の免除あるいは支払猶予につながる借り手の財政難に関して、経済的・法的

理由で借り手に与えられた重要な猶予

・　返済能力に懸念がある等、借り手の財政状態または見通しの悪化

貸付金に減損の客観的証拠が存在する場合は、以下の要因を考慮して減損損失が決定される。

・　顧客に対する当行グループのエクスポージャー総額

・　顧客のビジネス・モデルの実行可能性、財政困難な状況下で取引を成功させる能力、債務を弁済する

ための充分なキャッシュ・フローの有無

・　予測される受取および回収の金額および時期

・　清算または破産時の分配金の予測受取可能額

・　優先順位が当行グループより上位または当行グループと同位のその他の債権者のコミットメントの

範囲、およびその他の債権者が会社を継続的に支援する可能性

・　債権者の請求総額および優先順位を決定する際の複雑性、ならびに法的事項および保険に関する不確

実性が明確になっている範囲

・　担保(またはその他の信用補完)の実現可能価額および担保権実行の成功の可能性

・　回収費用による貸付金残高の予測減少額

・　現地通貨建てでない場合、貸付金の通貨で調達し、支払を行う借り手の能力

・　入手可能であれば、負債の流通市場価格

担保の実現可能価額は、減損評価が行われた時点の現在市場価値に基づいて決定される。当該価額は市場

価格の将来予想変動による調整は行われないが、強制売却における割引等、地域の状況を反映させるために

調整が行われる。

減損損失は、貸付金の当初の実効金利で割り引かれた予想将来キャッシュ・フローの現在価値を現在の

帳簿価額と比較することにより計算される。個別に重要な勘定に対する減損引当金は少なくとも四半期ご

とに見直され、状況に応じてさらに定期的に見直される。これは通常、保有担保の強制力、実際および予想受

取可能額の時期および金額の再評価が含まれる。個別に評価される減損引当金は、設定された見積損失が減

少するという合理的かつ客観的証拠がある場合にのみ戻入れられる。

集合的に評価される貸付金

減損の集合的評価は以下の２つの状況下で行われる。

・　個別に重要とみなされない同種の貸付金グループの場合

・　個別評価の対象となる貸付金において、発生しているが未だ特定されていない損失をカバーするため

の場合

同種の貸付金グループ
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個別に重要とみなされない同種の貸付金グループの集合的な減損損失を決定する際は、個別の評価は非

現実的であることから、統計に基づく手法が用いられる。

同種の貸付金グループの損失は、個別貸付金が償却された場合に個別に計上され、その時点でグループか

ら除外される。集合的な減損に対する引当金の計算には、以下の２つの方法が用いられる。

・　経験に基づく適切な情報が入手可能な場合、当行グループはロール・レート法を用いている。この手

法は、延滞および債務不履行に関する過去のデータと実績の統計分析を取り入れており、当行グルー

プが個別に特定することはできないが、信頼性をもって見積もることが可能な期末日より前に生じ

た事象の結果、最終的に償却される貸付金の金額を見積もっている。この手法のもとでは、貸付金は

延滞日数に基づいて期間別に分類され、統計分析を用いて、各期間の貸付金が延滞の様々な段階に進

み、最終的に回収不能となる可能性が見積られる。延滞のグループ化に加え、貸付金は、以下に記載の

信用特性に応じて区分される。固有の損失を補填するために必要な引当金の適切な水準を計算する

際には、現在の経済状況の評価も行われる。見積損失は、ポートフォリオの当初の実効金利で割り引

いた予想将来キャッシュ・フローの現在価値と帳簿価額の差異である。特定の成熟した市場におい

ては、破産や債務の再編等の統計に示される財務活動および管理状況を考慮した高精度の評価モデ

ルが用いられる。

・　ポートフォリオの規模が小さい場合やロール・レート法を用いるための充分な情報が得られない、あ

るいは情報が信頼できない場合、当行グループは、過去の損失実績に基づいた定型的アプローチを採

用する。

各ポートフォリオ内の固有の損失は、過去のデータの観察記録を用いた統計モデルに基づいて評価され

る。統計モデルは最近のポートフォリオおよび経済動向を反映するために定期的に更新される。経済状況、

法規制または行動に関する変化から生じたポートフォリオ・リスク要因の直近の傾向が統計モデルに完全

に反映されない場合には、当該リスク要因は、期末日現在のこれらの変動を反映するために、過去の損失実

績からのみ導き出された減損引当金への調整として考慮される。

これらの追加的なポートフォリオ・リスク要因は、最近の貸付金ポートフォリオの伸び、および商品構

成、失業率、破産傾向、地理的集中、貸付商品の特徴（金利の再設定により利息費用が増加する変動利付貸付

金に関する借り手の返済能力等）、国内および地域における住宅市場と金利の動向等の経済状況、ポート

フォリオの経過年数、口座管理方針および慣行、現在の償却状況、法規制の変更、ならびに自然災害等の顧客

の貸付金返済傾向に影響を及ぼすようなその他の項目を含んでいる。これらのリスク要因は、過去の損失実

績からのみ導き出された減損引当金への調整として、減損引当金の適切な水準を計算する際に考慮される。

ロール・レート、損失率および見積将来回収時期は適切性を確保するために、定期的に実際の結果と比較

している。

発生しているが未だ特定されていない減損

個別評価の結果、損失の証拠が明確に特定されなかった貸付金は、集合的な減損を計算する目的で、信用

リスク特性に従ってグループ化される。信用リスク特性には、組成された国、関連する事業の種類、提供され

る商品の種類、取得した担保またはその他の関連する要因が含まれる場合がある。これは、個別には特定で

きないが、期末日より前に生じた事象の結果当行グループが被り、かつ信頼性を持って見積ることが可能な

減損損失である。これらの損失は、将来においてのみ個別に特定される。グループ内の個別の貸付金に関し

て損失を特定する情報が入手された場合は、それらの貸付金は直ちに当該グループから取り除かれ、個別に

減損を評価される。
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集合的な減損に対する引当金は以下を考慮して決定される。

・　同様の信用リスク特性(産業部門、貸付金の格付け、または商品ごとの信用リスク特性等)を有する

ポートフォリオの過去の損失実績

・　減損の発生からその損失が特定され個別の貸付金に対して適切な引当金が設定されるまでの見積期

間

・　現在の経済および信用状況によって示される、期末日の実際の固有の損失が過去の実績に基づく損失

を上回る、あるいは下回る可能性についての経営陣の経験に基づく判断

損失の発生から特定までの見積期間は、特定されたポートフォリオごとに地域の経営陣が決定する。この

見積りに影響を及ぼす可能性のある要因には、経済状況および市況、顧客の行動、ポートフォリオ管理に関

する情報、信用管理の手法ならびに市場における回収実績が含まれる場合がある。損失の発生から特定まで

の見積期間は、実績に基づき定期的に評価されるため、これらの要因の変化に伴い時間とともに変動する可

能性がある。

貸付金の償却

貸付金（および関連する減損引当金）は、元本を回収できる見込みがほとんどない場合、通常、その一部

または全額を償却する。また担保付貸付金の場合には担保の処分代金が受領できた後に償却される。担保の

正味実現可能価額が決定され、さらなる回収の合理的な見込みがない状況においては、より早い段階で償却

される場合がある。

減損の戻入

減損損失が減損認識後の期間に減少し、その減少を、減損が認識された後に発生した事象に客観的に関連

付けることができる場合、減損引当金を相当額減少させることによって超過分が戻し入れられる。戻入額は

損益計算書に計上される。

貸付金と引換えに取得した資産

順当な回収を目的として貸付金と引換えに取得した非金融資産は、その資産の帳簿価額が主に売却によ

り回収され、現在の状態で資産が売却可能であり、売却される可能性が極めて高い場合に、売却目的資産と

して「その他資産」に計上される。取得した資産は、取引日における公正価値（売却費用控除後）または貸

付金の帳簿価額（減損引当金控除後）のいずれか低い方の金額で計上される。売却目的資産に関する減価

償却費は計上しない。その後の売却費用控除後の取得資産の公正価値への評価減は、減損損失として損益計

算書の「その他営業収益」に認識される。また、その後の売却費用控除後の公正価値の増加についても、減

損累計額を上限として、処分に係る実現損益とともに損益計算書の「その他営業収益」に認識される。デッ

ト・デット・スワップおよびデット・エクイティ・スワップで取得した負債証券または株式は「金融投

資」の売却可能に分類される。

条件緩和貸付金

契約条件が緩和された集合的に減損評価される貸付金は、新しい取り決めに基づく最低支払件数が満た

された時点で、評価目的では延滞とはみなされずに更新された貸付金として扱われる。契約条件が緩和され
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た集合的に減損評価される貸付金についてはこれらのリスク・プロファイルを反映するため、集合的な減

損評価の目的では貸付金ポートフォリオのその他の部分から分離される。契約条件が緩和された個別に減

損を評価される貸付金については、これらが継続的に減損しているかまたは延滞とみなすべきかを判断す

るために継続的なレビューが行われる。条件緩和貸付金として分類されている貸付金の帳簿価額について

は、満期または認識が中止されるまで当該分類を維持する。

契約条件が緩和された貸付金は、既存の契約が解除され、新しい契約が実質的に異なる条件で締結される

場合、または既存の契約条件が変更され、当該条件緩和貸付金が実質的に異なる金融商品となる場合に認識

が中止される。

e トレーディング資産およびトレーディング負債

短期国債、顧客に対する貸付金および顧客からの借入金、銀行に対する貸付金および銀行からの借入金、

負債証券、仕組預金、株式、発行済負債証券ならびに有価証券のショート・ポジションは、主に短期間での売

却または買戻しを目的として取得されるか発生する場合、あるいはともに管理される特定された金融商品

ポートフォリオの一部を形成し、直近の短期的な利益獲得パターンの証拠がある場合、トレーディング目的

に分類される。金融資産および金融負債は、取引日（当行グループが相手先と金融商品の売買に関する契約

を締結した日）に認識され、通常、売却された日（資産の場合）または消滅した日（負債の場合）に認識が

中止される。当初は公正価値で測定され、取引費用は損益計算書に計上される。その後、公正価値は再測定さ

れ、公正価値の変動による損益は損益計算書上の「トレーディング純収益」として認識される。

f 公正価値評価の指定を受けた金融商品

トレーディング目的以外の金融商品は、下記の基準を満たし、当初認識時に経営陣によりその指定をされ

た場合にこの区分に分類される。当行グループは、以下の場合に公正価値評価を指定している。

・　異なる基準で金融資産または金融負債の評価や関連する損益の認識を行うことから生じる可能性の

ある評価または認識の不一致を解消、あるいは大幅に削減する場合。これには、ユニット連動型投資

契約、および公正価値で評価される金融資産または金融負債とともに管理される有価証券および発

行負債の特定のポートフォリオ等が含まれる。

・　文書化されたリスク管理または投資戦略に従って公正価値に基づいて金融資産グループ、金融負債グ

ループまたはこれら双方の管理および業績評価を行い、当該金融商品グループに関する情報が同様

の基準で内部的に主要な経営陣に提供される場合。これには、特定の保険契約に対応するために保有

される金融資産および特定のアセット・バック証券等が含まれる。

・　金融商品から生じるキャッシュ・フローを大幅に修正し、個別に会計処理が求められる１つ以上の組

込デリバティブを含む金融商品に関連している場合。これには特定の発行負債および保有される負

債証券等が含まれる。

公正価値評価の指定は、一度行われると取消が不可能である。金融資産および金融負債は、当行グループ

が相手先と契約上の取り決めを行った日（通常は取引日）に認識され、通常、売却された日（資産の場合）

または消滅した日（負債の場合）のいずれかに認識が中止される。当初は公正価値で測定され、取引費用は

直接損益計算書に計上される。その後、公正価値は再測定され、公正価値の変動による損益は損益計算書の

「公正価値評価の指定を受けた金融商品からの純収益」に認識される。
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g 金融投資

継続的な保有が意図されている短期国債、負債証券および株式で、公正価値評価の指定を受けていないも

のは、売却可能または満期保有目的に分類される。金融投資は取引日（当行グループが相手先と有価証券の

購入に関する契約を締結した日）に認識され、一般的に当該有価証券が売却された場合または借り手が債

務を返済した場合に認識が中止される。

売却可能

売却可能金融資産は、当初は、公正価値に直接および増分取引費用を加えた金額で評価される。その後、公

正価値による再評価が行われ、公正価値の変動は当該金融資産が売却されるか減損するまで「売却可能投

資準備金」としてその他包括利益に認識される。売却可能金融資産が売却された場合は、それ以前にその他

包括利益に認識されていた損益の累計額は「金融投資による純収益」として損益計算書に認識される。

売却可能負債証券の受取利息は、実効金利法を用いて当該資産の見積有効期間にわたる算定により認識

される。満期のある投資有価証券を購入することにより発生するプレミアムやディスカウントは実効金利

の計算に含められる。配当金は、受け取る権利が確立した時点で損益計算書に認識される。

各期末日において、金融資産の価値に減損の客観的な証拠があるかどうかが評価される。減損損失は、金

融資産の当初認識後に生じた１つ以上の事象（「損失事象」）の結果、減損の客観的証拠が存在し、また、

当該損失事象が金融資産の将来キャッシュ・フローに影響を及ぼし、信頼性をもって見積ることができる

場合に限り認識される。

売却可能金融資産が減損している場合、金融資産の取得原価（元本返済額および償却額控除後）と現在

の公正価値の差異から損益計算書に認識されている過年度の減損損失を差し引いた金額がその他包括利益

から控除され、損益計算書に認識される。

売却可能負債証券の減損損失は損益計算書上の「貸倒損失およびその他の信用リスク引当金」に計上さ

れ、売却可能持分証券の減損損失は損益計算書上の「金融投資による純収益」に計上される。売却可能金融

資産の減損に関する手法の詳細は以下のとおりである。

売却可能負債証券

売却可能負債証券の報告日現在の減損の客観的な証拠を評価する際に、当行グループは将来キャッシュ

・フローの回収不足となる可能性のある有価証券に特定の事象に関する観察可能なデータまたは情報を含

めて、すべての入手可能な証拠を検討する。これらの事象には、発行体の重大な財政困難、債務不履行、破産

もしくはその他の財務的再編などの契約違反、または発行体の財政困難による負債証券の活発な市場の消

滅が含まれる。

このような種類の特定の事象ならびに発行体の流動性、事業リスクおよび金融リスク・エクスポー

ジャー、同様の金融資産の債務不履行の水準および傾向、国内および地域の経済動向・状況ならびに担保お

よび保証の公正価値に関する情報などのその他の要因は、個別または組み合わせて検討され、負債証券の減

損の客観的証拠が存在するかについて決定される。

売却可能持分証券
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売却可能持分証券の減損の客観的証拠には、上述の発行体の特定の情報が含まれる場合があるが、持分証

券の取得原価が回収されない可能性の証拠となる、技術、市場、経済または法律の重要な変更に関する情報

が含まれる場合がある。

取得原価を下回る、資産の公正価値の重要なまたは長期化する下落も減損の客観的証拠である。重要であ

るか否かを評価する際に、公正価値の下落は当初認識時の資産の取得原価に対して評価される。長期化して

いるか否かの評価において、下落は資産の公正価値が当初認識時の取得原価を下回っている期間に対して

評価される。

売却可能金融資産の減損損失が認識された場合、公正価値の変動に関するその後の会計処理は、該当する

売却可能金融資産の性質に応じて異なる。

・ 売却可能負債証券の公正価値のその後の下落は、金融資産の見積将来キャッシュ・フローが更に減少

することにより追加的な減損の客観的証拠が存在する場合に限り損益計算書において認識される。追

加的な減損の客観的証拠が存在しない場合には、金融資産の公正価値の下落は直接その他包括利益に

認識される。負債証券の公正価値がその後の期間に増加し、その増加を減損が損益計算書上で認識さ

れた後に生じた事象と客観的に関連付けることができる場合、公正価値の増加分を上限として、損益

計算書を通じて減損が戻し入れられる。

・ 売却可能持分証券の公正価値のその後の上昇はすべて、再評価として扱われ、直接その他包括利益に

認識される。持分証券の減損は、損益計算書を通じて戻し入れられることはない。売却可能持分証券の

公正価値のその後の下落は、当該持分証券の取得原価（これまでの減損累計額を控除後）に関連して

発生した追加的な減損累計額を限度として、損益計算書に認識される。

満期保有目的投資

満期保有目的投資は、当行グループが満期まで保有する積極的な意図および能力を有し、固定または確定

的な支払および固定満期がある非デリバティブ金融資産である。満期保有目的投資は、当初は公正価値に直

接帰属する取引費用を加算した金額で計上され、その後、減損控除後の実効金利法を用いた償却原価で測定

される。

h 金融商品の評価

すべての金融商品は当初は公正価値で認識される。通常の業務過程において、当初認識時の金融商品の公

正価値は通常、取引価格（すなわち、支払対価または受取対価の公正価値）である。しかし、特定の状況にお

いては、公正価値は、同様の商品（修正またはリパッケージ商品を除く）のその他の観察可能な現在の市場

取引、もしくは金利イールド・カーブ、オプションのボラティリティおよび為替レートといった観察可能な

市場から得られるデータのみを変数として用いた評価手法に基づいている。これらの証拠が存在する場合、

当行グループは、金融商品の取引開始時にトレーディング損益を認識する。これは取引価格と公正価値との

差額である。観察不能な市場データが金融商品の評価に重要な影響を及ぼす場合、当該評価モデルによって

示される公正価値と取引価格の当初の差額のすべては、損益計算書に直ちに認識されない。その代わり取引

期間にわたり適切な基準に基づいて認識されるか、データが観察可能となった時点、当該取引が満期を迎え

るか終了する時点、または当行グループが相殺取引を行う時点で損益計算書に認識される。

当初認識後、公正価値で測定される金融商品の公正価値は、当行グループの評価手法に従って測定され

る。これについては、注記51に記載されている。

EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

105/961



i 売戻および買戻契約（株式貸借契約を含む）

事前に決められた価格で買い戻すことを条件に売却される有価証券（レポ取引）は貸借対照表に計上さ

れ、受取対価は負債に計上される。売り戻すことを条件に購入される有価証券（リバース・レポ取引）は貸

借対照表上で認識されることはなく、支払対価は「顧客に対する貸付金」または「銀行に対する預け金」

のいずれか適切な方に計上される。売戻価格と買戻価格の差異は受取利息として会計処理され、契約期間に

わたり認識される。

証券貸借取引は通常、有価証券あるいは現金の支払または受取により担保されている。これらの契約に基

づく相手先への有価証券の譲渡は通常は貸借対照表に反映されない。支払現金担保は資産として、受取現金

担保は負債としてそれぞれ計上される。

借入有価証券は貸借対照表に認識されることはない。第三者へ売却された場合は、当該有価証券の返済義

務がトレーディング負債に計上され、公正価値による評価が行われるとともに、公正価値の変動による損益

が「トレーディング純収益」に計上される。

j デリバティブ金融商品およびヘッジ会計

デリバティブは当初は公正価値で認識され、その後、公正価値で再評価される。上場デリバティブの公正

価値は市場価格から入手される。店頭取引デリバティブの公正価値は割引キャッシュ・フロー・モデルや

オプション価格モデル等の評価手法を用いて決定される。

転換社債に転換オプションが組み込まれるように、その他の金融商品にデリバティブが組み込まれるこ

とがある。組込デリバティブは、その経済的特徴およびリスクを主契約のものと明確かつ密接に関連付ける

ことができず、個別の契約に含まれていた場合には組込デリバティブの条件が独立のデリバティブの定義

を満たし、組み合わされた契約がトレーディング目的以外で保有され、または公正価値評価の指定を受けて

いない場合に個別のデリバティブとして扱われる。これらの組込デリバティブは公正価値で評価され、公正

価値の変動は損益計算書に認識される。

デリバティブは、公正価値が正の場合は資産に、負の場合は負債に分類される。異なる取引から生じるデ

リバティブ資産および負債は、同一の取引相手との取引であり、相殺する法的権利が存在し、当事者が

キャッシュ・フローを純額で決済することを意図している場合に限り相殺される。

公正価値の変動による損益の認識方法は、デリバティブがトレーディング目的であるか、またはヘッジ手

段として指定されているかによって異なり、後者の場合は、ヘッジ対象のリスクの性質に基づいて認識され

る。トレーディング目的保有デリバティブの公正価値の変動によるすべての損益は、損益計算書に認識され

る。当行グループはヘッジに指定されたデリバティブを、(i) 認識資産または負債、もしくは確定契約の公

正価値変動に対するヘッジ（「公正価値ヘッジ」）、(ⅱ) 認識資産または負債もしくは予定取引によって

発生する可能性の高い将来キャッシュ・フローの変動に対するヘッジ（「キャッシュ・フロー・ヘッ

ジ」）、あるいは（ⅲ）在外営業活動体の純投資ヘッジ（「純投資ヘッジ」）のいずれかに分類している。

ヘッジ会計は、一定の基準を満たしていることを条件に、公正価値ヘッジ、キャッシュ・フロー・ヘッジ、純

投資ヘッジのヘッジ手段として指定されたデリバティブに適用される。

ヘッジ会計
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ヘッジの開始時点で、当行グループはヘッジ手段とヘッジ対象の関係、およびヘッジの引受けに対するリ

スク管理目的および戦略を文書化している。当行グループはまた、ヘッジ開始時点およびその後にわたって

継続的にヘッジ取引で使用されたヘッジ手段（主にデリバティブ）が、ヘッジ対象の公正価値または

キャッシュ・フローのリスクに起因する変動を極めて有効に相殺するかどうかに関する評価を文書化して

いる。適格ヘッジの利息は「正味受取利息」に計上される。

公正価値ヘッジ

公正価値ヘッジとして指定され、適格なデリバティブの公正価値の変動は、ヘッジされたリスクに関係す

るヘッジされた資産および負債あるいは資産および負債グループの公正価値の変動とともに損益計算書に

認識される。

ヘッジ関係がヘッジ会計の基準を満たさなくなった場合、ヘッジ対象の帳簿価額に対する累積調整額は

再計算された実効金利に基づいて満期までの残存期間にわたり損益計算書に償却計上される。ただし、ヘッ

ジ対象の認識が中止された場合は直ちに損益計算書に計上される。

キャッシュ・フロー・ヘッジ

キャッシュ・フロー・ヘッジとして指定され、適格なデリバティブの公正価値の変動の有効部分は、その

他包括利益に認識される。非有効部分の公正価値の変動による損益は、直ちに損益計算書に認識される。

その他包括利益に認識された累積損益はヘッジ対象が損益に影響を及ぼす期間に損益計算書にリサイク

ルされる。しかし、ヘッジされている予定取引により非金融資産または非金融負債を認識する結果となった

場合、過年度にその他包括利益に認識されていた損益は、資本から控除され、資産または負債に関する原価

の当初測定に含められる。

ヘッジ手段が失効または売却された場合、あるいはヘッジ会計基準を満たさなくなった場合、その時点の

その他包括利益に認識された累積損益は、予定取引が最終的に損益計算書に認識されるまで資本の部に引

き続き計上される。予定取引が発生する見込みがなくなった場合は、その他包括利益に認識されていた累積

損益は直ちに損益計算書に振り替えられる。

純投資ヘッジ

海外事業の純投資ヘッジは、キャッシュ・フロー・ヘッジと同様に会計処理される。ヘッジ手段の有効部

分の損益はその他包括利益に認識され、非有効部分の損益は直ちに損益計算書に認識される。過年度にその

他包括利益に認識されていた損益は、海外事業の処分時に損益計算書に振り替えられる。

ヘッジの有効性に関するテスト

当行グループでは、ヘッジ会計の適用が認められるために、ヘッジの開始から有効期間にわたり、ヘッジ

が極めて有効であることが見込まれること（将来的有効性）、および継続して実際の有効性が証明される

こと（遡及的有効性）を必要としている。

ヘッジ関係の文書には、ヘッジの有効性がどのように評価されているかに関して記載されている。ヘッジ

の有効性を評価するために企業が採用する方法は、リスク管理戦略に基づいて決定される。

将来の有効性に関しては、ヘッジ手段が、ヘッジ指定された期間のリスクに起因する公正価値または
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キャッシュ・フローの変動を相殺する上で極めて有効であることが要求される。実際の有効性は、公正価値

またはキャッシュ・フローの変動が80％から125％の範囲で互いに相殺されなければならない。

ヘッジの非有効部分は損益計算書上の「トレーディング純収益」に認識される。

ヘッジ会計の適用が認められないデリバティブ

ヘッジ会計の適用が認められないデリバティブの公正価値の変動による損益は、すべて損益計算書に直

ちに認識される。これらの損益は「トレーディング純収益」に計上される。ただし、デリバティブが公正価

値評価に指定された金融商品とともに管理されている場合（当行グループが発行した負債証券とともに管

理されているデリバティブは除く）には、公正価値の変動による損益は「公正価値評価の指定を受けた金

融商品からの純収益」に計上される。当行グループが発行した公正価値評価の指定を受けた負債証券とと

もに管理されているデリバティブに対する利息は「支払利息」に認識されている。これらのデリバティブ

に関するその他すべての損益は、「公正価値評価の指定を受けた金融商品からの純収益」に計上される。

k 金融資産および負債の認識中止

金融資産のキャッシュ・フローを受け取る約定権利が失効した場合、あるいは当行グループが金融資産

のキャッシュ・フローを受け取る約定権利を移転し、所有に伴うリスクと便益の大半を他に移転した場合、

または支配およびリスクと便益の大半の双方を維持していない場合に金融資産の認識は中止される。

金融負債は、債務の免除、取消し、失効等により負債が消滅した場合に認識が中止される。

l 金融資産と金融負債の相殺表示

金融資産と金融負債は、これらの認識金額を相殺する法的に強制力のある権利が存在し、当行グループが

純額で決済する、もしくは資産の実現と同時に負債を決済する意図がある場合に相殺され、純額が貸借対照

表に計上される。

m 子会社、関連会社および合弁事業

当行グループは、当行グループが支配している事業体への投資を子会社に分類している。当行グループが

１つ以上の当事者と共同支配の対象となる経済活動を行うための契約上の取り決めを締結している場合、

当行グループはその事業に対する投資を合弁事業として分類している。当行グループは、当行グループが重

要な影響力を有する事業体への投資で、子会社にも合弁事業にも該当しないものを、関連会社として分類し

ている。この分類を決定する上で、支配とは、事業体の活動から利益を得るために、その財務および経営方針

を支配するパワーとみなされている。

関連会社および合弁事業への投資は、持分法で認識されている。持分法のもとでは、これらの投資を当初

は関連するのれんを含む取得原価で計上し、その後に純資産に対する当行グループの持分の取得後の変動

を調整している。

当行グループの関連会社および合弁事業との取引に関する利益は、各関連会社または合弁事業における

当行グループの持分に基づいて消去されている。損失についても譲渡された資産が減損しているという証

拠がない限り、関連会社または合弁事業に対する当行グループの持分に基づいて消去される。

当行の子会社、関連会社および合弁事業への投資は、減損控除後の取得原価で計上されている。最後に減
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損が認識された日以降に、投資の回収可能額を算定する際に用いた見積りに変更があった場合に限り、過年

度に認識された減損は損益計算書を通じて戻し入れられることになる。

関連会社または合弁事業における持分についてHKAS第36号「資産の減損」に基づく減損テストが求めら

れるか否かを判断するために、HKAS第39号「金融商品：認識および測定」の指針を検討する必要がある。こ

れらの指針のレビューにより関連会社または合弁事業における持分が減損している可能性があることが示

唆される場合は、HKAS第36号の減損テストに関する規定が適用される。

子会社の取得において発生するのれんの減損テストに関する当行グループの方針は注記３(n)に記載さ

れている。関連会社または合弁事業における持分の場合、連結貸借対照表の帳簿価額全額を回収可能額と比

較する。回収可能額が帳簿価額を下回る場合は、減損損失が当行グループの連結財務諸表に認識される。

n のれんおよび無形資産

(ⅰ) のれんは、子会社および合弁事業または関連会社の持分の取得を含む企業結合において、取得原価

が、取得した識別可能な資産、負債および偶発債務の当行グループの持分の公正価値を上回る場合

に生じる。取得した事業の識別可能資産、負債および偶発債務の公正価値の当行グループの持分が

取得原価を上回っている場合は、超過額が損益計算書に直ちに認識される。

無形資産は、これらが分離可能であるか、契約上またはその他の法的な権利から生じており、公正

価値を信頼性をもって見積ることができる場合にのれんとは別に認識される。

のれんは、減損テストを行うために資金生成単位（「CGU」）に配分される。減損テストは、内部管

理目的でのれんがモニターされる最小単位を対象に実施される。減損テストは少なくとも年に一

度、またCGUに減損の兆候があればいつでも、CGUからの回収可能価額を純資産の帳簿価額（関連す

るのれんを含む）と比較することにより行われている。資産の回収可能価額は、売却費用控除後の

公正価値と使用価値のうち、いずれか高い方の金額である。使用価値は、CGUからの予想将来キャッ

シュ・フローの現在価値である。CGUの回収可能価額が帳簿価額を下回る場合には、損益計算書に

減損が計上される。のれんの帳簿価額を上回る償却はそのCGUの個々の資産および負債の公正価値

に制限されている。のれんは減損累計額控除後の取得原価で表示される。

合弁事業および関連会社の持分の取得により生じるのれんは「関連会社および合弁事業における

持分」に計上されており、個別に減損テストは行われない。

事業の処分日に、関連するのれんは純資産に対する当行グループの持分として処分時の損益の算

定に含まれる。

処分グループが、のれんが配分されているCGUである、または当該CGU内の事業である場合、のれん

を当該グループに含める。処分グループに含まれるのれんの金額は、処分される事業とCGUの保持

される部分との相対的価値に基づいて測定される。

(ⅱ) 無形資産は、有効な長期保険契約、営業上の権利、コンピュータ・ソフトウェアならびに企業結合

において取得した場合には、商号、顧客関係およびコア預金関係の現在価値を含む。無期限の耐用

年数を有する無形資産または未だ使用できる状態ではない無形資産は、年に一度の減損テストを

行う。

有限の耐用年数を有する無形資産（有効な長期保険契約の現在価値を除く）は、償却費および減

損累計額を控除後の取得原価で計上され、見積耐用年数にわたり償却される。見積耐用年数は法

律で定められた期間または見積経済耐用年数のいずれか短い方の期間である。
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無形資産は、帳簿価額が回収できない可能性を示す事象または状況の変化があった場合に減損レ

ビューの対象となる。

有効な長期保険契約の現在価値に関する会計方針については、注記３(w)に記載されている。

o 有形固定資産

（ⅰ）土地および建物

自己使用目的で保有される土地および建物は、再評価日の公正価値からその後の減価償却累計額および

減損損失を控除した再評価額で計上される。

再評価は、正味帳簿価額と公正価値との間に重要な差異が生じないように定期的に資格を有する専門鑑

定人によって市場価格基準で実施される。再評価により生じた剰余金は、同一の土地および建物に関して過

年度に損益計算書に計上された欠損額を上限として、損益計算書に貸方計上され、その後、「不動産再評価

準備金」に計上される。再評価により生じた欠損額は、同一の土地および建物に関する「不動産再評価準備

金」に含まれる過年度の再評価の剰余金で相殺され、その後損益計算書に認識される。

賃借土地上に位置する自己使用目的で保有される建物は、リース開始時に賃借土地の価値が建物の価値

から信頼性をもって分離することが可能な場合に、正味帳簿価額と公正価値との間に重要な差異が生じな

いように定期的に資格を有する専門鑑定人によって減価償却後再調達原価または解約価値で再評価され

る。

土地および建物を見積耐用年数にわたって償却する際の減価償却費は以下のとおり算定されている。

・　所有地は減価償却されない。

・　賃借土地はリースの解約不能期間にわたり減価償却される。

・　建物および付属設備は、定額法による１年当たり２％の償却額、あるいはリースの解約不能期間ま

たは建物の残存耐用年数に基づいて算定される償却額のいずれか大きい方の金額で減価償却さ

れる。

（ⅱ）投資不動産

当行グループは、特定の不動産を、賃貸料の稼得または投下資本の増加、あるいはその両方を目的とした

投資として保有している。投資不動産は公正価値で計上され、公正価値の変動は「その他営業収益」に認識

される。公正価値は、独立の専門鑑定人が、主に純収益還元（費用控除後および潜在的な改訂収入による）

に基づいて決定している。賃貸料の稼得または投下資本の増加、あるいはその両方を目的としたオペレー

ティング・リースに基づき保有される不動産持分は物件ごとに投資不動産として分類され、会計処理され

る。ファイナンス・リースに基づき保有される不動産持分は、そのように会計処理される（注記３(p)参

照）。

（ⅲ）賃借土地および土地使用権

香港政府は、香港におけるすべての土地を所有しており、賃借契約に基づき使用を許可している。中国本

土においても同様の契約が存在する。リースの開始時に、土地の取得原価が既知である、または信頼性を

もって決定することが可能であり、かつリース期間が50年未満である場合、当行グループは賃借土地および
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土地使用権の持分をオペレーティング・リースとして計上している。

土地の取得原価が既知である、または信頼性をもって決定することが可能であるが、リース期間が50年以

上である場合、当行グループは賃借土地および土地使用権の持分を自己使用目的で保有される土地および

建物として計上している。

土地の取得原価が未知である、または信頼性をもって決定できず、また賃借土地および土地使用権がオペ

レーティング・リースに基づき明確に保有されていない場合、賃借土地および土地使用権は自己使用目的

で保有される土地および建物として会計処理される。

（ⅳ）その他の設備

設備および付帯設備（当行グループが貸し手であるオペレーティング・リースの設備を含む）は、減損

を控除後の取得原価で計上される。減価償却額は、定額法により、通常５年から20年の耐用年数にわたって

償却するように算定されている。

有形固定資産は、帳簿価額が回収できない可能性を示す事象または状況の変化があった場合に減損につ

いて検討する。

p ファイナンス・リースおよびオペレーティング・リース

（ⅰ）資産の所有に伴う実質的にすべてのリスクおよび便益（法的所有権以外）を移転する契約に基づい

て顧客にリースする資産はファイナンス・リースとして分類される。当行グループがファイナンス

・リースにおける貸し手である場合、リース債権（未収収益控除後）は「顧客に対する貸付金」に

適切に計上される。未収金融収益はリースに対する純投資の収益率が一定となるようにリース期間

にわたり認識される。

（ⅱ）当行グループがファイナンス・リースにおける借り手である場合、リース資産は「有形固定資産」

に計上され、これに対応する貸し手への負債は「その他負債」に計上される。ファイナンス・リース

およびこれに対応する負債は、当該資産の公正価値または最低リース支払額の現在価値のどちらか

少ない方で当初は認識される。未払金融費用は負債残高に対する利率が一定となるようにリースに

内在する利率に基づいてリース期間にわたり認識される。

（ⅲ）その他のリースはすべてオペレーティング・リースとして分類される。当行グループが貸し手であ

る場合、オペレーティング・リースの対象となる資産は「有形固定資産」に計上され、適切な会計処

理が行われている。減損は、残存価値の全額回収できない範囲まで減損設備の帳簿価格の減損が認識

される。当行グループが借り手である場合は、リース資産は貸借対照表に計上されない。

（ⅳ）オペレーティング・リースに基づく未払または未収賃料はリース期間にわたって定額法で会計処理

され、「一般管理費」および「その他営業収益」にそれぞれ計上される。

（ⅴ）賃借土地は、当該土地がオペレーティング・リースに基づき保有されているとみなされ、償却額およ

び減損損失控除後の取得原価で計上されている場合に、貸借対照表の「その他資産」に計上される。

償却額は土地の取得原価をリース期間にわたり定額法で償却するように算定されている。

q 法人税
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（ⅰ）当事業年度の法人税は、当期税金および繰延税金より構成されている。法人税は包括利益計算書に直

接認識される項目に関連する場合、包括利益計算書に計上されるが、それ以外は損益計算書に計上さ

れる。

（ⅱ）当期税金は、当事業年度の課税所得に対して支払われることが予定されている税金である。当期税金

は、期末日に有効または実質的に有効な税率で計算され、過年度に関して支払われる税金に対する調

整を行っている。当行グループは、税務当局に対する予想納付額に基づき、発生する可能性のある当

期未払税金を計上している。当期税金資産と当期未払税金は、当行グループが純額決済する意図があ

り、相殺する法的権利が存在する場合に相殺される。

（ⅲ）繰延税金は貸借対照表上の資産および負債の帳簿価額と税務上の資産および負債の金額の一時差異

に対して認識される。繰延税金負債は通常すべての課税対象の一時差異に関して認識され、繰延税金

資産は減算可能な一時差異の利用対象となる将来の課税所得が発生する可能性が高い場合にそれを

限度として認識される。

繰延税金は、期末日に有効または実質的に有効な税率に基づいて、資産が実現される、あるいは負債

が決済される年度に適用が見込まれる税率を用いて算定される。繰延税金資産と負債は、同一の税務

報告グループから発生し、同一の税務当局によって課される法人税に関連し、相殺する法的権利が事

業体に存在する場合に相殺される。

包括利益計算書に認識されている退職後給付制度の数理計算上の損益に関連する繰延税金も包括利

益計算書に計上されている。株式報酬取引に関連する繰延税金は、見積将来税額控除が関連する報酬

費用累計額を超過する場合にそれを限度として、資本に直接認識される。

包括利益計算書に直接計上されている売却可能投資およびキャッシュ・フロー・ヘッジの公正価値

の変動に関連する繰延税金も包括利益計算書に計上され、公正価値による損益が損益計算書に認識

される際に、損益計算書に計上される。

r 年金およびその他の退職後給付

当行グループは確定給付制度および確定拠出制度からなる多数の年金制度を有している。

確定拠出制度および国が運営する退職給付制度（これらの制度における当行グループの債務が確定拠出

制度と同様である場合）の支払額は、期日が到来した時点で費用として計上される。

確定給付制度への拠出に関して認識される費用は、予想単位積増方式を用いて算定され、各制度の年次数

理評価が実施される。これにより生じた数理計算上の差異は、株主資本に認識され、発生年度の包括利益計

算書に表示される。過去勤務費用は給付の権利確定した部分が直ちに認識されるが、それ以外は、権利が確

定するまで平均期間にわたり定額法で認識される。当期勤務費用および過去勤務費用ならびに年金債務に

対する割引のアンワインディングを控除後の年金資産の期待収益は「従業員報酬および給付」に計上され

ている。

貸借対照表に認識される正味確定給付資産または負債は、制度資産の公正価値と未認識の過去勤務費用

を調整後の確定給付債務の現在価値との差額を表している。確定給付資産の場合は、未認識の過去勤務費用

に将来の拠出額に対する払戻および控除の現在価値を加えた金額に制限されている。

s 株式報酬
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従業員との株式報酬取引の費用は、付与日における持分金融商品の公正価値を参照して測定され、権利確

定期間にわたって定額法により費用計上されるとともに、同額が「その他の準備金」に貸方計上される。従

業員が即座に利用できる権利確定期間のない持分金融商品の公正価値は、直ちに費用計上される。

公正価値は、持分金融商品が付与される条件を考慮した上で、市場価格または適切な評価モデルを用いて

決定されている。付与日における持分金融商品の公正価値を見積る際に市場成果の条件が考慮されており、

この結果、報奨は、市場成果の条件がすべて満たされているという前提で、その他のすべての条件が満たさ

れているかどうかに関係なく受給権が確定したものとして扱われる。

市場成果以外の権利確定条件は、付与日における公正価値の当初の見積りからは除外される。これらは、

取引の測定に含められた持分金融商品の個数を調整することによって考慮されており、この結果、付与され

た持分金融商品の対価として受け取ったサービスに対する認識額は、最終的に受給権が確定する持分金融

商品の個数に基づくことになる。市場成果以外の条件または勤務条件を満たすことができなかったために

受給権が確定していない持分金融商品に対して、累積ベースで費用の計上はない。

報奨が修正された場合は、修正がなかったと仮定した場合の当初の報奨に対する費用が最低費用として

引き続き認識される。修正により、報奨の公正価値または持分金融商品の個数が増加することになった場合

は、修正日に測定された追加の持分金融商品の報奨の公正価値増加分を修正された権利確定期間にわたっ

て当初付与時の費用に加えて認識する。

権利確定期間に権利が失効した場合は権利確定の早期化として会計処理され、権利が確定していれば権

利確定期間にわたって提供されたサービスについて認識されたであろう金額が直ちに認識される。

t 外貨換算

当行グループ会社の項目は、その事業体が事業活動を行う主な経済環境における通貨（「機能通貨」）

を用いて測定される。当行グループの財務諸表は、当行の機能通貨である香港ドルで表示されている。

外貨での取引は、取引日の為替レートを用いて機能通貨に換算されている。外貨建ての貨幣性資産および

負債は期末日の為替レートで機能通貨に換算されている。結果として生じる換算差額は損益計算書に計上

される。取得原価で評価されている外貨建ての非貨幣性資産および負債は、当初の取引日の為替レートを用

いて機能通貨に換算される。公正価値で評価される外貨建ての非貨幣性資産および負債は、当該公正価値が

決定された日の為替レートで機能通貨に換算される。

香港ドルで報告されていない支店、子会社および関連会社の損益は、報告期間の平均為替レートで香港ド

ルに換算されている。期首の外貨建て純投資の再換算および平均レートから期末レートへの報告期間の損

益の再換算による換算差額は、連結財務諸表における個別の為替準備金に会計処理される。

海外事業への純投資の一部である貨幣性項目の換算差額は、子会社の個別財務諸表の損益計算書に認識

される。連結財務諸表においては、換算差額は株主資本の為替準備金に認識される。海外事業の処分時には、

過年度に準備金に認識されていた換算差額は、損益計算書に認識される。

u 引当金

負債性および費用に係る引当金は、過去の事象から生じた現在の法的債務またはみなし債務を決済する

ために経済的便益が流出する可能性があり、当該債務の金額を信頼性をもって見積もることができる場合

に認識される。
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偶発債務（担保として供されている特定の保証および信用状を含む）は、当行グループが完全に支配で

きない１つ以上の不確実な事象が将来発生するか否かによってのみ存在が確認され得る過去の事象から生

じる潜在的な債務、または、過去の事象から生じているが、決済によって経済的便益が流出する可能性がな

いため、あるいは当該債務を信頼性をもって見積ることができないために認識されない現在の債務である。

偶発債務は、財務諸表では認識されないものの、決済の可能性が低い場合を除き、開示される。

v 金融保証契約

保険契約に分類されない金融保証契約に基づく負債は、当初は公正価値にて、通常、受取手数料または未

収手数料に計上される。その後、金融保証負債は、当初の公正価値から累積償却額を控除後の金額と当該債

務を決済するために必要な支出に関する最善の見積額のいずれか高い方で評価される。

w 保険契約

当行グループは、保険子会社を通じて、保険リスク、金融リスクまたはこれら双方を伴う契約を顧客に提

供している。特定の不確実な事象が将来発生した場合に当事者を補償する契約により、当行グループが当該

当事者から重要な保険リスクを請け負っている場合に、当該契約は保険契約として分類される。保険契約で

は金融リスクも移転されるが、保険リスクが重要である場合は保険契約として会計処理される。

保険契約は以下のとおり会計処理される。

保険料

生命保険の保険料は受取可能となった際に会計処理される。ただし、ユニット連動型保険の場合は負債の

確定時に保険料が計上される。

損害保険事業の保険料総額は、会計年度中に負担したリスクの割合に応じて保険契約期間にわたり収益

に計上される。未経過保険料（会計年度中に引き受けた期末日後のリスク期間に関連する事業の相当分）

は、比例配分により日割または月割計算される。

再保険料はこれらが関連する直接保険契約の保険料と同一の会計年度に会計処理される。

有効な長期保険契約の現在価値

期末日現在において有効な、長期保険契約または任意参加型（「DPF」）の長期投資契約に分類される保

険契約の価値は、資産として認識される。当該資産は、期末日現在における契約から生じることが予想され

る利益に対する株主持分の現在価値を表している。

有効な長期保険契約およびDPFの長期投資契約の現在価値（「PVIF」）は、現在有効な事業から生じるこ

とが予想される将来利益に対する株主持分を割り引くことによって算定される。算定に際しては、将来死亡

率、失効率および費用水準、ならびに各契約に帰属するリスクプレミアムを反映したリスク割引率といった

要因が仮定として適切に用いられる。PVIFには、非市場リスクならびに金融オプションおよび金融保証の価

値に対する引当金が考慮される。PVIF資産は貸借対照表上の関連する税金を含めた金額で表示され、PVIF資

産の変動は「その他営業収益」に税込みベースで計上される。

保険金および再保険金
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生命保険契約の保険金総額には、期中に生じた保険金の費用総額（手数料および配当予定額に基づく保

険契約者配当を含む）が反映されている。期中に生じる保険金は、満期保険金、解約返戻金および死亡保険

金を含む。

満期保険金は、支払期日到来時に認識される。解約返戻金は、支払時またはより早い段階（通知に従って

関連する保険負債の計算に当該契約を含めることを中止した時点）で認識される。死亡保険金は、通知が

あった時点で認識される。

損害保険契約の保険金総額は、支払保険金および支払備金の変動を含む。

再保険料は関連する保険金と同一の期間に会計処理される。

保険契約に基づく負債

非連動型生命保険契約に基づく負債は、現地の数理計算原則に基づいて各生命保険事業別に計算されて

いる。一部の保険契約は、保険契約者に追加支払を受け取る権利を与える（金額および／または時期が発行

体の任意により決定される）任意参加型である。これらの契約の任意部分は「保険契約に基づく負債」に

含まれている。

ユニット連動型生命保険契約に基づく負債は、関連するファンドまたは指標の価値を参照して算定され

た解約返戻金または譲渡価格と少なくとも同等である。

損害保険契約の支払備金は、報告済みか否かにかかわらず、期末日において発生済であるが未決済のすべ

ての保険金に関する見積最終費用、ならびに関連する手数料の加算、見積回収価値およびその他回収額の減

算に基づいて決定されている。既発生未報告の保険金に対する負債は、見積ベースで適切な統計に基づく手

法を用いて決定される。

負債十分性テストは、その負債の帳簿価額が将来キャッシュ・フローの現在の見積りに照らし合わせて

十分であることを保証するために保険負債に対して実施される。負債十分性テストを実施する場合、すべて

の契約上のキャッシュ・フローは割り引かれ、当該負債の帳簿価額と比較される。不足が確認された場合

は、損益計算書上に直ちに費用計上される。

x 投資契約

連動型および特定の非連動型投資契約（任意参加型でない）に基づく顧客の負債およびこれらに対応す

る金融資産は公正価値評価の指定を受けている。公正価値の変動は「公正価値評価の指定を受けた金融商

品からの純収益」に認識される。受取預託金および支払金は投資契約に対して計上される負債の増加また

は減少として会計処理される。

連動型投資契約に基づく負債は、関連するファンドまたは指標の価値を参照して計算された解約返戻金

または譲渡価格と少なくとも同等である。

投資管理手数料は投資管理サービスの提供期間にわたり損益計算書の「正味受取手数料」に認識され

る。

y 配当金

期末日以降に提案されたまたは宣言された配当金は、株主資本の個別要素として開示されている。
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z 発行済負債証券および劣後債務

トレーディング目的または公正価値評価の指定を受けている発行済負債証券は貸借対照表の適切な項目

に計上されている。その他の発行済負債証券および劣後債務は、実効金利法を用いて償却原価で測定され、

「発行済負債証券」または「劣後債務」に計上されている。

aa 現金および現金同等物

キャッシュ・フロー計算書における現金および現金同等物には、価格の変動リスクが非常に少なく既知

の現金金額に容易に交換可能な流動性の高い投資が含まれている。このような投資は現金、１ヶ月未満で満

期が到来する銀行預け金、ならびに取得日から３ヶ月未満で満期が到来する短期国債および預金証書が含

まれている。

ab 株式資本

株式は、当行グループが保有者に対して現金またはその他の金融資産の譲渡を回避するための無条件の

権利を有している場合に資本に分類される。

ac 売却目的資産

売却目的非流動資産および処分グループ（処分グループの資産および負債の両方を含む）は、それらの

帳簿価額が主に売却により回収され、現在の状態で資産または処分グループが売却可能であり、売却される

可能性が極めて高い場合に、売却目的保有に分類される。売却目的非流動資産および処分グループは、帳簿

価額または売却費用控除後の公正価値のいずれか低い方の金額で測定される。ただし、繰延税金資産、金融

資産、投資不動産、保険契約および従業員給付から生じる資産については、上述の会計方針に従い測定され

る。

売却目的保有として当初分類される直前の当該資産（または処分グループの資産および負債）の帳簿価

額は、該当するHKFRSに従って測定される。その後の処分グループの再測定において、HKFRS第５号「売却目

的で保有する非流動資産および非継続事業」の測定要件の適用範囲に含まれない資産および負債の帳簿価

額は、処分グループの売却費用控除後の公正価値が決定されるまで、該当するHKFRSに従って測定される。

売却目的の処分グループの資産および負債に関して稼得した収益および発生した費用は、当該取引が完

了するまで引き続き損益計算書の適切な勘定科目に認識される。

次へ 
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4  営業利益

当事業年度の営業利益は、以下の項目を含めて表示されている。

a 受取利息

2012年 2011年

百万香港ドル

上場証券に係る受取利息 7,708 8,004 

非上場証券に係る受取利息 19,458 17,989 

その他受取利息 97,465 89,699 

124,631 115,692 

控除：「トレーディング純収益」に分類される受取利息（注記４

(d)）
(9,064) (8,183)

控除：「公正価値評価の指定を受けた金融商品からの純収益」に

分類される受取利息（注記４(e)）
(56) (51)

115,511 107,458 

上表には、減損金融資産に係る未収利息収益174百万香港ドル（2011年：308百万香港ドル）が含まれて

おり、そのうち152百万香港ドル（2011年：294百万香港ドル）は貸倒損失に係る割引のアンワインディン

グである。

b 支払利息

2012年 2011年

百万香港ドル

５年以後に満期を迎える劣後債務、その他の発行済負債証券、顧客

からの預金および銀行からの預金に係る支払利息
726 831 

優先株式に係る支払利息 2,386 2,337 

その他支払利息 34,547 32,867 

37,659 36,035 

控除：「トレーディング純収益」に分類される支払利息（注記４

(d)）
(4,544) (4,225)

控除：「公正価値評価の指定を受けた金融商品からの純収益」に

分類される支払利息（注記４(e)）
(23) (24)

33,092 31,786 

c 正味受取手数料

2012年 2011年

百万香港ドル

正味受取手数料には以下の項目が含まれる。

トレーディング目的以外で保有され、公正価値評価の指定を受

けていない金融資産または金融負債から生じる正味受取手数料

で、実効金利の算定に含められていないもの

　－受取手数料 15,315 15,081 

　－支払手数料 (1,542) (1,415)

13,773 13,666 
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当行グループが顧客を代理して資産を保有または投資している信

託およびその他の受託活動に係る正味受取手数料

　－受取手数料 8,287 8,862 

　－支払手数料 (1,069) (1,213)

7,218 7,649 

d トレーディング純収益

2012年 2011年

百万香港ドル

ディーリング収益 16,633 15,590 

　－為替 14,002 15,313 

　－金利デリバティブ 2,145 400 

　－負債証券 2,322 1,300 

　－株式およびその他のトレーディング (1,836) (1,423)

ヘッジ活動による損失 (31) (71)

　公正価値ヘッジ

　　－ヘッジされたリスクに起因するヘッジ対象に係る純利益 345 1,050 

　　－ヘッジ手段に係る純損失 (376) (1,147)

　　－その他 － 26 

トレーディング資産および負債に係る利息 4,520 3,958 

　－受取利息（注記４(a)） 9,064 8,183 

　－支払利息（注記４(b)） (4,544) (4,225)

トレーディング有価証券からの配当金 786 722 

　－上場投資 653 608 

　－非上場投資 133 114 

ピンアンの条件付先渡契約（注記28） (2,694) －

19,214 20,199 

e 公正価値評価の指定を受けた金融商品からの純収益/（費用）

2012年 2011年

百万香港ドル

公正価値評価の指定を受けた保険および投資契約に対応する資産

に係る収益/（費用） 
6,670 (4,542)

投資契約に基づく顧客に対する負債の公正価値の変動 (2,209) 30 

4,461 (4,512)

公正価値評価の指定を受けたその他の金融資産/負債の公正価値

の正味変動
1 119 (38)

公正価値評価の指定を受けた金融資産および負債に係る利息

　－受取利息（注記４(a)） 56 51 

　－支払利息（注記４(b)） (23) (24)

4,613 (4,523)

1 当行グループの発行済負債証券の公正価値の変動による利益または損失には、当行グループ自身の信用リスクの変

動から生じた利益または損失が含まれている。2012年に、当行グループは自身の信用リスクの変動から生じたこれら

の商品の公正価値の変動による損失22百万香港ドル（2011年：利益15百万香港ドル）を認識した。
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f 金融投資による純収益

2012年 2011年

百万香港ドル

売却可能有価証券の処分による利益 2,809 470

売却可能持分投資の減損 (175) (342)

2,634 128

当事業年度には、満期保有目的投資の処分による利益または損失はない（2011年：ゼロ）。

g 配当金

2012年 2011年

百万香港ドル

上場投資 325 431

非上場投資 197 298

522 729

h その他営業収益

2012年 2011年

百万香港ドル

投資不動産からの賃貸収益 216 191 

有効な保険契約の現在価値の変動 4,432 5,524 

投資不動産に係る利益 834 1,033 

有形固定資産および売却目的資産の処分による利益/（損失） 30 (3)

子会社、関連会社および事業ポートフォリオの処分による利益/

（損失）
5,246 (9)

不動産の再評価により生じた剰余金 2 8 

その他 4,577 4,645 

15,337 11,389 

その他の大部分は、主に当行グループの兄弟会社のためのシェアード・サービス活動によるITおよびそ

の他の営業費用の回収である。また、その他には購入貸付金ポートフォリオの当初公正価値に対する回収

650百万香港ドル（2011年：558百万香港ドル）が含まれている。当事業年度において償却原価で測定され

る金融負債の処分による利益または損失はない（2011年：ゼロ）。

i 貸倒損失およびその他の信用リスク引当金

2012年 2011年

百万香港ドル

顧客に対する貸付金の正味減損損失

　－個別に評価された減損引当金

　　新規引当金 2,201 2,254 
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　　戻入 (1,230) (1,204)

　　回収 (237) (356)

　 734 694 

　－集合的に評価された減損引当金の正味計上額 2,596 2,401 

その他の信用リスク引当金の正味計上額 248 (36)

貸倒損失およびその他の信用リスク引当金の正味計上額 3,578 3,059 

その他の信用リスク引当金の正味計上額には、売却可能負債証券に対する減損引当金の戻し入れ82百万

香港ドル（2011年：4百万香港ドル）が含まれている。満期保有目的投資に関する減損損失または引当金は

ない（2011年：ゼロ）。

j 一般管理費

2012年 2011年

百万香港ドル

土地建物および設備

　－賃貸費用 3,292 3,102 

　－前払オペレーティング・リース費用の償却 18 18 

　－その他土地建物および設備 3,941 3,810 

7,251 6,930 

販売および広告宣伝費 3,578 3,969 

その他管理費 15,182 13,453 

26,011 24,352 

営業費用には、当事業年度において賃貸収益をもたらした投資不動産から生ずる直接営業費用23百万香

港ドル（2011年：19百万香港ドル）が含まれている。賃貸収益をもたらさなかった投資不動産から生ずる

直接営業費用は、１百万香港ドル（2011年：２百万香港ドル）であった。

営業費用には、オペレーティング・リースによる最低リース支払額3,361百万香港ドル（2011年：3,170

百万香港ドル）が含まれている。

k 監査人報酬

監査人報酬は77百万香港ドル（2011年：77百万香港ドル）であり、そのうち29百万香港ドル（2011年：

29百万香港ドル）は当行に関連するものである。

5  保険収益

連結損益計算書には、保険事業により稼得された以下の収益が含まれている。

a 保険収益

2012年 2011年
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百万香港ドル

正味受取利息 7,864 6,779 

正味受取手数料 1,216 692 

トレーディング純収益/（損失） 56 (386)

公正価値評価の指定を受けた金融商品からの純収益/（費用） 4,538 (4,460)

正味保険料収入（注記５(b)） 52,621 45,670 

有効な保険契約の現在価値の変動 4,432 5,524 

その他営業収益 1,308 237 

72,035 54,056 

正味発生保険金および保険契約準備金の変動（注記５(c)） (54,983) (40,389)

正味営業収益 17,052 13,667 

b 正味保険料収入

損害保険

生命保険

(非連動型)

生命保険

（連動型）

任意参加型

の投資契約 合計

百万香港ドル

2012年

計上保険料総額 2,935 41,405 10,605 － 54,945

未経過保険料の変動 (385) － － － (385)

保険料収入総額 2,550 41,405 10,605 － 54,560

再保険会社に出再した計上保険

料総額
(365) (1,587) (11) － (1,963)

未経過保険料の変動における再

保険会社の持分
24 － － － 24 

保険料収入総額における再保険

会社の持分
(341) (1,587) (11) － (1,939)

正味保険料収入 2,209 39,818 10,594 － 52,621

2011年

計上保険料総額 3,318 36,000 7,312 － 46,630 

未経過保険料の変動 (183) － － － (183)

保険料収入総額 3,135 36,000 7,312 － 46,447 

再保険会社に出再した計上保険

料総額
(455) (311) (10) － (776)

未経過保険料の変動における再

保険会社の持分
(1) － － － (1)

保険料収入総額における再保険

会社の持分
(456) (311) (10) － (777)

正味保険料収入 2,679 35,689 7,302 － 45,670 

c 正味発生保険金および保険契約準備金の変動

損害保険

生命保険

(非連動型)

生命保険

（連動型）

任意参加型

の投資契約 合計

百万香港ドル
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2012年

支払保険金、給付金および解約

払戻金
1,135 6,931 7,286 62 15,414

保険契約準備金の変動 71 35,445 3,686 (61) 39,141

発生保険金および保険契約準

備金の変動、総額
1,206 42,376 10,972 1 54,555

支払保険金、給付金および解約

払戻金における再保険会社

の持分

(98) (143) (5,233) － (5,474)

保険契約準備金の変動におけ

る再保険会社の持分
(1) (1,172) 7,075 － 5,902

発生保険金および保険契約準

備金の変動における再保険

会社の持分

(99) (1,315) 1,842 － 428

正味発生保険金および保険契

約準備金の変動
1,107 41,061 12,814 1 54,983

2011年

支払保険金、給付金および解約

払戻金
1,420 6,399 1,958 85 9,862 

保険契約準備金の変動 (33) 30,598 1,192 (84) 31,673 

発生保険金および保険契約準

備金の変動、総額
1,387 36,997 3,150 1 41,535 

支払保険金、給付金および解約

払戻金における再保険会社

の持分

(147) (178) (385) － (710)

保険契約準備金の変動におけ

る再保険会社の持分
(14) (5) (417) － (436)

発生保険金および保険契約準

備金の変動における再保険

会社の持分

(161) (183) (802) － (1,146)

正味発生保険金および保険契

約準備金の変動
1,226 36,814 2,348 1 40,389 

6  従業員報酬および給付

a 従業員報酬および給付

2012年 2011年

百万香港ドル

賃金および給与 34,233 35,020 

社会保障費用 935 912 

退職給付費用

　－確定拠出制度 1,063 1,043 

　－確定給付制度（注記６(c)(v)） 790 859 

37,021 37,834 

b 役員報酬

香港会社条例第161条に準拠して算定された当行の役員報酬の合計は、74百万香港ドル（2011年：71百万

香港ドル）である。この内訳は、報酬８百万香港ドル（2011年：６百万香港ドル）およびその他の報酬66百

万香港ドル（2011年：66百万香港ドル）（年金給付１百万香港ドル（2011年：１百万香港ドル）を含む）
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である。

c 退職給付年金制度

当行グループは85（2011年：80）の退職給付制度を運営しており、費用総額は1,853百万香港ドル（2011

年：1,902百万香港ドル）、そのうち658百万香港ドル（2011年：587百万香港ドル）は海外の制度に関連す

るものであり、19百万香港ドル（2011年：30百万香港ドル）はエイチエスビーシー・アジア・ホールディ

ングス・ビーヴィが提供するものである。

エイチエスビーシー・グループは、すべての新規従業員の確定拠出制度への移行を積極的に行っている。

当行グループの確定給付制度は、従業員の26％（2011年：35％）を対象としており、その大部分は拠出型

制度であり、規模の大きい制度の場合はその資産を保険契約または当行グループとは独立した信託基金の

いずれかの形態で保有している。拠出型制度に関連する費用は722百万香港ドル（2011年：804百万香港ド

ル）であり、資格を有する保険数理士の助言に従って評価された。この制度は少なくとも３年に一度、また

は地域の慣習および規制に従って見直されている。当行グループの退職給付制度の予測給付債務の算定に

用いられる数理計算上の仮定は、制度が運営されている国の経済状況に応じて異なっている。

(ⅰ) 確定給付制度の主要な数理計算上の仮定

主要な確定給付年金制度の資産および負債の算定に用いられた主要な数理計算上の仮定は以下

のとおりである。

2012年 2011年

％p.a.

割引率 0.60 1.47

制度資産の期待収益率
1

　－株式 8.4 7.5

　－社債 2.8 3.9

　－その他 4.5 3.9

昇給率

　－長期 4.0 5.0

生命表 HKLT2011
2

HKLT2001
3

1 2011年の期待収益率は次年度（すなわち2012年）の制度資産の期待収益を評価するために用いられた。た

だし、2013年から利息費用および制度資産の期待収益は、HKAS第19号（改訂版）「従業員給付」に基づき正

味確定給付負債または資産に係る正味利息の構成要素に置き換えられるため、2012年における期待収益率

は、参照用のみとなる。詳細は、注記１c「今後適用される基準」に含まれている。上記の期待収益率は制度

資産の公正価値を基準に加重計算される。

2 HKLT2011－2011年度香港生命表（Hong Kong Life Tables 2011）

3 HKLT2001－2001年度香港生命表（Hong Kong Life Tables 2001）

2012年12月31日現在の資産全体の長期期待収益率は4.6％（2011年：4.7％）であった。長期期

待収益率は、個々の資産区分の収益の合計ではなく、一体としてのポートフォリオを基準としてい

る。当該収益は、現在のインフレ率および金利等の要因を加味して調整した過去の市場収益を基準

としている。
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香港において、エイチエスビーシー・グループ香港現地職員退職給付制度は当行の従業員およ

びエイチエスビーシー・グループの特定のその他の地域の従業員を対象としている。当該制度は、

拠出型確定給付制度（退職時に一時金を提供するが、現在は新規加入者には適用されない）およ

び確定拠出制度で構成されている。後者は1999年１月１日に新規従業員のために設定された。確定

給付制度の評価は、直近では外部のコンサルタントであるタワーズ・ワトソン香港リミテッドの

ウィング・ルイ氏（米国アクチュアリー協会会員）により2010年12月31日に実施された。同評価

日における確定給付制度資産の市場価格は、8,611百万香港ドルであった。継続を前提とした当該

制度資産の保険数理上の価値は、加入者に提供される未払給付金の保険数理上の現在価値の104％

（予想将来昇給を考慮後）であることを示しており、その結果、319百万香港ドルの積立超過と

なった。解散することを前提とした当該制度資産は、現在の給与基準で加入者の確定給付の110％

であることを示しており、その結果、808百万香港ドルの積立超過となった。採用された評価方法

は、到達年齢方式であり、当該評価に用いられた主要な仮定は割引率が年６％、長期昇給が年５％

であった。

(ⅱ) 貸借対照表に認識された価値

当行グループ 当行

2012年 2011年 2012年 2011年

百万香港ドル 百万香港ドル

株式 3,977 3,162 2,176 1,483 

社債 9,050 9,357 6,106 6,600 

その他 1,549 1,594 1,047 1,269 

制度資産の公正価値 14,576 14,113 9,329 9,352 

拠出型債務の現在価値 20,835 21,699 12,772 13,186 

非拠出型債務の現在価値 402 402 243 247 

確定給付債務 21,237 22,101 13,015 13,433 

未認識過去勤務（収益）/費用 (2) 3 － 5 

制度剰余金に関する制限の影響 1 1 1 1 

正味確定給付債務 (6,664) (7,986) (3,687) (4,077)

「資産」として計上額 61 111 23 73 

「負債」として計上額 (6,725) (8,097) (3,710) (4,150)

正味確定給付債務 (6,664) (7,986) (3,687) (4,077)

(ⅲ) 確定給付債務の現在価値の変動

当行グループ 当行

2012年 2011年 2012年 2011年

百万香港ドル 百万香港ドル

１月１日現在残高 22,101 19,308 13,433 12,156 
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当期勤務費用 1,126 1,024 706 658 

利息費用 398 591 265 390 

従業員拠出額 2 2 － －

数理計算上の（利益）/損失 (385) 2,641 (92) 1,263 

支払給付 (1,694) (1,203) (1,167) (848)

過去勤務債務－即時権利確定 1 28 － 27 

清算時に消滅した負債 (186) (195) － (128)

換算差額およびその他の変動 (126) (95) (130) (85)

12月31日現在残高 21,237 22,101 13,015 13,433 

(ⅳ) 制度資産の公正価値の変動

当行グループ 当行

2012年 2011年 2012年 2011年

百万香港ドル 百万香港ドル

１月１日現在残高 14,113 14,887 9,352 9,859 

期待収益 674 754 460 510 

当行グループ/当行の拠出額 876 718 394 436 

従業員拠出額 2 2 － －

数理計算上の利益/（損失） 694 (880) 323 (471)

支払給付 (1,541) (1,140) (1,065) (808)

清算時に分配された資産 (113) (153) － (101)

換算差額およびその他の変動 (129) (75) (135) (73)

12月31日現在残高 14,576 14,113 9,329 9,352 

上記の制度資産には、エイチエスビーシー・グループ内の企業が発行した以下の資産が含まれ

ている。

当行グループ 当行

2012年 2011年 2012年 2011年

百万香港ドル 百万香港ドル

株式 155 341 80 284

その他 65 179 14 132

220 520 94 416

2012年12月31日に終了した事業年度における当行グループの制度資産の実際の利益は、1,369百

万香港ドル（2011年：損失157百万香港ドル）であった。2012年12月31日に終了した事業年度にお

ける当行の制度資産の実際の利益は、783百万香港ドル（2011年：８百万香港ドル）であった。

2013年度において、当行グループは確定給付年金制度に対し669百万香港ドルの拠出を行うこと
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を予定している。当行は378百万香港ドルの拠出を行う予定である。

(ⅴ) 損益計算書の「確定給付制度」に認識された費用合計

2012年 2011年

百万香港ドル

当期勤務費用 1,126 1,024 

利息費用 398 591 

制度資産の期待収益 (674) (754)

過去勤務費用 5 37 

清算/縮小による利益 (65) (39)

正味費用合計 790 859 

確定給付年金制度に関して2012年度中に資本合計に認識された数理計算上の正味利益合計は、

1,079百万香港ドル（2011年：損失3,518百万香港ドル）であった。非支配持分控除後の利益850百

万香港ドル（2011年：損失2,912百万香港ドル）が株主資本合計に認識された。現在までに損益計

算書以外で認識された数理計算上の正味損失合計は、9,219百万香港ドル（2011年：10,298百万香

港ドル）である。現在までに株主資本合計に認識された非支配持分控除後の数理計算上の正味損

失合計は、7,979百万香港ドル（2011年：8,829百万香港ドル）である。

確定給付年金制度に関して2012年度中に当行の利益剰余金に認識された数理計算上の正味利益

合計は、415百万香港ドル（2011年：損失1,727百万香港ドル）であった。現在までに損益計算書以

外で認識された数理計算上の正味損失合計は、5,573百万香港ドル（2011年：5,988百万香港ド

ル）である。

2012年度中に当行グループと当行双方の資本における数理計算上の損失の範囲内で認識された

制度剰余金に関する制限の影響はなかった（2011年：ゼロ）。

(vi) 当期および過年度の金額

当行グループ 当行

2012年 2011年 2010年 2009年 2008年 2012年 2011年 2010年 2009年 2008年

百万香港ドル

確定給付債務 21,237 22,101 19,308 17,948 20,954 13,01513,433 12,156 11,437 12,841 

制度資産 14,576 14,113 14,887 14,318 13,588 9,329 9,353 9,859 9,627 9,379 

正味不足額 (6,661)(7,988)(4,421)(3,630)(7,366)(3,686)(4,080)(2,297)(1,810)(3,462)

制度負債の実

際利益/(損

失）

374 (344) (214) 408 (132) 154 (230) (175) 60 (363)
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制度資産の実

際利益/(損

失）

694 (911) 2 368 (3,591) 323 (502) (59) (47) (1,400)

7  法人税費用

a 当行および香港における当行の子会社は、香港において当期の課税所得に税率16.5％（2011年：

16.5％）を適用した香港事業所得税を計上している。海外の支店および子会社は、業務を展開している

国において2012年に規定されている適切な税率を適用して同様に税金を計上している。繰延税金は、注

記３(q)における当グループの会計方針に従って計上されている。

損益計算書における法人税費用の内訳は、以下のとおりである。

2012年 2011年

百万香港ドル

当期法人所得税

　－香港事業所得税－当期利益に係る税金 7,810 6,395 

　－香港事業所得税－過年度に関する調整 (20) 145 

　－海外の税金－当期利益に係る税金 10,631 9,593 

　－海外の税金－過年度に関する調整 (203) (219)

18,218 15,914 

繰延税金

　－一時差異の発生および解消 35 1,494

　－税率変更の影響 65 8 

　－過年度に関する調整 (308) 50 

(208) 1,552 

18,010 17,466 

b 貸借対照表に認識された繰延税金資産および負債の構成要素および当事業年度における変動は、以下の

とおりである。

(ⅰ) 繰延税金資産

当行グループ

加速減価償

却および

短期一時差

異 リース取引

金融資産の

減損引当金

不動産

再評価 その他 合計

百万香港ドル

2012年

１月１日現在 1,154 － 782 (740) 1,129 2,325 
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為替およびその他

の

調整

415 － (404) (65) (225) (279)

損益計算書への貸

方

計上

98 － 516 4 197 815 

準備金への貸方/

（費用）計上
－ － － 1 (233) (232)

12月31日現在 1,667 － 894 (800) 868 2,629 

2011年

１月１日現在 1,669 － 896 (852) 802 2,515 

為替およびその他

の

調整

(611) － 98 102 170 (241)

損益計算書への貸

方/

（費用）計上

96 － (212) (1) 134 17 

準備金への貸方計

上
－ － － 11 23 34 

12月31日現在 1,154 － 782 (740) 1,129 2,325 

当行

加速減価償

却および

短期一時差

異 リース取引

金融資産の

減損引当金

不動産

再評価 その他 合計

百万香港ドル

2012年

１月１日現在 522 － 544 (723) 755 1,098

為替およびその他

の

調整

120 － (83) (21) (95) (79)

損益計算書への貸

方

計上

72 － 125 2 273 472 

準備金への貸方/

（費用）計上
－ － － 12 (170) (158)

12月31日現在 714 － 586 (730) 763 1,333 

2011年

１月１日現在 616 － 846 (797) 439 1,104 

為替およびその他

の

調整

(289) － (67) 59 109 (188)
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損益計算書への貸

方/

（費用）計上

195 － (235) (2) 169 127 

準備金への貸方計

上
－ － － 17 38 55 

12月31日現在 522 － 544 (723) 755 1,098 

(ⅱ) 繰延税金負債

当行グループ

加速減価償

却および

短期一時差

異 リース取引

金融資産の

減損引当金

不動産

再評価 その他 合計

百万香港ドル

2012年

１月１日現在 5,734 (30) 5 9,608 (605) 14,712

為替およびその他

の

調整

(654) － (293) (99) 797 (249)

損益計算書への費

用/

（貸方）計上

1,700 － 26 (867) (252) 607

準備金への費用計

上
－ － － 1,162 691 1,853 

12月31日現在 6,780 (30) (262) 9,804 631 16,923 

2011年

１月１日現在 4,680 (31) (295) 7,456 103 11,913 

為替およびその他

の

調整

(278) (1) (56) 57 74 (204)

損益計算書への費

用/

（貸方）計上

1,332 2 356 16 (137) 1,569 

準備金への費用/

（貸方）計上
－ － － 2,079 (645) 1,434 

12月31日現在 5,734 (30) 5 9,608 (605) 14,712 

当行

加速減価償

却および

短期一時差

異 リース取引

金融資産の

減損引当金

不動産

再評価 その他 合計

百万香港ドル
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2012年

１月１日現在 962 (30) (236) 5,359 (171) 5,884

為替およびその他

の

調整

(625) － (12) (57) 631 (63)

損益計算書への費

用/

（貸方）計上

(36) － 18 (98) (353) (469)

準備金への費用計

上
－ － － 601 241 842 

12月31日現在 301 (30) (230) 5,805 348 6,194 

2011年

１月１日現在 1,124 (31) (211) 4,230 413 5,525 

為替およびその他

の

調整

(140) － (5) 15 14 (116)

損益計算書への

（貸方）/費用計上
(22) 1 (20) (76) (184) (301)

準備金への費用/

（貸方）計上
－ － － 1,190 (414) 776 

12月31日現在 962 (30) (236) 5,359 (171) 5,884 

(ⅲ) 正味繰延税金負債

当行グループ 当行

2012年 2011年 2012年 2011年

百万香港ドル 百万香港ドル

貸借対照表に認識された繰延税金負債 16,923 14,712 6,194 5,884

貸借対照表に認識された繰延税金資産 (2,629) (2,325) (1,333) (1,098)

14,294 12,387 4,861 4,786

貸借対照表上に繰延税金資産が認識されていない未使用の税務上の欠損金の金額は、3,891百万

香港ドル（2011年：3,777百万香港ドル）である。この金額のうち、2,041百万香港ドル（2011年：

2,062百万香港ドル）には期限がなく、残りは10年以内に期限を迎える。

繰延税金2,084百万香港ドル（2011年：1,164百万香港ドル）は、分配時または売却時において

源泉税の課税対象となる関連会社の分配可能な剰余金または取得後剰余金に関して計上されてい

る。

繰延税金は、送金またはその他の実現の見込みがない子会社および支店に対する当行グループ

の投資、ならびに追加課税が発生しないと判断された関連会社および合弁事業における持分に関

しては認識されていない。

c 未払税金

当行グループ 当行

2012年 2011年 2012年 2011年

百万香港ドル 百万香港ドル

EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

130/961



香港事業所得税 1,168 658 215 251 

海外の税金 2,674 3,468 2,133 2,497 

当期未払税金 3,842 4,126 2,348 2,748 

繰延税金負債 16,923 14,712 6,194 5,884 

20,765 18,838 8,542 8,632 

d 適用税率に基づく会計上の利益から税金費用への調整表

2012年 2011年

百万香港ドル

税引前利益 108,729 91,370 

関連する国における利益に適用される税率に基づき算定された

税引前利益に対する名目税金
21,376 18,633

過年度に関する調整 (531) (24)

(過年度に認識されていない一時差異)/認識されていない一時

差異の繰延税金
(17) 58

関連会社および合弁事業における利益の影響 (3,104) (2,489)

非課税所得 (2,381) (1,654)

永久損金不算入 1,609 928

税率の変更 65 8

地方税および海外源泉税 970 632

その他 23 1,374

18,010 17,466

8  株主に帰属する利益

株主に帰属する連結利益には、当行の勘定で処理された利益48,377百万香港ドル（2011年：37,812百万

香港ドル）が含まれている。

9  配当金

2012年 2011年

香港ドル 香港ドル

１株当たり 百万香港ドル １株当たり 百万香港ドル

支払普通配当金

　－当期中に承認され支払われた前事業

年度の第４回中間配当金
0.83 10,000 1.33 12,000

　－第１回支払中間配当金 0.58 7,500 0.78 7,000

　－第２回支払中間配当金 0.41 7,500 0.78 7,000

　－第３回支払中間配当金 0.40 7,500 0.68 7,000

2.22 32,500 3.57 33,000

取締役は2012年12月31日に終了した事業年度に関して第４回中間配当金20,000百万香港ドル（普通株式

１株当たり0.85香港ドル）を宣言した。

10  測定基準別の金融資産および負債の分析
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当行グループ

2012年12月31日現在

トレー

ディング

目的保有

公正価値

による評

価の指定

満期保有

目的有価

証券

貸出金

および

受取債権

売却可能有

価証券

償却原価で

計上されて

いる金融資

産および負

債

公正価値

ヘッジ手

段として

指定され

たデリバ

ティブ

キャッ

シュ・フ

ロー・

ヘッジ手

段として

指定され

たデリバ

ティブ 合計

 

百万香港ドル

資産  

現金および短期

資金
－ － － 362,197 534,898 214,104 － － 1,111,199

 

他行から回収中

の項目
－ － － － － 23,079 － － 23,079

 

１ヶ月超で満期

を迎える銀行

預け金

－ － － 184,711 － － － － 184,711

 

譲渡性預金 － － 8,426 － 84,659 － － － 93,085 

香港政府債務証

書
－ － － － － 176,264 － － 176,264

 

トレーディング

資産
419,697 － － － － － － － 419,697

 

公正価値評価の

指定を

受けた金融資

産

－ 69,479 － － － － － － 69,479

 

デリバティブ 394,787 － － － － － 359 3,810 398,956 

顧客に対する貸

付金
－ － － 2,349,043 － － － － 2,349,043

 

金融投資 － － 155,393 － 470,649 － － － 626,042 

グループ会社に

対する

債権額

6,710 4,966 － － － 164,328 － － 176,004

 

その他資産 － 200 － － 45,918 79,432 － － 125,550 

金融資産合計 821,19474,645 163,8192,895,9511,136,124657,207 359 3,810 5,753,109 

負債  

香港流通紙幣 － － － － － 176,264 － － 176,264 

他行へ送金中の

項目
－ － － － － 35,525 － － 35,525

 

銀行からの預金 － － － － － 244,135 － － 244,135 
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顧客からの預金 － － － － － 3,874,884 － － 3,874,884 

トレーディング

負債
183,340 － － － － － － － 183,340

 

公正価値評価の

指定を

受けた金融負

債

－ 44,270 － － － － － － 44,270

 

デリバティブ 393,264 － － － － － 3,626 261 397,151 

発行済負債証券 － － － － － 74,647 － － 74,647 

グループ会社に

対する

債務額

27,112 2 － － － 70,504 － － 97,618

 

その他負債 － 175 － － － 84,549 － － 84,724 

劣後債務 － － － － － 13,867 － － 13,867 

優先株式 － － － － － 83,346 － － 83,346 

金融負債合計 603,71644,447 － － － 4,657,7213,626 261 5,309,771

当行グループ

2011年12月31日現在

トレー

ディング

目的保有

公正価

値によ

る評価

の指定

満期保有

目的有価

証券

貸出金

および

受取債権

売却可能

有価証券

償却原価で

計上されて

いる金融資

産および負

債

公正価

値

ヘッジ

手段と

して指

定され

たデリ

バティ

ブ

キャッ

シュ・

フロー

・ヘッ

ジ手段

として

指定さ

れたデ

リバ

ティブ 合計

 

百万香港ドル

資産  

現金および短

期資金
－ － － 456,294 353,505 110,107 － － 919,906 

 

他行から回収

中の項目
－ － － － － 34,546 － － 34,546 

 

１ヶ月超で満

期を迎える

銀行預け金

－ － － 198,287 － － － － 198,287 

 

譲渡性預金 － － 8,342 － 80,349 － － － 88,691  

香港政府債務

証書
－ － － － － 162,524 － － 162,524 

 

トレーディン

グ資産
447,968 － － － － － － － 447,968 
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公正価値評価

の指定を受

けた金融資

産

－ 57,670 － － － － － － 57,670 

 

デリバティブ 376,636 － － － － － 389 271 377,296  

顧客に対する

貸付金
－ － － 2,130,871 － － － － 2,130,871 

 

金融投資 － － 134,720 － 587,713 － － － 722,433  

グループ会社

に対する債

権額

11,121 5,390 － － － 136,219 － － 152,730 

 

その他資産 － － － － － 77,521 － － 77,521  

金融資産合計 835,72563,060143,0622,785,4521,021,567520,917 389 271 5,370,443  

負債  

香港流通紙幣 － － － － － 162,524 － － 162,524  

他行へ送金中

の項目
－ － － － － 47,163 － － 47,163 

 

銀行からの預

金
－ － － － － 222,582 － － 222,582 

 

顧客からの預

金
－ － － － － 3,565,001 － － 3,565,001 

 

トレーディン

グ負債
171,431 － － － － － － － 171,431 

 

公正価値評価

の指定を受

けた金融負

債

－ 40,392 － － － － － － 40,392 

 

デリバティブ 379,989 － － － － － 3,045 218 383,252  

発行済負債証

券
－ － － － － 77,472 － － 77,472 

 

グループ会社

に対する債

務額

37,675 5 － － － 70,743 － － 108,423 

 

その他負債 － － － － － 102,321 － － 102,321  

劣後債務 － － － － － 16,114 － － 16,114  

優先株式 － － － － － 97,096 － － 97,096  

金融負債合計 589,09540,397 － － － 4,361,016 3,045 218 4,993,771 

当行

2012年12月31日現在
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トレー

ディング

目的保有

公正価値

による評

価の指定

満期保

有目的

有価証

券

貸出金

および

受取債権

売却可能

有価証券

償却原価で

計上されて

いる金融資

産および負

債

公正価値

ヘッジ手段

として指定

されたデリ

バティブ

キャッ

シュ・フ

ロー・

ヘッジ手

段として

指定され

たデリバ

ティブ 合計

百万香港ドル

資産

現金および短期資

金
－ － － 165,904419,345 175,938 － － 761,187

他行から回収中の

項目
－ － － － － 17,355 － － 17,355

１ヶ月超で満期を

迎える銀行預け

金

－ － － 80,200 － － － － 80,200

譲渡性預金 － － － － 20,150 － － － 20,150

香港政府債務証書 － － － － － 176,264 － － 176,264

トレーディング資

産
284,573 － － － － － － － 284,573

公正価値評価の指

定を

受けた金融資産

－ 1,432 － － － － － － 1,432

デリバティブ 388,298 － － － － － 65 3,476 391,839

顧客に対する貸付

金
－ － － 1,282,720 － － － － 1,282,720

金融投資 － － － － 260,317 － － － 260,317

グループ会社に対

する

債権額

13,126 － － － － 308,474 － － 321,600

その他資産 － － － － 43,691 45,232 － － 88,923

金融資産合計 685,997 1,432 － 1,528,824743,503 723,263 65 3,476 3,686,560

負債

香港流通紙幣 － － － － － 176,264 － － 176,264

他行へ送金中の項

目
－ － － － － 25,766 － － 25,766

銀行からの預金 － － － － － 204,520 － － 204,520

顧客からの預金 － － － － － 2,417,400 － － 2,417,400

トレーディング負

債
82,146 － － － － － － － 82,146

公正価値評価の指

定を

受けた金融負債

－ 7,731 － － － － － － 7,731

デリバティブ 390,282 － － － － － 1,632 170 392,084

発行済負債証券 － － － － － 40,406 － － 40,406

グループ会社に対

する

債務額

18,969 － － － － 130,268 － － 149,237

その他負債 － － － － － 53,011 － － 53,011

劣後債務 － － － － － 9,355 － － 9,355

優先株式 － － － － － 83,195 － － 83,195

金融負債合計 491,397 7,731 － － － 3,140,185 1,632 170 3,641,115
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当行

2011年12月31日現在

トレー

ディング

目的保有

公正価

値によ

る評価

の指定

満期保

有目的

有価証

券

貸出金

および

受取債権

売却可能

有価証券

償却原価で

計上されて

いる金融資

産および負

債

公正価値

ヘッジ手

段として

指定され

たデリバ

ティブ

キャッ

シュ・フ

ロー・

ヘッジ手

段として

指定され

たデリバ

ティブ 合計

百万香港ドル

資産

現金および短期

資金
－ － － 232,654299,701 79,910 － － 612,265 

他行から回収中

の項目
－ － － － － 29,821 － － 29,821 

１ヶ月超で満期

を迎える銀行

預け金

－ － － 108,873 － － － － 108,873 

譲渡性預金 － － － － 23,987 － － － 23,987 

香港政府債務証

書
－ － － － － 162,524 － － 162,524 

トレーディング

資産
317,321 － － － － － － － 317,321 

公正価値評価の

指定を受けた

金融資産

－ 2,283 － － － － － － 2,283 

デリバティブ 370,361 － － － － － 150 167 370,678 

顧客に対する貸

付金
－ － － 1,176,602 － － － － 1,176,602 

金融投資 － － － － 362,307 － － － 362,307 

グループ会社に

対する債権額
14,455 － － － － 233,546 － － 248,001 

その他資産 － － － － － 43,059 － － 43,059 

金融資産合計 702,1372,283 － 1,518,129685,995 548,860 150 167 3,457,721 

負債

香港流通紙幣 － － － － － 162,524 － － 162,524 

他行へ送金中の

項目
－ － － － － 38,577 － － 38,577 

銀行からの預金 － － － － － 158,746 － － 158,746 

顧客からの預金 － － － － － 2,220,072 － － 2,220,072 
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トレーディング

負債
78,959 － － － － － － － 78,959 

公正価値評価の

指定を受けた

金融負債

－ 5,910 － － － － － － 5,910 

デリバティブ 375,712 － － － － － 1,343 110 377,165 

発行済負債証券 － － － － － 46,360 － － 46,360 

グループ会社に

対する債務額
33,258 － － － － 119,648 － － 152,906 

その他負債 － － － － － 67,758 － － 67,758 

劣後債務 － － － － － 9,386 － － 9,386 

優先株式 － － － － － 96,969 － － 96,969 

金融負債合計 487,9295,910 － － － 2,920,040 1,343 110 3,415,332 

11  現金および短期資金

当行グループ 当行

2012年 2011年 2012年 2011年

百万香港ドル 百万香港ドル

手許現金 17,925 15,204 11,139 7,888 

中央銀行に対する一覧払預け金 196,179 94,903 164,799 72,022 

１ヶ月以内に満期を迎える銀行預け金 362,197 456,294 165,904 232,654 

短期国債およびその他適格手形 534,898 353,505 419,345 299,701 

1,111,199 919,906 761,187 612,265 

2012年12月31日現在、注記11および12には、当行グループによる中央銀行預け金（一覧払預け金を含む）

が合計で356,880百万香港ドル（2011年：350,823百万香港ドル）含まれている。当行による中央銀行預け

金は、230,427百万香港ドル（2011年：211,307百万香港ドル）であった。

短期国債およびその他適格手形の分析は、以下のとおりである。

当行グループ 当行

2012年 2011年 2012年 2011年

百万香港ドル 百万香港ドル

短期国債およびその他適格手形－売却可能

　 －契約相手方により再担保または再売却が

可能な証券
512 498 512 498

　 －契約相手方により再担保または再売却さ

れない証券
534,386 353,007 418,833 299,203

534,898 353,505 419,345 299,701

トレーディング目的保有の短期国債およびその他適格手形は、「トレーディング資産（注記15）」に含

まれている。短期国債およびその他適格手形の大部分は非上場である。

12  １ヶ月超で満期を迎える銀行預け金

当行グループ 当行
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2012年 2011年 2012年 2011年

百万香港ドル 百万香港ドル

１ヶ月超１年以内に満期を迎える銀行

預け金総額
150,504 173,498 58,846 93,098

１年超で満期を迎える銀行預け金総額 34,207 24,789 21,354 15,775

銀行預け金合計 184,711 198,287 80,200 108,873

満期が繰り延べられた預け金は上表に含まれていない。期限を経過している預け金の詳細は、注記52に含

まれている。

13  譲渡性預金

当行グループ 当行

2012年 2011年 2012年 2011年

百万香港ドル 百万香港ドル

満期保有 8,426 8,342 － －

売却可能 84,659 80,349 20,150 23,987

93,085 88,691 20,150 23,987

譲渡性預金の大部分は非上場である。当事業年度において満期保有目的の譲渡性預金の処分はなかった

（2011年：ゼロ）。

14  香港流通紙幣

香港流通紙幣は、香港政府債務証書を保有する基金の預託によって保証されている。

15  トレーディング資産

当行グループ 当行

2012年 2011年 2012年 2011年

百万香港ドル 百万香港ドル

負債証券 176,757 168,849 125,372 120,575 

株式 30,401 15,060 30,250 14,978 

短期国債およびその他適格手形 155,464 230,959 116,214 160,911 

その他 57,075 33,100 12,737 20,857 

419,697 447,968 284,573 317,321 

トレーディング資産

　 －契約相手方により再担保または再売

却　が可能な証券
651 281 651 281 

　－契約相手方により再担保または再売

却されない証券
419,046 447,687 283,922 317,040 

419,697 447,968 284,573 317,321 

2012年12月31日現在において当行グループおよび当行双方の上場短期国債およびその他適格手形は、

2,838百万香港ドル（2011年：4,427百万香港ドル）であった。

「その他」のトレーディング資産には、主に銀行あるいは顧客とのリバース・レポ、決済勘定および借株
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取引が含まれる。

a 負債証券

当行グループ 当行

2012年 2011年 2012年 2011年

百万香港ドル 百万香港ドル

上場

　－香港での上場 11,377 17,880 8,330 13,329 

　－香港以外での上場 62,102 54,897 61,791 54,180 

73,479 72,777 70,121 67,509 

非上場 103,278 96,072 55,251 53,066 

176,757 168,849 125,372 120,575 

公共機関による発行

　－中央政府および中央銀行 128,866 114,322 89,724 77,477 

　－その他公共部門 7,160 6,651 6,760 6,544 

136,026 120,973 96,484 84,021 

以下による発行

　－銀行 16,870 23,984 12,922 19,811 

　－一般事業会社 23,861 23,892 15,966 16,743 

176,757 168,849 125,372 120,575 

b 株式

当行グループ 当行

2012年 2011年 2012年 2011年

百万香港ドル 百万香港ドル

上場

　－香港での上場 10,543 4,494 10,513 4,487 

　－香港以外での上場 13,884 7,211 13,884 7,211 

24,427 11,705 24,397 11,698 

非上場 5,974 3,355 5,853 3,280 

30,401 15,060 30,250 14,978 

以下による発行

　－銀行 2,986 2,192 2,986 2,192 

　－一般事業会社 27,415 12,868 27,264 12,786 

30,401 15,060 30,250 14,978 

16  公正価値評価の指定を受けた金融資産

当行グループ 当行

2012年 2011年 2012年 2011年

百万香港ドル 百万香港ドル

負債証券 17,001 16,762 1,432 2,283

株式 52,058 40,268 － －

その他 420 640 － －

69,479 57,670 1,432 2,283
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a 負債証券

当行グループ 当行

2012年 2011年 2012年 2011年

百万香港ドル 百万香港ドル

上場

　－香港での上場 1,884 1,780 576 587 

　－香港以外での上場 4,365 4,578 856 1,696 

6,249 6,358 1,432 2,283 

非上場 10,752 10,404 － －

17,001 16,762 1,432 2,283 

公共機関による発行

　－中央政府および中央銀行 2,135 2,298 576 587 

　－その他公益部門 1,586 1,992 － －

3,721 4,290 576 587 

以下による発行

　－銀行 5,330 5,153 － －

　－一般事業会社 7,950 7,319 856 1,696 

17,001 16,762 1,432 2,283 

b 株式

当行グループ 当行

2012年 2011年 2012年 2011年

百万香港ドル 百万香港ドル

上場

　－香港での上場 5,790 3,354 － －

　－香港以外での上場 19,682 14,732 － －

25,472 18,086 － －

非上場 26,586 22,182 － －

50,058 40,268 － －

以下による発行

　－銀行 2,365 1,386 － －

　－一般事業会社 49,693 38,882 － －

52,058 40,268 － －

17  デリバティブ

デリバティブは、株式、社債、金利、為替、信用スプレッド、コモディティおよび株価指数またはその他の指

数等の基礎項目の価格からその価値を導き出す金融商品である。デリバティブにより、利用者は信用リスク

または市場リスクに対するエクスポージャーを増加、軽減または変更させることができる。当行グループは

顧客のためにデリバティブの値付けを行っており、デリバティブを用いて信用リスクおよび市場リスクに

対するエクスポージャーを管理している。

デリバティブは公正価値で計上され、貸借対照表上に資産および負債別の合計が表示される。デリバティ

ブの公正価値を求める方法については注記51に記載されている。

EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

140/961



異なる取引によるデリバティブ資産および負債は、同一の取引相手との取引であり、相殺する法的権利が

存在し、キャッシュ・フローを純額で決済することが意図されている場合に限り相殺される。デリバティブ

の価値の変動は、注記３(j)に記載されている当行グループの会計方針に従って認識されている。

デリバティブの利用

当行グループは主に、顧客のためのリスク・マネジメント・ソリューションの策定、顧客の事業から生じ

るポートフォリオ・リスクの管理ならびに当行グループ自身のリスク管理およびリスク・ヘッジという３

つの目的でデリバティブ取引を行っている。会計上、デリバティブ商品はトレーディング目的またはヘッジ

目的のいずれかに分類されている。ヘッジ手段として保有するデリバティブは、HKAS第39号に定義される

ヘッジ手段として正式に指定されている。それ以外のデリバティブ商品はすべてトレーディング目的保有

に分類されている。

トレーディング目的保有の分類には、以下の２種類のデリバティブ商品が含まれている。第一の種類は、

販売およびトレーディング活動に利用されるデリバティブ（リスク管理目的で利用されるが様々な理由で

ヘッジ会計の要件を満たさないデリバティブを含む）である。トレーディング目的保有区分の第二の種類

には、公正価値評価の指定を受けた金融商品とともに管理されているデリバティブが含まれる。これらの活

動については以下に詳述される。

当行グループのデリバティブ活動は、デリバティブ・ポ－トフォリオにおいて重要な未決済残高を生じ

させる。これらのポジションを確実に受容可能なリスク水準内に維持するための継続的な管理が行われて

おり、必要に応じてポジションの相殺が可能となる取引が実施されている。デリバティブ取引開始時におい

て潜在的な信用エクスポージャーを評価・承認する際に、当行グループは、従来の貸付取引と同様の信用リ

スク管理手続を用いている。

a トレーディング・デリバティブ

当行グループのデリバティブ取引の大部分は販売およびトレーディング活動に関連している。販売活動

は、顧客が既存のリスクまたは予想されるリスクの引受け、移転、変更または軽減ができるようなデリバ

ティブ商品の組成および販売を含む。デリバティブのトレーディング活動は主に、価格またはマージンの短

期的変動から利益を得るために行われている。ポジションは、活発に取引される場合や、あるいは為替レー

ト、金利、株価もしくはその他の市場パラメーターの予想変動から利益を得るために一定期間にわたり保有

される場合がある。トレーディング活動には、値付け、ポジショニングおよび裁定活動が含まれる。値付け

は、スプレッドおよび取引高に基づき収益を生み出す目的で別の市場参加者に対して価格を提示するもの

である。ポジショニングは、価格、レートまたは指標が当行グループにとって有利な変動をすることにより

便益を得ることを目的として市場リスクのポジションを管理するものである。裁定は市場間および商品間

の価格差を特定し、その価格差から利益を得るものである。

上記のように、トレーディング目的保有に分類されているその他デリバティブには、非適格ヘッジ・デリ

バティブ、非有効ヘッジ・デリバティブ、およびヘッジの有効性評価から除外されたヘッジ・デリバティブ

の構成要素が含まれる。非適格ヘッジ・デリバティブは、リスク管理目的で利用されているが、ヘッジ会計

の要件を満たしていないものである。これらには、公正価値評価の指定を受けた金融商品とともに管理され

ているデリバティブが含まれる。非有効ヘッジ・デリバティブは、以前はヘッジ手段として指定されていた

が、もはやヘッジ会計の要件を満たしていないものである。

デリバティブ種類別の資産および負債の契約額および公正価値
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保有するデリバティブの想定契約額は、期末日における取引残高の名目価値を示すものであり、リスクの

金額を表すものではない。

当行グループ

2012年 2011年

契約額 資産 負債 契約額 資産 負債

百万香港ドル 百万香港ドル

トレーディング・

デリバティブ

為替契約 12,166,808 182,941 185,274 10,996,534 172,868 181,560

-直物および先物 8,062,408 80,839 75,494 7,347,246 81,683 74,197

-スワップ 3,219,733 98,168 106,514 2,983,663 82,852 100,711

-買建オプション 394,957 3,205 119 250,711 7,862 360

-売建オプション 429,401 372 2,861 285,008 368 6,064

-その他 60,309 357 286 129,906 103 228

金利契約 18,115,892 200,790 193,208 17,283,126 174,078 169,313

-直物および先物 639,265 311 92 898,955 143 173

-スワップ 16,919,103 195,781 189,097 15,544,934 168,767 164,062

-買建オプション 222,359 2,468 28 378,709 3,707 80

-売建オプション 282,512 3 2,988 423,074 － 3,865

-その他 52,653 2,227 1,003 37,454 1,461 1,133

エクイティ・デリバ

ティブ
818,543 29,824 33,607 785,433 29,729 31,066

クレジット・デリバ

ティブ
335,214 2,631 2,655 465,174 5,000 4,784

コモディティおよび

その他
114,226 1,173 1,175 87,764 2,713 1,054

トレーディング目的

保有合計
31,550,683 417,359 415,919 29,618,031 384,388 387,777

公正価値評価の指定

を受けた金融商品

とともに管理され

ているトレーディ

ング・デリバティ

ブ

為替契約 546 5 － 546 3 －

金利契約 6,573 123 45 4,835 128 95

7,119 128 45 5,381 131 95

キャッシュ・フロー

・ヘッジ・デリバ

ティブ

為替契約 40,044 3,740 151 2,679 － 79

金利契約 40,216 70 110 101,069 271 139
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80,260 3,810 261 103,748 271 218

公正価値ヘッジ・

デリバティブ

金利契約 114,887 359 3,626 109,477 389 3,045

デリバティブ合計総

額
31,752,949 421,656 419,851 29,836,637 385,179 391,135

相殺 － (22,700) (22,700) － (7,883) (7,883)

合計 31,752,949 398,956 397,151 29,836,637 377,296 383,252

当行

2012年 2011年

契約額 資産 負債 契約額 資産 負債

百万香港ドル 百万香港ドル

トレーディング・

デリバティブ

為替契約 10,989,189 177,543 182,472 10,080,072 168,229 178,375

-直物および先物 7,181,287 76,898 73,425 6,643,385 78,232 71,804

-スワップ 3,190,866 97,084 106,156 2,964,442 82,177 100,445

-買建オプション 270,035 2,926 119 152,018 7,352 376

-売建オプション 301,789 307 2,504 189,536 369 5,529

-その他 45,212 328 268 130,691 99 221

金利契約 17,697,104 199,813 192,287 16,979,848 172,438 167,860

-直物および先物 635,628 311 90 889,170 142 169

-スワップ 16,488,092 194,643 188,302 15,244,353 166,827 162,635

-買建オプション 221,674 2,426 15 377,556 3,707 80

-売建オプション 280,675 － 2,874 421,639 － 3,844

-その他 71,035 2,433 1,006 47,130 1,762 1,132

エクイティ・デリバ

ティブ
827,109 29,844 33,752 791,046 30,013 30,959

クレジット・デリバ

ティブ
339,873 2,675 2,655 465,174 5,024 4,797

コモディティおよび

その他
82,557 999 1,771 68,406 2,409 1,512

トレーディング目的

保有合計
29,935,832 410,874 412,937 28,384,546 378,113 383,503

公正価値評価の指定

を受けた金融商品

とともに管理され

ているトレーディ

ング・デリバティ

ブ

為替契約 546 5 － 546 3 －

金利契約 6,573 119 45 4,695 128 92
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7,119 124 45 5,241 131 92

キャッシュ・フロー

・ヘッジ・デリバ

ティブ

為替契約 35,781 3,461 148 2,679 － 79

金利契約 19,587 15 22 41,253 167 31

55,368 3,476 170 43,932 167 110

公正価値ヘッジ・

デリバティブ

金利契約 51,689 65 1,632 53,767 150 1,343

デリバティブ合計

総額
30,050,008 414,539 414,784 28,487,486 378,561 385,048

相殺 － (22,700) (22,700) － (7,883) (7,883)

合計 30,050,008 391,839 392,084 28,487,486 370,678 377,165

b ヘッジ・デリバティブ

当行グループは、自社の資産および負債ポートフォリオならびに組成ポジションの管理において、ヘッジ

目的でデリバティブ（主に金利および通貨スワップ）を利用している。その結果により、当行グループは、

債券発行市場へのアクセスについての当行グループの総合的なコストを最適化すること、資産・負債の満

期やその他の特性の構造上の不均衡から生じる市場リスクの緩和を可能にしている。

ヘッジ取引の会計処理はヘッジされた商品およびヘッジ取引の種類により異なる。デリバティブが公正

価値ヘッジ、キャッシュ・フロー・ヘッジまたは海外事業の純投資ヘッジである場合は、会計上、適格ヘッ

ジと認められる場合がある。

上記のヘッジ・デリバティブによるキャッシュ・フローは、2013年度以降の損益計算書に影響を与える

ことが予想される。

公正価値ヘッジ

当行グループの公正価値ヘッジは主に金利スワップを使用するものであり、市場金利の変動による固定

金利長期金融商品の公正価値の変動を抑えるために利用されている。適格公正価値ヘッジの場合、デリバ

ティブの公正価値およびヘッジされるリスクに関連する項目の公正価値の変動はすべて損益計算書に認識

される。ヘッジ関係が終了した場合、ヘッジ対象への公正価値調整額は引き続き当該項目の一部として報告

され、残りのヘッジ期間にわたり利回りの調整として償却され損益計算書に計上される。

公正価値ヘッジにより生じる利益または損失

2012年 2011年

百万香港ドル

利益/（損失）：

ヘッジ手段 (376) (1,147)

ヘッジされたリスクに起因するヘッジ対象 345 1,050

(31) (97)
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キャッシュ・フロー・ヘッジ

当行グループのキャッシュ・フロー・ヘッジは主に金利および通貨スワップを使用するものであり、変

動金利の付されたもの、または将来に借換えもしくは再投資が想定されている非トレーディング資産およ

び負債の金利および元本からの将来キャッシュ・フローの変動リスクをヘッジするために使用されてい

る。金融資産および負債の各ポートフォリオについて、元本および金利からの将来キャッシュ・フローの金

額およびタイミングが、契約条件や、期限前返済および債務不履行の見積りを含むその他関連要因に基づき

予測されている。一定期間にわたるすべてのポートフォリオからの元本残高および金利キャッシュ・フ

ローの総額をもとに、予定取引のキャッシュ・フロー・ヘッジとして指定されたデリバティブの有効部分

に係る利益および損失が特定される。利益および損失は、当初は資本に直接に認識されてキャッシュ・フ

ロー・ヘッジ準備金に累積され、予想キャッシュ・フローが損益計算書に影響を及ぼす時に損益計算書に

振り替えられる。2012年12月31日に終了した事業年度において損益計算書に振り替えられた金額は、正味受

取利息に含まれている352百万香港ドル（2011年：324百万香港ドル）であった。

これらのデリバティブの非有効部分に係る利益および損失は、損益計算書に直ちに認識される。2012年12

月31日に終了した事業年度において、ヘッジの非有効部分および予定取引の終了に伴い認識された重要な

金額はなかった（2011年：僅少額）。

2012年12月31日現在の金利キャッシュ・フローを生じさせる見込みの予想元本残高は、下表のとおりで

ある。

３ヶ月以内
３ヶ月超

１年以内

１年超

５年以内

百万香港ドル

2012年12月31日現在

資産による資金収入 43,626 50,643 37,167

負債による資金支出 (3,661) (2,896) (2,640)

純資金収入 39,965 47,747 34,527

2011年12月31日現在

資産による資金収入 80,782 68,488 22,613 

負債による資金支出 (1,022) (1,656) (2,406)

純資金収入 79,760 66,832 20,207 

c 観察不能な取引開始時の利益

評価が観察不能なパラメーターに左右される金融商品の当初損益は、契約期間にわたり、またはその商品

が償還、譲渡、または売却あるいは公正価値が観察可能になるまで繰り延べられる。適格ヘッジ関係の一部

であるデリバティブはすべて、観察可能な市場パラメーターに基づいて評価されている。

下表は、期首および期末の損益計算書に認識されていない観察不能な取引開始時の利益の合計および当

事業年度中の変動調整を記載している。

当行グループ

2012年 2011年

百万香港ドル

１月１日残高 137 101
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新規取引における繰延 169 225

償却による減少 (96) (86)

償還/売却/譲渡/観察可能性の改善/ヘッジされたリスクによる減

少
(89) (101)

為替換算およびその他 3 (2)

12月31日残高 124 137

当行

2012年 2011年

百万香港ドル

１月１日残高 124 91

新規取引における繰延 117 195

償却による減少 (75) (71)

償還/売却/譲渡/観察可能性の改善/ヘッジされたリスクによる減

少
(58) (89)

為替換算およびその他 2 (2)

12月31日残高 110 124

次へ 
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18 顧客に対する貸付金

a 顧客に対する貸付金 

当行グループ 当行

2012年 2011年 2012年 2011年

百万香港ドル 百万香港ドル

顧客に対する貸付金総額 2,358,8142,142,1721,288,2691,184,316

減損引当金（注記19(a)） (9,771) (11,301) (5,549) (7,714)

2,349,0432,130,8711,282,7201,176,602

b エイチエスビーシー・グループにて用いられているカテゴリーに基づいた顧客に対する貸付金の分析 

　　  以下の顧客に対する貸付金の分析は、関連するリスクを管理するため、当行グループを含む、エイチエスビー

シー・グループにて用いられている区分に基づくものである。　

　 当行グループ

香港
その他のアジア

太平洋地域
合計

百万香港ドル

2012年

住宅抵当貸付
1 401,855 284,317 686,172

クレジット・カード貸付 45,961 33,489 79,450

その他の個人貸付金 51,721 42,337 94,058

個人貸付金合計 499,537 360,143 859,680

商業、産業および国際取引 342,463 402,735 745,198

商業不動産 177,339 71,925 249,264

不動産に関連するその他の貸付 127,099 51,448 178,547

政府 21,995 8,804 30,799

その他商業 96,055 133,921 229,976

法人および商業貸付金合計 764,951 668,833 1,433,784

銀行以外の金融機関 31,545 30,263 61,808

決済勘定 3,031 511 3,542

金融貸付金合計 34,576 30,774 65,350

顧客に対する貸付金総額 1,299,064 1,059,750 2,358,814

個別に評価される減損引当金 (1,418) (3,827) (5,245)

集合的に評価される減損引当金 (2,167) (2,359) (4,526)

顧客に対する貸付金（正味） 1,295,479 1,053,564 2,349,043

2011年

住宅抵当貸付
1 360,368 247,767 608,135 

クレジット・カード貸付 41,200 31,849 73,049 

その他の個人貸付金 51,339 38,093 89,432 

個人貸付金合計 452,907 317,709 770,616 

商業、産業および国際取引 295,729 365,579 661,308 

商業不動産 158,222 74,041 232,263 

不動産に関連するその他の貸付 134,910 49,659 184,569 

政府 22,669 7,471 30,140 

その他商業 96,398 117,205 213,603 
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法人および商業貸付金合計 707,928 613,955 1,321,883 

銀行以外の金融機関 24,799 23,300 48,099 

決済口座 1,236 338 1,574 

金融貸付金合計 26,035 23,638 49,673 

顧客に対する貸付金総額 1,186,870 955,302 2,142,172 

個別に評価される減損引当金 (2,174) (4,720) (6,894)

集合的に評価される減損引当金 (2,254) (2,153) (4,407)

顧客に対する貸付金（正味） 1,182,442 948,429 2,130,871 

　1 住宅抵当貸付には、香港政府住宅保有制度による貸付金24,426百万香港ドル（2011年：25,640百万香港ドル）が含まれて

いる。

当行

香港
その他のアジア

太平洋地域
合計

百万香港ドル

2012年

住宅抵当貸付
1 244,780 111,721 356,501

クレジット・カード貸付 25,557 12,198 37,755

その他の個人貸付金 32,314 21,468 53,782

個人貸付金合計 302,651 145,387 448,038

商業、産業および国際取引 235,972 171,735 407,707

商業不動産 113,958 33,314 147,272

不動産に関連するその他の貸付 45,402 21,682 67,084

政府 21,814 2,786 24,600

その他商業 66,809 81,040 147,849

法人および商業貸付金合計 483,955 310,557 794,512

銀行以外の金融機関 28,771 16,814 45,585

決済口座 － 134 134

金融貸付金合計 28,771 16,948 45,719

顧客に対する貸付金総額 815,377 472,892 1,288,269

個別に評価される減損引当金 (903) (1,994) (2,897)

集合的に評価される減損引当金 (1,579) (1,073) (2,652)

顧客に対する貸付金（正味） 812,895 469,825 1,282,720

2011年

住宅抵当貸付
1 222,219 95,004 317,223 

クレジット・カード貸付 22,653 11,966 34,619 

その他の個人貸付金 32,651 18,684 51,335 

個人貸付金合計 277,523 125,654 403,177 

商業、産業および国際取引 207,990 166,072 374,062 

商業不動産 113,104 36,160 149,264 

不動産に関連するその他の貸付 43,206 23,190 66,396 

政府 22,124 2,166 24,290 

その他商業 66,345 66,804 133,149 

法人および商業貸付金合計 452,769 294,392 747,161 

銀行以外の金融機関 21,256 12,607 33,863 

決済口座 － 115 115 

金融合計 21,256 12,722 33,978 
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顧客に対する貸付金総額 751,548 432,768 1,184,316 

個別に評価される減損引当金 (1,377) (3,608) (4,985)

集合的に評価される減損引当金 (1,633) (1,096) (2,729)

顧客に対する貸付金（正味） 748,538 428,064 1,176,602 

　上記の地域情報は、子会社の主要事業の所在地ごと、または当行の場合には、資金提供に責任を有する支店の所

在地ごとに分類されている。

　1 住宅抵当貸付には、香港政府住宅保有制度による貸付金10,540百万香港ドル（2011年：11,235百万香港ドル）が含まれて

いる。

　　　c 顧客に対する貸付金（ファイナンス・リース契約およびファイナンス・リースの性質を有する分割払契約

に基づき顧客にリースした設備を含む）

　　当行グループ

2012年 2011年

最低リース

支払額の

現在価値

未経過将来

金融収益

最低リース

支払額合計

最低リース

支払額の

現在価値

未経過将来

金融収益

最低リース

支払額合計

百万香港ドル 百万香港ドル

未収金額

－１年以内 2,965 684 3,649 3,022 686 3,708

－１年超５年以内 7,667 2,005 9,672 7,241 1,701 8,942

－５年超 14,506 2,042 16,548 13,198 1,661 14,859

25,138 4,731 29,869 23,461 4,048 27,509

減損引当金 (47) (54)

ファイナンス・リース契約

および分割払契約に対す

る純投資

25,091 23,407

当行

2012年 2011年

最低リース

支払額の

現在価値

未経過将来

金融収益

最低リース

支払額合計

最低リース

支払額の

現在価値

未経過将来

金融収益

最低リース

支払額合計

百万香港ドル 百万香港ドル

未収金額

－１年以内 1,590 321 1,911 1,640 272 1,912

－１年超５年以内 4,058 924 4,982 3,938 764 4,702

－５年超 10,217 1,586 11,803 8,871 1,207 10,078

15,865 2,831 18,696 14,449 2,243 16,692

減損引当金 (9) (10)
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ファイナンス・リース契約

および分割払契約に対す

る純投資

15,856 14,439

19 顧客に対する貸付金に係る減損引当金

　　　a 顧客に対する貸付金に係る減損引当金

　

　　 当行グループ

個別に評価

される引当金

集合的に評価

される引当金
合計

百万香港ドル

2012年

１月１日現在 6,894 4,407 11,301

償却額 (2,730) (3,597) (6,327)

過年度に償却した貸付金の回収 237 1,166 1,403

損益計算書に計上された正味費用（注記４(i)） 734 2,596 3,330

貸付金の減損に係る割引のアンワインディング (57) (94) (151)

為替およびその他の調整 167 48 215

12月31日現在（注記18(a)） 5,245 4,526 9,771

2011年

１月１日現在 8,259 4,735 12,994 

償却額 (2,150) (3,792) (5,942)

過年度に償却した貸付金の回収 356 1,448 1,804 

損益計算書に計上された正味費用（注記４(i)） 694 2,401 3,095 

貸付金の減損に係る割引のアンワインディング (78) (216) (294)

為替およびその他の調整 (187) (169) (356)

12月31日現在（注記18(a)） 6,894 4,407 11,301 

当行

個別に評価

される引当金

集合的に評価

される引当金
合計

百万香港ドル

2012年

１月１日現在 4,985 2,729 7,714

償却額 (2,236) (1,833) (4,069)

過年度に償却した貸付金の回収 71 542 613

損益計算書に計上された正味費用 162 1,223 1,385

貸付金の減損に係る割引のアンワインディング (42) (41) (83)

為替およびその他の調整 (43) 32 (11)

12月31日現在（注記18(a)） 2,897 2,652 5,549

2011年

１月１日現在 5,946 3,027 8,973 

償却額 (1,545) (2,216) (3,761)

過年度に直接償却した貸付金の回収 198 845 1,043 

損益計算書に計上された正味費用 612 1,358 1,970 

貸付金の減損に係る割引のアンワインディング (53) (149) (202)
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為替およびその他の調整 (173) (136) (309)

12月31日現在（注記18(a)） 4,985 2,729 7,714 

b 顧客に対する減損貸付金および引当金

　

　顧客に対する減損貸付金は、元本もしくは利息の全額返済の見込みがないという客観的な証拠がある貸付金で

ある。個別に評価される引当金は、これらの貸付金に対する担保の価値を考慮して決定される。　

　下記の地域情報は、子会社の主要事業の所在地ごと、または当行の場合には、資金提供に責任を有する支店の所

在地ごとに分類されている。

　　当行グループ

香港
その他のアジア

太平洋地域
合計

百万香港ドル

2012年12月31日現在

顧客に対する貸付金総額

個別に評価される減損貸付金総額 2,927 8,467 11,394

集合的評価 1,296,137 1,051,283 2,347,420

-減損貸付金 621 999 1,620

-減損していない貸付金 1,295,516 1,050,284 2,345,800

顧客に対する貸付金総額合計 1,299,064 1,059,750 2,358,814

減損引当金 (3,585) (6,186) (9,771)

-個別に評価 (1,418) (3,827) (5,245)

-集合的に評価 (2,167) (2,359) (4,526)

正味貸付金 1,295,479 1,053,564 2,349,043

個別に評価される顧客に対する減損貸付金に関して考

慮された担保の公正価値
1,264 3,790 5,054

顧客に対する貸付金総額に対する個別に評価される減

損貸付金総額の割合
0.2％ 0.8％ 0.5％

貸付金総額合計に対する減損引当金合計の割合 0.3％ 0.6％ 0.4％

2011年12月31日現在

顧客に対する貸付金総額

個別に評価される減損貸付金総額 3,881 8,490 12,371

集合的評価 1,182,989 946,812 2,129,801

-減損貸付金 657 823 1,480

-減損していない貸付金 1,182,332 945,989 2,128,321

顧客に対する貸付金総額合計 1,186,870 955,302 2,142,172

減損引当金 (4,428) (6,873) (11,301)

-個別に評価 (2,174) (4,720) (6,894)
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-集合的に評価 (2,254) (2,153) (4,407)

正味貸付金 1,182,442 948,429 2,130,871

個別に評価される顧客に対する減損貸付金に関して考

慮された担保の公正価値
1,403 3,252 4,655

顧客に対する貸付金総額に対する個別に評価される減

損貸付金総額の割合
0.3％ 0.9％ 0.6％

貸付金総額合計に対する減損引当金合計の割合 0.4％ 0.7％ 0.5％

当行

香港
その他のアジア

太平洋地域
合計

百万香港ドル

2012年12月31日現在

顧客に対する貸付金総額

個別に評価される減損貸付金総額 1,963 3,754 5,717

集合的評価 813,414 469,138 1,282,552

-減損貸付金 471 360 831

-減損していない貸付金 812,943 468,778 1,281,721

顧客に対する貸付金総額合計 815,377 472,892 1,288,269

減損引当金 (2,482) (3,067) (5,549)

-個別に評価 (903) (1,994) (2,897)

-集合的に評価 (1,579) (1,073) (2,652)

正味貸付金 812,895 469,825 1,282,720

個別に評価される顧客に対する減損貸付金に関して考

慮された担保の公正価値
925 1,032 1,957

顧客に対する貸付金総額に対する個別に評価される減

損貸付金総額の割合
 0.2％ 0.8％ 0.4％

貸付金総額合計に対する減損引当金合計の割合  0.3％ 0.6％ 0.4％

2011年12月31日現在

顧客に対する貸付金総額

個別に評価される減損貸付金総額 2,520 5,472 7,992

集合的評価 749,028 427,296 1,176,324

-減損貸付金 566 393 959

-減損していない貸付金 748,462 426,903 1,175,365

顧客に対する貸付金総額合計 751,548 432,768 1,184,316

減損引当金 (3,010) (4,704) (7,714)

-個別に評価 (1,377) (3,608) (4,985)

-集合的に評価 (1,633) (1,096) (2,729)
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正味貸付金 748,538 428,064 1,176,602

個別に評価される顧客に対する減損貸付金に関して考

慮された担保の公正価値
1,032 1,167 2,199

顧客に対する貸付金総額に対する個別に評価される減

損貸付金総額の割合
0.3％ 1.3％ 0.7％

貸付金総額合計に対する減損引当金合計の割合 0.4％ 1.1％ 0.7％

　　当行グループの顧客に対する貸付金総額合計の10％以上を構成する産業部門の個別に評価される顧客に対す

る貸付金について、エイチエスビーシー・グループが使用する区分および定義に基づく主要産業部門別の減損

貸付金および引当金総額の分析は、以下のとおりである。

　当行グループ

貸付金総額

合計

減損貸付金

総額

個別に

評価される

引当金

集合的に

評価される

引当金

正味新規

減損引当

金

期中におい

て償却され

た貸付金

百万香港ドル

2012年12月31日現在

住宅抵当貸付 686,172 2,485 (428) (122) 67 59

商業、産業および国際

取引
745,198 5,117 (2,897)(2,060) 140 2,410

商業不動産 249,264 533 (413) (107) 226 59

2011年12月31日現在

住宅抵当貸付 608,135 2,369 (372) (166) 29 47

商業、産業および国際

取引
661,308 6,970 (5,184)(2,049) 919 1,435

商業不動産 232,263 580 (268) (69) 134 47

当行

貸付金総額

合計

減損貸付金

総額

個別に

評価される

引当金

集合的に

評価される

引当金

正味新規

減損引当

金

期中におい

て償却され

た貸付金

百万香港ドル

2012年12月31日現在

住宅抵当貸付 356,501 620 (101) (38) (1) 23

商業、産業および国際取

引
407,707 2,932 (1,694)(1,292) (91) 2,063

商業不動産 147,272 335 (281) (68) 223 1

2011年12月31日現在

住宅抵当貸付 317,223 598 (98) (72) 7 8 

商業、産業および国際取

引
374,062 5,115 (3,897)(1,256) 703 999 

商業不動産 149,264 357 (117) (32) 84 4 

　

　　　　集合的に評価される引当金は、個別の減損が未だ特定出来ていない個別に評価される貸付金に対する集合的

に評価された減損引当金である。

　　　　

EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

153/961



c 顧客に対する延滞および返済繰延貸付金

　　　　当行グループ

香港

その他のアジア

太平洋地域 合計

百万香港ドル ％ 百万香港ドル ％ 百万香港ドル ％

2012年12月31日現在

以下の期間延滞している元

本もしくは利息総額

－３ヶ月超６ヶ月以内 288 0.0 1,733 0.2 2,021 0.1

－６ヶ月超１年以内 166 0.0 1,283 0.1 1,449 0.1

－１年超 1,856 0.1 2,828 0.3 4,684 0.2

2,310 0.1 5,844 0.6 8,154 0.4

延滞している金額に関して

個別に評価される減損引

当金

(895) (3,008) (3,903)

延滞している金額に関して

保有されている担保の公

正価値

769 2,285 3,054

顧客に対する返済繰延貸付

金
565 0.0 2,781 0.3 3,346 0.1

2011年12月31日現在

以下の期間延滞している元

本もしくは利息総額

－３ヶ月超６ヶ月以内 616 0.1 3,446 0.4 4,062 0.2

－６ヶ月超１年以内 234 0.0 720 0.1 954 0.0

　－１年以内 1,807 0.2 2,880 0.3 4,687 0.2

2,657 0.3 7,046 0.8 9,703 0.4

延滞している金額に関して

個別に評価される減損引

当金

(1,614) (4,106) (5,720)

延滞している金額に関して

保有されている担保の公

正価値

825 2,030 2,855

顧客に対する返済繰延貸付

金
1,257 0.1 1,938 0.2 3,195 0.1

当行

香港

その他のアジア

太平洋地域 合計

百万香港ドル ％ 百万香港ドル ％ 百万香港ドル ％

2012年12月31日現在

以下の期間延滞している元

本もしくは利息総額
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－３ヶ月超６ヶ月以内 189 0.0 427 0.1 616 0.1

－６ヶ月超１年以内 109 0.0 303 0.1 412 0.0

－１年超 1,272 0.2 1,489 0.3 2,761 0.2

1,570 0.2 2,219 0.5 3,789 0.3

延滞している金額に関して

個別に評価される減損引

当金

(551) (1,357) (1,908)

延滞している金額に対する

担保の公正価値
681 501 1,182

顧客に対する返済繰延貸付

金
427 0.1 1,234 0.3 1,661 0.1

2011年12月31日現在

以下の期間延滞している元

本もしくは利息総額

－３ヶ月超６ヶ月以内 390 0.1 2.315 0.5 2,705 0.2

－６ヶ月超１年以内 181 0.0 270 0.1 451 0.0

　－１年以内 1,131 0.2 1,780 0.4 2,911 0.3

1,702 0.3 4,365 1.0 6,067 0.5

延滞している金額に関して

個別に評価される減損引

当金

(871) (3,090) (3,961)

延滞している金額に対する

担保の公正価値
675 643 1,318

顧客に対する返済繰延貸付

金
1,149 0.2 543 0.1 1,692 0.1

　　　顧客に対する返済繰延貸付金は、借り手の財政状態の悪化あるいは当初返済計画での返済不能を理由に再構

築もしくは条件緩和された貸付金である。顧客に対する返済繰延貸付金は、その後３ヶ月以上延滞した「顧

客に対する延滞貸付金」に含まれている貸付金を控除している。

20 銀行に対する貸付金およびその他資産に関する減損および返済繰延金額

　　　2012年12月31日および2011年12月31日現在、銀行に対する減損または返済繰延貸付金および延滞あるいは返

済が繰り延べられているその他資産で重要なものはない。延滞残高についての情報は、注記52に記載されて

いる。

21 金融投資

　 当行グループ 当行

2012年 2011年 2012年 2011年

百万香港ドル 百万香港ドル

負債証券

－満期保有目的 155,393 134,720 － －

－売却可能 463,278 542,536 257,804 325,136 

持分証券
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－売却可能 7,371 45,177 2,513 37,171 

626,042 722,433 260,317 362,307 

金融投資

－契約相手方により再担保または再売却

が可能な資産
985 847 897 325 

－契約相手方により再担保または再売却

されない資産
625,057 721,586 259,420 361,982 

626,042 722,433 260,317 362,307 

a 満期保有目的負債証券

当行グループ

帳簿価額 公正価値

2012年 2011年 2012年 2011年

百万香港ドル 百万香港ドル

上場

－香港での上場 4,174 2,932 4,644 3,209 

－香港以外での上場 39,217 31,017 42,814 32,847 

43,391 33,949 47,458 36,056 

非上場 112,002 100,771 119,873 106,618 

155,393 134,720 167,331 142,674 

公共機関による発行

－中央政府および中央銀行 3,538 2,551 4,189 3,049 

－その他公共部門 20,660 20,703 22,646 22,347 

24,198 23,254 26,835 25,396 

以下による発行

－銀行 75,744 72,303 80,819 75,309 

－一般事業会社 55,451 39,163 59,677 41,969 

155,393 134,720 167,331 142,674 

b 売却可能負債証券

当行グループ 当行

2012年 2011年 2012年 2011年

百万香港ドル 百万香港ドル

上場

－香港での上場 21,587 23,333 5,235 2,872 

－香港以外での上場 166,320 169,312 126,066 131,216 

187,907 192,645 131,301 134,088 

非上場 275,371 349,891 126,503 191,048 

463,278 542,536 257,804 325,136 

公共機関による発行

－中央政府および中央銀行 263,466 295,436 158,035 182,580 

－その他の公共部門企業 70,715 78,901 41,214 51,118 

334,181 374,337 199,249 233,698 

以下による発行

－銀行 94,758 136,388 46,467 74,434 

－一般事業会社 34,339 31,811 12,088 17,004 
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463,278 542,536 257,804 325,136 

c 売却可能持分証券

当行グループ 当行

2012年 2011年 2012年 2011年

百万香港ドル 百万香港ドル

上場

－香港での上場 663 31,794 － 31,372 

－香港以外での上場 26 129 15 89 

689 31,923 15 31,461 

非上場 6,682 13,254 2,498 5,710 

7,371 45,177 2,513 37,171 

以下による発行

－銀行 42 7,140 31 3,716 

－一般事業会社 7,329 38,037 2,482 33,455 

7,371 45,177 2,513 37,171 

22 認識の中止が認められない金融資産の譲渡

当行グループは通常の業務において、認識済みの金融資産を第三者または特別目的会社に直接譲渡する

取引を行っている。これらの譲渡により、関連する金融資産のすべてまたは一部の認識が中止される場合が

ある。

－　当行グループが金融資産のキャッシュ・フローを受け取る約定権利を移転する場合、あるいは権利

を維持するが当該資産のキャッシュ・フローを移転する義務を負い、所有に伴うリスクと便益の大

半を他に移転する場合に全体の認識が中止される。リスクには信用、金利、為替、期限前償還および

その他の価格リスクが含まれる。

－　当行グループが、所有に伴うリスクと便益の一部（大半ではない）を他に移転するが支配を維持す

るように、金融資産を売却、あるいは移転する場合に一部の認識が中止される。これらの金融資産は

当行グループの継続的関与が続く限り、貸借対照表に認識される。

認識の中止が認められない譲渡された金融資産の多くは、(ⅰ) 買戻条件付契約のもとで担保として契約

相手方により保有されている負債証券、(ⅱ) 証券貸付契約に基づいて貸し付けられた証券である。

これらの取引の実体は担保付借入であり、担保資産は引き続きすべてが認識される。また、当行グループ

が譲渡資産を将来の日に固定額で買戻す義務を表す関連負債は、銀行または顧客からの預金に認識される。

これらの取引の結果、当行グループは譲渡資産を取引期間の間、利用、売却または担保とすることができな

い。当行グループはこれらの担保商品の金利リスクおよび信用リスクに引き続きさらされる。相手方の遡求

は譲渡資産に限定されない。

下表は、認識の中止が認められなかった金融資産および関連する金融負債の帳簿価額を分析したもので

ある。

すべての認識の中止が認められなかった金融資産および関連する金融負債
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　　当行グループ

2012年 2011年

譲渡資産の

帳簿価額

関連負債の

帳簿価額

譲渡資産の

帳簿価額

関連負債の

帳簿価額

百万香港ドル 百万香港ドル

買戻条件付契約 15,223 15,202 33,961 33,675

証券貸付契約 2,090 2,085 4,269 3,793

17,313 17,287 38,230 37,468

当行

2012年 2011年

譲渡資産の

帳簿価額

関連負債の

帳簿価額

譲渡資産の

帳簿価額

関連負債の

帳簿価額

百万香港ドル 百万香港ドル

買戻条件付契約 26,415 26,451 19,281 19,350

証券貸付契約 2,002 2,085 4,113 3,793

28,417 28,536 23,394 23,143

　　

23 子会社に対する投資

当行

2012年 2011年

百万香港ドル 百万香港ドル

子会社への投資

　非上場投資 57,954 56,859

　上場投資 865 865

58,819 57,724

　　当行の主要な子会社

　 設立国 主要活動

発行済み株

式資本/登記

資本の額面

価額

株式/登記資

本の種類

発行済み株主

資本/登記資

本における当

行グループの

持分

ハンセン・バンク・リミテッド 香港 銀行
9,559百万

香港ドル
普通 62.14％

エイチエスビーシー・バンク

（チャイナ）カンパニー・リミ

テッド
PRC
1 銀行

12,400百万

人民元
普通 100％

エイチエスビーシー・バンク・マ

レーシア・ブルハド
マレーシア 銀行

115百万

リンギット
普通 100％
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エイチエスビーシー・バンク・

オーストラリア・リミテッド
2

オースト

ラリア 
銀行

751百万

オーストラ

リア・ドル

普通 100％

60 百万

オーストラ

リア・ドル

優先 100％

エイチエスビーシー・バンク（台

湾）リミテッド
2 台湾 銀行

30,000百万

台湾ドル
普通 100％

エイチエスビーシー・インシュア

ランス（アジア）リミテッド
2 香港 保険

2,798百万

香港ドル 
普通 100％

エイチエスビーシー・ライフ（イ

ンターナショナル）リミテッド
2 バミューダ

退職給付

および

生命保険

2,778百万

香港ドル
普通 100％

　1 中華人民共和国

2 間接保有

　　

　　　 主要な業務を展開している国は設立国と同一である。ただし、エイチエスビーシー・ライフ（インターナ

ショナル）リミテッドは主に香港で業務を展開している。

　　   上記の会社はすべて支配されている子会社であり、財務諸表に連結されている。

　     主要子会社は、規制されている銀行および保険会社である。そのため、一定の資本および流動性資産の最低

水準を保つことが主要子会社の業務サポートのために求められている。これらの規制上の要件の影響によ

り、子会社から株主借入の返済あるいは現金配当の形式による当行への資金の送金が制限されている。

24 関連会社および合弁事業における持分

当行グループ

2012年 2011年

百万香港ドル

純資産持分 113,415 84,493

のれん 5,191 5,544

無形資産 1,409 2,216

無形資産に係る繰延税金 (347) (468)

減損 (395) －

119,273 91,785

　　　　2012年12月31日現在、当行グループの関連会社における持分は、117,946百万香港ドル（2011年：90,130百万

香港ドル）である。

当行

2012年 2011年

百万香港ドル

上場投資 39,824 26,561

非上場投資 1,095 1,578

40,919 28,139

EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

159/961



　　　　当行による関連会社の株式保有には、上場投資39,824百万香港ドル（2011年：26,561百万香港ドル）を含

む。期末日現在、市場価格に基づく当行グループが保有しているこれらの投資の公正価値は、110,820百万

香港ドル（2011年：87,107百万香港ドル）であった。

　  a 主要な関連会社

　　　当行グループの主要な関連会社は以下のとおりである。

2012年12月31日現在 2011年12月31日現在

帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

百万香港ドル 百万香港ドル

上場

バンク・オブ・コミュニケーションズ・

カンパニー・リミテッド
91,840 82,411 66,704 63,964

インダストリアル・バンク・カンパニー

・

リミテッド
3

22,099 28,409 17,199 21,307

バオ・ベド・ホールディングス
3 － － 1,409 1,836

113,939 110,820 85,312 87,107

　 設立国 主要活動

発行済み株式資

本/登記資本の

額面価額

株式/登

記資本の

種類

発行済み株主資

本/登記資本に

おける当行グ

ループの持分

上場

バンク・オブ・コミュニケーショ

ンズ・カンパニー・リミテッド PRC
1 銀行

74,263百万

人民元
普通 19.03％

インダストリアル・バンク・カン

パニー・リミテッド
3 PRC

1 銀行
10,786百万

人民元
普通 12.80％

非上場

バローゲイト・リミテッド
3 香港 不動産投資 －

2 普通 24.64％

ベトナム・テクノロジカル・アン

ド・コマーシャル・ジョイント

・

ストック・バンク

ベトナム 銀行

88,480億

ベトナム・

ドン

普通 19.48％

イェンタイ・バンク・カンパニー

・リミテッド
3 PRC

1 銀行
2,000百万

人民元
普通 20.00％

1 中華人民共和国

2 発行済株主資本額面価額は１百万香港ドル未満

3 間接保有

　　　主要な業務を展開している国は設立国と同一である。

　当行グループのバンク・オブ・コミュニケーションズ・カンパニー・リミテッド（「BoCom」）、およびベ

トナム・テクノロジカル・アンド・コマーシャル・ジョイント・ストック・バンク（「テック・コム・バ

ンク」）の持分は、当行グループが各取締役会へ参加しており、BoComについては当行が戦略委員会へ参加し

ているため、関連会社として会計処理されている。当行グループは、BoCom、テック・コム・バンク、ハナ・エ

イチエスビーシー・ライフ・インシュアランスおよびカナラ・エイチエスビーシー・オリエンタル・バン

ク・オブ・コマース・ライフ・インシュアランスと銀行および保険事業に関して技術支援を提供するため

の技術支援契約を締結した。
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　2012年12月20日まで当行グループのバオ・ベド・ホールディングス（「バオ・ベド」）の持分は、当行グ

ループが取締役会へ参加していたため、関連会社として会計処理されていた。2012年12月20日に、当行グルー

プは、バオ・ベドにおける18％の株式すべてを住友生命保険相互会社に売却することを公表した。取引は

2013年第１四半期に完了する予定である。2012年12月31日現在、当行グループのバオ・ベドの持分は「売却

目的」に分類された。

2012年12月31日に終了した事業年度において、ハンセン・バンク・リミテッド（「ハンセン」）のインダ

ストリアル・バンク・カンパニー・リミテッド（「インダストリアル・バンク」）の持分は、ハンセンが取

締役会および執行委員会に参加していたため、関連会社として会計処理された。2013年１月７日、インダスト

リアル・バンクが多数の第三者に対して追加株式資本の私募を行ったため、当行グループの株式持分が

12.8％から10.9％へ希薄化した。その結果、またその他の要因により、当行グループは、インダストリアル・

バンクに対してもはや重要な影響力を及ぼす地位にないとし、その日から関連会社としての会計処理を終了

した。その後、当該保有は、売却可能金融投資として認識されている。

　2012年12月31日に終了した事業年度に関して、BoCom、インダストリアル・バンク、テック・コム・バンクお

よびバオ・ベドは、2012年９月30日までの財務諸表に基づいて当行の財務諸表に含まれているが、その後の

2012年10月１日から2012年12月31日までの期間における重要な取引または事象についての財務的な影響に

ついても考慮されている。当行グループは、HKAS第28号「関連会社に対する投資」に含まれる規定を利用し

ており、この規定により期末日の差異が３ヶ月を超えなければ、期間の異なる関連会社の業績に対する持分

を含めることが認められている。

　関連会社の持分は、顧客関係および商標に関して、買収の際に認識した無形資産を含んでおり、これは10年

にわたり償却される。

　2012年中に、BoComに対する投資の市場価値は、当行グループの連結貸借対照表上の帳簿価額を約10ヵ月間

下回っていた。2012年12月31日にBoComに対する投資の帳簿価額の減損テストが実施された。

　その結果、減損はないことが確認された。減損テストは、使用価値（「VIU」）の計算で決定されたBoComの

回収可能価額を帳簿価額と比較することにより実施された。VIUの計算は、経営陣の見積りに基づく割引

キャッシュ・フロー予測を使用している。今後５年を超えるキャッシュ・フローは、長期成長率を使用して

永久的に推定された。使用される割引率は、中国本土への投資を評価するために用いられる資本コストに基

づいている。

　BoComの将来キャッシュ・フローを見積る際には経営陣の判断が必要となる。これらの値は、短期および中

期の見積キャッシュ・フローおよび長期的かつ持続可能なその後のキャッシュ・フローに関する主要な仮

定からの影響を受けやすい。主要な仮定は、外部の情報源と一致している。

　

b 関連会社および合弁事業に係る集約財務情報の要約

資産 負債 資本 収益 費用 利益

百万香港ドル

2012年

100％ 10,184,1999,539,491644,708 290,621 176,997 133,624

当行グループの実質的な持分
1 1,537,4711,433,597103,874 44,579 27,476 17,103

2011年

100％ 8,127,975 7,647,933 480,042 223,952 133,979 89,973 

当行グループの実質的な持分
1 1,265,356 1,188,011 77,345 36,318 22,342 13,976 
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　　1 当行グループの実質的な持分は、非支配持分を控除して表示されている。

　   2012年12月31日現在、関連会社および合弁事業の偶発債務に関する当行グループの持分は、357,664百万香

港ドル（2011年：266,530百万香港ドル）であった。

c 当行グループの主要な合弁事業

　 設立国 主要活動

発行済み

株式資本の

額面価額

株式の

種類

発行済み株主資

本における当行

グループの持分

上場

カナラ・エイチエスビーシー・オ

リエンタル・バンク・オブ・コ

マース・ライフ・インシュアラ

ンス・カンパニー・リミテッド

インド
保険商品

開発

9,500百万

インド・

ルピー

普通 26.00％

ハナ・エイチエスビーシー・ライ

フ・インシュアランス・カンパ

ニー・リミテッド

韓国
保険商品

開発

110,201百万

韓国ウォン
普通 49.99％

25 のれんおよび無形資産

　　のれんおよび無形資産は、企業結合により生じるのれん、有効な長期保険契約の現在価値およびその他の無形

資産を含む。

当行グループ 当行

2012年 2011年 2012年 2011年

百万香港ドル 百万香港ドル

のれん 7,237 7,629 1,180 1,177

有効な長期保険契約の現在価値 24,425 20,232 － －

その他の無形資産 6,972 6,978 3,585 3,654

38,634 34,839 4,765 4,831

a のれん

当行グループ 当行

2012年 2011年 2012年 2011年

百万香港ドル 百万香港ドル

１月１日現在の原価 7,629 7,891 1,177 1,167

処分 (67) － (2) －

為替およびその他の変動 (325) (262) 5 10

12月31日現在の正味帳簿価額 7,237 7,629 1,180 1,177

　　のれんのセグメント分析

当行グループ 当行

2012年 2011年 2012年 2011年

百万香港ドル 百万香港ドル

香港－リテール・バンキングおよびウェルス

・マネジメント
－ 12 － －

香港－コマーシャル・バンキング 24 36 24 24
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香港－グローバル・バンキング・アンド・

マーケッツ
750 755 498 498

その他のアジア太平洋地域－リテール・バン

キングおよびウェルス・マネジメント
1,192 1,430 80 78

その他のアジア太平洋地域－コマーシャル・

バンキング
4,184 4,275 － －

その他のアジア太平洋地域－グローバル・バ

ンキング・アンド・マーケッツ
1,087 1,121 578 577

上記CGUにおけるのれんの合計 7,237 7,629 1,180 1,177

　

2012年において、のれんの減損はなかった（2011年：ゼロ）。のれんに関する減損テストは、使用価値の

計算に基づいて2012年７月１日現在で決定された資金生成単位（「CGU」）の回収可能価額を、そのCGUの

帳簿価額と比較することによって、毎年実施される。当該計算は、経営陣のキャッシュ・フロー予測をもと

に、CGUが営業を行っている国における現在の国内総生産に基づく名目長期成長率を使用して永久的に推定

したキャッシュ・フローの見積りを使用している。キャッシュ・フローは、CGUを構成している事業単位グ

ループにおける長期的な展望に基づき、永久的に推定されている。使用される割引率は、CGUが運営されてい

る国への投資に対してエイチエスビーシーが割り当てている資本コストに基づいている。

個別のCGUに割り当てられ、CGUの将来キャッシュ・フローを割り引くために使用される資本コストは、

CGUの評価に重大な影響を及ぼす可能性がある。資本コストの比率は通常、適切な資本資産価格モデルに

よって導き出され、当該モデルに用いられる入力データは、該当する国のリスク・フリー金利や評価対象で

ある事業の固有リスクを反映するためのプレミアムを含む様々な財務・経済変数を反映している。これら

の変数は経営陣の判断に基づいて設定されている。

経営陣の判断はCGUの将来キャッシュ・フローを見積る際に必要となる。これらの値は、詳細にわたる予

測が入手可能な期間の見積キャッシュ・フローおよびその後のキャッシュ・フローの長期的かつ持続可能

なパターンに関する仮定からの影響を受けやすい。予測値は、将来において実績や検証可能な経済データと

比較することが求められるため、基礎となる仮定の適用可能な範囲は抑制されるが、キャッシュ・フロー予

測には、将来の事業予測に関する経営陣の見解が必然的に、また適切に反映されることになる。

　　　 経営陣がCGUの回収可能価額の決定の際に基礎とした２つの主要な仮定は、割引率および名目長期成長率で

ある。2012年の減損テストに用いられた割引率は、様々なCGUにおいて11％（2011年：10％から11％の間）

であり、2012年の減損テストに用いられた名目長期成長率は、香港およびその他のアジア太平洋地域でそれ

ぞれ4.7％および5.0％（2011年：7.9％および7.8％）であった。

b 有効な長期保険契約の現在価値（「PVIF」）

　　（ⅰ）PVIF個別の仮定

　　香港の主な生命保険事業のPVIFの算定に用いられた主要な仮定は以下のとおりである。

2012年 2011年

リスク・フリー金利 0.60％ 1.47％

リスク割引率 7.46％ 8.00％

費用インフレ率 3.00％ 3.00％

失効率
全年度0％－20％ 契約初年度0％－20％

更新年度0％－15％
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（ⅱ）12月31日に終了した事業年度におけるPVIFの変動

当行グループ

2012年 2011年

百万香港ドル

１月１日現在 20,232 14,767

当期中に契約された新規契約の価値 5,559 4,982

有効な保険契約により生じた変動

-期待収益 (1,077) (1,277)

-変動実績 162 55

-経営上の仮定における変更 (153) (748)

投資収益の変動 (94) (232)

投資の仮定の変動 133 1,871

その他の調整 (98) 873

長期保険契約のPVIFの変動 4,432 5,524

換算差額およびその他 (239) (59)

12月31日現在 24,425 20,232

　c その他の無形資産

　　当行グループ

2012年

コンピューター・

ソフトウェア

顧客または

商業上の関係 その他
1 合計

百万香港ドル

原価

１月１日現在 9,776 1,889 2,253 13,918

増加 1,303 － － 1,303 

処分/直接償却 (208) (30) － (238)

為替およびその他の変動 650 (17) 114 747

12月31日現在 11,521 1,842 2,367 15,730

償却累計額および減損

１月１日現在 5,991 915 34 6,940 

当期償却費用 1,398 164 16 1,578 

減損 130 － 16 146 

処分/直接償却 (193) (31) － (224)

為替およびその他の変動 327 (9) － 318

12月31日現在 7,653 1,039 66 8,758 

12月31日現在正味帳簿価額 3,868 803 2,301 6,972 

2011年
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コンピューター・

ソフトウェア

顧客または

商業上の関係 その他
1 合計

百万香港ドル

原価

１月１日現在 8,208 1,905 2,318 12,431 

増加 1,767 － 37 1,804 

処分/直接償却 (173) (2) (4) (179)

為替およびその他の変動 (26) (14) (98) (138)

12月31日現在 9,776 1,889 2,253 13,918 

償却累計額および減損

１月１日現在 4,640 727 32 5,399 

当期償却費用 1,283 202 11 1,496 

減損 264 － － 264 

処分/直接償却 (173) (2) (4) (179)

為替およびその他の変動 (23) (12) (5) (40)

12月31日現在 5,991 915 34 6,940 

12月31日現在正味帳簿価額 3,785 974 2,219 6,978 

　1 「その他」には、2008年に台湾のザ・チャイニーズ・バンクの資産、負債および事業の取得に際して認識した営業許可証

を含む。これらはその使用に経済的または法的な制限がないことから無期限の耐用年数を有している。この無形資産の帳

簿価額は、関連する台湾の事業ユニットに配分されている。

当行

2012年

コンピューター・

ソフトウェア

顧客または

商業上の関係 その他 合計

百万香港ドル

原価

１月１日現在 7,715 1,264 44 9,023

増加 908 － － 908 

処分/直接償却 (170) － － (170)

為替およびその他の変動 596 22 34 652

12月31日現在 9,049 1,286 78 10,413

償却累計額および減損

１月１日現在 4,760 604 5 5,369 

当期償却費用 1,111 105 24 1,240 

減損 75 － － 75 

処分/直接償却 (169) － － (169)

為替およびその他の変動 302 10 1 313

12月31日現在 6,079 719 30 6,828 

12月31日現在正味帳簿価額 2,970 567 48 3,585 
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2011年

コンピューター・

ソフトウェア

顧客または

商業上の関係 その他 合計

百万香港ドル

原価

１月１日現在 6,424 1,269 12 7,705

増加 1,371 － 37 1,408 

処分/直接償却 (74) (2) (5) (81)

為替およびその他の変動 (6) (3) － (9)

12月31日現在 7,715 1,264 44 9,023 

償却累計額および減損

１月１日現在 3,647 503 9 4,159 

当期償却費用 1,019 105 1 1,125 

減損 173 － － 173 

処分/直接償却 (74) (2) (5) (81)

為替およびその他の変動 (5) (2) － (7)

12月31日現在 4,760 604 5 5,369 

12月31日現在正味帳簿価額 2,955 660 39 3,654 

　　　上記の無形資産は、以下の有限の耐用年数を用いて償却している。

コンピューター・ソフトウェア ３年から５年

顧客または商業上の関係 ３年から10年

その他（営業許可証を除く） ３年から10年

　　

　　　　2012年７月１日現在で、台湾での営業許可証に関するのれんの減損テストが行われた。その結果、減損が生じ

ていないことが確認された。減損テストは、使用価値の計算に基づいて決定された関連する資金生成単位

（「CGU」）の回収可能価額を、CGUの帳簿価額と比較することによって実施された。当該計算は、経営陣の

キャッシュ・フロー予測をもとに、台湾の銀行業界に適用される長期成長率を使用して永久的に推定した

キャッシュ・フローの見積りを使用している。使用される割引率は、台湾に対して当行グループが割り当

てている資本コストに基づいている。

　　　　将来キャッシュ・フローを割り引くために使用される資本コストは、CGUの評価に重大な影響を及ぼす可能

性がある。資本コストの比率は、資本資産価格モデルによって導き出され、これはのれんの減損テストのた

めの割引率を算出する際に使用するモデルと同一である。

経営陣の判断はCGUの将来キャッシュ・フローを見積る際に必要となる。これらの値は、詳細にわたる予

測が入手可能な期間の見積キャッシュ・フローおよびその後のキャッシュ・フローの長期的かつ持続可能

なパターンに関する仮定からの影響を受けやすい。予測値は、将来において実績や検証可能な経済データと

比較することが求められるため、基礎となる仮定の適用可能な範囲は抑制されるが、キャッシュ・フロー予

測には、将来の事業予測に関する経営陣の見解が必然的に、また適切に反映されることになる。

　　　 経営陣がCGUの回収可能価額の決定の際に基礎とした２つの主要な仮定は、割引率および長期成長率である。

2012年に用いられた割引率は、13％（2011年：12％から13％の間）であり、2012年の減損テストに用いられ

た長期成長率は、３％（2011年：３％）であった。
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26 有形固定資産

a 有形固定資産

当行グループ 当行

土地および

建物

投資

不動産 設備

土地および

建物

投資

不動産 設備

百万香港ドル 百万香港ドル

原価または評価額

2012年１月１日現在 75,090 4,616 21,922 48,318 147 13,862

為替およびその他の調

整
(159) － 62 (177) － (2)

増加 240 － 1,750 234 － 1,033 

処分 (2) － (824) (1) － (393)

再評価された土地およ

び建物に係る減価償

却累計額の消去

(1,857) － － (1,106) － －

再評価による剰余金 7,223 834 － 3,636 50 －

再分類 (431) (168) (682) (9) － (628)

2012年12月31日現在80,104 5,282 22,228 50,895 197 13,872 

減価償却累計額

2012年１月１日現在 21 － 16,313 － － 10,451 

為替およびその他の調

整
1 － 52 1 － (1)

当期費用 1,897 － 2,117 1,162 － 1,299 

処分 － － (772) － － (366)

再評価された土地およ

び建物に係る減価償

却累計額の消去

(1,857) － － (1,106) － －

再分類 (2) － (335) － － (328)

2012年12月31日現在 60 － 17,375 57 － 11,055 

2012年12月31日現在の

正味

帳簿価額

80,044 5,282 4,853 50,838 197 2,817 

2012年12月31日現在の

合計
90,179 53,852 

当行グループ 当行

土地および

建物 投資不動産 設備

土地および

建物 投資不動産 設備

百万香港ドル 百万香港ドル

原価または評価額

2011年１月１日現在 63,148 3,503 20,530 41,423 126 13,149 

為替およびその他の調

整
11 － (212) (9) － (222)

増加 545 － 2,325 505 － 1,397 

処分 (7) － (697) (3) － (456)

再評価された土地およ

び建物に係る減価償

却累計額の消去

(1,593) － － (1,001) － －
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再評価による剰余金 12,948 1,033 － 7,477 21 －

再分類 38 80 (24) (74) － (6)

2011年12月31日現在75,090 4,616 21,922 48,318 147 13,862 

減価償却累計額

2011年１月１日現在 2 － 14,832 － － 9,637 

為替およびその他の調

整
－ － (181) － － (182)

当期費用 1,615 － 2,263 1,004 － 1,382 

処分 (3) － (599) (3) － (384)

再評価された土地およ

び建物に係る減価償

却累計額の消去

(1,593) － － (1,001) － －

再分類 － － (2) － － (2)

2011年12月31日現在 21 － 16,313 － － 10,451 

2011年12月31日現在の

正味

帳簿価額

75,069 4,616 5,609 48,318 147 3,411 

2011年12月31日現在の

合計
85,294 51,876 

b 減価償却累計額控除後の原価で表示された場合の土地および建物の帳簿価額は、以下のとおりである。

当行グループ 当行

2012年 2011年 2012年 2011年

百万香港ドル 百万香港ドル

原価（減価償却累計額控除後） 18,847 19,575 14,031 14,541

c 評価額または原価で計上されている土地および建物（減価償却累計額控除前）の分析は以下のとおりであ

る。

当行グループ 当行

2012年 2011年 2012年 2011年

百万香港ドル 百万香港ドル

評価額で計上されている土地および建物 80,094 74,901 50,895 48,318

原価で計上されているその他の土地および

建物
10 189 － －

減価償却累計額控除前の土地および建物 80,104 75,090 50,895 48,318

d 土地、建物および投資不動産の正味帳簿価額の内訳

当行グループ 当行

2012年 2011年 2012年 2011年

百万香港ドル 百万香港ドル

香港

長期賃借（50年超） 35,604 34,787 30,216 29,818 

中期貸借（10年超50年以内） 38,716 34,182 11,985 10,004 

短期貸借（10年以下） 76 90 76 90 

74,396 69,059 42,277 39,912 

香港以外
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所有 4,562 4,444 3,537 3,489 

長期賃借（50年超） 174 157 126 112 

中期賃借（10年超50年以内） 6,157 5,978 5,058 4,905 

短期賃借（10年以下） 37 47 37 47 

10,930 10,626 8,758 8,553 

85,326 79,685 51,035 48,465 

以下のとおり分析される

土地および建物 80,044 75,069 50,838 48,318 

投資不動産 5,282 4,616 197 147 

85,326 79,685 51,035 48,465 

　　当行グループの土地および建物、ならびに投資不動産は、2012年11月30日に再評価され、2012年12月31日現在

における重要な変更について更新された。土地および建物、ならびに投資不動産の評価基準は、注記３(o)に

記載されている公開市場価格、減価償却後再調達原価または解約価値である。投資不動産の公開市場価格の

決定にあたり、見積り将来キャッシュ・フローは現在価値に割り引かれる。「土地および建物」の正味帳簿

価額は、10,108百万香港ドル（2011年：9,384百万香港ドル）の減価償却後再調達原価または解約価値を用

いて評価された不動産が含まれる。

　　不動産再評価による剰余金は、8,057百万香港ドル（2011年：13,981百万香港ドル）であった。5,327百万香

港ドル（2011年：9,656百万香港ドル）および836百万香港ドル（2011年：1,041百万香港ドル）は、それぞ

れ不動産再評価準備金および損益計算書に貸方計上される。不動産再評価準備金に貸方計上された5,327百

万香港ドル（2011年：9,656百万香港ドル）は、非支配持分841百万香港ドル（2011年：1,412百万香港ド

ル）および繰延税金1,053百万香港ドル（2011年：1,872百万香港ドル）を控除した金額で計上されている。

損益計算書に貸方計上された金額は、投資不動産の再評価による剰余金834百万香港ドル（2011年：1,033百

万香港ドル）および償却後取得原価および解約価値で評価された特定の土地および建物の過年度の再評価

損失の戻入に関する２百万香港ドル（2011年：８百万香港ドル）であった。　　　

　　　香港、マカオおよび中国本土における土地および建物ならびに投資不動産は、当行グループの再評価対象の

不動産の価額の95％を占めており、不動産の所在地および種類に関する最近の知識を有するDTZ戴徳梁行

有限公司によって評価された。評価は、香港不動産鑑定士協会の会員である資格を有する鑑定人により行

われた。当行グループ不動産の価値の５％を占める11ヶ国の不動産は、別の独立した専門資格を有する鑑

定人により評価が行われた。

e 顧客へリースした不動産

　　　当行グループの投資不動産は、オペレーティング・リースに基づき賃貸されている。リース期間は、通常２-

３年であり、更新オプションが付されている場合には、期間は再交渉される。当期において、オペレーティ

ング・リースに関する賃貸収益216百万香港ドル（2011年：191万香港ドル）が損益計算書に認識された。

　　　解約不能オペレーティング・リース債権に基づく将来の最低リース支払額の合計は以下のとおりである。

当行グループ 当行

2012年 2011年 2012年 2011年

百万香港ドル 百万香港ドル

　１年以内 181 163 18 9

１年超５年以内 98 92 8 18

279 255 26 27
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27 賃借土地および土地使用権

　　オペレーティング・リースとして会計処理されている当行グループの賃借土地および土地使用権の持分の

正味帳簿価額の分析は以下のとおりである。

当行グループ 当行

2012年 2011年 2012年 2011年

百万香港ドル 百万香港ドル

　香港

　中期賃借（10年超50年以内） 313 330 75 77

　　上記の金額は、注記28の「その他資産」の「前払金および未収収益」に含まれている。

28 その他資産

当行グループ 当行

2012年 2011年 2012年 2011年

百万香港ドル 百万香港ドル

　当期未収還付税金 1,029 676 823 550 

　売却目的資産 48,280 8,117 44,669 8,005 

　前払金および未収収益 3,823 3,135 1,926 1,558 

　未収利息 14,992 14,524 5,806 5,774 

　支払承諾見返りおよび裏書 31,965 31,750 21,191 21,001 

　その他 86,964 42,113 69,065 20,123 

187,053 100,315 143,480 57,011 

　　売却目的資産は、以下を含む担保権実行により取得した資産、売却目的自己所有不動産、特定の投資および売

却される事業の資産により構成される。

　　2012年12月５日、当行グループは、保有するピン・アン株式613,929,279株のすべてを一株当たり59香港ドル

の固定価格で売却することに合意した。売却価格を固定したことにより、条件付先渡販売契約を生じさせ、期

末における公正価値は、株式に対する合意された売却価格と市場価格の差に基づき、取引の完了可能性に対

する評価で調整された。2012年12月31日現在、当該契約の不利な公正価値は、2,694百万香港ドルであり、ト

レーディング純収益に計上された。ピン・アンに対する投資は、売却可能投資として会計処理され、公正価値

で計上された。未実現損益はその他の包括利益に計上される。

　　2012年12月31日、ピン・アンに対する投資の公正価値は、「売却目的資産」に39,813百万香港ドルに含まれ、

その他の包括利益の累積的未実現利益は31,701百万香港ドルであった。これらの未実現利益には、売却合意

日後に生じた利益3,591百万香港ドルが含まれ、ピン・アンの期末時の株価と合意された売却価格との差異

を示している。この取引による利益は、合意された売却価格（一株当たり59香港ドル）に基づく収入36,222

百万香港ドルから取得原価8,112百万香港ドルを除いた28,110百万ドルである。この取引の損益計算書上の

影響は、2012年に損失2,694百万香港ドルおよび2013年に純利益30,804百万香港ドルである。

　　2012年10月26日、当行グループは、エイチエスビーシー・ライフ（インターナショナル）リミテッドの台湾

支店における法定預金以外の資産および負債をアリアンツ・台湾・ライフ・インシュアランス・カンパ

ニー・リミテッドに売却することで合意した。この取引は、規制当局の承認を条件として、2013年上半期に完

了する予定である。

2012年12月20日、当行グループは、バオ・ベド・ホールディングス（「バオ・ベド」）における18％すべ

ての株式を住友生命保険相互会社に売却することで合意した。この取引は規制当局の承認を条件として、
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2013年第１四半期に完了する予定である。

金地金の残高は、金の貸付事業の実体をより反映させるため、当期中に「顧客に対する貸付金」から「そ

の他資産」に再分類された。

次へ 
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29 顧客からの預金

当行グループ 当行  

2012年 2011年 2012年 2011年  

百万香港ドル 百万香港ドル  

当座預金 831,256 696,435 509,183 410,911

普通預金 2,063,5651,826,8931,433,809 1,275,503

その他預金 980,063 1,041,673 474,408 533,658

3,874,8843,565,0012,417,400 2,220,072

30 トレーディング負債

当行グループ 当行

2012年 2011年 2012年 2011年

百万香港ドル 百万香港ドル

発行済預金証書 3,470 5,790 796 1,379

その他の発行済負債証券 15,479 15,738 15,159 14,999

有価証券のショート・ポジション 48,116 44,891 26,519 18,780

銀行からの預金 7,982 6,642 7,430 5,911

顧客からの預金 108,293 98,370 32,242 37,890

183,340 171,431 82,146 78,959

31　公正価値評価の指定を受けた金融負債

当行グループ 当行

2012年 2011年 2012年 2011年

百万香港ドル 百万香港ドル

銀行からの預金 271 302 271 302

顧客からの預金 1,366 1,618 1,366 1,618

発行済負債証券 6,414 3,990 6,094 3,990

投資契約に基づく顧客に対する負債 36,219 34,482 － －

44,270 40,392 7,731 5,910

2012年12月31日現在、公正価値評価の指定を受けた金融負債の帳簿価額は、契約上の満期金額を81百万香

港ドル上回っていた（2011年：帳簿価格は、契約額を56百万香港ドル上回っていた）。2012年12月31日現

在、信用リスクの変動に起因する公正価値の累積変動額は、13百万香港ドルの損失（2011年：９百万香港ド

ルの累積利益）であった。

32 発行済負債証券

当行グループ 当行

2012年 2011年 2012年 2011年

百万香港ドル 百万香港ドル

預金証書 29,066 37,281 9,243 18,871

その他の負債証券 45,581 40,191 31,163 27,489
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74,647 77,472 40,406 46,360

33 その他負債および引当金

当行グループ 当行

2012年 2011年 2012年 2011年

百万香港ドル 百万香港ドル

未払費用および繰延収益 24,705 23,286 15,013 13,441

売却目的負債 4,811 21,970 3,451 21,970

負債および費用に係る引当金（注記35） 2,144 1,686 1,266 1,184

支払承諾見返および裏書 31,965 31,750 21,191 21,001

エイチエスビーシーに対する株式報酬負債 2,560 2,729 2,068 2,212

その他負債 28,606 26,893 15,898 11,777

94,791 108,314 58,887 71,585

34 保険契約に基づく負債

総額

再保険会社

の持分 純額

百万香港ドル

2012年

損害保険負債

未経過保険料引当金 39 － 39

通知済保険金 12 － 12 

既発生未報告保険金 26 － 26 

その他 43 － 43 

120 － 120 

生命保険契約準備金

生命保険（非連動型） 210,825 (1,389) 209,436 

生命保険（連動型） 33,948 (3,103) 30,845 

任意参加型の投資契約
 

28 － 28 

244,801 (4,492) 240,309 

保険契約に基づく負債合計 244,921 (4,492) 240,429 

2011年

損害保険負債

未経過保険料引当金 1,674 (157) 1,517 

通知済保険金 984 (203) 781 

既発生未報告保険金 256 (35) 221 

その他 145 － 145 

3,059 (395) 2,664 

生命保険契約準備金

生命保険（非連動型） 176,238 (228) 176,010 

生命保険（連動型） 30,055 (6,666) 23,389 

任意参加型の投資契約
 

86 － 86 

206,379 (6,894) 199,485 

保険契約に基づく負債合計 209,438 (7,289) 202,149 

EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

173/961



再保険により回収可能な保険契約に基づく負債の金額は連結貸借対照表の「その他資産」に含まれてい

る。

a 保険契約に基づく負債の変動

(ⅰ)損害保険負債の変動

総額

再保険会社

の持分 純額

百万香港ドル

2012年

未経過保険料

１月１日現在 1,674 (157) 1,517 

計上保険料総額 2,935 (365) 2,570 

稼得保険料総額 (2,550) 341 (2,209)

事業の処分 (2,037) 181 (1,856)

換算差額およびその他の変動 17 － 17

12月31日現在 39 － 39 

通知済および既発生未報告保険金

１月１日現在 1,240 (238) 1,002 

－通知済保険金 984 (203) 781 

－既発生未報告保険金 256 (35) 221 

当事業年度の支払保険金 (1,135) 98 (1,037)

既発生保険金 1,206 (99) 1,107 

事業の処分 (1,341) 246 (1,095)

換算差額およびその他の変動 68 (7) 61 

12月31日現在

－通知済保険金 12 － 12

－既発生未報告保険金 26 － 26 

12月31日現在合計 38 － 38 

2011年

未経過保険料

１月１日現在 1,495 (158) 1,337 

計上保険料総額 3,318 (455) 2,863 

稼得保険料総額 (3,135) 456 (2,679)

換算差額およびその他の変動 (4) － (4)

12月31日現在 1,674 (157) 1,517 

通知済および既発生未報告保険金

１月１日現在 1,303 (262) 1,041 

－通知済保険金 1,008 (219) 789 

－既発生未報告保険金 295 (43) 252 

当事業年度の支払保険金 (1,420) 147 (1,273)

当事業年度に関する既発生保険金 1,387 (161) 1,226 

換算差額およびその他の変動 (30) 38 8 

12月31日現在

－通知済保険金 984 (203) 781 

－既発生未報告保険金 256 (35) 221 
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12月31日現在合計 1,240 (238) 1,002 

(ⅱ)生命保険契約準備金

総額

再保険会社

の持分 純額

百万香港ドル

2012年

生命保険（非連動型）

１月１日現在 176,238 (228) 176,010 

給付金支払額 (6,931) 143 (6,788)

保険契約準備金の増加 42,376 (1,315) 41,061 

換算差額およびその他の変動 (858) 11 (847)

12月31日現在 210,825 (1,389) 209,436 

生命保険（連動型）

１月１日現在 30,055 (6,666) 23,389 

給付金支払額 (7,286) 5,233 (2,053)

保険契約準備金の増加 10,972 1,842 12,814 

換算差額およびその他の変動
 

207 (3,512) (3,305)

12月31日現在 33,948 (3,103) 30,845 

任意参加型の投資契約

１月１日現在 86 － 86 

給付金支払額 (62) － (62)

保険契約準備金の増加 1 － 1 

換算差額およびその他の変動
 

3 － 3

12月31日現在 28 － 28 

保険契約準備金合計 244,801 (4,492) 240,309 

2011年

生命保険（非連動型）

１月１日現在 145,960 (161) 145,799 

給付金支払額 (6,399) 178 (6,221)

保険契約準備金の増加 36,997 (183) 36,814 

換算差額およびその他の変動 (320) (62) (382)

12月31日現在 176,238 (228) 176,010 

生命保険（連動型）

１月１日現在 28,920 (5,567) 23,353 

給付金支払額 (1,958) 385 (1,573)

保険契約準備金の増加 3,150 (802) 2,348 

換算差額およびその他の変動
 

(57) (682) (739)

12月31日現在 30,055 (6,666) 23,389 

任意参加型の投資契約

１月１日現在 170 － 170 

給付金支払額 (85) － (85)

保険契約準備金の増加 1 － 1 

換算差額およびその他の変動
 

－ － －

12月31日現在 86 － 86 

保険契約準備金合計 206,379 (6,894) 199,485 
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35 負債および費用に係る引当金

負債および費用に係る引当金

当行グループ 当行

2012年 2011年 2012年 2011年

百万香港ドル 百万香港ドル

１月１日現在 1,686 1,359 1,184 858 

追加引当金/引当金の増加
 

1,835 767 1,053 707 

引当金使用額 (1,362) (276) (970) (243)

戻入額 (225) (85) (135) (54)

換算およびその他の変動 210 (79) 134 (84)

12月31日現在 2,144 1,686 1,266 1,184 

上記に含まれる事業再構築費用引当金

当行グループ 当行

2012年 2011年 2012年 2011年

百万香港ドル 百万香港ドル

１月１日現在 476 83 439 77 

追加引当金/引当金の増加
 

619 631 483 580 

引当金使用額 (683) (233) (556) (211)

戻入額 (92) (8) (78) (2)

換算およびその他の変動 (33) 3 (32) (5)

12月31日現在 287 476 256 439 

36 劣後債務

劣後債務は、当初の満期が５年またはそれ以上で当行および当行グループが事業の発展および拡大のた

めに調達した永久第一次キャピタル・ノートおよびその他の借入資本で構成されている。

2012年 2011年

百万香港ドル 百万香港ドル

当行

1,200百万米ドル 変動金利永久第一次キャピタル・ノート 9,355 9,386

9,355 9,386

当行グループ

42百万豪ドル
変動金利劣後債、2013年より償還可能、満期

2018年
1

338 332 

200百万豪ドル
変動金利劣後債、2015年より償還可能、満期

2020年
1,608 1,580 

300百万米ドル
変動金利劣後債、2012年より償還可能、満期

2017年
2

― 2,328 

500百万リンギット
固定金利（4.35％）劣後債、2017年より償

還可能、満期2022年
3

1,267 1,227
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500百万リンギット
固定金利（5.05％）劣後債、2022年より償

還可能、満期2027年
4

1,299 1,261 

13,867 16,114 

1 42百万豪ドル期限前償還条項付変動金利劣後債（満期2018年）の金利は、2013年３月より0.5％上昇する。

2 300百万米ドル期限前償還条項付変動金利劣後債（満期2017年）は、2012年７月に償還された。

3 500百万リンギット期限前償還条項付劣後債（金利4.35％、満期2022年）の金利は、2017年６月より１％上昇する。

4 500百万リンギット期限前償還条項付劣後債（金利5.05％、満期2027年）の金利は、2022年11月より１％上昇する。

37 優先株式

授権株式

2012年12月31日および2011年12月31日の両日現在における当行の授権優先株式資本は、１株１米ドルの

累積償還可能優先株式3,750,500,000株、１株１米ドルの非累積償還不能優先株式7,500,000,000株および

１株１米ドルの累積償還不能優先株式2,200,000,000株から成る13,450,500,000米ドルであった。

グループレベルでは、追加となる１株100インド・ルピーの強制転換優先株式13,200,000株で構成される

1,320,000,000インド・ルピー（2011年：900,000,000インド・ルピー）の授権優先株式資本を、子会社の

株式資本において有していた。

当行グループ 当行

2012年 2011年 2012年 2011年

百万香港ドル 百万香港ドル

発行済および全額払い込み済

償還可能優先株式 11,243 24,862 11,243 24,862 

償還不能優先株式 68,231 68,354 68,080 68,227 

資本剰余金 3,872 3,880 3,872 3,880 

83,346 97,096 83,195 96,969 

1997年において、2019年１月２日を強制償還日とする累積償還可能優先株式500,000株が発行された。た

だし、香港通貨当局による同意を条件として当行の選択により2003年１月２日以降に償還することが可能

である。この株式は、１株当たり額面価格１米ドルおよび１株当たり発行時プレミアム999米ドルから成る

１株当たり1,000米ドルの発行価格で償還可能である。1,750,000,000株の償還可能優先株式は2007年に発

行されたが、これは2017年３月29日から11月24日を強制償還日とする。ただし、香港通貨当局による同意を

条件として当行の選択により、2012年３月29日から11月24日の間に開始する日またはそれ以降の日に償還

可能である。この株式は、１株当たり１米ドルの発行価格で償還可能である。累積償還可能優先株式

250,000,000株が１株当たり額面１米ドルで2012年３月29日に償還され、累積償還可能優先株式

1,500,000,000株が１株当たり額面１米ドルで2012年11月26日に償還された。

2008年において、2023年３月29日を強制償還日とする累積償還可能優先株式400,000,000株が発行され

た。ただし、香港通貨当局の同意を条件として当行の選択により2018年３月29日以降に償還可能である。こ

の株式は、発行価格である１株当たり１米ドルで償還可能である。2009年において、2024年１月２日を強制

償還日とする累積償還可能優先株式1,050百万株が発行された。ただし、香港通貨当局の同意を条件として

当行の選択により2019年１月２日以降に償還可能である。この株式は発行価格である１株当たり１米ドル

で償還可能である。2006年に発行された累積償還可能優先株式550百万株は、2011年12月21日に発行価格で

ある１株当たり１米ドルで償還された。2012年12月31日現在の発行済の累積償還可能優先株式の合計数は

1,450.5百万株（2011年：3,200.5百万株）であった。当事業年度において累積償還可能優先株式の発行は
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なかった（2011年：ゼロ）。

非累積償還不能優先株式は額面で発行されたが、株主に対する30日前の書面による通知および香港通貨

当局の事前同意を条件として消却できる。消却において、株式の保有者は発行価格の１株当たり１米ドルお

よび消却日直前の年次配当支払日以降の期間における未払配当（当行が十分な分配可能利益を有している

ことを条件とする。）を加えて受領する権利が与えられる。2012年12月31日現在における発行済みの非累積

償還不能優先株式数は、6,653百万株（2011年：6,653百万株）であった。当事業年度中に発行された非累積

償還不能優先株式数はなかった（2011年：ゼロ）。

累積償還不能優先株式は額面で発行されたが、株主に対して30日前の書面による通知および香港通貨当

局の事前同意を条件として消却できる。消却において株式の保有者は、発行価格の１株当たり１米ドルおよ

び消却日の直前の年次配当支払日以降の期間における未払配当（当行が十分な分配可能利益を有している

ことを条件とする。）を加えて受領する権利が与えられる。2012年12月31日現在における発行済みの累積償

還不能優先株式数は、2,130百万株（2011年：2,130百万株）であった。当事業年度中に発行された累積償還

不能優先株式はなかった（2011年：ゼロ）。優先株式の保有者は、当行の株主総会における議決権を１株当

たり１票与えられる。

8.7百万株の強制転換優先株式（CCPS）はエイチエスビーシー・インベスト・ダイレクト・セキュリ

ティーズ（インディア）リミテッド（「エイチエスビーシー・インベスト・ダイレクト」）により2009年

に額面価格である１株あたり100インド・ルピーで発行された。当該株式は、書面通知により、CCPSの割当日

から１年後いつでもエイチエスビーシー・インベスト・ダイレクトの全額払い込み済みの株式に転換する

ことが可能である。転換は転換時にエイチエスビーシー・インベスト・ダイレクトの取締役会の決定によ

り額面またはプレミアムを乗せて実施される。CCPSは額面の0.001％の年次固定配当が付されている。CCPS

の割当から10年後、すべての発行済みCCPSは、転換時にエイチエスビーシー・インベスト・ダイレクトの取

締役会が決定により額面またはプレミアムを乗せて転換される。

当年度中に、エイチエスビーシー・インベスト・ダイレクトは１株当たり100インド・ルピーの

CCPS4,500,000株で構成される追加のCCPS450,000,000インド・ルピー（2011年：ゼロ）を発行した。当該

株式は、書面通知により、CCPSの割当日から３ヶ月後いつでもエイチエスビーシー・インベスト・ダイレク

トの全額払い込み済みの株式に転換することが可能である。転換は転換時にエイチエスビーシー・インベ

スト・ダイレクトの取締役会の決定により額面またはプレミアムを乗せて実施される。CCPSは額面の

0.001％の年次固定配当が付されている。CCPSの割当から６ヶ月後、すべての発行済みCCPSは、転換時にエイ

チエスビーシー・インベスト・ダイレクトの取締役会の決定により額面またはプレミアムを乗せて転換さ

れる。

2012年に、エイチエスビーシー・インベスト・ダイレクトは、CCPS2,500,000株を額面10インド・ルピー

の普通株式3,906,250株に転換したが、１株当たりのプレミアムは64インド・ルピーで合計金額は250百万

インド・ルピーであった。

38 株式資本

授権株式

2012年12月31日現在の当行の授権普通株式資本は、80,000百万香港ドル（2011年：50,000百万香港ド

ル）であり、１株2.50香港ドルの普通株式32,000百万株（2011年：20,000百万株）に区分された（2012年

11月26日における１株2.5香港ドルの新普通株式12,000百万株で区分された30,000百万香港ドルの授権普

通株式資本増加後）。2012年度中に新株11,511,335,607株が発行された（2011年：3,078,560,000株）。
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発行済および全額払込済

当行グループおよび当行

2012年 2011年

百万香港ドル

普通株式資本 58,969 30,190 

当行グループおよび当行

2012年 2012年

１株2.50香港ドルの普通株式 株式数 百万香港ドル

１月１日現在 12,076,147,294 30,190

当事業年度中に発行 11,511,335,607 28,779 

12月31日現在 23,587,482,901 58,969 

普通株式の保有者は、随時宣言される配当金を受領する権利を付与され、当行の残余資産に関する順位は

同順位となる。また、当行の株主総会における１株当たり１票の議決権が与えられる。

39 準備金

規制準備金

当行および当行の銀行子会社は、万全な監督業務を目的とした銀行規制および現地の規制要件を満たす

ための規制準備金を維持している。2012年12月31日現在、当該要件の影響は、株主に分配可能な準備金の金

額が19,426百万香港ドル（2011年12月31日：17,108百万香港ドル）に制限されることである。

利益剰余金

利益剰余金は、当行グループの当期純利益の累積で、配当金として支払われずに事業に再投資するため留

保されているものである。

不動産再評価準備金

不動産再評価準備金は、不動産の現在の公正価値と減価償却後の取得原価の差異を表している。

売却可能投資準備金

売却可能投資準備金は、売却可能投資の公正価値の正味変動のうち、損益計算書で認識されている減損以

外の累積が含まれている。

キャッシュ・フロー・ヘッジ準備金

キャッシュ・フロー・ヘッジ準備金は、ヘッジ取引に関連するキャッシュ・フロー・ヘッジ手段の公正

価値における累積正味変動の有効部分から成る。

為替準備金

為替準備金は、海外事業の財務諸表の換算および当行の海外事業への純投資をヘッジする負債の換算か

ら発生するすべての為替差額から成る。

その他準備金
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その他準備金は主に株式報酬準備金勘定およびその他の非分配可能準備金から成る。株式報酬準備金勘

定は、エイチエスビーシー・ホールディングス・ピーエルシーから当行グループの従業員に直接付与され

た株式オプションに関連する金額を計上するために使用される。

40 資産および負債の満期分析

下表は、資産および負債を期末日における残存契約期間ごとに分析したものである。

当行グループ

要求払

1ヶ月

以内

１ヶ月超

３ヶ月

以内

３ヶ月超

12ヶ月

以内

１年超

５年以内 ５年超

契約上の満

期なし

トレー

ディング

商品

非トレー

ディング

・

デリバ

ティブ 合計

百万香港ドル

2012年

資産

現金および短期資

金
332,279 360,798 252,996 165,126 － － － － － 1,111,199

他行から回収中の

項目
－ 23,079 － － － － － － － 23,079 

１ヶ月超で満期を

迎える銀行預け

金

－ － 120,034 30,470 26,231 7,976 － － － 184,711 

譲渡性預金 － 5,232 22,014 56,977 3,869 4,957 36 － － 93,085 

香港政府債務証書 176,264 － － － － － － － － 176,264 

トレーディング資

産
－ － － － － － － 419,697 － 419,697 

公正価値評価の指

定を受けた金融

資産

－ 24 557 1,040 10,720 5,080 52,058 － － 69,479 

負債証券 － 24 557 1,040 10,300 5,080 － － － 17,001

株式 － － － － － － 52,058 － － 52,058 

その他 － － － － 420 － － － － 420 

デリバティブ － － － － － － － 394,787 4,169 398,956 

顧客に対する

貸付金
138,085 255,694 250,361 433,467 651,084 630,123 (9,771) － － 2,349,043 

金融投資 － 18,871 34,623 83,593 343,059 136,023 9,873 － － 626,042 

満期保有目的負債

証券
－ 51 1,241 11,541 57,076 85,484 － － － 155,393 

売却可能負債証券 － 18,820 33,382 72,052 285,983 50,539 2,502 － － 463,278 

売却可能株式 － － － － － － 7,371 － － 7,371 

グループ会社に対

する債権額
109,567 38,664 9,378 2,912 6,476 2,297 － 6,710 － 176,004 

関連会社および合

弁事業における

持分

－ － － － － － 119,273 － － 119,273 

のれんおよび

無形資産
－ － － － － － 38,634 － － 38,634 
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有形固定資産 － － － － － － 90,179 － － 90,179 

繰延税金資産 － － － － － － 2,629 － － 2,629 

その他資産 11,063 25,272 67,768 14,087 7,825 5,869 55,169 － － 187,053 

資産合計 767,258 727,634 757,731 787,672 1,049,264 792,325 358,080821,194 4,169 6,065,327

当行グループ

要求払

1ヶ月

以内

１ヶ月超

３ヶ月

以内

３ヶ月超

12ヶ月

以内

１年超

５年以内 ５年超

契約上の満

期なし

トレー

ディング

商品

非トレー

ディング・

デリバティ

ブ 合計

百万香港ドル

2012年

負債

香港流通紙幣 176,264 － － － － － － － － 176,264

他行へ送金中の項

目
－ 35,525 － － － － － － － 35,525 

銀行からの預金 128,143 100,676 8,242 1,837 4,949 288 － － － 244,135 

顧客からの預金 2,972,206 408,438 269,579 211,488 13,055 118 － － － 3,874,884 

トレーディング負

債
－ － － － － － － 183,340 － 183,340 

公正価値評価の指

定を受けた金融

負債

141 － － 5,444 2,270 319 36,096 － － 44,270 

デリバティブ － － － － － － － 393,264 3,887 397,151 

発行済負債証券 － 5,315 3,492 20,927 40,177 4,736 － － － 74,647 

退職給付債務 － － － － － － 6,725 － － 6,725 

グループ会社に対

する債務額
31,964 11,463 1,734 12,842 445 12,058 － 27,112 － 97,618 

その他負債および

引当金
7,739 30,060 28,394 18,029 2,766 196 7,607 － － 94,791 

保険契約に基づく

負債
7,219 － － － － － 237,702 － － 244,921 

当期未払税金 258 249 268 3,029 38 － － － － 3,842 

繰延税金負債 － － － － － － 16,923 － － 16,923 

劣後債務 － － 338 － 2,875 1,299 9,355 － － 13,867 

優先株式 － － － － － 15,266 68,080 － － 83,346 

負債合計 3,323,934 591,726 312,047 273,59666,575 34,280 382,488603,716 3,887 5,592,249 

当行

要求払

1ヶ月

以内

１ヶ月超

３ヶ月

以内

３ヶ月超

12ヶ月

以内

１年超

５年以内 ５年超

契約上の満

期なし

トレーディ

ング

商品

非トレー

ディング・

デリバティ

ブ 合計

百万香港ドル

2012年

資産

現金および短期資

金
266,622168,717 189,400136,448 － － － － － 761,187
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他行から回収中の

項目
－ 17,355 － － － － － － － 17,355 

１ヶ月超で満期を

迎える銀行預け

金

－ － 45,276 13,570 20,881 473 － － － 80,200 

譲渡性預金 － 1,994 10,447 7,660 49 － － － － 20,150 

香港政府債務証書 176,264 － － － － － － － － 176,264 

トレーディング資

産
－ － － － － － － 284,573 － 284,573 

公正価値評価の指

定を受けた金融

資産

－ － － － 1,432 － － － － 1,432 

負債証券 － － － － 1,432 － － － － 1,432 

株式 － － － － － － － － － －

その他 － － － － － － － － － －

デリバティブ － － － － － － － 388,298 3,541 391,839

顧客に対する貸付

金
86,889 132,086 118,459230,952374,239345,644 (5,549) － － 1,282,720 

金融投資 － 10,051 11,789 40,131 170,746 24,115 3,485 － － 260,317 

満期保有目的負債

証券
－ － － － － － － － － －

売却可能負債証券 － 10,051 11,789 40,131 170,746 24,115 972 － － 257,804 

売却可能株式 － － － － － － 2,513 － － 2,513 

グループ会社に対

する債権額
104,502 124,519 27,852 13,258 15,882 22,461 － 13,126 － 321,600 

子会社への投資 － － － － － － 58,819 － － 58,819 

関連会社および合

弁事業における

持分

－ － － － － － 40,919 － － 40,919 

のれんおよび無形

資産
－ － － － － － 4,765 － － 4,765 

有形固定資産 － － － － － － 53,852 － － 53,852

繰延税金資産 － － － － － － 1,333 － － 1,333 

その他資産 2,418 16,314 60,228 4,501 5,798 622 53,599 － － 143,480

資産合計 636,695 471,036 463,451 446,520 589,027 393,315 211,223 685,997 3,541 3,900,805 

当行

要求払

1ヶ月

以内

１ヶ月超

３ヶ月

以内

３ヶ月超

12ヶ月

以内

１年超

５年以内 ５年超

契約上の満

期なし

トレーディ

ング

商品

非トレー

ディング・

デリバティ

ブ 合計

百万香港ドル

2012年

負債

香港流通紙幣 176,264 － － － － － － － － 176,264

他行へ送金中の項目 － 25,766 － － － － － － － 25,766 

銀行からの預金 104,029 89,398 5,667 1,734 3,404 288 － － － 204,520 

顧客からの預金 1,990,707 220,659 97,552 101,963 6,469 50 － － － 2,417,400 

トレーディング負債 － － － － － － － 82,146 － 82,146 
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公正価値評価の指定

を受けた金融負債
－ － － 5,444 2,270 － 17 － － 7,731 

デリバティブ － － － － － － － 390,282 1,802 392,084 

発行済負債証券 － 4,855 3,347 7,537 22,763 1,904 － － － 40,406 

退職給付債務 － － － － － － 3,710 － － 3,710

グループ会社に対す

る債務額
61,21133,803 9,600 13,157 439 12,058 － 18,969 － 149,237 

その他負債および引

当金
3,367 20,747 20,281 7,530 2,151 97 4,714 － － 58,887 

当期未払税金 255 － 255 1,790 48 － － － － 2,348 

繰延税金負債 － － － － － － 6,194 － － 6,194 

劣後債務 － － － － － － 9,355 － － 9,355 

優先株式 － － － － － 15,115 68,080 － － 83,195 

負債合計 2,335,833 395,228136,702 139,155 37,544 29,512 92,070 491,397 1,802 3,659,243 

当行グループ

要求払

1ヶ月

以内

１ヶ月超

３ヶ月

以内

３ヶ月超

12ヶ月

以内

１年超

５年以内 ５年超

契約上の

満期なし

トレー

ディング

商品

非ト

レー

ディン

グ・

デリバ

ティブ 合計

百万香港ドル

2011年

資産

現金および短期

資金
311,907 311,104 189,622 107,273 － － － － － 919,906 

他行から回収中

の項目
－ 34,546 － － － － － － － 34,546 

１ヶ月超で満期

を迎える銀

行預け金

－ － 143,663 29,835 17,917 6,872 － － － 198,287 

譲渡性預金 － 13,008 18,542 47,138 5,559 4,399 45 － － 88,691 

香港政府債務証

書
162,524 － － － － － － － － 162,524 

トレーディング

資産
－ － － － － － － 447,968 － 447,968 

公正価値評価の

指定を受け

た金融資産

－ 332 1,145 1,684 10,389 3,822 40,298 － － 57,670 

負債証券 － 332 1,145 1,684 9,749 3,822 30 － － 16,762 

株式 － － － － － － 40,268 － － 40,268 

その他 － － － － 640 － － － － 640 

デリバティブ － － － － － － － 376,636 660 377,296 

顧客に対する貸

付金
124,518 233,188 239,508 358,702 644,001 542,255 (11,301) － － 2,130,871 

金融投資 － 43,713 73,793 197,476 254,224 106,331 46,896 － － 722,433 

満期保有目的負

債証券
－ 873 2,223 5,452 53,873 72,299 － － － 134,720 

売却可能負債証

券
－ 42,840 71,570 192,024 200,351 34,032 1,719 － － 542,536 
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売却可能株式 － － － － － － 45,177 － － 45,177 

グループ会社に

対する債権

額

47,688 71,033 5,138 7,621 6,722 3,407 － 11,121 － 152,730 

関連会社および

合弁事業に

おける持分

－ － － － － － 91,785 － － 91,785 

のれんおよび無

形資産
－ － － － － － 34,839 － － 34,839 

有形固定資産 － － － － － － 85,294 － － 85,294 

繰延税金資産 － － － － － － 2,325 － － 2,325 

その他資産 12,288 20,434 15,898 22,152 4,034 8,817 16,692 － － 100,315 

資産合計 658,925 727,358 687,309 771,881 942,846 675,903 306,873 835,725 660 5,607,480 

当行グループ

要求払

1ヶ月

以内

１ヶ月超

３ヶ月

以内

３ヶ月超

12ヶ月

以内

１年超

５年以内 ５年超

契約上の

満期なし

トレー

ディング

商品

非トレー

ディング

・

デリバ

ティブ 合計

百万香港ドル

2011年

負債

香港流通紙幣 162,524 － － － － － － － － 162,524 

他行へ送金中の

項目
－ 47,163 － － － － － － － 47,163 

銀行からの預金 107,668 92,898 18,399 2,565 821 231 － － － 222,582 

顧客からの預金 2,626,096 453,716 307,705 162,600 14,761 123 － － － 3,565,001 

トレーディング

負債
－ － － － － － － 171,431 － 171,431 

公正価値評価の

指定を受けた

金融負債

237 － － － 5,796 360 33,999 － － 40,392 

デリバティブ － － － － － － － 379,989 3,263 383,252 

発行済負債証券 1,433 6,161 15,207 8,444 42,221 4,006 － － － 77,472 

退職給付債務 － － － － － － 8,097 － － 8,097 

グループ会社に

対する債務額
18,783 26,259 6,737 9,154 140 9,675 － 37,675 － 108,423 

その他負債およ

び

引当金

8,259 25,653 28,003 38,293 3,257 176 4,673 － － 108,314 

保険契約に基づ

く負債
953 － － － － － 208,485 － － 209,438 

当期未払税金 314 450 352 3,000 10 － － － － 4,126 

繰延税金負債 － － － － － － 14,712 － － 14,712 

劣後債務 － － － 2,328 1,912 2,488 9,386 － － 16,114 

優先株式 － － － － － 28,742 68,354 － － 97,096 

負債合計 2,926,267 652,300 376,403 226,384 68,918 45,801 347,706 589,095 3,263 5,236,137 

当行
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要求払

1ヶ月

以内

１ヶ月超

３ヶ月

以内

３ヶ月超

12ヶ月

以内

１年超

５年以内 ５年超

契約上の

満期なし

トレー

ディング

商品

非ト

レー

ディン

グ・

デリバ

ティブ 合計

百万香港ドル

2011年

資産

現金および短期

資金
214,248 151,511 176,113 70,393 － － － － － 612,265 

他行から回収中

の項目
－ 29,821 － － － － － － － 29,821 

１ヶ月超で満期

を迎える銀

行預け金

－ － 84,073 9,024 15,283 493 － － － 108,873 

譲渡性預金 － 5,987 6,467 9,943 1,584 － 6 － － 23,987 

香港政府債務証

書
162,524 － － － － － － － － 162,524 

トレーディング

資産
－ － － － － － － 317,321 － 317,321 

公正価値評価の

指定を受け

た金融資産

－ － 728 172 1,383 － － － － 2,283 

負債証券 － － 728 172 1,383 － － － － 2,283 

株式 － － － － － － － － － －

その他 － － － － － － － － － －

デリバティブ － － － － － － － 370,361 317 370,678 

顧客に対する貸

付金
77,229 120,632 122,399 182,890 375,521 305,645 (7,714) － － 1,176,602 

金融投資 － 27,138 45,761 118,641 115,164 17,719 37,884 － － 362,307 

満期保有目的負

債証券
－ － － － － － － － － －

売却可能負債証

券
－ 27,138 45,761 118,641 115,164 17,719 713 － － 325,136 

売却可能株式 － － － － － － 37,171 － － 37,171 

グループ会社に

対する債権

額

63,048 96,765 20,340 19,943 13,375 20,075 － 14,455 － 248,001 

子会社への投資 － － － － － － 57,724 － － 57,724 

関連会社および

合弁事業に

おける持分

－ － － － － － 28,139 － － 28,139 

のれんおよび無

形資産
－ － － － － － 4,831 － － 4,831 

有形固定資産 － － － － － － 51,876 － － 51,876 

繰延税金資産 － － － － － － 1,098 － － 1,098 

その他資産 2,822 11,478 9,417 14,752 3,162 428 14,952 － － 57,011 

資産合計 519,871 443,332 465,298 425,758 525,472 344,360 188,796 702,137 317 3,615,341 

当行
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要求払

1ヶ月

以内

１ヶ月超

３ヶ月

以内

３ヶ月超

12ヶ月

以内

１年超

５年以内 ５年超

契約上の

満期なし

トレー

ディング

商品

非トレー

ディング

・

デリバ

ティブ 合計

百万香港ドル

2011年

負債

香港流通紙幣 162,524 － － － － － － － － 162,524 

他行へ送金中の

項目
－ 38,577 － － － － － － － 38,577 

銀行からの預金 67,552 72,539 15,677 1,926 821 231 － － － 158,746 

顧客からの預金 1,733,694 280,554 128,032 66,418 11,311 63 － － － 2,220,072 

トレーディング

負債
－ － － － － － － 78,959 － 78,959 

公正価値評価の

指定を受けた

金融負債

－ － － － 5,796 101 13 － － 5,910 

デリバティブ － － － － － － － 375,712 1,453 377,165 

発行済負債証券 1,433 4,378 14,169 3,293 21,294 1,793 － － － 46,360 

退職給付債務 － － － － － － 4,150 － － 4,150 

グループ会社に

対する債務額
32,892 53,074 13,494 9,661 422 10,105 － 33,258 － 152,906 

その他負債およ

び

引当金

4,121 12,954 18,936 30,372 2,479 103 2,620 － － 71,585 

当期未払税金 307 7 275 2,155 4 － － － － 2,748 

繰延税金負債 － － － － － － 5,884 － － 5,884 

劣後債務 － － － － － － 9,386 － － 9,386 

優先株式 － － － － － 28,742 68,227 － － 96,969 

負債合計 2,002,523 462,083 190,583 113,825 42,127 41,138 90,280 487,929 1,453 3,431,941 

41 金融負債で支払われるキャッシュ・フローの残存契約期間別分析

当行グループ

要求払 ３ヶ月以内

３ヶ月超

12ヶ月以内

１年超

５年以内 ５年超 合計

百万香港ドル

2012年12月31日現在

香港流通紙幣 176,264 － － － － 176,264

他行へ送金中の項目 － 35,525 － － － 35,525

銀行からの預金 128,158 109,010 1,863 4,993 326 244,350

顧客からの預金 2,972,878 680,668 215,788 14,444 204 3,883,982

トレーディング負債 183,340 － － － － 183,340

公正価値の指定を受けた

金融負債
141 120 5,525 2,338 36,482 44,606

デリバティブ 393,498 186 707 2,622 (13) 397,000

発行済負債証券 － 9,283 21,817 43,080 5,624 79,804
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グループ会社に対する債務額 59,786 13,195 12,853 470 11,996 98,300

その他金融負債 7,322 49,764 15,123 2,422 120 74,751

劣後債務 － 475 400 4,919 14,275 20,069

優先株式 － 950 1,317 9,068 104,973 116,308

3,921,387 899,176 275,393 84,356 173,987 5,354,299

貸付契約 1,184,203 380,861 26,529 12,554 － 1,604,147

金融保証契約および信用リスク関

連

保証契約

59,065 － － － － 59,065

5,164,655 1,280,037 301,922 96,910 173,987 7,017,511

2011年12月31日現在

香港流通紙幣 162,524 － － － － 162,524

他行へ送金中の項目 － 47,163 － － － 47,163

銀行からの預金 107,693 111,446 2,595 882 265 222,881

顧客からの預金 2,626,340 766,222 167,859 16,729 211 3,577,361

トレーディング負債 171,431 － － － － 171,431

公正価値評価の指定を受けた金融

負債
244 114 138 6,006 34,362 40,864

デリバティブ 380,205 205 765 2,065 94 383,334

発行済負債証券 1,433 21,703 9,260 44,378 5,197 81,971

グループ会社に対する債務 56,459 33,025 9,195 165 9,706 108,550

その他金融負債 7,641 48,661 37,000 2,791 118 96,211

劣後債務 － 189 2,724 3,996 16,089 22,998

優先株式 － 874 1,413 9,148 117,189 128,624

3,513,970 1,029,602 230,949 86,160 183,231 5,043,912

貸付契約 1,101,283 327,017 31,249 13,080 9 1,472,638

金融保証契約および信用リスク関

連

保証契約

48,432 － － － － 48,432

4,663,685 1,356,619 262,198 99,240 183,240 6,564,982

当行

要求払 ３ヶ月以内

３ヶ月超

12ヶ月以内

１年超

５年以内 ５年超 合計

百万香港ドル

2012年12月31日現在

香港流通紙幣 176,264 － － － － 176,264

他行へ送金中の項目 － 25,766 － － － 25,766

銀行からの預金 104,037 95,133 1,757 3,447 326 204,700

顧客からの預金 1,990,783 318,830 103,564 7,095 121 2,420,393

トレーディング負債 82,147 － － － － 82,147

EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

187/961



公正価値の指定を受けた金融負債 － 116 5,513 2,270 － 7,899

デリバティブ 390,424 76 515 1,373 (54) 392,334

発行済負債証券 － 8,428 8,022 24,677 2,194 43,321

グループ会社に対する債務額 81,128 43,395 13,164 462 12,115 150,264

その他金融負債 3,220 34,111 6,883 2,007 66 46,287

劣後債務 － 82 246 1,310 12,577 14,215

優先株式 － 950 1,317 9,068 104,823 116,158

2,828,003 526,887 140,981 51,709 132,168 3,679,748

貸付契約 727,721 289,784 7,467 9,065 － 1,034,037

金融保証契約および信用リスク関

連

保証契約

32,317 － － － － 32,317

3,588,041 816,671 148,448 60,774 132,168 4,746,102

2011年12月31日現在

香港流通紙幣 162,524 － － － － 162,524

他行へ送金中の項目 － 38,577 － － － 38,577

銀行からの預金 67,552 88,366 1,955 882 265 159,020

顧客からの預金 1,733,781 409,918 68,089 12,387 126 2,224,301

トレーディング負債 78,959 － － － － 78,959

公正価値評価の指定を受けた金融

負債
－ 114 138 6,006 117 6,375

デリバティブ 375,832 67 428 843 38 377,208

発行済負債証券 1,433 18,661 3,559 21,706 1,974 47,333

グループ会社に対する債務 66,152 66,577 9,690 447 10,161 153,027

その他金融負債 3,840 28,844 29,789 2,206 74 64,753

劣後債務 － 121 207 1,313 12,604 14,245

優先株式 － 874 1,413 9,148 117,062 128,497

2,490,073 652,119 115,268 54,938 142,421 3,454,819

貸付契約 675,165 234,915 11,650 8,713 6 930,449

金融保証契約および信用リスク関

連

保証契約

25,448 － － － － 25,448

3,190,686 887,034 126,918 63,651 142,427 4,410,716

上表には（トレーディング負債およびトレーディング・デリバティブを除き）元本および将来の利払い

に関するすべてのキャッシュ・フローが割引前で組み込まれているため、上表の残高は連結貸借対照表に

おける残高と直接的には一致しない。また、貸付契約および金融保証契約は、一般的に貸借対照表に認識さ

れていない。トレーディング負債およびトレーディング・デリバティブは、通常短期の保有であることか

ら、契約上の満期によって分類されるのではなく「要求払」の満期区分に含められている。ヘッジ手段であ

るデリバティブ負債で支払われる割引前キャッシュ・フローは契約上の満期に基づいて分類されている。

貸付契約および金融保証契約に基づいて支払われる可能性がある割引前キャッシュ・フローは、最も早い
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実行可能日を基準として分類されている。

顧客からの預金に関して支払われるキャッシュ・フローは、主として契約上、要求払いまたは通知払であ

る。実務上、短期預金残高は収支がほぼ一致しているため安定しており、貸付契約および保証契約の大部分

は未実行のまま失効する。当行グループの流動性リスク管理の対応は注記52に記載されている。

次へ 
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42 営業活動から生じた/（に使用した）資金への営業利益の調整

2012年 2011年

百万香港ドル 百万香港ドル

営業利益 89,919 76,287 

正味受取利息 (82,419) (75,672)

配当金 (522) (729)

減価償却および償却 5,738 5,638 

前払オペレーティング・リース料の償却 18 18 

貸付金の減損およびその他の信用リスク引当金 3,578 3,059 

貸付金の回収控除後の貸倒損失 (4,924) (4,138)

負債および費用に係るその他引当金 1,358 723 

引当金使用 (1,362) (276)

不動産再評価により生じた剰余金 (2) (8)

投資不動産における利益 (834) (1,033)

有形固定資産および売却目的資産の処分による（利益）/損失 (30) 3 

子会社、関連会社、および事業ポートフォリオの処分による（利

益）/損失
(5,247) 9 

関連会社および合弁企業における持分の減損 395 ―

金融投資による純収益 (2,634) (128)

株式報酬の無償での付与 1,751 2,274 

有効な保険契約の現在価値の変動 (4,432) (5,524)

受取利息 101,158 90,790 

支払利息 (29,909) (27,458)

運転資本変動前営業利益 71,600 63,835 

短期国債（当初の満期が３ヶ月超）の変動 (107,676) (56,042)

１ヶ月超で満期を迎える銀行預け金の変動 13,576 (48,730)

譲渡性預金（当初の満期が３ヶ月超）の変動 (11,498) (15,773)

トレーディング資産の変動 (29,901) (39,833)

トレーディング負債の変動 13,212 19,897 

公正価値評価の指定を受けた金融資産の変動 (12,101) (3,066)

公正価値評価の指定を受けた金融負債の変動 3,878 65 

デリバティブ資産の変動 (21,677) (74,674)

デリバティブ負債の変動 13,958 73,414 

長期保険契約準備金に対応する金融投資の変動 (27,345) (19,813)

顧客に対する貸付金の変動 (224,461) (243,760)

グループ会社に対する債権額の変動 (23,275) (15,097)

その他資産の変動 (57,677) (49,408)

銀行からの預金の変動 21,553 54,755 
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顧客からの預金の変動 328,713 251,757 

グループ会社に対する債務額の変動 (12,944) 22,043 

発行済負債証券の変動 (2,503) 18,189 

保険契約に基づく負債の変動 38,390 31,468 

その他負債の変動 3,723 47,405 

為替調整 1,804 (49)

営業活動から生じた/（に使用した）資金 (20,651) 16,583 

43 現金および現金同等物の分析

a　当事業年度中の現金および現金同等物の変動

2012年 2011年

百万香港ドル 百万香港ドル

１月１日残高 688,673 618,199 

為替変動の影響前純資金収入 19,859 70,898 

為替変動の影響 (1,346) (424)

12月31日残高 707,186 688,673 

b　連結貸借対照表における現金および現金同等物の残高分析

2012年 2011年

百万香港ドル 百万香港ドル

手元現金および中央銀行に対する一覧預け金 214,104 110,107 

他行から回収中の項目 23,079 34,546 

銀行預け金 384,385 481,842 

短期国債 114,937 96,443 

譲渡性預金 4,141 11,421 

その他適格手形 2,065 1,477 

控除：他行へ送金中の項目 (35,525) (47,163)

707,186 688,673 

c　子会社および事業の処分

2012年

銀行事業 保険事業 その他 合計

百万香港ドル

資産

顧客に対する貸付金 7,638 1 84 7,723

その他資産 78 3,157 5 3,240
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関連会社および合弁事業における持

分
― ― 1,295 1,295

現金および現金同等物を除く資産合

計
7,716 3,158 1,384 12,258

負債
 

顧客預金 18,830 ― ― 18,830

その他負債 1,787 332 41 2,160

保険契約に基づく負債 ― 3,487 ― 3,487

負債合計 20,617 3,819 41 24,477

処分日における現金および現金同等

物を除いた純資産/（負債）合計
(12,901) (661) 1,343 (12,219)

売却費用を含む処分益 1,318 1,239 2,690 5,247

加算：売却費用 69 77 18 164

売却価格 (11,514) 655 4,051 (6,808)

売却価格の受払内訳

受領した/（支払った）現金および

現金同等物
(11,477) 723 4,018 (6,736)

売却した現金および現金同等物 ― (120) ― (120)

2012年12月31日までに受領した/

（支払った）現金対価
(11,477) 603 4,018 (6,856)

2012年12月31日現在の未収/（未

払）現金
 (37) 52 33 48

現金対価合計 (11,514) 655 4,051 (6,808)

44 偶発債務および契約債務

a　オフバランスシートの偶発債務および契約債務

当行グループ 当行

2012年 2011年 2012年 2011年

百万香港ドル 百万香港ドル

偶発債務および金融保証契約

保証および担保として供された取

消不能信用状
225,483 192,428 153,546 128,827 

その他偶発債務 345 359 295 454 

225,828 192,787 153,841 129,281 

契約債務
 

信用状および短期貿易関連取引 39,902 44,524 32,707 33,233 

将来購入資産および将来実行預金 3,000 2,524 8 255 

未実行の公式スタンドバイ契約、信

用枠およびその他の貸付契約債

務
  

1,561,277 1,425,590 1,001,322 896,961 
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1,604,179 1,472,638 1,034,037 930,449 

上表は、オフバランスシート取引の額面元本、その他の偶発債務に関する金額および金融保証契約に関す

る額面元本を開示している。偶発債務および契約債務は、主に信用関連商品であり、これには非金融保証な

らびに信用供与を含む。契約額は、顧客の債務不履行時において契約がすべて実行された場合のリスク金額

を表している。保証および契約債務の大部分が未実行のまま失効すると予想されるため、契約額の合計は将

来必要となる流動性の金額を表すものではない。

b　保証（金融保証契約を含む）

当グループは第三者顧客およびその他のグループ会社のために保証および同様の取引を提供している。

これらの保証は一般的に当行の通常の銀行業務において提供されている。提供された主な保証の種類、およ

び当行グループが将来要求される可能性のある潜在的支払の最大額は以下のとおりである。

当行グループ 当行

2012年 2011年 2012年 2011年

百万香港ドル 百万香港ドル

第三者のための保証

金融保証契約
 1 34,735 26,694 18,896 12,904 

金融保証契約であるスタンドバイ信用状
2 20,620 19,684 9,527 10,294 

その他直接信用補完
3 42,551 38,211 33,719 32,311 

履行保証
4 64,220 54,429 46,674 39,289 

入札保証
4 2,752 2,169 1,615 1,602 

特定の取引に関連するスタンドバイ信用

状
4 20,608 12,169 16,007 7,630 

その他の取引関連保証
4 29,773 31,892 15,438 17,678 

215,259 185,248 141,876 121,708 

その他のエイチエスビーシー・グループ

企業のための保証
10,224 7,180 11,670 7,119 

225,483 192,428 153,546 128,827 

1 金融保証契約は、負債商品の当初または変更後の契約条件に基づいて特定の債務者が支払期日到来時に約定返済

を行わなかったことにより発生する保有者の損失を弁済するために、発行者に所定の金額の支払を要求する契約

である。上表の金額は名目元本金額である。

2 金融保証契約であるスタンドバイ信用状は、顧客が期限の到来した支払いを行わなかった場合に当行グループに

第三者への支払義務が生じる取消不能債務である。

3 その他直接信用補完には、発行者が船荷の所有権を留保するという条件なしに発行された特定の取引に関連する

再保険信用状および貿易関連信用状が含まれる。

4 履行保証、入札保証、スタンドバイ信用状およびその他の取引関連保証は、関連する顧客の信用状態に関連しない

将来事象の結果により当行グループに支払義務が発生する取引である。

上表に開示された金額は、多数の個別保証約定に基づく当行グループの支払債務の最大エクスポー

ジャーを反映している。保証から生じるリスクおよびエクスポージャーは、エイチエスビーシーの総合的な

信用リスク管理方針および手続きに従って把握され管理されている。保証は毎年エイチエスビーシーによ

る信用レビューを受けている。
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45 負債の担保として供された資産および資産の担保として受け入れた担保

当行グループ 当行

2012年 2011年 2012年 2011年

百万香港ドル 百万香港ドル

負債の担保として供された資産

負債の担保として供された金融資産
１ 91,466 117,963 78,813 74,594

金融資産によって担保された負債 85,789 112,721 73,309 70,013

資産の担保として受け入れた担保

債務不履行がなくても売却または再

担保が認められている受入担保の公

正価値
2

202,321 120,319 179,350 88,197

実際に売却または再担保された担保

の公正価値
27,245 14,504 11,838 5,980

1 金融資産は、短期国債、負債証券、株式および預金が含まれる。

2 これらの取引は、一般の証券借入業務および売戻契約に対する通常の取引条件に基づいて行われている。当行グ

ループには同等の有価証券の返還義務がある。

46 資本的支出契約

当行グループ 当行

2012年 2011年 2012年 2011年

百万香港ドル 百万香港ドル

契約済の支出 4,231 3,511 2,446 3,355

取締役に承認されたが未契約の支出 8 6 3 2

4,239 3,517 2,449 3,357

資本的支出契約は主に土地建物および設備を購入する契約債務に関連している。

47 リース契約

当行グループは、オペレーティング・リースにより特定の不動産および設備をリースしている。リース期

間は通常１年から10年にわたり、更新オプションが含まれることがある。支払リース料は通常、賃貸料市場

を反映するために毎年調整される。偶発賃貸料が含まれるリースはない。解約不能オペレーティング・リー

スにおける将来の最低支払リース料は以下のとおりである。

当行グループ 当行

2012年 2011年 2012年 2011年

百万香港ドル 百万香港ドル

土地建物

以下の期間に支払われる金額

－１年以内 2,841 3,734 1,325 1,414 

－１年超５年以内 4,597 4,603 2,213 2,385 

－５年超 821 1,103 510 761 

8,259 9,440 4,048 4,560 

設備

以下の期間に支払われる金額
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－１年以内 92 71 6 6 

－１年超５年以内 78 100 10 9 

170 171 16 15 

48 セグメント分析

当行グループの事業セグメントは、香港、その他のアジア太平洋地域、という２つの地域で構成されてい

る。当行グループの性質により、最高意思決定者は、地域別およびグローバル事業別など多くの基準のもと

で、定期的に事業活動のレビューを行う。最高意思決定者は多くの基準のもとで情報のレビューを行うが、

資本の配分および業績評価は主に地域別で行われており、またセグメント分析はこの基準で表示されてい

る。さらに、各地域の経済状況は、その地域での異なる種類にわたる事業活動の業績決定に多大な影響をあ

たえる。したがって、地域基準によるセグメント業績は、業績を理解するための最も意味のある情報を提供

する。

地理情報は、子会社の主要事業の所在地ごと、または当行については、業績報告または資金提供に責任を

有する支店の所在地ごとに分類されている。

資源配分および事業セグメントの業績評価の意思決定のために当行グループの最高意思決定者に提供さ

れている情報は、HKFRSに準拠して測定される。当行グループ構成の性質により、以下で表示される利益分析

には、地域間にわたるセグメント内項目が含まれており、別個の欄で消去が表示されている。そのような取

引は、独立企業間基準で行われる。分担費用は、実際に行われた振替に基づいて各事業セグメントに計上さ

れる。

商品およびサービス

当行グループは、２つの地域において広範囲のバンキング・サービスおよび関連する金融サービスを顧

客に提供している。顧客に提供される商品およびサービスはグローバル・ビジネス別に編成されている。

・リテール・バンキングおよびウェルス・マネジメントは、個人向けバンキング、貸付および資産管理に

関する個人顧客のニーズを満たすために幅広い商品およびサービスを提供している。商品には通常、当

座預金および普通預金口座、抵当貸付および個人向けローン、クレジット・カード、デビットカード、保

険、グローバル資産管理サービス、ウェルス・マネジメント、ならびに地域および国際支払サービスが

含まれる。

・コマーシャル・バンキングの商品提供には、融資サービス、ペイメント・アンド・キャッシュ・マネジ

メント、国際貿易金融、米国債市場および資本市場、コマーシャルカード、保険、ならびにオンラインお

よびダイレクト・バンキング・サービスの提供が含まれる。

・グローバル・バンキング・アンド・マーケッツは、世界中の主要な政府顧客、法人および機関顧客なら

びに個人投資家に合わせた金融ソリューションを提供している。顧客を中心とした事業内容により、融

資、アドバイザリーおよび証券取引サービス、信用、金利、外国為替、金融市場および有価証券業務にお

けるサービスを提供するマーケッツ・ビジネスならびに自己資金投資業務を含む、あらゆるバンキン

グ機能を果たしている。

・グローバル・プライベート・バンキングは、富裕層の個人のニーズに対応するための様々な銀行、投資

および資産管理サービスを提供している。

資産合計

2012年 2011年
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百万香港ドル ％ 百万香港ドル ％

香港 3,944,090 65.0 3,594,991 64.1

その他のアジア太平洋地域 2,639,425 43.5 2,429,228 43.3 

地域内 (518,188) (8.5) (416,739) (7.4)

6,065,327 100.0 5,607,480 100.0 

負債合計

2012年 2011年

百万香港ドル ％ 百万香港ドル ％

香港 3,736,637 66.8 3,436,629 65.6 

その他のアジア太平洋地域 2,373,800 42.4 2,216,247 42.3 

地域内 (518,188) (9.2) (416,739) (7.9)

5,592,249 100.0 5,236,137 100.0 

関連会社および合弁事業における持分

2012年 2011年

百万香港ドル ％ 百万香港ドル ％

香港 1,739 1.5 1,525 1.7 

その他のアジア太平洋地域 117,534 98.5 90,260 98.3 

119,273 100.0 91,785 100.0 

信用枠（契約額）

2012年 2011年

百万香港ドル ％ 百万香港ドル ％

香港 868,161 47.4 769,088 46.2 

その他のアジア太平洋地域 961,846 52.6 896,337 53.8 

1,830,007 100.0 1,665,425 100.0 

当事業年度に取得した有形固定資産、のれんおよび無形資産

2012年 2011年

百万香港ドル ％ 百万香港ドル ％

香港 1,018 51.2 1,740 59.9

その他のアジア太平洋地域 972 48.8 1,167 40.1

1,990 100.0 2,907 100.0

連結損益計算書

香港
その他アジア

・太平洋地域

セグメント間

消去
合計

百万香港ドル

EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

196/961



2012年

受取利息 47,577 71,566 (3,632)115,511 

支払利息 (7,422) (29,295) 3,625 (33,092)

正味受取利息 40,155 42,271 (7) 82,419 

受取手数料 28,770 19,126 (1,675) 46,221 

支払手数料 (4,100) (3,906) 1,675 (6,331)

トレーディング純収益 9,892 9,315 7 19,214 

公正価値評価の指定を受けた金融商

品からの純収益
3,799 814 － 4,613

金融投資による純収益 2,510 124 － 2,634 

配当金 489 33 － 522 

正味保険料収入 46,304 6,317 － 52,621 

その他営業収益 14,991 4,632 (4,286) 15,337 

営業収益合計 142,810 78,726 (4,286)217,250 

正味発生保険金および保険契約準備

金の変動
(49,401) (5,582) － (54,983)

正味営業収益（貸倒損失およびその

他の信用リスク引当金控除前）
93,409 73,144 (4,286) 162,267

貸倒損失およびその他の信用リスク

引当金
(603) (2,975) － (3,578)

正味営業収益 92,806 70,169 (4,286)158,689 

営業費用 (36,947) (36,109) 4,286 (68,770)

営業利益 55,859 34,060 － 89,919 

関連会社および合弁事業における

利益持分
640 18,170 － 18,810

税引前当期純利益 56,499 52,230 － 108,729

法人税費用 (8,051) (9,959) － (18,010)

当期純利益 48,448 42,271 － 90,719 

株主に帰属する利益 43,113 39,895 － 83,008 

非支配持分に帰属する利益 5,335 2,376 － 7,711 

正味営業収益

－外部 84,627 72,218 － 156,845

－会社間/セグメント間 8,179 (2,049) (4,286) 1,844 

営業費用に含まれる減価償却費およ

び

償却費

(4,187) (1,551) － (5,738)

事業再構築費用 (176) (990) － (1,166)
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香港
その他アジア・

太平洋地域

セグメント間

消去
合計

百万香港ドル

2011年

受取利息 42,309 68,706 (3,557) 107,458 

支払利息 (7,035) (28,310) 3,559 (31,786)

正味受取利息 35,274 40,396 2 75,672 

受取手数料 27,022 19,315 (1,171) 45,166 

支払手数料 (4,162) (3,880) 1,171 (6,871)

トレーディング純収益 7,691 12,510 (2) 20,199 

公正価値評価の指定を受けた金融商

品からの純費用
(4,230) (293) － (4,523)

金融投資による純収益 310 (182) － 128 

配当金 723 6 － 729 

正味保険料収入 39,738 5,932 － 45,670 

その他営業収益 13,229 2,674 (4,514) 11,389 

営業収益合計 115,595 76,478 (4,514) 187,559 

正味発生保険金および保険契約準備

金の変動
(35,778) (4,611) － (40,389)

正味営業収益（貸倒損失およびその

他の信用リスク引当金控除前）
79,817 71,867 (4,514) 147,170 

貸倒損失およびその他の信用リスク

引当金
(938) (2,121) － (3,059)

正味営業収益 78,879 69,746 (4,514) 144,111 

営業費用 (36,106) (36,232) 4,514 (67,824)

営業利益 42,773 33,514 － 76,287 

関連会社および合弁事業における

利益持分
424 14,659 － 15,083 

税引前当期純利益 43,197 48,173 － 91,370 

法人税費用 (7,703) (9,763) － (17,466)

当期純利益 35,494 38,410 － 73,904 

株主に帰属する利益 31,165 36,426 － 67,591 

非支配持分に帰属する利益 4,329 1,984 － 6,313 

正味営業収益

－外部 70,903 71,088 － 141,991 
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－会社間/セグメント間 7,976 (1,342) (4,514) 2,120 

営業費用に含まれる減価償却費およ

び

償却費

(4,047) (1,591) － (5,638)

事業再構築費用 (520) (344) － (864)

グローバル事業別の正味営業収益

リテール・

バンキング

およびウェ

ルス・マネ

ジメント

コマーシャ

ル・バンキ

ング

グローバル

・バンキン

グ・アンド

・マーケッ

ツ

グローバル

・プライ

ベート・バ

ンキング その他

セグメント

間 合計

百万香港ドル

2012年12月31日に終了し

た

事業年度

外部 51,777 37,800 64,408 401 2,459 － 156,845

会社間/セグメント間 12,636 638 (11,061) 336 5,993 (6,698) 1,844

2011年12月31日に終了し

た

事業年度

外部 48,615 31,821 61,508 (196) 243 － 141,991 

会社間/セグメント間 10,904 1,984 (10,824) 597 6,334 (6,875) 2,120 

国別の情報

外部正味営業収益
 1

非流動資産
 2

2012年 2011年 2012年 2011年

百万香港ドル 百万香港ドル

香港 84,627 70,903 82,780 91,177

中国本土 10,941 11,952 121,854 91,687

オーストラリア 6,952 7,115 1,544 1,629

インド 8,771 9,684 2,362 2,342

インドネシア 5,069 4,715 5,001 5,349

マレーシア 7,547 7,232 1,109 1,033

シンガポール 8,876 8,028 1,589 1,256

台湾 3,795 3,717 2,487 2,564

ベトナム 1,424 1,606 1,401 2,742

その他の国 18,843 17,039 3,534 5,151

合計 156,845 141,991 223,661 204,930

1 正味外部営業収益は子会社または支店の主要事業の所在地を基にした国に帰属している。

2 非流動資産は、有形固定資産、のれん、その他無形資産、関連会社および合弁事業における持分ならびに報告日後12ヶ

月超で回収予定の特定のその他資産で構成されている。

49 関係会社取引

EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

199/961



a　直接および最終持株会社

当行グループは、エイチエスビーシー・アジア・ホールディングス・ビー・ヴィに100％保有されてい

る。エイチエスビーシー・アジア・ホールディングス・ビー・ヴィは、エイチエスビーシー・ホールディン

グス・ビー・ヴィが100％保有するエイチエスビーシー・アジア・ホールディングス（英国）リミテッド

に100％保有されている。エイチエスビーシー・ホールディングス・ビー・ヴィは、エイチエスビーシー・

ホールディングス・ピーエルシー（イングランドにて設立）が100％保有するエイチエスビーシー・ファ

イナンス（オランダ）に100％保有されている。

当行グループの関連当事者には、親会社、兄弟会社、関連会社、合弁事業、当行グループ従業員のための退

職給付制度、主な経営陣、主な経営陣の近親者および主な経営陣またはその近親者によって支配または共同

支配されている会社が含まれる。

直接持株会社との取引には、優先株式の償還および優先株式の利払いが含まれる。2012年12月31日現在に

おいて、当行は83,195百万香港ドル（2011年：96,969百万香港ドル）の優先株式を直接持株会社に発行し

ている。これらは、貸借対照表の負債に分類されている。

最終持株会社との取引には劣後債務の発行および劣後債務の利払いが含まれる。2012年12月31日現在、当

行は11,905百万香港ドル（2011年：9,599百万香港ドル）の劣後債務を最終持株会社に発行している。これ

らは、貸借対照表の負債に分類されている。

当事業年度の損益

直接持株会社 最終持株会社

2012年 2011年 2012年 2011年

百万香港ドル 百万香港ドル

支払利息
1 2,386 2,337 277 172

その他営業収益 － － 243 150

その他営業費用 19 30 1,394 1,584

1 直接持株会社に支払われた支払利息は、優先株式の利息を表している。最終持株会社に支払われた支払利息は、劣後

債務の利息を表している。

優先株式に関する情報は、「財務諸表注記」の優先株式に係る支払利息（注記４(b)）および発行済優先

株式（注記37）の開示に記載されている。

12月31日現在の残高

当行グループ

直接持株会社 最終持株会社

2012年 2011年 2012年 2011年

百万香港ドル 百万香港ドル

債権
1 － － 191 167

債務
2 84,555 98,243 12,285 9,990

当行

直接持株会社 最終持株会社

2012年 2011年 2012年 2011年
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百万香港ドル 百万香港ドル

債権
1 － － 151 167

債務
2
 84,555 98,243 12,122 9,916

1 最終持株会社に対する債権は主としてIT費用の回収である。

2 直接持株会社に対する債務は、83,195百万香港ドル（2011年：96,969百万香港ドル）の優先株式を含む。最終持株会

社に対する債務は、11,905百万香港ドル（2011年：9,599百万香港ドル）の劣後債務を含む。

当行グループに対してまたは当行グループに代わり最終持株会社が実施した保証は、326百万香港ドル

（2011年：283百万香港ドル）であった。

b　ストック・オプションおよび株式報奨制度

当グループは、エイチエスビーシーが運営する様々なストック・オプションおよび株式制度に参加して

いる。これらの制度ではエイチエスビーシーのストック・オプションまたは株式が当行グループの従業員

に付与される。注記50で開示されているとおり、当行グループは、これらのストック・オプションおよび株

式報奨に関する費用を認識する。株式ストック・オプションに関して最終持株会社が負担する費用は資本

拠出として扱われ、「その他準備金」に計上される。当行グループは株式報奨に関して、権利確定期間にわ

たり最終持株会社に対する負債を認識する。当該負債は、各報告日における当該株式の公正価値で測定さ

れ、報奨日以降の変動は「その他準備金」の資本拠出勘定を通じて調整される。2012年12月31日現在の資本

拠出のおよび負債の残高は、それぞれ2,638百万香港ドル、および2,561百万香港ドルであった（2011年：そ

れぞれ2,915百万香港ドルおよび2,729百万香港ドル）。

c　年金基金

2012年12月31日現在、12,600百万香港ドル（2011年：12,500百万香港ドル）の年金基金資産がグループ

会社により運用されていた。当事業年度の基金の運用、管理および信託サービスを提供するグループ会社対

して年金制度から支払われた手数料または未払の手数料の合計は、47百万香港ドル（2011年：53百万香港

ドル）であった。

d　子会社および兄弟会社

当行グループは、通常の業務において兄弟会社と取引を行っている。ここには支払承諾、銀行間預金、銀行

送金取引および簿外取引が含まれる。この活動は、金利および担保を含め、比較可能な第三者との取引と実

質的に同様の条件であった。

当行グループは、特定のITシステムを兄弟会社と共有しており、また兄弟会社の特定の処理サービスを原

価回収基準で使用している。当行はまた、個人投資ファンドの販売のために兄弟会社の代理人となり、また

兄弟会社が提供したサービスに関して専門家報酬を支払った。これら取引およびサービスの手数料は、独立

企業間基準で価格が決定された。

当事業年度中のこれらの取引から生じた損益および当事業年度末の関連当事者に対する債権および債務

残高の合計額は以下のとおり。

当事業年度中の損益

兄弟会社

2012年 2011年

百万香港ドル

受取利息 429 445

支払利息 872 797

受取手数料 2,582 2,470
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支払手数料 734 935

その他営業収益 3,022 3,227

その他営業費用
1 5,843 5,169

1 2012年の支払は、無形資産として当行グループの貸借対照表に資産計上されたソフトウェア費用である920百万香港

ドル（2011年：1,271百万香港ドル）から成る。

12月31日現在の残高

当行グループ

兄弟会社

2012年 2011年

百万香港ドル

資産

トレーディング資産 6,710 11,120

公正価値の指定を受けた金融資産 4,966 5,390

その他資産 164,136 136,051

175,812 152,561

負債

トレーディング負債 27,112 37,675

公正価値の指定を受けた金融負債 2 5

その他負債 57,010 59,605

84,124 97,285

保証 10,224 7,180

契約債務 5,051 6,689

当行

子会社 兄弟会社

2012年 2011年 2012年 2011年

百万香港ドル 百万香港ドル

資産

トレーディング資産 6,537 3,486 6,589 10,970

公正価値の指定を受けた金融資産 － － － －

その他資産 157,159 113,761 151,163 119,616

163,696 117,247 157,752 130,586
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負債

トレーディング負債 7,764 7,421 11,205 25,837

公正価値の指定を受けた金融負債 － － － －

その他負債 64,856 54,655 51,930 53,803

72,620 62,076 63,135 79,640

保証 2,441 1,039 9,229 6,080

契約債務 36,460 38,484 3,885 3,639

デリバティブ残高

さらに、当行グループおよび当行は、他のエイチエスビーシー・グループ会社に対し、以下のデリバティ

ブ資産およびデリバティブ負債残高を保有している。

当行グループ 当行

2012年 2011年 2012年 2011年

百万香港ドル 百万香港ドル

デリバティブ資産 83,270 85,977 87,291 89,781

デリバティブ負債 96,442 90,663 99,688 93,677

e　関連会社および合弁企業

当行グループは、貸付、当座貸越、有利子預金、無利子預金および当座預金を含む特定の銀行および金融

サービスを関連会社および合弁企業に提供している。関連会社および合弁企業持分の詳細は注記24に記載

されている。当事業年度中の関連会社および合弁企業との取引および残高は以下のとおりである。

当行グループ

2012年 2011年

当期中

最高残高

12月31日現在

残高

当期中

最高残高

12月31日現在

残高

百万香港ドル 百万香港ドル

関連会社に対する債権

―　劣後 ― ― 34 33

―　非劣後 27,056 20,784 23,418 19,183

合弁企業に対する債権

―　劣後 39 6 13 6

―　非劣後 787 1 1,107 966

27,882 20,791 24,572 20,188

関連会社に対する債務 6,589 2,020 4,536 3,672

合弁企業に対する債務 1,034 ― 1,488 1,013

7,623 2,020 6,024 4,685

契約債務 2,529 349 1,431 711

当行
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2012年 2011年

当期中

最高残高

12月31日現在

残高

当期中

最高残高

12月31日現在

残高

百万香港ドル 百万香港ドル

関連会社に対する債権

―　非劣後 5,448 1,297 7,509 3,825

合弁企業に対する債権

―　非劣後 787 1 881 876

6,235 1,298 8,390 4,701

関連会社に対する債務 1,190 697 1,065 1,065

合弁企業に対する債務 1,032 ― 1,486 1,011

2,222 697 2,551 2,076

契約債務 2,164 225 1,012 351

年度末残高および当期中最高残高の開示は、当期中の取引を表す最も有用な情報と考えられている。

関連会社および合弁企業に対する債権および債務の金額は、業務における通常取引から生じており、金利

および担保を含めて比較可能な第三者との取引と実質的に同様の条件であった。

f　主な経営陣

主な経営陣は、当行および当行グループの活動を計画、指示および管理する権限および責任を持つ者と定

義されている。そこには、当行の取締役および執行委員ならびにエイチエスビーシー・ホールディングス・

ピーエルシーの取締役および常務取締役が含まれる。

以下の表は、当行の主な経営陣が当行に提供した役務に対する報酬に関する費用を表示している。

2012年 2011年

百万香港ドル

給与およびその他の短期従業員給付 235 220

退職給付

―確定拠出制度 11 8

―確定給付制度 1 2

解雇給付 14 ―

株式報酬 83 110

344 340

主な経営陣に関わる取引および契約

当行グループは、当行グループの主な経営陣およびその近親者が支配する会社との取引および契約を交

わしている。これらの取引は主に貸付および預金である。

2012年 2011年
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百万香港ドル

当年度中

最高平均資産
1 32,044 43,416

最高平均負債
1 36,208 39,548

当行グループ税引前当期純利益への寄与 775 818

年度末時点

保証 4,034 3,874

契約債務 7,698 6,417

1 当年度中の最高平均残高の開示は、当年度中の取引を表す最も有用な情報と考えられている。

上記の取引は、通常の業務において、同様の状況にある個人または会社、あるいはその他の従業員との比

較可能な取引に適用されるものと実質的に同一の条件（金利や担保も含む）で行われた。当該取引は、返済

に関する一般水準を上回るリスクや、その他の不利な要素を伴うものではなかった。

当行グループは、関連当事者への貸付に関する香港銀行業条例の第83条を順守している。第83条には、主な

経営陣、その親族および主な経営陣およびその親族による直接または間接的な影響を受けるまたは支配され

る企業への無担保貸付が含まれる。

主な経営陣に関して当年度中の残高に対する減損損失の計上はない。また、年度末時点において主な経営

陣に関する個別の減損引当金の残高はなかった。

g　役員に対する貸付

役員は、当行の取締役、執行委員および総務担当重役ならびに最終持株会社であるエイチエスビーシー・

ホールディングス・ピーエルシーおよび中間持株会社の取締役と定義される。役員への貸付金の内訳は香

港会社条例の第161B条に準拠して開示されている。

未返済の貸付金合計額

12月31日現在

当期中未返済貸付金の

最高残高合計額

2012年 2011年 2012年 2011年

百万香港ドル 百万香港ドル

当行によるもの 80 73 101 83

子会社によるもの 10 13 13 15

90 86 114 98

50 株式報酬

a　損益計算書計上

2012年 2011年

百万香港ドル

制限付株式報奨 1,497 1,907

業績株式報奨 ― 17

貯蓄型株式オプション制度 256 350

1,753 2,274

持分決済型株式報酬 1,751 2,274

現金決済型株式報酬 2 －
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上記の費用は、エイチエスビーシーの報酬体系の中で付与された従業員株式報奨により生じた株式報酬

取引の契約時の公正価値から算出されたものである。

b　エイチエスビーシー株式報奨

報奨

制限付株式報奨

（GPSP報奨を含む）

方針

・報奨は、継続してエイチエスビーシーに

雇用されていることを条件として受給

権が確定する。

・受給権は多くの場合３年にわたり分散

的に確定する。GPSP報奨は５年後に権利

確定する。

・一部の株式は権利確定後の継続雇用の

要件の対象となる。GPSP報奨の場合、継

続雇用の要件は雇用終了まで適用され

る。

・報奨には通常会社の業績条件は付され

ていない。

・2010年以降付与される報奨は権利確定

前の回収条項の対象となる。

目的

・従業員の実績、潜在的可能性および主要

従業員の定着に対する報奨

・変動報奨の繰延

業績株式報奨 ・報奨は３つの独立した業績評価（相対

的なTSR(40％)、経済的利益（40％）お

よび１株あたり利益（EPS）の増加

（20％））およびエイチエスビーシー

・グループの報酬委員会による最重要

な「持続的改善」の判断に基づいて受

給権が確定する。

・業績条件は３年にわたり評価され、年に

１度見直される。

・業績条件が満たされなかった場合、報奨

の権利は失効する。

・役員の関心を株主価値の創出に合わせ、

また個人の実績および潜在的可能性を

認識すること。

・価値創出に関する外部の評価、エイチエ

スビーシーへの投下資本利益率が基準

利益率を上回っている範囲に関する評

価および株主のために生み出された利

益に関する直接的評価を考慮して、長期

にわたるエイチエスビーシーの相対的

および絶対な業績を反映させること。

業績達成株式報奨 ・追加報奨が３年間の権利確定期間にわ

たり実施された。

・追加の株式報奨と合わせて当初の報奨

は、エイチエスビーシー・グループ内に

おける３年の継続雇用後に株式が引き

渡される。

・株式報奨は、会社の業績条件が付されて

いない。

・従業員の間に幅広くエイチエスビー

シーの株式への関心を高めること。

・適格従業員の前年度の実績を報奨する。

・高い実績および/または上級および中級

管理職は、通常彼らの年次報酬レビュー

で業績達成株式の適格者となる。

　エイチエスビーシー株式報奨の変動
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当行グループ

制限付株式報奨 業績株式報奨
1

業績達成株式報奨
1

2012年 2011年 2012年 2011年 2012年 2011年

株式数

（千個）

株式数

（千個）

株式数

（千個）

株式数

（千個）

株式数

（千個）

株式数

（千個）

１月１日現在残高 50,225 38,476 － 283 － 2,911 

期中における増加 17,450 17,380 － 10 － 33 

期中における引渡 (30,929)(4,674) － (61) － (2,886)

期中における移管 690 744 － － － (12)

期中における行使期

限切れ
(1,396)(1,701) － (232) － (46)

12月31日現在残高 36,040 50,225 － － － －

加重平均権利確定残

存期間（年数）
0.75 0.68 － － － －

1　期中における増加は再投資された配当同等物で構成される。

c エイチエスビーシー株式オプション制度

報奨

貯蓄型株式オプショ

ン制度

方針

・オプションは、１年契約の貯蓄型契約で

は、契約開始から１年目の応答日から

３ヶ月間あるいは３年または５年契約

の貯蓄契約では、契約開始から３年目ま

たは５年目の応答日から６ヶ月間行使

可能である。

・行使価格は申込案内日の直前の日の市

場価格に対して20％（2011年：20％）

割り引いた価格に設定される（15％の

割引率が適用される米国のサブ・プラ

ンのもとで付与された１年オプション

を除く）。

目的

・適格従業員を対象として、月額最高250

ポンド（または、米ドル、香港ドルまた

はユーロでの相当額）までの積立てを

行い、その貯蓄を株式取得に使用するオ

プション。

・従業員の関心を株主価値の創出にあわ

せること。

役員株式オプション

制度（ESOS）、グ

ループ株式オプショ

ン制度（GSOP）

・権利確定は特定のTSR目標の達成に基づ

く。

・付与日より３年目から10年目に行使可

能である。

・2005年５月に制度は廃止。

・2000年から2005年までの期間において

特定のエイチエスビーシーの従業員は

株式オプションが付与される長期イン

センティブ制度。

・高い実績をおさめている従業員の関心

を株主価値の創出に合わせること。

150ページ（訳注：原文のページ）の表は、当事業年度のエイチエスビーシー株式オプション制度におけ

る変動を示している。

公正価値の算定
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株式オプション/報奨の付与日現在における公正価値は、ブラック・ショールズ・モデルを用いて算定さ

れている。一定期間のエイチエスビーシーの株主総利回り（TSR）に応じて権利が確定するオプション/株

式報奨をモデル化する場合、TSRの業績目標は、モンテ・カルロ・シュミレーションを用いたモデルの中に

組み込まれる。公正価値の算定には仮定を使用しており、また使用するモデルにも限界があるため、算定さ

れた公正価値は、本質的に主観的で不確実なものである。

c　付与されたオプションの公正価値の見積りに用いられた重要な仮定の加重平均値

期間１年の貯蓄型

株式オプション

制度

期間３年の貯蓄型

株式オプション

制度

期間５年の貯蓄型

株式オプション

制度

2012年

リスク・フリー金利
 1
（％） 0.4 0.6 1.2

予想年数
 2
（年数） 1 3 5

予想ボラティリティ
 3
（％） 25 25 25

付与日における株価（ポンド） 5.54 5.54 5.54

2011年

リスク・フリー金利
 1
（％） 0.8 1.7 2.5

予想年数
 2
（年数） 1 3 5

予想ボラティリティ
 3
（％） 25 25 25

付与日における株価（ポンド） 6.37 6.37 6.37

1 リスク・フリー金利は、英国債イールド・カーブをもとに決定された。海外貯蓄型株式オプション制度についても

同様のイールド・カーブが使用された。

2 オプションの予想年数は、オプション保有者の行動によって異なるものであり、その情報は過去の観察可能なデー

タに基づいてオプション・モデルに組み込まれる。予想年数は単独の入力パラメーターではなく、様々な行動に関

する仮定の関数である。

3 予想ボラティリティは、過去の平均株価ボラティリティ、および当該従業員オプションと類似する満期を有し、取引

されているエイチエスビーシー株式に関するオプションから得られるインプライド・ボラティリティの両方を考

慮することによって見積られている。

次年度以降に権利が確定した米ドル建ての予想配当利回りは、年５％（2011年：4.5％）と決定された

が、これは一般的なアナリストの予測と一致したものである。

　エイチエスビーシー株式オプション制度の変動

当行グループ

ESOPおよびGSOP

行使価格が英ポンド建ての

貯蓄型オプション制度

行使価格が香港ドル建ての

貯蓄型オプション制度

オプション

数（千個）

WAEP
 1

（ポンド）

オプション

数（千個）

WAEP
 1

（ポンド）

オプション

数（千個）

WAEP
 1

（香港ドル）

2012年

１月１日現在残高 15,554 6.95 14,587 3.93 43,733 53.06

期中における付与 － － 4,270 4.46 11,481 55.47

期中における権利失効/行使期

限

切れ

(4,222) 7.29 (2,864) 4.82 (4,134) 54.99

期中における権利行使 (48) 6.02 (6,876) 3.68 (20,449) 39.90
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期中における移管 (81) 6.41 (59) 3.89 (99) 53.59

12月31日現在残高 11,203 6.83 9,058 4.08 30,532 45.54

12月31日現在行使可能 11,203 6.83 586 3.59 820 40.10

2012年12月31日現在

当期において付与されたオプ

ションの加重平均公正価値
－ 1.01 12.74

オプション行使日現在におけ

る加重平均株式価格
6.08 5.57 67.85

加重平均残存契約期間

（年数）
1.00 1.40 1.60

行使価格の範囲 6.02-7.54 3.31-6.18 37.88-94.51

2011年

１月１日現在残高 19,895 7.07 15,404 3.99 45,306 40.72

期中における付与 － － 3,551 5.10 4,857 64.99

期中における権利失効/行使期

限

切れ

(4,171) 7.54 (2,757) 4.88 (4,039) 53.06

期中における権利行使 (107) 6.03 (1,719) 5.47 (2,355) 60.99

当期における移管 (63) 7.74 108 3.71 (36) 35.98

12月31日現在残高 15,554 6.95 14,587 3.93 43,733 53.06

12月31日現在行使可能 15,554 6.95 317 6.01 50 91.61

2011年12月31日現在

期中において付与されたオプ

ションの加重平均公正価値
－ 1.25 15.68

オプション行使日現在におけ

る加重平均株式価格
6.45 5.40 69.24

加重平均残存契約期間

（年数）
1.57 1.75 2.02

行使価格の範囲 6.02-7.96 3.31-6.69 37.88-94.51

1 加重平均行使価格

当事業年度中において制度のために付与されたオプションで、オプション価格がユーロ建ておよび米ド

ル建てのものは僅少であった。

次へ 
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51 金融商品の公正価値

公正価値は取引の知識がある当事者の自発的な独立第三者間取引において、資産との交換または負債の

決済が可能な金額のことである。

継続的に公正価値で測定される金融商品には、トレーディング資産および負債、損益を通じて公正価値評

価の指定を受けた金融商品、デリバティブ、ならびに売却可能として分類される金融商品（短期国債および

その他の適格証券、負債証券および持分証券を含む）が含まれる。取引費用は公正価値の算定には含まれな

い。仲介手数料、手数料費用、および取引後にかかる費用等を含む組成費用は、営業費用に含まれる。将来的

に店頭デリバティブ・ポートフォリオ管理に必要となる費用も、公正価値の計算には含まれないが、発生時

に費用計上される。

管理の枠組み

公正価値は、リスクを取る立場から独立した部門によって決定または検証されることを確実にすること

を目的とした管理の枠組みの適用を受ける。

公正価値が外部の相場価格またはモデルへの観察可能な価格の入力データを参照して決定されるすべて

の金融商品については、独立した価格決定または検証が行われる。活発に取引されていない市場では取引価

格を直接観察できない場合がある。このような状況においては、当行グループは金融商品の公正価値を検証

するにあたって代替的な市場情報を入手する。関連性および信頼性が高いと考えられる情報ほど重視され

る。この点において特に以下の要素が考慮される。

・価格が真正な取引価格または取引可能価格であると見込まれる程度

・金融商品間の類似性の程度

・異なる情報源間の一貫性の程度

・データを入手するために価格提供者が行ったプロセス

・市場データが関連する日から期末日までの経過期間

・データの入手方法

評価モデルを用いて決定された公正価値についての管理の枠組みは、該当する場合、（ⅰ）評価モデルの

ロジック、（ⅱ）評価モデルへの入力データ、（ⅲ）評価モデル以外で必要な調整、および（ⅳ）可能であ

れば、モデルからのアウトプットの独立した開発または検証を含む。評価モデルは、使用可能となる前に精

査および調整プロセスを経ており、継続的に外部の市場データに対して調整される。

この目的を達成するために、公正価値の決定に関する最終的な責任は財務部門にあり、財務部門は当行グ

ループの財務担当取締役に報告する。財務部門は会計方針および評価管理手続きを確立し、関連するすべて

の会計基準に確実に準拠していることに責任を持つ。

公正価値で計上される金融商品の公正価値の決定

公正価値は以下の階層に従って決定される。

・レベル１－市場価格

活発な市場における同一商品の市場価格を有する金融商品

・レベル２－観察可能な入力データを用いた評価手法

活発な市場における類似商品の市場価格または活発に取引されていない市場における同一商品また
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は類似商品の市場価格を有する金融商品、およびすべての重要な入力データが観察可能であるモデル

を用いて評価された金融商品

・レベル３－重要な観察不能な入力データによる評価手法

１つまたは複数の重要な入力データが観察不能である評価手法を用いて評価された金融商品

公正価値の最も適切な証拠は、活発に取引されている市場における市場価格である。活発な市場における

金融商品の公正価値は、保有資産については買値で、発行済負債については売値で算定される。金融商品が

活発な市場における市場価格を有しており、それがポートフォリオの一部である場合、当該ポートフォリオ

の公正価値はユニット数と市場価格の積として表され、大量保有による割引は適用されない。金融商品の市

場が活発でない場合には、評価手法が用いられる。

市場が活発であるかどうかについての判断には、取引活動の規模および頻度、価格の入手可能性ならびに

ビッド／オファー・スプレッドの規模などの要因を検討することが含まれるが、これに限定されない。ビッ

ド／オファー・スプレッドは、市場参加者が自発的に購入したいと考える金額と売却したいと考える金額

の差額を表すものである。活発に取引されていない市場では、取引価格が公正価値の証拠をもたらしている

ことの保証を得るため、あるいは金融商品の公正価値を測定する上で必要となる取引価格の調整を決定す

るため、評価プロセスにおいて追加的な作業が必要となる。

評価手法は、金利イールド・カーブ、為替レート、ボラティリティ、期前返済率および債務不履行率など、

その他の市場参加者が評価を行う際に使用する要素についての仮定を取り入れている。当行グループは、担

保を付された契約相手方との間および重要な主要通貨において、翌日物金利を反映するディスカウント・

カーブ（「OISディスカウント」）を適用した。2010年より前においては、ディスカウント・カーブは翌日

物金利要素を反映しておらず、市場慣行に従って、期間LIBOR金利に基づいていた。当事業年度中に当行グ

ループは、確立しつつある市場慣行に従って、重要な通貨の範囲を拡大してOISディスカウント・カーブを

適用した。当該変更による財務上の影響は、適用時点においては軽微であった。

評価手法の大半は観察可能な市場データのみを使用する。しかし、一部の金融商品は、観察不能な１つま

たは複数の重要な入力データを用いた評価手法に基づいて評価されており、これらの金融商品について得

られる公正価値の測定結果は、さらなる判断を伴うものである。ある金融商品の帳簿価額および/または取

引開始時の利益（「初日の損益」）のかなりの割合が観察不能な入力データによって導き出されていると

経営陣が考える場合、その金融商品全体が重要な観察不能な入力データを用いて評価されているものとし

て分類される。このような状況における「観察不能」とは、独立した第三者間取引が起こり得る価格を決定

付ける現行の市場データがほとんどない、または皆無であることを意味するが、通常、公正価値の決定の基

礎となる使用可能な市場データが皆無であることを意味するものではない（例えば、コンセンサスプライ

スのデータが使用される場合がある）。

特定の状況（主に債務が金利デリバティブを用いてヘッジされている場合）において、当行グループは、

入手可能な場合、関連する特定の金融商品の活発な市場における市場価格に基づいて、発行済負債を公正価

値で計上する。市場価格が入手できない場合、これらの発行済負債は評価手法を用いて評価され、その入力

データは当該金融商品の活発に取引されていない市場における市場価格に基づくか、または類似する金融

商品の活発な市場における市場価格と比較することによって見積られる。どちらの場合でも、公正価値は、

当行グループの負債に適した信用スプレッドを適用することによる影響を含んでいる。当行グループの信

用スプレッドに起因する発行済負債証券の公正価値変動は以下のとおり算定される。各報告日において証

券ごとに、外部により検証可能な価格を入手する、または評価に信用スプレッドを組み込むことによって価

格を導き出す。その後、割引キャッシュ・フローを使用し、LIBORのディスカウント・カーブを用いて各証券
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を評価する。評価上の差異は当行グループの信用スプレッドに起因する。この手法はすべての証券に一貫し

て適用されている。

発行済仕組債および特定のその他複合金融商品の負債は、公正価値で測定され、トレーディング負債に計

上されている。これらの金融商品に適用されている信用スプレッドは、当行グループが仕組債を発行した時

点におけるスプレッドから導かれている。

当行グループが発行した負債の信用スプレッドにおける変動から生じた利益および損失は、当該債券が

プレミアムまたはディスカウントで償還されなければ、債券の契約期間にわたって戻し入れられる。

公正価値調整

市場参加者が考慮する追加的な要因があり、それらが評価モデルに組み込まれていないと当行グループ

がみなした場合に、公正価値調整が行われる。公正価値調整の規模は多くの企業固有の要因に左右されるた

め、公正価値調整は銀行業界全体にわたって比較できない可能性がある。

当行グループは公正価値調整を「リスク関連」または「モデル関連」に分類している。これらの調整の

大半はグローバル・バンキング・アンド・マーケッツに関するものである。

公正価値調整のレベルの変動は、必ずしも損益計算書における損益の認識につながるものではない。例え

ば、モデルが改善された場合、公正価値調整が必要なくなる可能性がある。同様に、関連するポジションが解

消された場合、公正価値調整額は減少するが、これにより損益が発生しない可能性もある。

リスク関連の調整

（ⅰ）ビッド－オファー

HKAS第39号は、必要に応じて、ポートフォリオをビッドまたはオファーで評価するよう求めている。評価

モデルは通常、中値を導き出す。ビッド－オファー調整は、実質的にすべての残存する正味ポートフォリオ

市場リスクが、利用可能なヘッジ手段を用いて、あるいは実際のポジションを処分または解消することによ

り手仕舞われた場合に発生するコストを反映している。

（ⅱ）不確実性

特定のモデルの入力データは市場データから容易に決定できない場合があり、かつ/またはモデルの選択

自体がより主観的である場合がある。これらの状況において、金融商品または市場パラメーターが前提とす

る潜在的価値に幅があり、市場参加者が当該金融商品の公正価値を見積もる際に、不確実なパラメーターお

よび／またはモデルの仮定について評価モデルに用いられる数値よりも保守的な数値を採用する可能性を

反映するために、調整が必要となることがある。

（ⅲ）信用リスク調整方法

信用リスク調整は、契約相手が債務不履行に陥り、当行グループが当該取引の市場価値の全額を受け取る

ことができない可能性を公正価値に反映させるためにOTCデリバティブ契約の評価に対して行われる調整

である。

当行グループは、グループ各社ごとに、その会社において契約相手ごとにさらされているリスクに対し

て、個別の信用評価調整（CVA）および負債評価調整（DVA）を算定している。
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当行グループは、当行グループの取引相手に対する正の予想エクスポージャーに取引相手のデフォルト

（債務不履行）確率（当行グループ側はデフォルトしない前提とする）を適用し、デフォルト時の予想損

失を乗ずることによってCVAを算定している。反対に、当行グループは、当行グループのデフォルト確率（取

引相手側はデフォルトしない前提とする）を取引相手の当行グループに対する正のエクスポージャーに適

用し、デフォルト時の予想損失を乗ずることでDVAを算定している。両方の計算は潜在的なエクスポー

ジャー期間にわたって実施される。

2012年12月31日から、当行グループはデリバティブのCVAおよびDVAの決定手法を改訂した。過年度より、

CVAの計算で使用されていたデフォルト確率は、契約相手方に対する当行グループ内部の信用格付けに基づ

いており、過去の格付推移マトリクスの利用に基づいて、エクスポージャー期間にわたって信用格付が悪化

する可能性を考慮しており、またDVAの計算に使用するデフォルト確率をゼロとしていた。市場慣行の発展

の結果、当行グループはデフォルト確率を判定するための手法を、クレジット・デフォルト・スワップ

(CDS)スプレッドを使用したものに変更した。CDSスプレッドは入手可能な場合には特定の取引相手に関連

する信頼性のあるCDSスプレッド（DVAに関しては当行グループを含める）、入手不能な場合には関連する

代用値を使用する。代用値の導出に市場慣行の範囲を考慮し、CDSインデックスおよび格付推移データを含

めて関連するデータを考慮する。ほとんどの商品については、契約相手方に対して予想される正のエクス

ポージャーを算定するために当行グループはシミュレーション法を使用しているが、これは商品の契約期

間中の契約相手方との取引のポートフォリオに係る様々な潜在的エクスポージャーを取り込むためであ

る。当該シミュレーション法には、契約相手方とのネッティング契約および担保等の信用補完が含まれてい

る。先進市場のエクスポージャーに対しては標準損失発生デフォルトの前提に60％が通常採用され、新興市

場のエクスポージャーに対しては75％が採用されている。エクスポージャーの内容および入手可能なデー

タの両方により裏付けられる場合には代替的な損失発生デフォルトの前提が採用されることもある。当行

および当行グループ連結損益計算書におけるこれらの変更による正味の影響は僅少であった。

当行グループは、商品が現在、当該シミュレーションでサポートされていない特定の非標準型デリバティ

ブまたは当該シミュレーション・ツールがまだ利用可能になっていない、より小規模な取引地域における

デリバティブのエクスポージャーについて代替的手法を適用する。これらの代替的手法は、シミュレーショ

ン・ツールを用いて結果を類似商品にマッピングする方法を取り込んでいる場合があり、そうしたマッピ

ング・アプローチが適切でない場合には、通常、シミュレーション法と同じ原則に従った、簡略化した手法

が用いられる。この計算は取引レベルで適用され、前述のシミュレーション法で用いられるネッティング契

約または担保契約等の信用補完の認識がより限定される。

当該手法は、通常、「誤方向リスク」を考慮していない。誤方向リスクは、信用リスク調整前のデリバティ

ブの潜在的価値が契約相手方のデフォルト（債務不履行）確率と正の相関関係にある場合に生じる。重要

な誤方向リスクが存在する場合、評価に内在する誤方向リスクを反映するために取引ごとの個別のアプ

ローチが適用される。

特定の中央決済機関を除き、すべての第三者契約相手方が信用リスク調整の計算に含まれており、信用リ

スク調整は当行グループ会社間でネッティングされていない。

モデル関連の調整

（ⅰ）モデルの限界

ポートフォリオ評価のために使用されるモデルは、重要な市場特性をすべて捉えていない簡略化された

一連の仮定に基づいている場合がある。また、市場は発展しており、現在の市況におけるすべての重要な市
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場特性を捉えるために、過去に適切であったモデルに改良が必要な場合がある。これらの状況において、モ

デルの限界に関する調整が行われる。モデルの改良が進むにつれて、評価モデルにおいてモデルの限界は解

消され、モデルの限界に関する調整は必要なくなる。

（ⅱ）取引開始時の利益（初日の損益準備金）

取引開始時の利益に関する調整は、評価モデルによって見積もられた公正価値が１つ以上の重要な観察

不能な入力データに基づいている場合に行われる。取引開始時の利益に関する調整の会計処理については、

注記３(h)に記載されている。繰り延べられた初日の損益準備金の変動に関する分析は注記17(c)に記載さ

れている。

公正価値評価基準

金融商品の各種類別の公正価値の計算に使用されたアプローチは以下のとおりである。

レバレッジ・ファイナンスおよび証券化目的の貸付金を含む貸付金

公正価値で保有されている貸付金は、入手可能な場合は、ブローカーの指し値および/または市場データ

コンセンサス・プロバイダーの価格に基づいて評価される。入手不能な場合、公正価値は、評価手法を用い

て決定される。これらの評価手法には、同一または比較可能な事業体が発行するその他の市場金融商品から

導かれた、貸付金に適した信用スプレッドに関する仮定を織り込んだ割引キャッシュ・フロー・モデルが

含まれる。

負債証券、短期国債およびその他の適格証券、ならびに株式

これらの商品は、入手可能な場合、取引所、ディーラー、ブローカー、産業グループまたは値付けサービス

機関から入手した市場価格に基づいて評価される。入手不能な場合、類似商品の市場価格を参照することに

よって、あるいは特定の抵当証券および非公開株式の場合には、観察可能および観察不能な市場データから

決定した入力データを用いた評価手法によって決定される。

デリバティブ

店頭（すなわち、場外取引）のデリバティブは、評価モデルを用いて評価される。評価モデルは、「無裁

定」原則に基づいて、予測将来キャッシュ・フローの現在価値を算定する。金利スワップやヨーロピアン・

オプションなどの多くの一般デリバティブ商品に関して利用されるモデル・アプローチは、業界で標準的

に用いられているものである。より複雑なデリバティブ商品の場合は、実務上の相違が一部見られる。評価

モデルへの入力データは、可能な場合には常に、取引所、ディーラー、ブローカー、またはコンセンサスプラ

イスのプロバイダーから得られる価格を含む、観察可能な市場データから決定される。特定の入力データ

は、市場では直接的に観察されない場合があるが、モデル調整手順を経た観察可能な価格から決定される

か、あるいは実績データまたはその他のデータから見積ることができる。一般的に観察可能な入力データの

例には、直物および先物為替レート、ベンチマーク金利カーブおよび通常取引されているオプション商品の

ボラティリティ局面が含まれる。観察不能な入力データの例には、あまり一般に取引されていないオプショ

ン商品の全部または一部のボラティリティ局面、ならびに為替レート、金利および株価などの市場要因間の

相関関係が含まれる。
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仕組債

評価手法を用いて評価した仕組債の公正価値は、基礎となる負債証券の公正価値から導き出される。組込

デリバティブの公正価値の決定については、上記のデリバティブに関するパラグラフで説明されている。

重要な観察不能な入力データによる評価手法を用いて評価したトレーディング負債は主に、当行グルー

プが発行し、契約相手方に特定の持分証券の業績と連動した利益を提供する株式連動仕組債およびその他

のポートフォリオで構成されている。当該仕組債は、長期株式ボラティリティ、ならびに株価間、株価と金利

間および金利と為替レート間の相関関係等のパラメーターが観察不能であることから、レベル３に分類さ

れる。

アセット・バック証券

これらの証券の公正価値を決定するために市場価格が通常用いられているが、入手可能な限られた市場

データの信頼性を実証するため、また市場価格に対する調整が必要か否かを特定するためには評価モデル

が用いられる。住宅抵当証券を含むアセット・バック証券の評価では、業界標準モデルおよび必要に応じ

て、期前返済率、担保の種類に基づく債務不履行率および損失の規模、ならびに業績に関連した仮定を用い

る。評価のアウトプットは、一貫性について、類似する性質をもつ証券の観察可能なデータと比較される。

プライベート・エクイティおよび戦略的投資

当行グループのプライベート・エクイティおよび戦略的投資は、通常、売却可能として分類されており、

活発な市場では取引されていない。活発な市場が存在しない場合、投資の公正価値は、投資対象会社の財政

状態および経営成績、リスク・プロファイル、見通しならびにその他の要素の分析に基づいて見積られ、さ

らに活発な市場における類似した会社の市場評価または類似した会社が所有者を変更した時点の価格など

を参照することによって見積られる。

公正価値決定の分析

下表は、連結財務諸表上に公正価値で測定される金融資産および金融負債の評価基準についての分析を

示したものである。

当行グループ

評価手法

市場価格

レベル１

観察可能な入

力データの使

用

レベル２

重要な観

察不能な入力

データの使用

レベル３ 第三者合計

エイチエス

ビーシー・

グループ

会社金額 合計

百万香港ドル

2012年12月31日現在

資産

トレーディング資産 219,233 200,232 232 419,697 － 419,697 

公正価値評価の指定を受

けた金融資産
46,122 21,808 1,549 69,479 － 69,479 

デリバティブ 5,049 309,812 825 315,686 83,270 398,956 
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売却可能投資
1 680,145 398,349 11,712 1,090,206 － 1,090,206 

売却目的保有資産 39,813 － 3,878 43,691 － 43,691 

負債

トレーディング負債 62,723 109,526 11,091 183,340 － 183,340 

公正価値評価の指定を受

けた金融負債
－ 44,270 　－ 44,270 － 44,270 

デリバティブ 6,951 290,099 3,659 300,709 96,442 397,151 

2011年12月31日現在

資産

トレーディング資産 306,444 140,294 1,230 447,968 － 447,968 

公正価値評価の指定を受

けた金融資産
33,552 20,637 3,481 57,670 － 57,670 

デリバティブ 3,146 286,765 1,408 291,319 85,977 377,296 

売却可能投資
1 544,954 459,528 17,085 1,021,567 － 1,021,567 

負債

トレーディング負債 53,214 103,703 14,514 171,431 － 171,431 

公正価値評価の指定を受

けた金融負債
－ 40,392 － 40,392 － 40,392 

デリバティブ 6,117 285,427 1,045 292,589 90,663 383,252 

1 貸借対照表項目に関する売却可能投資の分析については、注記10に記載されている。

当事業年度中にレベル１とレベル２の間の重要な変動はなかった。

当行

評価手法

市場価格

レベル１

観察可能な入

力データの使

用

レベル２

重要な観察不能

な入力データの

使用

レベル３ 第三者合計

エイチエス

ビーシー・グ

ループ

会社金額 合計

百万香港ドル

2012年12月31日現在

資産

トレーディング資産 174,057 110,353 163 284,573 － 284,573 

公正価値評価の指定を受

けた金融資産
－ 1,432 － 1,432 － 1,432 

デリバティブ 4,653 299,456 439 304,548 87,291 391,839 

売却可能投資
1 528,194 164,010 7,608 699,812 － 699,812 

売却目的保有資産 39,813 － 3,878 43,691 － 43,691 

負債

トレーディング負債 40,295 37,994 3,857 82,146 － 82,146 

公正価値評価の指定を受

けた金融負債
－ 7,731 － 7,731 － 7,731 

デリバティブ 6,795 282,067 3,534 292,396 99,688 392,084 
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2011年12月31日現在

資産

トレーディング資産 234,611 81,546 1,164 317,321 － 317,321 

公正価値評価の指定を受

けた金融資産
－ 2,283 － 2,283 － 2,283 

デリバティブ 2,539 277,227 1,131 280,897 89,781 370,678 

売却可能投資
1 453,706 219,516 12,773 685,995 － 685,995 

負債

トレーディング負債 25,746 46,973 6,240 78,959 － 78,959 

公正価値評価の指定を受

けた金融負債
－ 5,910 － 5,910 － 5,910 

デリバティブ 5,856 276,699 933 283,488 93,677 377,165 

1 貸借対照表項目に関する売却可能投資の分析については、注記10に記載されている。

当事業年度中にレベル１とレベル２の間の重要な変動はなかった。

公正価値階層のレベル３における公正価値測定に関する調整

下表は、重要な観察不能な入力データによる評価手法を用いて公正価値で測定されたレベル３の金融商

品の期首残高と期末残高との変動調整表である。

当行グループ

資産 負債

売却

可能

トレー

ディング

目的保有

損益を通じ

た公正価値

評価の指定

デリバ

ティブ

売却目的保

有資産

トレーディ

ング目的保

有

デリバ

ティブ

百万香港ドル 百万香港ドル

2012年１月１日現在 17,085 1,230 3,481 1,408 － 14,514 1,045 

損益に認識された利益また

は損失合計
(169) 28 80 227 － 669 3,080 

その他包括利益に認識され

た利益または損失合計
 467 32 (3) 8 － 238 (5)

購入 419 104 760 － － － －

発行 － － － － － 2,195 －

売却 (37) (689) (303) － － － －

預託/決済 (982) (355) (190) (24) － (1,756) (124)

振替（出） (5,071) (163) (2,662) (811) － (5,083) (492)

振替（入） － 45 386 17 3,878 314 155 

2012年12月31日現在 11,712 232 1,549 825 3,878 11,091 3,659 

報告期間末現在で保有して

いた資産および負債に関

して損益に認識された利

益または損失合計
1

25 25 71 220 － (42) (2,893)

2011年１月１日現在 22,155 2,035 2,437 1,372 － 14,514 1,612 
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損益に認識された利益また

は損失合計
(324) (60) 52 782 － (433) 282 

その他包括利益に認識され

た利益または損失合計
 (1,460) (30) (4) (14) － (71) 3 

購入 3,544 1,070 1,459 － － － －

発行 － － － － － 2,368 －

売却 (85) (737) (157) － － － －

預託/決済 (4,597) (625) (44) 87 － 3,886 (106)

振替（出） (2,273) (916) (1,276) (930) － (8,009) (768)

振替（入） 125 493 1,014 111 － 2,259 22 

2011年12月31日現在 17,085 1,230 3,481 1,408 － 14,514 1,045 

報告期間末現在で保有して

いた資産および負債に関

して損益に認識された利

益または損失合計
1

(8) 5 60 58 － (167) (265)

1 当該金額は、その他のエイチエスビーシー・グループ会社との反対取引によってリスクが相殺される利益または損

失合計を考慮した後、純額ベースで報告されている。

当行

資産 負債

売却

可能

トレーディ

ング目的保

有

損益を通

じた公正

価値評価

の指定

デリバ

ティブ

売却目的保

有資産

トレーディ

ング目的保

有

デリバ

ティブ

百万香港ドル 百万香港ドル

2012年１月１日現在 12,773 1,164 － 1,131 － 6,240 933 

損益に認識された利益ま

たは損失合計
－ 25 － (87) － 546 2,942 

その他包括利益に認識さ

れた利益または損失合計
662 32 － 5 － 95 (5)

購入 6 104 － － － － －

発行 － － － － － 1,970 －

売却 － (689) － － － － －

預託/決済 (954) (355) － (31) － (2,117)(117)

振替（出） (4,879)(163) － (596) － (3,018)(374)

振替（入） － 45 － 17 3,878 141 155 

2012年12月31日現在 7,608 163 － 439 3,878 3,857 3,534 

報告期間末現在で保有し

ていた資産および負債に

関して損益に認識された

利益または損失合計
1

131 16 － (25) － (47) (2,788)

2011年１月１日現在 17,708 1,968 112 1,075 － 7,791 1,495 

損益に認識された利益ま

たは損失合計
(5) (60) (34) 871 － (480) 192 

その他包括利益に認識さ

れた利益または損失合計
(1,896) (30) － (15) － (49) (1)

購入 3,001 1,070 － － － － －

発行 － － － － － 1,952 －

売却 － (737) (78) － － － －

預託/決済 (3,877)(625) － (25) － (59) (73)
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振替（出） (2,158)(915) － (884) － (3,169)(702)

振替（入） － 493 － 109 － 254 22 

2011年12月31日現在 12,773 1,164 － 1,131 － 6,240 933 

報告期間末現在で保有し

ていた資産および負債に

関して損益に認識された

利益または損失合計
1

214 2 － 183 － (155) (203)

1 当該金額は、その他のエイチエスビーシー・グループ会社との反対取引によってリスクが相殺される利益または損

失合計を考慮した後、純額ベースで報告されている。

一部の非上場の持分証券への投資は売却目的保有資産へ振り替えられ、特定の負債証券は評価の観察可

能性の結果、当事業年度においてレベル３から振り替えられている。レベル３への振替は、特定の負債証券

の評価が当事業年度において観察不能になったためである。

損益を通じた公正価値評価の指定を受けた資産に関しては、特定の負債証券の評価の観察可能性の結果、

当事業年度においてこれらの資産がレベル３から振り替えられている。レベル３への振替は、特定の負債証

券の評価が当事業年度において観察不能になったためである。

デリバティブ資産および負債に関しては、当事業年度において株式のボラティリティおよび金利ベース

のスプレッドの観察可能性が増加した結果、レベル３からの振替となった。

トレーディング目的で保有する負債に関して、レベル３への振替は、ボラティリティおよび相関関係の観

察可能性の減少によるものである。レベル３からの振替はボラティリティの観察可能性および相関関係の

増加によるものであった。

トレーディング目的で保有する資産および負債に関しては、実現および未実現の利益および損失は損益

計算書の「正味トレーディング収益」に表示される。

公正価値評価の指定を受けた資産および負債の公正価値の変動は、損益計算書の「公正価値評価の指定

を受けた金融商品からの純収益/（費用）」に表示される。

売却可能有価証券によって生じた実現利益および損失は、損益計算書の「金融投資による純収益」に表

示され、未実現利益および損失は、その他包括利益の「売却可能投資」の中の「資本に計上された公正価値

変動」に表示される。

合理的に可能な代替手段に対する重要な観察不能な仮定の変動による影響

上記のように、金融商品の公正価値は、特定の状況において、同一商品における観察可能な現在の市場取

引から入手される価格によって裏付けられておらず、観察可能な市場データに基づいていない仮定を組み

入れた評価モデルを用いて測定されている。下表は、合理的に可能な代替的仮定に対するこれらの公正価値

の感応度を示している。

合理的に可能な代替的仮定に対する公正価値の感応度

当行グループ

損益計算書に反映 その他包括利益に反映

有利な変動 不利な変動 有利な変動 不利な変動

百万香港ドル 百万香港ドル

2012年12月31日現在
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デリバティブ/トレーディング資産/トレー

ディング負債
 665 (642) － －

公正価値評価の指定を受けた金融資産/負

債
155 (155) － －

金融投資：売却可能 － － 1,171 (1,171)

2011年12月31日現在

デリバティブ/トレーディング資産/トレー

ディング負債
 353 (281) － －

公正価値評価の指定を受けた金融資産/負

債
348 (348) － －

金融投資：売却可能 － － 1,663 (1,663)

当行

損益計算書に反映 その他包括利益に反映

有利な変動 不利な変動 有利な変動 不利な変動

百万香港ドル 百万香港ドル

2012年12月31日現在

デリバティブ/トレーディング資産/トレー

ディング負債
 587 (563) － －

公正価値評価の指定を受けた金融資産/負

債
－ － － －

金融投資：売却可能 － － 761 (761)

2011年12月31日現在

デリバティブ/トレーディング資産/トレー

ディング負債
 223 (153) － －

公正価値評価の指定を受けた金融資産/負

債
－ － － －

金融投資：売却可能 － － 1,232 (1,232)

損益計算書に計上された公正価値の変動

下表は、当期中において損益計算書に認識された公正価値の変動の詳細である。ここでは、公正価値は、同

一商品の観察可能な現在の市場取引によって得られる価格によって裏付けられていない、重要な仮定を組

み込んだ評価手法を使用して見積られており、また観察可能な市場データに基づいていない。

・下表はこれらの商品の公正価値の変動合計の詳細である。観察不能な構成要素に帰属する変動の構成

要素を区分していない。

・重要な観察不能な入力データで評価される商品は、しばしば観察可能な入力データを用いて評価され

る商品で動的にヘッジされる。下表は、これらのヘッジにおける公正価値の変動を含めていない。

当行グループ 当行

2012年 2011年 2012年 2011年

百万香港ドル 百万香港ドル

12月31日現在

デリバティブ/トレーディング資産/ト

レーディング負債
 (2,690) (369) (2,844) (173)
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公正価値評価の指定を受けた金融資産/負

債
71 60 － －

公正価値以外の方法により計上されている金融商品の公正価値

下表は、貸借対照表上に公正価値で計上されない金融商品の公正価値の分析を示したものである。その他

すべての商品においては、公正価値は帳簿価額と同額である。

当行グループ

2012年12月31日現在 2011年12月31日現在

帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

百万香港ドル 百万香港ドル

資産

銀行預け金 546,908 548,115 654,581 654,756 

顧客に対する貸付金 2,349,043 2,335,254 2,130,871 2,101,243 

負債証券 163,819 176,172 143,062 151,363 

負債

銀行からの預金 244,135 244,136 222,582 222,697 

顧客からの預金 3,874,884 3,875,259 3,565,001 3,565,036 

発行済負債証券 74,647 74,854 77,472 77,330 

劣後債務 13,867 12,497 16,114 14,157 

優先株式 83,346 73,762 97,096 86,932 

当行

2012年12月31日現在 2011年12月31日現在

帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

百万香港ドル 百万香港ドル

資産

銀行預け金 246,104 246,718 341,527 341,970 

顧客に対する貸付金 1,282,720 1,274,154 1,176,602 1,159,635 

負債

銀行からの預金 204,520 204,520 158,746 158,743 

顧客からの預金 2,417,400 2,417,576 2,220,072 2,220,031 

発行済負債証券 40,406 40,552 46,360 46,245 

劣後債務 9,355 7,894 9,386 7,354 

優先株式 83,195 73,611 96,969 86,805 

以下の一覧は、その性質上短期である、または頻繁に現在の市場金利に金利更改が行われる等の理由によ

り、帳簿価額が公正価値の合理的な近似値となっている金融商品を示している。

資産 負債

現金および中央銀行預け金 他行へ送金中の項目

香港政府債務証書 香港流通紙幣
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他行から回収中の項目 裏書および支払承諾

裏書および支払承諾見返 「その他負債」内の短期支払債務

「その他資産」内の短期受取債権 未払費用

未収収益 「保険契約に基づく負債」内の任意参加型の投資契約

貸借対照表上に公正価値で計上されていない金融商品の公正価値は、以下に記載されたとおり算定され

る。

公正価値の算定には、取引の知識がある当事者の自発的な独立第三者間取引において、金融資産との交換

または負債の決済が可能な金額に関する当行グループの見積りが組み込まれている。この算定は、当行グ

ループが金融商品の予想将来有効期間にわたりそのキャッシュ・フローから生じると予想する経済的便益

および費用を反映していない。他の報告企業は、観察可能な市場価格が入手できない公正価値を決定する際

に異なる評価手法および仮定を用いる可能性がある。したがって、企業間での公正価値の比較には意味がな

い場合があるため、このデータを利用するにあたり利用者は注意する必要がある。

以下の種類の金融商品は、トレーディング目的で保有する、または損益を通じた公正価値評価の指定を受

けた金融商品である場合を除き、償却原価で測定される。資産または負債が公正価値ヘッジに指定され適格

とされているデリバティブによってヘッジされている場合、ヘッジされる資産または負債の帳簿価額には、

ヘッジされたリスクのみに関する公正価値調整が含まれる。以下に示されている当該資産および負債の期

末日の公正価値は、以下のとおり開示目的で見積られている。

顧客に対する貸付金

顧客に対する貸付金の公正価値は、入手できる場合は観察可能な市場取引に基づいている。観察可能な市

場取引がない場合は、公正価値は割引キャッシュ・フロー・モデルを用いて見積られている。

正常貸付金は、可能な限り、満期および金利ごとに区分された同種の貸付金プールに分類されており、通

常、契約上のキャッシュ・フローは、市場参加者が満期、価格更改、および信用リスクの特性が類似する商品

を評価する際に用いる割引率に関する当行グループの見積りを用いて割り引かれる。

貸付金ポートフォリオの公正価値は、期末日現在の貸付金の減損および市場参加者の契約期間における

貸し倒れの見積りを反映している。減損貸付金の公正価値は、回収が見込まれる期間の将来キャッシュ・フ

ローを割り引くことで見積られている。

金融投資

上場金融投資の公正価値は、市場買値を用いて決定される。非上場金融投資の公正価値は、同等の上場証

券の価格および将来の収益動向を考慮に入れた評価手法を用いて決定される。

銀行および顧客からの預金

公正価値を見積るため、銀行および顧客からの預金は、残存契約期間ごとに分類されている。公正価値は、

割引キャッシュ・フローを用いて、同様の残存期間を持つ預金に提示される現在の利率を適用して見積ら

れる。要求払預金の公正価値は、期末日現在、要求に応じて支払可能な金額として仮定されている。

発行済負債証券および劣後債務
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発行済負債証券および劣後債務の公正価値は、期末日における同一または類似した商品の市場価格に基

づいている。

本注記に表示されている公正価値は、特定日に評価されたものであり、当該商品の満期日または決済日に

実際に支払う金額と大幅に異なる可能性がある。多くの場合、評価されたポートフォリオの規模を考慮して

見積公正価値を即座に実現することは不可能である。したがって、これらの公正価値は、継続企業としての

当行グループにとってのこれらの金融商品の価値を表すものではない。

金融商品のすべての種類に関して、公正価値は単一商品の価値に保有している商品数を乗じて算定され

た金額を表している。大量保有によるディスカウントまたはプレミアムの調整は行われない。

無形資産の公正価値（コア預金ポートフォリオ、クレジットカードおよび顧客関係に関する価値等）は、

それらが金融商品ではないため、上表には含まれていない。

次へ 
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52 リスク管理

当行グループの活動には、財務リスクの分析、評価、承認および管理が含まれる。主な財務リスクは以下の

とおりである。

・信用リスク

・流動性および資金調達リスク

・市場リスク（為替、金利および株価リスクを含む）

・オペレーショナル・リスク

・保険リスク

・資本管理

エイチエスビーシー・グループ本社は、世界中のエイチエスビーシー・グループの高水準のリスク管理

方針を策定している。当行グループのリスク管理方針および手続きは、あらゆる種類のリスクが体系的に特

定、測定、分析され、積極的に管理されるようにするために、高水準の監視およびガイダンスの対象となって

いる。また、内部監査は、リスク管理および統制環境の独立したレビューにおける責任を持つ。

a 信用リスク

信用リスクは、顧客または取引相手が契約上の支払義務を履行できない場合の損失リスクである。信用リ

スクは、主に直接貸出、貿易金融およびリース事業によって生じているが、デリバティブおよび保証等のオ

フバランスシート商品ならびに当行グループが保有している負債証券およびその他の有価証券からも生じ

ている。信用リスクは、当行グループに発生するリスクのうち最大の必要規制資本を生じさせている。当行

グループには、そうしたすべての活動によって生じるリスクを管理および監視することに特化した基準、方

針および手続きがある。当行グループの主な信用リスク管理手続きおよび方針（エイチエスビーシー本社

が策定した方針に従っている）には、以下が含まれる。

・エイチエスビーシー・グループの信用方針と一貫した信用方針の形成および専用のマニュアルへの詳

細な文書化。

・当行グループの大規模な信用エクスポージャー管理方針の策定および維持。この方針は、個人顧客、顧

客グループおよびその他のリスクの集中に対する当行グループの最大エクスポージャーについて詳し

く説明するものである。

・特定の市場部門および産業への貸付に対する当行グループの姿勢および選好に関する貸付ガイドライ

ンの策定および準拠。

・客観的なリスク評価の実施。当行グループが組成した、商業上の銀行以外の信用枠のうち、指定された

限度額を超過するものはすべて、顧客に対する貸付を実行する前に信用枠のレビューが必要となる。

・銀行およびその他金融機関に対するエクスポージャーの管理。当行グループの金融および政府部門に

おける取引相手への信用リスクおよび決済リスクの上限は、信用枠を最大限に利用し、過度なリスク集

中を避けるために整備されている。

・トレーディング目的で保有する有価証券の流動性に関する管理を策定し、金融投資に関する発行体の

限度額を設定することによる負債証券に対するエクスポージャーの管理。アセット・バック証券およ

び類似した商品に関しては、別個のポートフォリオ限度額が設定される。

・国別の上限を設定し、さらに満期別および業種別の上限を設定することにより、国別リスクおよびクロ

ス・ボーダー・リスクを管理するためのクロスボーダー・エクスポージャーの管理。
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・特定の産業に対するエクスポージャーを管理する。必要に応じて、新事業に対して制限が課せられる。

あるいは、当行グループの事業体におけるエクスポージャーに上限が設けられる。

・エクスポージャーを有意義に区分し、付随するリスクの集中管理を促進するためのリスク格付けの維

持および策定。格付方法は、広範囲にわたる財務分析ならびにカウンターパーティ・リスクの評価に対

してコアとなる入力データである市場データを基礎としたツールに基づいている。より大規模な融資

枠については自動化された格付けプロセスが使用されることが多くなっているが、それぞれの場合に

おいてリスク格付けの設定に関する最終的な責任は、最終承認を下した役員にある。リスク格付けは随

時見直され、必要に応じて、適切に修正がなされる。

エイチエスビーシー・グループ本社および当行グループのリスク管理委員会（「RMC」）はともに、信用

エクスポージャーに関する定期報告書を受け取っている。これらの報告書には、大規模な信用エクスポー

ジャー、集中、産業エクスポージャー、減損引当金の水準および国別エクスポージャーに関する情報が含ま

れている。

RMCにはリスク承認権限の責任があり、最終的なリスク方針および管理を承認している。RMCは、金融サー

ビス事業に内在するリスクを監視し、報告書を受け取り、講じる措置を決定し、リスク管理の枠組みの有効

性に関するレビューを行う。

執行委員会（「EXCO」）およびRMCは、最高リスク責任者が部門長を務めるグループリスクに特化した部

門によって支援されている。最高リスク責任者は、EXCOおよびRMC双方のメンバーであり、最高経営責任者に

報告を行う。

リスク委員会はまた、リスク事項に関する監視を行い、取締役会に助言する責任がある。この点における

リスク委員会の重要な責務には、全般的なリスク選好許容度および当行グループ内の戦略について、取締役

会への助言を作成すること、および現在および将来のマクロ経済および財政環境が適切に説明されている

と確実にみなされることを目指すことが含まれる。リスク員会はまた、内部統制の有効性およびリスク管理

の枠組みについて定期的にレビューを行う責任があり、すべての高度なリスク事項について取締役会に助

言する責任がある。リスク委員会は、当行グループの最高リスク責任者の任命および解任を承認する。

（ⅰ）信用エクスポージャー

信用リスクに対する最大エクスポージャー

当行グループの信用エクスポージャーは、広範囲にわたる資産クラスに広がっている。資産クラスには、

デリバティブ、トレーディング資産、顧客に対する貸付金、銀行に対する貸付金および金融投資が含まれる。

下表は、貸借対照表およびオフバランスシート金融商品の信用リスクに対する最大エクスポージャーを

示したものであり、保有担保またはその他の信用補完（そうした信用補完が会計上の相殺要件を満たす場

合を除く）を考慮する前のものである。貸借対照表上に認識された金融資産の信用リスクに対する最大エ

クスポージャーは、付与された金融保証および類似した契約の帳簿価格と同じである。その金額は、保証が

実行された場合、支払いが必要となる最大金額である。各融資枠の期間中取消不能となっている、貸付コ

ミットメントおよびその他の信用関連コミットメントに関する最大エクスポージャーは、通常、約定融資枠

全額である。

保有する担保またはその他の信用補完考慮前の信用リスクに対する最大エクスポージャー

当行グループ
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2012年 2011年

百万香港ドル

現金および短期資金 1,111,199 919,906 

他行から回収中の項目 23,079 34,546 

１ヶ月超で満期を迎える銀行に対する預け金 184,711 198,287 

譲渡性預金 93,085 88,691 

香港政府債務証書 176,264 162,524 

トレーディング資産 389,296 432,908 

負債証券 176,757 168,849 

短期国債およびその他の適格証券 155,464 230,959 

その他 57,075 33,100 

公正価値評価の指定を受けた金融資産 17,421 17,402 

負債証券 17,001 16,762 

その他 420 640 

デリバティブ 398,956 377,296 

顧客に対する貸付金 2,349,043 2,130,871 

金融投資：負債証券 618,671 677,256 

グループ会社に対する債権額 176,004 152,730 

その他資産 80,105 77,521 

支払承諾見返および裏書 31,965 31,750 

その他 48,140 45,771 

金融保証およびその他信用関連偶発債務 59,065 48,432 

貸付コミットメントおよびその他信用関連コミットメント 1,820,719 1,683,589 

12月31日現在 7,497,618 7,001,959 

当行

2012年 2011年

百万香港ドル

現金および短期資金 761,187 612,265 

他行から回収中の項目 17,355 29,821 

１ヶ月超で満期を迎える銀行に対する預け金 80,200 108,873 

譲渡性預金 20,150 23,987 

香港政府債務証書 176,264 162,524 

トレーディング資産 254,323 302,343 

負債証券 125,372 120,575 

短期国債およびその他の適格証券 116,214 160,911 

その他 12,737 20,857 

公正価値評価の指定を受けた金融資産、負債証券 1,432 2,283 

デリバティブ 391,839 370,678 

顧客に対する貸付金 1,282,720 1,176,602 

金融投資：負債証券 257,804 325,136 

グループ会社に対する債権額 321,600 248,001 

その他資産 45,231 43,059 

支払承諾見返および裏書 21,191 21,001 

その他 24,040 22,058 

金融保証およびその他信用関連偶発債務 32,317 25,448 
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貸付コミットメントおよびその他信用関連コミットメント 1,167,024 1,067,049 

12月31日現在 4,809,446 4,498,069 

（ⅱ）金融商品の信用の質

当行グループの貸付および負債証券ポートフォリオの信用の質について、４つの広範な分類がなされて

いる。これらの各分類は、それぞれより精細な範囲、ホールセールおよびリテール貸付業務に割り当てられ

た内部信用格付け、ならびに負債証券に関して外部機関によって決定された外部格付けを網羅している。

精細レベルでは内部格付けと外部格付けとの間に直接的な相関関係はない。ただし、いずれも４つの分類

のうちの１つに該当している。

信用の質の分類

質の分類
負債証券/

その他の証券

ホールセール貸付および

デリバティブ
リテール貸付

外部格付け 内部信用格付け
デフォルト

確率 内部信用格付け
1 予想損失％

高 A-以上 CRR1からCRR2 0-0.169 EL1からEL2 0-0.999

中 B+からBBB+、

および未格付け

CRR3からCRR5 0.170-4.914EL3からEL5 1.000-19.999

破綻懸念先 B以下 CRR6からCRR8 4.915-99.999EL6からEL8 20.000-99.999

減損 減損 CRR9からCRR10100 EL9からEL10100+または

債務不履行
2

1 当行グループは、EL9からEL10に分類されたものに加え、個別に減損していないと評価される場合を除き、90日超の延

滞となっているEL1からEL8に分類されたリテール勘定を減損とする慣例に従っている（注記52(v)を参照のこと）。

2 ELの割合は、PDおよびLGDの組合せを通じて導き出される。LGDが100％超の状況においては、回収費用を反映して、

100％を超える可能性がある。

質の分類の定義

・高：エクスポージャーは金融コミットメントを果たす強い能力を示し、デフォルト確率がごく僅かま

たは低い、および/または予想損失の水準が低い。リテール勘定は、商品パラメーター内で運用され、特

に延滞期間のみを示している。

・中：エクスポージャーは緊密なモニタリングを必要とし、債務不履行リスクは低から中程度である。リ

テール勘定は通常、短期間の延滞のみを示し、回収プロセスの適用により、損失は最小限と予想される。

・破綻懸念先：エクスポージャーは、様々な程度の特別な注意を必要とし、またより大きな債務不履行リ

スクの懸念があるリテール・ポートフォリオ・セグメントは、担保の実現またはその他の回収プロセ

スを通じてこれらを軽減するための能力が減少しているため、一般に90日までのより長い延滞期間お

よび/またはより高い予想損失を示している。

・減損：エクスポージャーは、個別または集合的に減損と評価されている。当行グループは、すべてのリ

テール勘定は90日超の延滞で減損とみなされるという上記の質の分類の定義に反映された慣例に従っ

ている。それらの勘定は、どのリテール向けEL（「予想損失」）等級においても発生する可能性があ

り、より高い質の等級において、１つまたは別の形態での信用リスク補完によって延滞状態の影響が相

殺されていることが等級の割当に反映されている。
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当行グループの貸付金の減損および負債証券に関する方針は、財務諸表注記３(d)および３(g)に説明さ

れている。2012年12月31日現在の減損引当金および当事業年度における減損引当金の変動に関する分析に

ついては、注記19に開示されている。

精細なリスク格付スケール

10等級のCRR（顧客リスク格付け）スケールは、債務者の債務不履行の可能性を示す、より精細な23等級

のスケールに当てはめられる。当該スケールは、対象となっているエクスポージャーに対して適用される

バーゼルⅡのアプローチに基づいて、すべての個別に重要な顧客に対してグループ全体で用いられる。リ

テール事業に関する10等級のEL格付けスケールは、複合的に債務者および融資枠/商品リスク要因を組み合

わせた、より精細な29等級のスケールを要約したもので、グループ全体で用いられる。上述の外部格付けは、

報告を明確にするために、内部格付けエクスポージャーに関して定義された質の分類に割り当てられてい

る。

報告基準は、エイチエスビーシー・グループのバーゼルⅡプログラムに基づくリスク格付けシステムを

反映しており、ポートフォリオの質の表示において網羅される金融商品の範囲を拡充することを目的とし

ている。

トレーディング・ポートフォリオにおいて保有している、または公正価値評価の指定を受けた金融商品

に関して減損は測定されない。これは、トレーディング・ポートフォリオの資産が公正価値の変動に従って

管理され、公正価値の変動は損益計算書を通じて直接計上されるためである。

（ⅲ）担保およびその他の信用補完

貸付金

担保が信用リスクを軽減するための重要な要素となりうるとしても、提供された担保価値に依拠するの

ではなく、キャッシュ・フロー資源により顧客の債務を履行する能力に基づいて貸付を行うというのが当

行グループの実務である。顧客の状況および商品の種類に応じて、無担保で信用枠が提供される場合があ

る。ただし、その他の貸付に関して担保請求が行なわれ、信用決定および価格設定において考慮される。債務

不履行時に当行は、返済手段として担保を利用する可能性がある。

担保はその形態に応じて、信用リスクに対する当行のエクスポージャーを軽減する上で、重要な財務上の

効果をもたらす可能性がある。下表は、債務者が契約上の義務を果たすことが出来ない場合において、当行

グループが担保権を実行した実績があり、また実行可能である場合、ならびに担保が現金である、または市

場での売却による実現が可能な場合に、当行グループが保有している債務者の個別資産（または資産グ

ループ）に関する固定担保を定量化したものである。下表の担保評価からは、担保の取得および売却に関す

る調整は除かれている。

当行グループはまた、第二担保、その他の抵当権および裏付けのない保証等のその他の種類の担保および

信用リスク補完を採用することにより当行グループのリスクを管理する場合もある。ただし、これらのリス

ク軽減の評価は信頼性が低く、その財務上の影響は定量化されていない。特に、下表に無担保として示され

ている貸付金には、そうした信用リスク補完から便益を得る可能性がある。

個人向け貸付
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担保のレベル別の貸付コミットメントを含む住宅抵当貸付

2012年 2011年

百万香港ドル

無担保 79 1,290 

全額担保 747,689 659,976 

－LTV25％未満 96,626 60,167 

－LTV25％から50％ 329,650 230,027 

－LTV51％から75％ 249,448 278,216 

－LTV76％から90％ 62,920 81,597 

－LTV91％から100％ 9,045 9,969 

一部担保

－LTV100％超 2,929 4,156 

－担保価値 2,513 3,912 

住宅抵当貸付合計 750,697 665,422 

上表は、担保のレベル別のオフバランスシート貸付コミットメントを含む、住宅抵当貸付を示したもので

ある。上表に含まれている担保は、不動産の第一順位固定担保で構成される。

融資比率（「LTV」）は、貸付金の貸借対照表の帳簿価額と期末日のオフバランスシートの貸付コミット

メントの総額を担保価値で除することによって算定される。住宅用不動産の担保価値を取得するための方

法は、当行グループを通じて様々であるが、一般的に専門鑑定人、住宅価格指標または統計分析の組合せを

通じて決定される。評価は定期的に、最低でも３年に１度の間隔で更新されなければならない。市況または

ポートフォリオの実績が、重要な変動の対象となるか、あるいは貸付金が減損と識別され評価されている場

合、この評価はより頻繁に行われる。

その他の個人向け貸付

その他の個人向け貸付は、主に個人向けローン、当座貸越およびクレジットカードより構成されており、

これらはすべて、通常は無担保である。

法人、商業および金融（ノンバンク）貸付

保有担保は、商業用不動産およびその他の法人、商業および金融（ノンバンク）貸付別に、以下に分析さ

れている。これは、ポートフォリオに保有されている担保の相違を反映している。それぞれの場合において、

分析にはオフバランスシート貸付コミットメント、主に未実行信用枠が含まれる。

担保のレベル別の貸付コミットメントを含む商業不動産貸付金

2012年 2011年

百万香港ドル

CRR/EL格付け1-7 314,079 280,706 

無担保 111,895 120,602 
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全額担保 181,832 144,975 

一部担保(A) 20,352 15,129 

－Aに係る担保価値 12,735 6,770 

CRR/EL格付け8-10 878 616 

無担保 － 95 

全額担保 486 193 

－LTV25％未満 12 －

－LTV25％から50％ 437 14 

－LTV51％から75％ 17 9 

－LTV76％から90％ 9 14 

－LTV91％から100％ 11 156 

一部担保(B) 392 328 

－Bに係る担保価値 115 203 

商業不動産貸付金合計 314,957 281,322 

上表に含まれている担保は、不動産に係る固定第一順位担保および商業不動産部門の現金担保より構成

されている。上表には、通常、保証により担保が供されている、または無担保である、主要不動産開発業者に

対する貸付が含まれている。

商業不動産担保の価値は、専門家の評価および内部評価ならびに実査を組み合わせることによって決定

される。商業不動産の担保評価の複雑性のため、現地の市況に基づいた現地の評価方針によりレビュー頻度

が決定される。以下のような場合に、より頻繁に再評価が行われる。債務者の定期的な信用評価の一部とし

て、担保の基礎となる実績に影響する取引に関連して、重要な懸念が生ずる場合、または、債務者の信用の質

に、主要な支払源により債務を全額履行することができない可能性があるという懸念（すなわち、債務者の

信用の質の分類が、例えば破綻懸念先といったより低い水準ある、あるいは減損に近づいていることを示

す）を生ずるに足りる下落がある場合である。

担保のレベル別の貸付コミットメントを含む、その他の法人、商業および金融（ノンバンク）貸付金のみ

が含まれているCRR/EL格付け８から10の貸付金

2012年 2011年

百万香港ドル

無担保 6,447 8,882 

全額担保 1,784 1,634 

－LTV25％未満 113 107 

－LTV25％から50％ 515 588 

－LTV51％から75％ 547 334 

－LTV76％から90％ 278 251 

－LTV91％から100％ 331 354 

一部担保(A) 2,591 1,985 

－Aに係る担保価値 1,011 1,015 

合計 10,822 12,501 
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上記の評価に用いられる担保には、主として、不動産関連の法定第一順位担保、商業および工業部門の現

金担保ならびに金融部門の現金担保および市場性のある金融商品が含まれている。政府部門の貸付は、通

常、無担保である。

上表からは通常、法人および商業貸付において取得するその他の種類の担保（顧客の事業の資産に対す

る裏付けのない保証および浮動担保等）が除かれていることに留意しなければならない。それらのリスク

補完が支払不能時に担保権を随時提供するような価値があるとしても、その担保提供額は十分ではない。開

示目的上、それらは無価値とされている。

商業不動産と同様、上表に含まれている不動産担保の価値は、通常、専門家の評価および内部評価ならび

に実査の組み合せにより決定される。評価の実施頻度は商業不動産貸付金と同様の基準である。ただし、主

に商業不動産に関連していない法人および商業貸付における財務活動については、担保価値と元本返済実

績との間に密接な相関関係はない。担保価値は通常、債務者の全般的な信用業績が悪化した場合に見直さ

れ、第二の支払い源泉による返済の可能性についての評価が（これらへの依存が必要と示される場合）必

要となる。このため、上表はCRR８から10までの値のみを報告しており、これらの貸付金の評価が一般的に比

較的最近の等級による評価であることを反映している。上表の目的上、現金は名目金額で評価されており、

市場性のある有価証券はその公正価値で評価されている。

銀行に対する貸付金

担保のレベル別の貸付コミットメントを含む銀行に対する貸付金

2012年 2011年

百万香港ドル

無担保 492,106 615,783 

全額担保 61,702 64,411 

一部担保(A) 20,661 3,847 

－Aに係る担保価値 20,054 1,996 

銀行に対する貸付金合計 574,469 684,041 

上記の評価に用いられた担保は、主に現金および市場性のある有価証券に関連している。銀行に対する貸

付金は通常、無担保である。売戻契約および借株等の特定の商品は、実質的に担保に供されており、全額また

は一部担保として上表に含まれている。

デリバティブ

国際スワップデリバティブ協会（「ISDA」）マスター契約は、デリバティブ活動を文書化する上で、当行

グループにとって望ましい契約である。当該契約は、すべての店頭（「OTC」）商品の売買活動に関する契

約上の枠組みを規定し、またいずれか一方の当事者が債務不履行に陥った場合や他の事前に合意された解

約事由が生じた場合に、契約対象のすべての未決済取引を相殺することを両当事者に義務付けている。ISDA

マスター契約と併せてクレジット・サポート・アネックス（「CSA」）を実行することは、一般的であり、

かつ当行グループが推奨していることでもある。未決済のポジションに内在するカウンターパーティ・リ
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スクを軽減するために、CSAに基づいて、当事者間で担保の移動が行われる。当行グループのCSAの大部分は、

金融機関顧客と締結している。

その他の信用リスク・エクスポージャー

上述の有担保貸付に加え、その他の信用補完が採用されており、金融資産から生じた信用リスクを軽減す

るための手法が用いられている。これらについては、以下に詳しく記載されている。

政府、銀行およびその他の金融機関発行の、有価証券は、追加的な信用補完、特にこれらの資産を保証する

政府保証等を通じて便益を得る場合がある。事業会社発行社債は主として無担保であり、銀行および金融機

関が発行した負債証券には、アセット・バック証券（「ABS」）および類似した商品（基礎となる金融資産

プールによって裏付けられている）が含まれている。ABSに関連した信用リスクは、クレジット・デフォル

ト・スワップ（「CDS」）プロテクションの購入を通じて軽減されている。

トレーディング目的で保有されている貸付金を含むトレーディング資産の大部分は、リバース・レポお

よび借株で構成されており、これらは性質上、担保が供されている。取得した担保のうち、これらの契約に基

づき、売却または再担保に付すことが当行グループに認められている担保については、注記45「負債の担保

として供された資産および資産の担保として受け入れた担保」に記載されている。

当行グループの信用リスクに対する最大エクスポージャーには、当行グループが発行または締結する金

融保証および同様の契約、ならびに取消不能で実行される貸付コミットメントが含まれる。契約条件に応じ

て、当行は保証が実行されるか、または貸付コミットメントが実行され、その後債務不履行となった場合に、

追加的な信用補完に頼る可能性がある。これらの契約に関する詳細については、注記44「偶発債務および契

約債務」に記載されている。

担保の所有、またはその他の信用補完の行使を通じて、入手した資産の帳簿価額は以下のとおりである。

当行グループ 当行  

2012年 2011年 2012年 2011年

百万香港ドル 百万香港ドル

住宅用不動産 115 103 21 35 

商業および工業不動産 26 6 23 －

その他資産 3 3 － －

144 112 44 35 

担保権実行済み資産は秩序だった方法で売却可能となり、売却によって得られた収入は未払債務の減少、

または返済を目的として使用される。債務の返済後に超過資金が生じた場合には、それらの超過資金はより

優先順位の低い他の債権者への返済に利用されるか、または顧客に返還される。当行グループは、通常、当行

グループの事業に利用することを目的として担保権実行済み資産を占有することはない。

（ⅳ）信用の質に基づく金融商品の区分

当行グループ

延滞も減損もしていない
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高 中
1 破綻懸念

延滞してい

るが減損し

ていない

減損 減損引当金 合計

百万香港ドル

2012年12月31日

他行から回収中の項目 21,044 2,035 － － － － 23,079 

トレーディング資産 288,274 99,986 1,036 － － － 389,296 

－短期国債およびその他の

適格証券
131,405 23,926 133 － － － 155,464 

－負債証券 131,588 44,312 857 － － － 176,757 

－銀行に対する貸付金 21,001 1,190 － － － － 22,191 

－顧客に対する貸付金 4,280 30,558 46 － － － 34,884 

公正価値評価の指定を受けた金

融資産
14,705 2,716 － － － － 17,421 

－負債証券 14,705 2,296 － － － － 17,001 

－顧客に対する貸付金 － 420 － － － － 420 

デリバティブ 334,877 63,793 286 － － － 398,956 

償却原価で保有する貸付金 1,792,378 1,040,803 26,324 33,203 13,014 (9,771) 2,895,951 

－銀行に対する貸付金 472,123 72,026 2,682 77 － － 546,908 

－顧客に対する貸付金 1,320,255 968,777 23,642 33,126 13,014 (9,771) 2,349,043 

金融投資 1,133,090 110,743 2,816 － 5 － 1,246,654 

－短期国債およびその他の

適格証券
512,674 21,661 563 － － － 534,898 

－負債証券 620,416 89,082 2,253 － 5 － 711,756 

その他資産 31,901 47,101 774 228 101 － 80,105 

－裏書および支払承諾見返 8,624 22,759 580 2 － － 31,965 

－その他 23,277 24,342 194 226 101 － 48,140 

合計 3,616,269 1,367,177 31,236 33,431 13,120 (9,771) 5,051,462 

1 スタンダード・アンド・プアーズの格付けを使用して、BBB+からBBB-に分類されている短期国債、適格証券および負

債証券108,872百万香港ドルを含む。

延滞も減損もしていない

高 中
1 破綻懸念

延滞してい

るが減損し

ていない

減損 減損引当金 合計

百万香港ドル

2011年12月31日

他行から回収中の項目 32,852 1,690 4 － － － 34,546 

トレーディング資産 371,013 61,562 333 － － － 432,908 

－短期国債およびその他の

適格証券
224,302 6,657 － － － － 230,959 

－負債証券 123,177 45,596 76 － － － 168,849 

－銀行に対する貸付金 22,413 3,491 257 － － － 26,161 

－顧客に対する貸付金 1,121 5,818 － － － － 6,939 

公正価値評価の指定を受けた金

融資産
14,701 2,701 － － － － 17,402 

－負債証券 14,061 2,701 － － － － 16,762 

－顧客に対する貸付金 640 － － － － － 640 

デリバティブ 320,122 56,721 453 － － － 377,296 

償却原価で保有する貸付金 1,778,778 954,195 23,329 26,600 13,851 (11,301)2,785,452 
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－銀行に対する貸付金 581,800 71,227 1,252 302 － － 654,581 

－顧客に対する貸付金 1,196,978 882,968 22,077 26,298 13,851 (11,301)2,130,871 

金融投資 1,018,523 99,824 1,048 － 57 － 1,119,452 

－短期国債およびその他の

適格証券
329,458 24,047 － － － － 353,505 

－負債証券2 689,065 75,777 1,048 － 57 － 765,947 

その他資産 28,910 46,338 1,635 545 93 － 77,521 

－裏書および支払承諾見返 6,549 24,320 876 － 5 － 31,750 

－その他 22,361 22,018 759 545 88 － 45,771 

合計 3,564,899 1,223,031 26,802 27,145 14,001 (11,301)4,844,577 

1 スタンダード・アンド・プアーズの格付けを使用して、BBB+からBBB-に分類されている短期国債、適格証券および負

債証券91,657百万香港ドルを含む。

2 １年を超えて延滞となっている減損負債証券16百万香港ドルを含む。

当行

延滞も減損もしていない

高 中
1 破綻懸念

延滞している

が減損してい

ない

減損 減損引当金 合計

百万香港ドル

2012年12月31日

他行から回収中の項目 15,546 1,809 － － － － 17,355 

トレーディング資産 190,792 63,255 276 － － － 254,323 

－短期国債およびその他の

適格証券
92,288 23,926 － － － － 116,214 

－負債証券 91,255 33,887 230 － － － 125,372 

－銀行に対する貸付金 3,513 501 － － － － 4,014 

－顧客に対する貸付金 3,736 4,941 46 － － － 8,723 

公正価値評価の指定を受けた金

融資産：負債証券
576 856 － － － － 1,432 

デリバティブ 330,679 61,023 137 － － － 391,839 

償却原価で保有する貸付金 931,321 565,029 15,224 16,251 6,548 (5,549)1,528,824 

－銀行に対する貸付金 208,565 37,414 49 76 － － 246,104 

－顧客に対する貸付金 722,756 527,615 15,175 16,175 6,548 (5,549)1,282,720 

金融投資 613,227 83,922 145 － 5 － 697,299 

－短期国債およびその他の

適格証券
398,367 20,978 － － － － 419,345 

－負債証券 214,860 62,944 145 － 5 － 277,954 

その他資産 18,370 26,278 509 62 12 － 45,231 

－裏書および支払承諾見返 6,482 14,350 359 － － － 21,191 

－その他 11,888 11,928 150 62 12 － 24,040 

合計 2,100,511 802,172 16,291 16,313 6,565 (5,549)2,936,303 

1 スタンダード・アンド・プアーズの格付けを使用して、BBB+からBBB-に分類されている短期国債、適格証券および負

債証券94,465百万香港ドルを含む。

延滞も減損もしていない

高 中
1 破綻懸念

延滞している

が減損してい

ない

減損 減損引当金 合計
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百万香港ドル

2011年12月31日

他行から回収中の項目 28,334 1,483 4 － － － 29,821 

トレーディング資産 254,395 47,615 333 － － － 302,343 

－短期国債およびその他の

適格証券
154,316 6,595 － － － － 160,911 

－負債証券 84,222 36,277 76 － － － 120,575 

－銀行に対する貸付金 14,742 1,531 257 － － － 16,530 

－顧客に対する貸付金 1,115 3,212 － － － － 4,327 

公正価値評価の指定を受けた金

融資産：負債証券
587 1,696 － － － － 2,283 

デリバティブ 317,049 53,294 335 － － － 370,678 

償却原価で保有する貸付金 972,734 519,868 12,504 11,786 8,951 (7,714)1,518,129 

－銀行に対する貸付金 303,108 37,739 386 294 － － 341,527 

－顧客に対する貸付金 669,626 482,129 12,118 11,492 8,951 (7,714)1,176,602 

金融投資 571,375 76,344 1,048 － 57 － 648,824 

－短期国債およびその他の

適格証券
278,105 21,596 － － － － 299,701 

－負債証券 293,270 54,748 1,048 － 57 － 349,123 

その他資産 11,255 30,556 1,080 82 86 － 43,059 

－裏書および支払承諾見返 3,949 16,665 382 － 5 － 21,001 

－その他 7,306 13,891 698 82 81 － 22,058 

合計 2,155,729 730,856 15,304 11,868 9,094 (7,714)2,915,137 

1 スタンダード・アンド・プアーズの格付けを使用して、BBB+からBBB-に分類されている短期国債、適格証券および負

債証券81,436百万香港ドルを含む。

（ⅴ）延滞しているが減損していない金融商品の期間別分析

下表の金額は、延滞しているが減損していないものとして指定されたエクスポージャーを反映している。

延滞しているが減損していないものに指定されたエクスポージャーの例には、最も直近の返済日に返済を

行わなかったものの減損の証拠がない貸付金および文書化の遅延など形式的な理由で90日超延滞となって

いるものの取引相手の信用力に懸念がない短期融資枠が含まれる。

当行グループ

29日まで 30日から59日 60日から89日 90日から180日 180日超 合計

百万香港ドル

2012年12月31日

償却原価で保有する貸付金 26,876 4,874 1,353 81 19 33,203 

－銀行に対する貸付金 77 － － － － 77 

－顧客に対する貸付金
１ 26,799 4,874 1,353 81 19 33,126 

金融投資 － － － － － －

－短期国債およびその他の

適格証券
－ － － － － －

－負債証券 － － － － － －

その他資産 96 37 38 31 26 228 

26,972 4,911 1,391 112 45 33,431 

2011年12月31日
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償却原価で保有する貸付金 21,616 3,685 1,113 143 43 26,600 

－銀行に対する貸付金 302 302 

－顧客に対する貸付金
１ 21,314 3,685 1,113 143 43 26,298 

金融投資 － － － － － －

－短期国債およびその他の

適格証券
－ － － － － －

－負債証券 － － － － － －

その他資産 138 143 71 66 127 545 

21,754 3,828 1,184 209 170 27,145 

当行

29日まで 30日から59日 60日から89日 90日から180日 180日超 合計

百万香港ドル

2012年12月31日

償却原価で保有する貸付金 13,187 2,518 509 21 16 16,251 

－銀行に対する貸付金 76 － － － － 76 

－顧客に対する貸付金
１ 13,111 2,518 509 21 16 16,175 

金融投資 － － － － － －

－短期国債およびその他の

適格証券
－ － － － － －

－負債証券 － － － － － －

その他資産 23 9 3 10 17 62 

13,210 2,527 512 31 33 16,313 

2011年12月31日

償却原価で保有する貸付金 9,628 1,700 410 31 17 11,786 

－銀行に対する貸付金 294 － － － － 294 

－顧客に対する貸付金
１ 9,334 1,700 410 31 17 11,492 

金融投資 － － － － － －

－短期国債およびその他の

適格証券
－ － － － － －

－負債証券 － － － － － －

その他資産 28 16 13 14 11 82 

9,656 1,716 423 45 28 11,868 

1 債務の再編によって改訂された条件の中で運用されている顧客に対する貸付金の大部分は、この表からは除外され

ている。

（ⅵ）減損貸付金

個別に評価される貸付金およびポートフォリオベースで集合的に評価される貸付金の双方に係る減損引

当金の認識および測定に関する当行グループの方針については、注記３(d)に記載されている。

2012年12月31日現在における減損引当金の分析および当事業年度におけるそれらの減損引当金の変動に

ついては、注記19に開示されている。

b 流動性および資金調達リスク

流動性および資金調達の管理は、当行グループの流動性および資金調達リスクの枠組み（「枠組み」）、

リスク・マネジメント会議を通じた当行のグループ運営取締役会（「GMB」）により設定され、取締役会で
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承認された実務および上限に準拠して、主に当行グループが運営する事業体において現地で（国別に）行

われている。これらの限度は事業体が運営されている市場における規模および流動性に応じて様々である。

当行グループの全般的な方針は各事業体が自己の活動における資金調達を自己完結することである。事業

体間の取引が存在する場合、これらは両方の事業体に対称的に反映される。

資産負債および資産管理（以下「ALCM」という。）構造の一環として、当行グループはグループレベル、

地域レベル、および運営事業体レベルの資産負債管理委員会（以下「ALCO」という。）を設定した。すべて

のALCOの実施要項には流動性および資金調達の監視と管理が含まれている。

当行グループの枠組みにおける流動性および資金調達の管理責任ならびにリスク選好に係る主な責任は

現地事業体のALCOにある。当行グループの最も重要な事業体は地域ALCO、グループALCOおよびリスク管理会

議により監視される。残りの小規模の事業体は地域ALCOにより監視されるが、重要な問題についてはグルー

プALCOおよびリスク管理会議に適切に上申される。

事業体は現地における流動性および資金調達管理を反映するために主に国別に区分される。通常、事業体

は単独の事業体として区分される。ただし、ある国における事業が複数の子会社または支店にまたがってい

る状況を考慮している。

・事業体が同じ国で設立され、現地の規定により事業体間で流動性および資金調達を自由に融通できる

場合、事業体は広範なサブ連結グループの事業体に区分されることがある。区分には現地国でどのよう

に流動性および資金調達が管理されているかを反映している。

・複数の国で運営される事業体を、現地国の流動性および資金調達管理を反映する、より小さい主たる事

業所（支店）単位で区分することができる。

流動性および資金調達要件への準拠は、現地のALCOによって監視されており、ALCOは定期的に当行グルー

プALCMへ報告する。このプロセスには以下が含まれる。

・事業体に関連する規制上の要件に準拠していること。

・様々なストレス・シナリオのもとでキャッシュ・フローを予測し、それに関連して必要な流動資産の

水準を検討すること。

・内部および規制上の要件に照らして、貸借対照表の流動性および中核となる資金調達源に対する貸出

金の割合を監視すること。

・適切なバックアップ・ファシリティが付された多岐にわたる資金調達源を維持すること。

・債務の満期の集中およびプロファイルを管理すること。

・偶発的流動性コミットメントに対するエクスポージャーをあらかじめ設定された上限内で管理するこ

と。

・負債資金調達計画を維持すること。

・大口預金者に過度に依存することを避け、総合的に良好な資金調達構成を確保するために、預金者の集

中を監視すること。

・流動性および資金調達に関する危機管理計画を維持すること。これらの計画は、ストレス状況の初期兆

候を特定し、長期的に事業に及ぼす不利な影響を最小限に抑えつつシステミックまたはその他の危機

から生じる困難な事態に対処する方法を記述する。

主要資金調達源
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要求払いまたは短期通知払いの当座預金および普通預金形式の顧客預金は、当行グループの重要な資金

調達源であり、当行グループは、これらの預金の安定性を維持することに重点を置いている。預金の安定性

は、当行グループの資本力および流動性に対する預金者の信頼性の維持ならびに競争力および透明性のあ

る価格設定によって決まる。プロフェッショナル市場へのアクセスは、追加的な資金調達、現地の短期金融

市場における存在の維持ならびに資産および負債の満期を最適化することを目的として行われている。

資金調達および流動性リスクの管理

固有の流動性リスク区分

当行グループは、所在する国の政治的、経済的および規制上の要因、ならびに現地市場、市場占有率、貸借

対照表強度等、事業体自身に固有の要因も考慮し、事業体固有の流動性リスクに関する当行グループの評価

を反映するために、事業体を３つのカテゴリー（低、中、および高）に区分している。この区分は経営陣の判

断を伴い、当行グループ内のその他の事業体と比較した場合にその事業体の流動性リスクとされたものを

基礎とする。この区分は可能性のある流動性事象による影響の反映を意図しており、流動性事象の発生可能

性を反映したものではない。この区分は当行グループのリスク選好の一部であり、当行グループが事業体に

持ちこたえることおよび管理することを求めるストレス・シナリオを決定するために使用されている。

コア預金

当行の内部の枠組みの主な前提は、流動性ストレスがある間の当行グループの預金動向予測に基づいて、

顧客預金をコア預金および非コア預金に区分することである。この特性化は、預金を扱う事業体に固有の流

動性リスク区分、顧客の性質ならびに預金規模および価格設定を考慮に入れている。契約上貸付金の担保と

なる場合を除き全体がコア預金となるものはない。各事業体のコア預金基盤は長期資金源とみなされ、これ

により当行グループが主要流動性リスク・マトリックスを算定する際に使用する流動性ストレス・シナリ

オにおいて払い出されることはないとしている。

事業体における預金がコア預金であるか否かを評価する際に以下の３つのフィルターが考慮される。

・金利：市場またはベンチマーク金利を大幅に超える金利が設定された預金は、通常すべてを非コア預

金として取り扱う。

・規模：預金合計が一定の金額基準を超える預金者は除外される。基準は事業内容および固有の流動性

リスク区分を考慮して設定される。

・事業区分：金利および規模のフィルター適用後に残った預金は関連する事業区分を基準に評価され

る。このフィルターによりコアとされる顧客預金の割合は35％から90％の間である。

レポ取引および銀行預金はコア預金に区分することができない。

中核となる資金調達に対する貸付金の割合

当行グループは、顧客への貸付を行うための資金調達源としてのコア顧客預金の重要性を強調しており、

短期的な専門機関による資金調達への依存を軽減している。顧客に対する貸付金の増加に見合うようにコ

ア顧客預金または残存満期が１年を超える長期負債資金調達の増加がない場合には、貸付能力を制限する

ために事業体に限度額を設定している。この手法が「中核となる資金調達に対する貸付金の割合」と呼ば
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れるものである。

最も重要な事業体に対してはリスク管理会議により、またより小規模の事業体に対して地域ALCOにより

中核となる資金調達に対する貸付金の割合に制限が設定されている。これらはALCMチームにより監視され

ている。この割合は、顧客に対する貸付金が、コア顧客預金および１年超の残存期間を有する期限付資金調

達の合計額に占める割合を示している。通常、顧客貸付金は更新することが見込まれており、契約上の満期

日にかかわらず、中核となる資金調達に対する貸付金の割合の分子に含まれる。売戻契約は、中核となる資

金調達に対する貸付金の割合から除外される。

ストレス下の保全率

以下に示されているストレス下の保全率は、ストレス下のキャッシュ・フロー・シナリオ分析より導き

出されており、１ヶ月間および３ヶ月間にわたるストレス下の現金流出に対するストレス下の現金の流入

割合を表している。

ストレス下の現金流入には以下が含まれる。

・流動資産の実現により期待される流入（想定される償却控除後）

・流動資産の利用として考慮されていない資産の満期による契約上の現金流入

中核となる資金調達に対する貸付金の割合として採用されたアプローチと整合して、通常、顧客貸付金は

ストレス・シナリオにおいて現金流入を生まないものとされる。したがって、契約上の満期にかかわらずス

トレス下の保全率の分子から除外される。

100％またはそれ以上のストレス下の保全率は、監視されているストレス・シナリオにおいて正の累積現

金流入を反映している。グループ事業体は、事業体に該当する固有リスク区分で定義された市場全体および

エイチエスビーシー特有の結合ストレス・シナリオにおいて３ヶ月間100％以上の割合を維持することが

要求される。

流動性および資金調達要件への準拠は現地のALCOにより監視され、ALCOはグループALCMに定期的に報告

する。

当行の中核となる資金調達に対する貸付金の割合ならびに１ヶ月間および３ヶ月間の保全率は、月末の

数値に基づいて、下表に表示されている。

中核となる資金調達に

対する貸付金の割合

ストレス下の１ヶ月間の

保全率

ストレス下の３ヶ月間の

保全率

2012年 2011年 2012年 2011年 2012年 2011年

％ ％ ％ ％ ％ ％

年度末 73.1 75.0 129.5 122.9 126.1 118.5 

最大 75.0 78.9 133.6 144.6 126.2 125.9 

最小 71.4 70.3 122.9 116.4 118.5 109.5 

平均 73.1 75.9 129.0 124.0 123.4 116.2 

流動性行動調整
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当行グループが、厳しい流動性ストレス・シナリオのもとにおいても当行の負債の利用に確信のある予

想期間、および当行グループが当行グループの資産に対する調達をするために必要となることを想定しな

ければならない予想期間についての保守的な評価を反映するために、流動性行動調整が適用されている。行

動調整は、契約条件が予想される行動を反映していない場合に適用される。流動性行動調整はリスク管理会

議が設定した方針に従って現地のALCOにより定期的にレビューされ承認される。当行グループの流動性リ

スク管理は資産および負債に対してしばしば異なる対応手段を採用している。例えば、経営陣は負債に対し

て短期間を前提とするが資産に対して長期間の資金調達を想定している。

偶発流動性リスク

事業体は、顧客に約定融資枠およびスタンドバイ融資枠を提供する。これらの融資枠は、顧客が引き出し

た場合、当行グループの必要資金調達を増加させる。取消不能約定融資枠の引出可能性に関する流動性リス

クはストレス・シナリオの要素として取り入れている。また、これらの融資枠に対して限度額を設定してい

る。

香港銀行業条例に基づく流動性比率

香港銀行業条例はまた、香港において業務を行っている銀行に対し、最低流動性比率を維持するよう要求

している。この要件は、当行の香港支店および香港における銀行業条例に基づく公認機関である子会社の香

港支店に対して個別に適用されている。

c 市場リスク

市場リスクは、為替レート、金利、信用スプレッド、あるいは株価およびコモディティ価格の変動が当行グ

ループの損益につながるリスクである。市場リスクは公正価値で測定される金融商品および償却原価で測

定される金融商品から生じる。市場リスク管理の目的は、リスクを許容水準に維持する一方で、最適な収益

を得るために市場リスク・エクスポージャーを管理することである。

当行グループはトレーディング・ポートフォリオおよび非トレーディング・ポートフォリオについて、

別々に市場リスクを監視している。トレーディング・ポートフォリオには、為替レート、金利、クレジット・

デリバティブおよびエクイティ・デリバティブ商品、ならびに負債証券および持分証券の値付けによって

生じるポジションが含まれる。トレーディング・リスクは、顧客関連業務または自己勘定における売買取引

のいずれかによって生じる。

市場リスクは、当行グループの執行委員会が承認したリスク限度額に従って、主にグローバル・マーケッ

ツにおいて管理される。リスク部門の中の独立した部門であるホールセール・アンド・マーケット・リス

クは、リスク管理方針および測定技法を開発している。

リスク限度額は、各所在地について決定され、所在地内で各ポートフォリオ別に決定される。リスク限度

額は、リスク限度額の水準を決定する上で主要な要因となる市場流動性をもって、商品およびリスク・タイ

プ別に設定される。リスク限度額は、リスク測定技法（ポジション限度額、感応度の限界、ならびにポート

フォリオ・レベルでのバリュー・アット・リスクの限界を含む）を組み合わせることによって設定され

る。同様に、オプション・リスクは各オプションの価値を決定する基礎となる変数に対する制限と併せて再

評価限度額を通じて管理される。
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バリュー・アット・リスク（「VAR」）

当行グループが、市場リスク・エクスポージャーを監視および制限するために用いる主なツールの１つ

がVARである。VARは、信頼水準（当行グループの場合は99％）を考慮して、一定の期間における市場金利お

よび価格の変動によってリスク・ポジションに生じる可能性のある潜在的損失を見積る手法である。VARは

日次で算定される。当行グループは、ヒストリカル・シミュレーション・モデルを用いており、ヒストリカ

ル・シミュレーション・モデルは、過去の市場データから信憑性のある将来のシナリオを導くものである。

市場価格の潜在的な変動は、過去２年間の市場データを参照することによって計算される。当該モデルで

は、リスク・ポジションが管理される方法を反映するため、保有期間を１日と仮定して算定している。

VARはリスクの算定に有用ではあるが、以下に例示する限界があることを常に考慮しておかなければなら

ない。

・将来の事象を見積もるためにヒストリカル・データを使用しているため、特に極端な事象など、すべて

の潜在的事象を含まない可能性がある。

・保有期間を１日とする場合、すべてのポジションが１日で清算可能またはヘッジ可能であると仮定し

ている。すべてのポジションを１日で完全に清算またはヘッジできないような、流動性に困難が生じて

いる状況における市場リスクは完全に反映されていない。

・99パーセントの信頼水準を使用する場合、定義上、この信頼水準を超えて発生する可能性のある損失は

考慮されていない。

・VARは営業終了時のエクスポージャーに基づいて算定されるため、必ずしも日中のエクスポージャーを

反映していない。

当行グループは、個々のポートフォリオおよび連結ベースの両方において、VAR制限値をその他のポジ

ションや感応度の制限の構造と組み合わせることやストレス・テストにより、VARの限界を認識しているス

トレス・テストを行っている。当行グループのストレス・テストの体制は、当行グループの市場リスク・エ

クスポージャーに関する極端な事象による影響についての評価を上級経営陣に提供するものである。

トレーディング

当行グループの市場リスクの管理は、各現場でホールセール・アンド・マーケット・リスクの承認を受

けた金融商品リストの範囲内にそれぞれのトレーディング業務を限定し、新商品に対する厳格な承認手続

きを実施している。特に、より複雑なデリバティブ商品のトレーディングをその金融商品に関する適切な水

準の専門知識と厳格な管理システムを有するオフィスに集中させている。

さらに、トレーディング・ポートフォリオにおける市場リスクは、複数の手法（VARおよびベーシス・ポ

イントの現在価値、ならびにストレス・テストおよび感応度テスト、集中度の制限等）を組み合わせて用い

ることにより、ポートフォリオおよびポジションの両レベルで監視され、管理されている。これらの手法は、

特定の市場における変動が資本に及ぼす影響を定量化している。

グローバル・マーケッツのVAR合計は以下のとおりであった。

当行グループ 当行
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2012年 2011年 2012年 2011年

百万香港ドル 百万香港ドル

VAR合計

年度末 199 393 173 279 

平均 260 306 211 235 

最大 473 463 357 326 

最小 167 190 159 156 

金利VAR合計

年度末 169 151 149 105 

平均 209 141 168 121 

最大 261 187 212 161 

最小 169 108 137 92 

為替VAR合計

年度末 43 49 43 51 

平均 38 50 39 52 

最大 85 116 93 111 

最小 23 28 22 29 

信用スプレッドVAR合計

年度末 121 343 69 196 

平均 177 246 110 166 

最大 325 380 212 247 

最小 118 136 67 96 

トレーディングVAR合計

年度末 134 184 119 156 

平均 136 131 128 118 

最大 232 208 227 184 

最小 89 73 84 69 

金利トレーディングVAR

年度末 95 98 90 101 

平均 110 91 101 87 

最大 159 150 142 120 

最小 68 62 70 59 

為替トレーディングVAR

年度末 43 46 43 48 

平均 38 47 39 47 

最大 85 99 93 95 

最小 23 24 22 27 

信用スプレッド・トレーディング

VAR

年度末 39 109 25 82 

平均 47 67 39 57 

最大 98 115 82 96 

最小 29 36 23 32 

エクイティ・トレーディングVAR
1

年度末 26 15 26 15 

平均 27 18 27 18 

最大 54 37 54 37 

最小 14 5 14 5 
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1 グローバル・マーケッツが管理しているエクイティ・トレーディング・ポジションに加えて、当行グループは、特定

のエイチエスビーシーの投資契約を購入している顧客に与えられている保証に関連した株価および金利変動に対す

るエクスポージャーも有している。2012年12月31日現在において、株価の10%の下落により、税引前利益および純資産

が182百万香港ドル（2011年：186百万香港ドル）減少し、金利の100ベーシス・ポイントの下落により、税引前利益

および純資産が23百万香港ドル（2011年：156百万香港ドル）減少することとなる。

非トレーディング・ポートフォリオ

非トレーディング・ポートフォリオの市場リスクは主に、金利変動による資産の将来利回りと資金調達

費用のミスマッチから生じている。このリスクの分析は、特定の商品分野における選択性（例えば、抵当貸

付の期前返済の発生率）について仮定を用いなければならないこと、また契約上、要求に応じて返済が可能

な負債（例えば当座預金）の残存年数について行動仮定を使用することによって複雑になっている。この

リスクに対する最適な管理を目的として、非トレーディング・ポートフォリオの市場リスクは、グローバル

・マーケッツまたは現地の資産負債管理委員会（「ALCO」）の指揮下で管理される別個の帳簿に移転され

る。

グローバル・マーケッツまたはALCOによって管理されるトレーディング勘定への市場リスクの移転は、

通常、事業単位およびそのトレーディング勘定間の一連の内部取引によって行われる。商品の行動特性が契

約上の特性と異なる場合、本質的な金利リスクを決定するために行動特性が評価される。現地のALCOは定期

的に、すべてのこのような行動仮定および金利リスク・ポジションを監視し、これらが上級経営陣の定める

金利リスク制限に準拠していることを確認している。

上述のとおり、商品の非線型特性は、場合によっては、リスク移転プロセスによって適切に把握されない

可能性がある。例えば、顧客預金口座から代替投資商品へのフロー、および抵当貸付の正確な期前返済率は

金利水準によって異なることになる。このような状況において、シミュレーション・モデルは、多様なシナ

リオが評価および正味受取利息に与える影響を識別するために用いられる。

市場リスクがグローバル・マーケッツまたはALCOの管理する帳簿で一元管理されれば、正味エクスポー

ジャーは通常、合意された限度内で金利スワップを用いることによって管理される。

当行グループ内の銀行業務を行っている事業体もまた、変動金利シナリオに基づき、予想される正味受取

利息の感応度についても監視している。当行グループは、非トレーディング・ポートフォリオにおける市場

リスク管理を通じて、そのようなヘッジ活動に要する費用と現在の正味収益とのバランスをとりつつ、将来

の正味受取利息を減らす可能性のある将来の金利変動による影響を軽減することを目的としている。

金利の変動によって生じる当行グループの正味受取利息の変動に対するエクスポージャーの大部分は、

当行グループのコア預金フランチャイズに関連している。当行グループのコア預金フランチャイズは、預金

価値の変動およびホールセール市場における資金に対するスプレッドの変動リスクにさらされている。コ

ア預金の価値は、金利の上昇とともに増加し、金利の下落とともに減少する。ただし、このリスクは、極度な

低金利環境においては、金利が下落した場合により低い預金価格設定に対する余地が限られているため、非

対称となる。

構造的為替エクスポージャー

当行グループの構造的為替エクスポージャー総額は、子会社、支店および関連会社の外貨投資の純資産価

値、ならびに当行グループの長期外貨建持分投資の公正価値によって示されている。
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当行グループの構造的為替エクスポージャーは、当行グループのALCOが管理しており、実際には当行グ

ループおよび当行の資本比率を為替変動の影響から保護することを主な目的としている。当行グループは、

資本比率または投資された資本の価値を守るために、限られた状況においてのみ構造的為替エクスポー

ジャーをヘッジすることを検討する。そうしたヘッジは為替契約を用いて、あるいは機能通貨と同一通貨で

の借入れによる資金調達を通じて行われる。

2012年12月31日現在、外貨投資は324,804百万香港ドル（株主資金の74％）相当の外貨であり、2011年12

月31日現在の267,382百万香港ドル（株主資金の78％）から57,422百万香港ドル増加した。構造的為替エク

スポージャーに係る利益または損失は、準備金に計上される。

当行グループは、以下の構造的為替エクスポージャーを有しており、これらは正味構造的外貨ポジション

合計の10％以上であった。

当行グループ 当行

百万現地通貨 百万香港ドル 百万現地通貨 百万香港ドル

2012年12月31日現在

中国人民元 153,638 189,446 39,447 48,641 

2011年12月31日現在

中国人民元 117,895 145,347 32,290 39,809 

d オペレーショナル・リスク

オペレーショナル・リスクは、不正、未承認活動、誤謬、不作為、不手際、システム障害または外部の事象に

よって生じる損失リスクである。オペレーショナル・リスクは各事業組織に内在し、問題は広範囲に及んで

いる。

当行グループは、プロセスが文書化され、承認が独立しており、取引が調整され監視されている統制活動

に基づく環境を通じて当該リスクを管理している。これは、内部監査によって行われる独立した定期的なレ

ビュープログラム、および外部のオペレーショナル・リスク事象を監視することによって支援されており、

当行グループが確実に業界と共同歩調をとりつつ最善の対応を行い、金融サービス業界において公表され

た失敗例からの教訓を考慮できるようにするものである。

エイチエスビーシー・グループは、概略的な基準を公表することによってオペレーショナル・リスク管

理プロセスを編纂しており、このプロセスはさらに詳細にわたる正式なガイダンスによって補足されてい

る。この基準は、当行グループがリスクを識別、評価、監視、管理および軽減すること、オペレーショナル・リ

スク事象を是正すること、および現地の規制要件に準拠するために必要な追加的な手続きを導入すること

によって、オペレーショナル・リスクを管理する方法について説明している。基準では以下を網羅してい

る。

・オペレーショナル・リスクの管理責任は、事業部内の上級経営陣に割り当てられている。

・オペレーショナル・リスクの特定および評価を記録するために、また適切かつ定期的な経営陣の報告を

作成するためにITが使用される。

・各事業が直面しているオペレーショナル・リスクならびに事業プロセス、活動および商品に内在するリ

スクについての評価を行う。リスク評価には、重要な変動を監視するために識別されたリスクに関する定

期的なレビューが組み込まれる。
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・オペレーショナル・リスク損失データは、集められて上級経営陣に報告される。オペレーショナル・リス

ク損失累計が計上され、重要性の基準を上回る事象の詳細がエイチエスビーシー・グループの監査委員

会に報告される。

・保険を含むリスク補完は、費用効率が高い場合に検討される。

当行グループは、災害時のオペレーションを支援するために、偶発融資枠を維持しテストを行っている。

エイチエスビーシーの事業所が、外的要因による混乱によって影響を受けた場合には、そうした状況から

の回復事例を取り込むために、追加的なレビューおよびテストが実施される。インフルエンザが流行した際

に少ない人員で当行グループの業務を継続することを目的として、計画が策定されている。

e 保険リスク

保険リスクは、金融リスク以外の、損失が保険契約者から保険者に移転されるリスクである。当行グルー

プが直面している主な保険リスクは、保険金、給付金、契約管理費および契約獲得費用を合算した金額が、時

間とともに受領した保険料と投資収益の合計額を超過する可能性である。保険金費用および給付金は、数多

くの要因（死亡率および罹患率、失効および解約率ならびに任意参加型契約の場合には負債の裏付けとし

て保有する資産の業績を含む）によって影響を受ける。したがって保険金の規模ならびに時期は不確定で

ある。保険契約者から当行グループへの保険リスクの移転が重要ではない契約は、投資契約として分類され

ている。

当行グループは、引受制限、新商品を含む取引または設定限度額を超える取引に関する承認手続き、リス

クの多様化、価格設定ガイドライン、再保険および顕在化した問題の監視を通じ、適切な場合には現地の市

況および適用される規制上の要件を考慮して保険リスクを管理している。

社内で開発されたものか、第三者の開発によって提供されたものかに関わらず、すべての保険商品は商品

管理委員会のレビューを受ける。個々の種類のリスクおよび全体的なリスクの両方について、保険リスク・

エクスポージャーを評価および監視するために複数の手法が用いられている。これらの手法には、内部リス

ク測定モデル、感応度分析、シナリオ分析およびストレス・テストが含まれる。

収益性の理論は、保険契約ポートフォリオの価格設定および引当金の決定に適用される。保険事象は、そ

の性質上、一定の偶発性を組み入れているため、ある１年間に実際に発生した保険事象の件数は、統計的技

法を用いて見積った件数とは異なる可能性がある。

資産および負債管理

当行グループが保険リスク（特に生命保険契約に関するリスク）に対するエクスポージャーを管理する

ために用いる主なツールは、資産と負債のマッチングである。当行グループは、資産の質、多様性、キャッ

シュ・フローのマッチング、流動性、ボラティリティおよび目標投資収益を考慮したアプローチを用いて、

積極的に資産を管理している。投資プロセスの目標は、許容可能なパラメーター内で投資収益の目標水準を

達成することである。投資委員会は戦略的資産配分の定期的なレビューおよび承認を行い、投資ガイドライ

ンを設定する。また、資産および負債の管理プロセスは、当行グループ保険事業の資産負債管理委員会によ

り監視される。

当行グループは、現地の規制要件と整合した主な保険商品区分のそれぞれについて資産ポートフォリオ

を設定している。投資方針は長期的な目標投資利益を達成するための資産配分および制限事項を定義して
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いる。

下表は、主な保険商品区分のそれぞれについて、資産と負債の構成を示したものである。資産および負債

の93％は、香港に由来するものである。

契約種類別の保険商品提供子会社の財政状態計算書

連動型

生命保険

契約
1

非連動型

生命保険

契約
2

損害保険

契約

その他

資産
3 合計

百万香港ドル

2012年12月31日現在

金融資産

－公正価値評価の指定を受けた金融

資産
36,837 30,376 － 413 67,626 

－デリバティブ 7 1,017 － 2 1,026 

－金融投資 － 175,773 81 12,246 188,100 

－その他の金融資産 963 37,035 324 1,196 39,518 

金融資産合計 37,807 244,201 405 13,857 296,270 

再保険資産 3,103 1,389 － 1,101 5,593 

PVIF
4 － － － 24,425 24,425 

その他資産 2 3,941 1 5,595 9,539 

資産合計 40,912 249,531 406 44,978 335,827 

公正価値評価の指定を受けた投資

契約に

基づく負債

7,038 29,182 － － 36,220 

保険契約に基づく負債 33,948 210,853 120 － 244,921 

繰延税金 － 196 － 4,610 4,806 

その他負債 － － － 4,761 4,761 

負債合計 40,986 240,231 120 9,371 290,708 

資本合計 － － － 45,119 45,119 

資本および負債合計 40,986 240,231 120 54,490 335,827 

連動型

生命保険

契約
1

非連動型

生命保険

契約
2

損害保険

契約

その他

資産
3 合計

百万香港ドル

2011年12月31日現在

金融資産

－公正価値評価の指定を受けた金

融資産
28,067 26,016 404 120 54,607 

－デリバティブ 10 873 － － 883 

－金融投資 4 147,049 1,151 10,843 159,047 

－その他の金融資産 2,086 31,022 1,355 1,271 35,734 

金融資産合計 30,167 204,960 2,910 12,234 250,271 

再保険資産 6,666 228 395 96 7,385 

PVIF
4 － － － 20,232 20,232 

その他資産 7 3,419 190 3,879 7,495 

EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

246/961



資産合計 36,840 208,607 3,495 36,441 285,383 

公正価値評価の指定を受けた投資

契約に

基づく負債

6,633 27,849 － － 34,482 

保険契約に基づく負債 30,055 176,324 3,059 － 209,438 

繰延税金 (6) 161 1 3,479 3,635 

その他負債 － － － 2,625 2,625 

負債合計 36,682 204,334 3,060 6,104 250,180 

資本合計 － － － 35,203 35,203 

資本および負債合計 36,682 204,334 3,060 41,307 285,383 

1 連動型生命保険契約および連動型投資契約より構成される。

2 非連動型生命保険契約および非連動型投資契約より構成される。

3 株主資産より構成される。

4 有効な長期保険契約の現在価値

引受戦略

当行グループの引受戦略は、バランスのとれたポートフォリオを達成するための多様性を求めており、長

期にわたる類似したリスクの大規模なポートフォリオに基づいている。そのため、この戦略は結果の変動性

を低減すると考えられている。

再保険戦略

当行グループは、損失に対するエクスポージャーを軽減し、資本を保護するために当行グループが引き受

けた保険リスクの一部に再保険をかけている。当行グループは、エクスポージャーを減少させるために比例

再保険および非比例再保険の組合せを購入し、特定の災害によって生じる損失に対する当行グループのエ

クスポージャーを管理するために系列外の再保険会社の再保険契約を利用している。当行グループはまた、

ユニット連動型商品および伝統的な非参加型保険商品のもとで最低保証投資実績を補償することによって

生じる財務リスクを管理するために再保険を利用している。

対象となるリスクの性質

以下に当行グループの主な商品に内在するリスクの性質に関する評価が記載されている。

（ⅰ）保険契約－非連動型商品

非連動型保険契約の基本特性は、契約時に決定された保証死亡給付金を支払うことである。貯蓄性のある

非連動型保険商品については、保証解約返戻金、保証満期保険金、予定利率保証および/または非失効保証が

提供される場合がある。任意参加型契約は、年次配当という方法で契約者に生命保険ファンドの利益に参加

することを認めている。当行グループは、宣言された配当に関する契約上の分配を完了している。長期収益

率に基づき安定した配当率を維持することが当行グループの目標である。現在の配当率が維持できるもの

であるか否か確認するために年次レビューが実施される。

（ⅱ）保険契約－ユニット連動型商品

当行グループはユニット連動型生命保険契約を締結している。ユニット連動型生命保険契約は、一般的に

契約者に生命保険保障および様々なファンドへの投資の選択を提供する。受領した保険料は保険手数料を

控除した後、選択したファンドへ入金される。保険費用および管理費用に関するその他の手数料は、当該
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ファンド累計額より控除される。履行保証がある場合、リスクが再保険を通じて管理される。

（ⅲ）投資契約－保証付きの退職年金基金

当行グループは、投資契約として分類される契約を考慮した退職年金基金契約の引受を行っている。各退

職制度に基づき、雇用主と従業員は拠出を行うファンドを選択することができ、当行グループはある特定の

ファンドに対する投資収益または元本保証を提供する。投資戦略は、少なくとも最低保証を満たすのに十分

な収益を提供することを目的として設定されている。

（ⅳ）投資契約－保証のない退職年金基金

当行グループは、投資契約に分類されることになる契約退職年金基金契約の引受を行っている。各退職制

度に基づき、雇用主と従業員は拠出するファンドを選択することができる。当行グループは、この種類の投

資契約に基づく投資リスクを負わない。

（ⅴ）損害保険契約

当行グループは、個人および組織に関連する不動産、法的責任、傷害疾病、財務またはその他の保険事象に

よって生じる可能性のある危険により生じた損失リスクを引き受けている。当行グループは、引受制限、新

商品を含む取引または承認済みの設定限度額を超える取引に関する承認手続き、リスク分散、価格ガイドラ

イン、再保険および顕在化した問題の監視を通じて、当該リスクを管理している。2012年の損害保険事業の

処分以後、当該リスクは僅少である。

保険リスクの集中

保険プロセスの中で、特定の事象または一連の事象が当行グループの負債に重大な影響を及ぼす可能性

がある場合にリスクの集中が発生することがある。そうしたリスクの集中は、単一の保険契約によって生じ

るか、あるいは少数の関連契約を通じて発生する場合があり、重要な負債が生じる可能性のある状況に関連

している。

当行グループは、当行グループが発行した保険契約の契約者の生命、不動産および物理的な状況に影響を

及ぼす、一般運送業者に関連した事故、大災害、伝染病、地震およびその他の自然災害によって生じる集中リ

スクにさらされている。これらのリスクを軽減するために、当行グループは、損失超過および大災害に備え

て再保険契約を締結している。

当行グループ、当行グループの関連会社および合弁事業が発行した保険契約の契約者は、主に香港、マカ

オ、中国本土、台湾、シンガポール、マレーシア、ベトナム、インドおよび韓国の居住者で、大部分は香港の居

住者である。

保険リスクの集中度および必要な再保険保障を決定するために、シナリオ分析が行われ、当行グループへ

の潜在的な財政上の影響が調査される。損失合計は、選択されたストレス・レベルに基づいて見積られる。

当行グループの再保険戦略の詳細については、187ページ（訳注：原文のページ数である）に開示されてい

る。

生命保険事業は、その性質上、損害保険事業よりも契約期間が長く、契約に貯蓄性および投資の要素を組

み込んでいることが多い。したがって、生命保険契約準備金の分析は、保険エクスポージャーを総合的に評

価するために適切なものとなる。これは、通常、基礎となる保険契約に関連した予想将来キャッシュ・フ

ローおよび様々な仮定（主に金利および死亡率水準を含む）を参照することによって、生命保険契約に関

する引当金が設定されているためである。当該仮定を決定する際に用いられるプロセスは、将来の結果に関
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する安定した信憑性のある見積りとなることを意図している。これは、実績の変動を合理的な範囲に抑える

ことが可能な比較的保守的な仮定を適用することによって達成される。適用された様々な仮定に存在する

誤差および最も起こり得る将来の結果の見積りの妥当性を評価するために関連実績の年次レビューが行わ

れる。当行グループは、投資契約に係る重要な保険リスクにさらされていないため、投資契約に係るリスク

は保険リスク管理の分析に含まれていない。生命保険契約準備金の分析に関する詳細については、注記34に

開示されている。

財務リスク

保険負債に対応する金融資産を管理することにより当行グループが財務リスクを負う結果となる場合が

ある。財務リスクには市場リスク、信用リスクおよび流動性リスクが含まれる。これらの各財務リスクにつ

いては、保険契約の引受によって生じるこれらのリスクを当行グループが管理する方法の要約と併せて、以

下に記載されている。

当行グループはまた、保険契約者に対して発行した特定の投資契約に関する投資収益保証リスクにもさ

らされている。このリスクは、これらの保証を満たすために当行グループが保有している資産の利回りが保

証されたリターンを下回るリスクである。このリスクに関する管理の枠組みは、固定利付証券へ投資し、

マッチング・アプローチ（保険契約準備金に見合うように保有資産を管理する）を採用することである。

分析により、契約期間にわたって、指定された資産からの収益が関連負債をカバーするために十分ではない

可能性があることが示された場合には、追加的な引当金が設定される。

下表は、負債の種類別に、2012年12月31日現在において当行グループの保険商品提供子会社に保有されて

いる資産を分析し、財務リスクに対するエクスポージャーについての見解を示したものである。

保険商品提供子会社によって保有されている金融資産

2012年12月31日現在

連動型

生命保険

契約

非連動型

生命保険

契約

損害保険

契約

その他

資産
合計

百万香港ドル

公正価値評価の指定を受けた

金融資産

－負債証券 10 15,146 － 413 15,569 

－持分証券 36,827 15,230 － － 52,057 

36,837 30,376 － 413 67,626 

金融投資

満期保有：

－負債証券 － 151,818 － 12,001 163,819 

売却可能：

－短期国債 － － － － －

－負債証券 － 23,952 81 191 24,224 

－持分証券 － 3 － 54 57 

－ 23,955 81 245 24,281 

デリバティブ 7 1,017 － 2 1,026 

その他金融資産 963 37,035 324 1,196 39,518 

37,807 244,201 405 13,857 296,270 
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2011年12月31日現在

連動型

生命保険

契約

非連動型

生命保険

契約

損害保険

契約

その他

資産
合計

百万香港ドル

公正価値評価の指定を受けた

金融資産

－負債証券 － 13,815 404 120 14,339 

－持分証券 28,067 12,201 － － 40,268 

28,067 26,016 404 120 54,607 

金融投資

満期保有：

－負債証券 － 131,932 1,033 10,097 143,062 

売却可能：

－短期国債 － － － － －

－負債証券 － 15,115 118 728 15,961 

－持分証券 4 2 － 18 24 

4 15,117 118 746 15,985 

デリバティブ 10 873 － － 883 

その他金融資産 2,086 31,022 1,355 1,271 35,734 

30,167 204,960 2,910 12,234 250,271 

この表は、連動型契約に関して当行グループが通常、資産を公正価値評価に指定していることを示してい

る。非連動型契約に関して、資産の分類は基礎となる契約の性質別に分類されている。2012年度末現在にお

いて、連動型生命保険負債を裏付けるために保有される資産は、当行グループの保険商品開発子会社の金融

資産合計の12.8％（2011年：12.1％）を占めていた。この表はまた、2012年12月31日現在で金融資産の約

68.7％（2011年：69.3％）が負債証券に投資され、17.6％（2011年：16.1％）が持分証券に投資されてい

たことを示している。

市場リスク

市場リスクは、金利リスク、株価およびその他の価格リスクならびに外貨リスクに細分化することができ

る。これらの各カテゴリーについては、以下に詳しく記載されている。

金利リスク

当行グループの保険事業の金利リスクに対するエクスポージャーは、主に当行グループの負債証券の保

有および将来の正味キャッシュ・フローを再投資する際に達成可能な金利に関する不確実性によって生じ

る。満期保有区分は、大部分が負債証券の保有で占められており、予想債務の返済と合致させるために管理

されている。当行グループは資産および負債ポジションの定期的なレビューを通じて、このエクスポー

ジャーを監視している。キャッシュ・フローの見積り、ならびに投資ポートフォリオおよび保険責任準備金

に関連した金利変動による影響は、定期的にモデル化され、見直されている。これらの戦略の全体的な目的

は、金利変動によって生じる資産および負債の価値の正味変動を制限することである。
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有配当商品については、金利リスクは任意参加型契約に基づく契約者とのリスクの分担を通じても、軽減

することが可能である。

当行グループの保険子会社が事業を行っているすべての地域における2012年12月31日現在の金利イール

ド・カーブの変動は、以下の各事業年度の利益および12月31現在の純資産に以下のような影響を与える。

2012年12月31日 2011年12月31日

当事業年度の

利益への影響
純資産への影響

当事業年度の

利益への影響
純資産への影響

百万香港ドル 百万香港ドル

イールド・カーブにおける

＋100ベーシス・ポイン

トの変動

1,096 (1,238) 1,065 (390)

イールド・カーブにおける

－100ベーシス・ポイン

トの変動

(1,424) 1,032 (977) 547 

上表に示された金利感応度は、説明目的のみであり、簡略化したシナリオを用いている。影響は直線的で

はなく、したがって、結果を推定することができない場合があることに留意する必要がある。当該感応度は、

任意参加型の保険契約者と定めた投資リスク分担の仕組みを反映しているが、金利変動の影響を軽減する

ために経営陣が講じる可能性のある措置を考慮しておらず、また、そのような状況に対する保険契約者の行

動の変化についても考慮していない。

株価およびその他の価格リスク

持分証券およびその他の資産を含む証券ポートフォリオ（当行グループは貸借対照表上に公正価値で計

上している）は、価格リスクにさらされている。このリスクは、価格の不利な変動によって生じる市場価値

の潜在的損失と定義されている。このリスクは主に、動的な資産配分、ポートフォリオの多様性および任意

参加型特約を通じた契約者とのリスク分担によって軽減されている。ポートフォリオの特徴は、定期的に分

析され、これらのリスクは定期的に見直される。当行グループの投資ポートフォリオは、産業間および資産

クラスで多様化されている。１社、１つの業界または１つの資産クラスにおける集中は上級経営陣が設定し

たパラメーター、ならびに法定要件によって制限されている。

下表は、株価に10％の変動が生じた場合の各事業年度における利益総額および純資産への影響を示した

ものである。

2012年12月31日 2011年12月31日

当事業年度の

利益への影響
純資産への影響

当事業年度の

利益への影響
純資産への影響

百万香港ドル 百万香港ドル

株価の10％の増加 515 515 629 629

株価の10％の減少 (518) (518) (1,075) (1,076)

これらの株価感応度は、説明目的のみであり、簡略化したシナリオを用いている。影響が直線的ではなく、

したがって、結果を推定することができない場合がある。感応度は、任意参加型の保険契約者と定めた投資

リスク分担の仕組みを反映しているが、株価の下落を軽減するために経営陣が講じる可能性のあるその他

の措置を考慮しておらず、また、下落に伴い生じる可能性のある保険契約者の行動の変化も考慮していな
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い。

外貨リスク

資産および負債のかなりの額が、２つの主要通貨である香港ドルおよび米ドル建てとなっている。当行グ

ループは、主として同一通貨で資産と負債がマッチする方針を適用しており、効果的に為替レートのエクス

ポージャーを削減している。正味外貨エクスポージャーを許容水準に維持するために限度額が設定されて

いる。当行グループは、先渡契約およびスワップを用いて、外貨リスクを管理している。

信用リスク

当行グループの固定利付証券ポートフォリオ、また一部の短期およびその他の投資は、信用リスクにさら

されている。信用リスクは、債務者の債務返済能力の悪化によって生じる潜在的な財務損失と定義されてい

る。当行グループの目的は、多様な有価証券ポートフォリオに投資することによって競争力のある関連収益

を稼得することである。経営陣は、信用の質および集中リスクを管理するために与信方針を設定しており、

限度額が設定されている。下表は、当行グループの保険事業に含まれている、短期国債、その他の適格証券お

よび負債証券の分析を示したものである。４つの信用の質の分類に関する定義については、167ページ（訳

注：原文のページ数である）に記載されている。連動型負債を裏付ける資産に関する財務リスクは、主に保

険契約者が負担することから、下表には非連動型負債を裏付ける資産のみが含まれている。下表に含まれて

いる資産の88.4％（2011年：91.1％）が「高」と格付けされた投資に投資されている。

延滞も減損もしていない

高 中 破綻懸念

延滞してい

るが減損し

ていない

減損 減損引当金 合計

百万香港ドル

2012年12月31日

非連動型生命保険契約および

損害保険契約に基づく負債

を裏付けるもの

公正価値評価の指定を受けた

金融資産
13,755 1,391 － － － － 15,146 

－短期国債およびその他の

適格証券
－ － － － － － －

－負債証券 13,755 1,391 － － － － 15,146 

金融投資 154,799 21,052 － － － － 175,851 

－短期国債およびその他の

適格証券
－ － － － － － －

－負債証券 154,799 21,052 － － － － 175,851 

株主資金を裏付けるもの
1

公正価値評価の指定を受けた

金融資産
374 39 － － － － 413 

－短期国債およびその他の

適格証券
－ － － － － － －

－負債証券 374 39 － － － － 413 

金融投資 10,960 1,232 － － － － 12,192 

－短期国債およびその他の

適格証券
－ － － － － － －

－負債証券 10,960 1,232 － － － － 12,192 

合計
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公正価値評価の指定を受けた

金融資産
14,129 1,430 － － － － 15,559 

－短期国債およびその他の

適格証券
－ － － － － － －

－負債証券 14,129 1,430 － － － － 15,559 

金融投資 165,759 22,284 － － － － 188,043 

－短期国債およびその他の

適格証券
－ － － － － － －

－負債証券 165,759 22,284 － － － － 188,043 

延滞も減損もしていない

高 中 破綻懸念

延滞してい

るが減損し

ていない

減損 減損引当金 合計

百万香港ドル

2011年12月31日

非連動型生命保険契約および

損害保険契約に基づく負債

を裏付けるもの

公正価値評価の指定を受けた

金融資産
13,238 981 － － － － 14,219 

－短期国債およびその他の

適格証券
－ － － － － － －

－負債証券 13,238 981 － － － － 14,219 

金融投資 134,738 13,460 － － － － 148,198 

－短期国債およびその他の

適格証券
－ － － － － － －

－負債証券 134,738 13,460 － － － － 148,198 

株主資金を裏付けるもの
1

公正価値評価の指定を受けた

金融資産
96 24 － － － － 120 

－短期国債およびその他の

適格証券
－ － － － － － －

－負債証券 96 24 － － － － 120 

金融投資 9,837 988 － － － － 10,825 

－短期国債およびその他の

適格証券
－ － － － － － －

－負債証券 9,837 988 － － － － 10,825 

合計

公正価値評価の指定を受けた

金融資産
13,334 1,005 － － － － 14,339 

－短期国債およびその他の

適格証券
－ － － － － － －

－負債証券 13,334 1,005 － － － － 14,339 

金融投資 144,575 14,448 － － － － 159,023 

－短期国債およびその他の

適格証券
－ － － － － － －

－負債証券 144,575 14,448 － － － － 159,023 

1 株主資金は、流動性資産および担保権の付されていない資産より構成される。

当行グループはまた、信用リスクの対象となる保険およびその他の受取債権を有している。これらの受取

債権のうち最も重要なのは再保険金である。当行グループは、取引相手が支払期限までに支払いを行わない

リスクを軽減するために、再保険会社向けに、主要な機関による格付けを取り込み、現在入手可能な市場情

報を考慮した特定の業務および財務ガイドラインを設定している。当行グループはまた、定期的に再保険会
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社の財務安定性および再保険会社からの未収金の決済傾向についてレビューしている。再保険会社へ出再

された負債の分割および再保険金残高は以下のとおりであった。

保険契約に基づく再保険会社の負債持分

延滞も減損もしていない

高 中 破綻懸念

延滞してい

るが減損し

ていない

減損 減損引当金 合計

百万香港ドル

2012年12月31日

連動型投資契約 2 3,101 － － － － 3,103 

非連動型保険契約 1,389 － － － － － 1,389 

合計 1,391 3,101 － － － － 4,492 

再保険金残高 23 1,020 － 58 － － 1,101 

2011年12月31日

連動型保険契約 3 6,663 － － － － 6,666 

非連動型保険契約 428 194 － 1 － － 623 

合計 431 6,857 － 1 － － 7,289 

再保険金残高 27 18 － 51 － － 96 

当行グループは、ユニット連動型生命保険商品を販売している。この商品は、保証された最低死亡給付金

および保証された最低累積給付金を支払う商品で、当行グループが引受を行うが第三者が受再している。当

行グループは、この第三者の再保険債務を果たす能力に関する信用リスク・エクスポージャーを有してい

る。2012年12月31日現在、第三者に対する信用リスク・エクスポージャーは、3,101百万香港ドル（2011年：

6,663百万香港ドル）であった。

流動性リスク

流動性リスクには３つの構成要素がある。これら３つの構成要素のうち第１の要素は、通常の市場状況に

おいて生じるもので、資金調達流動性リスクと呼ばれる。特に支払義務を履行する必要がある場合、十分な

現金を調達する能力のことである。第２の要素は、特定の保有持分の規模が十分に大きい場合で、市場価格

または市場価格前後で売却を完了できない市場流動性リスクである。最後に第３の要素は、スタンドバイ流

動性リスクであり、異常な状況において支払条件を満たす能力のことである。

当行グループは、当行グループの現金資源に関する日々の請求、特に当行グループの保険および投資契約

において生じる保険金ならびに契約の解約の場合の解約返戻金に関する請求に対応しなければならない。

そのため、支払期日到来時に合理的な費用で負債を決済するための現金を用意できないというリスクが存

在する。当行グループは、これらの負債を決済するために運転資金の適切な水準を監視および設定すること

によって、このリスクを管理している。基礎となる各ファンドの流動性要件に関しても投資ポートフォリオ

が組成されており、解約手数料および市場調整条項は予想外の必要現金対応費用を負担するために用いら

れる。

下表は、2012年12月31日現在における保険契約負債の予想満期を示したものである。
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保険契約負債の予想満期

予想キャッシュ・フロー（割引前）

１年未満 １年超５年以内 ５年超15年以内 15年超 合計

百万香港ドル

2012年12月31日

損害保険契約 98 22 1 － 121 

生命保険（非連動型） 28,558 86,803 168,809 203,753 487,923 

生命保険（連動型） 4,213 8,073 42,297 84,029 138,612 

32,869 94,898 211,107 287,782 626,656 

2011年12月31日

損害保険契約 1,782 834 388 56 3,060 

生命保険（非連動型） 10,490 85,770 148,983 178,200 423,443 

生命保険（連動型） 3,538 10,824 39,266 98,261 151,889 

15,810 97,428 188,637 276,517 578,392 

投資契約負債の残存契約満期

連動型
投資契約

非連動型
投資契約

DPFのある
投資契約

合計

百万香港ドル

2012年12月31日

残存契約満期

－１年未満 115 25 29 169 

－１年超５年以内 － － － －

－５年超10年以内 － － － －

－期限なし
1 6,923 29,156 － 36,079 

7,038 29,181 29 36,248 

2011年12月31日

残存契約満期

－１年未満 216 21 60 297 

－１年超５年以内 － － 26 26 

－５年超10年以内 259 － － 259 

－期限なし
1 6,157 27,828 － 33,985 

6,632 27,849 86 34,567 

1 多くの場合、保険契約者は随時、契約を解約するオプションを有しており、解約時に解約返戻金を受け取る。解約返戻

金は、上表に示された金額よりも著しく低い金額となる場合がある。

有効な長期保険契約の現在価値（「PVIF」）

当行グループの生命保険事業は、とりわけ、保険および関連リスクの評価について包括的な枠組みを提供

する組込価格アプローチを用いて会計処理されている。2012年12月31日現在におけるPVIF資産の価値は、

24,425百万香港ドル（2011年：20,232百万香港ドル）で、有効な保険契約の全体から見込まれる収益にお

ける株主持分の現在価値を表している。

2011年度において、PVIF資産の計算は、割引率に対する潜在的な調整の代わりに特定のリスクおよび不確

実性に関する明示的なマージンおよび引当金を取り込むことによって改良された。現在、評価には、予測仮

定に非経済的リスクに関する明示的なリスク・マージンが含まれており、確率手法を用いて、金融オプショ
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ンおよび保証に関する明示的な引当金が含まれている。リスク割引率は現在、市場リスク・フリー利回りを

参照することによって、流動基準に設定されており、潜在的な調整が行われなかった結果、減少している。こ

れらの改良により、市況の変化に反応して保険業績におけるボラティリティが大きくなったことに留意し

なければならない

PVIFは、異なるリスク要因の不利な変動に対する生命保険事業の価値の感応度を評価するために、ストレ

ス・テストが行われる。下表は、2012年12月31日現在の主要な経済仮定における変動によるPVIFへの影響を

示したものである。

業績への影響

2012年 2011年

百万香港ドル

リスク・フリー金利における＋100ベーシス・ポイントの変動 1,111 1,101

リスク・フリー金利における－100ベーシス・ポイントの変動 (1,153) (687)

上表に示されているPVIFに対する影響は、説明目的のみであり、簡略化したシナリオを用いている。影響

は直線的ではなく、したがって結果を推定することができない場合があることに留意する必要がある。当該

感応度は、任意参加型の保険契約者と定めた投資分担リスクの仕組みを考慮しているが、金利変動の影響を

軽減するために経営陣が講じる可能性のあるその他の措置を考慮しておらず、また、そのような状況に対す

る保険契約者の行動の変化についても考慮していない。

非経済的仮定

損害保険契約に関する保険金費用および経費率ならびに生命保険契約に関する死亡率および/または罹

患率、失効率および経費率を含む非経済的仮定にはまた、関連する現地の規制要件を条件として、保険契約

準備金およびPVIFを決定する際にも使用される。すべての保険商品開発子会社の当事業年度における利益

の感応度および2012年12月31日現在のこれらの非経済的仮定の合理的に可能な変動に対する純資産の感応

度は、以下のとおりである。

2012年の業績に対する影響 2011年の業績に対する影響

税引後利益 純資産 税引後利益 純資産

百万香港ドル 百万香港ドル

保険金支払の20%の増加 (3) (3) (194) (194)

保険金支払の20%の減少 3 3 194 194 

死亡率および/または罹患率の10％の増加 (362) (362) (406) (406)

死亡率および/または罹患率の10％の減少 374 374 407 407 

失効率の50％の増加 (1,048) (1,048) (605) (605)

失効率の50％の減少 2,328 2,328 1,524 1,524 

経費率の10％の増加 (275) (275) (286) (286)

経費率の10％の減少 281 281 285 285 

上表に示されているPVIFに対する影響は、説明目的のみであり、簡略化したシナリオを用いている。影響

は直線的ではなく、したがって結果を推定することができない場合があることに留意する必要がある。当該
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感応度は、任意参加型の保険契約者と定めた分担リスクの仕組みを考慮しているが、金利変動の影響を軽減

するために経営陣が講じる可能性のあるその他の措置を考慮しておらず、また、そのような状況に対する保

険契約者の行動の変化についても考慮していない。

f 資本管理

当行の資本管理に対するアプローチは、戦略的および組織的要件によるものであり、当行が事業を行って

いる規制環境、経済環境および商業環境を考慮している。

当行の事業の発展を支援し、規制資本要件を常に満たすための強い資本基盤を維持することが当行の目

的である。この目的を達成するために、当行は様々な異なる形態で資産を保有することを方針としており、

すべての資本調達は主要な子会社の個別の資本管理プロセスおよび当行グループの資本管理プロセスの一

部として、主要な子会社と合致している。

当行の資本管理プロセスは、取締役会が承認する当行の年次グループ資本計画において明確化されてい

る。この計画は、異なる資本構成要素間の適切な資本金額および最適な資本構成の両方を維持することを目

的として策定されている。各子会社は、承認された当行グループの年次資本計画の中で、計画された事業成

長を支援し、現地の規制要件を満たすために自社の資本を管理している。エイチエスビーシー・グループの

キャピタル・マネージメント・フレームワークに従って、子会社が生み出した資本のうち、計画された要件

を超過する部分については、通常、配当金の形式で当行に返還される。

当行は、当行の子会社に対する主な株式資本の提供者であり、これらの投資は実質的に当行の独自の資本

発行および利益留保によって資金調達されている。当行は、当行の資本管理プロセスの一環として、子会社

における資本構成および投資構成の間の適切なバランスを維持しようとしている。

主な資本形態は、連結貸借対照表の以下の残高に含まれている。株式資本、留保利益、その他準備金、優先

株式および劣後債務。資本はまた、貸付金に関して保有されている集合的減損引当金を含んでいる。

外部から課せられた資本要件

香港金融管理庁は、連結ベースで当行グループを監督しているため、当行グループ全体の自己資本比率に

関する情報を入手し、資本要件を設定している。個々の銀行子会社および支店は、直接、現地の銀行監督委員

会による規制を受ける。現地の銀行監督委員会は、個々の銀行子会社および支店の自己資本比率を設定し監

視している。ほとんどの司法管轄において、銀行以外の金融子会社もまた、現地の規制当局の監督下に置か

れ、資本要件が設定されている。

バーゼルⅡの強化（一般的にバーゼル2.5として知られている。）が2012年１月１日から有効となった。

主な変更には銀行のトレーディングおよび証券化エスクポージャーの所要資本の増加、リスク管理方針に

係る追加ガイダンスの提供および関連分野の開示強化が含まれている。これによる影響は市場リスクに対

するリスク加重資産の増加であった。

当行グループは、高度な内部格付けに基づくアプローチを用いて、証券化以外のエクスポージャーの大部

分に対する信用リスクを算定し、銀行勘定の証券化エクスポージャーに対する信用リスクの決定には内部

格付けに基づく（証券化）アプローチを使用している。市場リスクに関して当行グループは、当行グループ

の金利および為替（金を含む）エクスポージャーのリスク・カテゴリーの一般的な市場リスクの計算に内

部モデル・アプローチを使用している。2011年12月31日に使用された標準的な（市場リスク）アプローチ
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に対して当行グループは株式エクスポージャーのリスク・カテゴリーに対する一般的な市場リスクおよび

特定リスクの計算に内部モデル・アプローチを採用した。当行グループはまた、金利エクスポージャーの特

定のリスクに係る市場リスクの計算に内部モデル・アプローチを使用している。当行グループは、その他の

市場リスク・ポジションおよびトレーディング勘定の証券化エクスポージャーの算定に標準的な（市場リ

スク）アプローチを用いており、オペレーショナル・リスクの算定に標準的な（オペレーショナル・リス

ク）アプローチを用いている。

当事業年度において、当行グループの個別の事業体および当行グループは、香港金融管理庁の外部から課

せられた資本要件のすべてに準拠していた。

バーゼルⅢ

2010年12月、バーゼル委員会は「より強靭な銀行および銀行システムのための世界的な規制の枠組み」

および「流動性リスク計測、基準、モニタリングのための国際的枠組み」の２つの文書を公表した。これら

は合わせて一般に「バーゼルⅢ」と呼ばれている。2011年６月、バーゼル委員会は前の文書の改訂を公表

し、相対の取引相手の信用リスクに関する自己資本比率上の最終的な取扱を提示した。

バーゼルⅢ規定は4.5％の最低普通株等ティア１（CET1）要件および2.5％の追加資本保全バッファー要

件を設定し、2013年１月からの段階的導入および2019年１月１日の完全適用を提示している。また、追加的

な景気連動抑制的な自己資本バッファー要件も2016年から段階的に導入され、最大水準の2.5％が2019年１

月から適用される。ただし、各国でより大きな景気連動抑制的な資本バッファーを選択することができる。

バーゼルⅢの提案の詳細な規定に加え、バーゼル委員会は銀行の実質的な破綻状態において、納税者が損失

にさらされる前に、あらゆる種類の資本商品が損失を完全に吸収することを確保するための最低要件を

2011年１月に公表した。2013年１月１日以降に発行された商品は、新規定を満たす場合に限り規制資本に算

入することができる。同日より前に発行された証券の資本上の取扱いは2013年１月１日から10年間の間に

段階的に廃止される。

香港においてバーゼルⅢの第一段階を導入するための2012年銀行業（資本）（修訂）規例（「BCAR

2012」）（「バーゼルⅢ規定」）の規定は2013年１月１日に有効となった。最低資本比率要件の変更は

2013年１月１日から2019年１月１日までに段階的に導入され、取引相手の信用リスクに係る自己資本比率

上の取扱は2013年１月１日から有効となっている。

53 特別目的会社

当行グループは通常の業務過程において、顧客取引の促進または保全のために特別目的会社（以下

「SPE」という。）の使用を伴う特定の取引を顧客と行っている。SPEを使用した当グループのストラク

チャーは、適切な目的とガバナンスを確認するため、設立前に中央で承認される。当行グループにより管理

されるSPEの活動は行われ上級経営陣により注意深く監視されている。SPEを使用した複雑または透明性の

ないストラクチャーの最も重要なカテゴリーは以下に詳述される。

仕組信用取引

当行グループは参照負債商品ポートフォリオに対するエクスポージャーを取ること希望する第三者のプ

ロ投資家および機関投資家に仕組信用商品を提供している。

そのような仕組において、投資家は、SPEが発行したノートを購入することにより裏付けポートフォリオ

を参照した利益を得る。当行グループは、参照ポートフォリオに必須のリスクと経済的便益をSPEに移転す

るために通常デリバティブの形式でSPEと契約する。
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特定の取引において当行グループはしばしばギャップ・リスクと呼ばれるリスクにさらされている。

ギャップ・リスクは、通常デリバティブに関する当行グループのSPEに対する潜在的な債権合計が、SPEが保

有しデリバティブを保証する担保の価値より大きくなる取引で生ずる。当行グループはそのようなギャッ

プ・リスクを高品質の担保の確保、当該リスクのヘッジまたはポートフォリオの流動性の管理が可能な特

約を組み入れることにより軽減する。

証券化

当行グループはまた、資産組成のための資金調達源を多様化するため、および／または資本効率の目的

で、自らが組成した顧客貸付金を証券化するためにSPEを利用している。このような場合には、貸付金は当行

グループにより現金取引でSPEに移転され、SPEは購入資金を調達するために投資家に負債債券を発行する。

当行グループはまたデリバティブの取引相手となることや保証を提供することがある。SPEが発行した優先

負債証券の投資適格格付けを取得するために裏付けとなる資産に対して信用補完を提供することがある。

これらのSPEは当行グループが所有に伴うリスクおよび経済的便益の大半にさらされている場合は連結さ

れる。

当行グループのエクスポージャー合計は、これらのビークルが発行したノートの保有高、優先ノート保有

者に対して事前に規定された特定の状況において信用補完を提供するための引当金勘定のポジション、お

よびデリバティブまたは提供した保証の合計である。オフバランスシート金融保証は注記44（b）で開示さ

れている。

第三者資金調達SPE

当行グループはまた、通常の業務範囲における多くの目的のため、例えば、公共および法人部門のインフ

ラ・プロジェクトの資金を提供するため、資産および仕組金融取引のため、ならびに顧客の担保付資金調達

といった目的で第三者SPEとの取引を行っている。

資産は通常SPEにより区分されるが、多くの場合、顧客、スポンサーまたは第三者がそのストラクチャーに

信用補完または保証を提供する。当行グループは通常の優先貸付または負債証券の形式で資金を提供する

が、これらSPEとデリバティブ契約を締結することもある。これらのSPEは当行グループが所有に伴うリスク

および経済的便益の大半にさらされている場合には連結される。

デリバティブおよび貸付金のエクスポージャーは、第三者により提供された信用補完および／または保

証とともに、通常SPEの資産で担保される。当行グループのこれらSPEとのデリバティブ契約およびトレー

ディング・ポジションに関連するリスクは当行グループの市場リスクの枠組みの範囲で管理されている

（注記52cの「市場リスク」を参照のこと。）。信用リスクは当行グループの信用リスクの枠組みの範囲で

管理されている（注記52a「信用リスク」を参照のこと。）。

54 法的事項

米国規制当局および法執行当局の調査

2012年12月、当行の最終的な親会社であるエイチエスビーシー・ホールディングス・ピーエルシーは、反

マネーロンダリング（「AML」）、米国銀行秘密保護法（「BSA」）および制裁法に関するエイチエスビー

シーにおける不適切なコンプライアンス（法令順守）上の行為に関して、これを調査した米国および英国

政府機関と和解の合意に至った。これは、エイチエスビーシー・グループの様々な部門におけるAML/BSAの

準拠に関する米国司法省（「DoJ」）、連邦準備制度委員会、通貨監督庁および米国財務省の金融犯罪取締

ネットワークによる調査の結果によるものである。和解の一部として、エイチエスビーシーおよびHSBCバン
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ク・ユーエスエー・エヌエーはDoJ、ニューヨーク州東部地区連邦地方検察局およびウエストバージニア州

北部地区連邦地方検察局と訴訟延期合意書（「US DPA」）を締結した。また、ニューヨーク郡地方検察局と

訴訟延期合意書を締結し、連邦準備制度委員会の排除措置命令に同意した。

エイチエスビーシーは反マネーロンダリングおよび制裁要件に関する５年間の一定の今後の義務の順守

につき英国金融サービス局（「FSA」）と合意した。この合意において、エイチエスビーシーは引き続き米

国および英国当局ならびに司法当局に全面的に協力し、コンプライアンス方針および手続きをさらに強化

するための対策を講じる。DoJおよびFSAと合意した条件である５年間にわたり、独立モニターは、エイチエ

スビーシーのこれらの全面的適用の進捗および推奨されるその他の方法を査定し、エイチエスビーシーの

コンプライアンス機能の有効性について定期的評価を実施する。エイチエスビーシーがUS DPAおよびその

他の合意で課された要件をすべて満たした場合、エイチエスビーシーに対するDOJの罰則は５年の期間満了

時に解除される。

上記の合意は、当行および子会社を含む、エイチエスビーシー・グループにおけるすべての事業体活動が

含まれる。2012年12月31日現在、上記の訴訟に関連して当行または子会社に対する特定の措置はなく、また

金銭的な制裁の発生はなく、また予想されていない。

その他の事項

当行グループは、香港を含む様々な司法管轄において通常の業務から生じた訴訟の当事者となっている。

いずれの訴えも重要な訴訟とされていない。またいずれの訴訟も個別にまたは合計しても重大で当行グ

ループの財政状況に不利な影響を及ぼすものと見なされていない。経営陣は訴訟に関して適切な引当金を

設定していると考えている。

55 最終持株会社

当行の最終持株会社は、イングランドに設立されたエイチエスビーシー・ホールディングス・ピーエル

シーである。

当行の勘定が連結されている最大グループは、エイチエスビーシー・ホールディングス・ピーエルシー

を頂点とするものであるが、エイチエスビーシー・ホールディングス・ピーエルシーの連結決算書は、エイ

チエスビーシー・グループのウェブサイトであるwww.hsbc.comにて公表されており、入手可能である。ある

いは、連合王国E14 5HQロンドン市カナダ・スクエア８より入手することもできる。

56 事業の性質

当行グループは、主としてアジア太平洋地域において、国内および国際銀行業務ならびに関連する金融

サービス業務を提供している。

57 後発事象

2012年12月５日、当行グループは保有するピン・アン株式の売却について合意したことを公表した。当該

取引は2013年２月６日に完了した。当該取引の詳細については注記28を参照のこと。

2013年１月７日、インダストリアル・バンク・カンパニー・リミテッド（「インダストリアル・バン

ク」）は多数の第三者に対する追加株式資本の私募を完了した。これにより、当行の資本持分は12.8％から

10.9％に希薄化した。その結果、またその他の要因により、当行グループはインダストリアル・バンクに対
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して重要な影響力を行使する地位にないことから、この投資を関連会社として会計処理することを同日よ

り終了し、会計上の利益約95億香港ドルが計上された。その後、当該持分は売却可能金融投資として認識さ

れている。

58 決算書の承認

2013年３月４日、取締役会において当財務諸表が承認され公表が許可された。

次へ 
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有価証券届出書（通常方式）

354/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

355/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

356/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

357/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

358/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

359/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

360/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

361/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

362/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

363/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

364/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

365/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

366/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

367/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

368/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

369/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

370/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

371/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

372/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

373/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

374/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

375/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

376/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

377/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

378/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

379/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

380/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

381/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

382/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

383/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

384/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

385/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

386/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

387/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

388/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

389/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

390/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

391/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

392/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

393/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

394/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

395/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

396/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

397/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

398/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

399/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

400/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

401/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

402/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

403/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

404/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

405/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

406/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

407/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

408/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

409/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

410/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

411/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

412/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

413/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

414/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

415/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

416/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

417/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

418/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

419/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

420/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

421/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

422/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

423/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

424/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

425/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

426/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

427/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

428/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

429/961



次へ 

EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

430/961



(２) 2011年12月31日終了事業年度財務書類

① 連結損益計算書

12月31日に終了した事業年度

注記 2011年 2010年

百万香港ドル 百万円 百万香港ドル 百万円

受取利息 4(a) 107,458 1,380,835 85,523 1,098,971 

支払利息 4(b) (31,786) (408,450) (23,647) (303,864)

正味受取利息 75,672 972,385 61,876 795,107 

受取手数料 45,166 580,383 41,657 535,292 

支払手数料 (6,871) (88,292) (6,374) (81,906)

正味受取手数料 4(c) 38,295 492,091 35,283 453,387 

トレーディング純収益 4(d) 20,199 259,557 20,716 266,201 

公正価値評価の指定を受けた金融商品から

の純（費用）/収益
4(e) (4,523) (58,121) 3,757 48,277 

金融投資による純収益 4(f) 128 1,645 2,016 25,906 

配当金 4(g) 729 9,368 564 7,247 

正味保険料収入 5(b) 45,670 586,860 37,193 477,930 

その他営業収益 4(h) 11,389 146,349 10,004 128,551 

営業収益合計 187,559 2,410,133 171,409 2,202,606 

正味発生保険金および保険契約準備金の変

動
5(c)

(40,389)
(518,999)

(39,843)
(511,983)

正味営業収益（貸倒損失およびその他の信

用リスク引当金控除前）
147,170 1,891,135 131,566 1,690,623 

貸倒損失およびその他の信用リスク引当金 4(i) (3,059) (39,308) (4,619) (59,354)

正味営業収益 144,111 1,851,826 126,947 1,631,269 

従業員報酬および給付 6(a) (37,834) (486,167) (32,766) (421,043)

一般管理費 4(j) (24,352) (312,923) (22,389) (287,699)

有形固定資産の減価償却 26 (3,878) (49,832) (3,425) (44,011)

無形資産の償却および減損 25(c) (1,760) (22,616) (1,664) (21,382)

営業費用合計 (67,824) (871,538) (60,244) (774,135)

営業利益 76,287 980,288 66,703 857,134 

関連会社および合弁事業における利益持分 15,083 193,817 11,182 143,689 

税引前当期純利益 91,370 1,174,105 77,885 1,000,822 

法人税費用 7 (17,466) (224,438) (14,608) (187,713)

当期純利益 73,904 949,666 63,277 813,109 

株主に帰属する利益 67,591 868,544 57,597 740,121 

非支配持分に帰属する利益 6,313 81,122 5,680 72,988 

EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

431/961



② 連結包括利益計算書

12月31日に終了した事業年度

2011年 2010年

百万香港ドル 百万円 百万香港ドル 百万円

当期純利益 73,904 949,666 63,277 813,109 

その他包括利益

売却可能投資：

－資本に計上された公正価値変動 (25,410) (326,519) 18,252 234,538 

－処分により損益計算書へ振替えられた公正価値変

動
(231) (2,968) (2,076) (26,677)

－連結除外による認識中止額 － － (1,849) (23,760)

－減損に関する損益計算書への振替額 (208) (2,673) (24) (308)

－損益計算書へ振替えられたヘッジされたリスクに

起因するヘッジ対象の公正価値変動
(1,124) (14,443) (500) (6,425)

－法人税 119 1,529 330 4,241 

キャッシュ・フロー・ヘッジ：

－資本に計上された公正価値変動 303 3,894 654 8,404 

－損益計算書へ振替えられた公正価値変動 (399) (5,127) (1,591) (20,444)

－法人税 15 193 155 1,992 

不動産の再評価：

－資本に計上された公正価値変動 12,940 166,279 9,936 127,678 

－法人税 (2,068) (26,574) (1,766) (22,693)

関連会社および合弁事業におけるその他包括利益持分 (1,259) (16,178) (66) (848)

換算差額 (1,235) (15,870) 8,881 114,121 

退職後給付制度に係る数理計算上の損失：

－法人税引前 (3,518) (45,206) (807) (10,370)

－法人税 575 7,389 149 1,915 

当期その他包括（損失）/利益（税引後） (21,500) (276,275) 29,678 381,362 

当期包括利益合計（税引後） 52,404 673,391 92,955 1,194,472 

以下に帰属する当期包括利益合計：

－株主 45,428 583,750 86,473 1,111,178 

－非支配持分 6,976 89,642 6,482 83,294 

52,404 673,391 92,955 1,194,472 

③ 連結貸借対照表

12月31日現在

注記 2011年 2010年

百万香港ドル 百万円 百万香港ドル 百万円  

資産  

現金および短期資金 11 919,906 11,820,792 807,985 10,382,607 

他行から回収中の項目 34,546 443,916 16,878 216,882 
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１ヶ月超で満期を迎える銀行預け金 12 198,287 2,547,988 149,557 1,921,807 

譲渡性預金 13 88,691 1,139,679 73,247 941,224 

香港政府債務証書 14 162,524 2,088,433 148,134 1,903,522 

トレーディング資産 15 447,968 5,756,389 390,208 5,014,173 

公正価値評価の指定を受けた金融資産 16 57,670 741,060 54,604 701,661 

デリバティブ 17 377,296 4,848,254 302,622 3,888,693 

顧客に対する貸付金 18 2,130,87127,381,692 1,891,06024,300,121 

金融投資 21 722,433 9,283,264 826,662 10,622,607 

グループ会社に対する債権額 152,730 1,962,581 137,633 1,768,584 

関連会社および合弁事業における持分 24 91,785 1,179,437 75,568 971,049 

のれんおよび無形資産 25 34,839 447,681 29,690 381,517 

有形固定資産 26 85,294 1,096,028 72,347 929,659 

繰延税金資産 7 2,325 29,876 2,515 32,318 

退職給付資産 6 111 1,426 301 3,868 

その他資産 28 100,204 1,287,621 60,907 782,655 

資産合計 5,607,48072,056,118 5,039,91864,762,946 

 

負債  

香港流通紙幣 14 162,524 2,088,433 148,134 1,903,522 

他行へ送金中の項目 47,163 606,045 26,495 340,461 

銀行からの預金 222,582 2,860,179 167,827 2,156,577 

顧客からの預金 29 3,565,00145,810,263 3,313,24442,575,185 

トレーディング負債 30 171,431 2,202,888 151,534 1,947,212 

公正価値評価の指定を受けた金融負債 31 40,392 519,037 40,327 518,202 

デリバティブ 17 383,252 4,924,788 309,838 3,981,418 

発行済負債証券 32 77,472 995,515 59,283 761,787 

退職給付債務 6 8,097 104,046 4,713 60,562 

グループ会社に対する債務額 108,423 1,393,236 83,128 1,068,195 

その他負債および引当金 33 108,314 1,391,835 70,946 911,656 

保険契約に基づく負債 34 209,438 2,691,278 177,970 2,286,915 

当期未払税金 7 4,126 53,019 4,419 56,784 

繰延税金負債 7 14,712 189,049 11,913 153,082 

劣後債務 36 16,114 207,065 21,254 273,114 

優先株式 37 97,096 1,247,684 101,458 1,303,735 

負債合計 5,236,13767,284,360 4,692,48360,298,407 

 

資本  

株式資本 38 30,190 387,942 22,494 289,048 

その他準備金 112,218 1,442,001 124,382 1,598,309 

利益剰余金 188,416 2,421,146 161,254 2,072,114 

第４回予定中間配当金 9 10,000 128,500 12,000 154,200 

株主資本合計 340,824 4,379,588 320,130 4,113,671 
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非支配持分 30,519 392,169 27,305 350,869 

資本合計 371,343 4,771,758 347,435 4,464,540 

資本および負債合計 5,607,48072,056,118 5,039,91864,762,946

取締役 会社秘書役

スチュアート・T・ガリバー ポール・A・スタッフォード

ポール・A・サーストン

ピーター・T・S・ウォン

④ 連結株主資本変動計算書

2011年12月31日に終了した事業年度

その他準備金

株式資本

利益

剰余金

および

予定

配当金

不動産

再評価

準備金

売却可能

投資

準備金

キャッ

シュ・

フロー・

ヘッジ

準備金

為替

準備金
その他

株主資本

合計

非支配

持分

資本

合計

百万香港ドル

１月１日現在 22,494 173,254 29,980 57,553 106 15,789 20,954 320,130 27,305 347,435

当期純利益 － 67,591 － － － － － 67,591 6,313 73,904

その他包括利益

（税引後）
－ (2,578) 9,828 (27,760) (55) (1,524) (74) (22,163) 663 (21,500)

売却可能投資 － － － (26,579) － － － (26,579) (275) (26,854)

キャッシュ・フ

ロー・ヘッジ
－ － － － (56) － － (56) (25) (81)

不動産再評価差

額
－ (137) 9,828 － － － － 9,691 1,181 10,872

確定給付制度に

係る数理計算

上の損失

－ (2,437) － － － － － (2,437) (506) (2,943)

関連会社および

合弁事業にお

けるその他包

括利益持分

－ (6) － (1,181) － － (72) (1,259) － (1,259)

換算差額 － 2 － － 1 (1,524) (2) (1,523) 288 (1,235)

当期包括利益合

計
－ 65,013 9,828 (27,760) (55) (1,524) (74) 45,428 6,976 52,404

株式の発行 7,696 － － － － － － 7,696 － 7,696

配当金支払額 － (33,000) － － － － － (33,000)(3,764)(36,764)

株式報酬契約に

関する変動

額

－ 91 － － － － 694 785 26 811

その他の変動額 － (3) － (7) － － (205) (215) (24) (239)

振替 － (6,939) (869) － － － 7,808 － － －

12月31日現在 30,190 198,416 38,939 29,786 51 14,265 29,177 340,824 30,519 371,343
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2011年12月31日に終了した事業年度

その他準備金

株式資本

利益

剰余金

および

予定

配当金

不動産

再評価

準備金

売却可能

投資

準備金

キャッ

シュ・

フロー・

ヘッジ

準備金

為替

準備金
その他

株主資本

合計

非支配

持分

資本

合計

百万円

１月１日現在 289,048 2,226,314 385,243 739,556 1,362 202,889 269,259 4,113,671 350,869 4,464,540 

当期純利益 － 868,544 － － － － － 868,544 81,122 949,666 

その他包括利

益

（税引後）

－ (33,127)126,290 (356,716)(707) (19,583) (951) (284,795)8,520 (276,275)

売却可能投資 － － － (341,540) － － － (341,540)(3,534)(345,074)

キャッシュ・

フロー・

ヘッジ

－ (720) － － (720) (321) (1,041)

不動産再評価

差額
－ (1,760)126,290 － － － － 124,529 15,176 139,705 

確定給付制度

に係る数理

計算上の損

失

－ (31,315) － － － － － (31,315)(6,502) (37,818)

関連会社およ

び合弁事業

におけるそ

の他包括利

益持分

－ (77) － (15,176) － － (925) (16,178) － (16,178)

換算差額 － 26 － － 13 (19,583) (26) (19,571)3,701 (15,870)

当期包括利益

合計
－ 835,417 126,290 (356,716)(707) (19,583) (951) 583,750 89,642 673,391 

株式の発行 98,894 － － － － － － 98,894 － 98,894 

配当金支払額 － (424,050) － － － － － (424,050)(48,367)(472,417)

株式報酬契約

に関する変

動額

－ 1,169 － － － － 8,918 10,087 334 10,421 

その他の変動

額
－ (39) － (90) － － (2,634) (2,763) (308) (3,071)

振替 － (89,166)(11,167) － － － 100,333 － － －

12月31日現在387,942 2,549,646 500,366 382,750 655 183,305 374,924 4,379,588 392,169 4,771,758 

2010年12月31日に終了した事業年度

その他準備金

株式資本

利益

剰余金

および

予定

配当金

不動産

再評価

準備金

売却可能

投資

準備金

キャッ

シュ・

フロー・

ヘッジ

準備金

為替

準備金
その他

株主資本

合計

非支配

持分

資本

合計

百万香港ドル
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１月１日現在 22,494 148,105 22,983 43,385 848 6,998 15,389 260,202 26,425 286,627

当期純利益 － 57,597 － － － － － 57,597 5,680 63,277

その他包括利

益（税引

後）

－ (766) 7,605 14,168 (742) 8,791 (180) 28,876 802 29,678

売却可能投資 － － － 14,095 － － － 14,095 38 14,133

キャッシュ・

フロー・

ヘッジ

－ － － － (743) － － (743) (39) (782)

不動産再評価

差額
－ (100) 7,604 － － － － 7,504 666 8,170

確定給付制度

に係る数理

計算上の損

失

－ (660) － － － － － (660) 2 (658)

関連会社およ

び合弁事業

におけるそ

の他包括利

益持分

－ (2) 1 113 － － (178) (66) － (66)

換算差額 － (4) － (40) 1 8,791 (2) 8,746 135 8,881

当期包括利益

合計
－ 56,831 7,605 14,168 (742) 8,791 (180) 86,473 6,482 92,955

配当金支払額 － (26,850) － － － － － (26,850)(3,899)(30,749)

株式報酬契約

に関する変

動額

－ 159 － － － － 219 378 36 414

子会社への所

有持分の変

動額

－ (88) － － － － － (88) － (88)

連結除外によ

る非支配持

分の変動額

－ － － － － － － － (1,708) (1,708)

その他の変動

額
－ 10 1 4 － － － 15 (31) (16)

振替 － (4,913) (609) (4) － － 5,526 － － －

12月31日現在 22,494 173,254 29,980 57,553 106 15,789 20,954 320,130 27,305 347,435

2010年12月31日に終了した事業年度

その他準備金

株式資本

利益

剰余金

および

予定

配当金

不動産

再評価

準備金

売却可能

投資

準備金

キャッ

シュ・

フロー・

ヘッジ

準備金

為替

準備金
その他

株主資本

合計

非支配

持分

資本

合計

百万円

１月１日現在 289,048 1,903,149 295,332 557,497 10,897 89,924 197,749 3,343,596 339,561 3,683,157 

当期純利益 － 740,121 － － － － － 740,121 72,988 813,109 

その他包括利

益（税引

後）

－ (9,843)97,724 182,059 (9,535)112,964 (2,313)371,057 10,306 381,362 
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売却可能投資 － － － 181,121 － － － 181,121 488 181,609 

キャッシュ・

フロー・

ヘッジ

－ － － － (9,548) － － (9,548) (501) (10,049)

不動産再評価

差額
－ (1,285)97,711 － － － － 96,426 8,558 104,985 

確定給付制度

に係る数理

計算上の損

失

－ (8,481) － － － － － (8,481) 26 (8,455)

関連会社およ

び合弁事業

におけるそ

の他包括利

益持分

－ (26) 13 1,452 － － (2,287) (848) － (848)

換算差額 － (51) － (514) 13 112,964 (26) 112,386 1,735 114,121 

当期包括利益

合計
－ 730,278 97,724 182,059 (9,535)112,964 (2,313)1,111,178 83,294 1,194,472 

配当金支払額 － (345,023) － － － － － (345,023)(50,102)(395,125)

株式報酬契約

に関する変

動額

－ 2,043 － － － － 2,814 4,857 463 5,320 

子会社への所

有持分の変

動額

－ (1,131) － － － － － (1,131) － (1,131)

連結除外によ

る非支配持

分の変動額

－ － － － － － － － (21,948)(21,948)

その他の変動

額
－ 129 13 51 － － － 193 (398) (206)

振替 － (63,132)(7,826) (51) － － 71,009 － － －

12月31日現在289,048 2,226,314 385,243 739,556 1,362 202,889 269,259 4,113,671 350,869 4,464,540 

⑤ 連結キャッシュ・フロー計算書

12月31日に終了した事業年度

注記 2011年 2010年

百万香港ドル 百万円 百万香港ドル 百万円

営業活動

営業活動から生じた/（に使用した）資金 42 16,583 213,092 (107,924)(1,386,823)

金融投資に係る利息の受領 13,269 170,507 12,711 163,336 

金融投資に係る配当金の受領 723 9,291 560 7,196 

関連会社から受領した配当金 935 12,015 2,768 35,569 

法人税支払 (15,790) (202,902) (13,269) (170,507)

営業活動による純資金収入/（支出） 15,720 202,002 (105,154)(1,351,229)

投資活動

金融投資の購入 (495,823)(6,371,326)(475,669)(6,112,347)

金融投資の売却または償還による収入 588,409 7,561,056 548,115 7,043,278 
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有形固定資産の購入 (2,870) (36,880) (6,165) (79,220)

有形固定資産および売却目的資産の売却による

収入
215 2,763 63 810 

その他無形資産の購入 (1,804) (23,181) (1,373) (17,643)

子会社の買収および株式保有の増加に係る純資

金支出
43 (143) (1,838) (127) (1,632)

子会社の売却に係る純資金収入/（支出） 43 1 13 (13) (167)

関連会社および合弁事業における持分の購入に

係る純資金支出
(263) (3,380) (10,676) (137,187)

事業ポートフォリオにおける持分の売却による

純資金収入
43 5,649 72,590 － －

関連会社における持分の売却による収入 19 244 136 1,748 

投資活動による純資金収入 93,390 1,200,062 54,291 697,639 

財務活動前の純資金収入/（支出） 109,110 1,402,064 (50,863) (653,590)

財務活動

普通株式資本の発行 7,696 98,894 － －

優先株式の償還 (4,280) (54,998) － －

非支配持分の変動 － － (24) (308)

劣後債務の返済 (5,152) (66,203) (2,055) (26,407)

劣後債務の発行 3,502 45,001 1,533 19,699 

普通配当金支払 9 (33,000) (424,050) (26,850) (345,023)

非支配持分への配当金支払 (3,764) (48,367) (3,899) (50,102)

優先株式に係る利息支払 (2,421) (31,110) (3,118) (40,066)

劣後債務に係る利息支払 (793) (10,190) (582) (7,479)

財務活動による純資金支出 (38,212) (491,024) (34,995) (449,686)

現金および現金同等物の増加/(減少) 43 70,898 911,039 (85,858)(1,103,275)

⑥ 当行　貸借対照表

12月31日現在

注記 2011年 2010年

百万香港ドル 百万円 百万香港ドル 百万円

資産

現金および短期資金 11 612,265 7,867,605 551,003 7,080,389

他行から回収中の項目 29,821 383,200 12,143 156,038

１ヶ月超で満期を迎える銀行預け金 12 108,873 1,399,018 74,791 961,064

譲渡性預金 13 23,987 308,233 27,888 358,361

香港政府債務証書 14 162,524 2,088,433 148,134 1,903,522

トレーディング資産 15 317,321 4,077,575 297,929 3,828,388

公正価値評価の指定を受けた金融資産 16 2,283 29,337 2,086 26,805

デリバティブ 17 370,678 4,763,212 295,479 3,796,905

顧客に対する貸付金 18 1,176,60215,119,3361,016,31213,059,609

金融投資 21 362,307 4,655,645 503,752 6,473,213
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グループ会社に対する債権額 248,001 3,186,813 198,322 2,548,438

子会社への投資 23 57,724 741,753 52,924 680,073

関連会社および合弁事業における持分 24 28,139 361,586 28,139 361,586

のれんおよび無形資産 25 4,831 62,078 4,713 60,562

有形固定資産 26 51,876 666,607 45,061 579,034

繰延税金資産 7 1,098 14,109 1,104 14,186

退職給付資産 6 73 938 179 2,300

その他資産 28 56,938 731,653 31,873 409,568

資産合計 3,615,34146,457,1323,291,83242,300,041

負債

香港流通紙幣 14 162,524 2,088,433 148,134 1,903,522

他行へ送金中の項目 38,577 495,714 17,951 230,670

銀行からの預金 158,746 2,039,886 130,476 1,676,617

顧客からの預金 29 2,220,07228,527,9252,044,66426,273,932

トレーディング負債 30 78,959 1,014,623 91,184 1,171,714

公正価値評価の指定を受けた金融負債 31 5,910 75,944 6,581 84,566

デリバティブ 17 377,165 4,846,570 303,882 3,904,884

発行済負債証券 32 46,360 595,726 43,139 554,336

退職給付債務 6 4,150 53,328 2,465 31,675

グループ会社に対する債務額 152,906 1,964,842 145,894 1,874,738

その他負債および引当金 33 71,585 919,867 44,032 565,811

当期未払税金 7 2,748 35,312 2,686 34,515

繰延税金負債 7 5,884 75,609 5,525 70,996

劣後債務 36 9,386 120,610 9,404 120,841

優先株式 37 96,969 1,246,052 101,306 1,301,782

負債合計 3,431,94144,100,4423,097,32339,800,601

資本

株式資本 38 30,190 387,942 22,494 289,048

その他準備金 49,278 633,222 71,929 924,288

利益剰余金 93,932 1,207,026 88,086 1,131,905

第４回予定中間配当金 9 10,000 128,500 12,000 154,200

資本合計 183,400 2,356,690 194,509 2,499,441

資本および負債合計 3,615,34146,457,1323,291,83242,300,041

取締役 会社秘書役

スチュアート・T・ガリバー ポール・A・スタッフォード

ポール・A・サーストン

ピーター・T・S・ウォン

⑦ 当行　株主資本変動計算書

2011年12月31日に終了した事業年度

その他準備金

EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

439/961



株式資本

利益剰余金

および

予定配当金

不動産再評

価準備金

売却可能投資

準備金

キャッ

シュ・

フロー・

ヘッジ

準備金

為替

準備金
その他

株主資本

合計

百万香港ドル

2011年１月１日現在 22,494 100,086 18,437 50,551 70 1,304 1,567 194,509

当期純利益 － 37,812 － － － － － 37,812

その他包括利益

（税引後）
－ (1,533) 6,378 (24,538) (7) (4,456) － (24,156)

売却可能投資 － － － (24,538) － － － (24,538)

キャッシュ・フロー

・ヘッジ
－ － － － (7) － － (7)

不動産再評価差額 － (79) 6,378 － － － － 6,299

確定給付制度に係る

数理計算上の損失
－ (1,454) － － － － － (1,454)

換算差額 － － － － － (4,456) － (4,456)

当期包括利益合計 － 36,279 6,378 (24,538) (7) (4,456) － 13,656

株式発行 7,696 － － － － － － 7,696

配当金 － (33,000) － － － － － (33,000)

株式報酬契約に関す

る変動額
－ 52 － － － － 551 603

その他の変動額 － (4) － － － － (60) (64)

振替 － 519 (519) － － － － －

2011年12月31日現在30,190 103,932 24,296 26,013 63 (3,152) 2,058 183,400

2011年12月31日に終了した事業年度

その他準備金

株式資本

利益剰余金

および

予定配当金

不動産再評

価準備金

売却可能投

資準備金

キャッ

シュ・

フロー・

ヘッジ

準備金

為替

準備金
その他

株主資本

合計

百万円

2011年１月１日

現在
289,048 　 1,286,105 　 236,915 　 649,580 　 900 　 16,756 　 20,136 　 2,499,441 

当期純利益 － 485,884 － － － － － 485,884 

その他包括利益

（税引後）
－ (19,699)81,957 (315,313) (90) (57,260) － (310,405)

売却可能投資 － 　 － 　 － 　 (315,313)　 － 　 － 　 － 　 (315,313)

キャッシュ・フ

ロー・ヘッジ
－ 　 － 　 － 　 － 　 (90)　 － 　 － 　 (90)

不動産再評価差

額
－ 　 (1,015)　 81,957 　 － 　 － 　 － 　 － 　 80,942 

確定給付制度に

係る数理計算

上の損失

－ 　 (18,684)　 － 　 － 　 － 　 － 　 － 　 (18,684)

換算差額 － 　 － 　 － 　 － 　 － 　 (57,260)　 － 　 (57,260)
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当期包括利益合

計
466,185 81,957 (315,313) (90) (57,260) － 175,480 

株式の発行 98,894 － － － － － － 98,894 

配当金 － (424,050) － － － － (424,050)

株式報酬契約に

関する変動額
－ 668 － － － － 7,080 7,749 

その他の変動額 － (51) － － － － (771) (822)

振替 － 6,669 (6,669) － － － － －

2011年12月31日

現在
387,942 1,335,526 312,204 334,267 810 (40,503)26,445 2,356,690 

2010年12月31日に終了した事業年度

その他準備金

株式資本

利益剰余金

および予定

配当金

不動産再評

価準備金

売却可能投

資準備金

キャッシュ

・フロー・

ヘッジ準備

金

為替準備金 その他
株主資本

合計

百万香港ドル

2010年１月１日現在 22,494 88,837 13,595 39,050 763 (1,313) 1,485 164,911

当期純利益 － 38,227 － － － － － 38,227

その他包括利益

（税引後）
－ (671) 5,191 11,499 (693) 2,617 － 17,943

売却可能投資 － － － 11,539 － － － 11,539

キャッシュ・フロー

・ヘッジ
－ － － － (694) － － (694)

不動産再評価差額 － (53) 5,191 － － － － 5,138

確定給付制度に係る

数理計算上の損失
－ (624) － － － － － (624)

換算差額 － 6 － (40) 1 2,617 － 2,584

当期包括利益合計 － 37,556 5,191 11,499 (693) 2,617 － 56,170

配当金 － (26,850) － － － － － (26,850)

株式報酬契約に関す

る変動額
－ 112 － － － － 82 194

その他の変動額 － 82 － 2 － － － 84

振替 － 349 (349) － － － － －

2010年12月31日現在22,494 100,086 18,437 50,551 70 1,304 1,567 194,509

2010年12月31日に終了した事業年度

その他準備金

株式資本

利益剰余金

および予定配

当金

不動産再評

価準備金

売却可能投

資準備金

キャッシュ

・フロー・

ヘッジ準備

金

為替準備金 その他
株主資本

合計

百万円

2010年１月１日

現在
289,048 　 1,141,555 　 174,696 　 501,793 　 9,805 　 (16,872)　 19,082 　 2,119,106 
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当期純利益 － 491,217 － － － － － 491,217 

その他包括利益

（税引後）
－ (8,622)66,704 147,762 (8,905)33,628 － 230,568 

売却可能投資 － 　 － 　 － 　 148,276 　 － 　 － 　 － 　 148,276 

キャッシュ・フ

ロー・ヘッジ
－ 　 － 　 － 　 － 　 (8,918)　 － 　 － 　 (8,918)

不動産再評価差

額
－ 　 (681)　 66,704 　 － 　 － 　 － 　 － 　 66,023 

確定給付制度に

係る数理計算

上の損失

－ 　 (8,018)　 － 　 － 　 － 　 － 　 － 　 (8,018)

換算差額 － 　 77 　 － 　 (514)　 13 　 33,628 　 － 　 33,204 

当期包括利益合

計
－ 482,595 66,704 147,762 (8,905)33,628 － 721,785 

配当金 － (345,023) － － － － － (345,023)

株式報酬契約に

関する変動額
－ 1,439 － － － － 1,054 2,493 

その他の変動額 － 1,054 － 26 － － － 1,079 

振替 － 4,485 (4,485) － － － － －

2010年12月31日

現在
289,048 1,286,105 236,915 649,580 900 16,756 20,136 2,499,441 

次へ 
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財務諸表注記

1 表示の基礎

a 連結財務諸表は2011年12月31日現在のザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイ

ション・リミテッド（「当行」）およびその子会社（「当行グループ」）の財務諸表を含んでいる。

連結財務諸表は、香港財務報告基準（「HKFRS」）、香港会社条例の規定および香港で一般に公正妥当と

認められた会計原則に準拠して作成されている。HKFRSは、香港公認会計士協会（「HKICPA」）が公表して

いるすべての適用される個々の香港財務報告基準、香港会計基準（「HKAS」）および解釈指針を含む総称

である。

連結財務諸表は取得原価主義（特定の金融資産および負債ならびに土地建物の再評価修正後）で作成

されている。

2011年度に、当行グループは当行グループの連結財務諸表および当行の個別財務諸表に重要でない影響

を及ぼす多数の解釈指針ならびに基準の改訂版を適用した。

b 連結財務諸表は、関連会社および合弁事業の損益および剰余金に対する持分も含んでいる。これらの持

分は2011年12月31日より前の３ヶ月以内の日付に作成された財務諸表に基づいている。

c 今後適用される基準

2011年12月31日現在、当行グループの2011年12月31日現在の連結財務諸表には適用されていない、多数の

基準および解釈指針ならびにその改訂版がHKICPAにより公表されている。

2012年に適用される基準

2010年12月、HKICPAは、HKAS「法人所得税」の改訂版を公表した。HKAS第40号の公正価値モデルに基づき

計上された投資不動産に係る繰延税金は、投資不動産の回収がすべて売却を通じて行われるという推定に

基づき測定される。投資不動産の売却ではなく、実質的にすべての経済的便益を長期にわたり享受すること

を目的とする事業で投資不動産が保有される場合にはその推定は反証される。当該改訂版は2012年１月１

日以降開始される事業年度に適用される。当行グループは、HKAS第12号の改訂版の適用による当行グループ

の連結財務諸表への重要な影響はないと予想している。

2013年に適用される基準

2011年６月、HKICPAはHKFRS第10号「連結財務諸表」（「HKFRS第10号」）、HKFRS第11号「共同支配の取

決め」（「HKFRS第11号」）およびHKFRS第12号「他の企業に対する持分の開示」（「HKFRS第12号」）を

公表した。これらの基準は、2013年１月１日以降開始される事業年度に適用されることになっているが、早

期適用も認められている。HKFRS第10号および第11号は遡及的に適用される。

HKFRS第10号では、パワー、リターンの変動性およびパワーとリターンのリンク概念に基づいて、すべての

事業体の連結の要否を判定するための単一アプローチがある。これは、事業体の性質により、法的な支配権

またはリスクおよび便益に対するエクスポージャーを重視する現行のアプローチを差し替えるものであ

る。HKFRS第11号は、取り決めの構造ではなく投資家の権利および義務により焦点を置いており、共同支配事
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業という概念を導入している。HKFRS第12号には子会社、共同支配の取決めおよび関連会社に関する開示要

件が含まれており、非連結の仕組事業体に関する新しい要件が導入されている。

当初の評価に基づき、当行は、HKFRS第11号の適用による当行グループの財務諸表への重要な影響はない

と予想している。当行グループは現在、HKFRS第10号の影響を評価しているが、財務諸表の公表日時点でその

影響を定量化することは実務的ではない。

2011年６月、HKICPAは、HKFRS第13号「公正価値測定」（「HKFRS第13号」）を公表した。この基準は2013

年１月１日以降開始される事業年度に適用されることになっているが、早期適用も認められている。HKFRS

第13号は、当該基準が適用される最初の事業年度の期首から非遡及的に適用することが義務付けられてい

る。HKFRS第13号の開示要件は、最初の適用より前の期間について比較情報を提供することを求めていない。

HKFRS第13号は、HKFRSが要求する、または容認するすべての公正価値測定に適用される単一のガイダンス

を確立するものである。当該基準は出口価格としての公正価値の定義を明確にしており、公正価値とは、現

在の市況において測定日に市場参加者間で資産を売却する、または負債を移転するための秩序ある取引が

行われた場合の価格であると定義される。また、当該基準は、公正価値測定に関する開示を強化している。

当行グループは現在、HKFRS第13号の影響を評価しているが、財務諸表の公表日時点で当該影響を定量化

することは実務的ではない。

2011年７月、HKICPAはHKAS第19号「従業員給付」の改訂版（「HKAS第19号（改訂版）」）を公表した。こ

の改訂版は2013年１月１日以降開始される事業年度に適用されることになっているが、早期適用も認めら

れている。HKAS第19号（改訂版）は遡及適用が義務付けられている。

当行グループにとって最も重要な改訂点は、利息費用および制度資産の期待収益が正味確定給付負債ま

たは資産に係る正味利息から成る財務費用の構成要素と置き換えられることである。

この財務費用の構成要素は、確定給付債務の測定に用いられる割引率と同一の割引率を正味確定給付負

債または資産に適用することにより算定される。制度資産の実際運用収益と損益計算書における財務費用

の構成要素に含まれる収益との差額は、その他包括利益に表示される。この変更により、年金費用が現在の

制度資産の期待収益と当該割引率を適用して計算された収益との差額分増加するという影響が生じる。

この特別な改訂の2011年連結財務諸表に対する影響に関する当行グループの見積りに基づくと、当該変

更により税引前利益は減少するが、年金債務には影響しない。営業費用合計および税引前利益への影響は重

要ではないと見込まれている。適用日における影響は、市場金利、収益率およびその時点における制度資産

の実際の構成により異なる。

2011年12月、HKICPAはHKFRS第７号の改訂版「開示―金融資産と金融負債の相殺」を公表した。この改訂

版は、金融資産と金融負債の相殺および関連する取り決めによる企業の財政状態への影響または潜在的影

響に関する開示を要求している。当該改訂版は、2013年１月１日以降開始される事業年度およびそれらの事

業年度内の中間期間に適用される。当該改訂は遡及適用が義務付けられている。

2014年に適用される基準

2011年12月、HKICPAはHKAS第32号の改訂「金融商品：表示」を公表した。この改訂は、金融商品の相殺要

件を明確にし、HKAS第32号の相殺基準を適用する際の現行の実務における不整合に対処するものである。当

該改訂は、2014年１月１日以降開始される事業年度に適用されることになっているが、早期適用も認められ

ている。当該改訂は遡及適用が義務付けられている。
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当行グループは現在、これらの明確化による影響を評価しているが、連結財務諸表の公表日時点でその影

響を定量化することは実務的ではない。

2015年に適用される基準

2009年11月、HKICPAはHKFRS第９号「金融商品」（「HKFRS第９号」）を公表した。当該基準は、金融資産

の分類および測定の新しい要件を定めている。2010年11月、HKICPAは、金融負債に関してHKFRS第９号の追加

規定を公表した。これらの変更は、金融商品に関する新たな基準のためのHKAS第39号「金融商品：認識およ

び測定」（「HKAS第39号」）の差し替え計画の第一段階である。

2011年12月のHKICPAによる適用日の延期の決定を受けて、当該基準は2015年１月１日以降開始される事

業年度に適用されることになったが、早期適用も認められている。HKFRS第９号は遡及適用が義務付けられ

ているが、過年度について修正再表示する必要はない。

HKAS第39号差し替えプロジェクトの第二段階および第三段階では、償却原価で測定された金融資産の減

損およびヘッジ会計を取り扱う。HKAS第39号の差し替えプロジェクトは完了していない。当行グループが

HKFRS第９号の適用予定日を確定することは引き続き不可能であり、連結財務諸表の公表日時点でHKFRS第

９号の影響を定量化することは実務的ではない。

2 会計方針の適用における特に重要な会計上の見積りおよび判断

当行グループの損益は、連結財務諸表の作成の基礎となる会計方針、仮定および見積りの影響を受ける。

重要な会計方針は財務諸表注記３に記載されている。

会計方針が適用される項目の重要性、または仮定および見積りの使用を含め高度な判断を伴うという観

点から、当行グループの経営成績および財政状態にとって重要とみなされる会計方針は、以下のとおりであ

る。

貸付金の減損

貸付金の減損評価に関する当行グループの手法の使用には、注記３(d)に記載されるとおり、相当の判断

および見積りを伴う。

個別に重要な貸付金について、まず、減損損失がすでに発生しているという兆候の有無について決定し、

その後、減損損失の計上の基礎となる予想キャッシュ・フローの金額および時期の見積りを行う上で判断

が必要となる。

集合的に評価される貸付金については、類似の信用特性を有する貸付金をグループ化する際の基準の選

択および適用、ならびに報告期間における貸付金の各グループに発生した損失の見積りに使用する統計モ

デルおよびその他のモデルの選択および適用に判断が必要となる。損失率の比較、過去の損失が現在の状況

を示す範囲の評価およびモデル手法の精緻化は、必要な変更を特定する手段ではあるが、そのプロセスは本

質的に見積りの１つである。

金融商品の評価

金融商品の評価に関する当行グループの会計方針は、注記３(h)に含まれており、注記17「デリバティ
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ブ」および注記51「金融商品の公正価値」に詳述されている。

独立価格が入手できないために観察可能な市場データを参照する評価手法を用いて公正価値が決定され

た場合には、経営陣は評価モデルの適用において以下の検討を行う。

・金融商品に関する将来キャッシュ・フローの可能性およびタイミング。契約相手方の契約条件を履行

する能力に疑義がある場合は、経営陣の判断が必要となる可能性があるが、通常これらのキャッシュ・

フローは、金融商品の契約条件に基づいている。

・金融商品の適切な割引率。経営陣は、特定の金融商品について市場参加者が用いるリスク・フリー金利

および基準金利を上回る適切なスプレッドの決定においてすべての関連する市場情報を利用する。

・評価モデルの選択が特に主観的な分野（例えば、複雑なデリバティブ商品を評価する場合）における

公正価値の算定に用いられるモデルを決定するための判断。

比較可能な金融商品を参照して金融商品を評価する際に経営陣は、その商品の満期、構造、流動性、信用格

付けおよび比較される保有ポジションのその他の市場要因を考慮に入れる。金融商品を基礎となる構成要

素の公正価値を使用してモデルにより評価する場合に、経営陣は、ビッド－オファー・スプレッド、信用プ

ロファイル、モデルの不確実性および市場参加者が当該金融商品の評価を行う際に使用するその他の要因

を考慮に入れた調整の必要性も検討する。これらの調整は当行グループにおいて一貫して適用されている

明確な方針に基づいている。

観察不能な市場データがデリバティブの評価に重要な影響を及ぼす場合、当該評価モデルによって示さ

れる公正価値の当初の変動のすべては、以下の基準のうちの１つにより認識される。取引期間にわたり適切

な基準に基づいて認識されるか、データが観察可能となった時点で損益計算書に認識される、あるいは当該

取引が満期を迎えるか終了する時点で認識される。

損益を通じて公正価値評価される金融商品には、トレーディング目的で保有されている金融商品および

公正価値評価の指定を受けた金融商品が含まれる。公正価値の変動は、発生した期間の当行グループの損益

計算書に直接的な影響を与える。

「売却可能」として分類された金融資産の公正価値の変動は、金融資産が売却されて公正価値の変動累

計額が損益計算書に費用計上されるか貸方計上される時点まで資本およびその他包括利益に直接計上され

る。売却可能金融資産の公正価値の下落が資本およびその他包括利益に直接認識されており、当該金融資産

が減損していることを示す客観的な証拠が存在する場合には、資本に直接認識されていた損失累計額は資

本から控除され、損益計算書に振り替えられる。これにより当行グループの営業利益は減少する。

売却可能金融投資の減損

売却可能金融投資の当初取得原価を下回る公正価値の下落が減損を示すか否か、および減損損失がHKAS

第39号「金融商品：認識および測定」（「HKAS第39号」）に基づいて認識される必要があるか否かについ

て決定する上で判断が必要となる。

投資契約に基づく負債

当行グループが最低収益を保証している長期投資契約の負債の見積りを行う際には統計的手法の使用が

必要となる。これらの手法の選択ならびに将来の金利、株主資本利益率、行動に関する事象およびその他の

将来の事象に関する仮定の使用は負債認識額に重要な影響を与える。
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保険契約

分類

HKFRS第４号「保険契約」（「HKFRS第４号」）は、保険リスクおよび金融リスクの双方を移転する保険

契約を保険契約またはHKAS第39号に基づく金融商品として分類するか、あるいは契約の保険および保険以

外の要素を個別に会計処理すべきかについて当行グループが決定することを求めている。このプロセスに

は、契約に基づき移転された、または引き受けられた様々な種類のリスクの金額の判断および見積りが必要

となる。当該リスクの見積りには、将来の事象に関する仮定の使用を伴うため、不確実性を伴う。

有効な長期保険契約の現在価値（「PVIF」）

無形資産として計上されているPVIFの価値は、将来の事象に関する仮定によって異なる。詳細については

注記25(b)に記載されている。仮定は各報告日に再評価され、PVIFの価値に影響を与える見積りの変動は損

益計算書に反映される。

保険負債

保険負債の見積りでは統計モデルの選定ならびに実績および予測を頻繁に調整する必要のある将来事象

に関する仮定を行う。保険負債の主な仮定の潜在的な変動に対する感応度は注記52に記載されている。

3 重要な会計方針

a 受取利息および支払利息

トレーディング目的保有に分類された金融商品、または公正価値評価の指定を受けた金融商品（当行グ

ループが発行した負債証券およびそれらの発行済負債証券とともに管理されているデリバティブは除く）

を除くすべての金融商品の受取利息および支払利息は、実効金利法を用いて、損益計算書上の「受取利息」

および「支払利息」に認識される。実効金利法は、金融資産または金融負債（金融資産グループまたは金融

負債グループ）の償却原価を計算し、受取利息または支払利息を関連期間に配分する方法である。

実効金利は、金融商品の予想有効期間、またはより短い期間にわたる見積将来現金支払額または受取額を

金融資産または金融負債の正味帳簿価額に割り引く利率である。実効金利を計算する際に、当行グループは

金融商品に関するすべての契約条件（将来の貸し倒れを除く）を考慮に入れたキャッシュ・フローを見積

もっている。この計算には、取引費用およびその他のプレミアムまたはディスカウントを含む金融商品の実

効金利の重要な一部である当行グループのすべての支払額または受取額が考慮されている。

減損金融資産に対する利息は、減損損失を測定する目的で将来キャッシュ・フローを割り引く際の利率

を用いて認識される。

b 利息以外の収益

受取手数料は、当行グループが顧客に様々なサービスを提供することにより、受け取る手数料である。受

取手数料は以下のとおり、会計処理される。

EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

447/961



・　重要な業務の実行により稼得した収益は、当該業務の完了時に収益認識される。（例：株式またはそ

の他有価証券の取得のアレンジメント等、第三者のための取引交渉手数料または交渉参加手数料）

・　サービスの提供により稼得した収益は、サービス提供時に収益認識される。（例：資産管理、ポート

フォリオおよびその他の管理に関するアドバイザリーおよびサービス手数料）

・　金融商品の実効金利の重要な一部を形成する収益は実効金利の調整として認識され、「受取利息」

に計上される。（例：特定の貸出契約手数料）（注記３a）

トレーディング純収益は、トレーディング目的で保有されている金融資産および金融負債の公正価値の

変動によるすべての損益、ならびに関連する受取利息、支払利息、配当金を含んでいる。

公正価値評価の指定を受けた金融商品からの純収益には、損益を通じて公正価値評価することを指定さ

れている金融資産および金融負債の公正価値の変動によるすべての損益が含まれている。これらの金融商

品から生じる受取利息、支払利息ならびに配当金も含まれる。ただし、発行済負債証券および負債証券とと

もに管理されているデリバティブから生じる利息は「支払利息」として認識される（注記３a）。

配当金は、配当を受け取る権利が確定した際に認識される。上場持分証券については、配当落日、非上場

持分証券については通常、株主が配当を承認した日に権利確定する。

c 顧客に対する貸付金および銀行に対する預け金

顧客に対する貸付金および銀行に対する預け金は、トレーディング目的保有に分類されておらず、公正価

値評価の指定も受けていない当行グループの貸付金を含んでいる。貸付金は借り手に現金が引き渡された

時点で認識される。貸付金は借り手が債務を返済した場合や貸付金が売却または償却された場合、あるいは

所有に伴うリスクおよび便益の大半が移転された場合に認識が中止される。貸付金は公正価値に直接帰属

する取引費用を加算した金額で当初は認識され、その後、減損を考慮後、実効金利法を用いた償却原価で測

定される。公正価値ヘッジとして指定され、適格であると判断されたデリバティブによってエクスポー

ジャーがヘッジされている場合、ヘッジされた貸付金の帳簿価額は、ヘッジ対象リスクのみに関する公正価

値調整額を含んでいる。

当行グループは一定期間について定められた契約条件により貸付を行う旨の契約を締結する場合があ

る。このような場合、貸付金の実行は、当行グループによる管理の範囲外である一定の将来の事象の発生を

条件とする。貸出契約から生じる貸付金がトレーディング目的保有であることが予想される場合、当該貸出

契約はトレーディング・デリバティブとして計上され、損益を通じて公正価値で測定される。貸付金が実行

された場合は、トレーディング目的保有に分類され、損益を通じて公正価値で測定される。当行グループに

は貸付金を売買する意図がなく、保有する意図がある場合は、当行グループが損失を被る恐れがある場合に

限り、貸出契約に対する引当金が計上される。例えば、元本に損失が生じる可能性がある場合や貸出金利が

調達費用を下回る場合に、引当金が計上される。貸付開始時に、保有予定部分が公正価値で計上され、その後

に実効金利法を用いて償却原価で測定される。レバレッジ・ファイナンスおよびシンジケート・ローン活

動等の特定の取引に関しては、現金による貸出額は必ずしも貸付金の公正価値の最善の証拠にはならない。

これらの貸付金に関しては、（例えば、貸出金利が市場金利を下回ることにより、）当初の公正価値が現金

による貸出額を下回る場合、評価損が損益計算書に計上される。評価損は、貸付金が減損している場合を除

いて、貸付金の期間にわたり、実効金利法を用いて受取利息を認識することにより回収される。評価損は、そ

の他営業収益の減少として計上される。
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d 貸付金の減損

貸付金または貸付金ポートフォリオが減損しているという客観的な証拠がある場合、減損損失が直ちに

認識される。減損引当金は、個別貸付金および集合的に評価される貸付金グループについて算定されてい

る。減損損失は、損益計算書に費用として計上される。貸借対照表上の減損貸付金の帳簿価額は、減損引当金

の計上によって減額される。将来の事象から生じる可能性のある損失は、認識されない。

個別に評価される貸付金

減損評価のために貸付金が個別に重要であるか否かを決定する際に考慮される要素には、以下が含まれ

る。

・貸付金の規模

・ポートフォリオにおける貸付金の数

・個々の貸付関係の重要性、およびその関係の管理方法

・債務不履行および損失の額が、集合的評価の手法の適用に十分であるか否か

個別に重要とみなされる貸付金は通常、企業および法人顧客に対するものであり、より大きな金額であ

り、個々の関係ごとに管理されている。個人向け貸出ポートフォリオは一般に大規模な同種の貸付金プール

で構成されているため、通常、減損について集合的に評価される。

個別に重要とみなされるすべての貸付金について、当行グループは、貸付金が減損しているという客観的

証拠の有無について各期末日に個別の評価を行っている。客観的証拠があると決定するために当行グルー

プが利用する基準には以下が含まれる。

・　借り手がキャッシュ・フローの困難に陥っているという事実

・　契約上の元本または利息の支払延滞

・　貸付金の契約条項または契約条件の違反

・　借り手の破産またはその他の財務的処分の実現可能性

・　外部の信用格付機関による信用格付けの重大な引き下げ

貸付金に減損の客観的証拠が存在する場合は、以下の要因を考慮して減損損失が決定される。

・　顧客に対する当行グループのエクスポージャー総額

・　顧客のビジネス・モデルの実行可能性、財政困難な状況下で取引を成功させる能力、債務を弁済する

ための充分なキャッシュ・フローの有無

・　予測される受取および回収の金額および時期

・　清算または破産時の分配金の予測受取可能額

・　優先順位が当行グループより上位または当行グループと同位のその他の債権者のコミットメントの

範囲、およびその他の債権者が会社を継続的に支援する可能性

・  債権者の請求総額および優先順位を決定する際の複雑性、ならびに法的事項および保険に関する不

確実性が明確になっている範囲

・  担保(またはその他の信用補完)の実現可能価額および担保権実行の成功の可能性
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・  回収費用による貸付金残高の予測減少額

・  現地通貨建てでない場合、貸付金の通貨で調達し、支払を行う借り手の能力

・  入手可能であれば、負債の流通市場価格

減損損失は、貸付金の当初の実効金利で割り引かれた予想将来キャッシュ・フローの現在価値を現在の

帳簿価額と比較することにより計算される。個別に重要な勘定に対する減損引当金は少なくとも四半期ご

とに見直され、状況に応じてさらに定期的に見直される。これは通常、保有担保の強制力、実際および予想受

取可能額の時期および金額の再評価が含まれる。個別に評価される減損引当金は、設定された見積損失が減

少するという合理的かつ客観的証拠がある場合にのみ戻入れられる。

集合的に評価される貸付金

減損の集合的評価は以下の２つの状況下で行われる。

・  個別に重要とみなされない同種の貸付金グループの場合

・  個別評価の対象となる貸付金において、発生しているが未だ特定されていない損失をカバーするた

めの場合

同種の貸付金グループ

個別に重要とみなされない同種の貸付金グループの集合的な減損損失を決定する際は、個別の評価は非

現実的であることから、統計に基づく手法が用いられる。

同種の貸付金グループの損失は、個別貸付金が償却された場合に個別に計上され、その時点でグループか

ら除外される。集合的な減損に対する引当金の計算には、以下の２つの方法が用いられる。

・  経験に基づく適切な情報が入手可能な場合、当行グループはロール・レート法を用いている。この手

法は、延滞および債務不履行に関する過去のデータと実績の統計分析を取り入れており、当行グルー

プが個別に特定することはできないが、信頼性をもって見積もることが可能な期末日より前に生じ

た事象の結果、最終的に償却される貸付金の金額を見積もっている。この手法のもとでは、貸付金は

延滞日数に基づいて期間別に分類され、統計分析を用いて、各期間の貸付金が延滞の様々な段階に進

み、最終的に回収不能となる可能性が見積られる。固有の損失を補填するために必要な引当金の適切

な水準を計算する際には、現在の経済状況の評価も行われる。見積損失は、ポートフォリオの当初の

実効金利で割り引いた予想将来キャッシュ・フローの現在価値と帳簿価額の差異である。特定の成

熟した市場においては、破産や債務の再編等の統計に示される財務活動および管理状況を考慮した

高精度の評価モデルが用いられる。

・  ポートフォリオの規模が小さい場合やロール・レート法を用いるための充分な情報が得られない、

あるいは情報が信頼できない場合、当行グループは、過去の損失実績に基づいた定型的アプローチを

採用する。

通常、各ポートフォリオに固有の損失を評価するために最も客観的で関連性のある情報は、過去の実績で

ある。ただし、例えば経済状況、法規制または行動に関する変化があると、過去の損失実績からは期末日現在

の特定のポートフォリオに固有の損失について関連性のある情報が得られないこともあり、その場合、ポー

トフォリオ・リスク要因の最近の傾向が統計モデルに完全に反映されない。このような状況におけるこれ

らのリスク要因は、過去の損失実績からのみ導き出された減損引当金への調整として、考慮される。
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これらの追加的なポートフォリオ・リスク要因は、最近の貸付金ポートフォリオの伸び、および商品構

成、失業率、破産傾向、地理的集中、貸付商品の特徴（金利の再設定により利息費用が増加する変動利付貸付

金に関する借り手の返済能力等）、国内および地域における住宅市場と金利の動向等の経済状況、ポート

フォリオの経過年数、口座管理方針および慣行、現在の償却状況、法規制の変更、ならびに自然災害等の顧客

の貸付金返済傾向に影響を及ぼすようなその他の項目を含んでいる。これらのリスク要因は、過去の損失実

績からのみ導き出された減損引当金への調整として、減損引当金の適切な水準を計算する際に考慮される。

ロール・レート、損失率および見積将来回収時期は適切性を確保するために、定期的に実際の結果と比較

している。

発生しているが未だ特定されていない減損

個別評価の結果、損失の証拠が明確に特定されなかった貸付金は、集合的な損失を計算する目的で、信用

リスク特性に従ってグループ化される。これは、個別には特定できないが、期末日より前に生じた事象の結

果当行グループが被り、かつ信頼性を持って見積ることが可能な減損損失である。これらの損失は、将来に

おいてのみ個別に特定される。グループ内の個別の貸付金に関して損失を特定する情報が入手された場合

は、それらの貸付金は直ちに当該グループから取り除かれ、個別に減損を評価される。

集合的な減損に対する引当金は以下を考慮して決定される。

・  同様の信用リスク特性(産業部門、貸付金の格付け、または商品ごとの信用リスク特性等)を有する

ポートフォリオの過去の損失実績

・  減損の発生からその損失が特定され個別の貸付金に対して適切な引当金が設定されるまでの見積期

間

・  現在の経済および信用状況によって示される、期末日の実際の固有の損失が過去の実績に基づく損

失を上回る、あるいは下回る可能性についての経営陣の経験に基づく判断

損失の発生から特定までの見積期間は、特定されたポートフォリオごとに地域の経営陣が決定する。

貸付金の償却

貸付金（および関連する減損引当金）は、元本を回収できる見込みがほとんどない場合、通常、その一部

または全額を償却する。また担保付貸付金の場合には担保の処分代金が受領できた後に償却される。担保の

正味実現可能価額が決定され、さらなる回収の合理的な見込みがない状況においては、より早い段階で償却

される場合がある。

減損の戻入

減損損失が減損認識後の期間に減少し、その減少を、減損が認識された後に発生した事象に客観的に関連

付けることができる場合、減損引当金を相当額減少させることによって超過分が戻し入れられる。戻入額は

損益計算書に計上される。

貸付金と引換えに取得した資産
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順当な回収を目的として貸付金と引換えに取得した非金融資産は、その資産の帳簿価額が主に売却によ

り回収され、現在の状態で資産が売却可能であり、売却される可能性が極めて高い場合に、売却目的資産と

して「その他資産」に計上される。取得した資産は、取引日における公正価値（売却費用控除後）または貸

付金の帳簿価額（減損引当金控除後）のいずれか低い方の金額で計上される。売却目的資産に関する減価

償却は費用計上しない。その後の売却費用控除後の取得資産の公正価値への評価減は、減損損失として損益

計算書の「その他営業収益」に認識される。また、その後の売却費用控除後の公正価値の増加についても、

減損累計額を上限として、処分に係る実現損益とともに損益計算書の「その他営業収益」に認識される。

デット・デット・スワップおよびデット・エクイティ・スワップで取得した負債証券または株式は「金融

投資」の売却可能に分類される。

条件緩和貸付金

契約条件が緩和された集合的に減損評価される貸付金は、新しい取り決めに基づく最低支払件数が満た

された時点で、評価目的では延滞とはみなされずに更新された貸付金として扱われる。契約条件が緩和され

た集合的に減損評価される貸付金については、リスク・プロファイルを反映するために集合的な減損評価

の目的では貸付金ポートフォリオのその他の部分から分離される。

契約条件が緩和された個別に減損を評価される貸付金については、これらが継続的に減損しているかま

たは延滞とみなすべきかについて判断するために継続的なレビューが行われる。

e トレーディング資産およびトレーディング負債

短期国債、顧客に対する貸付金および顧客からの借入金、銀行に対する貸付金および銀行からの借入金、

負債証券、仕組預金、株式、発行済負債証券ならびに有価証券のショート・ポジションは、主に短期間での売

却または買戻しを目的として取得されるか発生する場合、あるいはともに管理される特定された金融商品

ポートフォリオの一部を形成し、直近の短期的な利益獲得パターンの証拠がある場合、トレーディング目的

に分類される。金融資産および金融負債は、取引日（当行グループが相手先と金融商品の売買に関する契約

を締結した日）に認識され、通常、売却された日（資産の場合）または消滅した日（負債の場合）に認識が

中止される。当該金融資産または金融負債は当初は公正価値で測定され、取引費用は損益計算書に計上され

る。その後、公正価値は再測定される。これらの資産および負債のその後の公正価値の変動による損益は、発

生した受取利息および支払利息ならびに配当金とともに損益計算書上の「トレーディング純収益」に認識

される。

f 公正価値評価の指定を受けた金融商品

トレーディング目的以外の金融商品は、下記の基準を満たし経営陣によりその指定をされた場合にこの

区分に分類される。当行グループは、以下の場合に公正価値評価を指定している。

・  異なる基準で金融資産または金融負債の評価や関連する損益の認識を行うことから生じる可能性の

ある評価または認識の不一致を解消、あるいは大幅に削減する場合。これには、ユニット連動型投資

契約、および公正価値で評価される金融資産または金融負債とともに管理される有価証券および発

行負債の特定のポートフォリオ等が含まれる。

・  文書化されたリスク管理または投資戦略に従って公正価値に基づいて金融資産グループ、金融負債

グループまたはこれら双方の管理および業績評価を行い、当該金融商品グループに関する情報が同
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様の基準で内部的に主要な経営陣に提供される場合。これには、特定の保険契約に対応するために保

有される金融資産および特定のアセット・バック証券等が含まれる。

・  金融商品から生じるキャッシュ・フローを大幅に修正し、個別に会計処理が求められる１つ以上の

組込デリバティブを含む金融商品に関連している場合。これには特定の負債証券および保有される

負債証券等が含まれる。

公正価値評価の指定は、一度行われると取消が不可能である。金融資産および金融負債は、当行グループ

が相手先と契約上の取り決めを行った日（通常は取引日）に認識され、通常、売却された日（資産の場合）

または消滅した日（負債の場合）のいずれかに認識が中止される。公正価値評価の指定を受けた金融資産

および金融負債は、当初は公正価値で測定され、取引費用は直接損益計算書に計上される。その後、公正価値

は再測定される。その後、公正価値は再測定され、公正価値の変動による損益は損益計算書の「公正価値評

価の指定を受けた金融商品からの純収益」に認識される。

g 金融投資

継続的な保有が意図されている短期国債、負債証券および株式で、公正価値評価の指定を受けていないも

のは、売却可能または満期保有目的に分類される。金融投資は取引日（当行グループが相手先と有価証券の

購入に関する契約を締結した日）に認識され、一般的に当該有価証券が売却された場合または借り手が債

務を返済した場合に認識が中止される。

売却可能

売却可能金融資産は、当初は、公正価値に直接および増分取引費用を加えた金額で評価される。その後、公

正価値による再評価が行われ、公正価値の変動は当該金融資産が売却されるか減損するまで「売却可能投

資準備金」としてその他包括利益に認識される。売却可能金融資産が売却された場合は、それ以前にその他

包括利益に認識されていた損益の累計額は「金融投資による純収益」として損益計算書に認識される。

売却可能負債証券の受取利息は、実効金利法を用いて当該資産の見積有効期間にわたる算定により認識

される。満期のある投資有価証券を購入することにより発生するプレミアムやディスカウントは実効金利

の計算に含められる。配当金は、受け取る権利が確立した時点で損益計算書に認識される。

各期末日において、金融資産の価値に減損の客観的な証拠があるかどうかが評価される。減損損失は、金

融資産の当初認識後に生じた１つ以上の事象（「損失事象」）の結果、減損の客観的証拠が存在し、また、

当該損失事象が金融資産の将来キャッシュ・フローに影響を及ぼし、信頼性をもって見積ることができる

場合に限り認識される。

売却可能金融資産が減損している場合、金融資産の取得原価（元本返済額および償却額控除後）と現在

の公正価値の差異から損益計算書に認識されている過年度の減損損失を差し引いた金額がその他包括利益

から控除され、損益計算書に認識される。

売却可能負債証券の減損損失は損益計算書上の「貸倒損失およびその他の信用リスク引当金」に計上さ

れ、売却可能持分証券の減損損失は損益計算書上の「金融投資による純収益」に計上される。売却可能金融

資産の減損に関する手法の詳細は以下のとおりである。
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売却可能負債証券

売却可能負債証券の報告日現在の減損の客観的な証拠を評価する際に、当行グループは将来キャッシュ

・フローの回収不足となる可能性のある有価証券に特定の事象に関する観察可能なデータまたは情報を含

めて、すべての入手可能な証拠を検討する。これらの事象には、発行体の重大な財政困難、債務不履行、破産

もしくはその他の財務的再編などの契約違反、または発行体の財政困難による負債証券の活発な市場の消

滅が含まれる。

このような種類の特定の事象ならびに発行体の流動性、事業リスクおよび金融リスク・エクスポー

ジャー、同様の金融資産の債務不履行の水準および傾向、国内および地域の経済動向・状況ならびに担保お

よび保証の公正価値に関する情報などのその他の要因は、個別または組み合わせて検討され、負債証券の減

損の客観的証拠が存在するかについて決定される。

売却可能持分証券

売却可能持分証券の減損の客観的証拠には、上述の発行体の特定の情報が含まれる場合があるが、持分証

券の取得原価が回収されない可能性の証拠となる、技術、市場、経済または法律の重要な変更に関する情報

が含まれる場合がある。

取得原価を下回る、資産の公正価値の重要なまたは長期化する下落も減損の客観的証拠である。重要であ

るか否かを評価する際に、公正価値の下落は当初認識時の資産の取得原価に対して評価される。長期化して

いるか否かの評価において、下落は資産の公正価値が当初認識時の取得原価を下回っている期間に対して

評価される。

売却可能金融資産の減損損失が認識された場合、公正価値の変動に関するその後の会計処理は、該当する

売却可能金融資産の性質に応じて異なる。

・ 売却可能負債証券の公正価値のその後の下落は、金融資産の見積将来キャッシュ・フローが更に減少

することにより追加的な減損の客観的証拠が存在する場合に限り損益計算書において認識される。追

加的な減損の客観的証拠が存在しない場合には、金融資産の公正価値の下落は直接その他包括利益に

認識される。負債証券の公正価値がその後の期間に増加し、その増加を減損が損益計算書上で認識され

た後に生じた事象と客観的に関連付けることができる場合、公正価値の増加分を上限として、損益計算

書を通じて減損が戻し入れられる。

・ 売却可能持分証券の公正価値のその後の上昇はすべて、再評価として扱われ、直接その他包括利益に

認識される。持分証券の減損は、損益計算書を通じて戻し入れられることはない。売却可能持分証券の

公正価値のその後の下落は、当該持分証券の取得原価に関連して発生した追加的な減損累計額を限度

として、損益計算書に認識される。

満期保有目的投資

満期保有目的投資は、当行グループが満期まで保有する積極的な意図および能力を有し、固定または確定

的な支払および固定満期がある非デリバティブ金融資産である。満期保有目的投資は、当初は公正価値に直

接帰属する取引費用を加算した金額で計上され、その後、減損控除後の実効金利法を用いた償却原価で測定

される。
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h 金融商品の評価

すべての金融商品は当初は公正価値で認識される。通常の業務過程において、当初認識時の金融商品の公

正価値は通常、取引価格（すなわち、支払対価または受取対価の公正価値）である。しかし、特定の状況にお

いては、公正価値は、同様の商品（修正またはリパッケージ商品を除く）のその他の観察可能な現在の市場

取引、もしくは金利イールド・カーブ、オプションのボラティリティおよび為替レートといった観察可能な

市場から得られるデータのみを変数として用いた評価手法に基づいている。これらの証拠が存在する場合、

当行グループは、金融商品の取引開始時にトレーディング損益を認識する。これは取引価格と公正価値との

差額である。観察不能な市場データが金融商品の評価に重要な影響を及ぼす場合、当該評価モデルによって

示される公正価値と取引価格の当初の差額のすべては、損益計算書に直ちに認識されない。その代わり取引

期間にわたり適切な基準に基づいて認識されるか、データが観察可能となった時点、当該取引が満期を迎え

るか終了する時点、または当行グループが相殺取引を行う時点で損益計算書に認識される。

当初認識後、公正価値で測定される金融商品の公正価値は、当行グループの評価手法に従って測定され

る。これについては、注記51に記載されている。

i 売戻および買戻契約（株式貸借契約を含む）

事前に決められた価格で買い戻すことを条件に売却される有価証券（レポ取引）は貸借対照表に計上さ

れ、受取対価は負債に計上される。売り戻すことを条件に購入される有価証券（リバース・レポ取引）は貸

借対照表上で認識されることはなく、支払対価は「顧客に対する貸付金」または「銀行に対する預け金」

のいずれか適切な方に計上される。売戻価格と買戻価格の差異は受取利息として会計処理され、契約期間に

わたり認識される。

証券貸借取引は通常、有価証券あるいは現金の支払または受取により担保されている。これらの契約に基

づく相手先への有価証券の譲渡は通常は貸借対照表に反映されない。支払現金担保は資産として、受取現金

担保は負債としてそれぞれ計上される。

借入有価証券は貸借対照表に認識されることはない。第三者へ売却された場合は、当該有価証券の返済義

務がトレーディング負債に計上され、公正価値による評価が行われるとともに、公正価値の変動による損益

が「トレーディング純収益」に計上される。

j デリバティブ金融商品およびヘッジ会計

デリバティブは当初は公正価値で認識され、その後、公正価値で再評価される。上場デリバティブの公正

価値は市場価格から入手される。店頭取引デリバティブの公正価値は割引キャッシュ・フロー・モデルや

オプション価格モデル等の評価手法を用いて決定される。

転換社債に転換オプションが組み込まれるように、その他の金融商品にデリバティブが組み込まれるこ

とがある。組込デリバティブは、その経済的特徴およびリスクを主契約のものと明確かつ密接に関連付ける

ことができず、個別の契約に含まれていた場合には組込デリバティブの条件が独立のデリバティブの定義

を満たし、組み合わされた契約がトレーディング目的以外で保有され、または公正価値評価の指定を受けて

いない場合に個別のデリバティブとして扱われる。これらの組込デリバティブは公正価値で評価され、公正

価値の変動は損益計算書に認識される。

デリバティブは、公正価値が正の場合は資産に、負の場合は負債に分類される。異なる取引から生じるデ

リバティブ資産および負債は、同一の取引相手との取引であり、相殺する法的権利が存在し、当事者が
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キャッシュ・フローを純額で決済することを意図している場合に限り相殺される。

公正価値の変動による損益の認識方法は、デリバティブがトレーディング目的であるか、またはヘッジ手

段として指定されているかによって異なり、後者の場合は、ヘッジ対象のリスクの性質に基づいて認識され

る。トレーディング目的保有デリバティブの公正価値の変動によるすべての損益は、損益計算書に認識され

る。当行グループはヘッジに指定されたデリバティブを、(i) 認識資産または負債、もしくは確定契約の公

正価値変動に対するヘッジ（「公正価値ヘッジ」）、(ⅱ) 認識資産または負債もしくは予定取引によって

発生する可能性の高い将来キャッシュ・フローの変動に対するヘッジ（「キャッシュ・フロー・ヘッ

ジ」）、あるいは（ⅲ）在外営業活動体の純投資ヘッジ（「純投資ヘッジ」）のいずれかに分類している。

ヘッジ会計は、一定の基準を満たしていることを条件に、公正価値ヘッジ、キャッシュ・フロー・ヘッジ、純

投資ヘッジのヘッジ手段として指定されたデリバティブに適用される。

ヘッジ会計

ヘッジの開始時点で、当行グループはヘッジ手段とヘッジ対象の関係、およびヘッジの引受けに対するリ

スク管理目的および戦略を文書化している。当行グループはまた、ヘッジ開始時点およびその後にわたって

継続的にヘッジ取引で使用されたヘッジ手段（主にデリバティブ）が、ヘッジ対象の公正価値または

キャッシュ・フローのリスクに起因する変動を極めて有効に相殺するかどうかに関する評価を文書化して

いる。適格ヘッジの利息は「正味受取利息」に計上される。

公正価値ヘッジ

公正価値ヘッジとして指定され、適格なデリバティブの公正価値の変動は、ヘッジされたリスクに関係す

るヘッジされた資産および負債あるいは資産および負債グループの公正価値の変動とともに損益計算書に

認識される。

ヘッジ関係がヘッジ会計の基準を満たさなくなった場合、ヘッジ対象の帳簿価額に対する累積調整額は

再計算された実効金利に基づいて満期までの残存期間にわたり損益計算書に償却計上される。ただし、ヘッ

ジ対象の認識が中止された場合は直ちに損益計算書に計上される。

キャッシュ・フロー・ヘッジ

キャッシュ・フロー・ヘッジとして指定され、適格なデリバティブの公正価値の変動の有効部分は、その

他包括利益に認識される。非有効部分の公正価値の変動による損益は、直ちに損益計算書に認識される。

その他包括利益に認識された累積損益はヘッジ対象が損益に影響を及ぼす期間に損益計算書にリサイク

ルされる。しかし、ヘッジされている予定取引により非金融資産または非金融負債を認識する結果となった

場合、過年度にその他包括利益に認識されていた損益は、資本から控除され、資産または負債に関する原価

の当初測定に含められる。

ヘッジ手段が失効または売却された場合、あるいはヘッジ会計基準を満たさなくなった場合、その時点の

その他包括利益に認識された累積損益は、予定取引が最終的に損益計算書に認識されるまで資本の部に引

き続き計上される。予定取引が発生する見込みがなくなった場合は、その他包括利益に認識されていた累積

損益は直ちに損益計算書に振り替えられる。
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純投資ヘッジ

海外事業の純投資ヘッジは、キャッシュ・フロー・ヘッジと同様に会計処理される。ヘッジ手段の有効部

分の損益はその他包括利益に認識され、非有効部分の損益は直ちに損益計算書に認識される。過年度にその

他包括利益に認識されていた損益は、海外事業の処分時に損益計算書に振り替えられる。

ヘッジの有効性に関するテスト

当行グループでは、ヘッジ会計の適用が認められるために、ヘッジの開始から有効期間にわたり、ヘッジ

が極めて有効であることが見込まれること（将来的有効性）、および継続して実際の有効性が証明される

こと（遡及的有効性）を必要としている。

ヘッジ関係の文書には、ヘッジの有効性がどのように評価されているかに関して記載されている。ヘッジ

の有効性を評価するために企業が採用する方法は、リスク管理戦略に基づいて決定される。

将来の有効性に関しては、ヘッジ手段が、ヘッジ指定された期間のリスクに起因する公正価値または

キャッシュ・フローの変動を相殺する上で極めて有効であることが要求される。実際の有効性は、公正価値

またはキャッシュ・フローの変動が80％から125％の範囲で互いに相殺されなければならない。

ヘッジの非有効部分は損益計算書上の「トレーディング純収益」に認識される。

ヘッジ会計の適用が認められないデリバティブ

ヘッジ会計の適用が認められないデリバティブの公正価値の変動による損益は、すべて損益計算書に直

ちに認識される。これらの損益は「トレーディング純収益」に計上される。ただし、デリバティブが公正価

値評価に指定された金融商品とともに管理されている場合（当行グループが発行した負債証券とともに管

理されているデリバティブは除く）には、公正価値の変動による損益は「公正価値評価の指定を受けた金

融商品からの純収益」に計上される。当行グループが発行した公正価値評価の指定を受けた負債証券とと

もに管理されているデリバティブに対する利息は「支払利息」に認識されている。これらのデリバティブ

に関するその他すべての損益は、「公正価値評価の指定を受けた金融商品からの純収益」に計上される。

k 金融資産および負債の認識中止

金融資産のキャッシュ・フローを受け取る約定権利が失効した場合、あるいは当行グループが金融資産

のキャッシュ・フローを受け取る約定権利を移転し、所有に伴うリスクと便益の大半を他に移転した場合、

または支配およびリスクと便益の大半の双方を維持していない場合に金融資産の認識は中止される。

金融負債は、債務の免除、取消し、失効等により負債が消滅した場合に認識が中止される。

l 金融資産と金融負債の相殺表示

金融資産と金融負債は、これらの認識金額を相殺する法的に強制力のある権利が存在し、当行グループが

純額で決済する、もしくは資産の実現と同時に負債を決済する意図がある場合に相殺され、純額が貸借対照

表に計上される。

m 子会社、関連会社および合弁事業
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当行グループは、当行グループが支配している事業体への投資を子会社に分類している。当行グループが

１つ以上の当事者と共同支配の対象となる経済活動を行うための契約上の取り決めを締結している場合、

当行グループはその事業に対する投資を合弁事業として分類している。当行グループは、当行グループが重

要な影響力を有する事業体への投資で、子会社にも合弁事業にも該当しないものを、関連会社として分類し

ている。この分類を決定する上で、支配とは、事業体の活動から利益を得るために、その財務および経営方針

を支配するパワーとみなされている。

関連会社および合弁事業への投資は、持分法で認識されている。持分法のもとでは、これらの投資を当初

は関連するのれんを含む取得原価で計上し、その後に純資産に対する当行グループの持分の取得後の変動

を調整している。

当行グループの関連会社および合弁事業との取引に関する利益は、各関連会社または合弁事業における

当行グループの持分に基づいて消去されている。損失についても譲渡された資産が減損しているという証

拠がない限り、関連会社または合弁事業に対する当行グループの持分に基づいて消去される。

当行の子会社、関連会社および合弁事業への投資は、減損控除後の取得原価で計上されている。最後に減

損が認識された日以降に、投資の回収可能額を算定する際に用いた見積りに変更があった場合に限り、過年

度に認識された減損は損益計算書を通じて戻し入れられることになる。

n のれんおよび無形資産

(ⅰ) のれんは、子会社および合弁事業または関連会社の持分の取得を含む企業結合において、取得原価

が、取得した識別可能な資産、負債および偶発債務の当行グループの持分の公正価値を上回る場合

に生じる。取得した事業の識別可能資産、負債および偶発債務の公正価値の当行グループの持分が

取得原価を上回っている場合は、超過額が損益計算書に直ちに認識される。

のれんは、減損テストを行うために資金生成単位（「CGU」）に配分される。減損テストは、内部管

理目的でのれんがモニターされる最小単位を対象に実施される。減損テストは少なくとも年に一

度、またCGUに減損の兆候があればいつでも、CGUからの回収可能価額を純資産の帳簿価額（関連す

るのれんを含む）と比較することにより行われている。資産の回収可能価額は、売却費用控除後の

公正価値と使用価値のうち、いずれか高い方の金額である。使用価値は、CGUからの予想将来キャッ

シュ・フローの現在価値である。CGUの回収可能価額が帳簿価額を下回る場合には、損益計算書に

減損が計上される。のれんの帳簿価額を上回る償却はそのCGUの個々の資産および負債の公正価値

に制限されている。

のれんは減損累計額控除後の取得原価で表示される。

事業の処分日に、関連するのれんは純資産に対する当行グループの持分として処分時の損益の算

定に含まれる。

合弁事業および関連会社の持分の取得により生じるのれんは「関連会社および合弁事業における

持分」に計上されており、個別に減損テストは行われない。

(ⅱ) 無形資産は、有効な長期保険契約、営業上の権利、コンピュータ・ソフトウェアならびに企業結合

において取得した場合には、商号、顧客関係およびコア預金関係の現在価値を含む。無期限の耐用

年数を有する無形資産または未だ使用できる状態ではない無形資産は、年に一度の減損テストを

行う。

有限の耐用年数を有する無形資産（有効な長期保険契約の現在価値を除く）は、償却費および減
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損累計額を控除後の取得原価で計上され、見積耐用年数にわたり償却される。見積耐用年数は法

律で定められた期間または見積経済耐用年数のいずれか短い方の期間である。

無形資産は、帳簿価額が回収できない可能性を示す事象または状況の変化があった場合に減損レ

ビューの対象となる。

有効な長期保険契約の現在価値に関する会計方針については、注記３(w)に記載されている。

o 有形固定資産

（ⅰ）土地および建物

自己使用目的で保有される土地および建物は、再評価日の公正価値からその後の減価償却累計額および

減損損失を控除した再評価額で計上される。

再評価は、正味帳簿価額と公正価値との間に重要な差異が生じないように定期的に資格を有する専門鑑

定人によって市場価格基準で実施される。再評価により生じた剰余金は、同一の土地および建物に関して過

年度に損益計算書に計上された欠損額を上限として、損益計算書に貸方計上され、その後、「不動産再評価

準備金」に計上される。再評価により生じた欠損額は、同一の土地および建物に関する「不動産再評価準備

金」に含まれる過年度の再評価の剰余金で相殺され、その後損益計算書に認識される。

賃借土地に位置する自己使用目的で保有される建物は、リース開始時に賃借土地の価値が建物の価値か

ら信頼性をもって分離することが可能な場合に、正味帳簿価額と公正価値との間に重要な差異が生じない

ように定期的に資格を有する専門鑑定人によって減価償却後再調達原価または解約価値で再評価される。

土地および建物を見積耐用年数にわたって償却する際の減価償却費は以下のとおり算定されている。

・ 所有地は減価償却されない。

・ 借土地はリースの解約不能期間にわたり減価償却される。

・ 物および付属設備は、定額法による１年当たり２％の償却額、あるいはリースの解約不能期間または建

物の残存耐用年数に基づいて算定される償却額のいずれか大きい方の金額で減価償却される。

（ⅱ）投資不動産

当行グループは、特定の不動産を、賃貸料の稼得または投下資本の増加、あるいはその両方を目的とした

投資として保有している。投資不動産は公正価値で計上され、公正価値の変動は「その他営業収益」に認識

される。公正価値は、独立の専門鑑定人が、主に純収益還元（費用控除後および潜在的な改訂収入による）

に基づいて決定している。賃貸料の稼得または投下資本の増加、あるいはその両方を目的としたオペレー

ティング・リースに基づき保有される不動産持分は物件ごとに投資不動産として分類され、会計処理され

る。ファイナンス・リースに基づき保有される不動産持分は、そのように会計処理される（注記３(p)参

照）。

（ⅲ）賃借土地および土地使用権

香港政府は、香港におけるすべての土地を所有しており、賃借契約に基づき使用を許可している。中国本

土においても同様の契約が存在する。リースの開始時に、土地の取得原価が既知である、または信頼性を
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もって決定することが可能であり、かつリース期間が50年未満である場合、当行グループは賃借土地および

土地使用権の持分をオペレーティング・リースとして計上している。

土地の取得原価が既知である、または信頼性をもって決定することが可能であるが、リース期間が50年以

上である場合、当行グループは賃借土地および土地使用権の持分を自己使用目的で保有される土地および

建物として計上している。

土地の取得原価が未知である、または信頼性をもって決定できず、また賃借土地および土地使用権がオペ

レーティング・リースに基づき明確に保有されていない場合、賃借土地および土地使用権は自己使用目的

で保有される土地および建物として会計処理される。

（ⅳ）その他の設備

設備および付帯設備（当行グループが貸し手であるオペレーティング・リースの設備を含む）は、減損

を控除後の取得原価で計上される。減価償却額は、定額法により、通常５年から20年の耐用年数にわたって

償却するように算定されている。

有形固定資産は、帳簿価額が回収できない可能性を示す事象または状況の変化があった場合に減損につ

いて検討する。

p ファイナンス・リースおよびオペレーティング・リース

（ⅰ）資産の所有に伴う実質的にすべてのリスクおよび便益（法的所有権以外）を移転する契約に基づい

て顧客にリースする資産はファイナンス・リースとして分類される。当行グループがファイナンス

・リースにおける貸し手である場合、リース債権（未収収益控除後）は「顧客に対する貸付金」に

適切に計上される。未収金融収益はリースに対する純投資の収益率が一定となるようにリース期間

にわたり認識される。

（ⅱ）当行グループがファイナンス・リースにおける借り手である場合、リース資産は「有形固定資産」

に計上され、これに対応する貸し手への負債は「その他負債」に計上される。ファイナンス・リース

およびこれに対応する負債は、当該資産の公正価値または最低リース支払額の現在価値のどちらか

少ない方で当初は認識される。未払金融費用は負債残高に対する利率が一定となるようにリースに

内在する利率に基づいてリース期間にわたり認識される。

（ⅲ）その他のリースはすべてオペレーティング・リースとして分類される。当行グループが貸し手であ

る場合、オペレーティング・リースの対象となる資産は「有形固定資産」に計上され、適切な会計処

理が行われている。減損は、残存価値の全額回収できない範囲まで減損設備の帳簿価格の減損が認識

される。当行グループが借り手である場合は、リース資産は貸借対照表に計上されない。

（ⅳ）オペレーティング・リースに基づく未払または未収賃料はリース期間にわたって定額法で会計処理

され、「一般管理費」および「その他営業収益」にそれぞれ計上される。

（ⅴ）賃借土地は、当該土地がオペレーティング・リースに基づき保有されているとみなされ、償却額およ

び減損損失控除後の取得原価で計上されている場合に、貸借対照表の「その他資産」に計上される。

償却額は土地の取得原価をリース期間にわたり定額法で償却するように算定されている。

q 法人税

（ⅰ）当事業年度の法人税は、当期税金および繰延税金より構成されている。法人税は包括利益計算書に直
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接認識される項目に関連する場合、包括利益計算書に計上されるが、それ以外は損益計算書に計上さ

れる。

（ⅱ）当期税金は、当事業年度の課税所得に対して支払われることが予定されている税金である。当期税金

は、期末日に有効または実質的に有効な税率で計算され、過年度に関して支払われる税金に対する調

整を行っている。当期税金資産と当期未払税金は、当行グループが純額決済する意図があり、相殺す

る法的権利が存在する場合に相殺される。

（ⅲ）繰延税金は貸借対照表上の資産および負債の帳簿価額と税務上の資産および負債の金額の一時差異

に対して認識される。繰延税金負債は通常すべての課税対象の一時差異に関して認識され、繰延税金

資産は減算可能な一時差異の利用対象となる将来の課税所得が発生する可能性が高い場合にそれを

限度として認識される。

繰延税金は、期末日に有効または実質的に有効な税率に基づいて、資産が実現される、あるいは負債

が決済される年度に適用が見込まれる税率を用いて算定される。繰延税金資産と負債は、同一の税務

報告グループから発生し、同一の税務当局によって課される法人税に関連し、相殺する法的権利が事

業体に存在する場合に相殺される。

包括利益計算書に認識されている退職後給付制度の数理計算上の損益に関連する繰延税金も包括利

益計算書に計上されている。

包括利益計算書に直接計上されている売却可能投資およびキャッシュ・フロー・ヘッジの公正価値

の変動に関連する繰延税金も包括利益計算書に計上され、公正価値による損益が損益計算書に認識

される際に、損益計算書に計上される。

r 年金およびその他の退職後給付

当行グループは確定給付制度および確定拠出制度からなる多数の年金制度を有している。

確定拠出制度および国が運営する退職給付制度（これらの制度における当行グループの債務が確定拠出

制度と同様である場合）の支払額は、期日が到来した時点で費用として計上される。

確定給付制度への拠出に関して認識される費用は、予想単位積増方式を用いて算定され、各制度の年次数

理評価が実施される。これにより生じた数理計算上の差異は、株主資本に認識され、発生年度の包括利益計

算書に表示される。過去勤務費用は給付の権利確定した部分が直ちに認識されるが、それ以外は、権利が確

定するまで平均期間にわたり定額法で認識される。当期勤務費用および過去勤務費用ならびに年金債務に

対する割引のアンワインディングを控除後の年金資産の期待収益は「従業員報酬および給付」に計上され

ている。

貸借対照表に認識される正味確定給付資産または負債は、制度資産の公正価値と未認識の過去勤務費用

を調整後の確定給付債務の現在価値との差額を表している。確定給付資産の場合は、未認識の過去勤務費用

に将来の拠出額に対する払戻および控除の現在価値を加えた金額に制限されている。

s 株式報酬

従業員との株式報酬取引の費用は、付与日における持分金融商品の公正価値を参照して測定され、権利確

定期間にわたって定額法により費用計上されるとともに、同額が「その他の準備金」に計上される。従業員

が即座に利用できる権利確定期間のない持分金融商品の公正価値は、直ちに費用計上される。
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公正価値は、持分金融商品が付与される条件を考慮した上で、市場価格または適切な評価モデルを用いて

決定されている。付与日における持分金融商品の公正価値を見積る際に市場成果の条件が考慮されており、

この結果、報奨は、市場成果の条件がすべて満たされているという前提で、その他のすべての条件が満たさ

れているかどうかに関係なく受給権が確定したものとして扱われる。

市場成果以外の権利確定条件は、付与日における公正価値の当初の見積りからは除外される。これらは、

取引の測定に含められた持分金融商品の個数を調整することによって考慮されており、この結果、付与され

た持分金融商品の対価として受け取ったサービスに対する認識額は、最終的に受給権が確定する持分金融

商品の個数に基づくことになる。市場成果以外の条件または勤務条件を満たすことができなかったために

受給権が確定していない持分金融商品に対して、累積ベースで費用の計上はない。

報奨が修正された場合は、修正がなかったと仮定した場合の当初の報奨に対する費用が最低費用として

引き続き認識される。修正により、報奨の公正価値または持分金融商品の個数が増加することになった場合

は、修正日に測定された追加の持分金融商品の報奨の公正価値増加分を修正された権利確定期間にわたっ

て当初付与時の費用に加えて認識する。

権利確定期間に権利が失効した場合は権利確定の早期化として会計処理され、権利が確定していれば権

利確定期間にわたって提供されたサービスについて認識されたであろう金額が直ちに認識される。

t 外貨換算

当行グループ会社の項目は、その事業体が事業活動を行う主な経済環境における通貨（「機能通貨」）

を用いて測定される。当行グループの財務諸表は、当行の機能通貨および表示通貨でもある香港ドルで表示

されている。

外貨での取引は、取引日の為替レートを用いて機能通貨に換算されている。外貨建ての貨幣性資産および

負債は期末日の為替レートで機能通貨に換算されている。結果として生じる換算差額は損益計算書に計上

される。取得原価で評価されている外貨建ての非貨幣性資産および負債は、当初の取引日の為替レートを用

いて機能通貨に換算される。公正価値で評価される外貨建ての非貨幣性資産および負債は、当該公正価値が

決定された日の為替レートで機能通貨に換算される。

香港ドルで報告されていない支店、子会社および関連会社の損益は、報告期間の平均為替レートで香港ド

ルに換算されている。期首の外貨建て純投資の再換算および平均レートから期末レートへの報告期間の損

益の再換算による換算差額は、連結財務諸表における個別の為替準備金に会計処理される。

海外事業への純投資の一部である貨幣性項目の換算差額は、子会社の個別財務諸表の損益計算書に認識

される。連結財務諸表においては、換算差額は株主資本の為替準備金に認識される。海外事業の処分時には、

過年度に準備金に認識されていた換算差額は、損益計算書に認識される。

u 引当金

負債性および費用に係る引当金は、過去の事象から生じた現在の法的債務またはみなし債務を決済する

ために経済的便益が流出する可能性があり、当該債務の金額を信頼性をもって見積もることができる場合

に認識される。

偶発債務（担保として供されている特定の保証および信用状を含む）は、当行グループが完全に支配で

きない１つ以上の不確実な事象が将来発生するか否かによってのみ存在が確認され得る過去の事象から生
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じる潜在的な債務、または、過去の事象から生じているが、決済によって経済的便益が流出する可能性がな

いため、あるいは当該債務を信頼性をもって見積ることができないために認識されない現在の債務である。

偶発債務は、財務諸表では認識されないものの、決済の可能性が低い場合を除き、開示される。

v 金融保証契約

保険契約に分類されない金融保証契約に基づく負債は、当初は公正価値にて、通常、受取手数料または未

収手数料に計上される。その後、金融保証負債は、当初の公正価値から累積償却額を控除後の金額と当該債

務を決済するために必要な支出に関する最善の見積額のいずれか高い方で評価される。

w 保険契約

当行グループは、保険子会社を通じて、保険リスク、金融リスクまたはこれら双方を伴う契約を顧客に提

供している。特定の不確実な事象が将来発生した場合に当事者を補償する契約により、当行グループが当該

当事者から重要な保険リスクを請け負っている場合に、当該契約は保険契約として分類される。保険契約で

は金融リスクも移転されるが、保険リスクが重要である場合は保険契約として会計処理される。

保険契約は以下のとおり会計処理される。

保険料

生命保険の保険料は受取可能となった際に会計処理される。ただし、ユニット連動型保険の場合は負債の

確定時に保険料が計上される。

損害保険事業の保険料総額は、会計年度中に負担したリスクの割合に応じて保険契約期間にわたり収益

に計上される。未経過保険料（会計年度中に引き受けた期末日後のリスク期間に関連する事業の相当分）

は、比例配分により日割または月割計算される。

再保険料は未払ベースで会計処理される。

有効な長期保険契約の現在価値

期末日現在において有効な、長期保険契約または任意参加型の長期投資契約に分類される保険契約の価

値は、資産として認識される。当該資産は、期末日現在における契約から生じることが予想される利益に対

する株主持分の現在価値を表している。

有効な長期保険契約および任意参加型の長期投資契約の現在価値（「PVIF」）は、現在有効な事業から

生じることが予想される将来利益に対する株主持分を割り引くことによって算定される。算定に際しては、

将来死亡率、失効率および費用水準、ならびに各契約に帰属するリスクプレミアムを反映したリスク割引率

といった要因が仮定として適切に用いられる。PVIFには、非市場リスクならびに金融オプションおよび金融

保証の価値に対する引当金が考慮される。PVIF資産は貸借対照表上の関連する税金を含めた金額で表示さ

れ、PVIF資産の変動は「その他営業収益」に税込みベースで計上される。

保険金および再保険金

生命保険契約の保険金総額には、期中に生じた保険金の費用総額（手数料および配当予定額に基づく保

険契約者配当を含む）が反映されている。期中に生じる保険金は、満期保険金、解約返戻金および死亡保険

金を含む。
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満期保険金は、支払期日到来時に認識される。解約返戻金は、支払時またはより早い段階（通知に従って

関連する保険負債の計算に当該契約を含めることを中止した時点）で認識される。死亡保険金は、通知が

あった時点で認識される。

損害保険契約の保険金総額は、支払保険金および支払備金の変動を含む。

再保険料は関連する保険金と同一の期間に会計処理される。

保険契約に基づく負債

非連動型生命保険契約に基づく負債は、現地の数理計算原則に基づいて各生命保険事業別に計算されて

いる。一部の保険契約は、保険契約者に追加支払を受け取る権利を与える（金額および／または時期が発行

体の任意により決定される）任意参加型である。これらの契約の任意部分は「保険契約に基づく負債」に

含まれている。

ユニット連動型生命保険契約に基づく負債は、関連するファンドまたは指標の価値を参照して算定され

た解約返戻金または譲渡価格と少なくとも同等である。

損害保険契約の支払備金は、報告済みか否かにかかわらず、期末日において発生済であるが未決済のすべ

ての保険金に関する見積最終費用、ならびに関連する手数料の加算、見積回収価値およびその他回収額の減

算に基づいて決定されている。既発生未報告の保険金に対する負債は、見積ベースで適切な統計に基づく手

法を用いて決定される。

負債十分性テストは、その負債の帳簿価額が将来キャッシュ・フローの現在の見積りに照らし合わせて

十分であることを保証するために保険負債に対して実施される。負債十分性テストを実施する場合、すべて

の契約上のキャッシュ・フローは割り引かれ、当該負債の帳簿価額と比較される。不足が確認された場合

は、損益計算書上に直ちに費用計上される。

x 投資契約

連動型および特定の非連動型投資契約（任意参加型でない）に基づく顧客の負債およびこれらに対応す

る金融資産は公正価値評価の指定を受けている。公正価値の変動は「公正価値評価の指定を受けた金融商

品からの純収益」に認識される。受取預託金および支払金は投資契約に対して計上される負債の増加また

は減少として会計処理される。

連動型投資契約に基づく負債は、関連するファンドまたは指標の価値を参照して計算された解約返戻金

または譲渡価格と少なくとも同等である。

投資管理手数料は投資管理サービスの提供期間にわたり損益計算書の「正味受取手数料」に認識され

る。

y 配当金

期末日以降に提案されたまたは宣言された配当金は、株主資本の個別要素として開示されている。

z 発行済負債証券および劣後債務

トレーディング目的または公正価値評価の指定を受けている発行済負債証券は貸借対照表の適切な項目
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に計上されている。その他の発行済負債証券および劣後債務は、実効金利法を用いて償却原価で測定され、

「発行済負債証券」または「劣後債務」に計上されている。

aa 現金および現金同等物

キャッシュ・フロー計算書における現金および現金同等物には、価格の変動リスクが非常に少なく既知

の現金金額に容易に交換可能な流動性の高い投資が含まれている。このような投資は現金、１ヶ月未満で満

期が到来する銀行預け金、ならびに取得日から３ヶ月未満で満期が到来する短期国債および預金証書が含

まれている。

ab 株式資本

株式は、当行グループが保有者に対して現金またはその他の金融資産の譲渡を回避するための無条件の

権利を有している場合に資本に分類される。

次へ 
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4  営業利益

当事業年度の営業利益は、以下の項目を含めて表示されている。

a 受取利息

2011年 2010年

百万香港ドル

上場証券に係る受取利息 8,004 8,012 

非上場証券に係る受取利息 17,989 15,878 

その他受取利息 89,699 69,053 

115,692 92,943 

控除：「トレーディング純収益」に分類される受取利息（注記４

(d)）
(8,183) (7,366)

控除：「公正価値評価の指定を受けた金融商品からの純収益」に

分類される受取利息（注記４(e)）
(51) (54)

107,458 85,523 

上表には、減損金融資産に係る未収利息収益308百万香港ドル（2010年：465百万香港ドル）が含まれて

おり、そのうち294百万香港ドル（2010年：324百万香港ドル）は貸倒損失に係る割引のアンワインディン

グである。

b 支払利息

2011年 2010年

百万香港ドル

５年以降に満期を迎える劣後債務、その他の発行済負債証券、顧客

からの預金および銀行からの預金に係る支払利息
831 704 

優先株式に係る支払利息 2,337 2,659 

その他支払利息 32,867 22,908 

36,035 26,271 

控除：「トレーディング純収益」に分類される支払利息（注記４

(d)）
(4,225) (2,599)

控除：「公正価値評価の指定を受けた金融商品からの純収益」に

分類される支払利息（注記４(e)）
(24) (25)

31,786 23,647 

c 正味受取手数料

2011年 2010年

百万香港ドル

正味受取手数料には以下の項目が含まれる。

トレーディング目的以外で保有され、公正価値評価の指定を受

けていない金融資産または金融負債から生じる正味受取手数料

で、実効金利の算定に含められていないもの

　－受取手数料 15,081 13,172 

　－支払手数料 (1,415) (1,404)

13,666 11,768 
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当行グループが顧客を代理して資産を保有または投資している信

託およびその他の受託活動に係る正味受取手数料

　－受取手数料 8,862 8,717 

　－支払手数料 (1,213) (1,005)

7,649 7,712 

d トレーディング純収益

2011年 2010年

百万香港ドル

ディーリング収益 15,590 15,484 

　－為替 15,313 13,036 

　－金利デリバティブ 400 978 

　－負債証券 1,300 672 

　－株式およびその他のトレーディング (1,423) 798 

ヘッジ活動による損失 (71) (11)

　公正価値ヘッジ

　　－ヘッジされたリスクに起因するヘッジ対象に係る純利益 1,050 563 

　　－ヘッジ手段に係る純損失 (1,147) (579)

　　－その他 26 －

　キャッシュ・フロー・ヘッジ

　　－ヘッジによる純利益 － 5 

トレーディング資産および負債に係る利息 3,958 4,767 

　－受取利息（注記４(a)） 8,183 7,366 

　－支払利息（注記４(b)） (4,225) (2,599)

トレーディング有価証券からの配当金 722 476 

　－上場投資 608 391 

　－非上場投資 114 85 

20,199 20,716 

e 公正価値評価の指定を受けた金融商品からの純（費用）/収益

2011年 2010年

百万香港ドル

公正価値評価の指定を受けた保険および投資契約に対応する資産

に係る（費用）/収益
(4,542) 4,509 

投資契約に基づく顧客に対する負債の公正価値の変動 30 (1,217)

(4,512) 3,292 

公正価値評価の指定を受けたその他の金融資産/負債の公正価値の

正味変動
1 (38) 436 

公正価値評価の指定を受けた金融資産および負債に係る利息

　－受取利息（注記４(a)） 51 54 

　－支払利息（注記４(b)） (24) (25)

(4,523) 3,757 

1 当行グループの発行済負債証券の公正価値の変動による利益または損失には、当行グループ自身の信用リスクの変

動から生じた利益または損失が含まれている。2011年に、当行グループは自身の信用リスクの変動から生じたこれら

の商品の公正価値の変動による利益15百万香港ドル（2010年：損失51百万香港ドル）を認識した。
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f 金融投資による純収益

2011年 2010年

百万香港ドル

売却可能有価証券の処分による利益 470 2,365

売却可能持分投資の減損 (342) (349)

128 2,016

当事業年度には、満期保有目的投資の処分による利益または損失はない（2010年：ゼロ）。

g 配当金

2011年 2010年

百万香港ドル

上場投資 431 418

非上場投資 298 146

729 564

h その他営業収益

2011年 2010年

百万香港ドル

投資不動産からの賃貸収益 191 170 

有効な保険契約の現在価値の変動 5,524 4,106 

投資不動産に係る利益 1,033 483 

有形固定資産および売却目的資産の処分による（損失）/利益 (3) 13 

子会社、関連会社および事業ポートフォリオの処分による（損

失）/利益
(9) 603 

不動産の再評価により生じた剰余金 8 102 

その他 4,645 4,527 

11,389 10,004 

その他の大部分は、主に当行グループの兄弟会社のためのシェアード・サービス活動によるITおよびそ

の他の営業費用の回収である。また、その他には購入貸付金ポートフォリオの当初公正価値に対する558百

万香港ドル（2010年：1,049百万香港ドル）が含まれている。当事業年度において償却原価で測定される金

融負債の処分による利益または損失はない（2010年：ゼロ）。

i 貸倒損失およびその他の信用リスク引当金

2011年 2010年

百万香港ドル

顧客に対する貸付金の正味減損損失

　－個別に評価された減損引当金
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　　新規引当金 2,254 3,605 

　　戻入 (1,204) (1,069)

　　回収 (356) (322)

　 694 2,214 

　－集合的に評価された減損引当金の正味計上額 2,401 2,474 

その他の信用リスク引当金の正味計上額 (36) (69)

貸倒損失およびその他の信用リスク引当金の正味計上額 3,059 4,619 

その他の信用リスク引当金の正味計上額には、売却可能負債証券に対する減損引当金の戻し入れ４百万

香港ドル（2010年：38百万香港ドル）が含まれている。満期保有目的投資に関する減損損失または引当金

はない（2010年：ゼロ）。

j 一般管理費

2011年 2010年

百万香港ドル

土地建物および設備

　－賃貸費用 3,102 2,749 

　－前払オペレーティング・リース費用の償却 18 18 

　－その他土地建物および設備 3,810 3,496 

6,930 6,263 

販売および広告宣伝費 3,969 3,891 

その他管理費 13,453 12,235 

24,352 22,389 

営業費用には、当事業年度において賃貸収益をもたらした投資不動産から生ずる直接営業費用19百万香

港ドル（2010年：20百万香港ドル）が含まれている。賃貸収益をもたらさなかった投資不動産から生ずる

直接営業費用は、２百万香港ドル（2010年：２百万香港ドル）であった。

営業費用には、オペレーティング・リースによる最低リース支払額3,170百万香港ドル（2010年：2,934

百万香港ドル）が含まれている。

k 監査人報酬

監査人報酬は77百万香港ドル（2010年：76百万香港ドル）であり、そのうち29百万香港ドル（2010年：

29百万香港ドル）は当行に関連するものである。

5  保険収益

連結損益計算書には、保険事業により稼得された以下の収益が含まれている。

a 保険収益
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2011年 2010年

百万香港ドル

正味受取利息 6,779 5,832 

正味受取手数料 692 1,070 

トレーディング純損失 (386) (5)

公正価値評価の指定を受けた金融商品からの純収益 (4,460) 3,371 

金融投資による純収益 (1) 386 

配当金 1 －

正味保険料収入（注記５(b)） 45,670 37,193 

有効な保険契約の現在価値の変動 5,524 4,106 

その他営業収益 237 70 

54,056 52,023 

正味発生保険金および保険契約準備金の変動（注記５(c)） (40,389) (39,843)

正味営業収益 13,667 12,180 

b 正味保険料収入

損害保険

生命保険

(非連動型)

生命保険

（連動型）

任意参加型

の投資契約 合計

百万香港ドル

2011年

計上保険料総額 3,318 36,000 7,312 － 46,630 

未経過保険料の変動 (183) － － － (183)

保険料収入総額 3,135 36,000 7,312 － 46,447 

再保険会社に出再した計上保険

料総額
(455) (311) (10) － (776)

未経過保険料の変動における再

保険会社の持分
(1) － － － (1)

保険料収入総額における再保険

会社の持分
(456) (311) (10) － (777)

正味保険料収入 2,679 35,689 7,302 － 45,670 

2010年

計上保険料総額 3,166 30,729 4,224 － 38,119 

未経過保険料の変動 (235) － － － (235)

保険料収入総額 2,931 30,729 4,224 － 37,884 

再保険会社に出再した計上保険

料総額
(457) (267) (8) － (732)

未経過保険料の変動における再

保険会社の持分
41 － － － 41 

保険料収入総額における再保険

会社の持分
(416) (267) (8) － (691)

正味保険料収入 2,515 30,462 4,216 － 37,193 
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c 正味発生保険金および保険契約準備金の変動

損害保険

生命保険

(非連動型)

生命保険

（連動型）

任意参加型の

投資契約 合計

百万香港ドル

2011年

支払保険金、給付金および解約

払戻金
1,420 6,399 1,958 85 9,862 

保険契約準備金の変動 (33) 30,598 1,192 (84) 31,673 

発生保険金および保険契約準備

金の変動、総額
1,387 36,997 3,150 1 41,535 

支払保険金、給付金および解約

払戻金における再保険会社の

持分

(147) (178) (385) － (710)

保険契約準備金の変動における

再保険会社の持分
(14) (5) (417) － (436)

発生保険金および保険契約準備

金の変動における再保険会社

の持分

(161) (183) (802) － (1,146)

正味発生保険金および保険契

約準備金の変動
1,226 36,814 2,348 1 40,389 

2010年

支払保険金、給付金および解約

払戻金
1,290 4,030 2,330 122 7,772 

保険契約準備金の変動 (14) 28,866 2,672 (119) 31,405 

発生保険金および保険契約準備

金の変動、総額
1,276 32,896 5,002 3 39,177 

支払保険金、給付金および解約

払戻金における再保険会社の

持分

(160) (157) (298) － (615)

保険契約準備金の変動における

再保険会社の持分
20 3 1,258 － 1,281 

発生保険金および保険契約準備

金の変動における再保険会社

の持分

(140) (154) 960 － 666 

正味発生保険金および保険契

約準備金の変動
1,136 32,742 5,962 3 39,843 

6  従業員報酬および給付

a 従業員報酬および給付

2011年 2010年

百万香港ドル

賃金および給与 35,020 30,412 

社会保障費用 912 736 

退職給付費用

　－確定拠出制度 1,043 920 

　－確定給付制度（注記６(v)） 859 698 

37,834 32,766 

b 役員報酬
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香港会社条例第161条に準拠して算定された当行の役員報酬の合計は、71百万香港ドル（2010年：117百

万香港ドル）である。この内訳は、報酬６百万香港ドル（2010年：７百万香港ドル）およびその他の報酬66

百万香港ドル（2010年：110百万香港ドル）（年金給付１百万香港ドル（2010年：６百万香港ドル）を含

む）である。

c 退職給付年金制度

当行グループは80（2010年：77）の退職給付制度を運営しており、費用総額は1,902百万香港ドル（2010

年：1,618百万香港ドル）、そのうち587百万香港ドル（2010年：649百万香港ドル）は海外の制度に関連す

るものであり、30百万香港ドル（2010年：28百万香港ドル）はエイチエスビーシー・アジア・ホールディ

ングス・ビーブイが提供するものである。

エイチエスビーシー・グループは、すべての新規従業員の確定拠出制度への移行を積極的に行っている。

当行グループの確定給付制度は、従業員の35％（2010年：37％）を対象としており、その大部分は拠出型

制度であり、規模の大きい制度の場合はその資産を保険契約または当行グループとは独立した信託基金の

いずれかの形態で保有している。拠出型制度に関連する費用は804百万香港ドル（2010年：628百万香港ド

ル）であり、資格を有する保険数理士の助言に従って評価された。この制度は少なくとも３年に一度、また

は地域の慣習および規制に従って見直されている。当行グループの退職給付制度の予測給付債務の算定に

用いられる数理計算上の仮定は、制度が運営されている国の経済状況に応じて異なっている。

(ⅰ) 確定給付制度の主要な数理計算上の仮定

主要な確定給付年金制度の資産および負債の算定に用いられた主要な数理計算上の仮定は以下

のとおりである。

2011年 2010年

％p.a.

割引率 1.47 2.85

制度資産の期待収益率
1

　－株式 7.5 8.8

　－社債 3.9 3.8

　－その他 3.9 5.1

昇給率

　－長期 5.0 5.0

生命表 HKLT2001
2

HKLT2001
2

1 期待収益率は制度資産の公正価値を基準に加重計算される。

2 HKLT2001－2001年度香港生命表（Hong Kong Life Tables 2001）

2011年12月31日現在の資産全体の長期期待収益率は4.7％（2010年：4.9％）であった。長期期

待収益率は、個々の資産区分の収益の合計ではなく、一体としてのポートフォリオを基準としてい

る。当該収益は、現在のインフレ率および金利等の要因を加味して調整した過去の市場収益を基準

としている。

香港において、エイチエスビーシー・グループ香港現地職員退職給付制度は当行の従業員およ

びエイチエスビーシー・グループの特定のその他の地域の従業員を対象としている。当該制度は、
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拠出型確定給付制度（退職時に一時金を提供するが、現在は新規加入者には適用されない）およ

び確定拠出制度で構成されている。後者は1999年１月１日に新規従業員のために設定された。確定

給付制度の評価は、直近では外部のコンサルタントであるタワーズ・ワトソン香港リミテッドの

ウィング・ルイ氏（米国アクチュアリー協会会員）により2010年12月31日に実施された。同評価

日における確定給付制度資産の市場価格は、8,611百万香港ドルであった。継続を前提とした当該

制度資産の保険数理上の価値は、加入者に提供される未払給付金の保険数理上の現在価値の103％

（予想将来昇給を考慮後）であることを示しており、その結果、319百万香港ドルの積立超過と

なった。解散することを前提とした当該制度資産は、現在の給与基準で加入者の確定給付の108％

であることを示しており、その結果、808百万香港ドルの積立超過となった。採用された評価方法

は、到達年齢方式であり、当該評価に用いられた主要な仮定は割引率が年６％、長期昇給が年５％

であった。

(ⅱ) 貸借対照表に認識された価値

当行グループ 当行

2011年 2010年 2011年 2010年

百万香港ドル 百万香港ドル

株式 3,162 3,144 1,483 1,416 

社債 9,357 9,626 6,600 6,625 

その他 1,594 2,117 1,269 1,818 

制度資産の公正価値 14,113 14,887 9,352 9,859 

拠出型債務の現在価値 21,699 19,021 13,186 11,958 

非拠出型債務の現在価値 402 287 247 198 

確定給付債務 22,101 19,308 13,433 12,156 

未認識過去勤務費用 3 10 5 12 

制度剰余金に関する制限の影響 1 1 1 1 

正味確定給付債務 (7,986) (4,412) (4,077) (2,286)

「資産」として計上額 111 301 73 179 

「負債」として計上額 (8,097) (4,713) (4,150) (2,465)

正味確定給付債務 (7,986) (4,412) (4,077) (2,286)

(ⅲ) 確定給付債務の現在価値の変動

当行グループ 当行

2011年 2010年 2011年 2010年
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百万香港ドル 百万香港ドル

１月１日現在残高 19,308 17,948 12,156 11,437 

当期勤務費用 1,024 979 658 626 

利息費用 591 508 390 334 

従業員拠出額 2 2 － －

数理計算上の損失 2,641 808 1,263 712 

支払給付 (1,203) (1,104) (848) (704)

過去勤務債務－即時権利確定 28 56 27 47 

過去勤務費用－未確定給付 － 12 － 15 

清算時に消滅した負債 (195) － (128) －

換算差額およびその他の変動 (95) 99 (85) (311)

12月31日現在残高 22,101 19,308 13,433 12,156 

(ⅳ) 制度資産の公正価値の変動

当行グループ 当行

2011年 2010年 2011年 2010年

百万香港ドル 百万香港ドル

１月１日現在残高 14,887 14,318 9,859 9,627 

期待収益 754 847 510 587 

当行グループ/当行の拠出額 718 705 436 479 

従業員拠出額 2 2 － －

数理計算上の（損失）/利益 (880) 2 (471) (59)

支払給付 (1,140) (1,052) (808) (672)

清算時に分配された資産 (153) － (101) －

換算差額およびその他の変動 (75) 65 (73) (103)

12月31日現在残高 14,113 14,887 9,352 9,859 

上記の制度資産には、エイチエスビーシー・グループ内の企業が発行した以下の資産が含まれ

ている。

当行グループ 当行

2011年 2010年 2011年 2010年

百万香港ドル 百万香港ドル

株式 341 427 284 366

その他 179 92 132 50

520 519 416 416
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2011年12月31日に終了した事業年度における当行グループの制度資産の実際の損失は、157百万

香港ドル（2010年：利益849百万香港ドル）であった。2011年12月31日に終了した事業年度におけ

る当行の制度資産の実際の利益は、８百万香港ドル（2010年：利益528百万香港ドル）であった。

2012年度において、当行グループは確定給付年金制度に対し941百万香港ドルの拠出を行うこと

を予定している。当行は480百万香港ドルの拠出を行う予定である。

(ⅴ) 損益計算書の「確定給付制度」に認識された費用合計

2011年 2010年

百万香港ドル

当期勤務費用 1,024 979 

利息費用 591 508 

制度資産の期待収益 (754) (847)

過去勤務費用 37 58 

清算による利益 (39) －

正味費用合計 859 698 

確定給付年金制度に関して2011年度中に資本合計に認識された数理計算上の正味損失合計は、

3,518百万香港ドル（2010年：807百万香港ドル）であった。非支配持分控除後の損失2,912百万香

港ドル（2010年：810百万香港ドル）が株主資本合計に認識された。現在までに損益計算書以外で

認識された数理計算上の正味損失合計は、10,298百万香港ドル（2010年：6,779百万香港ドル）で

ある。現在までに株主資本合計に認識された非支配持分控除後の数理計算上の正味損失合計は、

8,829百万香港ドル（2010年：5,917百万香港ドル）である。

確定給付年金制度に関して2011年度中に当行の利益剰余金に認識された数理計算上の正味損失

合計は、1,727百万香港ドル（2010年：772百万香港ドル）であった。現在までに損益計算書以外で

認識された数理計算上の正味損失合計は、5,988百万香港ドル（2010年：4,261百万香港ドル）で

ある。

2011年度中に当行グループと当行双方の資本における数理計算上の損失の範囲内で認識された

制度剰余金に関する制限の影響はなかった（2010年：１百万香港ドル）。

(ⅵ) 当行の中間持株会社が提供する確定給付制度

当行の中間持株会社であるエイチエスビーシー・アジア・ホールディングス・ビーブイ

（「HABV」）が提供する確定給付制度に関して損益計算書に認識された費用は、「確定拠出制

度」に計上されることから、上表に含めなかった。

HABVは、資格を有する保険数理士と協議した後に受託会社が決定した計画に従い、拠出型確定給

付制度であるエイチエスビーシー海外職員退職給付制度の加入者のために拠出を行っている。当

行グループに対する正味確定給付費用の請求について、契約上の取決めまたは規定された方針は
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ない。

本制度は以下の詳細に基づき、ポンド建てで表示されている。

2011年 2010年

％p.a.

12月31日現在の仮定

インフレ率 3.40 3.70

昇給率 1.75 5.45

年金増加率 3.40 3.70

割引率 5.10 5.40

制度資産の期待収益率 3.93 5.51

生命表 S1PM/FA_LYOB
1 PNA00YOB

1 「S1PM/FA_簡易出生年度（Light Year of Birth）」表は、アクチュアリー協会の継続死亡率調査委員会事

務局が作成する自己運営型年金制度（SAPS）用の一連の生命表に基づいている。これらの表における死亡

率（すなわち、所与の年度における死亡確率）は、男性で20％、女性で15％減少している。将来の死亡率の

改善は、一連の生命表に適用される中期コーホート改善率（最低改善率を年１％とする）の基礎となる将

来改善率に沿って引き当てられている。

海外職員制度

2011年 2010年

百万ポンド

12月31日現在の積立状況

制度資産 842 686 

確定給付債務 (687) (737)

正味確定給付資産/（負債） 155 (51)

12月31日現在の資産区分

社債 420 520 

不動産 34 33 

その他 388 133 

制度資産の公正価値 842 686 

12月31日現在の確定給付債務の調整

１月１日現在残高 737 693 

当期勤務費用 14 14 

利息費用 39 39 

従業員拠出額 1 1 

数理計算上の（利益）/損失 (73) 19 

支払給付 (31) (29)

12月31日現在残高 687 737 

12月31日現在の制度資産の公正価値の調整

１月１日現在残高 686 604 

期待収益 37 33 

数理計算上の利益 138 66 

当行グループの拠出額 11 11 

従業員拠出額 1 1 

支払給付 (31) (29)

12月31日現在残高 842 686 
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翌事業年度の見積拠出額

翌事業年度の会社の見積拠出額 9 11 

翌事業年度の従業員の見積拠出額 1 1 

翌事業年度の見積拠出額合計 10 12 

(ⅶ) 当期および過年度の金額

当行グループ 当行

2011年 2010年 2009年 2008年 2007年 2011年 2010年 2009年 2008年 2007年

百万香港ドル

確定給付債務 22,101 19,308 17,948 20,954 17,966 13,433 12,156 11,437 12,841 11,310 

制度資産 14,113 14,887 14,318 13,588 16,572 9,353 9,859 9,627 9,379 10,506 

正味不足額 (7,988)(4,421)(3,630)(7,366)(1,394)(4,080)(2,297)(1,810)(3,462)(804)

制度負債の実

際(損失）/

利益

(344) (214) 408 (132) (790) (230) (175) 60 (363) (585)

制度資産の実

際(損失）/

利益

(911) 2 368 (3,591)948 (502) (59) (47) (1,400)487 

7  法人税費用

a 当行および香港における当行の子会社は、香港において当期の課税所得に税率16.5％（2010年：

16.5％）を適用した香港事業所得税を計上している。海外の支店および子会社は、業務を展開している

国において2011年に規定されている適切な税率を適用して同様に税金を計上している。繰延税金は、注

記３(q)における当行グループの会計方針に従って計上されている。

損益計算書における法人税費用の内訳は、以下のとおりである。

2011年 2010年

百万香港ドル

当期法人所得税

　－香港事業所得税－当期利益に係る税金 6,395 6,378 

　－香港事業所得税－過年度に関する調整 145 93 

　－海外の税金－当期利益に係る税金 9,593 7,470 

　－海外の税金－過年度に関する調整 (219) 117 

15,914 14,058 

繰延税金

　－一時差異の発生および解消 1,502 710 

　－過年度に関する調整 50 (160)

1,552 550 

17,466 14,608 

b 貸借対照表に認識された繰延税金資産および負債の構成要素および当事業年度における変動は、以下の

とおりである。

(ⅰ) 繰延税金資産
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当行グループ

加速減価償

却および

短期一時差

異 リース取引

金融資産の

減損引当金

不動産

再評価 その他 合計

百万香港ドル

2011年

１月１日現在 1,669 － 896 (852) 802 2,515 

為替およびその他

の

調整

(611) － 98 102 170 (241)

損益計算書への貸

方/（費用）計上
96 － (212) (1) 134 17 

準備金への貸方計

上
－ － － 11 23 34 

12月31日現在 1,154 － 782 (740) 1,129 2,325 

2010年

１月１日現在 1,100 － 1,460 (447) 555 2,668 

為替およびその他

の

調整

85 － 40 (372) (5) (252)

損益計算書への貸

方/（費用）計上
484 － (604) (9) 38 (91)

準備金への（費

用）/貸方計上
－ － － (24) 214 190 

12月31日現在 1,669 － 896 (852) 802 2,515 

当行

加速減価償

却および

短期一時差

異 リース取引

金融資産の

減損引当金

不動産

再評価 その他 合計

百万香港ドル

2011年

１月１日現在 616 － 846 (797) 439 1,104 

為替およびその他

の

調整

(289) － (67) 59 109 (188)

損益計算書への貸

方/（費用）計上
195 － (235) (2) 169 127 

準備金への貸方計

上
－ － － 17 38 55 

12月31日現在 522 － 544 (723) 755 1,098 

2010年

１月１日現在 414 － 1,246 (452) 228 1,436 

為替およびその他

の

調整

115 － 42 (323) 47 (119)

損益計算書への貸

方/（費用）計上
87 － (442) (9) (36) (400)
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準備金への（費

用）/貸方計上
－ － － (13) 200 187 

12月31日現在 616 － 846 (797) 439 1,104 

(ⅱ) 繰延税金負債

当行グループ

加速減価償

却および

短期一時差

異 リース取引

金融資産の

減損引当金

不動産

再評価 その他 合計

百万香港ドル

2011年

１月１日現在 4,680 (31) (295) 7,456 103 11,913 

為替およびその他

の

調整

(278) (1) (56) 57 74 (204)

損益計算書への費

用/（貸方）計

上

1,332 2 356 16 (137) 1,569 

準備金への費用/

（貸方）計上
－ － － 2,079 (645) 1,434 

12月31日現在 5,734 (30) 5 9,608 (605) 14,712 

2010年

１月１日現在 2,059 (32) (373) 6,085 2,764 10,503 

為替およびその他

の

調整

1,926 － (12) (315) (1,915) (316)

損益計算書への費

用/（貸方）計

上

693 1 90 (14) (311) 459 

準備金への費用/

（貸方）計上
2 － － 1,700 (435) 1,267 

12月31日現在 4,680 (31) (295) 7,456 103 11,913 

当行

加速減価償

却および

短期一時差

異 リース取引

金融資産の

減損引当金

不動産

再評価 その他 合計

百万香港ドル

2011年

１月１日現在 1,124 (31) (211) 4,230 413 5,525 

為替およびその他

の

調整

(140) － (5) 15 14 (116)

損益計算書への

（貸方）/費用

計上

(22) 1 (20) (76) (184) (301)

準備金への費用/

（貸方）計上
－ － － 1,190 (414) 776 
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12月31日現在 962 (30) (236) 5,359 (171) 5,884 

2010年

１月１日現在 1,790 (32) (232) 3,343 542 5,411 

為替およびその他

の

調整

(495) － － (263) 641 (117)

損益計算書への

（貸方）/費用

計上

(171) 1 21 (39) (323) (511)

準備金への費用/

（貸方）計上
－ － － 1,189 (447) 742 

12月31日現在 1,124 (31) (211) 4,230 413 5,525 

(ⅲ) 正味繰延税金負債

当行グループ 当行

2011年 2010年 2011年 2010年

百万香港ドル 百万香港ドル

貸借対照表に認識された繰延税金負債 14,712 11,913 5,884 5,525

貸借対照表に認識された繰延税金資産 (2,325) (2,515) (1,098) (1,104)

12,387 9,398 4,786 4,421

貸借対照表上に繰延税金資産が認識されていない未使用の税務上の欠損金の金額は、3,777百万

香港ドル（2010年：3,390百万香港ドル）である。この金額のうち、2,062百万香港ドル（2010年：

1,809百万香港ドル）には期限がなく、残りは10年以内に期限を迎える。

繰延税金1,164百万香港ドル（2010年：617百万香港ドル）は、分配時または売却時において源

泉税の課税対象となる関連会社の分配可能な剰余金または取得後剰余金に関して計上されてい

る。

繰延税金は、送金の見込みがない子会社および支店に対する当行グループの投資、ならびに追加

課税が発生しないと判断された関連会社および合弁事業における持分に関しては認識されていな

い。

c 未払税金

当行グループ 当行

2011年 2010年 2011年 2010年

百万香港ドル 百万香港ドル

香港事業所得税 658 981 251 366 

海外の税金 3,468 3,438 2,497 2,320 

当期未払税金 4,126 4,419 2,748 2,686 

繰延税金負債 14,712 11,913 5,884 5,525 

18,838 16,332 8,632 8,211 

d 適用税率に基づく会計上の利益から税金費用への調整表
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2011年 2010年

百万香港ドル

税引前利益 91,370 77,885 

関連する国における利益に適用される税率に基づき算定された

税引前利益に対する名目税金
17,082 14,880 

非課税収益（損金不算入費用控除後）の税効果 (726) (792)

認識されていない未使用の税務上の欠損金の税効果 246 (94)

過年度の未払税金計上不足/（超過）額 (24) 50 

その他 888 564 

17,466 14,608

8  株主に帰属する利益

株主に帰属する連結利益には、当行の勘定で処理された利益37,812百万香港ドル（2010年：38,227百万

香港ドル）が含まれている。

9  配当金

2011年 2010年

香港ドル 香港ドル

１株当たり 百万香港ドル １株当たり 百万香港ドル

支払普通配当金

　－当期中に承認され支払われた前事業

年度の第４回中間配当金
1.33 12,000 0.98 8,850

　－第１回支払中間配当金 0.78 7,000 0.67 6,000

　－第２回支払中間配当金 0.78 7,000 0.67 6,000

　－第３回支払中間配当金 0.68 7,000 0.67 6,000

3.57 33,000 2.99 26,850

取締役は2011年12月31日に終了した事業年度に関して第４回中間配当金10,000百万香港ドル（普通株式

１株当たり0.83香港ドル）を宣言した。

10  測定基準別の金融資産および負債の分析

当行グループ

2011年12月31日現在

トレー

ディング

目的保有

公正価値

による評

価の指定

満期保有

目的有価

証券

貸出金

および

受取債権

売却可能有

価証券

償却原価で

計上されて

いる

金融資産

および負債

公正価値

ヘッジ手

段として

指定され

たデリバ

ティブ

キャッ

シュ・フ

ロー・

ヘッジ手

段として

指定され

たデリバ

ティブ 合計

 

百万香港ドル

資産  

現金および短期

資金
－ － － 456,294 353,505 110,107 － － 919,906  

他行から回収中

の項目
－ － － － － 34,546 － － 34,546  
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１ヶ月超で満期

を迎える銀行

預け金

－ － － 198,287 － － － － 198,287 
 

譲渡性預金 － － 8,342 － 80,349 － － － 88,691  

香港政府債務証

書
－ － － － － 162,524 － － 162,524  

トレーディング

資産
447,968 － － － － － － － 447,968  

公正価値評価の

指定を

受けた金融資

産

－ 57,670 － － － － － － 57,670 

 

デリバティブ 376,636 － － － － － 389 271 377,296  

顧客に対する貸

付金
－ － － 2,130,871 － － － － 2,130,871  

金融投資 － － 134,720 － 587,713 － － － 722,433  

グループ会社に

対する

債権額

11,121 5,390 － － － 136,219 － － 152,730 
 

その他資産 － － － － － 77,521 － － 77,521  

金融資産合計 835,72563,060 143,0622,785,4521,021,567520,917 389 271 5,370,443  

負債  

香港流通紙幣 － － － － － 162,524 － － 162,524  

他行へ送金中の

項目
－ － － － － 47,163 － － 47,163  

銀行からの預金 － － － － － 222,582 － － 222,582  

顧客からの預金 － － － － － 3,565,001 － － 3,565,001  

トレーディング

負債
171,431 － － － － － － － 171,431  

公正価値評価の

指定を

受けた金融負

債

－ 40,392 － － － － － － 40,392 

 

デリバティブ 379,989 － － － － － 3,045 218 383,252  

発行済負債証券 － － － － － 77,472 － － 77,472  

グループ会社に

対する

債務額

37,675 5 － － － 70,743 － － 108,423 
 

その他負債 － － － － － 102,321 － － 102,321  

劣後債務 － － － － － 16,114 － － 16,114  

優先株式 － － － － － 97,096 － － 97,096  

金融負債合計 589,09540,397 － － － 4,361,016 3,045 218 4,993,771 

当行グループ

2010年12月31日現在
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トレー

ディング

目的保有

公正価

値によ

る評価

の指定

満期保有

目的有価

証券

貸出金

および

受取債権

売却可能

有価証券

償却原価で

計上されて

いる

金融資産

および負債

公正価

値

ヘッジ

手段と

して指

定され

たデリ

バティ

ブ

キャッ

シュ・

フロー

・ヘッ

ジ手段

として

指定さ

れたデ

リバ

ティブ 合計

 

百万香港ドル

資産  

現金および短
期資金

－ － － 447,524 279,080 81,381 － － 807,985  

他行から回収
中の項目

－ － － － － 16,878 － － 16,878  

１ヶ月超で満
期を迎える
銀行預け金

－ － － 149,557 － － － － 149,557 
 

譲渡性預金 － － 6,290 － 66,957 － － － 73,247  

香港政府債務
証書

－ － － － － 148,134 － － 148,134  

トレーディン
グ資産

390,208 － － － － － － － 390,208  

公正価値評価
の指定を受
けた金融資
産

－ 54,604 － － － － － － 54,604 

 

デリバティブ 301,304 － － － － － 422 896 302,622  

顧客に対する
貸付金

－ － － 1,891,060 － － － － 1,891,060  

金融投資 － － 121,743 － 704,919 － － － 826,662  

グループ会社
に対する債
権額

40,397 5,453 － － － 91,783 － － 137,633 
 

その他資産 － － － － － 56,452 － － 56,452  

金融資産合計 731,90960,057128,0332,488,1411,050,956394,628 422 896 4,855,042  

負債  

香港流通紙幣 － － － － － 148,134 － － 148,134  

他行へ送金中
の項目

－ － － － － 26,495 － － 26,495  

銀行からの預
金

－ － － － － 167,827 － － 167,827  

顧客からの預
金

－ － － － － 3,313,244 － － 3,313,244  

トレーディン
グ負債

151,534 － － － － － － － 151,534  

公正価値評価
の指定を受
けた金融負
債

－ 40,327 － － － － － － 40,327 

 

デリバティブ 307,225 － － － － － 2,488 125 309,838  

発行済負債証
券

－ － － － － 59,283 － － 59,283  

グループ会社
に対する債
務額

25,163 3 － － － 57,962 － － 83,128 
 

その他負債 － － － － － 65,737 － － 65,737  
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劣後債務 － － － － － 21,254 － － 21,254  

優先株式 － － － － － 101,458 － － 101,458  

金融負債合計 483,92240,330 － － － 3,961,394 2,488 125 4,488,259 

当行

2011年12月31日現在

トレー

ディング

目的保有

公正価値

による評

価の指定

満期保

有目的

有価証

券

貸出金

および

受取債権

売却可能

有価証券

償却原価で

計上されて

いる

金融資産

および負債

公正価値

ヘッジ手段

として指定

されたデリ

バティブ

キャッ

シュ・フ

ロー・

ヘッジ手

段として

指定され

たデリバ

ティブ 合計

百万香港ドル

資産

現金および短期資

金
－ － － 232,654299,701 79,910 － － 612,265 

他行から回収中の

項目
－ － － － － 29,821 － － 29,821 

１ヶ月超で満期を

迎える銀行預け

金

－ － － 108,873 － － － － 108,873 

譲渡性預金 － － － － 23,987 － － － 23,987 

香港政府債務証書 － － － － － 162,524 － － 162,524 

トレーディング資

産
317,321 － － － － － － － 317,321 

公正価値評価の指

定を

受けた金融資産

－ 2,283 － － － － － － 2,283 

デリバティブ 370,361 － － － － － 150 167 370,678 

顧客に対する貸付

金
－ － － 1,176,602 － － － － 1,176,602 

金融投資 － － － － 362,307 － － － 362,307 

グループ会社に対

する

債権額

14,455 － － － － 233,546 － － 248,001 

その他資産 － － － － － 43,059 － － 43,059 

金融資産合計 702,137 2,283 － 1,518,129685,995 548,860 150 167 3,457,721 

負債

香港流通紙幣 － － － － － 162,524 － － 162,524 

他行へ送金中の項

目
－ － － － － 38,577 － － 38,577 

銀行からの預金 － － － － － 158,746 － － 158,746 

顧客からの預金 － － － － － 2,220,072 － － 2,220,072 

トレーディング負

債
78,959 － － － － － － － 78,959 

公正価値評価の指

定を

受けた金融負債

－ 5,910 － － － － － － 5,910 

デリバティブ 375,712 － － － － － 1,343 110 377,165 

発行済負債証券 － － － － － 46,360 － － 46,360 

グループ会社に対

する

債務額

33,258 － － － － 119,648 － － 152,906 
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その他負債 － － － － － 67,758 － － 67,758 

劣後債務 － － － － － 9,386 － － 9,386 

優先株式 － － － － － 96,969 － － 96,969 

金融負債合計 487,929 5,910 － － － 2,920,040 1,343 110 3,415,332 

当行

2010年12月31日現在

トレー

ディング

目的保有

公正価

値によ

る評価

の指定

満期保

有目的

有価証

券

貸出金

および

受取債権

売却可能

有価証券

償却原価で

計上されて

いる

金融資産

および負債

公正価値

ヘッジ手

段として

指定され

たデリバ

ティブ

キャッ

シュ・フ

ロー・

ヘッジ手

段として

指定され

たデリバ

ティブ 合計

百万香港ドル

資産

現金および短期
資金

－ － － 244,121252,727 54,155 － － 551,003 

他行から回収中
の項目

－ － － － － 12,143 － － 12,143 

１ヶ月超で満期
を迎える銀行
預け金

－ － － 74,791 － － － － 74,791 

譲渡性預金 － － － － 27,888 － － － 27,888 

香港政府債務証
書

－ － － － － 148,134 － － 148,134 

トレーディング
資産

297,929 － － － － － － － 297,929 

公正価値評価の
指定を受けた
金融資産

－ 2,086 － － － － － － 2,086 

デリバティブ 294,739 － － － － － 122 618 295,479 

顧客に対する貸
付金

－ － － 1,016,312 － － － － 1,016,312 

金融投資 － － － － 503,752 － － － 503,752 

グループ会社に
対する債権額

43,340 － － － － 154,982 － － 198,322 

その他資産 － － － － － 28,980 － － 28,980 

金融資産合計 636,0082,086 － 1,335,224784,367 398,394 122 618 3,156,819 

負債

香港流通紙幣 － － － － － 148,134 － － 148,134 

他行へ送金中の
項目

－ － － － － 17,951 － － 17,951 

銀行からの預金 － － － － － 130,476 － － 130,476 

顧客からの預金 － － － － － 2,044,664 － － 2,044,664 

トレーディング
負債

91,184 － － － － － － － 91,184 

公正価値評価の
指定を受けた
金融負債

－ 6,581 － － － － － － 6,581 

デリバティブ 302,365 － － － － － 1,474 43 303,882 

発行済負債証券 － － － － － 43,139 － － 43,139 

グループ会社に
対する債務額

15,529 － － － － 130,365 － － 145,894 
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その他負債 － － － － － 40,712 － － 40,712 

劣後債務 － － － － － 9,404 － － 9,404 

優先株式 － － － － － 101,306 － － 101,306 

金融負債合計 409,0786,581 － － － 2,666,151 1,474 43 3,083,327 

11  現金および短期資金

当行グループ 当行

2011年 2010年 2011年 2010年

百万香港ドル 百万香港ドル

手許現金 15,204 13,001 7,888 7,086 

中央銀行に対する一覧払預け金 94,903 68,380 72,022 47,069 

１ヶ月以内に満期を迎える銀行預け金 456,294 447,524 232,654 244,121 

短期国債およびその他適格手形 353,505 279,080 299,701 252,727 

919,906 807,985 612,265 551,003 

2011年12月31日現在、注記11および12には、当行グループによる中央銀行預け金（一覧払預け金を含む）

が合計で350,823百万香港ドル（2010年：232,779百万香港ドル）含まれている。当行による中央銀行預け

金は、211,307百万香港ドル（2010年：135,453百万香港ドル）であった。

短期国債およびその他適格手形の分析は、以下のとおりである。

当行グループ 当行

2011年 2010年 2011年 2010年

百万香港ドル 百万香港ドル

短期国債およびその他適格手形－売却

可能

　 －契約相手方により再担保または再売

却　が可能な証券
498 － 498 －

　－契約相手方により再担保または再売

却されない証券
353,007 279,080 299,203 252,727

353,505 279,080 299,701 252,727

トレーディング目的保有の短期国債およびその他適格手形は、「トレーディング資産（注記15）」に含

まれている。短期国債およびその他適格手形の大部分は非上場である。

12  １ヶ月超で満期を迎える銀行預け金

当行グループ 当行

2011年 2010年 2011年 2010年

百万香港ドル 百万香港ドル

１ヶ月超１年以内に満期を迎える銀行

預け金総額
173,498 142,313 93,098 70,731

１年超で満期を迎える銀行預け金総額 24,789 7,244 15,775 4,060

銀行預け金合計 198,287 149,557 108,873 74,791

満期が繰り延べられた預け金は上表に含まれていない。期限を経過している預け金の詳細は、注記52に含

まれている。
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13  譲渡性預金

当行グループ 当行

2011年 2010年 2011年 2010年

百万香港ドル 百万香港ドル

満期保有 8,342 6,290 － －

売却可能 80,349 66,957 23,987 27,888

88,691 73,247 23,987 27,888

譲渡性預金の大部分は非上場である。当事業年度において満期保有目的の譲渡性預金の処分はなかった

（2010年：ゼロ）。

14  香港流通紙幣

香港流通紙幣は、香港政府債務証書を保有する基金の預託によって保証されている。

15  トレーディング資産

当行グループ 当行

2011年 2010年 2011年 2010年

百万香港ドル 百万香港ドル

負債証券 168,849 200,379 120,575 155,174 

株式 15,060 17,798 14,978 17,620 

短期国債およびその他適格手形 230,959 140,873 160,911 112,602 

その他 33,100 31,158 20,857 12,533 

447,968 390,208 317,321 297,929 

トレーディング資産

　 －契約相手方により再担保または再売

却　が可能な証券
281 5,619 281 5,619 

　 －契約相手方により再担保または再売

却されない証券
447,687 384,589 317,040 292,310 

447,968 390,208 317,321 297,929 

2011年12月31日現在において当行グループおよび当行双方の上場短期国債およびその他適格手形は、

4,427百万香港ドル（2010年：2,624百万香港ドル）であった。

a 負債証券

当行グループ 当行

2011年 2010年 2011年 2010年

百万香港ドル 百万香港ドル

上場

　－香港での上場 17,880 21,713 13,329 17,837 

　－香港以外での上場 54,897 81,496 54,180 81,228 

72,777 103,209 67,509 99,065 

非上場 96,072 97,170 53,066 56,109 
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168,849 200,379 120,575 155,174 

公共機関による発行

　－中央政府および中央銀行 114,322 143,684 77,477 103,286 

　－その他公共部門 6,651 9,266 6,544 9,165 

120,973 152,950 84,021 112,451 

以下による発行

　－銀行 23,984 26,424 19,811 25,380 

　－一般事業会社 23,892 21,005 16,743 17,343 

168,849 200,379 120,575 155,174 

b 株式

当行グループ 当行

2011年 2010年 2011年 2010年

百万香港ドル 百万香港ドル

上場

　－香港での上場 4,494 3,711 4,487 3,702 

　－香港以外での上場 7,211 10,910 7,211 10,910 

11,705 14,621 11,698 14,612 

非上場 3,355 3,177 3,280 3,008 

15,060 17,798 14,978 17,620 

以下による発行

　－銀行 2,192 1,287 2,192 1,287 

　－一般事業会社 12,868 16,511 12,786 16,333 

15,060 17,798 14,978 17,620 

16  公正価値評価の指定を受けた金融資産

当行グループ 当行

2011年 2010年 2011年 2010年

百万香港ドル 百万香港ドル

負債証券 16,762 17,299 2,283 2,086

株式 40,268 36,674 － －

その他 640 631 － －

57,670 54,604 2,283 2,086

a 負債証券

当行グループ 当行

2011年 2010年 2011年 2010年

百万香港ドル 百万香港ドル

上場

　－香港での上場 1,780 1,909 587 826 

　－香港以外での上場 4,578 4,297 1,696 1,111 

6,358 6,206 2,283 1,937 

非上場 10,404 11,093 － 149 

16,762 17,299 2,283 2,086 
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公共機関による発行

　－中央政府および中央銀行 2,298 2,266 587 593 

　－その他公益部門 1,992 2,402 － 270 

4,290 4,668 587 863 

以下による発行

　－銀行 5,153 5,757 － －

　－一般事業会社 7,319 6,874 1,696 1,223 

16,762 17,299 2,283 2,086 

b 株式

当行グループ 当行

2011年 2010年 2011年 2010年

百万香港ドル 百万香港ドル

上場

　－香港での上場 3,354 4,299 － －

　－香港以外での上場 14,732 13,907 － －

18,086 18,206 － －

非上場 22,182 18,468 － －

40,268 36,674 － －

以下による発行

　－銀行 1,386 1,677 － －

　－一般事業会社 38,882 34,997 － －

40,268 36,674 － －

17  デリバティブ

デリバティブは、株式、社債、金利、為替、信用スプレッド、コモディティおよび株価指数またはその他の指

数等の基礎項目の価格からその価値を導き出す金融商品である。デリバティブにより、利用者は信用リスク

または市場リスクに対するエクスポージャーを増加、軽減または変更させることができる。当行グループは

顧客のためにデリバティブの値付けを行っており、デリバティブを用いて信用リスクおよび市場リスクに

対するエクスポージャーを管理している。

デリバティブは公正価値で計上され、貸借対照表上に資産および負債別の合計が表示される。デリバティ

ブの公正価値を求める方法については注記51に記載されている。

異なる取引によるデリバティブ資産および負債は、同一の取引相手との取引であり、相殺する法的権利が

存在し、キャッシュ・フローを純額で決済することが意図されている場合に限り相殺される。デリバティブ

の価値の変動は、注記３(j)に記載されている当行グループの会計方針に従って認識されている。

デリバティブの利用

当行グループは主に、顧客のためのリスク・マネジメント・ソリューションの策定、顧客の事業から生じ

るポートフォリオ・リスクの管理ならびに当行グループ自身のリスク管理およびリスク・ヘッジという３

つの目的でデリバティブ取引を行っている。会計上、デリバティブ商品はトレーディング目的またはヘッジ

目的のいずれかに分類されている。ヘッジ手段として保有するデリバティブは、HKAS第39号に定義される

ヘッジ手段として正式に指定されている。それ以外のデリバティブ商品はすべてトレーディング目的保有
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に分類されている。

トレーディング目的保有の分類には、以下の２種類のデリバティブ商品が含まれている。第一の種類は、

販売およびトレーディング活動に利用されるデリバティブ（リスク管理目的で利用されるが様々な理由で

ヘッジ会計の要件を満たさないデリバティブを含む）である。トレーディング目的保有区分の第二の種類

には、公正価値評価の指定を受けた金融商品とともに管理されているデリバティブが含まれる。これらの活

動については以下に詳述される。

当行グループのデリバティブ活動は、デリバティブ・ポ－トフォリオにおいて重要な未決済残高を生じ

させる。これらのポジションを確実に受容可能なリスク水準内に維持するための継続的な管理が行われて

おり、必要に応じてポジションの相殺が可能となる取引が実施されている。デリバティブ取引開始時におい

て潜在的な信用エクスポージャーを評価・承認する際に、当行グループは、従来の貸付取引と同様の信用リ

スク管理手続を用いている。

a トレーディングおよびヘッジ・デリバティブ

当行グループのデリバティブ取引の大部分は販売およびトレーディング活動に関連している。販売活動

は、顧客が既存のリスクまたは予想されるリスクの引受け、移転、変更または軽減ができるようなデリバ

ティブ商品の組成および販売を含む。デリバティブのトレーディング活動は主に、価格またはマージンの短

期的変動から利益を得るために行われている。ポジションは、活発に取引される場合や、あるいは為替レー

ト、金利、株価もしくはその他の市場パラメーターの予想変動から利益を得るために一定期間にわたり保有

される場合がある。トレーディング活動には、値付け、ポジショニングおよび裁定活動が含まれる。値付け

は、スプレッドおよび取引高に基づき収益を生み出す目的で別の市場参加者に対して価格を提示するもの

である。ポジショニングは、価格、レートまたは指標が当行グループにとって有利な変動をすることにより

便益を得ることを目的として市場リスクのポジションを管理するものである。裁定は市場間および商品間

の価格差を特定し、その価格差から利益を得るものである。

上記のように、トレーディング目的保有に分類されているその他デリバティブには、非適格ヘッジ・デリ

バティブ、非有効ヘッジ・デリバティブ、およびヘッジの有効性評価から除外されたヘッジ・デリバティブ

の構成要素が含まれる。非適格ヘッジ・デリバティブは、リスク管理目的で利用されているが、ヘッジ会計

の要件を満たしていないものである。これらには、公正価値評価の指定を受けた金融商品とともに管理され

ているデリバティブが含まれる。非有効ヘッジ・デリバティブは、以前はヘッジ手段として指定されていた

が、もはやヘッジ会計の要件を満たしていないものである。

(ⅰ) デリバティブ種類別の資産および負債の契約額および公正価値

保有するデリバティブの想定契約額は、期末日における取引残高の名目価値を示すものであり、

リスクの金額を表すものではない。

当行グループ

2011年 2010年

契約額 資産 負債 契約額 資産 負債

百万香港ドル 百万香港ドル

トレーディング・

デリバティブ

為替契約 10,996,534 172,868 181,560 8,815,181 159,046 166,839 

金利契約 17,283,126 166,195 161,430 15,566,345 120,045 118,337 
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エクイティ・

デリバティブ
785,433 29,729 31,066 456,339 16,424 16,275 

クレジット・

デリバティブ
465,174 5,000 4,784 531,899 5,233 4,968 

コモディティおよび

その他
87,764 2,713 1,054 38,530 487 660 

トレーディング目的

保有合計
29,618,031 376,505 379,894 25,408,294 301,235 307,079 

公正価値評価の指定

を受けた金融商品

とともに管理され

ているトレーディ

ング・デリバティ

ブ

為替契約 546 3 － 19,483 37 9 

金利契約 4,835 128 95 8,105 32 137 

5,381 131 95 27,588 69 146 

キャッシュ・フロー

・ヘッジ・デリバ

ティブ

為替契約 2,679 － 79 － － －

金利契約 101,069 271 139 250,303 896 125 

103,748 271 218 250,303 896 125 

公正価値ヘッジ・

デリバティブ

金利契約 109,477 389 3,045 113,458 422 2,488 

デリバティブ合計 29,836,637 377,296 383,252 25,799,643 302,622 309,838 

当行

2011年 2010年

契約額 資産 負債 契約額 資産 負債

百万香港ドル 百万香港ドル

トレーディング・

デリバティブ

為替契約 10,080,072 168,229 178,375 8,076,965 154,314 163,163 

金利契約 16,979,848 164,555 159,977 15,323,156 118,579 116,788 

エクイティ・

デリバティブ
791,046 30,013 30,959 459,264 16,242 16,509 

クレジット・

デリバティブ
465,174 5,024 4,797 531,887 5,296 5,119 

コモディティおよび

その他
68,406 2,409 1,512 31,436 239 649 

トレーディング目的

保有合計
28,384,546 370,230 375,620 24,422,708 294,670 302,228 

公正価値評価の指定

を受けた金融商品

とともに管理され

ているトレーディ

ング・デリバティ

ブ

為替契約 546 3 － 684 37 9 

金利契約 4,695 128 92 5,780 32 128 
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5,241 131 92 6,464 69 137 

キャッシュ・フロー

・ヘッジ・デリバ

ティブ

為替契約 2,679 － 79 － － －

金利契約 41,253 167 31 124,688 618 43 

43,932 167 110 124,688 618 43 

公正価値ヘッジ・

デリバティブ

金利契約 53,767 150 1,343 72,976 122 1,474 

デリバティブ合計 28,487,486 370,678 377,165 24,626,836 295,479 303,882 

(ⅱ) エイチエスビーシー・グループ会社を除く契約相手方の業種別のリスク・エクスポージャー

2011年 2010年

当行グループ 当行 当行グループ 当行

％ ％ ％ ％

政府 － － － －

銀行 75 76 78 79

その他金融機関 11 11 8 8

その他 14 13 14 13

合計 100 100 100 100

当行グループは、自社の資産および負債ポートフォリオならびに組成ポジションの管理におい

て、ヘッジ目的でデリバティブ（主に金利および通貨スワップ）を利用している。その結果によ

り、当行グループは、債券発行市場へのアクセスについての当行グループの総合的なコストを最適

化すること、資産・負債の満期やその他の特性の構造上の不均衡から生じる市場リスクの緩和を

可能にしている。

ヘッジ取引の会計処理はヘッジされた商品およびヘッジ取引の種類により異なる。デリバティ

ブが公正価値ヘッジ、キャッシュ・フロー・ヘッジまたは海外事業の純投資ヘッジである場合は、

会計上、適格ヘッジと認められる場合がある。

上記のヘッジ・デリバティブによるキャッシュ・フローは、2012年度以降の損益計算書に影響

を与えることが予想される。

公正価値ヘッジ

当行グループの公正価値ヘッジは主に金利スワップを使用するものであり、市場金利の変動による固定

金利長期金融商品の公正価値の変動を抑えるために利用されている。適格公正価値ヘッジの場合、デリバ

ティブの公正価値およびヘッジされるリスクに関連する項目の公正価値の変動はすべて損益計算書に認識

される。ヘッジ関係が終了した場合、ヘッジ対象への公正価値調整額は引き続き当該項目の一部として報告

され、残りのヘッジ期間にわたり利回りの調整として償却され損益計算書に計上される。

公正価値ヘッジにより生じる利益または損失

2011年 2010年
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百万香港ドル

利益/（損失）：

ヘッジ手段 (1,147) (579)

ヘッジされたリスクに起因するヘッジ対象 1,050 563

(97) (16)

キャッシュ・フロー・ヘッジ

当行グループのキャッシュ・フロー・ヘッジは主に金利スワップを使用するものであり、変動金利の付

されたもの、または将来に借換えもしくは再投資が想定されている非トレーディング資産および負債の金

利からの将来キャッシュ・フローの変動リスクをヘッジするために使用されている。金融資産および負債

の各ポートフォリオについて、元本および金利からの将来キャッシュ・フローの金額およびタイミングが、

契約条件や、期限前返済および債務不履行の見積りを含むその他関連要因に基づき予測されている。一定期

間にわたるすべてのポートフォリオからの元本残高および金利キャッシュ・フローの総額をもとに、予定

取引のキャッシュ・フロー・ヘッジとして指定されたデリバティブの有効部分に係る利益および損失が特

定される。利益および損失は、当初は資本に直接に認識されてキャッシュ・フロー・ヘッジ準備金に累積さ

れ、予想キャッシュ・フローが損益計算書に影響を及ぼす時に損益計算書に振り替えられる。2011年12月31

日に終了した事業年度において損益計算書に振り替えられた金額は、正味受取利息に含まれている324百万

香港ドル（2010年：1,430百万香港ドル）であった。

これらのデリバティブの非有効部分に係る利益および損失は、損益計算書に直ちに認識される。2011年12

月31日に終了した事業年度において、ヘッジの非有効部分および予定取引の終了に伴い認識された重要な

金額はなかった（2010年：利益５百万香港ドル）。

2011年12月31日現在の金利キャッシュ・フローを生じさせる見込みの予想元本残高は、下表のとおりで

ある。

３ヶ月以内
３ヶ月超

１年以内

１年超

５年以内

百万香港ドル

2011年12月31日現在

資産による資金収入 80,782 68,488 22,613 

負債による資金支出 (1,022) (1,656) (2,406)

純資金収入 79,760 66,832 20,207 

2010年12月31日現在

資産による資金収入 177,416 96,529 31,841 

負債による資金支出 (4,301) (4,003) (2,574)

純資金収入 173,115 92,526 29,267 

b 観察不能な取引開始時の利益

評価が観察不能なパラメーターに左右される金融商品の当初損益は、契約期間にわたり、またはその商品

が償還、譲渡、あるいは売却あるいは公正価値が観察可能になるまで繰り延べられる。適格ヘッジ関係の一

部であるデリバティブはすべて、観察可能な市場パラメーターに基づいて評価されている。
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下表は、期首および期末の損益計算書に認識されていない観察不能な取引開始時の利益の合計および当

事業年度中の変動調整を記載している。

当行グループ

2011年 2010年

百万香港ドル

１月１日残高 101 128

新規取引における繰延 225 94

償却による減少 (86) (55)

償還/売却/譲渡/観察可能性の改善/ヘッジされたリスクによる減

少
(101) (69)

為替換算およびその他 (2) 3

12月31日残高 137 101

当行

2011年 2010年

百万香港ドル

１月１日残高 91 124

新規取引における繰延 195 81

償却による減少 (71) (55)

償還/売却/譲渡/観察可能性の改善/ヘッジされたリスクによる減

少
(89) (62)

為替換算およびその他 (2) 3

12月31日残高 124 91

次へ 
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18 顧客に対する貸付金

a 顧客に対する貸付金 

当行グループ 当行

2011年 2010年 2011年 2010年

百万香港ドル 百万香港ドル

顧客に対する貸付金総額 2,142,1721,904,0541,184,3161,025,285

減損引当金（注記19(a)） (11,301) (12,994) (7,714) (8,973)

2,130,8711,891,0601,176,6021,016,312

b エイチエスビーシー・グループにて用いられているカテゴリーに基づいた顧客に対する貸付金の分析 

　　  以下の顧客に対する貸付金の分析は、関連するリスクを管理するため、ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ

・バンキング・コーポレイション・リミテッドおよびその子会社を含む、エイチエスビーシー・グループに

て用いられている区分に基づくものである。

　 当行グループ

香港
その他のアジア

太平洋地域
合計

百万香港ドル

2011年

住宅抵当貸付
1 360,368 247,767 608,135 

クレジット・カード貸付 41,200 31,849 73,049 

その他の個人貸付金 51,339 38,093 89,432 

個人貸付金合計 452,907 317,709 770,616 

商業、産業および国際取引 295,729 365,579 661,308 

商業不動産 158,222 74,041 232,263 

不動産に関連するその他の貸付 134,910 49,659 184,569 

政府 22,669 7,471 30,140 

その他商業 96,398 117,205 213,603 

法人および商業貸付金合計 707,928 613,955 1,321,883 

銀行以外の金融機関 24,799 23,300 48,099 

決済口座 1,236 338 1,574 

金融貸付金合計 26,035 23,638 49,673 

顧客に対する貸付金総額 1,186,870 955,302 2,142,172 

個別に評価される減損引当金 (2,174) (4,720) (6,894)

集合的に評価される減損引当金 (2,254) (2,153) (4,407)

顧客に対する貸付金（正味） 1,182,442 948,429 2,130,871 

2010年

住宅抵当貸付
1 326,767 221,558 548,325 

クレジット・カード貸付 37,351 34,287 71,638 

その他の個人貸付金 47,874 37,779 85,653 

個人貸付金合計 411,992 293,624 705,616 

商業、産業および国際取引 260,020 325,253 585,273 

商業不動産 150,142 67,804 217,946 

不動産に関連するその他の貸付 118,401 42,231 160,632 

政府 18,185 3,223 21,408 
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その他商業 78,676 93,569 172,245 

法人および商業貸付金合計 625,424 532,080 1,157,504 

銀行以外の金融機関 21,952 16,486 38,438 

決済口座 2,020 476 2,496 

金融貸付金合計 23,972 16,962 40,934 

顧客に対する貸付金総額 1,061,388 842,666 1,904,054 

個別に評価される減損引当金 (2,615) (5,644) (8,259)

集合的に評価される減損引当金 (2,178) (2,557) (4,735)

顧客に対する貸付金（正味） 1,056,595 834,465 1,891,060 

　1 住宅抵当貸付には、香港政府住宅保有制度による貸付金25,640百万香港ドル（2010年：27,496百万香港ド

ル）が含まれている。

当行

香港
その他のアジア

太平洋地域
合計

百万香港ドル

2011年

住宅抵当貸付
1 222,219 95,004 317,223 

クレジット・カード貸付 22,653 11,966 34,619 

その他の個人貸付金 32,651 18,684 51,335 

個人貸付金合計 277,523 125,654 403,177 

商業、産業および国際取引 207,990 166,072 374,062 

商業不動産 113,104 36,160 149,264 

不動産に関連するその他の貸付 43,206 23,190 66,396 

政府 22,124 2,166 24,290 

その他商業 66,345 66,804 133,149 

法人および商業貸付金合計 452,769 294,392 747,161 

銀行以外の金融機関 21,256 12,607 33,863 

決済口座 － 115 115 

金融貸付金合計 21,256 12,722 33,978 

顧客に対する貸付金総額 751,548 432,768 1,184,316 

個別に評価される減損引当金 (1,377) (3,608) (4,985)

集合的に評価される減損引当金 (1,633) (1,096) (2,729)

顧客に対する貸付金（正味） 748,538 428,064 1,176,602 

2010年

住宅抵当貸付
1 181,599 85,761 267,360 

クレジット・カード貸付 21,616 14,942 36,558 

その他の個人貸付金 27,833 19,451 47,284 

個人貸付金合計 231,048 120,154 351,202 

商業、産業および国際取引 162,419 157,112 319,531 

商業不動産 112,390 36,477 148,867 

不動産に関連するその他の貸付 26,686 19,513 46,199 

政府 17,463 3,137 20,600 

その他商業 53,106 54,494 107,600 

法人および商業貸付金合計 372,064 270,733 642,797 

銀行以外の金融機関 19,931 11,240 31,171 

決済口座 － 115 115 
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金融合計 19,931 11,355 31,286 

顧客に対する貸付金総額 623,043 402,242 1,025,285 

個別に評価される減損引当金 (1,775) (4,171) (5,946)

集合的に評価される減損引当金 (1,589) (1,438) (3,027)

顧客に対する貸付金（正味） 619,679 396,633 1,016,312 

　上記の地域情報は、子会社の主要事業の所在地ごと、または当行の場合には、資金提供に責任を有する支店の所

在地ごとに分類されている。

　1 住宅抵当貸付には、香港政府住宅保有制度による貸付金11,235百万香港ドル（2010年：12,663百万香港ド

ル）が含まれている。

　　c 顧客に対する貸付金（ファイナンス・リース契約およびファイナンス・リースの性質を有する分割払契約

に基づき顧客にリースした設備を含む）

　　当行グループ

2011年 2010年

最低リース

支払額の

現在価値

未経過将来

金融収益

最低リース

支払額合計

最低リース

支払額の

現在価値

未経過将来

金融収益

最低リース

支払額合計

百万香港ドル 百万香港ドル

未収金額

－１年以内 3,022 686 3,708 2,947 562 3,509

－１年超５年以内 7,241 1,701 8,942 7,104 1,441 8,545

－５年超 13,198 1,661 14,859 13,071 2,034 15,105

23,461 4,048 27,509 23,122 4,037 27,159

減損引当金 (54) (62)

ファイナンス・リース契約

および分割払契約に対す

る純投資

23,407 23,060

当行

2011年 2010年

最低リース

支払額の

現在価値

未経過将来

金融収益

最低リース

支払額合計

最低リース

支払額の

現在価値

未経過将来

金融収益

最低リース

支払額合計

百万香港ドル 百万香港ドル

未収金額

－１年以内 1,640 272 1,912 1,803 247 2,050

－１年超５年以内 3,938 764 4,702 4,045 644 4,689

－５年超 8,871 1,207 10,078 6,917 824 7,741

14,449 2,243 16,692 12,765 1,715 14,480

減損引当金 (10) (21)

EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

497/961



ファイナンス・リース契約

および分割払契約に対す

る純投資

14,439 12,744

19 顧客に対する貸付金に係る減損引当金

　　　a 顧客に対する貸付金に係る減損引当金

　

　  当行グループ

個別に評価

される引当金

集合的に評価

される引当金
合計

百万香港ドル

2011年

１月１日現在 8,259 4,735 12,994 

償却額 (2,150) (3,792) (5,942)

過年度に償却した貸付金の回収 356 1,448 1,804 

損益計算書に計上された正味費用（注記４(i)） 694 2,401 3,095 

貸付金の減損に係る割引のアンワインディング (78) (216) (294)

為替およびその他の調整 (187) (169) (356)

12月31日現在（注記18(a)） 6,894 4,407 11,301 

2010年

１月１日現在 8,088 6,192 14,280 

償却額 (1,995) (5,326) (7,321)

過年度に償却した貸付金の回収 322 1,442 1,764 

損益計算書に計上された正味費用（注記４(i)） 2,214 2,474 4,688 

貸付金の減損に係る割引のアンワインディング (81) (243) (324)

為替およびその他の調整 (289) 196 (93)

12月31日現在（注記18(a)） 8,259 4,735 12,994 

当行

個別に評価

される引当金

集合的に評価

される引当金
合計

百万香港ドル

2011年

１月１日現在 5,946 3,027 8,973 

償却額 (1,545) (2,216) (3,761)

過年度に償却した貸付金の回収 198 845 1,043 

損益計算書に計上された正味費用 612 1,358 1,970 

貸付金の減損に係る割引のアンワインディング (53) (149) (202)

為替およびその他の調整 (173) (136) (309)

12月31日現在（注記18(a)） 4,985 2,729 7,714 

2010年

１月１日現在 5,371 4,480 9,851 

償却額 (1,220) (3,835) (5,055)

過年度に直接償却した貸付金の回収 119 968 1,087 

損益計算書に計上された正味費用 1,727 1,796 3,523 

貸付金の減損に係る割引のアンワインディング (47) (190) (237)

為替およびその他の調整 (4) (192) (196)
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12月31日現在（注記18(a)） 5,946 3,027 8,973 

b 顧客に対する減損貸付金および引当金

　　当行グループ

香港
その他のアジア

太平洋地域
合計

百万香港ドル

2011年12月31日現在

減損していると考えられる顧客への貸付金は以下の

とおり：

減損貸付金総額
1 4,538 9,313 13,851

個別に評価される引当金 (2,174) (4,720) (6,894)

2,364 4,593 6,957

減損貸付金総額に対する個別に評価される引当金の

割合
47.9％ 50.7％ 49.8％

顧客に対する貸付金総額に対する減損貸付金総額の

割合
0.4％ 1.0％ 0.6％

2010年12月31日

減損していると考えられる顧客への貸付金は以下の

とおり：

減損貸付金総額
1 4,987 11,294 16,281

個別に評価される引当金 (2,615) (5,644) (8,259)

2,372 5,650 8,022

減損貸付金総額に対する個別に評価される引当金の

割合
 52.4％ 50.0％ 50.7％

顧客に対する貸付金総額に対する減損貸付金総額の

割合
0.5％ 1.3％ 0.9％

当行

香港
その他のアジア

太平洋地域
合計

百万香港ドル

2011年12月31日現在

減損していると考えられる顧客への貸付金は以下の

とおり：

減損貸付金総額
1 3,086 5,865 8,951

個別に評価される引当金 (1,377) (3,608) (4,985)

1,709 2,257 3,966

減損貸付金総額に対する個別に評価される引当金の

割合
44.6％ 61.5％ 55.7％

顧客に対する貸付金総額に対する減損貸付金総額の

割合
0.4％ 1.4％ 0.8％

2010年12月31日

減損していると考えられる顧客への貸付金は以下の

とおり：

減損貸付金総額
1 3,436 7,160 10,596

個別に評価される引当金 (1,775) (4,171) (5,946)

1,661 2,989 4,650
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減損貸付金総額に対する個別に評価される引当金の

割合
 51.7％ 58.3％ 56.1％

顧客に対する貸付金総額に対する減損貸付金総額の

割合
0.6％ 1.8％ 1.0％

　1 信用リスク格付けシステムに対する当行グループの方針については、注記52を参照のこと。

　顧客に対する減損貸付金は、元本もしくは利息の全額返済の見込みがないという客観的な証拠がある貸付金で

ある。個別に評価される引当金は、これらの貸付金に対する担保の価値を考慮して決定される。　

c 個別に評価される減損貸付金

　　当行グループ

香港
その他のアジア

太平洋地域
合計

百万香港ドル

2011年12月31日現在

個別に評価される減損貸付金総額 3,881 8,490 12,371

個別に評価される減損引当金 (2,174) (4,720) (6,894)

1,707 3,770 5,477

顧客に対する貸付金総額に対する個別に評価される

減損貸付金総額の割合
0.3％ 0.9％ 0.6％

個別に評価される顧客に対する減損貸付金に関して

考慮された担保の公正価値
1,403 3,252 4,655

2010年12月31日現在

個別に評価される減損貸付金総額 4,804 10,210 15,014

個別に評価される減損引当金 (2,615) (5,644) (8,259)

2,189 4,566 6,755

顧客に対する貸付金総額に対する個別に評価される

減損貸付金総額の割合
 0.5％ 1.2％ 0.8％

個別に評価される顧客に対する貸付金に関して考慮

された担保の公正価値
1,463 2,887 4,350

　　当行

香港
その他のアジア

太平洋地域
合計

百万香港ドル

2011年12月31日現在

個別に評価される減損貸付金総額 2,520 5,472 7,992

個別に評価される減損引当金 (1,377) (3,608) (4,985)

1,143 1,864 3,007

顧客に対する貸付金総額に対する個別に評価される

減損貸付金総額の割合
 0.3％ 1.3％ 0.7％

個別に評価される顧客に対する減損貸付金に関して

考慮された担保の公正価値
1,032 1,167 2,199

2010年12月31日現在

個別に評価される減損貸付金総額 3,359 6,521 9,880

個別に評価される減損引当金 (1,775) (4,171) (5,946)

1,584 2,350 3,934

顧客に対する貸付金総額に対する個別に評価される

減損貸付金総額の割合
 0.5％ 1.6％ 1.0％
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個別に評価される顧客に対する減損貸付金に関して

考慮された担保の公正価値
877 879 1,756

　　顧客に対する貸付金総額合計の10％以上を構成する産業部門の個別に評価される顧客に対する貸付金につい

て、エイチエスビーシー・グループが使用する区分および定義に基づく主要産業部門別の減損貸付金および引

当金総額の分析は、以下のとおりである。

　　当行グループ

貸付金総額

合計

減損貸付金

総額

個別に

評価される

引当金

集合的に

評価される

引当金

正味新規

減損引当金

期中におい

て償却され

た貸付金

百万香港ドル

2011年12月31日現在

住宅抵当貸付 608,135 2,369 (372) (166) 29 47 

商業、産業および国際

取引
661,308 6,970 (5,184)(2,049) 919 1,435 

商業不動産 232,263 580 (268) (69) 134 47 

2010年12月31日現在

住宅抵当貸付 548,325 2,405 (375) (216) 4 78 

商業、産業および国際

取引
585,273 8,445 (5,989)(1,898)1,096 1,049 

商業不動産 217,946 893 (254) (54) 76 192 

　　当行

貸付金総額

合計

減損貸付金

総額

個別に

評価される

引当金

集合的に

評価される

引当金

正味新規

減損引当

金

期中におい

て償却され

た貸付金

百万香港ドル

2011年12月31日現在

住宅抵当貸付 317,223 598 (98) (72) 7 8 

商業、産業および国際取

引
374,062 5,115 (3,897)(1,256) 703 999 

商業不動産 149,264 357 (117) (32) 84 4 

2010年12月31日現在

住宅抵当貸付 267,360 637 (95) (98) (27) 43 

商業、産業および国際取

引
319,531 6,173 (4,395)(1,198) 915 883 

商業不動産 148,867 349 (60) (22) 20 116 

　

　　　集合的に評価される引当金は、個別の減損が未だ特定出来ていない個別に評価される貸付金に対する集合的

に評価された減損引当金である。

d 顧客に対する延滞および返済繰延貸付金

　　当行グループ

香港

その他のアジア

太平洋地域 合計

百万香港ドル ％ 百万香港ドル ％ 百万香港ドル ％
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2011年12月31日現在

以下の期間延滞している元

本もしくは利息総額

－３ヶ月超６ヶ月以内 616 0.1 3,446 0.4 4,062 0.2

－６ヶ月超１年以内 234 0.0 720 0.1 954 0.0

－１年超 1,807 0.2 2,880 0.3 4,687 0.2

2,657 0.3 7,046 0.8 9,703 0.4

延滞している金額に関して

個別に評価される減損引

当金

(1,614) (4,106) (5,720)

延滞している金額に関して

保有されている担保の公

正価値

825 2,030 2,855

顧客に対する返済繰延貸付

金
1,257 0.1 1,938 0.2 3,195 0.1

2010年12月31日現在

以下の期間延滞している元

本もしくは利息総額

－３ヶ月超６ヶ月以内 341 0.0 1,906 0.2 2,247 0.1

－６ヶ月超１年以内 974 0.1 825 0.1 1,799 0.1

　－１年以内 2,234 0.2 4,345 0.5 6,579 0.4

3,549 0.3 7,076 0.8 10,625 0.6

延滞している金額に関して

個別に評価される減損引

当金

(1,923) (3,824) (5,747)

延滞している金額に関して

保有されている担保の公

正価値

823 2,044 2,867

顧客に対する返済繰延貸付

金
891 0.1 2,793 0.3 3,684 0.2

当行

香港

その他のアジア

太平洋地域 合計

百万香港ドル ％ 百万香港ドル ％ 百万香港ドル ％

2011年12月31日現在

以下の期間延滞している元

本もしくは利息総額

－３ヶ月超６ヶ月以内 390 0.1 2.315 0.5 2,705 0.2

－６ヶ月超１年以内 181 0.0 270 0.1 451 0.0

－１年超 1,131 0.2 1,780 0.4 2,911 0.3

1,702 0.3 4,365 1.0 6,067 0.5
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延滞している金額に関して

個別に評価される減損引

当金

(871) (3,090) (3,961)

延滞している金額に対する

担保の公正価値
675 643 1,318

顧客に対する返済繰延貸付

金
1,149 0.2 543 0.1 1,692 0.1

2010年12月31日現在

以下の期間延滞している元

本もしくは利息総額

－３ヶ月超６ヶ月以内 204 0.0 854 0.2 1,058 0.1

－６ヶ月超１年以内 886 0.2 391 0.1 1,277 0.1

　－１年以内 1,330 0.2 2,574 0.6 3,904 0.4

2,420 0.4 3,819 0.9 6,239 0.6

延滞している金額に関して

個別に評価される減損引

当金

(1,115) (2,496) (3,611)

延滞している金額に対する

担保の公正価値
529 607 1,136

顧客に対する返済繰延貸付

金
772 0.1 1,251 0.3 2,023 0.2

　　　顧客に対する返済繰延貸付金は、借り手の財政状態の悪化あるいは当初返済計画での返済不能を理由に再構

築もしくは条件緩和された貸付金である。顧客に対する返済繰延貸付金は、その後３ヶ月以上延滞した「顧

客に対する延滞貸付金」に含まれている貸付金を控除している。

20 銀行に対する貸付金およびその他資産に関する減損および返済繰延金額

　　　2011年12月31日および2010年12月31日現在、銀行に対する減損または返済繰延貸付金および延滞あるいは返

済が繰り延べられているその他資産で重要なものはない。延滞残高についての情報は、注記52に記載されて

いる。

21 金融投資

　 当行グループ 当行

2011年 2010年 2011年 2010年

百万香港ドル 百万香港ドル

負債証券

－満期保有目的 134,720 121,743 － －

－売却可能 542,536 632,084 325,136 442,336 

持分証券

－売却可能 45,177 72,835 37,171 61,416 

722,433 826,662 362,307 503,752 

金融投資

－契約相手方により再担保または再売却

が可能な資産
847 1,297 325 1,090 
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－契約相手方により再担保または再売却

されない資産
721,586 825,365 361,982 502,662 

722,433 826,662 362,307 503,752 

a 満期保有目的負債証券

当行グループ

帳簿価額 公正価値

2011年 2010年 2011年 2010年

百万香港ドル 百万香港ドル

上場

－香港での上場 2,932 2,496 3,209 2,733 

－香港以外での上場 31,017 30,013 32,847 30,941 

33,949 32,509 36,056 33,674 

非上場 100,771 89,234 106,618 92,737 

134,720 121,743 142,674 126,411 

公共機関による発行

－中央政府および中央銀行 2,551 2,309 3,049 2,471 

－その他公共部門 20,703 18,074 22,347 19,230 

23,254 20,383 25,396 21,701 

以下による発行

－銀行 72,303 72,428 75,309 74,876 

－一般事業会社 39,163 28,932 41,969 29,834 

134,720 121,743 142,674 126,411 

b 売却可能負債証券

当行グループ 当行

2011年 2010年 2011年 2010年

百万香港ドル 百万香港ドル

上場

－香港での上場 23,333 9,519 2,872 1,337 

－香港以外での上場 169,312 261,968 131,216 200,125 

192,645 271,487 134,088 201,462 

非上場 349,891 360,597 191,048 240,874 

542,536 632,084 325,136 442,336 

公共機関による発行

－中央政府および中央銀行 295,436 263,426 182,580 199,397 

－その他の公共部門企業 78,901 63,972 51,118 46,542 

374,337 327,398 233,698 245,939 

以下による発行

－銀行 136,388 257,408 74,434 159,631 

－一般事業会社 31,811 47,278 17,004 36,766 

542,536 632,084 325,136 442,336 

c 売却可能持分証券

当行グループ 当行
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2011年 2010年 2011年 2010年

百万香港ドル 百万香港ドル

上場

－香港での上場 31,794 53,867 31,372 53,224 

－香港以外での上場 129 699 89 529 

31,923 54,566 31,461 53,753 

非上場 13,254 18,269 5,710 7,663 

45,177 72,835 37,171 61,416 

以下による発行

－銀行 7,140 11,376 3,716 4,957 

－一般事業会社 38,037 61,459 33,455 56,459 

45,177 72,835 37,171 61,416 

22 認識の中止が認められない金融資産の譲渡

当行グループは通常の業務において、認識済みの金融資産を第三者または特別目的会社に直接譲渡する

取引を行っている。これらの譲渡により、関連する金融資産のすべてまたは一部の認識が中止される場合が

ある。

・　当行グループが金融資産のキャッシュ・フローを受け取る約定権利を移転する場合、あるいは権利

を保持するが当該資産のキャッシュ・フローを移転する義務を負い、所有に伴うリスクと便益の大

半を他に移転する場合に全体の認識が中止される。リスクには信用、金利、為替、期限前償還および

その他の価格リスクが含まれる。

・　当行グループが、所有に伴うリスクと便益の一部（大半ではない）を他に移転するが支配を維持す

るように、金融資産を売却、あるいは移転する場合に一部の認識が中止される。これらの金融資産は

当行グループの継続的関与が続く限り、貸借対照表に認識される。

認識の中止が認められない譲渡された金融資産の多くは、(ⅰ) 買戻条件付契約のもとで担保として契約

相手方により保有されている負債証券、(ⅱ) 証券貸付契約に基づいて貸し付けられた証券である。下表は

2011年および2010年において、認識の中止が認められなかった第三者に譲渡された金融資産および関連す

る金融負債の帳簿価額を分析したものである。

　　当行グループ

2011年 2010年

譲渡資産の

帳簿価額

関連負債の

帳簿価額

譲渡資産の

帳簿価額

関連負債の

帳簿価額

百万香港ドル 百万香港ドル

買戻条件付契約 21,685 21,383 14,652 14,210

証券貸付契約 735 259 594 65

22,420 21,642 15,246 14,275

当行

2011年 2010年
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譲渡資産の

帳簿価額

関連負債の

帳簿価額

譲渡資産の

帳簿価額

関連負債の

帳簿価額

百万香港ドル 百万香港ドル

買戻条件付契約 3,829 3,888 6,692 6,485

証券貸付契約 579 259 387 65

4,408 4,147 7,079 6,550

　　　買戻条件付契約に基づき当行グループからその他のエイチエスビーシー・グループ会社へ譲渡された資産の

帳簿価額は、12,276百万香港ドル（2010年：48百万香港ドル）であり、当行からその他のエイチエスビー

シー・グループ会社へ譲渡された資産の帳簿価額は、15,452百万香港ドル（2010年：11,647百万香港ド

ル）である。当行グループが引き受けた関連する負債は、12,292百万香港ドル（2010年：48百万香港ドル）

であり、当行が引き受けた関連する負債は、15,462百万香港ドル（2010年：11,715百万香港ドル）である。

　　　証券貸付契約に基づき、当行グループならびに当行から、その他のエイチエスビーシー・グループ会社へ譲渡

された資産の帳簿価額は、3,534百万香港ドル（2010年：2,341百万香港ドル）である。引き受けた関連する

負債は、3,534百万香港ドル（2010年：2,458百万香港ドル）である。

23 子会社に対する投資

当行

2011年 2010年

百万香港ドル 百万香港ドル

子会社への投資

　非上場投資 56,859 52,059

　上場投資 865 865

57,724 52,924

　　当行の主要な子会社

　 設立国 主要活動

発行済み株

式資本の額

面

価額

株式の種類

発行済み株主

資本における

当行グループ

の持分

ハンセン・バンク・リミテッド 香港 銀行
9,559百万

香港ドル
普通 62.14％

エイチエスビーシー・バンク

（チャイナ）カンパニー・リミ

テッド

PRC1 銀行
10,800百万

人民元
普通 100％

エイチエスビーシー・バンク・マ

レーシア・ブルハド
マレーシア 銀行

115百万

リンギット
普通 100％

エイチエスビーシー・バンク・

オーストラリア・リミテッド
2

オースト

ラリア 
銀行

751百万

オーストラ

リア・ドル 

普通 100％

エイチエスビーシー・バンク（台

湾）リミテッド
2 台湾 銀行

30,000百万

台湾ドル
普通 100％

エイチエスビーシー・インシュア

ランス（アジア）リミテッド
2 香港 保険

1,298百万

香港ドル 
普通 100％

エイチエスビーシー・ライフ（イ

ンターナショナル）リミテッド
2 バミューダ

退職給付

および

生命保険

1,278百万

香港ドル
普通 100％
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1 中華人民共和国

2 間接保有

　　　 主要な業務を展開している国は設立国と同一である。ただし、エイチエスビーシー・ライフ（インターナ

ショナル）リミテッドは主に香港で業務を展開している。

　　   上記の会社はすべて支配されている子会社であり、財務諸表に連結されている。

　　　 主要子会社は、規制されている銀行および保険会社である。そのため、一定の資本および流動性資産の最低水

準を保つことが主要子会社の業務サポートのために求められている。これらの規制上の要件の影響により、

子会社から株主借入の返済あるいは現金配当の形式による当行への資金の送金が制限されている。

24 関連会社および合弁事業における持分

当行グループ

2011年 2010年

百万香港ドル 百万香港ドル

純資産持分 84,493 68,046

のれん 5,544 5,405

無形資産 2,216 2,690

無形資産に係る繰延税金 (468) (573)

91,785 75,568

　　　　2011年12月31日現在、当行グループの関連会社における持分は、90,130百万香港ドル（2010年：74,099百万

香港ドル）である。

当行

2011年 2010年

百万香港ドル 百万香港ドル

上場投資 26,561 26,561

非上場投資 1,578 1,578

28,139 28,139

　　　　当行による関連会社の株式保有には、上場投資26,561百万香港ドル（2010年：26,561百万香港ドル）を含

む。期末日現在、市場価格に基づく当行グループが保有しているこれらの投資の公正価値は、87,107百万香

港ドル（2010年：108,458百万香港ドル）であった。

　  a 主要な関連会社

　　　当行グループの主要な関連会社は以下のとおりである。

2011年12月31日現在 2010年12月31日現在

帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

百万香港ドル 百万香港ドル

上場
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バンク・オブ・コミュニケーションズ・

カンパニー・リミテッド
66,704 63,964 54,568 83,743

インダストリアル・バンク・カンパニー

・

リミテッド
3

17,199 21,307 13,752 21,753

バオ・ベド・ホールディングス
3 1,409 1,836 1,418 2,962

85,312 87,107 69,738 108,458

　 設立国 主要活動

発行済み

株式資本の

額面価額

株式の

種類

発行済み株主資

本における当行

グループの持分

上場

バンク・オブ・コミュニケーショ

ンズ・カンパニー・リミテッド PRC
1 銀行

61,886百万

人民元
普通 19.03％

インダストリアル・バンク・カン

パニー・リミテッド
3 PRC

1 銀行
10,786百万

人民元
普通 12.80％

バオ・ベド・ホールディングス
3 ベトナム 保険

68,050億

ベトナム・

ドン

普通 18.00％

非上場

バローゲイト・リミテッド
3 香港 不動産投資 －

2 普通 24.64％

OCLP・ホールディングス・インク フィリピン 不動産投資

1,672百万

フィリピン・

ペソ

普通 34.08％

ベトナム・テクノロジカル・アン

ド・コマーシャル・ジョイント

・

ストック・バンク

ベトナム 銀行

87,880億

ベトナム・

ドン

普通 19.61％

イェンタイ・バンク・カンパニー

・

リミテッド
3

PRC1 銀行
2,000百万

人民元
普通 20.00％

　1 中華人民共和国

2 発行済株主資本額面価額は１百万香港ドル未満

3 間接保有

　　　主要な業務を展開している国は設立国と同一である。

　当行のバンク・オブ・コミュニケーションズ・カンパニー・リミテッド（「BoCom」）、ベトナム・テクノ

ロジカル・アンド・コマーシャル・ジョイント・ストック・バンク（「テック・コム・バンク」）および

バオ・ベド・ホールディングス（「バオ・ベド」）の持分は、当行グループが各取締役会へ参加しており、

BoComについては当行が戦略委員会へ参加しているため、関連会社として会計処理されている。ハンセン・バ

ンク・リミテッド（「ハンセン」）のインダストリアル・バンク・カンパニー・リミテッド（「インダス

トリアル・バンク」）持分は、ハンセンが取締役会へ参加しており、また執行委員会にも参加しているため、

関連会社として会計処理されている。

　2011年12月31日に終了した事業年度に関して、BoCom、インダストリアル・バンク、テック・コム・バンクお

よびバオ・ベドは、2011年９月30日までの財務諸表に基づいて当行の財務諸表に含まれているが、その後の

2011年10月１日から2011年12月31日までの期間における重要な取引または事象についての財務的な影響に

ついても考慮されている。当行グループは、HKAS第28号「関連会社に対する投資」に含まれる規定を利用し

ており、この規定により期末日の差異が３ヶ月を超えなければ、期間の異なる関連会社の業績に対する持分

を含めることが認められている。

EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

508/961



　2011年９月、テック・コム・バンクは、従業員に対して株式を発行した。これにより当行グループの株式持

分は19.79％から19.61％に減少した。

　関連会社の持分は、顧客関係および商標に関して、買収の際に認識した無形資産を含んでおり、これは10年

にわたり償却される。

　当行グループは、BoCom、インダストリアル・バンク、テック・コム・バンク、バオ・ベド、ハナ・エイチエス

ビーシー・ライフ・インシュアランスおよびカナラ・エイチエスビーシー・オリエンタル・バンク・オブ

・コマース・ライフ・インシュアランスと銀行および保険事業に関して技術支援を提供するための技術支

援契約を締結した。

　

b 関連会社および合弁事業に係る集約財務情報の要約

資産 負債 資本 収益 費用 利益

百万香港ドル

2011年

100％ 8,127,975 7,647,933 480,042 223,952 133,979 89,973 

当行グループの実質的な

持分
1 1,265,356 1,188,011 77,345 36,318 22,342 13,976 

2010年

100％ 6,754,826 6,368,911 385,915 175,768 110,321 65,447 

当行グループの実質的な

持分
1 1,053,418 991,097 62,321 29,268 18,717 10,551 

　　1 当行グループの実質的な持分は、非支配持分を控除して表示されている。

　  2011年12月31日現在、関連会社および合弁事業の偶発債務に関する当行グループの持分は、266,530百万香

港ドル（2010年：199,304百万香港ドル）であった。

c 当行グループの主要な合弁事業

　 設立国 主要活動

発行済み

株式資本の

額面価額

株式の

種類

発行済み株主資

本における当行

グループの持分

上場

カナラ・エイチエスビーシー・オ

リエンタル・バンク・オブ・コ

マース・ライフ・インシュアラ

ンス・

カンパニー・リミテッド

インド
保険商品

開発

8,000百万

インド・

ルピー

普通 26.00％

ハナ・エイチエスビーシー・ライ

フ・インシュアランス・カンパ

ニー・

リミテッド

韓国
保険商品

開発

85,201百万

韓国

ウォン

普通 49.99％

25 のれんおよび無形資産

　　のれんおよび無形資産は、企業結合により生じるのれん、有効な長期保険契約の現在価値およびその他の無形

資産を含む。

当行グループ 当行

2011年 2010年 2011年 2010年
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百万香港ドル 百万香港ドル

のれん 7,629 7,891 1,177 1,167

有効な長期保険契約の現在価値 20,232 14,767 － －

その他の無形資産 6,978 7,032 3,654 3,546

34,839 29,690 4,831 4,713

a のれん

当行グループ 当行

2011年 2010年 2011年 2010年

百万香港ドル 百万香港ドル

１月１日現在の原価 7,891 7,519 1,167 1,104

為替およびその他の変動 (262) 372 10 63

12月31日現在の正味帳簿価額 7,629 7,891 1,177 1,167

　　のれんのセグメント分析

当行グループ 当行

2011年 2010年 2011年 2010年

百万香港ドル 百万香港ドル

香港－リテール・バンキングおよびウェルス

・マネジメント
12 12 － －

香港－コマーシャル・バンキング 36 36 24 24

香港－グローバル・バンキング・アンド・

マーケッツ
755 755 498 498

その他のアジア太平洋地域－リテール・バン

キングおよびウェルス・マネジメント
1,430 1,598 78 78

その他のアジア太平洋地域－コマーシャル・

バンキング
4,275 4,358 － －

その他のアジア太平洋地域－グローバル・バ

ンキング・アンド・マーケッツ
1,121 1,132 577 567

7,629 7,891 1,177 1,167

2011年において、のれんの減損はなかった（2010年：ゼロ）。のれんに関する減損テストは、使用価値の

計算に基づいて2011年７月１日現在で決定された資金生成単位（「CGU」）の回収可能価額を、そのCGUの

帳簿価額と比較することによって、毎年実施される。当該計算は、経営陣のキャッシュ・フロー予測をもと

に、CGUが営業を行っている国における現在の国内総生産に基づく名目長期成長率を使用して永久的に推定

したキャッシュ・フローの見積りを使用している。キャッシュ・フローは、CGUを構成している事業単位グ

ループにおける長期的な展望に基づき、永久的に推定されている。使用される割引率は、CGUが運営されてい

る国への投資に対してエイチエスビーシーが割り当てている資本コストに基づいている。

個別のCGUに割り当てられ、CGUの将来キャッシュ・フローを割り引くために使用される資本コストは、

CGUの評価に重大な影響を及ぼす可能性がある。資本コストの比率は通常、適切な資本資産価格モデルに

よって導き出され、当該モデルに用いられる入力データは、該当する国のリスク・フリー金利や評価対象で

ある事業の固有リスクを反映するためのプレミアムを含む様々な財務・経済変数を反映している。これら

の変数は経営陣の判断に基づいて設定されている。
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経営陣の判断はCGUの将来キャッシュ・フローを見積る際に必要となる。これらの値は、詳細にわたる予

測が入手可能な期間の見積キャッシュ・フローおよびその後のキャッシュ・フローの長期的かつ持続可能

なパターンに関する仮定からの影響を受けやすい。予測値は、将来において実績や検証可能な経済データと

比較することが求められるため、基礎となる仮定の適用可能な範囲は抑制されるが、キャッシュ・フロー予

測には、将来の事業予測に関する経営陣の見解が必然的に、また適切に反映されることになる。

　　　 経営陣がCGUの回収可能価額の決定の際に基礎とした２つの主要な仮定は、割引率および名目長期成長率で

ある。2011年の減損テストに用いられた割引率は、様々なCGUにおいて10％から11％の間（2010年：10％か

ら11％の間）であり、2011年の減損テストに用いられた名目長期成長率は、香港およびその他のアジア太平

洋地域でそれぞれ7.9％および7.8％（2010年：5.3％および6.9％）であった。

b 有効な長期保険契約の現在価値（「PVIF」）

　　（ⅰ）PVIF個別の仮定

　　香港の主な生命保険事業のPVIFの算定に用いられた主要な仮定は以下のとおりである。

2011年 2010年

リスク・フリー金利 1.47％ 3.10％

リスク割引率 8.00％ 11.00％

費用インフレ率 3.00％ 3.00％

失効率
契約初年度0％－20％

更新年度0％-15％

契約初年度0％－20％

更新年度0％－15％

（ⅱ）12月31日に終了した事業年度におけるPVIFの変動

当行グループ

2011年 2010年

百万香港ドル

１月１日現在 14,767 10,554

当期新規契約による増加 4,982 3,737

有効な契約からの変動 (333) 369

為替およびその他の変動 816 107

12月31日現在 20,232 14,767

　c その他の無形資産

　　当行グループ

2011年

コンピューター・

ソフトウェア

顧客または

商業上の関係 その他
1 合計

百万香港ドル

原価

１月１日現在 8,208 1,905 2,318 12,431 

増加 1,767 － 37 1,804 
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処分/直接償却 (173) (2) (4) (179)

為替およびその他の変動 (26) (14) (98) (138)

12月31日現在 9,776 1,889 2,253 13,918 

償却累計額および減損

１月１日現在 4,640 727 32 5,399 

当期償却費用 1,283 202 11 1,496 

減損 264 － － 264 

処分/直接償却 (173) (2) (4) (179)

為替およびその他の変動 (23) (12) (5) (40)

12月31日現在 5,991 915 34 6,940 

12月31日現在正味帳簿価額 3,785 974 2,219 6,978 

2010年

コンピューター・

ソフトウェア

顧客または

商業上の関係 その他
1 合計

百万香港ドル

原価

１月１日現在 6,866 1,743 2,090 10,699 

増加 1,345 － 28 1,373 

処分/直接償却 (82) － － (82)

為替およびその他の変動 79 162 200 441 

12月31日現在 8,208 1,905 2,318 12,431 

償却累計額および減損

１月１日現在 3,203 479 21 3,703 

当期償却費用 1,374 195 10 1,579 

減損 85 － － 85 

処分/直接償却 (82) － － (82)

為替およびその他の変動 60 53 1 114 

12月31日現在 4,640 727 32 5,399 

12月31日現在正味帳簿価額 3,568 1,178 2,286 7,032 

当行

2011年

コンピューター・

ソフトウェア

顧客または

商業上の関係 その他
1 合計

百万香港ドル

原価

１月１日現在 6,424 1,269 12 7,705

増加 1,371 － 37 1,408 

処分/直接償却 (74) (2) (5) (81)

為替およびその他の変動 (6) (3) － (9)
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12月31日現在 7,715 1,264 44 9,023 

償却累計額および減損

１月１日現在 3,647 503 9 4,159 

当期償却費用 1,019 105 1 1,125 

減損 173 － － 173 

処分/直接償却 (74) (2) (5) (81)

為替およびその他の変動 (5) (2) － (7)

12月31日現在 4,760 604 5 5,369 

12月31日現在正味帳簿価額 2,955 660 39 3,654 

2010年

コンピューター・

ソフトウェア

顧客または

商業上の関係 その他
1 合計

百万香港ドル

原価

１月１日現在 5,557 1,135 1,975 8,667 

増加 1,071 － 2 1,073 

処分/直接償却 (150) － － (150)

為替およびその他の変動
2 (54) 134 (1,965) (1,885)

12月31日現在 6,424 1,269 12 7,705 

償却累計額および減損

１月１日現在 2,648 361 8 3,017 

当期償却費用 1,115 95 － 1,210 

減損 80 － － 80 

処分/直接償却 (150) － － (150)

為替およびその他の変動 (46) 47 1 2 

12月31日現在 3,647 503 9 4,159 

12月31日現在正味帳簿価額 2,777 766 3 3,546 

1 「その他」には、2008年に台湾のザ・チャイニーズ・バンクの資産、負債および事業の取得に際して認識した営業許可証

を含む。これらはその使用に経済的または法的な制限がないことから無期限の耐用年数を有している。この無形資産の

帳簿価額は、関連する台湾の事業ユニットに配分されている。

2　台湾のザ・チャイニーズ・バンクの資産、負債および事業の取得により生じたその他の無形資産は、2010年の現地でのエ

イチエスビーシー・バンク（台湾）リミテッドの設立後、当行から当行グループへ譲渡されたものである。

　　　上記の無形資産は、以下の有限の耐用年数を用いて償却している。

コンピューター・ソフトウェア ３年から５年

顧客または商業上の関係 ３年から10年

その他（営業許可証を除く） ３年から10年

　　　　2011年７月１日現在で、台湾での営業許可証に関するのれんの減損テストが行われた。その結果、減損が生じ

ていないことが確認された。減損テストは、使用価値の計算に基づいて決定された関連する資金生成単位

（「CGU」）の回収可能価額を、CGUの帳簿価額と比較することによって実施された。当該計算は、経営陣の
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キャッシュ・フロー予測をもとに、台湾の銀行業界に適用される長期成長率を使用して永久的に推定した

キャッシュ・フローの見積りを使用している。使用される割引率は、台湾に対して当行グループが割り当

てている資本コストに基づいている。

　　　　将来キャッシュ・フローを割り引くために使用される資本コストは、CGUの評価に重大な影響を及ぼす可能

性がある。資本コストの比率は、資本資産価格モデルによって導き出され、これはのれんの減損テストのた

めの割引率を算出する際に使用するモデルと同一である。

経営陣の判断はCGUの将来キャッシュ・フローを見積る際に必要となる。これらの値は、詳細にわたる予

測が入手可能な期間の見積キャッシュ・フローおよびその後のキャッシュ・フローの長期的かつ持続可能

なパターンに関する仮定からの影響を受けやすい。予測値は、将来において実績や検証可能な経済データと

比較することが求められるため、基礎となる仮定の適用可能な範囲は抑制されるが、キャッシュ・フロー予

測には、将来の事業予測に関する経営陣の見解が必然的に、また適切に反映されることになる。

　　　 経営陣がCGUの回収可能価額の決定の際に基礎とした２つの主要な仮定は、割引率および長期成長率である。

2011年に用いられた割引率は、12％から13％の間（2010年：11％から12％の間）であり、2011年の減損テス

トに用いられた長期成長率は、３％（2010年：３％）であった。

26 有形固定資産

a 有形固定資産

当行グループ 当行

土地および

建物

投資

不動産 設備

土地および

建物

投資

不動産 設備

百万香港ドル

原価または評価額

2011年１月１日現在 63,148 3,503 20,530 41,423 126 13,149 

為替およびその他の調

整
11 － (212) (9) － (222)

増加 545 － 2,325 505 － 1,397 

処分 (7) － (697) (3) － (456)

再評価された土地およ

び建物に係る減価償

却累計額の消去

(1,593) － － (1,001) － －

再評価による剰余金 12,948 1,033 － 7,477 21 －

再分類 38 80 (24) (74) － (6)

2011年12月31日現在75,090 4,616 21,922 48,318 147 13,862 

減価償却累計額

2011年１月１日現在 2 － 14,832 － － 9,637 

為替およびその他の調

整
－ － (181) － － (182)

当期費用 1,615 － 2,263 1,004 － 1,382 

処分 (3) － (599) (3) － (384)

再評価された土地およ

び建物に係る減価償

却累計額の消去

(1,593) － － (1,001) － －

再分類 － － (2) － － (2)

2011年12月31日現在 21 － 16,313 － － 10,451 
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2011年12月31日現在の

正味

帳簿価額

75,069 4,616 5,609 48,318 147 3,411 

2011年12月31日現在の

合計
85,294 51,876 

当行グループ 当行

土地および

建物 投資不動産 設備

土地および

建物

投資不動

産 設備

百万香港ドル

原価または評価額

2010年１月１日現在 50,103 3,114 18,460 31,584 126 12,281 

為替およびその他の調

整
429 － 497 168 － (161)

増加 4,026 － 2,132 4,022 － 1,356 

処分 (43) － (543) (17) － (316)

再評価された土地およ

び建物に係る減価償

却累計額の消去

(1,285) － － (778) － －

再評価による剰余金 10,038 483 － 6,444 － －

再分類 (120) (94) (16) － － (11)

2010年12月31日現在63,148 3,503 20,530 41,423 126 13,149

減価償却累計額

2010年１月１日現在 11 － 12,856 － － 8,650 

為替およびその他の調

整
2 － 338 2 － (81)

当期費用 1,279 － 2,146 781 － 1,376 

処分 (5) － (495) (5) － (298)

再評価された土地およ

び建物に係る減価償

却累計額の消去

(1,285) － － (778) － －

再分類 － － (13) － － (10)

2010年12月31日現在 2 － 14,832 － － 9,637 

2010年12月31日現在の

正味

帳簿価額

63,146 3,503 5,698 41,423 126 3,512 

2010年12月31日現在の

合計
72,347 45,061 

b 減価償却累計額控除後の原価で表示された場合の土地および建物の帳簿価額は、以下のとおりである。

当行グループ 当行

2011年 2010年 2011年 2010年

百万香港ドル

原価（減価償却累計額控除後） 19,575 19,475 14,541 14,507

c 評価額または原価で計上されている土地および建物（減価償却累計額控除前）の分析は以下のとおりであ

る。

当行グループ 当行
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2011年 2010年 2011年 2010年

百万香港ドル

評価額で計上されている土地および建物 74,901 62,956 48,318 41,423

原価で計上されているその他の土地および

建物
189 192 － －

減価償却累計額控除前の土地および建物 75,090 63,148 48,318 41,423

d 土地、建物および投資不動産の正味帳簿価額の内訳

当行グループ 当行

2011年 2010年 2011年 2010年

百万香港ドル

香港

長期賃借（50年超） 34,787 28,263 29,818 24,626 

中期貸借　（10年超50年以内） 34,182 28,269 10,004 8,837 

短期貸借（10年以下） 90 136 90 100 

69,059 56,668 39,912 33,563 

　香港以外

　所有 4,444 4,287 3,489 3,361 

　長期賃借（50年超） 157 125 112 82 

　中期賃借（10年超50年以内） 5,978 5,527 4,905 4,501 

　短期賃借（10年以下） 47 42 47 42 

10,626 9,981 8,553 7,986 

79,685 66,649 48,465 41,549 

以下のとおり分析される

土地および建物 75,069 63,146 48,318 41,423 

投資不動産 4,616 3,503 147 126 

79,685 66,649 48,465 41,549 

　　当行グループの土地および建物、ならびに投資不動産は、2011年11月30日に再評価され、2011年12月31日に重

要な変更について更新された。土地および建物、ならびに投資不動産の評価基準は、注記３(o)に記載されて

いる公開市場価格、減価償却後再調達原価または解約価値である。投資不動産の公開市場価格の決定にあた

り、見積り将来キャッシュ・フローは現在価値に割り引かれる。「土地および建物」の正味帳簿価額は、

9,384百万香港ドル（2010年：8,931百万香港ドル）の減価償却後再調達原価または解約価値を用いて評価

された不動産が含まれる。

　　不動産再評価による剰余金は、13,981百万香港ドル（2010年：10,521百万香港ドル）であった。9,656百万香

港ドル（2010年：7,513百万香港ドル）および1,041百万香港ドル（2010年：585百万香港ドル）は、それぞ

れ不動産再評価準備金および損益計算書に貸方計上される。不動産再評価準備金に貸方計上された9,656百

万香港ドル（2010年：7,513百万香港ドル）は、非支配持分1,412百万香港ドル（2010年：796百万香港ド

ル）および繰延税金1,872百万香港ドル（2010年：1,627百万香港ドル）を控除した金額で計上されている。

損益計算書に貸方計上された金額は、投資不動産の再評価による剰余金1,033百万香港ドル（2010年：483百

万香港ドル）および償却済後取得原価および解約価値で評価された特定の土地および建物の過年度の再評

価損失の戻入に関する８百万香港ドル（2010年：102百万香港ドル）であった。　　　
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　　　香港、マカオ特別行政区および中国本土における土地および建物ならびに投資不動産は、当行グループの再

評価対象の不動産の価額の94％を占めており、不動産の所在地および種類に関する最近の知識を有する

DTZ戴徳梁行有限公司によって評価された。評価は、香港不動産鑑定士協会の会員である資格を有する鑑定

人により行われた。当行グループ不動産の価値の６％を占める11ヶ国の不動産は、別の独立した専門資格

を有する鑑定人により評価が行われた。

e 顧客へリースした不動産

　　　当行グループの投資不動産は、オペレーティング・リースに基づき賃貸されている。リース期間は、通常２-

３年であり、更新オプションが付されている場合には、期間は再交渉される。当期において、オペレーティ

ング・リースに関する賃貸収益191百万香港ドル（2010年：170万香港ドル）が損益計算書に認識された。

　　解約不能オペレーティング・リース債権に基づく将来の最低リース支払額の合計は以下のとおりである。

当行グループ 当行

2011年 2010年 2011年 2010年

百万香港ドル 百万香港ドル

　１年以内 163 130 9 5

１年超５年以内 92 93 18 －

255 223 27 5

27 賃借土地および土地使用権

オペレーティング・リースとして会計処理されている当行グループの賃借土地および土地使用権の持分

の正味帳簿価額の分析は以下のとおりである。

当行グループ 当行

2011年 2010年 2011年 2010年

百万香港ドル 百万香港ドル

　香港

　中期賃借（10年超50年以内） 330 348 77 79

　　上記の金額は、注記28の「その他資産」の「前払金および未収収益」に含まれている。

28 その他資産

当行グループ 当行

2011年 2010年 2011年 2010年

百万香港ドル 百万香港ドル

　当期未収還付税金 676 335 550 208 

　売却目的資産 8,117 257 8,005 6 

　前払金および未収収益 3,135 3,218 1,558 1,468 

　未収利息 14,524 11,678 5,774 5,813 

　支払承諾見返りおよび裏書 31,750 25,892 21,001 17,041 

　その他 42,002 19,527 20,050 7,337 

100,204 60,907 56,938 31,873 
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　　売却目的資産は、担保権実行により取得した資産、売却目的自己所有不動産および売却される事業の資産に

より構成される。

　　2011年12月21日、当行グループは、エイチエスビーシーの日本でのプライベート・バンク事業をクレディ・

スイス・アーゲーおよびクレディ・スイス・セキュリティーズ（日本）リミテッドに売却することで合意

した。この取引は、規制当局の承認が必要であり、2012年上半期に完了する予定である。

2012年１月25日、当行グループは、タイでのエイチエスビーシーのリテール・バンキングおよびウェルス

・マネジメント事業をバンク・オブ・アユタヤ・パブリック・カンパニー・リミテッドに売却することで

合意した。この取引は規制当局の承認が必要であり、2012年上半期に完了する予定である。

次へ 
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29 顧客からの預金

当行グループ 当行

2011年 2010年 2011年 2010年

百万香港ドル 百万香港ドル

当座預金 696,435 643,850 410,911 376,925 

普通預金 1,826,8931,765,8351,275,5031,204,293 

その他預金 1,041,673 903,559 533,658 463,446 

3,565,0013,313,2442,220,0722,044,664

30 トレーディング負債

当行グループ 当行

2011年 2010年 2011年 2010年

百万香港ドル 百万香港ドル

発行済預金証書 5,790 2,694 1,379 1,667

その他の発行済負債証券 15,738 17,919 14,999 14,710

有価証券のショート・ポジション 44,891 51,089 18,780 31,665

銀行からの預金 6,642 11,103 5,911 10,428

顧客からの預金 98,370 68,729 37,890 32,714

171,431 151,534 78,959 91,184

31　公正価値評価の指定を受けた金融負債

当行グループ 当行

2011年 2010年 2011年 2010年

百万香港ドル 百万香港ドル

銀行からの預金 302 288 302 288

顧客からの預金 1,618 1,688 1,618 1,688

発行済負債証券 3,990 4,605 3,990 4,605

投資契約に基づく顧客に対する負債 34,482 33,746 － －

40,392 40,327 5,910 6,581

2011年12月31日現在、公正価値評価の指定を受けた金融負債の帳簿価額は、契約上の満期金額を56百万香

港ドル上回っていた（2010年：帳簿価格は、契約額を38百万香港ドル下回っていた）。2011年12月31日現

在、信用リスクの変動に起因する公正価値の累積変動額は、９百万香港ドルの利益（2010年：５百万香港ド

ルの累積損失）であった。

32 発行済負債証券

当行グループ 当行

2011年 2010年 2011年 2010年

百万香港ドル 百万香港ドル

預金証書 37,281 36,222 18,871 30,368

その他の負債証券 40,191 23,061 27,489 12,771
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77,472 59,283 46,360 43,139

33 その他負債および引当金

当行グループ 当行

2011年 2010年 2011年 2010年

百万香港ドル 百万香港ドル

未払費用および繰延収益 23,286 22,502 13,441 13,757

売却目的負債 21,970 － 21,970 －

負債および費用に係る引当金（注記35） 1,686 1,359 1,184 858

支払承諾見返および裏書 31,750 25,950 21,001 17,099

エイチエスビーシー・ホールディングス・

ピーエルシーに対する株式報酬負債
2,729 1,812 2,212 1,413

その他負債 26,893 19,323 11,777 10,905

108,314 70,946 71,585 44,032

34 保険契約に基づく負債

総額

再保険会社

の持分 純額

百万香港ドル

2011年

損害保険負債

未経過保険料引当金 1,674 (157) 1,517 

通知済保険金 984 (203) 781 

既発生未報告保険金 256 (35) 221 

その他 145 － 145 

3,059 (395) 2,664 

生命保険契約準備金

生命保険（非連動型） 176,238 (228) 176,010 

任意参加型の投資契約
 

86 － 86 

生命保険（連動型） 30,055 (6,666) 23,389 

206,379 (6,894) 199,485 

保険契約に基づく負債合計 209,438 (7,289) 202,149 

2010年

損害保険負債

未経過保険料引当金 1,495 (158) 1,337 

通知済保険金 1,008 (219) 789 

既発生未報告保険金 295 (43) 252 

その他 122 － 122 

2,920 (420) 2,500 

生命保険契約準備金

生命保険（非連動型） 145,960 (161) 145,799 

任意参加型の投資契約
 

170 － 170 

生命保険（連動型） 28,920 (5,567) 23,353 

175,050 (5,728) 169,322 

保険契約に基づく負債合計 177,970 (6,148) 171,822 
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再保険により回収可能な保険契約に基づく負債の金額は連結貸借対照表の「その他資産」に含まれてい

る。

a 保険契約に基づく負債の変動

(ⅰ)損害保険負債の変動

総額

再保険会社

の持分 純額

百万香港ドル

2011年

未経過保険料

１月１日現在 1,495 (158) 1,337 

計上保険料総額 3,318 (455) 2,863 

稼得保険料総額 (3,135) 456 (2,679)

換算差額およびその他の変動 (4) － (4)

12月31日現在 1,674 (157) 1,517 

通知済および既発生未報告保険金

１月１日現在 1,303 (262) 1,041 

－通知済保険金 1,008 (219) 789 

－既発生未報告保険金 295 (43) 252 

当事業年度の支払保険金 (1,420) 147 (1,273)

既発生保険金 1,387 (161) 1,226 

換算差額およびその他の変動 (30) 38 8 

12月31日現在

－通知済保険金 984 (203) 781 

－既発生未報告保険金 256 (35) 221 

12月31日現在合計 1,240 (238) 1,002 

2010年

未経過保険料

１月１日現在 1,233 (113) 1,120 

計上保険料総額 3,166 (457) 2,709 

稼得保険料総額 (2,931) 416 (2,515)

換算差額およびその他の変動 27 (4) 23 

12月31日現在 1,495 (158) 1,337 

通知済および既発生未報告保険金

１月１日現在 1,273 (273) 1,000 

－通知済保険金 953 (235) 718 

－既発生未報告保険金 320 (38) 282 

当事業年度の支払保険金 (1,290) 160 (1,130)

既発生保険金 1,276 (140) 1,136 

換算差額およびその他の変動 44 (9) 35 

12月31日現在

－通知済保険金 1,008 (219) 789 

－既発生未報告保険金 295 (43) 252 
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12月31日現在合計 1,303 (262) 1,041 

(ⅱ)生命保険契約準備金

総額

再保険会社

の持分 純額

百万香港ドル

2011年

生命保険（非連動型）

１月１日現在 145,960 (161) 145,799 

給付金支払額 (6,399) 178 (6,221)

保険契約準備金の増加 36,997 (183) 36,814 

換算差額およびその他の変動 (320) (62) (382)

12月31日現在 176,238 (228) 176,010 

生命保険（連動型）

１月１日現在 28,920 (5,567) 23,353 

給付金支払額 (1,958) 385 (1,573)

保険契約準備金の増加 3,150 (802) 2,348 

換算差額およびその他の変動
 

(57) (682) (739)

12月31日現在 30,055 (6,666) 23,389 

任意参加型の投資契約

１月１日現在 170 － 170 

給付金支払額 (85) － (85)

保険契約準備金の増加 1 － 1 

換算差額およびその他の変動
 

－ － －

12月31日現在 86 － 86 

保険契約準備金合計 206,379 (6,894) 199,485 

2010年

生命保険（非連動型）

１月１日現在 116,180 (67) 116,113 

給付金支払額 (4,030) 157 (3,873)

保険契約準備金の増加 32,896 (154) 32,742 

換算差額およびその他の変動 914 (97) 817 

12月31日現在 145,960 (161) 145,799 

生命保険（連動型）

１月１日現在 25,846 (6,237) 19,609 

給付金支払額 (2,330) 298 (2,032)

保険契約準備金の増加 5,002 960 5,962 

換算差額およびその他の変動
 

402 (588) (186)

12月31日現在 28,920 (5,567) 23,353 

任意参加型の投資契約

１月１日現在 269 － 269 

給付金支払額 (122) － (122)

保険契約準備金の増加 3 － 3 

換算差額およびその他の変動
 

20 － 20 

12月31日現在 170 － 170 

保険契約準備金合計 175,050 (5,728) 169,322 
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35 負債および費用に係る引当金

負債および費用に係る引当金

当行グループ 当行

2011年 2010年 2011年 2010年

百万香港ドル 百万香港ドル

１月１日現在 1,359 1,226 858 800 

追加引当金/引当金の増加
 

767 195 707 184 

引当金使用額 (276) (114) (243) (96)

戻入額 (85) (68) (54) (52)

換算およびその他の変動 (79) 120 (84) 22 

12月31日現在 1,686 1,359 1,184 858 

上記に含まれる事業再構築費用引当金

当行グループ 当行

2011年 2010年 2011年 2010年

百万香港ドル 百万香港ドル

１月１日現在 83 22 77 －

追加引当金/引当金の増加
 

631 134 580 122 

引当金使用額 (233) (77) (211) (45)

戻入額 (8) (2) (2) －

換算およびその他の変動 3 6 (5) －

12月31日現在 476 83 439 77 

36 劣後債務

劣後債務は、当初の満期が５年またはそれ以上で当行グループが事業の発展および拡大のために調達し

た永久第一次キャピタル・ノートおよびその他の借入資本で構成されている。

2011年 2010年

百万香港ドル 百万香港ドル

当行

1,200百万米ドル 変動金利永久第一次キャピタル・ノート 9,386 9,404

9,386 9,404

当行グループ

200百万豪ドル
変動金利劣後債、2011年より償還可能、満期

2016年
1

－ 1,583 

42百万豪ドル
変動金利劣後債、2013年より償還可能、満期

2018年
2

332 332 

200百万豪ドル
変動金利劣後債、2015年より償還可能、満期

2020年
1,580 1,583 

450百万米ドル
変動金利劣後債、2011年より償還可能、満期

2016年
3

－ 3,495 
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300百万米ドル
変動金利劣後債、2012年より償還可能、満期

2017年
4

2,328 2,328 

500百万リンギット
固定金利（4.35％）劣後債、2017年より償

還可能、満期2022年
5

1,227 1,263 

500百万リンギット
固定金利（5.05％）劣後債、2022年より償

還可能、満期2027年
6

1,261 1,266 

16,114 21,254 

1 200百万豪ドル期限前償還条項付変動金利劣後債（満期2016年）は、2011年５月に償還された。

2 42百万豪ドル期限前償還条項付変動金利劣後債（満期2018年）の金利は、2013年３月より0.5％上昇する。

3 450百万米ドル期限前償還条項付変動金利劣後債（満期2016年）は、2011年７月に償還された。

4 300百万米ドル期限前償還条項付変動金利劣後債（満期2017年）の金利は、2012年７月より0.5％上昇する。

5 期限前償還条項付劣後債（金利4.35％、満期2022年）の金利は、2017年６月より１％上昇する。

6 期限前償還条項付劣後債（金利5.05％、満期2027年）の金利は、2022年11月より１％上昇する。

37 優先株式

授権株式

2011年12月31日および2010年12月31日の両日現在における当行の授権優先株式資本は、１株１米ドルの

累積償還可能優先株式3,750,500,000株、１株１米ドルの非累積償還不能優先株式7,500,000,000株および

１株１米ドルの累積償還不能優先株式2,200,000,000株から成る13,450,500,000米ドルであった。

グループレベルでは、追加となる１株100インドルピーの強制転換優先株式9,000,000株で構成される

900,000,000インドルピー（2010年：900,000,000インドルピー）の授権優先株式資本を、子会社の株式資

本において有していた。

当行グループ 当行

2011年 2010年 2011年 2010年

百万香港ドル 百万香港ドル

発行済および全額払い込み済

償還可能優先株式 24,862 29,153 24,862 29,153

償還不能優先株式 68,354 68,422 68,227 68,270

資本剰余金 3,880 3,883 3,880 3,883

97,096 101,458 96,969 101,306

1997年において、2019年１月２日を強制償還日とする累積償還可能優先株式500,000株が発行された。た

だし、香港通貨当局による同意を条件として当行の選択により2003年１月２日以降に償還することが可能

である。この株式は、１株当たり額面価格１米ドルおよび１株当たり発行時プレミアム999米ドルから成る

１株当たり1,000米ドルの発行価格で償還可能である。1,750,000,000株の累積償還可能優先株式は2007年

に発行されたが、これは2017年３月29日から11月24日を強制償還日とする。ただし、香港通貨当局による同

意を条件として当行の選択により、2012年３月29日から11月24日の間に開始する日またはそれ以降の日に

償還可能である。この株式は、１株当たり１米ドルの発行価格で償還可能である。

2008年において、2023年３月29日を強制償還日とする累積償還可能優先株式400,000,000株が発行され

た。ただし、香港通貨当局の同意を条件として当行の選択により2018年３月29日以降に償還可能である。こ

の株式は、発行価格である１株当たり１米ドルで償還可能である。2009年において、2024年１月２日を強制
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償還日とする累積償還可能優先株式1,050,000,000株が発行された。ただし、香港通貨当局の同意を条件と

して当行の選択により2019年１月２日以降に償還可能である。この株式は発行価格である１株当たり１米

ドルで償還可能である。2006年に発行された累積償還可能優先株式550,000,000株は、2011年12月21日に発

行価格である１株当たり１米ドルで償還された。2011年12月31日現在の発行済の累積償還可能優先株式の

合計数は3,200,500,000株（2010年：3,750,500,000株）であった。当事業年度において累積償還可能優先

株式の発行はなかった（2010年：ゼロ）。

非累積償還不能優先株式は額面で発行されたが、株主に対する30日前の書面による通知および香港通貨

当局の事前同意を条件として償還可能である。消却において、株式の保有者は発行価格の１株当たり１米ド

ルおよび消却日直前の年次配当支払日以降の期間における未払配当（当行が十分な分配可能利益を有して

いることを条件とする。）を加えて受領する権利が与えられる。2011年12月31日現在における発行済みの非

累積償還不能優先株式数は、6,653,000,000株（2010年：6,653,000,000株）であった。当事業年度中に発行

された非累積償還不能優先株式数はなかった（2010年：ゼロ）。

累積償還可能優先株式は額面で発行されたが、株主に対して30日前の書面による通知および香港通貨当

局の事前同意を条件として消却できる。消却において株式の保有者は、発行価格の１株当たり１米ドルおよ

び償却日の直前の年次配当支払日以降の期間における未払配当（当行が十分な分配可能利益を有している

ことを条件とする。）を加えて受領する権利が与えられる。2011年12月31日現在における発行済みの累積優

先償還可能株式数は、2,130,000,000株（2010年：2,130,000,000株）であった。当事業年度中に発行された

累積優先償還可能株式はなかった（2010年：ゼロ）。

優先株式の保有者は、当行の株主総会における議決権を１株当たり１票与えられる。

8,700,000株の強制転換優先株式（CCPS）はエイチエスビーシー・インベスト・ダイレクト・セキュリ

ティーズ（インディア）リミテッド（「エイチエスビーシー・インベスト・ダイレクト」）により2009年

に額面価格である１株あたり100ルピーで発行された。当該株式は償還不能であるが、書面通知により、CCPS

の割当日から１年後いつでもエイチエスビーシー・インベスト・ダイレクトの全額払い込み済みの株式に

転換することが可能である。転換は転換時にエイチエスビーシー・インベスト・ダイレクトの取締役会の

決定により額面またはプレミアムを乗せて実施することが可能である。CCPSは額面の0.001％の年次固定配

当が付されている。CCPSの割当から10年後、すべての発行済みCCPSは、転換時にエイチエスビーシー・イン

ベスト・ダイレクトの取締役会の決定により額面またはプレミアムを乗せて転換が可能である。

38 株式資本

授権株式

2011年12月31日現在の当行の授権普通株式資本は、50,000百万香港ドル（2010年：30,000百万香港ド

ル）であり、１株2.50香港ドルの普通株式20,000百万株（2010年：12,000百万株）に区分された（2011年

12月21日における20,000百万香港ドルの授権普通株式資本増加後で、１株2.5香港ドルの新普通株式8,000

百万株で区分された）。2011年度中に新株3,078,560,000株が発行された（2010年：ゼロ）。

発行済および全額払込済

当行グループおよび当行

2011 2010

百万香港ドル
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普通株式資本 30,190 22,494 

当行グループおよび当行

2011 2010

１株2.50香港ドルの普通株式 株式数 百万香港ドル

１月１日現在 8,997,587,294 22,494 

当事業年度中に発行 3,078,560,000 7,696 

12月31日現在 12,076,147,294 30,190 

普通株式の保有者は、随時宣言される配当金を受領する権利を付与され、当行の残余資産に関する順位は

均等となる。また、当行の株主総会における１株当たり１票の議決権が与えられる。

39 準備金

規制準備金

当行および当行の銀行子会社は、万全な監督業務を目的とした銀行規制および現地の規制要件を満たす

ための規制準備金を維持している。当該要件の影響は、株主に分配可能な準備金の金額が制限されることで

ある。

HKMAによる最新の指針に準拠して、規制準備金は17,108百万香港ドルに増加した（2010年12月31日：

7,702百万香港ドル）。

利益剰余金

利益剰余金は、当行グループの当期純利益の累積で、配当金として支払われずに事業に再投資するため留

保されているものである。

不動産再評価準備金

不動産再評価準備金は、不動産の現在の公正価値と減価償却後の取得原価の差異を表している。

売却可能投資準備金

売却可能投資準備金は、売却可能投資の公正価値の正味変動のうち、損益計算書で認識されている減損以

外の累積が含まれている。

キャッシュ・フロー・ヘッジ準備金

キャッシュ・フロー・ヘッジ準備金は、ヘッジ取引に関連するキャッシュ・フロー・ヘッジ手段の公正

価値における累積正味変動の有効部分から成る。

為替準備金

為替準備金は、海外事業の財務諸表の換算および当行の海外事業への純投資をヘッジする負債の換算か

ら発生するすべての為替差額から成る。

その他準備金

その他準備金は主に株式報酬準備金勘定およびその他の非分配可能準備金から成る。株式報酬準備金勘

定は、エイチエスビーシー・ホールディングス・ピーエルシーから当行グループの従業員に直接付与され

た株式オプションに関連する金額を計上するために使用される。
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40 資産および負債の満期分析

下表は、資産および負債を期末日における残存契約期間ごとに分析したものである。

当行グループ

要求払

1ヶ月

以内

１ヶ月超

３ヶ月

以内

３ヶ月超

12ヶ月

以内

１年超

５年以内 ５年超

契約上の満

期なし

トレー

ディング

商品

非トレー

ディング

・

デリバ

ティブ 合計

百万香港ドル

2011年

資産

現金および短期資

金
311,907 311,104 189,622 107,273 － － － － － 919,906 

他行から回収中の

項目
－ 34,546 － － － － － － － 34,546 

１ヶ月超で満期を

迎える銀行預け

金

－ － 143,663 29,835 17,917 6,872 － － － 198,287 

譲渡性預金 － 13,008 18,542 47,138 5,559 4,399 45 － － 88,691 

香港政府債務証書 162,524 － － － － － － － － 162,524 

トレーディング資

産
－ － － － － － － 447,968 － 447,968 

公正価値評価の指

定を

受けた金融資産

－ 332 1,145 1,684 10,389 3,822 40,298 － － 57,670 

負債証券 － 332 1,145 1,684 9,749 3,822 30 － － 16,762 

株式 － － － － － － 40,268 － － 40,268 

その他 － － － － 640 － － － － 640 

デリバティブ － － － － － － － 376,636 660 377,296 

顧客に対する

貸付金
124,518 233,188 239,508 358,702 644,001 542,255 (11,301) － － 2,130,871 

金融投資 － 43,713 73,793 197,476 254,224 106,331 46,896 － － 722,433 

満期保有目的負債

証券
－ 873 2,223 5,452 53,873 72,299 － － － 134,720 

売却可能負債証券 － 42,840 71,570 192,024 200,351 34,032 1,719 － － 542,536 

売却可能株式 － － － － － － 45,177 － － 45,177 

グループ会社に対

する

債権額

47,688 71,033 5,138 7,621 6,722 3,407 － 11,121 － 152,730 

関連会社および合

弁事業における

持分

－ － － － － － 91,785 － － 91,785 

のれんおよび

無形資産
－ － － － － － 34,839 － － 34,839 

有形固定資産 － － － － － － 85,294 － － 85,294 

繰延税金資産 － － － － － － 2,325 － － 2,325 

退職給付 － － － － － － 111 － － 111 

その他資産 12,288 20,434 15,898 22,152 4,034 8,817 16,581 － － 100,204 

資産合計、2011年

12月31日現在
658,925 727,358 687,309 771,881 942,846 675,903 306,873 835,725 660 5,607,480 
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当行グループ

要求払

1ヶ月

以内

１ヶ月超

３ヶ月

以内

３ヶ月超

12ヶ月

以内

１年超

５年以内 ５年超

契約上の満

期なし

トレー

ディング

商品

非トレー

ディング・

デリバティ

ブ 合計

百万香港ドル

2011年

負債

香港流通紙幣 162,524 － － － － － － － － 162,524 

他行へ送金中の項

目
－ 47,163 － － － － － － － 47,163 

銀行からの預金 107,668 92,898 18,399 2,565 821 231 － － － 222,582 

顧客からの預金 2,626,096 453,716 307,705 162,600 14,761 123 － － － 3,565,001 

トレーディング負

債
－ － － － － － － 171,431 － 171,431 

公正価値評価の指

定を

受けた金融負債

237 － － － 5,796 360 33,999 － － 40,392 

デリバティブ － － － － － － － 379,989 3,263 383,252 

発行済負債証券 1,433 6,161 15,207 8,444 42,221 4,006 － － － 77,472 

退職給付債務 － － － － － － 8,097 － － 8,097 

グループ会社に対

する

債務額

18,783 26,259 6,737 9,154 140 9,675 － 37,675 － 108,423 

その他負債および

引当金
8,259 25,653 28,003 38,293 3,257 176 4,673 － － 108,314 

保険契約に基づく

負債
953 － － － － － 208,485 － － 209,438 

当期未払税金 314 450 352 3,000 10 － － － － 4,126 

繰延税金負債 － － － － － － 14,712 － － 14,712 

劣後債務 － － － 2,328 1,912 2,488 9,386 － － 16,114 

優先株式 － － － － － 28,742 68,354 － － 97,096 

負債合計、2011年

12月31日現在
2,926,267 652,300 376,403 226,384 68,918 45,801 347,706 589,095 3,263 5,236,137 

当行

要求払

1ヶ月

以内

１ヶ月超

３ヶ月

以内

３ヶ月超

12ヶ月

以内

１年超

５年以内 ５年超

契約上の満

期なし

トレーディ

ング

商品

非トレー

ディング

・

デリバ

ティブ 合計

百万香港ドル

2011年

資産

現金および短期資

金
214,248 151,511 176,113 70,393 － － － － － 612,265 

他行から回収中の

項目
－ 29,821 － － － － － － － 29,821 
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１ヶ月超で満期を

迎える銀行預け

金

－ － 84,073 9,024 15,283 493 － － － 108,873 

譲渡性預金 － 5,987 6,467 9,943 1,584 － 6 － － 23,987 

香港政府債務証書 162,524 － － － － － － － － 162,524 

トレーディング資

産
－ － － － － － － 317,321 － 317,321 

公正価値評価の指

定を

受けた金融資産

－ － 728 172 1,383 － － － － 2,283 

負債証券 － － 728 172 1,383 － － － － 2,283 

株式 － － － － － － － － － －

その他 － － － － － － － － － －

デリバティブ － － － － － － － 370,361 317 370,678 

顧客に対する貸付

金
77,229 120,632 122,399 182,890 375,521 305,645 (7,714) － － 1,176,602 

金融投資 － 27,138 45,761 118,641 115,164 17,719 37,884 － － 362,307 

満期保有目的負債

証券
－ － － － － － － － － －

売却可能負債証券 － 27,138 45,761 118,641 115,164 17,719 713 － － 325,136 

売却可能株式 － － － － － － 37,171 － － 37,171 

グループ会社に対

する

債権額

63,048 96,765 20,340 19,943 13,375 20,075 － 14,455 － 248,001 

子会社への投資 － － － － － － 57,724 － － 57,724 

関連会社および合

弁事業における

持分

－ － － － － － 28,139 － － 28,139 

のれんおよび無形

資産
－ － － － － － 4,831 － － 4,831 

有形固定資産 － － － － － － 51,876 － － 51,876 

繰延税金資産 － － － － － － 1,098 － － 1,098 

退職給付 － － － － － － 73 － － 73 

その他資産 2,822 11,478 9,417 14,752 3,162 428 14,879 － － 56,938 

資産合計、2011年

12月31日現在
519,871 443,332 465,298 425,758 525,472 344,360 188,796 702,137 317 3,615,341 

当行

要求払

1ヶ月

以内

１ヶ月超

３ヶ月

以内

３ヶ月超

12ヶ月

以内

１年超

５年以内 ５年超

契約上の

満期なし

トレーディ

ング

商品

非トレー

ディング・

デリバティ

ブ 合計

百万香港ドル

2011年

負債

香港流通紙幣 162,524 － － － － － － － － 162,524 

他行へ送金中の項目 － 38,577 － － － － － － － 38,577 

銀行からの預金 67,552 72,539 15,677 1,926 821 231 － － － 158,746 

顧客からの預金 1,733,694 280,554 128,032 66,418 11,311 63 － － － 2,220,072 

トレーディング負債 － － － － － － － 78,959 － 78,959 

EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

529/961



公正価値評価の指定

を

受けた金融負債

－ － － － 5,796 101 13 － － 5,910 

デリバティブ － － － － － － － 375,712 1,453 377,165 

発行済負債証券 1,433 4,378 14,169 3,293 21,294 1,793 － － － 46,360 

退職給付債務 － － － － － － 4,150 － － 4,150 

グループ会社に対す

る

債務額

32,892 53,074 13,494 9,661 422 10,105 － 33,258 － 152,906 

その他負債および引

当金
4,121 12,954 18,936 30,372 2,479 103 2,620 － － 71,585 

当期未払税金 307 7 275 2,155 4 － － － － 2,748 

繰延税金負債 － － － － － － 5,884 － － 5,884 

劣後債務 － － － － － － 9,386 － － 9,386 

優先株式 － － － － － 28,742 68,227 － － 96,969 

負債合計、2011年

12月31日現在
2,002,523 462,083 190,583 113,825 42,127 41,138 90,280 487,929 1,453 3,431,941 

当行グループ

要求払

1ヶ月

以内

１ヶ月超

３ヶ月

以内

３ヶ月超

12ヶ月

以内

１年超

５年以内 ５年超

契約上の

満期なし

トレー

ディング

商品

非トレー

ディング

・

デリバ

ティブ 合計

百万香港ドル

2010年

資産

現金および短

期資金
291,330 284,382 138,644 93,629 － － － － － 807,985 

他行から回収

中の

項目

－ 16,878 － － － － － － － 16,878 

１ヶ月超で満

期を迎える

銀行預け金

－ － 114,975 27,338 3,800 3,444 － － － 149,557 

譲渡性預金 － 7,874 14,583 42,371 5,459 2,917 43 － － 73,247 

香港政府債務

証書
148,134 － － － － － － － － 148,134 

トレーディン

グ資産
－ － － － － － － 390,208 － 390,208 

公正価値評価

の指定を受

けた金融資

産

－ 395 371 1,947 10,625 4,588 36,678 － － 54,604 

負債証券 － 395 371 1,947 9,994 4,588 4 － － 17,299 

株式 － － － － － － 36,674 － － 36,674 

その他 － － － － 631 － － － － 631 

デリバティブ － － － － － － － 301,304 1,318 302,622 

顧客に対する

貸付金
112,775 246,351 205,109 312,261 550,396 477,162 (12,994) － － 1,891,060 
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金融投資 － 40,743 61,393 236,663 323,684 90,122 74,057 － － 826,662 

満期保有目的

負債

証券

－ 279 892 5,868 48,549 66,155 － － － 121,743 

売却可能負債

証券
－ 40,464 60,501 230,795 275,135 23,967 1,222 － － 632,084 

売却可能株式 － － － － － － 72,835 － － 72,835 

グループ会社

に

対する債権

額

23,727 39,922 8,494 13,577 7,884 3,632 － 40,397 － 137,633 

関連会社およ

び合弁事業

における持

分

－ － － － － － 75,568 － － 75,568 

のれんおよび

無形

資産

－ － － － － － 29,690 － － 29,690 

有形固定資産 － － － － － － 72,347 － － 72,347 

繰延税金資産 － － － － － － 2,515 － － 2,515 

退職給付 － － － － － － 301 － － 301 

その他資産 3,295 17,093 13,464 12,997 1,680 7,783 4,595 － － 60,907 

資産合計、2010

年

12月31日現

在

579,261 653,638 557,033 740,783 903,528 589,648 282,800 731,909 1,318 5,039,918 

当行グループ

要求払

1ヶ月

以内

１ヶ月超

３ヶ月

以内

３ヶ月超

12ヶ月

以内

１年超

５年以内 ５年超

契約上の

満期なし

トレー

ディング

商品

非トレー

ディング

・

デリバ

ティブ 合計

百万香港ドル

2010年

負債

香港流通紙幣 148,134 － － － － － － － － 148,134 

他行へ送金中の

項目
－ 26,495 － － － － － － － 26,495 

銀行からの預金 80,553 79,196 5,694 1,384 699 301 － － － 167,827 

顧客からの預金 2,528,031 384,068 227,183 160,456 13,112 394 － － － 3,313,244 

トレーディング

負債
－ － － － － － － 151,534 － 151,534 

公正価値評価の

指定を受けた

金融負債

99 － 740 － 5,681 448 33,359 － － 40,327 

デリバティブ － － － － － － － 307,225 2,613 309,838 

発行済負債証券 1,933 15,438 16,902 14,559 5,806 4,645 － － － 59,283 
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退職給付債務 － － － － － － 4,713 － － 4,713 

グループ会社に

対する債務額
23,032 15,324 2,118 3,510 7,813 6,168 － 25,163 － 83,128 

その他負債およ

び

引当金

5,121 18,072 24,764 16,020 2,825 196 3,948 － － 70,946 

保険契約に基づ

く

負債

853 － － － － － 177,117 － － 177,970 

当期未払税金 1 590 650 3,178 － － － － － 4,419 

繰延税金負債 － － － － － － 11,913 － － 11,913 

劣後債務 － － － 5,078 4,243 2,529 9,404 － － 21,254 

優先株式 － － － － － 33,036 68,422 － － 101,458 

負債合計、2010年

12月31日現在
2,787,757 539,183 278,051 204,185 40,179 47,717 308,876 483,922 2,613 4,692,483 

当行

要求払

1ヶ月

以内

１ヶ月超

３ヶ月

以内

３ヶ月超

12ヶ月

以内

１年超

５年以内 ５年超

契約上の

満期なし

トレー

ディング

商品

非ト

レー

ディン

グ・

デリバ

ティブ 合計

百万香港ドル

2010年

資産

現金および短期

資金
201,340 139,998 131,708 77,957 － － － － － 551,003 

他行から回収中

の

項目

－ 12,143 － － － － － － － 12,143 

１ヶ月超で満期

を迎える銀

行預け金

－ － 52,915 17,816 3,667 393 － － － 74,791 

譲渡性預金 － 4,229 7,014 15,243 1,402 － － － － 27,888 

香港政府債務証

書
148,134 － － － － － － － － 148,134 

トレーディング

資産
－ － － － － － － 297,929 － 297,929 

公正価値評価の

指定を受け

た金融資産

－ － 149 233 1,704 － － － － 2,086 

負債証券 － － 149 233 1,704 － － － － 2,086 

株式 － － － － － － － － － －

その他 － － － － － － － － － －

デリバティブ － － － － － － － 294,739 740 295,479 

顧客に対する貸

付金
64,594 119,356 109,816 174,537 310,755 246,227 (8,973) － － 1,016,312 

金融投資 － 31,135 29,481 169,206 196,586 15,180 62,164 － － 503,752 
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満期保有目的負

債

証券

－ － － － － － － － － －

売却可能負債証

券
－ 31,135 29,481 169,206 196,586 15,180 748 － － 442,336 

売却可能株式 － － － － － － 61,416 － － 61,416 

グループ会社に

対する債権

額

33,748 54,700 11,981 21,085 16,469 16,999 － 43,340 － 198,322 

子会社への投資 － － － － － － 52,924 － － 52,924 

関連会社および

合弁事業に

おける持分

－ － － － － － 28,139 － － 28,139 

のれんおよび無

形

資産

－ － － － － － 4,713 － － 4,713 

有形固定資産 － － － － － － 45,061 － － 45,061 

繰延税金資産 － － － － － － 1,104 － － 1,104 

退職給付 － － － － － 179 － － 179 

その他資産 1,727 10,685 7,635 6,856 1,030 488 3,452 － － 31,873 

資産合計、2010

年

12月31日現

在

449,543372,246 350,699 482,933 531,613 279,287 188,763 636,008 740 3,291,832 

当行

要求払

1ヶ月

以内

１ヶ月超

３ヶ月

以内

３ヶ月超

12ヶ月

以内

１年超

５年以内 ５年超

契約上の

満期なし

トレー

ディング

商品

非トレー

ディング

・

デリバ

ティブ 合計

百万香港ドル

2010年

負債

香港流通紙幣 148,134 － － － － － － － － 148,134 

他行へ送金中の

項目
－ 17,951 － － － － － － － 17,951 

銀行からの預金 59,636 63,872 4,762 1,322 583 301 － － － 130,476 

顧客からの預金 1,635,640 249,273 85,495 65,231 8,693 332 － － － 2,044,664 

トレーディング

負債
－ － － － － － － 91,184 － 91,184 

公正価値評価の

指定を受けた

金融負債

－ － 740 － 5,681 132 28 － － 6,581 

デリバティブ － － － － － － － 302,365 1,517 303,882 

発行済負債証券 1,933 15,257 13,972 8,789 1,370 1,818 － － － 43,139 

退職給付債務 － － － － － － 2,465 － － 2,465 

グループ会社に

対する債務額
40,794 49,588 15,396 10,172 8,067 6,348 － 15,529 － 145,894 

その他負債およ

び

引当金

2,957 11,287 16,460 8,831 2,124 169 2,204 － － 44,032 
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当期未払税金 1 336 333 2,016 － － － － － 2,686 

繰延税金負債 － － － － － － 5,525 － － 5,525 

劣後債務 － － － － － － 9,404 － － 9,404 

優先株式 － － － － － 33,036 68,270 － － 101,306 

負債合計、2010年

12月31日現在
1,889,095 407,564 137,158 96,361 26,518 42,136 87,896 409,078 1,517 3,097,323 

41 金融負債で支払われるキャッシュ・フローの残存契約期間別分析

当行グループ

要求払 ３ヶ月以内

３ヶ月超

12ヶ月以内

１年超

５年以内 ５年超 合計

百万香港ドル

2011年12月31日現在

香港流通紙幣 162,524 － － － － 162,524

他行へ送金中の項目 － 47,163 － － － 47,163

銀行からの預金 107,693 111,446 2,595 882 265 222,881

顧客からの預金 2,626,340 766,222 167,859 16,729 211 3,577,361

トレーディング負債 171,431 － － － － 171,431

公正価値の指定を受けた金融負債 244 114 138 6,006 34,362 40,864

デリバティブ 380,205 205 765 2,065 94 383,334

発行済負債証券 1,433 21,703 9,260 44,378 5,197 81,971

グループ会社に対する債務額 56,459 33,025 9,195 165 9,706 108,550

その他金融負債 7,641 48,661 37,000 2,791 118 96,211

劣後債務 － 189 2,724 3,996 16,089 22,998

優先株式 － 874 1,413 9,148 117,189 128,624

3,513,970 1,029,602 230,949 86,160 183,231 5,043,912

貸付契約 1,101,283 327,017 31,249 13,080 9 1,472,638

金融保証契約および信用リスク関

連

保証契約

48,432 － － － － 48,432

4,663,685 1,356,619 262,198 99,240 183,240 6,564,982

2010年12月31日現在

香港流通紙幣 148,134 － － － － 148,134

他行へ送金中の項目 － 26,495 － － － 26,495

銀行からの預金 80,558 84,971 1,399 741 344 168,013

顧客からの預金 2,528,174 614,212 165,007 14,834 486 3,322,713

トレーディング負債 151,534 － － － － 151,534

公正価値評価の指定を受けた金融

負債
99 803 205 6,128 33,795 41,030

デリバティブ 307,286 334 953 1,163 124 309,860

発行済負債証券 1,933 32,676 15,144 6,713 6,382 62,848

グループ会社に対する債務 48,200 17,453 3,532 7,837 6,201 83,223

その他金融負債 4,542 38,925 15,034 2,253 191 60,945

劣後債務 － 211 5,508 6,475 16,078 28,272

優先株式 － 919 1,499 9,670 122,519 134,607

3,270,460 816,999 208,281 55,814 186,120 4,537,674

貸付契約 1,044,586 289,498 25,961 11,050 19 1,371,114
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金融保証契約および信用リスク関

連

保証契約

40,752 － － － － 40,752

4,355,798 1,106,497 234,242 66,864 186,139 5,949,540

当行

要求払 ３ヶ月以内

３ヶ月超

12ヶ月以内

１年超

５年以内 ５年超 合計

百万香港ドル

2011年12月31日現在

香港流通紙幣 162,524 － － － － 162,524

他行へ送金中の項目 － 38,577 － － － 38,577

銀行からの預金 67,552 88,366 1,955 882 265 159,020

顧客からの預金 1,733,781 409,918 68,089 12,387 126 2,224,301

トレーディング負債 78,959 － － － － 78,959

公正価値の指定を受けた金融負債 － 114 138 6,006 117 6,375

デリバティブ 375,832 67 428 843 38 377,208

発行済負債証券 1,433 18,661 3,559 21,706 1,974 47,333

グループ会社に対する債務額 66,152 66,577 9,690 447 10,161 153,027

その他金融負債 3,840 28,844 29,789 2,206 74 64,753

劣後債務 － 121 207 1,313 12,604 14,245

優先株式 － 874 1,413 9,148 117,062 128,497

2,490,073 652,119 115,268 54,938 142,421 3,454,819

貸付契約 675,165 234,915 11,650 8,713 6 930,449

金融保証契約および信用リスク関

連

保証契約

25,448 － － － － 25,448

3,190,686 887,034 126,918 63,651 142,427 4,410,716

2010年12月31日現在

香港流通紙幣 148,134 － － － － 148,134

他行へ送金中の項目 － 17,951 － － － 17,951

銀行からの預金 59,640 68,678 1,336 623 344 130,621

顧客からの預金 1,635,681 335,626 66,849 9,679 396 2,048,231

トレーディング負債 91,184 － － － － 91,184

公正価値評価の指定を受けた金融

負債
－ 803 205 6,128 148 7,284

デリバティブ 302,368 210 583 586 145 303,892

発行済負債証券 1,933 29,392 8,993 1,541 2,142 44,001

グループ会社に対する債務 56,328 65,001 10,187 8,091 6,404 146,011

その他金融負債 2,708 25,256 8,398 1,660 158 38,180

劣後債務 － 120 205 1,298 12,573 14,196

優先株式 － 919 1,499 9,670 122,368 134,456

2,297,976 543,956 98,255 39,276 144,678 3,124,141

貸付契約 640,773 213,000 7,665 6,537 19 867,994

金融保証契約および信用リスク関

連

保証契約

23,353 － － － － 23,353

2,962,102 756,956 105,920 45,813 144,697 4,015,488
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上表には（トレーディング負債およびトレーディング・デリバティブを除き）元本および将来の利払い

に関するすべてのキャッシュ・フローが割引前で組み込まれているため、上表の残高は連結貸借対照表に

おける残高と直接的には一致しない。また、貸付契約および金融保証契約は、一般的に貸借対照表に認識さ

れていない。トレーディング負債およびトレーディング・デリバティブは、通常短期の保有であることか

ら、契約上の満期によって分類されるのではなく「要求払」の満期区分に含められている。ヘッジ手段であ

るデリバティブ負債で支払われる割引前キャッシュ・フローは契約上の満期に基づいて分類されている。

貸付契約および金融保証契約に基づいて支払われる可能性がある割引前キャッシュ・フローは、最も早い

実行可能日を基準として分類されている。

顧客からの預金に関して支払われるキャッシュ・フローは、主として契約上、要求払いまたは通知払であ

る。実務上、短期預金残高は収支がほぼ一致しているため安定しており、貸付契約および保証契約の大部分

は未実行のまま失効する。当行グループの流動性リスク管理の対応は注記52に記載されている。

次へ 
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42 営業活動から生じた/（に使用した）資金への営業利益の調整

2011年 2010年

百万香港ドル 百万香港ドル

営業利益 76,287 66,703 

正味受取利息 (75,672) (61,876)

配当金 (729) (564)

減価償却および償却 5,638 5,089 

前払オペレーティング・リース料の償却 18 18 

貸付金の減損およびその他の信用リスク引当金 3,059 4,619 

貸付金の回収控除後の貸倒損失 (4,138) (5,557)

負債および費用に係るその他引当金 723 161 

引当金使用 (276) (114)

不動産再評価により生じた剰余金 (8) (102)

投資不動産における利益 (1,033) (483)

有形固定資産および売却目的資産の処分による損失/（利益） 3 (13)

子会社、関連会社、および事業ポートフォリオの処分による損失/

（利益）
9 (603)

金融投資による純収益 (128) (2,016)

株式報酬の無償での付与 2,274 1,427 

受取利息 90,790 70,449 

支払利息 (27,458) (19,535)

運転資本変動前営業利益 69,359 57,603 

短期国債（当初の満期が３ヶ月超）の変動 (56,042) 56,186 

１ヶ月超で満期を迎える銀行預け金の変動 (48,730) (42,482)

譲渡性預金（当初の満期が３ヶ月超）の変動 (15,773) (35,189)

トレーディング資産の変動 (39,833) (94,985)

トレーディング負債の変動 19,897 (2,832)

公正価値評価の指定を受けた金融資産の変動 (3,066) (6,517)

公正価値評価の指定を受けた金融負債の変動 65 3,618 

デリバティブ資産の変動 (74,674) (67,451)

デリバティブ負債の変動 73,414 76,992 

長期保険契約準備金に対応する金融投資の変動 (19,813) 18,682 

顧客に対する貸付金の変動 (243,760) (539,117)

グループ会社に対する債権額の変動 (15,097) (3,045)

その他資産の変動 (54,932) (24,354)

銀行からの預金の変動 54,755 56,620 

顧客からの預金の変動 251,757 368,701 

グループ会社に対する債務額の変動 22,043 32,735 

発行済負債証券の変動 18,189 15,887 

保険契約に基づく負債の変動 31,468 33,042 

その他負債の変動 47,405 (3,465)

為替調整 (49) (8,553)

営業活動から生じた/（に使用した）資金 16,583 (107,924)

43 現金および現金同等物の分析

a　当事業年度中の現金および現金同等物の変動
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2011年 2010年

百万香港ドル 百万香港ドル

１月１日残高 618,199 675,234 

為替変動の影響前純資金収入/（支出） 70,898 (85,858)

為替変動の影響 (424) 28,823 

12月31日残高 688,673 618,199 

b　連結貸借対照表における現金および現金同等物の残高分析

2011年 2010年

百万香港ドル 百万香港ドル

手元現金および中央銀行に対する一覧預け金 110,107 81,381 

他行から回収中の項目 34,546 16,878 

銀行預け金 481,842 472,774 

短期国債 96,443 60,149 

譲渡性預金 11,421 12,331 

その他適格手形 1,477 1,181 

控除：他行へ送金中の項目 (47,163) (26,495)

688,673 618,199 

c　子会社の買収および持分の増加に関する現金および現金同等物の純支出分析

2011年 2010年

百万香港ドル 百万香港ドル

現金対価 (187) (188)

取得した現金および現金同等物 44 61 

(143) (127)

d　子会社の売却に関する現金および現金同等物の純資金収入/（支出）分析

2011年 2010年

百万香港ドル 百万香港ドル

売却収入 43 7

譲渡した現金および現金同等物 (42) (20) 

1 (13)

e　事業ポートフォリオにおける持分の売却に関する現金および現金同等物の純資金収入分析

2011年 2010年

百万香港ドル 百万香港ドル

売却収入 5,649 －

譲渡した現金および現金同等物 － －

5,649 －

44 偶発債務および契約債務

a　オフバランスシートの偶発債務および契約債務
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当行グループ 当行

2011年 2010年 2011年 2010年

百万香港ドル 百万香港ドル

偶発債務および金融保証契約

保証および担保として供された取

消不能信用状
192,428 164,145 128,827 118,568 

その他偶発債務 359 213 454 386 

192,787 164,358 129,281 118,954 

契約債務
 

信用状および短期貿易関連取引 44,524 45,572 33,233 33,476 

将来購入資産および将来実行預金 2,524 1,299 255 －

未実行の公式スタンドバイ契約、信

用枠およびその他の貸付契約債

務
  

1,425,590 1,324,243 896,961 834,518 

1,472,638 1,371,114 930,449 867,994 

上表は、オフバランスシート取引の額面元本、その他の偶発債務に関する金額および金融保証契約に関す

る額面元本を開示している。偶発債務および契約債務は、主に信用関連商品であり、これには非金融保証な

らびに信用供与を含む。契約額は、顧客の債務不履行時において契約がすべて実行された場合のリスク金額

を表している。保証および契約債務の大部分が未実行のまま失効すると予想されるため、契約額の合計は将

来必要となる流動性の金額を表すものではない。

b　保証（金融保証契約を含む）

当行グループは第三者顧客およびその他のグループ会社のために保証および同様の取引を提供してい

る。これらの保証は一般的に当行の通常の銀行業務において提供されている。提供された主な保証の種類、

および当行グループが将来要求される可能性のある潜在的支払の最大額は以下のとおりである。

当行グループ 当行

2011年 2010年 2011年 2010年

百万香港ドル 百万香港ドル

第三者のための保証

金融保証契約
 1 26,694 23,538 12,904 12,970 

金融保証契約であるスタンドバイ信用

状
2 19,684 17,374 10,294 9,960 

その他直接信用補完
3 38,211 36,798 32,311 30,782 

履行保証
4 54,429 46,116 39,289 35,479 

入札保証
4 2,169 1,911 1,602 1,539 

特定の取引に関連するスタンドバイ信

用状
4 12,169 8,653 7,630 4,872 

その他の取引関連保証
4 31,892 25,034 17,678 16,636 

185,248 159,424 121,708 112,238 

その他のエイチエスビーシー・グルー

プ企業のための保証
7,180 4,721 7,119 6,330

192,428 164,145 128,827 118,568

1 金融保証契約は、負債商品の当初または変更後の契約条件に基づいて特定の債務者が支払期日到来時に約定返済

を行わなかったことにより発生する保有者の損失を弁済するために、発行者に所定の金額の支払を要求する契約
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である。上表の金額は名目元本金額である。

2 金融保証契約であるスタンドバイ信用状は、顧客が期限の到来した支払いを行わなかった場合に当行グループに

第三者への支払義務が生じる取消不能債務である。

3 その他直接信用補完には、発行者が船荷の所有権を留保するという条件なしに発行された特定の取引に関連する

再保険信用状および貿易関連信用状が含まれる。

4 履行保証、入札保証、スタンドバイ信用状およびその他の取引関連保証は、関連する顧客の信用状態に関連しない

将来事象の結果により当行グループに支払義務が発生する取引である。

上表に開示された金額は、多数の個別保証約定に基づく当行グループの支払債務の最大エクスポー

ジャーを反映している。保証から生じるリスクおよびエクスポージャーは、エイチエスビーシーの総合的な

信用リスク管理方針および手続きに従って把握され管理されている。保証は毎年エイチエスビーシーによ

る信用レビューを受けている。

c　偶発債務

当行グループは、香港を含む多くの司法管轄において通常の事業運営から生じた訴訟の当事者となって

いる。訴訟のうち、重要な訴訟とみなされるものはなく、集合的または個別にも当行グループの財政状況に

重要で不利な影響を及ぼすと予測されるものはない。経営陣は、このような訴訟に関して適切な引当金を設

定していると考えている。

45 負債の担保として供された資産および資産の担保として受け入れた担保

当行グループの負債112,721百万香港ドル（2010年：64,772百万香港ドル）および当行の負債70,013百

万香港ドル（2010年：45,264百万香港ドル）は、売戻および買戻契約に関してショート・ポジションを補

完するためおよび決済機関での決済過程を支援するために供された資産を含む預け資産で担保されてい

る。これらの負債を担保するために当行グループにより供された資産の金額は117,963百万香港ドル（2010

年：73,002百万香港ドル）および当行グループの金額は74,594百万香港ドル（2010年：54,890百万香港ド

ル）である。これらの資産は、短期国債、負債証券、株式および預金で構成されている。

リバース・レポおよび借株取引に関して、当行グループにより保有されており売却または再担保が認め

られている担保の公正価値は、120,319百万香港ドル（2010年：151,012百万香港ドル）、および当行88,197

百万香港ドル（2010年：101,438百万香港ドル）であった。当行グループにより実際に売却または再担保さ

れた担保の公正価値は、14,504百万香港ドル（2010年：26,242百万香港ドル）および当行5,980百万香港ド

ル（2010年：7,792香港ドル）であった。

これらの取引は一般の貸付および株式貸借業務に対する通常の取引条件に基づいて行われている。

46 資本的支出契約

当行グループ 当行

2011年 2010年 2011年 2010年

百万香港ドル 百万香港ドル

契約済の支出 3,511 1,011 3,355 913 

取締役に承認されたが未契約の支出 6 42 2 －

3,517 1,053 3,357 913 

資本的支出契約は主に土地建物および設備を購入する契約債務に関連している。
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47 リース契約

当行グループは、オペレーティング・リースにより特定の不動産および設備をリースしている。リース期

間は通常１年から10年にわたり、更新オプションが含まれることがある。支払リース料は通常、賃貸料市場

を反映するために毎年調整される。偶発賃貸料が含まれるリースはない。解約不能オペレーティング・リー

スにおける将来の最低支払リース料は以下のとおりである。

当行グループ 当行

2011年 2010年 2011年 2010年

百万香港ドル 百万香港ドル

土地建物

以下の期間に支払われる金額

－１年以内 3,734 2,652 1,414 1,446 

－１年超５年以内 4,603 4,161 2,385 2,067 

－５年超 1,103 659 761 254 

9,440 7,472 4,560 3,767 

設備

以下の期間に支払われる金額

－１年以内 71 67 6 4 

－１年超５年以内 100 113 9 2 

171 180 15 6 

48 セグメント分析

当行グループの事業セグメントは、香港、その他のアジア太平洋地域、という２つの地域で構成されてい

る。当行グループの性質により、最高意思決定者は、地域別およびグローバル事業別など多くの基準のもと

で、定期的に事業活動のレビューを行う。最高意思決定者は多くの基準のもとで情報のレビューを行うが、

資本の配分および業績評価は主に地域別で行われており、またセグメント分析はこの基準で表示されてい

る。さらに、各地域の経済状況は、その地域での異なる種類にわたる事業活動の業績決定に多大な影響をあ

たえる。したがって、地域基準によるセグメント業績は、業績を理解するための最も意味のある情報を提供

する。

地理情報は、子会社の主要事業の所在地ごと、または当行については、業績報告または資金提供に責任を

有する支店の所在地ごとに分類されている。

資源配分および事業セグメントの業績評価の意思決定のために当行グループの最高意思決定者に提供さ

れている情報は、HKFRSに準拠して測定される。当行グループ構成の性質により、以下で表示される利益分析

には、地域間にわたるセグメント内項目が含まれており、別個の欄で消去が表示されている。そのような取

引は、独立企業間基準で行われる。分担費用は、実際に行われた振替に基づいて各事業セグメントに計上さ

れる。

商品およびサービス

当行グループは、２つの地域において広範囲のバンキング・サービスおよび関連する金融サービスを顧

客に提供している。顧客に提供される商品およびサービスはグローバル・ビジネス別に編成されている。
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・リテール・バンキングおよびウェルス・マネジメントは、個人向けバンキング、貸付および資産管理に

関する個人顧客のニーズを満たすために幅広い商品およびサービスを提供している。商品には通常、当

座預金および普通預金口座、抵当貸付および個人向けローン、クレジット・カード、デビットカード、保

険、グローバル資産管理サービス、ウェルス・マネジメント、ならびに地域および国際支払サービスが

含まれる。

・コマーシャル・バンキングの商品提供には、融資サービス、ペイメント・アンド・キャッシュ・マネジ

メント、国際貿易金融、米国債市場および資本市場、コマーシャルカード、保険、ならびにオンラインお

よびダイレクト・バンキング・サービスの提供が含まれる。

・グローバル・バンキング・アンド・マーケッツは、世界中の主要な政府顧客、法人および機関顧客なら

びに個人投資家に合わせた金融ソリューションを提供している。顧客を中心とした事業内容により、融

資、アドバイザリーおよび証券取引サービス、信用、金利、外国為替、金融市場および有価証券業務にお

けるサービスを提供するマーケッツ・ビジネスならびに自己資金投資業務を含む、あらゆるバンキン

グ機能を果たしている。

・グローバル・プライベート・バンキングは、富裕層の個人のニーズに対応するための様々な銀行、投資

および資産管理サービスを提供している。

2011年１月１日より、以前はGB&Mのなかで報告されていたアセット・マネジメント・グループは、以前は

パーソナル・ファイナンシャル・サービス（PFS）として報告されていたグローバル事業と合算されてい

る。これは、リテール・バンキングおよびウェルス・マネジメント（「RBWM」）を創設するために行われ

た。グローバル事業の比較情報はこれに合わせて修正再表示されている。

資産合計

2011 2010

百万香港ドル ％ 百万香港ドル ％

香港 3,594,991 64.1 3,276,432 65.0

その他のアジア太平洋地域 2,429,228 43.3 2,117,894 42.0 

地域内 (416,739) (7.4) (354,408) (7.0)

5,607,480 100.0 5,039,918 100.0 

負債合計

2011 2010

百万香港ドル ％ 百万香港ドル ％

香港 3,436,629 65.6 3,130,937 66.7 

その他のアジア太平洋地域 2,216,247 42.3 1,915,954 40.8 

地域内 (416,739) (7.9) (354,408) (7.5)

5,236,137 100.0 4,692,483 100.0 

関連会社および合弁事業における持分

2011 2010

百万香港ドル ％ 百万香港ドル ％

香港 1,525 1.7 1,607 2.1 

その他のアジア太平洋地域 90,260 98.3 73,961 97.9 

91,785 100.0 75,568 100.0 
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信用枠（契約額）

2011 2010

百万香港ドル ％ 百万香港ドル ％

香港 769,088 46.2 743,732 48.4 

その他のアジア太平洋地域 896,337 53.8 791,740 51.6 

1,665,425 100.0 1,535,472 100.0 

当事業年度に取得した有形固定資産、のれんおよび無形資産

2011 2010

百万香港ドル ％ 百万香港ドル ％

香港 1,740 59.9 2,590 41.9

その他のアジア太平洋地域 1,167 40.1 3,596 58.1

2,907 100.0 6,186 100.0

連結損益計算書

香港
その他アジア

・太平洋地域

セグメント間

消去
合計

百万香港ドル

2011

受取利息 42,309 68,706 (3,557) 107,458 

支払利息 (7,035) (28,310) 3,559 (31,786)

正味受取利息 35,274 40,396 2 75,672 

受取手数料 27,022 19,315 (1,171) 45,166 

支払手数料 (4,162) (3,880) 1,171 (6,871)

トレーディング純収益 7,691 12,510 (2) 20,199 

公正価値評価の指定を受けた金融商

品からの純費用
(4,230) (293) － (4,523)

金融投資による純収益 310 (182) － 128 

配当金 723 6 － 729 

正味保険料収入 39,738 5,932 － 45,670 

その他営業収益 13,229 2,674 (4,514) 11,389 

営業収益合計 115,595 76,478 (4,514) 187,559 

正味発生保険金および保険契約準備

金の変動
(35,778) (4,611) － (40,389)

正味営業収益（貸倒損失およびその

他の信用リスク引当金控除前）
79,817 71,867 (4,514) 147,170 

貸倒損失およびその他の信用リスク

引当金
(938) (2,121) － (3,059)

正味営業収益 78,879 69,746 (4,514) 144,111 
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営業費用 (36,106) (36,232) 4,514 (67,824)

営業利益 42,773 33,514 － 76,287 

関連会社および合弁事業における

利益持分
424 14,659 － 15,083 

税引前当期純利益 43,197 48,173 － 91,370 

法人税費用 (7,703) (9,763) － (17,466)

当期純利益 35,494 38,410 － 73,904 

株主に帰属する利益 31,165 36,426 － 67,591 

非支配持分に帰属する利益 4,329 1,984 － 6,313 

正味営業収益

－外部 70,903 71,088 － 141,991 

－会社間/セグメント間 7,976 (1,342) (4,514) 2,120 

営業費用に含まれる減価償却費およ

び

償却費

(4,047) (1,591) － (5,638)

事業再構築費用 (520) (344) － (864)

香港
その他アジア

・太平洋地域

セグメント間

消去
合計

百万香港ドル

2010

受取利息 37,687 50,325 (2,489) 85,523 

支払利息 (5,951) (20,202) 2,506 (23,647)

正味受取利息 31,736 30,123 17 61,876 

受取手数料 24,972 17,628 (943) 41,657 

支払手数料 (3,892) (3,425) 943 (6,374)

トレーディング純収益 8,699 12,034 (17) 20,716 

公正価値評価の指定を受けた金融商

品からの純利益
3,454 303 － 3,757 

金融投資による純収益 937 1,079 － 2,016 

配当金 545 19 － 564 

正味保険料収入 33,713 3,480 － 37,193 

その他営業収益 12,714 2,282 (4,992) 10,004 

営業収益合計 112,878 63,523 (4,992) 171,409 

正味発生保険金および保険契約準備

金の変動
(37,022) (2,821) － (39,843)

正味営業収益（貸倒損失およびその

他の信用リスク引当金控除前）
75,856 60,702 (4,992) 131,566 

貸倒損失およびその他の信用リスク

引当金
(883) (3,736) － (4,619)

正味営業収益 74,973 56,966 (4,992) 126,947 
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営業費用 (33,053) (32,183) 4,992 (60,244)

営業利益 41,920 24,783 － 66,703 

関連会社および合弁事業における

利益持分
270 10,912 － 11,182 

税引前当期純利益 42,190 35,695 － 77,885 

法人税費用 (7,353) (7,255) － (14,608)

当期純利益 34,837 28,440 － 63,277 

株主に帰属する利益 30,419 27,178 － 57,597 

非支配持分に帰属する利益 4,418 1,262 － 5,680 

正味営業収益

－外部 68,348 57,499 － 125,847 

－会社間/セグメント間 6,625 (533) (4,992) 1,100 

営業費用に含まれる減価償却費およ

び

償却費

(3,675) (1,414) － (5,089)

事業再構築費用 (86) (271) － (357)

グローバル事業別の正味営業収益

リテール・

バンキング

および

ウェルス・

マネジメン

ト

コマーシャ

ル・

バンキング

グローバル

・

バンキング

・

アンド・

マーケッツ

グローバル

・

プライベー

ト・

バンキング その他

セグメント

間 合計

百万香港ドル

2011年12月31日に終了し

た

事業年度

外部 48,615 31,821 61,508 (196) 243 － 141,991 

会社間/セグメント間 10,904 1,984 (10,824) 597 6,334 (6,875) 2,120 

2010年12月31日に終了し

た

事業年度

外部 46,254 25,910 51,923 (20) 1,780 － 125,847 

会社間/セグメント間 8,309 2,012 (8,178) 343 5,986 (7,372) 1,100 

国別の情報

外部正味営業収益
 1

非流動資産
 2

2011年 2010年 2011年 2010年

百万香港ドル 百万香港ドル

香港 70,903 68,348 91,177 67,424

中国本土 11,952 6,069 91,687 75,410
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オーストラリア 7,115 6,020 1,629 1,652

インド 9,684 8,445 2,342 2,901

インドネシア 4,715 4,045 5,349 5,532

マレーシア 7,232 5,784 1,033 982

シンガポール 8,028 6,774 1,256 830

台湾 3,717 3,165 2,564 2,619

ベトナム 1,606 1,288 2,742 282

その他の国 17,039 15,909 5,151 7,476

合計 141,991 125,847 204,930 165,108

1 正味外部営業収益は子会社または支店の主要事業の所在地を基にした国に帰属している。

2 非流動資産は、有形固定資産、のれん、その他無形資産、関連会社および合弁事業における持分ならびに報告日後12ヶ

月超で回収予定の特定のその他資産で構成されている。

49 関係会社取引

a　直接および最終持株会社

当行グループは、100％の普通株式を保有するエイチエスビーシー・アジア・ホールディングス・ビー・

ヴィ（オランダにて設立）に支配されている。

当行グループの関連当事者には、親会社、兄弟会社、関連会社、合弁事業、当行グループ従業員のための退

職給付制度、主な経営陣、主な経営陣の近親者および主な経営陣またはその近親者によって支配または共同

支配されている会社が含まれる。

直接持株会社との取引には優先株式の利払いが含まれる。2011年12月31日現在において、当行は96,969百

万香港ドル（2010年：101,306百万香港ドル）の優先株式を直接持株会社に発行している。

最終持株会社との取引には劣後債務の発行および劣後債務の利払いが含まれる。2011年12月31日現在、当

行は9,599百万香港ドル（2010年：6,106百万香港ドル）の劣後債務を最終持株会社に発行している。これ

らは、貸借対照表の負債に分類されている。

当事業年度の損益

直接持株会社 最終持株会社

2011年 2010年 2011年 2010年

百万香港ドル 百万香港ドル

支払利息
1 2,337 2,659 172 23

その他営業収益 － － 150 252

その他営業費用 30 28 1,584 1,341

1 直接持株会社に支払われた支払利息は、優先株式の利息を表している。最終持株会社に支払われた支払利息は、劣後

債務の利息を表している。

優先株式に関する情報は、「財務諸表注記」の優先株式に係る支払利息（注記４(b)）および発行済優先

株式（注記37）の開示に記載されている。

12月31日現在の残高

当行グループ

直接持株会社 最終持株会社

2011年 2010年 2011年 2010年
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百万香港ドル 百万香港ドル

債権
1 － － 167 319

債務
2 98,243 102,669 9,990 6,351

当行

直接持株会社 最終持株会社

2011年 2010年 2011年 2010年

百万香港ドル 百万香港ドル

債権
1 － － 167 319

債務
2 98,243 102,669 9,916 6,287

1 最終持株会社に対する債権は主としてITの原価回収である。

2 直接持株会社に対する債務は、96,969百万香港ドル（2010年：101,306百万香港ドル）の優先株式を含む。最終持株

会社に対する債務は、9,599百万香港ドル（2010年：6,106百万香港ドル）の劣後債務を含む。

当行グループに対してまたは当行グループに代わり最終持株会社が実施した保証は、283百万香港ドル

（2010年：353百万香港ドル）であった。

b　ストック・オプションおよび株式報奨制度

当行グループは、エイチエスビーシー・ホールディングス・ピーエルシーが運営する様々なストック・

オプションおよび株式制度に参加している。これらの制度ではストック・オプションまたはエイチエス

ビーシー・ホールディングス・ピーエルシーの株式が当行グループの従業員に付与される。注記50で開示

されているとおり、当行グループは、これらのストック・オプションおよび株式報奨に関する費用を認識す

る。これらすべての株式ストック・オプションおよび株式報奨に関して最終持株会社が負担する費用は資

本拠出として扱われ、「その他準備金」に計上される。当行グループは株式報奨に関して、権利確定が予想

される金額について権利確定期間にわたり最終持株会社に対する負債および対応する資本拠出の減額を定

額法で認識する。当該負債は、各報告日における当該株式の公正価値で測定される。2011年12月31日現在の

資本拠出のおよび負債の残高は、それぞれ2,915百万香港ドル、および2,729百万香港ドルであった（2010

年：それぞれ2,223百万香港ドルおよび1,812百万香港ドル）。

c　年金基金

2011年12月31日現在、12,500百万香港ドル（2010年：13,400百万香港ドル）の年金基金資産がグループ

会社により運用されていた。当事業年度の基金の運用、管理および信託サービスを提供するグループ会社に

対して年金制度から支払われた手数料または未払の手数料の合計は、53百万香港ドル（2010年：49百万香

港ドル）であった。

d　子会社および兄弟会社

当行グループは、通常の業務において兄弟会社と取引を行っている。ここには支払承諾、銀行間預金、銀行

送金取引および簿外取引が含まれる。この活動は、金利および担保を含め、比較可能な第三者との取引と実

質的に同様の条件であった。

当行グループは、特定のITシステムを兄弟会社と共有しており、また兄弟会社の特定の処理サービスを原

価回収基準で使用している。当行はまた、個人投資ファンドの販売のために兄弟会社の代理人となり、また

特定の仕組金融取引の専門家報酬を兄弟会社に支払った。これら取引および手数料は、独立企業間基準で価

格が決定された。

当事業年度中のこれらの取引から生じた損益および当事業年度末の関連当事者に対する債権および債務
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残高の合計額は以下のとおり。

当事業年度中の損益

兄弟会社

2011年 2010年

百万香港ドル

受取利息 445 547

支払利息 797 488

受取手数料 2,470 1,969

支払手数料 935 1,065

その他営業収益 3,227 2,576

その他営業費用
1 5,169 4,002

1 2011年の支払は、無形資産として当行グループの貸借対照表に資産計上されたソフトウェア費用である1,271百万香

港ドル（2010年：922百万香港ドル）から成る。

12月31日現在の残高

当行グループ

兄弟会社

2011年 2010年

百万香港ドル

資産

トレーディング資産 11,120 40,396

公正価値の指定を受けた金融資産 5,390 5,453

その他資産 136,051 91,465

152,561 137,314

負債

トレーディング負債 37,675 25,164

公正価値の指定を受けた金融負債 5 3

その他負債 59,605 50,399

97,285 75,566

保証 7,180 4,721

契約債務 6,689 17,615

当行

子会社 兄弟会社

2011年 2010年 2011年 2010年

百万香港ドル 百万香港ドル

資産

トレーディング資産 3,486 4,549 10,970 38,792

公正価値の指定を受けた金融資産 － － － －

その他資産 113,761 77,244 119,616 77,418

117,247 81,793 130,586 116,210

負債

トレーディング負債 7,421 8,165 25,837 7,364
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公正価値の指定を受けた金融負債 － － － －

その他負債 54,655 77,571 53,803 45,144

62,076 85,736 79,640 52,508

保証 1,039 2,507 6,080 3,823

契約債務 38,484 24,334 3,639 15,363

e　関連会社および合弁企業

当行グループは、貸付、当座貸越、有利子預金、無利子預金および当座預金を含む特定の銀行および金融

サービスを関連会社および合弁企業に提供している。関連会社および合弁企業持分の詳細は注記24に記載

されている。当事業年度中の関連会社および合弁企業との取引および残高は以下のとおりである。

当行グループ

2011年 2010年

当期中

最高残高

12月31日現在

残高

当期中

最高残高

12月31日現在

残高

百万香港ドル 百万香港ドル

関連会社に対する債権

―　劣後 34 33 31 31

―　非劣後 23,418 19,183 16,312 12,930

合弁企業に対する債権

―　劣後 13 6 8 8

―　非劣後 1,107 966 1,493 699

24,572 20,188 17,844 13,668

関連会社に対する債務 4,536 3,672 5,329 4,077

合弁企業に対する債務 1,488 1,013 1,140 1,013

6,024 4,685 6,469 5,090

契約債務 1,431 711 470 337

当行

2011年 2010年

当期中

最高残高

12月31日現在

残高

当期中

最高残高

12月31日現在

残高

百万香港ドル 百万香港ドル

関連会社に対する債権

―　非劣後 7,509 3,825 7,045 4,513

合弁企業に対する債権

―　非劣後 881 876 1,293 608

8,390 4,701 8,338 5,121

関連会社に対する債務 1,065 1,065 1,158 738

合弁企業に対する債務 1,486 1,011 1,139 1,013

2,551 2,076 2,297 1,751

契約債務 1,012 351 226 226

年度末残高および当期中最高残高の開示は、当期中の取引を表す最も有用な情報と考えられている。

関連会社および合弁企業に対する債権および債務の金額は、業務における通常取引から生じており、金利
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および担保を含めて比較可能な第三者との取引と実質的に同様の条件であった。

f　主な経営陣

主な経営陣は、当行および当行グループの活動を計画、指示および管理する権限および責任を持つ者と定

義されている。そこには、当行の取締役および執行委員ならびにエイチエスビーシー・ホールディングス・

ピーエルシーの取締役および常務取締役が含まれる。

以下の表は、当行の主な経営陣が当行に提供した役務に対する報酬に関する費用を表示している。

2011年 2010年

百万香港ドル

給与およびその他の短期従業員給付 220 207

退職給付

―確定拠出制度 8 12

―確定給付制度 2 1

株式報酬 110 118

340 338

主な経営陣に関わる取引および契約

当行グループは、当行グループの主な経営陣およびその近親者が支配する会社との取引および契約を交

わしている。これらの取引は主に貸付および預金である。

2011年 2010年

百万香港ドル

当年度中

平均資産 22,177 17,282

平均負債 27,536 24,206

当行グループ税引前当期純利益への寄与 818 439

年度末時点

保証 3,874 2,487

契約債務 6,417 5,842

上記の取引は、通常の業務において、同様の状況にある個人または会社、あるいはその他の従業員との比

較可能な取引に適用されるものと実質的に同一の条件（金利や担保も含む）で行われた。当該取引は、返済

に関する一般水準を上回るリスクや、その他の不利な要素を伴うものではなかった。

当行グループは、関連当事者への貸付に関する香港銀行業条例の第83条を順守している。第83条には、主な

経営陣、その親族および主な経営陣およびその親族による直接または間接的な影響を受けるまたは支配され

る企業への無担保貸付が含まれる。

主な経営陣に関して当年度中の残高に対する減損損失の計上はない。また、年度末時点において主な経営

陣に関する個別の減損引当金の残高はなかった。

役員に対する貸付

役員は、当行の取締役、執行委員および総務担当重役ならびに最終持株会社であるエイチエスビーシー・

ホールディングス・ピーエルシーおよび中間持株会社の取締役と定義される。役員への貸付金の内訳は香
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港会社条例の第161B条に準拠して開示されている。

未返済の貸付金合計額

12月31日現在

当期中未返済貸付金の

最高残高合計額

2011年 2010年 2011年 2010年

百万香港ドル 百万香港ドル

当行によるもの 73 70 83 117

子会社によるもの 13 4 15 22

86 74 98 139

50 株式報酬

a　損益計算書計上

2011年 2010年

百万香港ドル

制限付株式報奨 1,907 1,044

業績株式報奨 17 8

貯蓄型株式オプション制度 350 375

2,274 1,427

持分決済型株式報酬 2,274 1,427

現金決済型株式報酬 － －

上記の費用は、エイチエスビーシーの報酬体系の中で付与された従業員株式報奨により生じた株式報酬

取引の契約時の公正価値から算出されたものである。

エイチエスビーシー株式報奨

報奨

制限付株式報奨

方針

・報奨は、付与日より１年から５年の間に

継続してエイチエスビーシーに雇用さ

れていることを条件として受給権が確

定する。

・株式報奨には会社の業績条件は付され

ていない。

・一部の株式は雇用終了までの継続雇用

の要件に基づいて付与される。

目的

・従業員の実績、潜在的可能性および定着

に対する報奨

・人材雇用の支援

・年次賞与の一部繰延
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業績株式報奨 ・報奨は３つの独立した業績評価（相対

的なTSR(40％)、経済的利益（40％）お

よび１株あたり利益（EPS）の増加

（20％））およびエイチエスビーシー

・グループの報酬委員会による最重要

な「持続的改善」の判断に基づいて受

給権が確定する。

・業績条件は３年にわたり評価され、年に

１度見直される。

・業績条件が満たされなかった場合、報奨

の権利は失効する。

・役員の関心を株主価値の創出に合わせ、

また個人の実績および潜在的可能性を

認識すること。

・価値創出に関する外部の評価、エイチエ

スビーシーへの投下資本利益率が基準

利益率を上回っている範囲に関する評

価および株主のために生み出された利

益に関する直接的評価を考慮して、長期

にわたるエイチエスビーシーの相対的

および絶対な業績を反映させること。

業績達成株式報奨 ・追加報奨が３年間の権利確定期間にわ

たり実施された。

・追加の株式報奨と合わせて当初の報奨

は、エイチエスビーシー・グループ内に

おける３年の継続雇用後に株式が引き

渡される。

・株式報奨は、会社の業績条件が付されて

いない。

・従業員の間に幅広くエイチエスビー

シーの株式への関心を高めること。

・適格従業員の前年度の実績を報奨する。

・高い実績および/または上級および中級

管理職は、通常彼らの年次報酬レビュー

で業績達成株式の適格者となる。

b　エイチエスビーシー株式報奨の変動

当行グループ

制限付株式報奨 業績株式報奨
1

業績達成株式報奨
1

2011年 2010年 2011年 2010年 2011年 2010年

株式数

（千個）

株式数

（千個）

株式数

（千個）

株式数

（千個）

株式数

（千個）

株式数

（千個）

１月１日現在残高 38,476 21,759 283 676 2,911 5,203 

期中における増加 17,380 23,912 10 17 33 123 

期中における引渡 (4,674)(4,554) (61) (140) (2,886)(2,103)

期中における移管 744 340 － (37) (12) (50)

期中における行使期

限切れ
(1,701)(2,981) (232) (233) (46) (262)

12月31日現在残高 50,225 38,476 － 283 － 2,911 

加重平均権利確定残

存期間（年数）
0.68 1.30 － 0.23 － 0.25 

1　期中における増加は再投資された配当同等物で構成される。

エイチエスビーシー株式オプション制度
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報奨

貯蓄型株式オプショ

ン制度

方針

・オプションは、１年契約の貯蓄型契約で

は、契約開始から１年目の応答日から

３ヶ月間あるいは３年または５年契約

の貯蓄契約では、契約開始から３年目ま

たは５年目の応答日から６ヶ月間行使

可能である。

・行使価格は申込案内日の直前の日の市

場価格に対して20％（2010年：20％）

割り引いた価格に設定される（15％の

割引率が適用される米国のサブ・プラ

ンのもとで付与された１年オプション

を除く）。

目的

・適格従業員を対象として、月額最高250

ポンド（または、米ドル、香港ドルまた

はユーロでの相当額）までの積立てを

行い、その貯蓄を株式取得に使用するオ

プション。

・従業員の関心を株主価値の創出にあわ

せること。

役員株式オプション

制度（ESOS）、グ

ループ株式オプショ

ン制度（GSOP）

・権利確定は特定のTSR目標の達成に基づ

く。

・付与日より３年目から10年目に行使可

能である。

・2005年５月に制度は廃止。

・2000年から2005年までの期間において

特定のエイチエスビーシーの従業員は

株式オプションが付与される長期イン

センティブ制度。

・高い実績をおさめている従業員の関心

を株主価値の創出に合わせること。

次ページの表は、当事業年度のエイチエスビーシー株式オプション制度における変動を示している。

公正価値の算定

株式オプション/報奨の付与日現在における公正価値は、ブラック・ショールズ・モデルを用いて算定さ

れている。一定期間のエイチエスビーシーの株主総利回り（TSR）に応じて権利が確定するオプション/株

式報奨をモデル化する場合、TSRの業績目標は、モンテ・カルロ・シュミレーションを用いたモデルの中に

組み込まれる。公正価値の算定には仮定を使用しており、また使用するモデルにも限界があるため、算定さ

れた公正価値は、本質的に主観的で不確実なものである。

c　付与されたオプションの公正価値の見積りに用いられた重要な仮定の加重平均値

期間１年の貯蓄型

株式オプション

制度

期間３年の貯蓄型

株式オプション

制度

期間５年の貯蓄型

株式オプション

制度

2011年

リスク・フリー金利
 1
（％） 0.8 1.7 2.5

予想年数
 2
（年数） 1 3 5

予想ボラティリティ
 3
（％） 25 25 25

付与日における株価（ポンド） 6.37 6.37 6.37

2010年

リスク・フリー金利
 1
（％） 0.7 1.9 2.9

予想年数
 2
（年数） 1 3 5

予想ボラティリティ
 3
（％） 30 30 30
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付与日における株価（ポンド） 6.82 6.82 6.82

1 リスク・フリー金利は、英国債イールド・カーブをもとに決定された。海外貯蓄型株式オプション制度についても

同様のイールド・カーブが使用された。

2 オプションの予想年数は、オプション保有者の行動によって異なるものであり、その情報は過去の観察可能なデー

タに基づいてオプション・モデルに組み込まれる。予想年数は単独の入力パラメーターではなく、様々な行動に関

する仮定の関数である。

3 予想ボラティリティは、過去の平均株価ボラティリティ、および当該従業員オプションと類似する満期を有し、取引

されているエイチエスビーシー株式に関するオプションから得られるインプライド・ボラティリティの両方を考

慮することによって見積られている。

次年度以降権利が確定した米ドル建ての予想配当利回りは、年4.5％（2010年：4.5％）と決定されたが、

これは一般的なアナリストの予測と一致したものである。

d　エイチエスビーシー株式オプション制度の変動

当行グループ

ESOSおよびGSOP

行使価格が英ポンド建ての

貯蓄型オプション制度

行使価格が香港ドル建ての

貯蓄型オプション制度

オプション

数（千個）

WAEP
 1

（ポンド）

オプション

数（千個）

WAEP
 1

（ポンド）

オプション

数（千個）

WAEP
 1

（香港ドル）

2011年

１月１日現在残高 19,895 7.07 15,404 3.99 45,306 40.72

期中における付与 － － 3,551 5.10 4,857 64.99

期中における権利失効/

行使期限切れ
(4,171) 7.54 (2,757) 4.88 (4,039) 53.06

期中における権利行使 (107) 6.03 (1,719) 5.47 (2,355) 60.99

当期における移管 (63) 7.74 108 3.71 (36) 35.98

12月31日現在残高 15,554 6.95 14,587 3.93 43,733 53.06

12月31日現在行使可能 15,554 6.95 317 6.01 50 91.61

2011年12月31日現在

期中において付与されたオプ

ションの加重平均公正価値
－ 1.25 15.68

オプション行使日現在におけ

る加重平均株式価格
6.45 5.40 69.24

加重平均残存契約期間

（年数）
1.57 1.75 2.02

行使価格の範囲 6.02-7.96 3.31-6.69 37.88-94.51

2010年

１月１日現在残高 22,379 7.03 16,151 3.67 48,513 38.49

期中における付与 － － 3,755 5.46 4,796 62.98

期中における権利失効/

行使期限切れ
(1,305) 6.89 (1,734) 4.32 (3,116) 44.10

期中における権利行使 (1,226) 6.43 (2,859) 3.91 (4,847) 38.26

当期における移管 47 6.92 91 3.87 (40) 49.10

12月31日現在残高 19,895 7.07 15,404 3.99 45,306 40.72

12月31日現在行使可能 19,895 7.07 233 6.09 69 94.51

2010年12月31日現在
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期中において付与されたオプ

ションの加重平均公正価値
－ 1.48 19.02

オプション行使日現在におけ

る加重平均株式価格
6.65 6.53 79.38

加重平均残存契約期間

（年数）
2.15 2.45 2.89

行使価格の範囲 6.02-7.96 3.31-6.69 37.88-94.51

1 加重平均行使価格

当事業年度中において制度のために付与されたオプションで、オプション価格がユーロ建ておよび米ド

ル建てのものは僅少であった。

次へ 
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51 金融商品の公正価値

公正価値は取引の知識がある当事者の自発的な独立第三者間取引において、資産との交換または負債の

決済が可能な金額のことである。

継続的に公正価値で測定される金融商品には、トレーディング資産および負債、損益を通じて公正価値評

価の指定を受けた金融商品、デリバティブ、ならびに売却可能として分類される金融商品（短期国債および

その他の適格証券、負債証券および持分証券を含む）が含まれる。取引費用は公正価値の算定には含まれな

い。仲介手数料、手数料費用、および取引後にかかる費用等を含む組成費用は、営業費用に含まれる。将来的

に店頭デリバティブ・ポートフォリオ管理に必要となる費用も、公正価値の計算には含まれないが、発生時

に費用計上される。

管理の枠組み

公正価値は、リスクを取る立場から独立した部門によって決定または検証されることを確実にすること

を目的とした管理の枠組みの適用を受ける。

公正価値が外部の相場価格またはモデルへの観察可能な価格の入力データを参照して決定されるすべて

の金融商品については、独立した価格決定または検証が行われる。活発に取引されていない市場では取引価

格を直接観察できない場合がある。このような状況においては、当行グループは金融商品の公正価値を検証

するにあたって代替的な市場情報を入手する。関連性および信頼性が高いと考えられる情報ほど重視され

る。この点において特に以下の要素が考慮される。

・価格が真正な取引価格または取引可能価格であると見込まれる程度

・金融商品間の類似性の程度

・異なる情報源間の一貫性の程度

・データを入手するために価格提供者が行ったプロセス

・市場データが関連する日から期末日までの経過期間

・データの入手方法

評価モデルを用いて決定された公正価値についての管理の枠組みは、該当する場合、（ⅰ）評価モデルの

ロジック、（ⅱ）評価モデルへの入力データ、（ⅲ）評価モデル以外で必要な調整、および（ⅳ）可能であ

れば、モデルからのアウトプットの独立した開発または検証を含む。評価モデルは、使用可能となる前に精

査および調整プロセスを経ており、継続的に外部の市場データに対して調整される。

この目的を達成するために、公正価値の決定に関する最終的な責任は財務部門にあり、財務部門は当行グ

ループの財務担当取締役に報告する。財務部門は会計方針および評価管理手続きを確立し、関連するすべて

の会計基準に確実に準拠していることに責任を持つ。

公正価値で計上される金融商品の公正価値の決定

公正価値は以下の階層に従って決定される。

・レベル１－市場価格

活発な市場における同一商品の市場価格を有する金融商品

・レベル２－観察可能な入力データを用いた評価手法

活発な市場における類似商品の市場価格または活発に取引されていない市場における同一商品また
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は類似商品の市場価格を有する金融商品、およびすべての重要な入力データが観察可能であるモデル

を用いて評価された金融商品

・レベル３－重要な観察不能な入力データによる評価手法

１つまたは複数の重要な入力データが観察不能である評価手法を用いて評価された金融商品

公正価値の最も適切な証拠は、活発に取引されている市場における市場価格である。活発な市場における

金融商品の公正価値は、保有資産については買値で、発行済負債については売値で算定される。金融商品が

活発な市場における市場価格を有しており、それがポートフォリオの一部である場合、当該ポートフォリオ

の公正価値はユニット数と市場価格の積として表され、大量保有による割引は適用されない。金融商品の市

場が活発でない場合には、評価手法が用いられる。

市場が活発であるかどうかについての判断には、取引活動の規模および頻度、価格の入手可能性ならびに

ビッド／オファー・スプレッドの規模などの要因を検討することが含まれるが、これに限定されない。ビッ

ド／オファー・スプレッドは、市場参加者が自発的に購入したいと考える金額と売却したいと考える金額

の差額を表すものである。活発に取引されていない市場では、取引価格が公正価値の証拠をもたらしている

ことの保証を得るため、あるいは金融商品の公正価値を測定する上で必要となる取引価格の調整を決定す

るため、評価プロセスにおいて追加的な作業が必要となる。

評価手法は、金利イールド・カーブ、為替レート、ボラティリティ、期前返済率および債務不履行率など、

その他の市場参加者が評価を行う際に使用する要素についての仮定を取り入れている。当行グループは、担

保を付された契約相手方との間および重要な主要通貨において、翌日物金利を反映するディスカウント・

カーブ（「OISディスカウント」）を適用した。2010年より前においては、ディスカウント・カーブは翌日

物金利要素を反映しておらず、市場慣行に従って、期間LIBOR金利に基づいていた。当事業年度中に当行グ

ループは、確立しつつある市場慣行に従って、重要な通貨の範囲を拡大してOISディスカウント・カーブを

適用した。当該変更による財務上の影響は、適用時点においては軽微であった。

評価手法の大半は観察可能な市場データのみを使用する。しかし、一部の金融商品は、観察不能な１つま

たは複数の重要な入力データを用いた評価手法に基づいて評価されており、これらの金融商品について得

られる公正価値の測定結果は、さらなる判断を伴うものである。ある金融商品の帳簿価額および/または取

引開始時の利益（「初日の損益」）のかなりの割合が観察不能な入力データによって導き出されていると

経営陣が考える場合、その金融商品全体が重要な観察不能な入力データを用いて評価されているものとし

て分類される。このような状況における「観察不能」とは、独立した第三者間取引が起こり得る価格を決定

付ける現行の市場データがほとんどない、または皆無であることを意味するが、通常、公正価値の決定の基

礎となる使用可能な市場データが皆無であることを意味するものではない（例えば、コンセンサスプライ

スのデータが使用される場合がある）。

特定の状況（主に債務が金利デリバティブを用いてヘッジされている場合）において、当行グループは、

入手可能な場合、関連する特定の金融商品の活発な市場における市場価格に基づいて、発行済負債を公正価

値で計上する。市場価格が入手できない場合、これらの発行済負債は評価手法を用いて評価され、その入力

データは当該金融商品の活発に取引されていない市場における市場価格に基づくか、または類似する金融

商品の活発な市場における市場価格と比較することによって見積られる。どちらの場合でも、公正価値は、

当行グループの負債に適した信用スプレッドを適用することによる影響を含んでいる。当行グループの信

用スプレッドに起因する発行済負債証券の公正価値変動は以下のとおり算定される。各報告日において証

券ごとに、外部により検証可能な価格を入手する、または評価に信用スプレッドを組み込むことによって価

格を導き出す。その後、割引キャッシュ・フローを使用し、LIBORのディスカウント・カーブを用いて各証券
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を評価する。評価上の差異は当行グループの信用スプレッドに起因する。この手法はすべての証券に一貫し

て適用されている。

発行済仕組債および特定のその他複合金融商品の負債は、公正価値で測定され、トレーディング負債に計

上されている。これらの金融商品に適用されている信用スプレッドは、当行グループが仕組債を発行した時

点におけるスプレッドから導かれている。

当行グループが発行した負債の信用スプレッドにおける変動から生じた利益および損失は、当該債券が

プレミアムまたはディスカウントで償還されなければ、債券の契約期間にわたって戻し入れられる。

公正価値調整

市場参加者が考慮する追加的な要因があり、それらが評価モデルに織り込まれていないと当行グループ

がみなした場合に、公正価値調整が行われる。公正価値調整の規模は多くの企業固有の要因に左右されるた

め、公正価値調整は銀行業界全体にわたって比較できない可能性がある。

当行グループは公正価値調整を「リスク関連」または「モデル関連」に分類している。これらの調整の

大半はグローバル・バンキング・アンド・マーケッツに関するものである。

公正価値調整のレベルの変動は、必ずしも損益計算書における損益の認識につながるものではない。例え

ば、モデルが改善された場合、公正価値調整が必要なくなる可能性がある。同様に、関連するポジションが解

消された場合、公正価値調整額は減少するが、これにより損益が発生しない可能性もある。

リスク関連の調整

（ⅰ）ビッド－オファー

HKAS第39号は、必要に応じて、ポートフォリオをビッドまたはオファーで評価するよう求めている。評価

モデルは通常、中値を導き出す。ビッド－オファー調整は、実質的にすべての残存する正味ポートフォリオ

市場リスクが、利用可能なヘッジ手段を用いて、あるいは実際のポジションを処分または解消することによ

り手仕舞れた場合に発生するコストを反映している。

（ⅱ）不確実性

特定のモデルの入力データは市場データから容易に決定できない場合があり、かつ/またはモデルの選択

自体がより主観的である場合がある。これらの状況において、金融商品または市場パラメーターが前提とす

る潜在的価値に幅があり、市場参加者が当該金融商品の公正価値を見積もる際に、不確実なパラメーターお

よび／またはモデルの仮定について評価モデルに用いられる数値よりも保守的な数値を採用する可能性を

反映するために、調整が必要となることがある。

（ⅲ）信用リスク調整

信用リスク調整は、契約相手が債務不履行に陥り、当行グループが当該取引の市場価値の全額を受け取る

ことができない可能性を公正価値に反映させるためにOTCデリバティブ契約の評価に対して行われる調整

である。

モデル関連の調整
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（ⅰ）モデルの限界

ポートフォリオ評価のために使用されるモデルは、重要な市場特性をすべて捉えていない簡略化された

一連の仮定に基づいている場合がある。また、市場は発展しており、現在の市況におけるすべての重要な市

場特性を捉えるために、過去に適切であったモデルに改良が必要な場合がある。これらの状況において、モ

デルの限界に関する調整が行われる。モデルの改良が進むにつれて、評価モデルにおいてモデルの限界は解

消され、モデルの限界に関する調整は必要なくなる。

（ⅱ）取引開始時の利益（初日の損益準備金）

取引開始時の利益に関する調整は、評価モデルによって見積もられた公正価値が１つ以上の重要な観察

不能な入力データに基づいている場合に行われる。取引開始時の利益に関する調整の会計処理については、

注記３(h)に記載されている。繰り延べられた初日の損益準備金の変動に関する分析は注記17(b)に記載さ

れている。

信用リスク調整方法

当行グループ各社ごとに、その会社において契約相手ごとにさらされているリスクに対して、個別の信用

リスク調整が算定されている。モノライン保険会社の信用リスク調整および様々な仮定に対する感応度の

計算については、以下に記載されている。信用リスク調整は、契約相手方の正の予想エクスポージャーに対

してデフォルト（債務不履行）確率を適用し、その結果にデフォルト時の予想損失を乗じることによって

算定されている。この計算は、潜在的なエクスポージャー期間にわたって実施される。

デフォルト（債務不履行）確率は、契約相手方に対する当行グループ内部の信用格付けに基づいており、

過去の格付推移マトリクスの利用を通じて、エクスポージャー期間にわたって信用格付が悪化する可能性

を考慮している。ほとんどの商品について、契約相手方に対して予想される正のエクスポージャーを算定す

るためにシミュレーション法が用いられるが、シミュレーション法は商品の契約期間中の契約相手方との

取引ポートフォリオに係る様々な潜在的エクスポージャーを取り込むために用いられる。当該シミュレー

ション法には、契約相手方とのネッティング契約および担保契約等の信用補完が含まれている。債務不履行

の仮定において、60％の標準損失が通常採用される。当行グループは、当行グループ自身の信用リスクにつ

いてデリバティブ負債の調整を行っていない。そうした調整は、「負債評価調整」と呼ばれることもある。

当行グループは、商品が現在、当該シミュレーションでサポートされていない特定の非標準型デリバティ

ブまたは当該シミュレーション・ツールがまだ利用可能になっていない、より小規模な取引地域における

デリバティブのエクスポージャーについて代替的手法を適用する。これらの代替的手法は、シミュレーショ

ン・ツールを用いて結果を類似商品にマッピングする方法を取り込んでいる場合があり、そうしたマッピ

ング・アプローチが適切でない場合には、通常、シミュレーション法と同じ原則に従った、簡略化した手法

が用いられる。この算定は取引レベルで適用され、前述のシミュレーション法で用いられるネッティング契

約または担保契約等の信用補完の認識がより限定される。

当該手法は、通常、「誤方向リスク」を考慮していない。誤方向リスクは、信用リスク調整前のデリバティ

ブの潜在的価値が契約相手方のデフォルト（債務不履行）確率と正の相関関係にある場合に生じる。重要

な誤方向リスクが存在する場合、評価に内在する誤方向リスクを反映するために取引ごとの個別のアプ

ローチが適用される。

すべての第三者契約相手方が信用リスク調整の計算に含まれており、信用リスク調整を当行グループ会

社間でネッティングしていない。
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2011年度中に、信用リスク調整の計算に使用された手法に対して重要な変更は行われなかった。

公正価値評価基準

金融商品の各種類別の公正価値の計算に使用されたアプローチは以下のとおりである。

プライベート・エクイティおよび戦略的投資

当行グループのプライベート・エクイティおよび戦略的投資は、通常、売却可能として分類されており、

活発な市場では取引されていない。活発な市場が存在しない場合、投資の公正価値は、投資対象会社の財政

状態および経営成績、リスク・プロファイル、見通しならびにその他の要素の分析に基づいて見積られ、さ

らに活発な市場における類似した会社の市場評価または類似した会社が所有者を変更した時点の価格など

を参照することによって見積られる。

アセット・バック証券

これらの証券の公正価値を決定するために市場価格が通常用いられているが、入手可能な限られた市場

データの信頼性を実証するため、また市場価格に対する調整が必要か否かを特定するためには評価モデル

が用いられる。住宅抵当証券（MBS）を含むABSの評価では、業界標準モデルおよび必要に応じて、期前返済

率、担保の種類に基づく債務不履行率および損失の規模、ならびに業績に関連した仮定を用いる。評価のア

ウトプットは、一貫性について、類似する性質をもつ証券の観察可能なデータと比較される。

レバレッジ・ファイナンスおよび証券化目的の貸付金を含む貸付金

公正価値で保有されている貸付金は、入手可能な場合は、ブローカーの指し値および/または市場データ

コンセンサス・プロバイダーの価格に基づいて評価される。入手不能な場合、公正価値は、評価手法を用い

て決定される。これらの評価手法には、同一または比較可能な事業体が発行するその他の市場金融商品から

導かれた、貸付金に適した信用スプレッドに関する仮定を織り込んだ割引キャッシュ・フロー・モデルが

含まれる。

負債証券、短期国債およびその他の適格証券、ならびに株式

これらの商品は、入手可能な場合、取引所、ディーラー、ブローカー、産業グループまたは値付けサービス

機関から入手した市場価格に基づいて評価される。入手不能な場合、類似商品の市場価格を参照することに

よって、あるいは特定の抵当証券および非公開株式の場合には、観察可能および観察不能な市場データから

決定した入力データを用いた評価手法によって決定される。

仕組債

評価手法を用いて評価した仕組債の公正価値は、基礎となる負債証券の公正価値から導き出される。組込

デリバティブの公正価値の決定については、下記のデリバティブに関するパラグラフで説明されている。

重要な観察不能な入力データによる評価手法を用いて評価したトレーディング負債は主に、当行グルー

プが発行し、契約相手方に特定の持分証券の業績と連動した利益を提供する株式連動仕組債およびその他

のポートフォリオで構成されている。当該仕組債は、長期株式ボラティリティ、ならびに株価間、株価と金利
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間および金利と為替レート間の相関関係等のパラメーターが観察不能であることから、レベル３に分類さ

れる。

デリバティブ

店頭（すなわち、場外取引）のデリバティブは、評価モデルを用いて評価される。評価モデルは、「無裁

定」原則に基づいて、予測将来キャッシュ・フローの現在価値を算定する。金利スワップやヨーロピアン・

オプションなどの多くの一般デリバティブ商品に関して利用されるモデル・アプローチは、業界で標準的

に用いられているものである。より複雑なデリバティブ商品の場合は、実務上の相違が一部見られる。評価

モデルへの入力データは、可能な場合には常に、取引所、ディーラー、ブローカー、またはコンセンサスプラ

イスのプロバイダーから得られる価格を含む、観察可能な市場データから決定される。特定の入力データ

は、市場では直接的に観察されない場合があるが、モデル調整手順を経た観察可能な価格から決定される

か、あるいは実績データまたはその他のデータから見積ることができる。一般的に観察可能な入力データの

例には、直物および先物為替レート、ベンチマーク金利カーブおよび通常取引されているオプション商品の

ボラティリティ局面が含まれる。観察不能な入力データの例には、あまり一般に取引されていないオプショ

ン商品の全部または一部のボラティリティ局面、ならびに為替レート、金利および株価などの市場要因間の

相関関係が含まれる。

公正価値決定の分析

下表は、連結財務諸表上に公正価値で測定される金融資産および金融負債の評価基準についての分析を

示したものである。

当行グループ

評価手法

市場価格

レベル１

観察可能な入

力データの使

用

レベル２

重要な観察不

能な入力デー

タの使用

レベル３ 第三者合計

エイチエス

ビーシー・

グループ

会社金額 合計

百万香港ドル

2011年12月31日現在

資産

トレーディング資産 306,444 140,294 1,230 447,968 － 447,968 

公正価値評価の指定を受

けた金融資産
33,552 20,637 3,481 57,670 － 57,670 

デリバティブ 3,146 286,765 1,408 291,319 85,977 377,296 

売却可能投資
1 544,954 459,528 17,085 1,021,567 － 1,021,567 

負債

トレーディング負債 53,214 103,703 14,514 171,431 － 171,431 

公正価値評価の指定を受

けた金融負債
－ 40,392 － 40,392 － 40,392 

デリバティブ 6,117 285,427 1,045 292,589 90,663 383,252 

2010年12月31日現在
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資産

トレーディング資産 263,579 124,594 2,035 390,208 － 390,208 

公正価値評価の指定を受

けた金融資産
38,300 13,867 2,437 54,604 － 54,604 

デリバティブ 2,533 236,479 1,372 240,384 62,238 302,622 

売却可能投資
1 494,178 534,623 22,155 1,050,956 － 1,050,956 

負債

トレーディング負債 56,846 80,174 14,514 151,534 － 151,534 

公正価値評価の指定を受

けた金融負債
－ 40,327 － 40,327 － 40,327 

デリバティブ 2,617 234,996 1,612 239,225 70,613 309,838 

当事業年度中にレベル１とレベル２の間の重要な変動はなかった。

当行

評価手法

市場価格

レベル１

観察可能な入

力データの使

用

レベル２

重要な観察不能

な入力データの

使用

レベル３ 第三者合計

エイチエス

ビーシー・

グループ

会社金額 合計

百万香港ドル

2011年12月31日現在

資産

トレーディング資産 234,611 81,546 1,164 317,321 － 317,321 

公正価値評価の指定を受

けた金融資産
－ 2,283 － 2,283 － 2,283 

デリバティブ 2,539 277,227 1,131 280,897 89,781 370,678 

売却可能投資
1 453,706219,516 12,773 685,995 － 685,995 

負債

トレーディング負債 25,746 46,973 6,240 78,959 － 78,959 

公正価値評価の指定を受

けた金融負債
－ 5,910 － 5,910 － 5,910 

デリバティブ 5,856 276,699 933 283,488 93,677 377,165 

2010年12月31日現在

資産

トレーディング資産 230,705 65,256 1,968 297,929 － 297,929 

公正価値評価の指定を受

けた金融資産
－ 1,974 112 2,086 － 2,086 

デリバティブ 1,753 227,519 1,075 230,347 65,132 295,479 

売却可能投資
1 449,296317,363 17,708 784,367 － 784,367 

負債

トレーディング負債 37,123 46,270 7,791 91,184 － 91,184 
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公正価値評価の指定を受

けた金融負債
－ 6,581 － 6,581 － 6,581 

デリバティブ 2,332 226,901 1,495 230,728 73,154 303,882 

1 貸借対照表項目に関する売却可能投資の分析については、注記10に記載されている。

当事業年度中にレベル１とレベル２の間の重要な変動はなかった。

公正価値階層のレベル３における公正価値測定に関する調整

下表は、重要な観察不能な入力データによる評価手法を用いて公正価値で測定されたレベル３の金融商

品の期首残高と期末残高との変動調整表である。

当行グループ

資産 負債

売却

可能

トレー

ディング

目的保有

損益を通じ

た公正価値

評価の指定

デリバ

ティブ

トレーディ

ング目的保

有

損益を通じ

た公正価値

評価の指定

デリバ

ティブ

百万香港ドル 百万香港ドル

2011年１月１日現在 22,155 2,035 2,437 1,372 14,514 － 1,612 

損益に認識された利益また

は損失合計
(324) (60) 52 782 (433) － 282 

その他包括利益に認識され

た利益または損失合計
 (1,460) (30) (4) (14) (71) － 3 

購入 3,544 1,070 1,459 － － － －

発行 － － － － 2,368 － －

売却 (85) (737) (157) － － － －

預託/決済 (4,597) (625) (44) 87 3,886 － (106)

振替（出） (2,273) (916) (1,276) (930) (8,009) － (768)

振替（入） 125 493 1,014 111 2,259 － 22 

2011年12月31日現在 17,085 1,230 3,481 1,408 14,514 － 1,045 

報告期間末現在で保有して

いた資産および負債に関

して損益に認識された利

益または損失合計
1

(8) 5 60 58 (167) － (265)

2010年１月１日現在 24,161 2,591 5,890 1,891 11,357 － 2,981 

損益に認識された利益また

は損失合計
308 371 492 184 35 － (192)

その他包括利益に認識され

た利益または損失合計
 1,878 15 12 34 506 － 16 

購入 3,367 279 460 － － － －

発行 － － － － 2,827 － －

売却 (1,347) (2,045) (216) － － － －

預託/決済 (539) 475 (170) 1,421 127 － 772 

振替（出） (17,961)(2,171) (5,423)（2,462) (2,952) － (2,351)

振替（入） 12,288 2,520 1,392 304 2,614 － 386 

2010年12月31日現在 22,155 2,035 2,437 1,372 14,514 － 1,612 
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報告期間末現在で保有して

いた資産および負債に関

して損益に認識された利

益または損失合計
1

63 58 190 97 (114) － (78)

当行

資産 負債

売却

可能

トレーディ

ング目的保

有

損益を通

じた公正

価値評価

の指定

デリバ

ティブ

トレーディ

ング目的保

有

損益を通

じた公正

価値評価

の指定

デリバ

ティブ

百万香港ドル 百万香港ドル

2011年１月１日現在 17,708 1,968 112 1,075 7,791 － 1,495 

損益に認識された利益ま

たは損失合計
(5) (60) (34) 871 (480) － 192 

その他包括利益に認識さ

れた利益または損失合計
(1,896) (30) － (15) (49) － (1)

購入 3,001 1,070 － － － － －

発行 － － － － 1,952 － －

売却 － (737) (78) － － － －

預託/決済 (3,877)(625) － (25) (59) － (73)

振替（出） (2,158)(915) － (884) (3,169) － (702)

振替（入） － 493 － 109 254 － 22 

2011年12月31日現在 12,773 1,164 － 1,131 6,240 － 933 

報告期間末現在で保有し

ていた資産および負債に

関して損益に認識された

利益または損失合計
1

214 2 － 183 (155) － (203)

2010年１月１日現在 21,711 1,733 167 1,759 4,859 － 2,911 

損益に認識された利益ま

たは損失合計
640 2 21 77 119 － (300)

その他包括利益に認識さ

れた利益または損失合計
1,025 13 － 33 93 － 15 

購入 2,959 278 － － － － －

発行 － － － － 2,220 － －

売却 (1,338)(1,445) － － － － －

預託/決済 (241) 475 － 1,283 708 － 786 

振替（出） (16,800)(1,542) (76) (2,381) (862) － (2,303)

振替（入） 9,752 2,454 － 304 654 － 386 

2010年12月31日現在 17,708 1,968 112 1,075 7,791 － 1,495 

報告期間末現在で保有し

ていた資産および負債に

関して損益に認識された

利益または損失合計
1

140 58 21 52 (60) － 34 

1 当該金額は、その他のエイチエスビーシー・グループ会社との反対取引によってリスクが相殺される利益または損

失合計を考慮した後、純額ベースで報告されている。

売却目的有価証券およびトレーディング目的で保有する資産に関して、特定の負債証券の評価の観察可

能性の結果、当事業年度においてこれらの資産がレベル３から振り替えられている。レベル３への振替もま
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た、特定の負債証券に関連してこれらの資産の評価が当事業年度において観察不能になったために発生し

ている。

損益を通じた公正価値評価の指定を受けた資産に関しては、特定の負債証券および持分証券の評価の観

察可能性の結果、当事業年度においてこれらの資産がレベル３から振り替えられている。レベル３への振替

は、特定の負債証券の評価が当事業年度において観察不能になったためである。

デリバティブ資産および負債に関しては、当事業年度において金利ベースのスプレッドおよび株式のボ

ラティリティの観察可能性が増加した結果、レベル３からの振替につながった。さらに、クレジット・デ

フォルト・スワップの観察不能性により、デリバティブ資産および負債をレベル３へ振り替える結果と

なった。

トレーディング目的で保有する負債に関して、レベル３への振替は、主としてボラティリティの観察可能

性の減少によるものである。レベル３からの振替はボラティリティおよび相関関係の観察可能性の増加に

よるものであった。

トレーディング目的で保有する資産および負債に関しては、実現および未実現の利益および損失は損益

計算書の「正味トレーディング収益」に表示される。

公正価値評価の指定を受けた資産および負債の公正価値の変動は、損益計算書の「公正価値評価の指定

を受けた金融商品からの純（費用）/収益」に表示される。

売却可能有価証券によって生じた実現利益および損失は、損益計算書の「金融投資による純収益」に表

示され、未実現利益および損失は、その他包括利益の「売却可能投資」の中の「資本に計上された公正価値

変動」に表示される。

合理的に可能な代替手段に対する重要な観察不能な仮定の変動による影響

上記のように、金融商品の公正価値は、特定の状況において、同一商品における観察可能な現在の市場取

引から入手される価格によって裏付けられておらず、観察可能な市場データに基づいていない仮定を織り

込んだ評価モデルを用いて測定されている。下表は、合理的に可能な代替的仮定に対するこれらの公正価値

の感応度を示している。

合理的に可能な代替的仮定に対する公正価値の感応度

当行グループ

損益計算書に反映 その他包括利益に反映

有利な変動 不利な変動 有利な変動 不利な変動

百万香港ドル 百万香港ドル

2011年12月31日現在

デリバティブ/トレーディング資産/トレー

ディング負債
 353 (281) － －

公正価値評価の指定を受けた金融資産/負

債
348 (348) － －

金融投資：売却可能 － － 1,663 (1,663)

2010年12月31日現在
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デリバティブ/トレーディング資産/トレー

ディング負債
 492 (494) － －

公正価値評価の指定を受けた金融資産/負

債
234 (234) － －

金融投資：売却可能 － － 2,073 (2,073)

当行

損益計算書に反映 その他包括利益に反映

有利な変動 不利な変動 有利な変動 不利な変動

百万香港ドル 百万香港ドル

2011年12月31日現在

デリバティブ/トレーディング資産/トレー

ディング負債
 223 (153) － －

公正価値評価の指定を受けた金融資産/負

債
－ － － －

金融投資：売却可能 － － 1,232 (1,232)

2010年12月31日現在

デリバティブ/トレーディング資産/トレー

ディング負債
 444 (445) － －

公正価値評価の指定を受けた金融資産/負

債
2 (2) － －

金融投資：売却可能 － － 1,632 (1,632)

損益計算書に計上された公正価値の変動

下表は、当期中において損益計算書に認識された公正価値の変動の詳細である。ここでは、公正価値は、同

一商品の観察可能な現在の市場取引によって得られる価格によって裏付けられていない、重要な仮定を組

み込んだ評価手法を使用して見積られており、また観察可能な市場データに基づいていない。

・下表はこれらの商品の公正価値の変動合計の詳細である。観察不能な構成要素に帰属する変動の構成

要素を区分していない。

・重要な観察不能な入力データで評価される商品は、しばしば観察可能な入力データを用いて評価され

る商品で動的にヘッジされる。下表は、これらのヘッジにおける公正価値の変動を含めていない。

当行グループ 当行

2011年 2010年 2011年 2010年

百万香港ドル 百万香港ドル

12月31日現在

デリバティブ/トレーディング資産/ト

レーディング負債
 (369) (37) (173) 84

公正価値評価の指定を受けた金融資産/負

債
60 190 － 21

公正価値以外の方法により計上されている金融商品の公正価値

下表は、貸借対照表上に公正価値で計上されない金融商品の公正価値の分析を示したものである。その他

すべての商品において、公正価値は帳簿価額と同額である。
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当行グループ

2011年12月31日現在 2010年12月31日現在

帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

百万香港ドル 百万香港ドル

資産

銀行預け金 654,581 654,756 597,081 597,144 

顧客に対する貸付金 2,130,871 2,101,243 1,891,060 1,889,974 

負債証券 143,062 151,363 128,033 132,832 

負債

銀行からの預金 222,582 222,697 167,827 167,832 

顧客からの預金 3,565,001 3,565,036 3,313,244 3,313,148 

発行済負債証券 77,472 77,330 59,283 59,343 

劣後債務 16,114 14,157 21,254 19,771 

優先株式 97,096 86,932 101,458 93,232 

当行

2011年12月31日現在 2010年12月31日現在

帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

百万香港ドル 百万香港ドル

資産

銀行預け金 341,527 341,970 318,912 318,983 

顧客に対する貸付金 1,176,602 1,159,635 1,016,312 1,015,787 

負債

銀行からの預金 158,746 158,743 130,476 130,475 

顧客からの預金 2,220,072 2,220,031 2,044,664 2,044,807 

発行済負債証券 46,360 46,245 43,139 43,160 

劣後債務 9,386 7,354 9,404 7,992 

優先株式 96,969 86,805 101,306 93,081 

以下の一覧は、その性質上短期である、または頻繁に現在の市場金利に金利更改が行われる等の理由によ

り、帳簿価額が公正価値の合理的な近似値となっている金融商品を示している。

資産 負債

現金および中央銀行預け金 他行へ送金中の項目

香港政府債務証書 香港流通紙幣

他行から回収中の項目 裏書および支払承諾

裏書および支払承諾見返 「その他負債」内の短期支払債務

「その他資産」内の短期受取債権 未払費用

未収収益 「保険契約に基づく負債」内の任意参加型の投資契約

貸借対照表上に公正価値で計上されていない金融商品の公正価値は、以下に記載されたとおり算定され
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る。

公正価値の算定には、取引の知識がある当事者の自発的な独立第三者間取引において、金融資産との交換

または負債の決済が可能な金額に関する当行グループの見積りが組み込まれている。この算定は、当行グ

ループが金融商品の予想将来有効期間にわたりそのキャッシュ・フローから生じると予想する経済的便益

および費用を反映していない。他の報告企業は、観察可能な市場価格が入手できない公正価値を決定する際

に異なる評価手法および仮定を用いる可能性がある。したがって、企業間での公正価値の比較には意味がな

い場合があるため、このデータを利用するにあたり利用者は注意する必要がある。

以下の種類の金融商品は、トレーディング目的で保有する、または損益を通じた公正価値評価の指定を受

けた金融商品である場合を除き、償却原価で測定される。資産または負債が公正価値ヘッジに指定され適格

とされているデリバティブによってヘッジされている場合、ヘッジされる資産または負債の帳簿価額には、

ヘッジされたリスクのみに関する公正価値調整が含まれる。以下に示されている当該資産および負債の期

末日の公正価値は、以下のとおり開示目的で見積られている。

顧客に対する貸付金

顧客に対する貸付金の公正価値は、入手できる場合は観察可能な市場取引に基づいている。観察可能な市

場取引がない場合は、公正価値は割引キャッシュ・フロー・モデルを用いて見積られている。

正常貸付金は、可能な限り、満期および金利ごとに区分された同種の貸付金プールに分類されており、通

常、契約上のキャッシュ・フローは、市場参加者が満期、価格更改、および信用リスクの特性が類似する商品

を評価する際に用いる割引率に関する当行グループの見積りを用いて割り引かれる。

貸付金ポートフォリオの公正価値は、期末日現在の貸付金の減損および市場参加者の契約期間における

貸し倒れの見積りを反映している。減損貸付金の公正価値は、回収が見込まれる期間の将来キャッシュ・フ

ローを割り引くことで見積られている。

金融投資

上場金融投資の公正価値は、市場買値を用いて決定される。非上場金融投資の公正価値は、同等の上場証

券の価格および将来の収益動向を考慮に入れた評価手法を用いて決定される。

銀行および顧客からの預金

公正価値を見積るため、銀行および顧客からの預金は、残存契約期間ごとに分類されている。公正価値は、

割引キャッシュ・フローを用いて、同様の残存期間を持つ預金に提示される現在の利率を適用して見積ら

れる。要求払預金の公正価値は、期末日現在、要求に応じて支払可能な金額として仮定されている。

発行済負債証券および劣後債務

発行済負債証券および劣後債務の公正価値は、期末日における同一または類似した商品の市場価格に基

づいている。

本注記に表示されている公正価値は、特定日に評価されたものであり、当該商品の満期日または決済日に

実際に支払う金額と大幅に異なる可能性がある。多くの場合、評価されたポートフォリオの規模を考慮して

見積公正価値を即座に実現することは不可能である。したがって、これらの公正価値は、継続企業としての
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当行グループにとってのこれらの金融商品の価値を表すものではない。

金融商品のすべての種類に関して、公正価値は単一商品の価値に保有している商品数を乗じて算定され

た金額を表している。大量保有によるディスカウントまたはプレミアムの調整は行われない。

無形資産の公正価値（コア預金ポートフォリオ、クレジットカードおよび顧客関係に関する価値等）は、

それらが金融商品ではないため、上表には含まれていない。

52 リスク管理

当行グループの活動には、財務リスクの分析、評価、承認および管理が含まれる。主な財務リスクは以下の

とおりである。

・信用リスク

・流動性リスク

・市場リスク（為替、金利および株価リスクを含む）

・オペレーショナル・リスク

・保険リスク

・資本管理

エイチエスビーシー・グループ本社は、世界中のエイチエスビーシー・グループの高水準のリスク管理

方針を策定している。当行グループのリスク管理方針および手続きは、あらゆる種類のリスクが体系的に特

定、測定、分析され、積極的に管理されるようにするために、高水準の監視およびガイダンスの対象となって

いる。また、内部監査は、リスク管理および統制環境の独立したレビューにおける責任を持つ。

a 信用リスク

信用リスクは、顧客または取引相手が契約上の支払義務を履行できない場合の損失リスクである。信用リ

スクは、主に直接貸出、貿易金融およびリース事業によって生じているが、保証およびデリバティブ等のオ

フバランスシート商品ならびに当行グループが保有している負債証券およびその他の有価証券からも生じ

ている。信用リスクは、当行グループに発生するリスクのうち最大の必要規制資本を生じさせている。当行

グループには、そうしたすべての活動によって生じるリスクを管理および監視することに特化した基準、方

針および手続きがある。当行グループの主な信用リスク管理手続きおよび方針（エイチエスビーシー本社

が策定した方針に従っている）には、以下が含まれる。

・エイチエスビーシー・グループの信用方針と一貫した信用方針の形成および専用のマニュアルへの詳

細な文書化。

・当行グループの大規模な信用エクスポージャー管理方針の策定および維持。この方針は、個人顧客、顧

客グループおよびその他のリスクの集中に対する当行グループの最大エクスポージャーについて詳し

く説明するものである。

・特定の市場部門および産業への貸付に対する当行グループの姿勢および選好に関する貸付ガイドライ

ンの策定および準拠。

・客観的なリスク評価の実施。当行グループが組成した、商業上の銀行以外の信用枠のうち、指定された

限度額を超過するものはすべて、顧客に対する貸付を実行する前に信用枠のレビューが必要となる。
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・銀行およびその他金融機関に対するエクスポージャーの管理。当行グループの金融および政府部門に

おける取引相手への信用リスクおよび決済リスクの上限は、信用枠を最大限に利用し、過度なリスク集

中を避けるために整備されている。

・トレーディング目的で保有する有価証券の流動性に関する管理を策定し、金融投資に関する発行体の

限度額を設定することによる負債証券に対するエクスポージャーの管理。アセット・バック証券およ

び類似した商品に関しては、別個のポートフォリオ限度額が設定される。

・国別の上限を設定し、さらに満期別および業種別の上限を設定することにより、国別リスクおよびクロ

ス・ボーダー・リスクを管理するためのクロスボーダー・エクスポージャーの管理。

・特定の産業に対するエクスポージャーを管理する。必要に応じて、新事業に対して制限が課せられる。

あるいは、当行グループの事業体におけるエクスポージャーに上限が設けられる。

・エクスポージャーを有意義に区分し、付随するリスクの集中管理を促進するためのリスク格付けの維

持および策定。格付方法は、広範囲にわたる財務分析ならびにカウンターパーティ・リスクの評価に対

してコアとなる入力データである市場データを基礎としたツールに基づいている。より大規模な融資

枠については自動化された格付けプロセスが使用されることが多くなっているが、それぞれの場合に

おいてリスク格付けの設定に関する最終的な責任は、最終承認を下した役員にある。リスク格付けは随

時見直され、必要に応じて、適切に修正がなされる。

エイチエスビーシー・グループ本社および当行グループのリスク管理委員会（「RMC」）は共に、信用エ

クスポージャーに関する定期報告書を受け取っている。これらの報告書には、大規模な信用エクスポー

ジャー、集中、産業エクスポージャー、減損引当金の水準および国別エクスポージャーに関する情報が含ま

れている。

RMCにはリスク承認権限の責任があり、最終的なリスク方針および管理を承認している。RMCは、金融サー

ビス事業に内在するリスクを監視し、報告書を受け取り、講じる措置を決定し、リスク管理の枠組みの有効

性に関するレビューを行う。

EXCOおよびRMCは、最高リスク責任者が部門長を務めるグループリスクに特化した部門によって支援され

ている。最高リスク責任者は、EXCOおよびRMC双方のメンバーであり、最高経営責任者に報告を行う。

監査およびリスク委員会（「ARC」）はまた、リスク事項に関する監視を行い、取締役会に助言する責任

がある。この点におけるARCの重要な責務には、全般的なリスク選好許容度および当行グループ内の戦略に

ついて、取締役会への助言を作成すること、および現在および将来のマクロ経済および財政環境が適切に説

明されていると確実にみなされることを目指すことが含まれる。ARCはまた、内部統制の有効性およびリス

ク管理の枠組みについて定期的にレビューを行う責任があり、すべての高度なリスク事項について取締役

会に助言する責任がある。ARCは、当行グループの最高リスク責任者の任命および解任を承認する。

（ⅰ）信用エクスポージャー

信用リスクに対する最大エクスポージャー

当行の信用エクスポージャーは、広範囲にわたる資産クラスに広がっている。資産クラスには、デリバ

ティブ、トレーディング資産、顧客に対する貸付金、銀行に対する貸付金および金融投資が含まれる。

下表は、貸借対照表およびオフバランスシート金融商品の信用リスクに対する最大エクスポージャーを

示したものであり、保有担保またはその他の信用補完（そうした信用補完が会計上の相殺要件を満たす場
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合を除く）を考慮する前のものである。貸借対照表上に認識された金融資産の信用リスクに対する最大エ

クスポージャーは、付与された金融保証および類似した契約の帳簿価格と同じである。その金額は、保証が

実行された場合、支払いが必要となる最大金額である。各融資枠の期間中取消不能となっている、貸付コ

ミットメントおよびその他の信用関連コミットメントに関する最大エクスポージャーは、通常、約定融資枠

全額である。

保有する担保またはその他の信用補完考慮前の信用リスクに対する最大エクスポージャー

当行グループ

2011年 2010年

百万香港ドル

現金および短期資金 919,906 807,985 

他行から回収中の項目 34,546 16,878 

１ヶ月超で満期を迎える銀行に対する預け金 198,287 149,557 

譲渡性預金 88,691 73,247 

香港政府債務証書 162,524 148,134 

トレーディング資産 432,908 372,410 

負債証券 168,849 200,379 

短期国債およびその他の適格証券 230,959 140,873 

その他 33,100 31,158 

公正価値評価の指定を受けた金融資産 17,402 17,930 

負債証券 16,762 17,299 

その他 640 631 

デリバティブ 377,296 302,622 

顧客に対する貸付金 2,130,871 1,891,060 

金融投資：負債証券 677,256 753,827 

グループ会社に対する債権額 152,730 137,633 

その他資産 77,521 56,452 

支払承諾見返および裏書 31,750 25,892 

その他 45,771 30,560 

金融保証およびその他信用関連偶発債務 48,432 40,752 

貸付コミットメントおよびその他信用関連コミットメント 1,683,589 1,543,697 

12月31日現在 7,001,959 6,312,184 

当行

2011年 2010年

百万香港ドル

現金および短期資金 612,265 551,003 

他行から回収中の項目 29,821 12,143 

１ヶ月超で満期を迎える銀行に対する預け金 108,873 74,791 

譲渡性預金 23,987 27,888 

香港政府債務証書 162,524 148,134 

トレーディング資産 302,343 280,309 
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負債証券 120,575 155,174 

短期国債およびその他の適格証券 160,911 112,602 

その他 20,857 12,533 

公正価値評価の指定を受けた金融資産、負債証券 2,283 2,086 

デリバティブ 370,678 295,479 

顧客に対する貸付金 1,176,602 1,016,312 

金融投資：負債証券 325,136 442,336 

グループ会社に対する債権額 248,001 198,322 

その他資産 43,059 28,980 

支払承諾見返および裏書 21,001 17,041 

その他 22,058 11,939 

金融保証およびその他信用関連偶発債務 25,448 23,353 

貸付コミットメントおよびその他信用関連コミットメント 1,067,049 948,987 

12月31日現在 4,498,069 4,050,123 

（ⅱ）担保およびその他の信用補完

貸付金

担保が信用リスクを軽減するための重要な要素となりうるとしても、提供された担保価値に依拠するの

ではなく、キャッシュ・フロー資源により顧客の債務を履行する能力に基づいて貸付を行うというのが当

行グループの実務である。顧客の状況および商品の種類に応じて、無担保で信用枠が提供される場合があ

る。ただし、その他の貸付に関して担保請求が行なわれ、信用決定および価格設定において考慮される。債務

不履行時に当行は、返済手段として担保を利用する可能性がある。

担保はその形態に応じて、信用リスクに対する当行のエクスポージャーを軽減する上で、重要な財務上の

効果をもたらす可能性がある。下表は、債務者が契約上の義務を果たすことが出来ない場合において、当行

グループが担保権を実行した実績があり、また実行可能である場合、ならびに担保が現金である、または市

場での売却による実現が可能な場合に、当行が保有している債務者の個別資産（または資産グループ）に

関する固定担保を定量化したものである。下表の担保評価からは、担保の取得および売却に関する調整は除

かれている。

当行グループはまた、第二担保、その他の抵当権および裏付けのない保証等のその他の種類の担保および

信用リスク補完を採用することにより当行グループのリスクを管理する場合もある。ただし、これらのリス

ク軽減の評価は信頼性が低く、その財務上の影響は定量化されていない。特に、下表に無担保として示され

ている貸付金には、そうした信用リスク補完から便益を得る可能性がある。

個人向け貸付

担保のレベル別の貸付コミットメントを含む住宅抵当貸付

2011年 2010年

百万香港ドル

無担保 1,290 896 

全額担保 659,976 611,137 

－LTV25％未満 60,167 53,608 

－LTV25％から50％ 230,027 192,134 
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－LTV51％から75％ 278,216 275,830 

－LTV76％から90％ 81,597 79,525 

－LTV91％から100％ 9,969 10,040 

一部担保

－LTV100％超 4,156 605 

－担保価値 3,912 461 

住宅抵当貸付合計 665,422 612,638 

上表は、担保のレベル別のオフバランスシート貸付コミットメントを含む、住宅抵当貸付を示したもので

ある。上表に含まれている担保は、不動産の第一順位固定担保で構成される。

融資比率（「LTV」）は、貸付金の貸借対照表の帳簿価額と期末日のオフバランスシートの貸付コミット

メントの総額を担保価値で除することによって算定される。住宅用不動産の担保価値を取得するための方

法は、当行グループを通じて様々であるが、一般的に専門鑑定人、住宅価格指標または統計分析の組合せを

通じて決定される。評価は定期的に、最低でも３年に１度の間隔で更新されなければならない。市況または

ポートフォリオの実績が、重要な変動の対象となるか、あるいは貸付金が減損と識別され評価されている場

合、この評価はより頻繁に行われる。

その他の個人向け貸付

その他の個人向け貸付は、主に個人向けローン、当座貸越およびクレジットカードより構成されており、

これらはすべて、通常は無担保である。

法人、商業および金融（ノンバンク）貸付

保有担保は、商業用不動産およびその他の法人、商業および金融（ノンバンク）貸付別に、以下に分析さ

れている。これは、ポートフォリオに保有されている担保の相違を反映している。それぞれの場合において、

分析にはオフバランスシート貸付コミットメント、主に未実行信用枠が含まれる。

担保のレベル別の貸付コミットメントを含む商業不動産貸付金

2011年 2010年

百万香港ドル

CRR/EL格付け1-7 280,706 266,548 

無担保 120,602 103,321 

全額担保 144,975 149,236 

一部担保(A) 15,129 13,991 

－Aに係る担保価値 6,770 8,382 

CRR/EL格付け8-10 616 899 

無担保 95 67 

全額担保 193 337 

一部担保(B) 328 495 

－Bに係る担保価値 203 345 
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商業不動産貸付金合計 281,322 267,447 

上表に含まれている担保は、不動産に係る固定第一順位担保および商業不動産部門の現金担保より構成

されている。上表には、通常、保証により担保が供されている、または無担保である、主要不動産開発業者に

対する貸付が含まれている。

商業不動産担保の価値は、専門家の評価および内部評価ならびに実査を組み合わせることによって決定

される。商業不動産の担保評価の複雑性のため、現地の市況に基づいた現地の評価方針によりレビュー頻度

が決定される。以下のような場合に、より頻繁に再評価が行われる。債務者の定期的な信用評価の一部とし

て、担保の基礎となる実績に影響する取引に関連して、重要な懸念が生ずる場合、または、債務者の信用の質

に、主要な支払源により債務を全額履行することができない可能性があるという懸念（すなわち、債務者の

信用の質の分類が、例えば破綻懸念先といったより低い水準にある、あるいは減損に近づいていることを示

す）を生ずるに足りる下落がある場合である。

担保のレベル別の貸付コミットメントを含む、その他の法人、商業および金融（ノンバンク）貸付金

2011年 2010年

百万香港ドル

CRR/EL格付け8-10 12,501 15,006 

無担保 8,882 11,053 

全額担保 1,634 1,498 

一部担保(A) 1,985 2,455 

－Aに係る担保価値 1,015 1,246 

上記の評価に用いられる担保には、主として、不動産関連の法定第一順位担保、商業および工業部門の現

金担保ならびに金融部門の現金担保および市場性のある金融商品が含まれている。政府部門の貸付は、通

常、無担保である。

上表からは通常、法人および商業貸付において取得するその他の種類の担保（顧客の事業の資産に対す

る裏付けのない保証および浮動担保等）が除かれていることに留意しなければならない。それらのリスク

補完が支払不能時に担保権を随時提供するような価値があるとしても、その担保提供額は十分ではない。開

示目的上、それらは無価値とされている。

商業不動産と同様、上表に含まれている不動産担保の価値は、通常、専門家の評価および内部評価ならび

に実査の組み合せにより決定される。評価の実施頻度は商業不動産貸付金と同様の基準である。ただし、主

に商業不動産に関連していない法人および商業貸付における財務活動については、担保価値と元本返済実

績との間に密接な相関関係はない。担保価値は通常、債務者の全般的な信用業績が悪化した場合に見直さ

れ、第二の支払い源泉による返済の可能性についての評価が（これらへの依存が必要と示される場合）必

要となる。このため、上表はCRR８から10までの値のみを報告しており、これらの貸付金の評価が一般的に比

較的最近の等級による評価であることを反映している。上表の目的上、現金は名目金額で評価されており、

市場性のある有価証券はその公正価値で評価されている。

銀行に対する貸付金
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担保のレベル別の貸付コミットメントを含む銀行に対する貸付金

2011年 2010年

百万香港ドル

無担保 615,783 541,913 

全額担保 64,411 75,494 

一部担保(A) 3,847 218 

－Aに係る担保価値 1,996 184 

銀行に対する貸付金合計 684,041 617,625 

上記の評価に用いられた担保は、主に現金および市場性のある有価証券に関連している。銀行に対する貸

付金は通常、無担保である。売戻契約および借株等の特定の商品は、実質的に担保に供されており、全額担保

として上表に含まれている。

デリバティブ

国際スワップデリバティブ協会（「ISDA」）マスター契約は、デリバティブ活動を文書化する上で、当行

グループにとって望ましい契約である。当該契約は、すべての店頭（「OTC」）商品の売買活動に関する契

約上の枠組みを規定し、またいずれか一方の当事者が債務不履行に陥った場合や他の事前に合意された解

約事由が生じた場合に、契約対象のすべての未決済取引を相殺することを両当事者に義務付けている。ISDA

マスター契約と併せてクレジット・サポート・アネックス（「CSA」）を実行することは、一般的であり、

かつ当行グループが推奨していることでもある。未決済のポジションに内在するカウンターパーティ・リ

スクを軽減するために、CSAに基づいて、当事者間で担保の移動が行われる。当行グループのCSAの大部分は、

金融機関顧客と締結している。

その他の信用リスク・エクスポージャー

上述の有担保貸付に加え、その他の信用補完が採用されており、金融資産から生じた信用リスクを軽減す

るための手法が用いられている。これらについては、以下に詳しく記載されている。

政府、銀行およびその他の金融機関発行の有価証券は、追加的な信用補完、特にこれらの資産を保証する

政府保証等を通じて便益を得る場合がある。事業会社発行社債は主として無担保である。銀行および金融機

関が発行した負債証券には、アセット・バック証券（「ABS」）および類似した商品（基礎となる金融資産

プールによって裏付けられている）が含まれている。ABSに関連した信用リスクは、クレジット・デフォル

ト・スワップ（「CDS」）プロテクションの購入を通じて軽減されている。

トレーディング目的で保有されている貸付金を含むトレーディング資産の大部分は、リバース・レポお

よび借株で構成されており、これらは性質上、担保が供されている。取得した担保のうち、これらの契約に基

づき、売却または再担保に付すことが当行グループに認められている担保については、注記45「負債の担保

として供された資産および資産の担保として受け入れた担保」に記載されている。

当行グループの信用リスクに対する最大エクスポージャーには、当行グループが発行または締結する金

融保証および同様の契約、ならびに取消不能で実行される貸付コミットメントが含まれる。契約条件に応じ

て、当行は保証が実行されるか、または貸付コミットメントが実行され、その後債務不履行となった場合に、
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追加的な信用補完に頼る可能性がある。これらの契約に関する詳細については、注記44「偶発債務および契

約債務」に記載されている。

担保の所有、またはその他の信用補完の行使を通じて、入手した資産の帳簿価額は以下のとおりである。

当行グループ 当行  

2011年 2010年 2011年 2010年

百万香港ドル 百万香港ドル

住宅用不動産 103 37 35 4 

商業および工業不動産 6 12 － 2 

その他資産 3 2 － －

112 51 35 6 

担保権実行済み資産は秩序だった方法で売却可能となり、売却によって得られた収入は未払債務の減少、

または返済を目的として使用される。債務の返済後に超過資金が生じた場合には、それらの超過資金はより

優先順位の低い他の債権者への返済に利用されるか、または顧客に返還される。当行グループは、通常、当行

グループの事業に利用することを目的として担保権実行済み資産を占有することはない。

（ⅲ）金融商品の信用の質

当行グループの貸付および負債証券ポートフォリオの信用の質について、４つの広範な分類がなされて

いる。これらの各分類は、それぞれより精細な範囲、ホールセールおよびリテール貸付業務に割り当てられ

た内部信用格付け、ならびに負債証券に関して外部機関によって決定された外部格付けを網羅している。

精細レベルでは内部格付けと外部格付けとの間に直接的な相関関係はない。ただし、いずれも４つの分類

のうちの１つに該当している。

信用の質の分類

質の分類
負債証券/

その他の証券

ホールセール貸付および

デリバティブ
リテール貸付

外部格付け 内部信用格付け
デフォルト

確率 内部信用格付け
1 予想損失％

高 A-以上 CRR1からCRR20-0.169 EL1からEL2 0-0.999

中 B+からBBB+、

および未格付け

CRR3からCRR50.170-4.914EL3からEL5 1.000-19.999

破綻懸念先 B以下 CRR6からCRR84.915-99.999EL6からEL8 20.000-99.999

減損 減損 CRR9からCRR10100 EL9からEL10100+または

債務不履行
2

1 当行は、EL9からEL10に分類されたものに加え、個別に減損していないと評価される場合を除き、90日超の延滞となっ

ているEL1からEL8に分類されたリテール勘定を減損とする開示の慣例に従っている（注記52(v)を参照のこと）。

2 ELの割合は、PDおよびLGDの組合せを通じて導き出される。LGDが100％超の状況においては、回収費用を反映して、

100％を超える可能性がある。

質の分類の定義

・高：エクスポージャーは金融コミットメントを果たす強い能力を示し、デフォルト確率がごく僅かま

たは低い、および/または予想損失の水準が低い。リテール勘定は、商品パラメーター内で運用され、特
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に延滞期間のみを示している。

・中：エクスポージャーは緊密なモニタリングを必要とし、債務不履行リスクは低から中程度である。リ

テール勘定は通常、短期間の延滞のみを示し、回収プロセスの適用により、損失は最小限と予想される。

・破綻懸念先：エクスポージャーは、様々な程度の特別な注意を必要とし、またより大きな債務不履行リ

スクの懸念がある。リテール・ポートフォリオ・セグメントは、担保の実現またはその他の回収プロセ

スを通じてこれらを軽減するための能力が減少しているため、一般に90日までのより長い延滞期間お

よび/またはより高い予想損失を示している。

・減損：エクスポージャーは、個別または集合的に減損と評価されている。当行グループは、開示規定を

遵守しており、すべてのリテール勘定は90日超の延滞で減損とみなされるという上記の質の分類の定

義を反映している。それらの勘定は、どのリテール向けEL（「予想損失」）等級においても発生する可

能性があり、より高い質の等級において、１つまたは別の形態での信用リスク補完によって延滞状態の

影響が相殺されていることが等級の割当に反映されている。

当行グループの貸付金および負債証券の減損に関する方針は、財務諸表注記３(d)および３(g)に説明さ

れている。2011年12月31日現在の減損引当金および当事業年度における減損引当金の変動に関する分析に

ついては、注記19に開示されている。

精細なリスク格付スケール

10等級のCRR（顧客リスク格付け）スケールは、債務者の債務不履行の可能性を示す、より精細な23等級

のスケールに当てはめられる。当該スケールは、対象となっているエクスポージャーに対して適用される

バーゼルⅡのアプローチに基づいて、すべての個別に重要な顧客に対してグループ全体で用いられる。リ

テール事業に関する10等級のEL格付けスケールは、複合的に債務者および融資枠/商品リスク要因を組み合

わせた、より精細な29等級のスケールを要約したもので、グループ全体で用いられる。上述の外部格付けは、

報告を明確にするために、内部格付けエクスポージャーに関して定義された質の分類に割り当てられてい

る。

報告基準は、エイチエスビーシー・グループのバーゼルⅡプログラムに基づくリスク格付けシステムを

反映しており、ポートフォリオの質の表示において網羅される金融商品の範囲を拡充することを目的とし

ている。

トレーディング・ポートフォリオにおいて保有している、または公正価値評価の指定を受けた金融商品

に関して減損は測定されない。これは、トレーディング・ポートフォリオの資産が公正価値の変動に従って

管理され、公正価値の変動は損益計算書を通じて直接計上されるためである。

（ⅳ）信用の質に基づく金融商品の区分

当行グループ

延滞も減損もしていない

高 中
1 破綻懸念

延滞してい

るが減損し

ていない

減損 減損引当金 合計

百万香港ドル

2011年12月31日

他行から回収中の項目 32,852 1,690 4 － － － 34,546

トレーディング資産 371,013 61,562 333 － － － 432,908
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－短期国債およびその

他の

適格証券

224,302 6,657 － － － － 230,959

－負債証券 123,177 45,596 76 － － － 168,849

－銀行に対する貸付金 22,413 3,491 257 － － － 26,161

－顧客に対する貸付金 1,121 5,818 － － － － 6,939

公正価値評価の指定を受け

た金融資産
14,701 2,701 － － － － 17,402

－負債証券 14,061 2,701 － － － － 16,762

－顧客に対する貸付金 640 － － － － － 640

デリバティブ 320,122 56,721 453 － － － 377,296

償却原価で保有する貸付金 1,778,778 954,195 23,329 26,600 13,851 (11,301)2,785,452

－銀行に対する貸付金 581,800 71,227 1,252 302 － － 654,581

－顧客に対する貸付金 1,196,978 882,968 22,077 26,298 13,851 (11,301)2,130,871

金融投資 1,018,523 99,824 1,048 － 57 － 1,119,452

－短期国債およびその

他の

適格証券

329,458 24,047 － － － － 353,505

－負債証券
2 689,065 75,777 1,048 － 57 － 765,947

その他資産 28,910 46,338 1,635 545 93 － 77,521

－裏書および支払承諾

見返
6,549 24,320 876 － 5 － 31,750

－その他 22,361 22,018 759 545 88 － 45,771

合計 3,564,8991,223,031 26,802 27,145 14,001 (11,301)4,844,577 

1 スタンダード・アンド・プアーズの格付けを使用して、BBB-からBBB+に分類されている短期国債、適格証券および負

債証券91,657百万香港ドルを含む。

2 １年超延滞となっている減損負債証券16百万香港ドルを含む。

延滞も減損もしていない

高 中
1 破綻懸念

延滞してい

るが減損し

ていない

減損 減損引当金 合計

百万香港ドル

2010年12月31日

他行から回収中の項目 15,294 1,584 － － － － 16,878 

トレーディング資産 319,851 51,858 701 － － － 372,410 

－短期国債およびその他の

適格証券
133,799 7,074 － － － － 140,873 

－負債証券 160,916 39,306 157 － － － 200,379 

－銀行に対する貸付金 24,140 1,509 471 － － － 26,120 

－顧客に対する貸付金 996 3,969 73 － － － 5,038 

公正価値評価の指定を受けた金

融資産
15,994 1,936 － － － － 17,930 

－負債証券 15,363 1,936 － － － － 17,299 

－顧客に対する貸付金 631 － － － － － 631 

デリバティブ 264,605 37,114 903 － － － 302,622 

償却原価で保有する貸付金 1,577,126 847,090 35,382 25,256 16,281 (12,994)2,488,141 

－銀行に対する貸付金 537,729 56,777 1,739 836 － － 597,081 

－顧客に対する貸付金 1,039,397 790,313 33,643 24,420 16,281 (12,994)1,891,060 

金融投資 1,017,926 87,053 993 121 61 － 1,106,154 
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－短期国債およびその他の

適格証券
259,134 19,946 － － － － 279,080 

－負債証券
2 758,792 67,107 993 121 61 － 827,074 

その他資産 18,565 36,409 903 501 74 － 56,452 

－裏書および支払承諾見返 6,481 18,617 694 41 59 － 25,892 

－その他 12,084 17,792 209 460 15 － 30,560 

合計 3,229,361 1,063,044 38,882 25,878 16,416 (12,994)4,360,587 

1 スタンダード・アンド・プアーズの格付けを使用して、BBB-からBBB+に分類されている短期国債、適格証券および負

債証券78,778百万香港ドルを含む。

2 ６ヶ月から１年延滞となっている減損負債証券26百万香港ドルを含む。

当行

延滞も減損もしていない

高 中
1 破綻懸念

延滞している

が減損してい

ない

減損 減損引当金 合計

百万香港ドル

2011年12月31日

他行から回収中の項目 28,334 1,483 4 － － － 29,821 

トレーディング資産 254,395 47,615 333 － － － 302,343 

－短期国債およびその他の

適格証券
154,316 6,595 － － － － 160,911 

－負債証券 84,222 36,277 76 － － － 120,575 

－銀行に対する貸付金 14,742 1,531 257 － － － 16,530 

－顧客に対する貸付金 1,115 3,212 － － － － 4,327 

公正価値評価の指定を受けた金

融資産：負債証券
587 1,696 － － － － 2,283 

デリバティブ 317,049 53,294 335 － － － 370,678 

償却原価で保有する貸付金 972,734 519,868 12,504 11,786 8,951 (7,714)1,518,129 

－銀行に対する貸付金 303,108 37,739 386 294 － － 341,527 

－顧客に対する貸付金 669,626 482,129 12,118 11,492 8,951 (7,714)1,176,602 

金融投資 571,375 76,344 1,048 － 57 － 648,824 

－短期国債およびその他の

適格証券
278,105 21,596 － － － － 299,701 

－負債証券 293,270 54,748 1,048 － 57 － 349,123 

その他資産 11,255 30,556 1,080 82 86 － 43,059 

－裏書および支払承諾見返 3,949 16,665 382 － 5 － 21,001 

－その他 7,306 13,891 698 82 81 － 22,058 

合計 2,155,729 730,856 15,304 11,868 9,094 (7,714)2,915,137 

1 スタンダード・アンド・プアーズの格付けを使用して、BBB-からBBB+に分類されている短期国債、適格証券および負

債証券81,436百万香港ドルを含む。

延滞も減損もしていない

高 中
1 破綻懸念

延滞している

が減損してい

ない

減損 減損引当金 合計

百万香港ドル

2010年12月31日

他行から回収中の項目 10,649 1,494 － － － － 12,143 

トレーディング資産 235,598 44,010 701 － － － 280,309 
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－短期国債およびその他の

適格証券
105,596 7,006 － － － － 112,602 

－負債証券 122,531 32,486 157 － － － 155,174 

－銀行に対する貸付金 6,500 1,509 471 － － － 8,480 

－顧客に対する貸付金 971 3,009 73 － － － 4,053 

公正価値評価の指定を受けた金

融資産：負債証券
863 1,223 － － － － 2,086 

デリバティブ 260,596 34,171 712 － － － 295,479 

償却原価で保有する貸付金 858,392 449,484 14,290 11,435 10,596 (8,973)1,335,224 

－銀行に対する貸付金 296,100 21,119 860 833 － － 318,912 

－顧客に対する貸付金 562,292 428,365 13,430 10,602 10,596 (8,973)1,016,312 

金融投資 647,365 74,411 993 121 61 － 722,951 

－短期国債およびその他の

適格証券
234,567 18,160 － － － － 252,727 

－負債証券 412,798 56,251 993 121 61 － 470,224 

その他資産 9,563 18,495 796 58 68 － 28,980 

－裏書および支払承諾見返 4,478 11,831 632 41 59 － 17,041 

－その他 5,085 6,664 164 17 9 － 11,939 

合計 2,023,026 623,288 17,492 11,614 10,725 (8,973)2,677,172 

1 スタンダード・アンド・プアーズの格付けを使用して、BBB-からBBB+に分類されている短期国債、適格証券および負

債証券72,641百万香港ドルを含む。

（ⅴ）延滞しているが減損していない金融商品の期間別分析

下表の金額は、延滞しているが減損していないものとして指定されたエクスポージャーを反映している。

延滞しているが減損していないものに指定されたエクスポージャーの例には、最も直近の返済日に返済を

行わなかったものの減損の証拠がない貸付金および文書化の遅延など形式的な理由で90日超延滞となって

いるものの取引相手の信用力に懸念がない短期融資枠が含まれる。

当行グループ

29日まで 30日から59日 60日から89日 90日から180日 180日超 合計

百万香港ドル

2011年12月31日

償却原価で保有する貸付金 21,616 3,685 1,113 143 43 26,600 

－銀行に対する貸付金 302 － － － － 302 

－顧客に対する貸付金
１ 21,314 3,685 1,113 143 43 26,298 

金融投資 － － － － － －

－短期国債およびその他の

適格証券
－ － － － － －

－負債証券 － － － － － －

その他資産 138 143 71 66 127 545 

21,754 3,828 1,184 209 170 27,145 

2010年12月31日

償却原価で保有する貸付金 20,264 3,305 1,324 298 65 25,256 

－銀行に対する貸付金 836 － － － － 836 

－顧客に対する貸付金
１ 19,428 3,305 1,324 298 65 24,420 

金融投資 121 － － － － 121 

EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

580/961



－短期国債およびその他の

適格証券
－ － － － － －

－負債証券 121 － － － － 121 

その他資産 144 111 123 57 66 501 

20,529 3,416 1,447 355 131 25,878 

当行

29日まで 30日から59日 60日から89日 90日から180日 180日超 合計

百万香港ドル

2011年12月31日

償却原価で保有する貸付金 9,628 1,700 410 31 17 11,786 

－銀行に対する貸付金 294 － － － － 294 

－顧客に対する貸付金
１ 9,334 1,700 410 31 17 11,492 

金融投資 － － － － － －

－短期国債およびその他の

適格証券
－ － － － － －

－負債証券 － － － － － －

その他資産 28 16 13 14 11 82 

9,656 1,716 423 45 28 11,868 

2010年12月31日

償却原価で保有する貸付金 9,341 1,386 586 107 15 11,435 

－銀行に対する貸付金 833 － － － － 833 

－顧客に対する貸付金
１ 8,508 1,386 586 107 15 10,602 

金融投資 121 － － － － 121 

－短期国債およびその他の

適格証券
－ － － － － －

－負債証券 121 － － － － 121 

その他資産 52 4 1 － 1 58 

9,514 1,390 587 107 16 11,614 

1 債務の再編によって改訂された条件の中で運用されている顧客に対する貸付金の大部分は、この表からは除外され

ている。

（ⅵ）減損貸付金

個別に評価される貸付金およびポートフォリオベースで集合的に評価される貸付金の双方に係る減損引

当金の認識および測定に関する当行グループの方針については、注記３(d)に記載されている。

2011年12月31日現在における減損引当金の分析および当事業年度におけるそれらの減損引当金の変動に

ついては、注記19に開示されている。

b 流動性リスク

流動性は、期限の到来時に会社が債務を履行する能力に関連している。当行グループは、中核となるリ

テールおよび法人顧客の預金ならびに流動性の高い資産ポートフォリオの多岐にわたる安定した資金調達

基盤を維持している。当行グループの流動性および資金調達管理の目的は、すべての予測可能な資金調達コ

ミットメントおよび預金の引き出しの期日が到来した時に確実に対応することである。
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流動性リスクは、当行グループが期日の到来した債務を履行するための十分な資金を保有していない、ま

たは債務を履行するために過剰な費用負担が生じるリスクである。当該リスクは、キャッシュ・フローのタ

イミングの不一致から生じる。資金調達リスク（一種の流動性リスク）は、流動性の低い資産ポジションの

資金調達を行うために必要な流動性を、望ましい条件で必要な時に得ることができない場合に生じる。

当行グループの流動性および資金調達管理の枠組みの目的は、すべての予測可能な資金調達コミットメ

ントの期日が到来した時に確実に対応し、しかもホールセール市場へのアクセスが調整されることおよび

費用効率が高いことである。この目的のために、当行グループは、中核となるリテールおよび法人顧客の預

金や金融機関の残高から構成される多岐にわたる資金調達基盤を維持している。当行グループは、予測不可

能な流動性の要求にも迅速かつ滞りなく対応できるように、ホールセール市場における資金調達ならびに

多様な通貨および満期をもつ流動性の高い資産のポートフォリオによって、これを補完している。

事業体は、キャッシュ・フローの適切な残高を維持し、期日の到来する予想債務を履行するために、良好

な流動性ポジションを維持し、その資産、負債および契約債務の流動性プロファイルを管理することを要求

されている。

当行グループは、当行グループが取り組む事業の組み合わせの変化および当行グループが事業を行って

いる市場の性質の変化に応じて流動性および資金調達リスク管理の枠組みを設定している。当行グループ

はまた、流動性および資金調達リスク管理の枠組みを今後も継続して発展および強化させようとしている。

現地の経営陣は、現地の規制要件およびエイチエスビーシー・グループ/地域本社によって設定された制

限を確実に遵守する責任がある。流動性は、必要に応じて、より規模の大きい財務部門が小規模な事業体の

支援を行うことによって、現地の財務部門によって日次で管理される。

流動性および資金調達要件への準拠は、現地の資産負債管理委員会（「ALCO」）によって監視されてお

り、ALCOは定期的に当行グループ本社へ報告する。このプロセスには以下が含まれる。

・様々なストレス・シナリオのもとでキャッシュ・フローを予測し、それに関連して必要な流動資産の

水準を検討すること。

・内部および規制上の要件に照らして、貸借対照表の流動性および中核となる資金調達源に対する貸出

金の割合を監視すること。

・適切なバックアップ・ファシリティが付された多岐にわたる資金調達源を維持すること。

・債務の満期の集中およびプロファイルを管理すること。

・偶発的流動性コミットメントに対するエクスポージャーをあらかじめ設定された上限内で管理するこ

と。

・負債資金調達計画を維持すること。

・大口預金者に過度に依存することを避け、総合的に良好な資金調達構成を確保するために、預金者の集

中を監視すること。

・流動性および資金調達に関する危機管理計画を維持すること。これらの計画は、ストレス状況の初期兆

候を特定し、長期的に事業に及ぼす不利な影響を最小限に抑えつつシステミックまたはその他の危機

から生じる困難な事態に対処する方法を記述する。

要求払いまたは短期通知払いの当座預金および普通預金は、当行グループの重要な資金調達源であり、当

行グループは、これらの預金の安定性を維持することに重点を置いている。預金の安定性は、当行グループ

の資本力および流動性に対する預金者の信頼性の維持ならびに競争力および透明性のある価格設定によっ

EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

582/961



て決まる。専門機関取引市場へのアクセスは、追加的な資金調達、現地の短期金融市場における存在の維持

ならびに資産および負債の満期を最適化することを目的として行われている。

資産および負債の満期分析は注記40に開示されており、契約条件に基づく潜在的キャッシュ・フローの

分析については、注記41に開示されている。

当行は、以下に記載されているとおり、流動性リスクを管理するためにいくつかの主要な対策を講じてい

る。

固有の流動性リスク区分

当行グループは、事業体が所在する国の政治的、経済的および規制上の要因（現地の状況、市場占有率、貸

借対照表強度および管理の枠組み等、ならびに事業体自身に固有の要因）も考慮し、事業体固有の流動性リ

スクに関する当行グループの評価を反映するために、当行グループの事業体を３つのカテゴリーに区分し

ている。この評価は、当行の主要な流動性リスク・マトリクス（１ヶ月間の保全率および中核となる資金調

達に対する貸付金の割合）に示されているとおり、当行が当行の事業体が持ちこたえられる流動性ストレ

スの重大性を判断するために用いられる。

コア預金

当行グループの内部の枠組みは、顧客預金のコア預金およびコア預金以外への区分に基づいている。この

特性化は、預金を扱っている事業体に固有の流動性リスク区分、顧客の性質ならびに預金規模および価格設

定を考慮に入れている。

中核となる資金調達に対する貸付金の割合

当行グループは、顧客への貸付を行うための資金調達源としてのコア顧客預金の重要性を強調しており、

短期的な専門機関による資金調達に依存することを推奨していない。これは、銀行業務を行う事業体に限度

額を設定することによって達成される。すなわち、コア顧客預金または長期負債資金調達に貸付金に見合っ

た成長がない場合には、顧客に対する貸付金を増額する能力を制限するものである。この手法が「中核とな

る資金調達に対する貸付金の割合」と呼ばれるものである。

この割合は、顧客に対する貸付金が、コア顧客預金および１年超の残存期間を有する期限付資金調達の合

計額に占める割合を示している。売戻契約の一部である顧客に対する貸付金は、流動性があるとみなされる

有価証券を当行グループが受け取る場合、中核となる資金調達に対する貸付金の割合から除外される。

予想キャッシュ・フロー・シナリオ分析

当行グループは、当行グループ特有および市場全体の流動性危機の両方をモデル化した標準的な予想

キャッシュ・フロー・シナリオを多く用いている。当該シナリオでは、預金の引き出しおよび融資枠の実行

に関する割合および時期が異なっており、銀行間資金調達および期限付債務市場へのアクセスならびに資

産ポートフォリオからの資金調達能力が制限されている。シナリオは、すべての銀行業務を行う当行グルー

プの事業体によりモデル化されている。各シナリオに基づく仮定の適切性は、定期的に見直される。個々の

事業体は、当行グループの標準的な予想キャッシュ・フロー・シナリオに加えて、現地特有の市場の状況、
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商品および資金調達基盤を反映するために独自のシナリオを整備するよう要求されている。

ストレス下の１ヶ月間の保全率

以下に示されているストレス下の１ヶ月間の保全率は、予想キャッシュ・フロー・シナリオ分析より導

き出されており、１ヶ月間にわたるストレス下の現金流出に対するストレス下の現金の流入割合を表して

いる。エイチエスビーシー・グループの拠点は、100％以上の保全率を目標とするよう要求されている。

当行の中核となる資金調達に対する貸付金の割合および１ヶ月間の保全率は、月末の数値に基づいて、下

表に表示されている。

中核となる資金調達に対する

貸付金の割合
ストレス下の１ヶ月間の保全率

2011年 2010年 2011年 2010年

％ ％ ％ ％

年度末 75.0 70.3 122.9 144.6 

最大 78.9 70.3 144.6 165.4 

最小 70.3 55.5 116.4 132.6 

平均 75.9 63.6 124.0 148.8 

当行が、厳しい流動性ストレス・シナリオのもとにおいても当行に対する融資に確信のある予想期間、お

よび当行が当行の資産を調達するために必要になることを想定しなければならない予想期間についての保

守的な評価を反映するために、流動性行動調整が適用される。行動調整は、契約条件が予想される行動を反

映していない場合に適用される。

偶発流動性リスク

通常の事業過程において、当行グループの事業体は、顧客に約定融資枠およびスタンドバイ融資枠を提供

する。これらの融資枠は、顧客が融資枠の実行水準を通常の使用比率を超える水準に引き上げることを選択

する場合、当行グループの必要資金調達を増加させる。実行水準の引き上げによる流動性リスクの結果は、

異なるストレス・シナリオに基づき予想キャッシュ・フローの形式で分析される。各事業体の資金調達能

力を十分に検討した後、当行グループは、取消不能偶発資金調達コミットメントに関して限度額を設定す

る。この限度額は、債務者および約定融資枠の規模に応じて、分割される。

香港銀行業条例に基づく流動性比率

香港銀行業条例はまた、香港において業務を行っている銀行に対し、最低流動性比率を維持するよう要求

している。この要件は、当行の香港支店および香港における銀行業条例に基づく公認機関である子会社の香

港支店に対して個別に適用されている。

c 市場リスク

市場リスクは、為替レート、金利、信用スプレッド、あるいは株価およびコモディティ価格の変動が当行グ

ループの損益につながるリスクである。市場リスクは公正価値で測定される金融商品および償却原価で測
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定される金融商品から生じる。市場リスク管理の目的は、リスクを許容水準に維持する一方で、最適な収益

を得るために市場リスク・エクスポージャーを管理することである。

当行グループはトレーディング・ポートフォリオおよび非トレーディング・ポートフォリオについて、

別々に市場リスクを監視している。トレーディング・ポートフォリオには、為替レート、金利、クレジット・

デリバティブおよびエクイティ・デリバティブ商品、ならびに負債証券および持分証券の値付けによって

生じるポジションが含まれる。トレーディング・リスクは、顧客関連業務または自己勘定における売買取引

のいずれかによって生じる。

市場リスクは、当行グループの執行委員会が承認したリスク限度額に従って、主にグローバル・マーケッ

ツにおいて管理される。リスク部門の中の独立した部門であるホールセール・アンド・マーケット・リス

クは、リスク管理方針および測定技法を開発している。

リスク限度額は、各所在地について決定され、所在地内で各ポートフォリオ別に決定される。リスク限度

額は、リスク限度額の水準を決定する上で主要な要因となる市場流動性をもって、商品およびリスク・タイ

プ別に設定される。リスク限度額は、リスク測定技法（ポジション限度額、感応度の限界、ならびにポート

フォリオ・レベルでのバリュー・アット・リスクの限界を含む）を組み合わせることによって設定され

る。同様に、オプション・リスクは各オプションの価値を決定する基礎となる変数に対する制限と併せて再

評価限度額を通じて管理される。

バリュー・アット・リスク（「VAR」）

当行グループが、市場リスク・エクスポージャーを監視および制限するために用いる主なツールの１つ

がVARである。VARは、信頼水準（当行グループの場合は99％）を考慮して、一定の期間における市場金利お

よび価格の変動によってリスク・ポジションに生じる可能性のある潜在的損失を見積る手法である。VARは

日次で算定される。

当行グループは、ヒストリカル・シミュレーション・モデルを用いており、ヒストリカル・シミュレー

ション・モデルは、過去の市場データから信憑性のある将来のシナリオを導くものである。市場価格の潜在

的な変動は、過去２年間の市場データを参照することによって計算される。当該モデルでは、リスク・ポジ

ションが管理される方法を反映するため、保有期間を１日と仮定して算定している。

VARはリスクの算定に有用ではあるが、以下に例示する限界があることを常に考慮しておかなければなら

ない。

・将来の事象を見積もるためにヒストリカル・データを使用しているため、特に極端な事象など、すべて

の潜在的事象を含まない可能性がある。

・保有期間を１日とする場合、すべてのポジションが１日で清算可能またはヘッジ可能であると仮定し

ている。すべてのポジションを１日で完全に清算またはヘッジできないような、流動性に困難が生じて

いる状況における市場リスクは完全に反映されていない。

・99パーセントの信頼水準を使用する場合、定義上、この信頼水準を超えて発生する可能性のある損失は

考慮されていない。

・VARは営業終了時のエクスポージャーに基づいて算定されるため、必ずしも日中のエクスポージャーを

反映していない。

EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

585/961



当行グループは、個々のポートフォリオおよび連結ベースの両方において、VAR制限値をその他のポジ

ションや感応度の制限の構造と組み合わせることやストレス・テストにより、VARの限界を認識している。

当行グループのストレス・テストの体制は、当行グループの市場リスク・エクスポージャーに関する極端

な事象による影響についての評価を上級経営陣に提供するものである。

トレーディング

当行グループの市場リスクの管理は、各現場でホールセール・アンド・マーケット・リスクの承認を受

けた金融商品リストの範囲内にそれぞれのトレーディング業務を限定し、新商品に対する厳格な承認手続

きを実施している。特に、より複雑なデリバティブ商品のトレーディングをその金融商品に関する適切な水

準の専門知識と厳格な管理システムを有するオフィスに集中させている。

さらに、トレーディング・ポートフォリオにおける市場リスクは、複数の手法（VARおよびベーシス・ポ

イントの現在価値、ならびにストレス・テストおよび感応度テスト、集中度の制限等）を組み合わせて用い

ることにより、ポートフォリオおよびポジションの両レベルで監視され、管理されている。これらの手法は、

特定の市場における変動が資本に及ぼす影響を定量化している。

グローバル・マーケッツのVAR合計は以下のとおりであった。

当行グループ 当行

2011年 2010年 2011年 2010年

百万香港ドル 百万香港ドル

VAR合計

年度末 393 433 279 331 

平均 306 466 235 377 

最大 463 596 326 528 

最小 190 271 156 230 

金利VAR合計

年度末 151 174 105 158 

平均 141 264 121 249

最大 187 350 161 332 

最小 108 139 92 144 

為替VAR合計

年度末 49 68 51 58 

平均 50 44 52 45 

最大 116 116 111 115 

最小 28 19 29 15 

信用スプレッドVAR合計
2

年度末 343 264 196 173 

平均 246 335 166 245 

最大 380 464 247 347 

最小 136 188 96 149 

トレーディングVAR合計

年度末 184 136 156 122 

平均 131 169 118 170 

最大 208 255 184 242 
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最小 73 84 69 76 

金利トレーディングVAR

年度末 98 79 101 68 

平均 91 148 87 150 

最大 150 208 120 227 

最小 62 76 59 67 

為替トレーディングVAR

年度末 46 64 48 53 

平均 47 41 47 43 

最大 99 118 95 122 

最小 24 15 27 14 

信用スプレッド・トレーディング

VAR

年度末 109 47 82 42 

平均 67 66 57 62 

最大 115 103 96 97 

最小 36 39 32 37 

エクイティ・トレーディングVAR
1

年度末 15 9 15 9 

平均 18 15 18 15 

最大 37 45 37 45 

最小 5 3 5 3 

1 グローバル・マーケッツが管理しているエクイティ・トレーディング・ポジションに加えて、当行グループは、特定

のエイチエスビーシーの投資契約を購入している顧客に与えられている保証に関連した株価および金利変動に対す

るエクスポージャーも有している。2011年12月31日現在において、株価の10%の下落により、税引前利益および純資産

が186百万香港ドル（2010年：119百万香港ドル）減少し、金利の100ベーシス・ポイントの下落により、税引前利益

および純資産が156百万香港ドル（2010年：27百万香港ドル）減少することとなる。

2 信用スプレッドVAR合計には、2010年３月以降に発生主義計上分に対する信用スプレッドVARが含まれている。

非トレーディング・ポートフォリオ

非トレーディング・ポートフォリオの市場リスクは主に、金利変動による資産の将来利回りと資金調達

費用のミスマッチから生じている。このリスクの分析は、特定の商品分野における選択性（例えば、抵当貸

付の期前返済の発生率）について仮定を用いなければならないこと、また契約上、要求に応じて返済が可能

な負債（例えば当座預金）の残存年数について行動仮定を使用することによって複雑になっている。この

リスクに対する最適な管理を目的として、非トレーディング・ポートフォリオの市場リスクは、グローバル

・マーケッツまたは現地の資産負債管理委員会（「ALCO」）の指揮下で管理される別個の帳簿に移転され

る。

グローバル・マーケッツまたはALCOによって管理されるトレーディング・ブックへの市場リスクの移転

は、通常、事業単位およびそのトレーディング・ブック間の一連の内部取引によって行われる。商品の行動

特性が契約上の特性と異なる場合、本質的な金利リスクを決定するために行動特性が評価される。現地の

ALCOは定期的に、すべてのこのような行動仮定および金利リスク・ポジションを監視し、これらが上級経営

陣の定める金利リスク制限に準拠していることを確認している。

上述のとおり、商品の非線型特性は、場合によっては、リスク移転プロセスによって適切に把握されない

可能性がある。例えば、顧客預金口座から代替投資商品へのフロー、および抵当貸付の正確な期前返済率は

金利水準によって異なることになる。このような状況において、シミュレーション・モデルは、多様なシナ
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リオが評価および正味受取利息に与える影響を識別するために用いられる。

市場リスクがグローバル・マーケッツまたはALCOの管理する帳簿で一元管理されれば、正味エクスポー

ジャーは通常、合意された限度内で金利スワップを用いることによって管理される。

当行グループ内の銀行業務を行っている事業体もまた、変動金利シナリオに基づき、予想される正味受取

利息の感応度についても監視している。当行グループは、非トレーディング・ポートフォリオにおける市場

リスク管理を通じて、そのようなヘッジ活動に要する費用と現在の正味収益とのバランスをとりつつ、将来

の正味受取利息を減らす可能性のある将来の金利変動による影響を軽減することを目的としている。

金利の変動によって生じる当行グループの正味受取利息の変動に対するエクスポージャーの大部分は、

当行グループのコア預金フランチャイズに関連している。当行グループのコア預金フランチャイズは、預金

価値の変動およびホールセール市場における資金に対するスプレッドの変動リスクにさらされている。コ

ア預金の価値は、金利の上昇とともに増加し、金利の下落とともに減少する。ただし、このリスクは、極度な

低金利環境においては、金利が下落した場合により低い預金価格設定に対する余地が限られているため、非

対称となる。

構造的為替エクスポージャー

当行グループの構造的為替エクスポージャー総額は、子会社、支店および関連会社の外貨投資の純資産価

値、ならびに当行グループの長期外貨建持分投資の公正価値によって示されている。

当行グループの構造的為替エクスポージャーは、当行グループのALCOが管理しており、実際には当行グ

ループおよび当行の資本比率を為替変動の影響から保護することを主な目的としている。当行グループは、

資本比率または投資された資本の価値を守るために、限られた状況においてのみ構造的為替エクスポー

ジャーをヘッジすることを検討する。そうしたヘッジは為替契約を用いて、あるいは機能通貨と同一通貨で

の借入れによる資金調達を通じて行われる。

2011年12月31日現在、外貨投資は267,382百万香港ドル（株主資金の78％）相当の外貨であり、2010年12

月31日現在の272,883百万香港ドル（株主資金の85％）から5,501百万香港ドル減少した。構造的為替エク

スポージャーに係る利益または損失は、準備金に計上される。

当行グループは、以下の構造的為替エクスポージャーを有しており、これらは正味構造的外貨ポジション

合計の10％以上であった。

当行グループ 当行

百万現地通貨 百万香港ドル 百万現地通貨 百万香港ドル

2011年12月31日現在

中国人民元 117,895 145,347 32,290 39,809

2010年12月31日現在

中国人民元 122,017 143,909 52,598 62,035

インドルピー 179,314 31,178 127,064 22,093

d オペレーショナル・リスク

オペレーショナル・リスクは、不正、未承認活動、誤謬、不作為、不手際、システム障害または外部の事象に

よって生じる損失リスクである。オペレーショナル・リスクは各事業組織に内在し、問題は広範囲に及んで
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いる。

当行グループは、プロセスが文書化され、承認が独立しており、取引が調整され監視されている統制活動

に基づく環境を通じて当該リスクを管理している。これは、内部監査によって行われる独立した定期的なレ

ビュープログラム、および外部のオペレーショナル・リスク事象を監視することによって支援されており、

当行グループが確実に業界と共同歩調をとりつつ最善の対応を行い、金融サービス業界において公表され

た失敗例からの教訓を考慮できるようにするものである。

エイチエスビーシー・グループは、概略的な基準を公表することによってオペレーショナル・リスク管

理プロセスを編纂しており、このプロセスはさらに詳細にわたる正式なガイダンスによって補足されてい

る。この基準は、当行グループがリスクを識別、評価、監視、管理および軽減すること、オペレーショナル・リ

スク事象を是正すること、および現地の規制要件に準拠するために必要な追加的な手続きを導入すること

によって、オペレーショナル・リスクを管理する方法について説明している。基準では以下を網羅してい

る。

・オペレーショナル・リスクの管理責任は、事業部内の上級経営陣に割り当てられている。

・オペレーショナル・リスクの特定および評価を記録するために、また適切かつ定期的な経営陣の報告を

作成するためにITが使用される。

・各事業が直面しているオペレーショナル・リスクならびに事業プロセス、活動および商品に内在するリ

スクについての評価を行う。リスク評価には、重要な変動を監視するために識別されたリスクに関する定

期的なレビューが組み込まれる。

・オペレーショナル・リスク損失データは、集められて上級経営陣に報告される。オペレーショナル・リス

ク損失累計が計上され、重要性の基準を上回る事象の詳細がエイチエスビーシー・グループの監査委員

会に報告される。

・保険を含むリスク補完は、費用効率が高い場合に検討される。

当行グループは、災害時のオペレーションを支援するために、偶発融資枠を維持しテストを行っている。

エイチエスビーシーの事業所が、外的要因による混乱によって影響を受けた場合には、そうした状況から

の回復事例を取り込むために、追加的なレビューおよびテストが実施される。インフルエンザが流行した際

に少ない人員で当行グループの業務を継続することを目的として、計画が策定されている。

e 保険リスク

当行グループは、保険契約に基づく請求の時期および重大性をとりまく不確実性にさらされている。当行

グループが直面している主な保険リスクは、保険金、給付金、契約管理費および契約獲得費用を合算した金

額が、時間とともに受領した保険料と投資収益の合計額を超過する可能性である。保険金費用は、数多くの

要因（死亡率および罹患率、失効および解約率ならびに契約に貯蓄性が備わっている場合には負債の裏付

けとして保有する資産の業績を含む）によって影響を受ける。保険契約者から当行グループへの保険リス

クの移転が重要ではない契約は、投資契約として分類されている。

当行グループは、引受制限、新商品を含む取引または設定限度額を超える取引に関する承認手続き、リス

クの多様化、価格設定ガイドライン、再保険および顕在化した問題の監視を通じて、保険リスクを管理して

いる。
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社内で開発されたものか、第三者の開発によって提供されたものかに関わらず、すべての保険商品は商品

および価格設定委員会のレビューを受ける。個々の種類のリスクおよび全体的なリスクの両方について、保

険リスク・エクスポージャーを評価および監視するために複数の手法が用いられている。これらの手法に

は、内部リスク測定モデル、感応度分析、シナリオ分析およびストレス・テストが含まれる。

収益性の理論は、保険契約ポートフォリオの価格設定および引当金の決定に適用される。保険事象は、そ

の性質上、偶発的であり、ある１年間に実際に発生した保険事象の件数は、統計的技法を用いて見積った件

数とは異なる可能性がある。

資産および負債管理

当行グループが保険リスク（特に生命保険契約に関するリスク）に対するエクスポージャーを管理する

ために用いる主なツールは、資産と負債のマッチングである。当行グループは、資産の質、多様性、キャッ

シュ・フローのマッチング、流動性、ボラティリティおよび目標投資収益を考慮したアプローチを用いて、

積極的に資産を管理している。投資プロセスの目標は、最小限のボラティリティで投資収益の目標水準を達

成することである。資産負債管理委員会は、定期的に目標ポートフォリオのレビューおよび承認を行い、投

資ガイドラインおよび限度額を設定し、資産および負債の管理プロセスの監視を行う。

当行グループは、現地の規制要件と整合した主な保険商品区分のそれぞれについて、目標資産ポートフォ

リオを設定している。投資戦略および資産配分は、利回り、期間、感応度、市場リスク、ボラティリティ、流動

性、資産集中度、為替および信用の質を考慮している。

下表は、主な保険商品区分のそれぞれについて、資産と負債の構成を示したものである。資産および負債

の92％は、香港に由来するものである。

契約種類別の保険子会社の財政状態計算書

連動型

生命保険

契約
1

非連動型

生命保険

契約
2

損害保険

契約

その他

資産
3 合計

百万香港ドル

2011年12月31日現在

金融資産

－公正価値評価の指定を受けた金

融資産
 28,067 26,016 404 120 54,607

－デリバティブ 10 873 － － 883

－金融投資 4 147,049 1,151 10,843 159,047

－その他の金融資産 2,086 31,022 1,355 1,271 35,734

金融資産合計 30,167 204,960 2,910 12,234 250,271

再保険資産 6,666 228 395 96 7,385

PVIF
4 － － － 20,232 20,232

その他資産 7 3,419 190 3,879 7,495

資産合計 36,840 208,607 3,495 36,441 285,383

公正価値評価の指定を受けた投資

契約に

基づく負債

6,633 27,849 － － 34,482

保険契約に基づく負債 30,055 176,324 3,059 － 209,438
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繰延税金 (6) 161 1 3,479 3,635

その他負債 － － － 2,625 2,625

負債合計 36,682 204,334 3,060 6,104 250,180

資本合計 － － － 35,203 35,203

資本および負債合計 36,682 204,334 3,060 41,307 285,383

連動型

生命保険

契約
1

非連動型

生命保険

契約
2

損害保険

契約

その他

資産
3 合計

百万香港ドル

2010年12月31日現在

金融資産

－公正価値評価の指定を受けた金

融資産
 28,652 21,753 417 917 51,739 

－デリバティブ － 474 3 3 480 

－金融投資 － 127,213 1,280 7,896 136,389 

－その他の金融資産 2,296 24,132 1,369 705 28,502 

金融資産合計 30,948 173,572 3,069 9,521 217,110 

再保険資産 5,567 161 420 89 6,237 

PVIF
4 － － － 14,767 14,767 

その他資産 4 1,923 190 3,766 5,883 

資産合計 36,519 175,656 3,679 28,143 243,997 

公正価値評価の指定を受けた投資

契約に

基づく負債

7,478 26,268 － － 33,746 

保険契約に基づく負債 28,920 146,130 2,920 － 177,970 

繰延税金 － 121 1 2,497 2,619 

その他負債 － － － 2,705 2,705 

負債合計 36,398 172,519 2,921 5,202 217,040 

資本合計 － － － 26,957 26,957 

資本および負債合計 36,398 172,519 2,921 32,159 243,997 

1 連動型生命保険契約および連動型投資契約より構成される。

2 非連動型生命保険契約および非連動型投資契約より構成される。

3 株主資産より構成される。

4 有効な長期保険契約の現在価値

引受戦略

当行グループの引受戦略は、バランスのとれたポートフォリオを達成するための多様性を求めており、長

期にわたる類似したリスクの大規模なポートフォリオに基づいている。そのため、この戦略は結果の変動性

を低減すると考えられている。

再保険戦略

当行グループは、損失に対するエクスポージャーを軽減し、資本を保護するために当行グループが引き受

けた保険リスクの一部に再保険をかけている。当行グループは、留保保険金額を減少させるために比例再保

険および非比例再保険の組合せを購入し、そうすることによって所定の保険リスク選好の範囲内に収めて
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いる。当行グループはまた、特定のユニット連動型保険商品のもとで最低投資実績を保証することによって

生じる財務リスクを管理するために再保険を使用しており、特定の災害によって生じる損失に対する当行

グループのエクスポージャーを管理するために系列外の再保険会社と再保険契約を締結している。

出再保険には信用リスクが含まれており、信用リスクを最小限にとどめるために、当行グループの信用格

付け基準（公的格付情報または内部調査のいずれかによって評価されている）を満たしている再保険会社

のみが承認される。

対象となるリスクの性質

以下に当行グループの主な商品に内在するリスクの性質に関する評価が記載されている。

（ⅰ）保険契約－非連動型商品

非連動型保険契約の基本特性は、契約時に決定された保証死亡給付金を支払うことである。貯蓄性のある

非連動型保険商品については、保証解約返戻金、保証満期保険金、出再率保証および/または非失効保証が提

供される場合がある。任意参加型契約は、年次配当という方法で契約者に生命保険ファンドの利益に参加す

ることを認めている。当行グループは、宣言された配当に関する契約上の分配を完了している。長期収益率

に基づき安定した配当率を維持することが当行グループの目標である。現在の配当率が維持できるもので

あるか否か確認するために年次レビューが実施される。

（ⅱ）保険契約－ユニット連動型商品

当行グループはユニット連動型生命保険契約を締結している。ユニット連動型生命保険契約は、一般的に

契約者に生命保険保障および様々なファンドへの投資の選択を提供する。受領した保険料は保険料手数料

を控除した後、選択したファンドへ入金される。保険費用および管理費用に関するその他の手数料は、当該

ファンド累計額より控除される。履行保証がある場合、リスクが再保険を通じて管理される。

（ⅲ）投資契約－保証付きの退職年金基金

当行グループは、投資契約として分類されることになる退職年金基金契約の引受を行っている。各退職制

度に基づき、雇用主と従業員は拠出を行うファンドを選択することができ、当行グループはある特定のファ

ンドに対する投資収益または元本保証を提供する。投資戦略は、少なくとも最低保証を満たすのに十分な収

益を提供することを目的として設定されている。

（ⅳ）投資契約－保証のない退職年金基金

当行グループは、投資契約として分類される契約を考慮した退職年金基金契約の引受を行っている。各退

職制度に基づき、雇用主と従業員は拠出するファンドを選択することができる。当行グループは、この種類

の投資契約に基づく投資リスクを負わない。

（ⅴ）損害保険契約

当行グループは、個人および組織に関連する不動産、法的責任、傷害疾病、財務またはその他の保険事象に

よって生じる可能性のある危険により生じた損失リスクを引き受けている。当行グループは、引受制限、新

商品を含む取引または承認済みの設定限度額を超える取引に関する承認手続き、リスク分散、引受ガイドラ

イン、再保険および再保険の集中管理ならびに顕在化した問題の監視を通じて、当該リスクを管理してい

る。

保険リスクの集中

EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

592/961



保険プロセスの中で、特定の事象または一連の事象が当行グループの負債に重大な影響を及ぼす可能性

がある場合にリスクの集中が発生することがある。そうしたリスクの集中は、単一の保険契約によって生じ

るか、あるいは少数の関連契約を通じて発生する場合があり、重要な負債が生じる可能性のある状況に関連

している。

当行グループは、当行グループが発行した保険契約の契約者の生命、不動産および物理的な状況に影響を

及ぼす、一般運送業者に関連した事故、大災害、伝染病、地震およびその他の自然災害によって生じる集中リ

スクにさらされている。これらのリスクを軽減するために、当行グループは、損失超過および大災害に備え

て再保険契約を締結している。

当行グループ、当行グループの関連会社および合弁事業が発行した保険契約の契約者は、主に香港、マカ

オ、中国本土、台湾、シンガポール、マレーシア、ベトナム、インドおよび韓国の居住者で、大部分は香港の居

住者である。

保険リスクの集中度および必要な再保険保障を決定するために、シナリオ分析が行われ、当行グループへ

の潜在的な財政上の影響が調査される。損失合計は、選択されたストレス・レベルに基づいて見積られる。

当行グループの再保険戦略の詳細については、181ページ（訳注：原文のページ数である）に開示されてい

る。

生命保険事業は、その性質上、損害保険事業よりも契約期間が長く、契約に貯蓄性および投資の要素を組

み込んでいることが多い。したがって、生命保険契約準備金の分析は、保険エクスポージャーを総合的に評

価するための最善の方法である。これは、通常、基礎となる保険契約に関連した予想将来キャッシュ・フ

ローおよび様々な仮定（主に金利および死亡率水準を含む）を参照することによって、生命保険契約に関

する引当金が設定されているためである。当該仮定を決定する際に用いられるプロセスは、将来の結果に関

する安定した信憑性のある見積りとなることを意図している。これは、実績の変動を合理的な範囲に抑える

ことが可能な比較的保守的な仮定を適用することによって達成される。適用された様々な仮定に存在する

誤差および最も起こり得る将来の結果の見積りの妥当性を評価するために関連実績の年次レビューが行わ

れる。定義上、当行グループは、投資契約に係る保険リスクにさらされていないため、投資契約は保険リスク

管理の分析に含まれていない。生命保険契約準備金の分析に関する詳細については、注記34に開示されてい

る。これとは対照的に、損害保険リスクに関しては、下表に示されているとおり、リスク・エクスポージャー

を評価する最善の方法として、計上保険料が用いられている。

損害保険リスクの分析－正味計上保険料
1

2011年 2010年

百万香港ドル

傷害疾病 1,504 1,411

火災およびその他の損害 307 306

自動車 325 332 

賠償責任 164 180 

海上、航空および運輸 105 111 

その他（損害） 458 369 

正味計上保険料合計 2,863 2,709 

1 正味計上保険料は、再保険会社に出再された計上保険料総額を控除した後の計上保険料総額を表している。

財務リスク

EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

593/961



保険負債に対応する金融資産を管理することにより当行グループが財務リスクを負う結果となる場合が

ある。財務リスクには市場リスク、信用リスクおよび流動性リスクが含まれる。これらの各財務リスクにつ

いては、保険契約の引受によって生じるこれらのリスクを当行グループが管理する方法の要約と併せて、以

下に記載されている。

当行グループはまた、保険契約者に対して発行した特定の投資契約に関する投資収益保証リスクにもさ

らされている。このリスクは、これらの保証を満たすために当行グループが保有している資産の利回りが保

証されたリターンを下回るリスクである。このリスクに関する管理の枠組みは、固定利付証券へ投資し、

マッチング・アプローチ（保険契約準備金に見合うように保有資産を管理する）を採用することである。

分析により、契約期間にわたって、指定された資産からの収益が関連負債をカバーするために十分ではない

可能性があることが示された場合には、追加的な引当金が設定される。

下表は、負債の種類別に、2011年12月31日現在において当行グループの保険引受子会社に保有されている

資産を分析し、財務リスクに対するエクスポージャーについての見解を示したものである。

保険商品開発事業によって保有されている金融資産

2011年12月31日現在

連動型

生命保険

契約

非連動型

生命保険

契約

損害保険契約 その他資産 合計

百万香港ドル

公正価値評価の指定を受けた

金融資産

－負債証券 － 13,815 404 120 14,339

－持分証券 28,067 12,201 － － 40,268

28,067 26,016 404 120 54,607

金融投資

満期保有：

－負債証券 － 131,932 1,033 10,097 143,062

売却可能：

－短期国債 － － － － －

－負債証券 － 15,115 118 728 15,961 

－持分証券 4 2 － 18 24 

4 15,117 118 746 15,985 

デリバティブ 10 873 － － 883 

その他金融資産 2,086 31,022 1,355 1,271 35,734 

30,167 204,960 2,910 12,234 250,271 

2010年12月31日現在

連動型

生命保険

契約

非連動型

生命保険

契約

損害保険契約 その他資産 合計

百万香港ドル

公正価値評価の指定を受けた

金融資産

－負債証券 506 13,226 417 917 15,066
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－持分証券 28,146 8,527 － － 36,673

28,652 21,753 417 917 51,739

金融投資

満期保有：

－負債証券 － 119,791 1,186 7,057 128,034

売却可能：

－短期国債 － － － － －

－負債証券 － 7,418 94 808 8,320

－持分証券 － 4 － 31 35

－ 7,422 94 839 8,355

デリバティブ － 474 3 3 480

その他金融資産 2,296 24,132 1,369 705 28,502 

30,948 173,572 3,069 9,521 217,110 

この表は、連動型契約に関して当行グループが通常、資産を公正価値評価に指定していることを示してい

る。非連動型契約に関して、資産の分類は基礎となる契約の性質別に分類されている。2011年度末現在にお

いて、連動型生命保険負債を裏付けるために保有される資産は、当行グループの保険商品開発子会社の金融

資産合計の12.1％（2010年：14.3％）を占めていた。この表はまた、2011年12月31日現在で金融資産の約

69.3％（2010年：69.7％）が負債証券に投資され、16.1％（2010年：16.9％）が持分証券に投資されてい

たことを示している。

市場リスク

市場リスクは、金利リスク、株価リスクおよび外貨リスクに細分化することができる。これらの各カテゴ

リーについては、以下に詳しく記載されている。

金利リスク

当行グループの保険事業の金利リスクに対するエクスポージャーは、主に当行グループの負債証券の保

有および将来の正味キャッシュ・フローを再投資する際に達成可能な金利に関する不確実性によって生じ

る。満期保有区分は、大部分が負債証券の保有で占められており、予想債務の返済と合致させるために管理

されている。当行グループは資産および負債ポジションの定期的なレビューを通じて、このエクスポー

ジャーを監視している。キャッシュ・フローの見積り、ならびに投資ポートフォリオおよび保険責任準備金

に関連した金利変動による影響は、定期的にモデル化され、見直されている。これらの戦略の全体的な目的

は、金利変動によって生じる資産および負債の価値の正味変動を制限することである。

有配当商品については、非連動型契約に関連した金利リスクは任意参加型契約に基づく契約者とのリス

クの分担を通じても、軽減することが可能である。

当行グループの保険子会社が事業を行っているすべての地域における2011年12月31日現在の金利イール

ド・カーブの変動は、以下の各事業年度の利益および12月31現在の純資産に以下のような影響を与える。

2011年12月31日 2010年12月31日

当事業年度の

利益への影響
純資産への影響

当事業年度の

利益への影響
純資産への影響
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百万香港ドル 百万香港ドル

イールド・カーブにおける

＋100ベーシス・ポイント

の変動

1,065 (390) 515 (194)

イールド・カーブにおける

－100ベーシス・ポイント

の変動

(977) 547 (556) 173

上表に示された金利感応度は、説明目的のみであり、簡略化したシナリオを用いている。影響は直線的で

はなく、したがって、結果を推定することができない場合がある。当該感応度は、金利変動の影響を軽減する

ために経営陣が講じる可能性のある措置を考慮しておらず、また、そのような状況に対する保険契約者の行

動の変化についても考慮していない。

株価リスク

市場性のある持分証券のポートフォリオ（当行グループは貸借対照表上に公正価値で計上している）

は、価格リスクにさらされている。このリスクは、価格の不利な変動によって生じる市場価値の潜在的損失

と定義されている。このリスクは主に、動的な資産配分、ポートフォリオの多様性および任意参加型特約を

通じた契約者とのリスク分担によって軽減されている。ポートフォリオの特徴は、定期的に分析され、株価

リスクは定期的に見直される。当行グループの投資ポートフォリオは、産業間で多様化しており、１社また

は１つの業界における集中は上級経営陣が設定したパラメーター、ならびに法定要件によって制限されて

いる。

下表は、株価に合理的な可能性のある10％の変動が生じた場合の各事業年度における利益総額および純

資産への影響を示したものである。

2011年12月31日 2010年12月31日

当事業年度の

利益への影響
純資産への影響

当事業年度の

利益への影響
純資産への影響

百万香港ドル 百万香港ドル

株価の10％の増加 629 629 473 474

株価の10％の減少 (1,075) (1,076) (471) (471)

これらの株価感応度は、説明目的のみであり、簡略化したシナリオを用いている。影響が直線的ではなく、

したがって、結果を推定することができない場合がある。それらは、株価の下落を軽減するために経営陣が

講じる可能性のある措置を考慮しておらず、また、そのような下落に伴い生じる可能性のある保険契約者の

行動の変化も考慮していない。

外貨リスク

資産および負債のかなりの額が、２つの主要通貨である米ドルおよび香港ドル建てとなっている。当行グ

ループは、主として同一通貨で資産と負債がマッチする方針を適用しており、効果的に為替レートのエクス

ポージャーを削減している。正味外貨エクスポージャーを許容水準に維持するために限度額が設定されて

いる。当行グループは、先渡契約およびスワップを用いて、外貨リスクを管理している。
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信用リスク

当行グループの固定利付証券ポートフォリオ、また一部の短期およびその他の投資は、信用リスクにさら

されている。信用リスクは、債務者の債務返済能力の悪化によって生じる市場価値の潜在的損失と定義され

ている。当行グループの目的は、多様な有価証券ポートフォリオに投資することによって競争力のある関連

収益を稼得することである。経営陣は、信用の質および集中リスクを管理するために与信方針を設定してお

り、限度額が設定されている。下表は、当行グループの保険事業に含まれている、短期国債、その他の適格証

券および負債証券の分析を示したものである。４つの信用の質の分類に関する定義については、166ページ

（訳注：原文のページ数である）に記載されている。連動型負債を裏付ける資産に関する財務リスクは、主

に保険契約者が負担することから、下表には非連動型負債を裏付ける資産のみが含まれている。下表に含ま

れている資産の91.1％（2010年：96.5％）が「高」と格付けされた投資に投資されている。

延滞も減損もしていない

高 中 破綻懸念

延滞してい

るが減損し

ていない

減損 減損引当金 合計

百万香港ドル

2011年12月31日

非連動型生命保険契約および

損害保険契約に基づく負債

を裏付けるもの

公正価値評価の指定を受けた

金融資産
13,238 981 － － － － 14,219 

－短期国債およびその他の

適格証券
－ － － － － － －

－負債証券 13,238 981 － － － － 14,219 

金融投資 134,738 13,460 － － － － 148,198 

－短期国債およびその他の

適格証券
－ － － － － － －

－負債証券 134,738 13,460 － － － － 148,198 

株主資金を裏付けるもの
1

公正価値評価の指定を受けた

金融資産
96 24 － － － － 120 

－短期国債およびその他の

適格証券
－ － － － － － －

－負債証券 96 24 － － － － 120 

金融投資 9,837 988 － － － － 10,825 

－短期国債およびその他の

適格証券
－ － － － － － －

－負債証券 9,837 988 － － － － 10,825 

合計

公正価値評価の指定を受けた

金融資産
13,334 1,005 － － － － 14,339 

－短期国債およびその他の

適格証券
－ － － － － － －

－負債証券 13,334 1,005 － － － － 14,339 

金融投資 144,575 14,448 － － － － 159,023 

－短期国債およびその他の

適格証券
－ － － － － － －

－負債証券 144,575 14,448 － － － － 159,023 

延滞も減損もしていない
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高 中 破綻懸念

延滞してい

るが減損し

ていない

減損 減損引当金 合計

百万香港ドル

2010年12月31日

非連動型生命保険契約および

損害保険契約に基づく負債

を裏付けるもの

公正価値評価の指定を受けた

金融資産
13,087 556 － － － － 13,643 

－短期国債およびその他の

適格証券
－ － － － － － －

－負債証券 13,087 556 － － － － 13,643 

金融投資 123,893 4,596 － － － － 128,489 

－短期国債およびその他の

適格証券
－ － － － － － －

－負債証券 123,893 4,596 － － － － 128,489 

株主資金を裏付けるもの
1

公正価値評価の指定を受けた

金融資産
898 19 － － － － 917

－短期国債およびその他の

適格証券
－ － － － － － －

－負債証券 898 19 － － － － 917 

金融投資 7,755 110 － － － － 7,865 

－短期国債およびその他の

適格証券
－ － － － － － －

－負債証券 7,755 110 － － － － 7,865 

合計

公正価値評価の指定を受けた

金融資産
13,985 575 － － － － 14,560 

－短期国債およびその他の

適格証券
－ － － － － － －

－負債証券 13,985 575 － － － － 14,560 

金融投資 131,648 4,706 － － － － 136,354 

－短期国債およびその他の

適格証券
－ － － － － － －

－負債証券 131,648 4,706 － － － － 136,354 

1 株主資金は、流動性資産および担保権の付されていない資産より構成される。

当行グループはまた、信用リスクの対象となる保険およびその他の受取債権を有している。これらの受取

債権のうち最も重要なのは再保険金である。当行グループは、取引相手が支払期限までに支払いを行わない

リスクを軽減するために、再保険会社向けに、主要な機関による格付けを取り込み、現在入手可能な市場情

報を考慮した特定の業務および財務ガイドラインを設定している。当行グループはまた、定期的に再保険会

社の財務安定性および再保険会社からの未収金の決済傾向についてレビューしている。再保険会社へ出再

された負債の分割および再保険金残高は以下のとおりであった。

保険契約に基づく再保険会社の負債持分

延滞も減損もしていない

高 中 破綻懸念

延滞してい

るが減損し

ていない

減損 減損引当金 合計

百万香港ドル
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2011年12月31日

連動型投資契約 3 6,663 － － － － 6,666 

非連動型保険契約 428 194 － 1 － － 623 

合計 431 6,857 － 1 － － 7,289 

再保険金残高 27 18 － 51 － － 96 

2010年12月31日

連動型保険契約 1 5,566 － － － － 5,567 

非連動型保険契約 444 66 － 71 － － 581 

合計 445 5,632 － 71 － － 6,148 

再保険金残高 35 8 － 46 － － 89 

当行グループは、ユニット連動型生命保険商品を販売している。この商品は、保証された最低死亡給付金

および保証された最低累積給付金を支払う商品で、当行グループが引受を行うが第三者が受再している。当

行グループは、この第三者の再保険債務を果たす能力に関する信用リスク・エクスポージャーを有してい

る。2011年12月31日現在、第三者に対する信用リスク・エクスポージャーは、6,663百万香港ドル（2010年：

5,566百万香港ドル）であった。

流動性リスク

流動性リスクには３つの構成要素がある。これら３つの構成要素のうち第１の要素は、通常の市場状況に

おいて生じるもので、資金調達流動性リスクと呼ばれる。特に支払義務を履行する必要がある場合、十分な

現金を調達する能力のことである。第２の要素は、特定の保有持分の規模が十分に大きい場合で、市場価格

または市場価格前後で売却を完了できない市場流動性リスクである。最後に第３の要素は、スタンドバイ流

動性リスクであり、異常な状況において支払条件を満たす能力のことである。

当行グループは、当行グループの現金資源に関する日々の請求、特に当行グループの保険および投資契約

において生じる保険金ならびに契約の早期解約の場合の解約返戻金に関する請求に対応しなければならな

い。そのため、支払期日到来時に合理的な費用で負債を決済するための現金を用意できないというリスクが

存在する。当行グループは、これらの負債を決済するために運転資金の適切な水準を監視および設定するこ

とによって、このリスクを管理している。基礎となる各ファンドの流動性要件に関しても投資ポートフォリ

オが組成されており、早期解約手数料および市場調整条項は予想外の現金費用を負担するために用いられ

る。

下表は、2011年12月31日現在における保険契約負債の予想満期を示したものである。

保険契約負債の予想満期

予想キャッシュ・フロー（割引前）

１年未満 １年超５年以内 ５年超15年以内 15年超 合計

百万香港ドル

2011年12月31日

損害保険契約 1,782 834 388 56 3,060

生命保険（非連動型） 10,490 85,770 148,983 178,200 423,443

生命保険（連動型） 3,538 10,824 39,266 98,261 151,889 
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15,810 97,428 188,637 276,517 578,392 

2010年12月31日

損害保険契約 1,736 875 256 54 2,921 

生命保険（非連動型） 11,752 76,103 128,920 141,714 358,489 

生命保険（連動型） 1,562 10,338 25,126 66,725 103,751 

15,050 87,316 154,302 208,493 465,161 

投資契約負債の残存契約満期

連動型
投資契約

非連動型
投資契約

DPFのある
投資契約

合計

百万香港ドル

2011年12月31日

残存契約満期

－１年未満 216 21 60 297 

－１年超５年以内 － － 26 26 

－５年超10年以内 259 － － 259

－10年超 － － － －

－期限なし
1 6,157 27,828 － 33,985

6,632 27,849 86 34,567

2010年12月31日

残存契約満期

－１年未満 41 58 84 183 

－１年超５年以内 － － 86 86 

－５年超10年以内 316 － － 316 

－10年超 － － － －

－期限なし
1 7,121 26,210 － 33,331 

7,478 26,268 170 33,916 

1 多くの場合、保険契約者は随時、契約を解約するオプションを有しており、解約時に解約返戻金を受け取る。解約返戻

金は、上表に示された金額よりも著しく低い金額となる場合がある。

有効な長期保険契約の現在価値（「PVIF」）

当行グループの生命保険事業は、とりわけ、保険および関連リスクの評価について包括的な枠組みを提供

する組込価格アプローチを用いて会計処理されている。2011年12月31日現在におけるPVIF資産の価値は、

20,232百万香港ドル（2010年：14,767百万香港ドル）で、有効な保険契約の全体から見込まれる収益にお

ける株主持分の現在価値を表している。

当事業年度において、PVIF資産の計算は、割引率に対する潜在的な調整の代わりに特定のリスクおよび不

確実性に関する明示的なマージンおよび引当金を取り込むことによって、改良された。現在、評価には、予測

仮定に非経済的リスクに関する明示的なリスク・マージンが含まれており、確率手法を用いて、金融オプ

ションおよび保証に関する明示的な引当金が含まれている。リスク割引率は現在、市場リスク・フリー利回

りを参照することによって、流動基準に設定されており、注記25bの重要な仮定の表に示されているとおり、

潜在的な調整が行われなかった結果、減少している。これらの改良により、失効、死亡率および/または罹患

率に対する感応度を含む、より高い感応度に反映される将来の保険業績におけるボラティリティがより大

きくなること留意しなければならない。これらの改良による一度限りの利益1,133百万香港ドルは、連結損

益計算書の「その他営業収益」に含まれている。
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PVIFは、異なるリスク要因の不利な変動に対する生命保険事業の価値の感応度を評価するために、ストレ

ス・テストが行われる。下表は、2011年12月31日現在の主要な経済仮定における合理的に可能な変動による

PVIFへの影響を示したものである。

業績への影響

2011年 2010年

百万香港ドル

リスク・フリー金利における＋100ベーシス・ポイントの変動 1,101 1,613

リスク・フリー金利における－100ベーシス・ポイントの変動 (687) (1,218)

上表に示されているPVIFに対する影響は、説明目的のみであり、簡略化したシナリオを用いている。それ

らは、金利変動の影響を軽減するために経営陣が講じる可能性のある措置を考慮しておらず、また、そのよ

うな状況に対する保険契約者の行動の変化についても考慮していない。

非経済的仮定

損害保険契約に関する保険金費用および経費率ならびに生命保険契約に関する死亡率および/または罹

患率、失効率および経費率を含む非経済的仮定はまた、保険契約準備金およびPVIFを決定する際にも使用さ

れる。すべての保険引受子会社の当事業年度における利益の感応度および2011年12月31日現在のこれらの

非経済的仮定の合理的に可能な変動に対する純資産の感応度は、以下のとおりである。

2011年の業績に対する影響 2010年の業績に対する影響

税引後利益 純資産 税引後利益 純資産

百万香港ドル 百万香港ドル

保険金支払の20%の増加 (194) (194) (183) (183)

保険金支払の20%の減少 194 194 183 183 

死亡率および/または罹患率の10％の増加 (406) (406) (176) (176)

死亡率および/または罹患率の10％の減少 407 407 167 167 

失効率の50％の増加 (605) (605) 351 351 

失効率の50％の減少 1,524 1,524 (58) (58)

経費率の10％の増加 (286) (286) (171) (171)

経費率の10％の減少 285 285 171 171 

f 資本管理

当行グループの資本管理に対するアプローチは、戦略的および組織的要件によるものであり、当行が事業

を行っている規制環境、経済環境および商業環境を考慮している。

当行グループの事業の発展を支援し、規制資本要件を常に満たすための強い資本基盤を維持することが

当行グループの目的である。この目的を達成するために、当行グループは様々な異なる形態で資産を保有す

ることを方針としており、すべての資本調達は主要な子会社の個別の資本管理プロセスおよび当行グルー

プの資本管理プロセスの一部として、主要な子会社と合致している。

当行グループの資本管理プロセスは、取締役会が承認する当行の年次グループ資本計画において明確化

されている。この計画は、異なる資本構成要素間の適切な資本金額および最適な資本構成の両方を維持する

ことを目的として策定されている。当行グループは、市場および投資家の集中、費用、市況、時期、資本構成へ

の影響および満期プロファイルに関するエイチエスビーシー・グループのガイドラインに従って、非株式
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コア資本および劣後債務を増加させている。各子会社は、承認された当行グループの年次資本計画の中で、

計画された事業成長を支援し、現地の規制要件を満たすために自社の資本を管理している。エイチエスビー

シー・グループのキャピタル・マネージメント・フレームワークに従って、子会社が生み出した資本のう

ち、計画された要件を超過する部分については、通常、配当金の形式で当行に返還される。

当行は、当行の子会社に対する主な株式資本の提供者であり、これらの投資は実質的に当行の独自の資本

発行および利益留保によって資金調達されている。当行は、当行の資本管理プロセスの一環として、子会社

における資本構成および投資構成の間の適切なバランスを維持しようとしている。

主な資本形態は、連結貸借対照表の以下の残高に含まれている。株式資本、留保利益、その他準備金、優先

株式および劣後債務。資本はまた、貸付金に関して保有されている集合的減損引当金を含んでいる。

外部から課せられた資本要件

香港金融管理庁は、連結ベースで当行グループを監督しているため、当行グループ全体の自己資本比率に

関する情報を入手し、資本要件を設定している。個々の銀行子会社および支店は、直接、現地の銀行監督委員

会による規制を受ける。現地の銀行監督委員会は、個々の銀行子会社および支店の自己資本比率を設定し監

視している。ほとんどの司法管轄において、銀行以外の金融子会社もまた、現地の規制当局の監督下に置か

れ、資本要件が設定されている。

当行グループは、高度な内部格付けに基づくアプローチを用いて、証券化以外のエクスポージャーの大部

分に対する信用リスクを算定している。当行グループは、当行グループの証券化エクスポージャーに対する

信用リスクの決定に内部格付けに基づく（証券化）アプローチを使用している。市場リスクに関しては、当

行グループは、当行グループの一般的な市場リスク、金利リスク・カテゴリーの個別リスクおよび株式オプ

ションに関する市場リスクの算定に内部モデル・アプローチを使用している。当行グループは、その他の市

場リスク・ポジションの算定に標準的な（市場リスク）アプローチを用いており、オペレーショナル・リ

スクの算定に標準的な（オペレーショナル・リスク）アプローチを用いている。

当事業年度において、当行グループの個別の事業体および当行グループは、香港金融管理庁の外部から課

せられた資本要件のすべてに準拠していた。

53 最終持株会社

当行の最終持株会社は、イングランドに設立されたエイチエスビーシー・ホールディングス・ピーエル

シーである。

当行の勘定が連結されている最大グループは、エイチエスビーシー・ホールディングス・ピーエルシー

を頂点とするものであるが、エイチエスビーシー・ホールディングス・ピーエルシーの連結決算書は、エイ

チエスビーシー・グループのウェブサイトであるwww.hsbc.comにて公表されており、入手可能である。ある

いは、連合王国E14 5HQロンドン市カナダ・スクエア８より入手することもできる。

54 事業の性質

当行グループは、主としてアジア太平洋地域において、国内および国際銀行業務ならびに関連する金融

サービス業務を提供している。
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55 後発事象

当財務諸表において開示を必要とする、期末日以後の事象はない。

56 決算書の承認

2012年２月27日、取締役会において当財務諸表が承認され公表が許可された。

次へ 
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ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

608/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

609/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

610/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

611/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

612/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

613/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

614/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

615/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

616/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

617/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

618/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

619/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

620/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

621/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

622/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

623/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

624/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

625/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

626/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

627/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

628/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

629/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

630/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

631/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

632/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

633/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

634/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

635/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

636/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

637/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

638/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

639/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

640/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

641/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

642/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

643/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

644/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

645/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

646/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

647/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

648/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

649/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

650/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

651/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

652/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

653/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

654/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

655/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

656/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

657/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

658/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

659/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

660/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

661/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

662/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

663/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

664/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

665/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

666/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

667/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

668/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

669/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

670/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

671/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

672/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

673/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

674/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

675/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

676/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

677/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

678/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

679/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

680/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

681/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

682/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

683/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

684/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

685/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

686/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

687/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

688/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

689/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

690/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

691/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

692/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

693/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

694/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

695/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

696/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

697/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

698/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

699/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

700/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

701/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

702/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

703/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

704/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

705/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

706/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

707/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

708/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

709/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

710/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

711/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

712/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

713/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

714/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

715/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

716/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

717/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

718/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

719/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

720/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

721/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

722/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

723/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

724/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

725/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

726/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

727/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

728/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

729/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

730/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

731/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

732/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

733/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

734/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

735/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

736/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

737/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

738/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

739/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

740/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

741/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

742/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

743/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

744/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

745/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

746/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

747/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

748/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

749/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

750/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

751/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

752/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

753/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

754/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

755/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

756/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

757/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

758/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

759/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

760/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

761/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

762/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

763/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

764/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

765/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

766/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

767/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

768/961



EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

769/961



２【主な資産・負債及び収支の内容】

上記「第６ 経理の状況－１ 財務書類－2012年12月31日終了事業年度財務書類－財務諸表注記」及び「第

６ 経理の状況－１ 財務書類－2011年12月31日終了事業年度財務書類－財務諸表注記」を参照のこと。

３【その他】

後発事象

下記「訴訟」に記載されているものを除き、該当事項なし。

訴訟

訴訟については、上記「第６ 経理の状況－１ 財務書類－2012年12月31日終了事業年度財務書類－財務諸表

注記」の注記54「法的事項」を参照のこと。

４【香港及び日本の会計原則及び会計慣行の主要な相違】

(1)　連結

香港の会計原則

香港の会計原則では、連結財務諸表には、親会社及び親会社が支配する会社(すなわち、特別目的事業体

を含む子会社。)の財務諸表が含まれている。「支配」は、親会社がその会社の財務及び経営に関する方針

を左右する力を(直接的に又は子会社を通じて間接的に)有する場合に存在し、一般的には議決権の過半数

を保有することにより生じる。

連結財務諸表は、統一した会計方針を使用して作成される。

日本の会計原則

日本の会計原則では、実質支配力基準により連結範囲が決定され、被支配会社の財務諸表は連結される。

親会社及び子会社が連結財務諸表を作成するために採用する会計原則は、原則として統一されなければ

ならない。ただし、在外子会社の財務諸表が国際財務報告基準又は米国会計基準に準拠して作成されてい

る場合は、のれんの償却、退職給付会計における数理計算上の差異の費用処理、研究開発費の支出時費用処

理、投資用物件の時価評価、会計方針を自主的に変更した場合の遡及的適用、及び少数株主持分に帰属する

純利益の会計処理等の一定の項目の修正を除き、これを連結決算手続上利用できることと規定された。

(2)　企業結合及びのれん

香港の会計原則

香港の会計原則では、企業結合は取得法で会計処理されている。企業結合により取得されたのれんは、当

初、譲渡対価の公正価値が取得資産及び引受負債の正味認識額を上回る額として認識され、その後はこの

金額から減損損失累計額を控除して計上されている。のれんについては年に一回、及び減損の兆候がある

場合にはいつでも、減損テストが実施される。取得関連費用は、発生年度の損益計算書上で費用として認識

される。

日本の会計原則

日本の会計原則では、企業結合は原則としてパーチェス法により会計処理される。また、のれんは20年以

内の期間にわたり定額法その他の合理的方法により規則的に償却され、減損の兆候が認められた場合に減

損テストの対象となる。

EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

770/961



(3)　非金融資産の減損

香港の会計原則

香港の会計原則では、各事業年度末において報告企業は、資産の減損の兆候について評価している。そのよ

うな兆候が存在する場合、企業は当該資産の回収可能価額及び当然に減損損失を見積もっている。減損損失

は、一定の場合には戻し入れることができるが、戻入により増加する資産額は、減損処理前の価額を超えては

ならない。なお、のれんに係る減損損失の戻入は行われない。

日本の会計原則

日本の会計原則では、減損の兆候が認められ、かつ割引前の見積将来キャッシュ・フロー(20年以内の合理

的な期間に基づく)が帳簿価額を下回ると見積られる場合において、回収可能価額と帳簿価額の差額につき

減損損失を計上する。減損損失の戻入は認められない。

(4)　ヘッジ会計

香港の会計原則

一定の条件が満たされた場合は、下記の種類のヘッジ関係に係るヘッジ会計が認められている。

・　　公正価値ヘッジ(すなわち、特定のリスクに起因し、損益に影響を与える可能性がある、公正価値の

変動に対するエクスポージャーのヘッジ) － ヘッジ会計上、ヘッジ手段の損益は損益計算書に

認識されている。また、ヘッジされたリスクに起因するヘッジ対象の損益はヘッジ対象の帳簿価

額により調整され、損益計算書に認識されている。

・　　キャッシュ・フロー・ヘッジ(すなわち、特定のリスク又は発生の可能性の高い予定取引に起因し、

損益に影響を与える可能性がある、キャッシュ・フローの変動可能性に対するエクスポージャー

のヘッジ) － ヘッジ会計上、ヘッジ手段の損益のうち有効なヘッジと判断される部分はその他

の包括利益に認識され、非有効部分は損益計算書に認識されている。

・　　国外事業への純投資のヘッジ － ヘッジ会計上、ヘッジ手段の損益のうち有効なヘッジと判断され

る部分はその他の包括利益に認識され、非有効部分は損益計算書に認識されている。

日本の会計原則

日本の会計原則では、デリバティブ金融商品について、会計基準により定められたヘッジ会計の要件を満

たす場合には、原則として、「繰延ヘッジ会計」(ヘッジ手段の損益を財政状態計算書の「純資産の部」に計

上し、ヘッジ対象が損益認識されるのと同一の会計期間に損益計算書に認識する。)を適用し、ヘッジ対象で

ある資産又は負債に係る相場変動等を会計基準に基づき損益に反映させることができる場合には、「時価

ヘッジ会計」(ヘッジ手段の損益を発生時に認識するとともに、同一の会計期間にヘッジ対象の損益も認識

する。)を適用できる。

(5)　株式報酬

香港の会計原則

従業員との株式報酬取引の費用は、付与日における持分金融商品の公正価値を参照して測定され、権利確

定期間にわたって定額法により費用計上されるとともに、同額が「その他の準備金」に貸方計上される。従

業員が即座に利用できる権利確定期間のない持分金融商品の公正価値は、直ちに費用計上される。

公正価値は持分金融商品が付与される条件を考慮した上で、市場価格または適切な評価モデルを用いて決

定されている。付与日における持分金融商品の公正価値を見積る際に市場成果の条件が考慮されており、こ

の結果、報奨は市場成果の条件がすべて満たされているという前提で、その他のすべての条件がみたされて
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いるかどうかに関係なく受給権が確定したものとして扱われる。

日本の会計原則

日本の会計原則では、2005年12月27日に公表された「ストック・オプション等に関する会計基準」に基づ

き、会社法施行日(2006年５月１日)以後に付与されたストック・オプションについては、ストック・オプ

ションの付与日から権利確定日までの期間にわたり、付与日現在のストック・オプションの公正価値に基づ

いて報酬費用が認識され、対応する金額は純資産の部に新株予約権として計上される。当該会計基準は上記

の会社法施行日前に付与されたストック・オプションについては適用されない。

(6)　退職後給付

香港の会計原則

確定給付型制度においては、制度負債は、数理的手法に基づき測定され、予測単位積増方式を用いて給付が

割り引かれている。制度資産は、公正価値で測定されている。当該制度の資産が負債を超える場合は資産(超

過額)として、不足する場合は負債(不足額)として、それぞれ財政状態計算書に計上されている。当期勤務費

用、利息費用、制度資産に対する期待運用収益及び過去勤務費用は、損益に認識されている。数理計算上の損

益の会計処理については、その他包括利益に認識するという選択肢がある。

日本の会計原則

日本の会計原則では、確定給付型年金制度について、退職給付債務に未認識過去勤務債務及び未認識数理

計算上の差異を加減した額から年金資産の額を控除した額を退職給付に係る負債として財政状態計算書に

計上する。退職給付に係る費用は、数理計算上の損益も含め、すべて営業費用として損益計算書に計上され

る。

なお、未認識数理差異について企業会計基準第26号「退職給付に関する会計基準」及び企業会計基準適用

指針第25号「退職給付に関する会計基準の適用指針」が2012年５月17日に公表され、オフバランスとなって

いた未認識過去勤務債務及び未認識保険数理差損益が貸借対照表の純資産の部に認識されることとなる。こ

の取扱いは2013年４月１日以後開始する事業年度の年度末に係る連結財務諸表から適用されるが、2013年４

月１日以後開始する事業年度の期首からの早期適用が認められている。

(7)　金融保証

香港の会計原則

香港では、金融保証契約については、当初は公正価値で計上し、その後は、(過去の事象、発生可能性の高い

資源流出及び信頼できる金額の見積りにより、現在債務が存在するために)必要とされる引当金と、当初認識

額から償却費用を差引いた後の金額とのいずれか高い方の金額で計上することを要求している。

日本の会計原則

日本では、金融資産又は金融負債の消滅の認識の結果生じる債務保証を除いて、保証を当初より公正価値

で貸借対照表に計上することは求められておらず、債務保証額について、支払承諾を貸借対照表に計上する

金融機関を除き、財務諸表に注記として計上する。保証に起因して、将来の損失が発生する可能性が高く、か

つその金額を合理的に見積ることができる場合には、引当金を計上する。

(8)　金融資産の認識の中止

香港の会計原則
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金融資産からのキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅し、又は金融資産が譲渡され、かつその

譲渡が認識の中止の要件を満たす場合、金融資産の認識は中止される。

譲渡においては、報告企業は、資産のキャッシュ・フローを受取る契約上の権利を移転すること、又は資産

のキャッシュ・フローの権利を留保するが、そのキャッシュ・フローを第三者に支払う契約上の義務を引受

けることのいずれかを要求される。譲渡に際して、会社は、譲渡した資産の所有に係るリスク及び便益がどの

程度留保されているかを評価する。実質的にすべてのリスク及び便益が留保されている場合は、その資産は

引続き財政状態計算書で認識される。実質的にすべてのリスク及び便益が移転された場合は、当該資産の認

識は中止される。

実質的にすべてのリスク及び便益が留保も移転もされない場合は、会社はその資産の支配を引続き留保し

ているかどうかについて評価をする。支配を留保していない場合は、当該資産の認識は中止される。一方、会

社が支配を留保している場合、継続関与の程度に応じて、引続きその資産を認識する。

日本の会計原則

日本では、「金融商品に係る会計基準」により、金融資産は金融資産の契約上の権利を行使したとき、権利

を喪失したとき、又は権利に対する支配が他に移転したときに認識が中止される。金融資産の契約上の権利

に対する支配が他に移転するのは、(a)譲渡された金融資産に対する譲渡人の契約上の権利が譲渡人及びそ

の債権者から法的に保全され、(b)譲受人が譲渡された金融資産の契約上の権利を直接又は間接に通常の方

法で享受でき、(c)譲渡人が譲渡した金融資産を当該金融資産の満期前に買戻す又は償還する権利及び義務

を実質的に有していない場合である。

(9)　公正価値オプション

香港の会計原則

一定の場合に使用可能な取消不能のオプションとして、金融資産又は金融負債を最初の認識時に「損益計

算書を通じて公正価値で測定する」項目に分類することができる。

日本の会計原則

金融商品の公正価値オプションは日本の会計原則では認められていない。

(10)　金融負債及び資本の区分

香港の会計原則

金融商品の発行企業は発行時において、当該金融商品またはその構成部分を、契約の実質ならびに金融資

産、金融負債及び資本性金融商品（株式等）の定義に従って分類しなければならない。

株式は、当行グループが保有者に対して現金またはその他の金融資産の譲渡を回避するための無条件の権

利を有している場合に資本に分類される。

日本の会計原則

負債又は資本の分類は法的形態に従っている。

　(11)　 親会社株式オプションの子会社の従業員に対する直接付与

香港の会計原則

香港では、子会社がその従業員に親会社の資本性金融商品を提供する義務を有していない場合、子会社は、

持分決済型株式報酬取引に適用される定めに従って、従業員から受け取ったサービスを測定し、それに対応
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する資本の増加を親会社からの出資として認識する。

日本の会計原則

日本の会計原則では、子会社従業員等に対する親会社株式オプションの付与がその報酬として位置づけら

れている場合には、その報酬と引換えに子会社が受領したサービスの消費を報酬として損益計算書上に計上

し、同時に負担を免れたことによる利益が損益計算書上に計上される。

第７【外国為替相場の推移】

当行の財務書類の表示に用いられた通貨(香港ドル)と本邦通貨との間の為替相場が、日本国内において時事

に関する事項を掲載する２紙以上の日刊新聞紙に最近５年間の事業年度及び最近６ヶ月間において掲載され

ているため、記載を省略する。

第８【本邦における提出会社の株式事務等の概要】

該当事項なし

第９【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

該当事項なし

２【その他の参考情報】

該当事項なし

第三部【提出会社の保証会社等の情報】

第１【保証会社情報】

該当事項なし

第２【保証会社以外の会社の情報】

該当事項なし

第３【指数等の情報】

該当事項なし
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第四部【特別情報】

第１【最近の財務書類】

2009年12月31日終了事業年度財務書類

① 連結損益計算書

12月31日に終了した事業年度

注記 2009年 2008年

百万香港ドル 百万円 百万香港ドル 百万円

受取利息 5a 82,550 1,060,768 125,864 1,617,352 

支払利息 5b (24,118) (309,916)(56,819) (730,124)

正味受取利息 58,432 750,851 69,045 887,228 

受取手数料 35,583 457,242 37,751 485,100 

支払手数料 (5,305) (68,169) (6,984) (89,744)

正味受取手数料 5c 30,278 389,072 30,767 395,356 

トレーディング純収益 5d 20,526 263,759 21,363 274,515 

公正価値評価の指定を受けた金融商品からの純

収益/（損失）
5e 7,259 93,278 (10,982) (141,119)

金融投資による純収益 5f (131) (1,683) (2,976) (38,242)

配当金 5g 364 4,677 852 10,948 

正味保険料収入 5h 31,395 403,426 26,886 345,485 

その他営業収益 5i 7,258 93,265 4,076 52,377 

営業収益合計 155,381 1,996,646 139,031 1,786,548 

正味発生保険金および保険契約準備金の変動 5j (37,131) (477,133)(14,767) (189,756)

正味営業収益（貸倒損失およびその他の信用リ

スク引当金控除前）
118,250 1,519,513 124,264 1,596,792 

貸倒損失およびその他の信用リスク引当金 5k (11,235) (144,370)(12,000) (154,200)

正味営業収益 107,015 1,375,143 112,264 1,442,592 

従業員報酬および給付 5l (28,585) (367,317)(28,132) (361,496)

一般管理費 5m (19,527) (250,922)(20,690) (265,867)

有形固定資産の減価償却 25 (2,904) (37,316) (2,609) (33,526)

無形資産の償却 24c (1,177) (15,124) (832) (10,691)

営業費用合計 (52,193) (670,680)(52,263) (671,580)

営業利益 54,822 704,463 60,001 771,013 

関連会社および合弁事業における利益持分 7,741 99,472 7,689 98,804 

税引前当期純利益 62,563 803,935 67,690 869,817 

法人税費用 6 (11,919) (153,159)(12,710) (163,324)

当期純利益 50,644 650,775 54,980 706,493 

株主に帰属する利益 45,808 588,633 50,306 646,432 
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少数株主持分に帰属する利益 4,836 62,143 4,674 60,061 

② 連結包括利益計算書

12月31日に終了した事業年度

2009年 2008年

百万香港ドル 百万円 百万香港ドル 百万円

当期純利益 50,644 650,775 54,980 706,493 

その他包括利益

売却可能投資：

－資本に計上された公正価値変動 31,250 401,563 (46,506) (597,602)

－処分により損益計算書へ振替えられた公正価値変

動
(1,174) (15,086) (1,709) (21,961)

－減損により損益計算書へ振替えられた公正価値変

動
472 6,065 2,682 34,464 

－損益計算書へ振替えられたヘッジされたリスクに

起因するヘッジ対象の公正価値変動
483 6,207 (1,973) (25,353)

－法人税 (1,241) (15,947) 587 7,543 

キャッシュ・フロー・ヘッジ：

－資本に計上された公正価値変動 1,650 21,203 4,182 53,739 

－損益計算書へ振替えられた公正価値変動 (3,026) (38,884) (2,652) (34,078)

－法人税 204 2,621 (210) (2,699)

不動産の再評価：

－資本に計上された公正価値変動 808 10,383 1,946 25,006 

－法人税 (59) (758) (214) (2,750)

関連会社および合弁事業における資本の変動に対する

持分
212 2,724 97 1,246 

換算差額 5,344 68,670 (6,996) (89,899)

退職後給付制度に係る数理計算上の利益/（損失）：

－法人税引前 3,606 46,337 (6,194) (79,593)

－法人税 (559) (7,183) 953 12,246 

当期その他包括利益（税引後） 37,970 487,915 (56,007) (719,690)

当期包括利益合計（税引後） 88,614 1,138,690 (1,027) (13,197)

以下に帰属する当期包括利益合計：

－株主 81,588 1,048,406 (1,968) (25,289)

－少数株主持分 7,026 90,284 941 12,092 

88,614 1,138,690 (1,027) (13,197)

③ 連結財政状態計算書
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12月31日現在

注記 2009年 2008年

百万香港ドル 百万円 百万香港ドル 百万円  

資産  

現金および短期資金 10 892,175 11,464,449 597,572 7,678,800  

他行から回収中の項目 15,528 199,535 13,949 179,245  

１ヶ月超で満期を迎える銀行預け金 11 107,070 1,375,850 55,569 714,062  

譲渡性預金 12 37,388 480,436 57,078 733,452  

香港特別行政区政府債務証書 13 135,414 1,740,070 119,024 1,529,458  

トレーディング資産 14 322,731 4,147,093 493,670 6,343,660  

公正価値評価の指定を受けた金融資産 15 48,087 617,918 40,553 521,106  

デリバティブ 16 235,171 3,021,947 453,923 5,832,911  

顧客に対する貸付金 17 1,350,644 17,355,775 1,286,145 16,526,963  

金融投資 20 882,689 11,342,554 586,161 7,532,169  

グループ会社に対する債権額 134,511 1,728,466 378,662 4,865,807  

関連会社および合弁事業への投資 23 53,683 689,827 48,270 620,270  

のれんおよび無形資産 24 25,069 322,137 16,181 207,926  

有形固定資産 25 36,327 466,802 35,885 461,122  

繰延税金資産 34 2,668 34,284 1,699 21,832  

退職給付資産 51 292 3,752 84 1,079  

その他資産 27 62,256 799,990 75,931 975,713  

資産合計 4,341,703 55,790,884 4,260,356 54,745,575  

 

負債  

香港特別行政区流通紙幣 13 135,414 1,740,070 119,024 1,529,458  

他行へ送金中の項目 22,960 295,036 31,334 402,642  

銀行からの預金 111,206 1,428,997 196,674 2,527,261  

顧客からの預金 28 2,944,539 37,837,326 2,576,084 33,102,679  

トレーディング負債 29 154,366 1,983,603 210,587 2,706,043  

公正価値評価の指定を受けた金融負債 30 36,709 471,711 39,926 513,049  

デリバティブ 16 232,846 2,992,071 466,204 5,990,721  

発行済負債証券 31 43,396 557,639 48,800 627,080  

退職給付債務 51 3,922 50,398 7,486 96,195  

グループ会社に対する債務額 50,842 653,320 51,244 658,485  

その他負債および引当金 32 55,982 719,369 63,319 813,649  

保険契約に基づく負債 33 144,928 1,862,325 113,431 1,457,588  

当期未払税金 6 4,119 52,929 3,270 42,020  

繰延税金負債 34 7,358 94,550 4,433 56,964  

劣後債務 36 21,181 272,176 19,184 246,514  
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優先株式 37 101,208 1,300,523 92,870 1,193,380  

負債合計 4,070,976 52,312,042 4,043,870 51,963,730  

 

資本  

株式資本 38 22,494 289,048 22,494 289,048  

その他準備金 75,213 966,487 36,863 473,690  

利益剰余金 139,231 1,789,118 123,085 1,581,642  

第４回予定中間配当金 8 8,850 113,723 11,170 143,535  

株主資本合計 245,788 3,158,376 193,612 2,487,914  

少数株主持分 24,939 320,466 22,874 293,931  

資本合計 270,727 3,478,842 216,486 2,781,845  

資本および負債合計 4,341,703 55,790,884 4,260,356 54,745,575 

取締役 会社秘書役

マイケル・F・ジョーヒガン M・W・スケールズ

アレクサンダー・A・フロックハート

ピーター・T・S・ウォン

④ 当行　財政状態計算書

12月31日現在

注記 2009年 2008年

百万香港ドル 百万円 百万香港ドル 百万円

資産

現金および短期資金 10 657,765 8,452,280 481,702 6,189,871 

他行から回収中の項目 11,151 143,290 9,908 127,318 

１ヶ月超で満期を迎える銀行預け金 11 67,299 864,792 33,754 433,739 

譲渡性預金 12 20,492 263,322 36,980 475,193 

香港特別行政区政府債務証書 13 135,414 1,740,070 119,024 1,529,458 

トレーディング資産 14 216,480 2,781,768 329,123 4,229,231 

公正価値評価の指定を受けた金融資産 15 1,801 23,143 1,728 22,205 

デリバティブ 16 230,998 2,968,324 452,209 5,810,886 

顧客に対する貸付金 17 752,574 9,670,576 817,996 10,511,249 

金融投資 20 564,738 7,256,883 340,800 4,379,280 

グループ会社に対する債権額 161,755 2,078,552 397,961 5,113,799 

子会社への投資 22 39,606 508,937 16,956 217,885 

関連会社および合弁事業への投資 23 21,132 271,546 21,132 271,546 

のれんおよび無形資産 24 6,754 86,789 6,368 81,829 

有形固定資産 25 20,182 259,339 21,384 274,784 
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繰延税金資産 34 1,436 18,453 819 10,524 

退職給付資産 5l 176 2,262 52 668 

その他資産 27 37,891 486,899 50,012 642,654 

資産合計 2,947,644 37,877,225 3,137,908 40,322,118 

負債

香港特別行政区流通紙幣 13 135,414 1,740,070 119,024 1,529,458 

他行へ送金中の項目 15,796 202,979 26,581 341,566 

銀行からの預金 94,861 1,218,964 174,532 2,242,736 

顧客からの預金 28 1,902,571 24,448,037 1,767,001 22,705,963 

トレーディング負債 29 103,456 1,329,410 151,089 1,941,494 

公正価値評価の指定を受けた金融負債 30 1,857 23,862 7,086 91,055 

デリバティブ 16 230,143 2,957,338 457,732 5,881,856 

発行済負債証券 31 28,250 363,013 34,855 447,887 

退職給付債務 5l 1,986 25,520 3,550 45,618 

グループ会社に対する債務額 123,202 1,583,146 117,681 1,512,201 

その他負債および引当金 32 38,029 488,673 47,897 615,476 

当期未払税金 6 3,456 44,410 2,580 33,153 

繰延税金負債 34 3,318 42,636 2,107 27,075 

劣後債務 36 9,925 127,536 10,602 136,236 

優先株式 37 101,063 1,298,660 92,870 1,193,380 

負債合計 2,793,327 35,894,252 3,015,187 38,745,153 

資本

株式資本 38 22,494 289,048 22,494 289,048 

その他準備金 39 42,986 552,370 19,633 252,284 

利益剰余金 39 79,987 1,027,833 69,424 892,098 

第４回予定中間配当金 8 8,850 113,723 11,170 143,535 

資本合計 154,317 1,982,973 122,721 1,576,965 

資本および負債合計 2,947,644 37,877,225 3,137,908 40,322,118 

取締役 会社秘書役

マイケル・F・ジョーヒガン M・W・スケールズ

アレクサンダー・A・フロックハート

ピーター・T・S・ウォン

⑤ 連結株主資本変動計算書

EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

779/961



当行グループ

その他準備金

株式資本
利益

剰余金

不動産

再評価

準備金

売却可能

投資

準備金

キャッ

シュ・

フロー・

ヘッジ

準備金

為替

準備金
その他

株主資本

合計

少数株主

持分

資本

合計

百万香港ドル

2009年１月１

日

現在

22,494123,085 8,578 15,103 1,833 1,666 9,683 182,442 22,874 205,316 

当期純利益 － 45,808 － － － － － 45,808 4,836 50,644 

その他包括利

益（税引

後）

－ 5,140 573 28,220 (992)2,659 180 35,780 2,190 37,970 

売却可能投資 － － － 28,174 － － － 28,174 1,616 29,790 

キャッシュ・

フロー・

ヘッジ

－ － － － (1,025) － － (1,025) (147) (1,172)

不動産再評価

差額
－ (62) 573 － － － － 511 238 749 

確定給付制度

に係る数理

計算上の利

益

－ 2,451 － － － － － 2,451 596 3,047 

関連会社およ

び合弁事業

におけるそ

の他包括利

益持分

－ 4 － 53 － － 155 212 － 212 

換算差額 － 2,747 － (7) 33 2,659 25 5,457 (113) 5,344 

当期包括利益

合計
－ 50,948 573 28,220 (992)2,659 180 81,588 7,026 88,614 

配当金 － (26,520) － － － － － (26,520)(4,830)(31,350)

株式報酬契約

に関する変

動額

－ － － － － － 586 586 37 623 

その他の変動

額
－ 257 (16) (11) － － (1,388)(1,158) (168) (1,326)

振替 － (8,539)(542) 73 7 2,673 6,328 － － －

2009年12月31

日現在
22,494139,231 8,593 43,385 848 6,998 15,389 236,938 24,939 261,877 

当行グループ

その他準備金

株式資本
利益

剰余金

不動産

再評価

準備金

売却可能

投資

準備金

キャッ

シュ・

フロー・

ヘッジ

準備金

為替

準備金
その他

株主資本

合計

少数株主

持分

資本

合計

百万円
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2009年１月

１日

現在

289,0481,581,642110,227194,07423,554 21,408 124,4272,344,380293,9312,638,311

当期純利益 － 588,633 － － － － － 588,633 62,143 650,775 

その他包括

利益（税

引後）

－ 66,049 7,363 362,627(12,747)34,168 2,313 459,773 28,142 487,915 

売却可能投

資
－ － － 362,036 － － － 362,036 20,766 382,802 

キャッシュ

・フロー

・ヘッジ

－ － － － (13,171) － － (13,171)(1,889)(15,060)

不動産再評

価

差額

－ (797) 7,363 － － － － 6,566 3,058 9,625 

確定給付制

度に係る

数理計算

上の利益

－ 31,495 － － － － － 31,495 7,659 39,154 

関連会社お

よび合弁

事業にお

けるその

他包括利

益持分

－ 51 － 681 － － 1,992 2,724 － 2,724 

換算差額 － 35,299 － (90) 424 34,168 321 70,122 (1,452)68,670 

当期包括利

益

合計

－ 654,682 7,363 362,627(12,747)34,168 2,313 1,048,40690,284 1,138,690

配当金 － (340,782) － － － － － (340,782)(62,066)(402,848)

株式報酬契

約に関す

る変動額

－ － － － － － 7,530 7,530 475 8,006 

その他の変

動額
－ 3,302 (206) (141) － － (17,836)(14,880)(2,159)(17,039)

振替 － (109,726)(6,965) 938 90 34,348 81,315 － － －

2009年12月

31日現在
289,0481,789,118110,420557,49710,897 89,924 197,7493,044,653320,4663,365,119

当行グループ

その他準備金

株式資本
利益

剰余金

不動産

再評価

準備金

売却可能

投資

準備金

キャッ

シュ・

フロー・

ヘッジ

準備金

為替

準備金
その他

株主資本

合計

少数株主

持分

資本

合計

百万香港ドル

2008年１月１

日

現在

22,494 107,908 6,995 58,757 677 8,887 8,636 214,354 25,080 239,434 

当期純利益 － 50,306 － － － － － 50,306 4,674 54,980 

その他包括利

益（税引

後）

－ (3,674)2,013 (43,525)1,166 (8,500)246 (52,274)(3,733)(56,007)
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売却可能投資 － － － (43,686) － － － (43,686)(3,233)(46,919)

キャッシュ・

フロー・

ヘッジ

－ － － － 1,161 － － 1,161 159 1,320 

不動産再評価

差額
－ (53) 1,713 － － － － 1,660 72 1,732 

確定給付制度

に係る数理

計算上の損

失

－ (4,282) － － － － － (4,282) (959) (5,241)

関連会社およ

び合弁事業

におけるそ

の他包括利

益持分

－ 8 276 (11) － － (176) 97 － 97 

換算差額 － 653 24 172 5 (8,500)422 (7,224) 228 (6,996)

当期包括利益

合計
－ 46,632 2,013 (43,525)1,166 (8,500)246 (1,968) 941 (1,027)

配当金 － (31,170) － － － － － (31,170)(4,664)(35,834)

株式報酬契約

に関する変

動額

－ － － － － － 629 629 40 669 

その他の変動

額
－ 17 － 29 － － 551 597 1,477 2,074 

振替 － (302) (430) (158) (10) 1,279 (379) － － －

2008年12月31

日

現在

22,494 123,085 8,578 15,103 1,833 1,666 9,683 182,442 22,874 205,316 

当行グループ

その他準備金

株式資本
利益

剰余金

不動産

再評価

準備金

売却可能

投資

準備金

キャッ

シュ・

フロー・

ヘッジ

準備金

為替

準備金
その他

株主資本

合計

少数株主

持分

資本

合計

百万円

2008年１月

１日

現在

289,048 1,386,61889,886 755,027 8,699 114,198 110,973 2,754,449322,278 3,076,727

当期純利益 － 646,432 － － － － － 646,432 60,061 706,493 

その他包括

利益（税

引後）

－ (47,211)25,867 (559,296)14,983 (109,225)3,161 (671,721)(47,969)(719,690)

売却可能投

資
－ － － (561,365)－ － － (561,365)(41,544)(602,909)

キャッシュ

・フロー

・ヘッジ

－ － － － 14,919 － － 14,919 2,043 16,962 

不動産再評

価差額
－ (681)22,012 － － － － 21,331 925 22,256 
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確定給付制

度に係る

数理計算

上の損失

－ (55,024) － － － － － (55,024)(12,323)(67,347)

関連会社お

よび合弁

事業にお

けるその

他包括利

益持分

－ 103 3,547 (141) － － (2,262)1,246 － 1,246 

換算差額 － 8,391 308 2,210 64 (109,225)5,423 (92,828)2,930 (89,899)

当期包括利

益合計
－ 599,221 25,867 (559,296)14,983 (109,225)3,161 (25,289)12,092 (13,197)

配当金 － (400,535)－ － － － － (400,535)(59,932)(460,467)

株式報酬契

約に関す

る変動額

－ － － － － － 8,083 8,083 514 8,597 

その他の変

動額
－ 218 － 373 － － 7,080 7,671 18,979 26,651 

振替 － (3,881)(5,526)(2,030)(129)16,435 (4,870) － － －

2008年12月

31日

現在

289,048 1,581,642110,227 194,074 23,554 21,408 124,427 2,344,380293,931 2,638,311

⑥ 連結キャッシュ・フロー計算書

12月31日に終了した事業年度

注記 2009年 2008年

百万香港ドル 百万円 百万香港ドル 百万円

営業活動

営業活動から生じた/（に使用した）資金 42 123,789 1,590,689 (75,489) (970,034)

金融投資に係る利息の受領 15,420 198,147 17,548 225,492 

金融投資に係る配当金の受領 306 3,932 697 8,956 

関連会社から受領した配当金 2,565 32,960 3,005 38,614 

法人税支払 (10,239) (131,571) (14,586) (187,430)

営業活動による純資金収入/（支出） 131,841 1,694,157 (68,825) (884,401)

投資活動

金融投資の購入 (533,217)(6,851,838)(632,954)(8,133,459)

金融投資の売却または償還による収入 423,421 5,440,960 570,372 7,329,280 

有形固定資産の購入 (1,984) (25,494) (3,269) (42,007)

有形固定資産および売却目的資産の売却による

収入
1,848 23,747 218 2,801 

その他無形資産の購入 (1,271) (16,332) (1,757) (22,577)

子会社の買収および株式保有の増加に係る

純資金収入/ （支出）
43c 15,271 196,232 (1,240) (15,934)

事業ポートフォリオにおける持分の購入に係る

純資金収入
43e － － 13,992 179,797 
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関連会社および合弁事業における持分の購入に

係る純資金支出
(43) (553) (2,643) (33,963)

事業ポートフォリオにおける持分の売却による

純資金収入/ （支出）
43d 251 3,225 (33) (424)

関連会社における持分の売却による収入 20 257 － －

投資活動による純資金支出 (95,704)(1,229,796)(57,314) (736,485)

財務活動前の純資金収入/（支出） 36,137 464,360 (126,139)(1,620,886)

財務活動

優先株式資本の発行 8,282 106,424 3,113 40,002 

少数株主持分の変動 (160) (2,056) 1,893 24,325 

劣後債務の返済 (659) (8,468) － －

劣後債務の発行 － － 296 3,804 

普通配当金支払 8 (28,840) (370,594) (26,500) (340,525)

少数株主持分への配当金支払 (4,830) (62,066) (4,664) (59,932)

優先株式に係る利息支払 (4,034) (51,837) (5,752) (73,913)

劣後債務に係る利息支払 (741) (9,522) (1,039) (13,351)

財務活動による純資金支出 (30,982) (398,119) (32,653) (419,591)

現金および現金同等物の増加/（減少） 43a 5,155 66,242 (158,792)(2,040,477)

次へ 
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財務諸表注記

1 表示の基礎

a 連結財務諸表は2009年12月31日現在のザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイ

ション・リミテッド（「当行」）およびその子会社（「当行グループ」）の財務諸表を含んでいる。

連結財務諸表は、香港財務報告基準（「HKFRS」）、香港会社条例の規定および香港で一般に公正妥当と

認められた会計原則に準拠して作成されている。HKFRSは、香港公認会計士協会（「HKICPA」）が公表し

ているすべての適用される個々の香港財務報告基準、香港会計基準（「HKAS」）および解釈指針を含む

総称である。

連結財務諸表は取得原価主義（特定の金融資産および負債ならびに土地建物の再評価修正後）で作成

されている。

b 連結財務諸表は、関連会社および合弁事業の損益および剰余金に対する持分も含んでいる。これらの持

分は2009年12月31日より前の３ヶ月以内の日付に作成された財務諸表に基づいている。

c 当事業年度において、当行グループは、以下のHKFRSおよびHKFRSの改訂を適用した。

HKFRS第７号の改訂「金融商品：開示 - 金融商品に関する開示の改善」。この改訂は３つのレベルの公

正価値階層を導入している。公正価値階層は、公正価値を見積る際の観察可能な市場データの入手可能

性を反映し、金融商品に関連する流動性リスクに関する定量的開示を明確にするものである。当該改訂

の適用による、連結財務諸表において報告される損益への影響はない。

HKFRS第８号「事業セグメント」（「HKFRS第８号」）。この基準書はHKAS第14号「事業セグメント」を

差し替えるものである。HKFRS第８号により、事業体は、事業活動の性質および財務上の影響ならびに当

該事業体が営業する経済環境を財務諸表利用者が評価できるようなセグメントに関する情報を開示す

ることが求められる。当行グループの事業セグメントは、香港、その他のアジア太平洋地域、という２つ

の地域で構成されている。当行グループの性質により、業務上の最高意思決定者は、地域別、顧客グルー

プ別ならびにリテール事業別およびグローバル事業別など多くの基準のもとで、定期的に事業活動のレ

ビューを行う。業務上の最高意思決定者は資源の配分および業績評価に関する決定を行うために地域セ

グメントに関する情報を用いるため、HKFRS第８号に基づく当行グループの事業セグメントは主に地域

セグメントであると決定されている。また、当行グループの業務上の最高意思決定者は執行委員会であ

ると決定されている。

HKFRS第８号により、セグメント別の財務情報は、事業セグメントへの資源配分およびその業績評価に関

する意思決定を行うために業務上の最高意思決定者に報告されるものと同一の測定値を使用して報告

することが求められている。資源の配分および事業セグメントの業績評価に関する決定を行うために当

行グループの最高意思決定者に提供される情報は、HKFRSに従って測定される。

HKAS第１号（2007年改訂版）「財務諸表の表示」。この基準書の改訂版は、財務諸表で提供される情報

を分析および比較する財務諸表利用者の能力を改善することを目的としている。当該改訂版の適用によ

る、連結財務諸表において報告される損益への影響はない。ただし、適用により、以下を含む連結財務諸

表における特定の表示上の変更が生じる：

・「連結損益計算書」および「連結包括利益計算書」という２つの財務諸表における収支のすべて
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の項目の表示

・財務諸表の１つとしての「連結株主資本変動計算書」の表示。当該表示は財務諸表の「準備金」

に関する注記を差し替えるものである。

また、当行グループは連結財務諸表に重要でない影響を及ぼす多数のHKFRSまたはHKFRSの改訂も適用し

た。それらは以下のとおりである。

・HKFRS第１号「国際財務報告基準の初度適用」およびHKAS第27号「連結および個別財務諸表」の

改訂－「子会社、合弁事業または関連会社に対する投資の費用」

・HKFRS第２号の改訂版「株式報酬」の改訂－「権利確定条件および取消し」

・HAS第23号（2007年改訂版）「借入費用」

・HKAS第32号の「金融商品：表示」およびHKAS第１号「財務諸表の表示」の改訂－「プッタブル金

融商品および清算時に発生する義務」

・香港（IFRIC）解釈指針第９号およびHKAS第39号－「組込デリバティブ」

・HKFRSの改善（2008年版）

・香港（IFRIC）解釈指針第13号「カスタマー・ロイヤルティ・プログラム」

・香港（IFRIC）解釈指針第15号「不動産の建設に関する契約」

・香港（IFRIC）解釈指針第16号「在外営業活動体への純投資のヘッジ」

2 会計方針の適用における重要な会計上の見積りおよび判断

財務諸表の作成にあたっては、当行グループは特定の見積りおよび会計方針の適用について判断を行う

ことが求められている。見積りおよび判断を伴う最も重要な分野は以下に記載されている。

リスクの性質および範囲に関するHKFRS第４号およびHKFRS第７号に基づく開示は、注記52「リスク管

理」に記載されている。

「市場の混乱の影響」に関する開示は注記53に記載されている。

金融商品の評価

金融商品の評価に関する当行グループの会計方針は、注記４hに含まれており、注記16「デリバティブ」

および注記51「金融商品の公正価値」に詳述されている。

独立価格が入手できないために観察可能な市場データを参照する評価手法を用いて公正価値が決定され

た場合には、経営陣は評価モデルの適用において以下の検討を行う。

・金融商品に関する将来キャッシュ・フローの可能性およびタイミング。契約相手方の契約条件を履行

する能力に疑義がある場合は、経営陣の判断が必要となる可能性があるが、通常これらのキャッシュ・

フローは、金融商品の契約条件に基づいている。

・金融商品の適切な割引率。経営陣は、特定の金融商品についてリスク・フリー金利を上回る適切なスプ

レッドの評価に基づき割引率を決定する。

・評価モデルの選択が特に主観的な分野（例えば、複雑なデリバティブ・モデルを評価する場合）にお
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ける公正価値の算定に用いられるモデルを決定するための判断。

比較可能な金融商品を参照して金融商品を評価する際に経営陣は、保有ポジションが比較される金融商

品の満期、構造および格付けを考慮に入れる。金融商品を基礎となる構成要素の公正価値を使用してモデル

により評価する場合に、経営陣は、ビッド－オファー・スプレッド、信用プロファイルおよびモデルの不確

実性などの要因を考慮に入れた調整の必要性も検討する。これらの調整は当行グループにおいて一貫して

適用されている明確な方針に基づいている。

観察不能な市場データがデリバティブの評価に重要な影響を及ぼす場合、当該評価モデルによって示さ

れる公正価値の当初の変動のすべては、以下の基準のうちの１つにより認識される。取引期間にわたり適切

な基準に基づいて認識されるか、データが観察可能となった時点に損益計算書に認識される、あるいは当該

取引が満期を迎えるか終了する時点で認識される。

損益を通じて公正価値評価される金融商品には、トレーディング目的で保有されている金融商品および

公正価値評価の指定を受けた金融商品が含まれる。公正価値の変動は、発生した期間の当行グループの損益

計算書に直接的な影響を与える。

「売却可能」として分類された金融資産の公正価値の変動は、金融資産が売却されて公正価値の変動累

計額が損益計算書に費用計上されるか貸方計上される時点まで資本に直接計上される。売却可能金融資産

の公正価値の下落が資本に直接認識されており、当該金融資産が減損していることを示す客観的な証拠が

存在する場合には、資本に直接認識されていた損失累計額は資本から控除され、損益計算書に振り替えられ

る。これにより当行グループの営業利益は減少する。

貸付金の減損

貸付金の減損評価に関する当行グループの手法の使用には、注記４dに記載されるとおり、相当の判断お

よび見積りを伴う。

個別に重要な貸付金について、まず、減損損失がすでに発生しているという兆候の有無について決定し、

その後、減損損失の計上の基礎となる予想キャッシュ・フローの金額および時期の見積りを行う上で判断

が必要となる。

集合的に評価される貸付金については、類似の信用特性を有する貸付金をグループ化する際の基準の選

択および適用、ならびに報告期間における貸付金の各グループに発生した損失の見積りに使用する統計モ

デルおよびその他のモデルの選択および適用に判断が必要となる。損失率の比較、過去の損失が現在の状況

を示す範囲の評価およびモデル手法の精緻化は、必要な変更を特定する手段ではあるが、そのプロセスは本

質的に見積りの１つである。

特別目的会社

通常の業務過程において、当行グループは様々な方法により、特別目的会社を伴う財務構造に参加してい

る。権利および引き受けた債務により当行グループが特別目的会社を支配しているか否か、また特別目的会

社を子会社として連結財務諸表に含めるべきかについて決定する上で判断が必要となる。

売却可能金融投資の減損
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売却可能金融投資の当初取得原価を下回る公正価値の下落が、減損を示すか否かおよび減損損失がHKAS

第39号「金融商品：認識および測定」（「HKAS第39号」）に基づいて認識される必要があるか否かについ

て決定する上で判断が必要となる。

投資契約に基づく負債

当行グループが最低収益を保証している長期投資契約の負債の見積りを行う際には統計的手法の使用が

必要となる。これらの手法の選択ならびに将来の金利、株主資本利益率、行動に関する事象およびその他の

将来の事象に関する仮定の使用は負債認識額に重要な影響を与える。

保険契約

分類

HKFRS第４号「保険契約」（「HKFRS第４号」）は、保険リスクおよび金融リスクの双方を移転する保険

契約を保険契約またはHKAS第39号に基づく金融商品として分類するか、あるいは契約の保険および保険以

外の要素を個別に会計処理すべきかについて当行グループが決定することを求めている。このプロセスに

は、契約に基づき移転された、または引き受けられた様々な種類のリスクの金額の判断および見積りが必要

となる。当該リスクの見積りには、将来の事象に関する仮定の使用を伴うため、不確実性を伴う。

有効な長期保険契約の現在価値（「PVIF」）

無形資産として計上されているPVIFの価値は、将来の事象に関する仮定によって異なる。詳細については

注記24bに記載されている。仮定は各報告日に再評価され、PVIFの価値に影響を与える見積りの変動は損益

計算書に反映される。

保険負債

支払備金の見積りでは統計モデルの選定ならびに実績および予測を頻繁に調整する必要のある将来事象

に関する仮定を行う。保険負債の主な仮定の潜在的な変動に対する感応度は注記52に記載されている。

法人税

当行グループは、多くの司法管轄において法人税の課税対象となっており、当行グループの法人税を見積

もる上で重要な判断が必要となる。最終的な結果が将来まで確定されない多くの取引および税法の解釈が

ある。当行グループは、追加課税が支払われるかについての見積りに基づいて法人税を認識している。見積

りのプロセスでは必要に応じて専門家の助言を求める。

最終的な法人税が当初の計上額と異なる場合は、見積りが修正された期間または最終的な負債が確定し

た期間において、これらの差額が法人税および繰延税金に影響を与える。

満期保有目的有価証券
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注記４gに記載のとおり、「金融投資」カテゴリーの特定の負債金融商品は満期保有目的投資に分類され

る。この分類を使用するためには、当行グループは当行グループが満期まで保有する積極的な意図および能

力を有するかについて投資の初度認識時に判断を行う必要がある。これらの投資を満期まで保有できない

場合には、限られた状況を除き、満期保有目的カテゴリー全体を「売却可能」に組み替えることとなる。そ

の後、これらは公正価値で評価される。2009年12月31日現在の満期保有目的有価証券の帳簿価額および公正

価値は注記51に開示されている。

3 比較数値

特定の比較数値は当期開示における表示の変更を反映するよう修正再表示されている。

4 重要な会計方針

a 受取利息および支払利息

トレーディング目的保有に分類された金融商品、または公正価値評価の指定を受けた金融商品を除くす

べての利付金融商品の受取利息および支払利息は、関連する金融資産または金融負債の実効金利を用いて、

損益計算書上の「受取利息」および「支払利息」に認識される。

実効金利は、金融資産または金融負債の予想有効期間にわたる見積将来現金支払額または受取額を金融

資産または金融負債の正味帳簿価額に割り引く利率である。実効金利を計算する際に、当行グループは金融

商品に関するすべての契約条件（将来の貸し倒れを除く）を考慮に入れたキャッシュ・フローを見積もっ

ている。この計算には、取引費用およびその他すべてのプレミアムまたはディスカウントを含む実効金利の

重要な一部である当行グループのすべての支払額または受取額が考慮されている。当該取引費用（例：抵

当貸付の払戻額）は当行グループの増分費用であり、取引に直接帰属するものである。

減損した金融資産に対する利息は、当該金融資産の当初の実効金利を減損した帳簿価額に適用して認識

される。貸付金の減損の認識に関する会計方針は以下の注記４dに記載されている。

b 利息以外の収益

（ⅰ）受取手数料

当行グループは、当行グループが顧客に様々なサービスを提供することにより、手数料を受け取ってい

る。受取手数料は以下のとおり、会計処理される。

・　収益が重要な業務の実行により稼得された場合は、重要な業務の完了時に収益認識される。（例：株

式またはその他有価証券の取得のアレンジメント等、第三者のための取引交渉手数料または交渉参

加手数料）

・　収益がサービスの提供により稼得された場合は、サービス提供時に収益認識される。（例：資産管

理、ポートフォリオおよびその他の管理に関するアドバイザリーおよびサービス手数料）

・　収益が金融商品の実効金利の重要な一部を形成する場合は、実効金利の調整として認識され、「受取

利息」に計上される。（例：特定の貸出契約手数料）（注記４a参照）
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（ⅱ）配当金

配当金は、配当を受け取る権利が確定した際に認識される。持分証券については、配当落日に権利確定す

る。

（ⅲ）公正価値評価の指定を受けた金融商品からの純収益

公正価値評価の指定を受けた金融商品からの純収益には、当該金融資産および金融負債の公正価値（未

収未払利息控除後）の変動によるすべての損益ならびにこれらの金融商品に帰属する受取利息、支払利息

および配当金が含まれる。

（ⅳ）トレーディング純収益

トレーディング純収益は、トレーディング金融資産および金融負債に帰属する受取利息、支払利息および

配当金ならびにトレーディング資産および負債の公正価値の変動によるすべての損益を含んでいる。HKAS

第39号に基づくヘッジ会計に適格でない経済的ヘッジ活動により生じる収益および費用ならびに適格ヘッ

ジの非有効部分も「トレーディング純収益」に含まれる。

c 顧客に対する貸付金および銀行に対する預け金

銀行および顧客に対する貸付金は、トレーディング目的保有に分類されておらず、公正価値評価の指定も

受けていない当行グループの貸付金を含んでいる。貸付金は借り手に現金が引き渡された時点で認識され

る。貸付金は借り手が債務を返済した場合や貸付金が売却または償却された場合、あるいは所有に伴うリス

クおよび便益の大半が移転された場合に認識が中止される。貸付金は公正価値に直接帰属する取引費用を

加算した金額で当初は認識され、その後、減損を考慮後、実効金利法を用いた償却原価で測定される。公正価

値ヘッジとして指定され、適格であると判断されたデリバティブによって貸付金がヘッジされている場合、

ヘッジされた貸付金の帳簿価額は、ヘッジ対象リスクのみに関する公正価値調整額を含んでいる。

特定のレバレッジ・ファイナンスおよびシンジケート・ローン活動については、当行グループは一定期

間について定められた契約条件により貸付を行う旨の契約を締結する場合がある。このような場合、貸付金

の実行は、当行グループによる管理の範囲外である一定の将来の事象の発生を条件とする。貸出契約から生

じる貸付金がトレーディング目的保有であることが予想される場合、当該貸出契約はトレーディング・デ

リバティブとして計上され、損益を通じて公正価値で測定される。貸付金が実行された場合は、トレーディ

ング目的保有に分類され、損益を通じて公正価値で測定される。当行グループに貸付金を売買する意図がな

い場合は、当行グループが損失を被る恐れがある場合に限り、貸出契約に対する引当金が計上される。例え

ば、元本に損失が生じる可能性がある場合や貸出金利が調達費用を下回る場合に、引当金が計上される。貸

付開始時に、保有部分が公正価値で計上され、その後に実効金利法を用いて償却原価で測定される。ただし、

（例えば、貸出金利が市場金利を下回ることにより、）当初の公正価値が現金による貸出額を下回る場合、

評価損が損益計算書に計上される。評価損は、貸付金が減損している場合を除いて、貸付金の期間にわたり、

実効金利法を用いて受取利息を認識することにより回収される。評価損は、その他営業収益の減少として計

上される。

d 貸付金の減損

当行グループの方針では、貸付金または貸付金ポートフォリオが減損しているという客観的な証拠があ
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る場合、減損した貸付金に対する引当金が直ちに設定される。

すべての信用エクスポージャーに対する減損損失が評価される。個別に重要とみなされる貸付金は評価

され、減損が特定された場合には減損損失が認識される。個別に評価される貸付金であるが、減損が特定さ

れていない貸付金は、集合的に評価され、報告日現在の個別に特定されていない減損額が見積もられる。個

別に重要とみなされないが類似のリスク特性に従ってエクスポージャーがグループ化される貸付金は、報

告日までに発生している減損損失を特定および算定するために集合的に評価される。この手法の詳細は以

下に説明されている。

減損損失は、報告日より前に発生している証拠が存在する場合にのみ認識される。将来の事象から生じる

可能性のある損失は、可能性が高い場合でも認識されない。

（ⅰ）個別に重要な貸付金

個別に重要な勘定の減損損失は個別のエクスポージャーの評価により評価される。当行グループは、各報

告日に貸付金が減損しているという客観的な証拠の有無について評価を行っている。この手続きは個別に

重要とみなされるすべての勘定に適用される。

客観的証拠があると決定するために当行グループが利用する基準には特に以下が含まれる。

・　借り手がキャッシュ・フローの困難に陥っているという事実

・　契約上の元本または利息の支払延滞

・　貸付金の契約条項または契約条件の違反

・　借り手の破産またはその他の財務的再編の実現可能性

・　外部の信用格付機関による信用格付けの重大な引き下げ

個別に評価された勘定の減損損失を決定する際には、以下の要因が考慮される。

・　顧客に対する当行グループのエクスポージャー総額

・　顧客のビジネス・モデルの実行可能性、財政困難な状況下で取引を成功させる能力、債務を弁済する

ための充分なキャッシュ・フローの有無

・　予測される受取および回収の金額および時期

・　清算または破産時の分配金の予測受取可能額

・　優先順位がエイチエスビーシーより上位またはエイチエスビーシーと同位のその他の債権者のコ

ミットメントの範囲、およびその他の債権者が会社を継続的に支援する可能性

・　債権者の請求総額および優先順位を決定する際の複雑性、ならびに法的事項および保険に関する不確

実性が明確になっている範囲

・　担保(またはその他の信用補完)の実現可能価額および担保権実行の成功の可能性

・　回収費用による貸付金残高の予測減少額

・　貸付金が現地通貨建てでない場合、関連する外貨で調達し、支払を行う借り手の能力

・　入手可能であれば、負債の流通市場価格

減損損失は、貸付金の当初の実効金利で割り引かれた予想将来キャッシュ・フローの現在価値を現在の
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帳簿価額と比較することにより計算され、損失額は損益計算書に計上される。減損貸付金の帳簿価額は引当

金勘定により減額される。

（ⅱ）集合的に評価される貸付金

減損損失は２つの異なるシナリオで集合的に算定される。

・　減損の個別評価の対象となる貸付金において、発生しているが未だ特定されていない損失（上記セク

ション（ⅰ）参照）

・　個別に重要とみなされない同種の貸付金グループ

発生しているが未だ特定されていない減損

貸付金が個別に評価され、損失の証拠が特定されなかった場合、集合的な減損引当金を計算する目的で、

これらの貸付金は類似の信用リスク特性に従ってグループ化される。この手法により算定された減損は、期

末日に生じているが将来においてのみ個別に特定される減損である。

集合的な減損は以下を考慮して決定される。

・  同様のリスク特性(産業部門および地域別部門、貸付金の格付け、または商品ごとのリスク特性等)を

有するポートフォリオの過去の損失実績

・  損失の発生から個別の貸付金の損失に対して引当金が設定されるまでの見積期間

・  現在の経済および信用状況によって示される、実際に被った損失が過去の実績に基づく損失を上回

る、あるいは下回る可能性についての経営陣の経験に基づく判断

損失の発生から特定までの見積期間は、特定されたポートフォリオごとに経営陣が決定する。

同種の貸付金グループ

個別に重要とみなされない同種の貸付金グループについては、ポートフォリオごとの引当金の計算には、

以下の２つの方法が用いられる。

・  経験に基づく適切な情報が入手可能な場合、当行グループはロール・レート法を用いている。この手

法は、債務不履行の可能性およびそれにより生じる損失額に関する過去の傾向の統計分析を取り入

れており、顧客の契約上の支払の延滞が生じた各期間に評価される。損失額は、ポートフォリオの当

初の実効金利で割り引かれた予想将来キャッシュ・フローの現在価値に基づいている。固有の損失

に基づく減損引当金の適切な水準を計算する際にはその他の過去のデータおよび現在の経済状況の

評価も考慮される。

・  その他の場合では、ポートフォリオの規模が小さい場合やロール・レート法を用いるための充分な

情報が得られない、あるいは情報が十分に信頼できない場合、当行グループは、債権残高に移動平均

損失率を適用した定型的アプローチを採用する。損失率は、ポートフォリオの予想将来割引キャッ

シュ・フローに基づいている。

ロール・レート、損失率および見積将来回収時期は適切性を確保するために、定期的に実際の結果と比較

されている。

（ⅲ）貸付金の償却
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貸付金（および関連する減損引当金）は、元本を回収できる見込みがほとんどない場合、通常、その一部

または全額を償却する。また担保付貸付金の場合には担保の処分代金が受領できた後に償却される。

（ⅳ）減損の戻入

減損損失が減損認識後の期間に減少し、その減少を、減損が認識された後に発生した事象に客観的に関連

付けることができる場合、過年度に認識された減損損失はそれに基づいて減少される。これらの状況による

減損損失の減少額は発生した年度の損益計算書に認識される。

（ⅴ）貸付金と引換えに取得した資産

順当な回収を目的として貸付金と引換えに取得した非金融資産は、売却目的資産として「その他資産」

に計上される。取得した資産は、取引日における公正価値（売却費用控除後）または貸付金の帳簿価額（減

損引当金控除後）のいずれか低い方の金額で計上される。売却目的資産に関する減価償却は費用計上しな

い。その後の売却費用控除後の取得資産の公正価値への評価減は、減損損失として損益計算書の「その他営

業収益」に認識される。また、その後の売却費用控除後の公正価値の増加についても、減損累計額を上限と

して、損益計算書の「その他営業収益」に利益として認識される。

デット・デット・スワップおよびデット・エクイティ・スワップで取得した負債証券または株式は「金

融投資」の売却可能に分類される。

（ⅵ）条件緩和貸付金

契約条件が緩和された集合的に減損評価される貸付金は、新しい取り決めに基づく最低支払件数が満た

された時点で、延滞とはみなされない。契約条件が緩和された個別に減損を評価される貸付金については、

これらが継続的に減損しているかについて判断するために継続的なレビューが行われる。条件緩和貸付金

として分類された貸付金の帳簿価額は満期または認識が中止されるまで条件緩和貸付金として分類され

る。

e トレーディング資産およびトレーディング負債

短期国債、顧客に対する貸付金および顧客からの借入金、銀行に対する貸付金および銀行からの借入金、

負債証券、仕組預金、株式、発行済負債証券ならびに有価証券のショート・ポジションは、主に短期間での売

却または買戻しを目的として取得されるか発生する場合、あるいはともに管理される特定された金融商品

ポートフォリオの一部を形成し、直近の短期的な利益獲得パターンの証拠がある場合、トレーディング目的

に分類される。金融商品に関するトレーディング目的の指定は、一度行われると取消が不可能である。当該

金融資産または金融負債は当初は公正価値で測定され、取引費用は損益計算書に計上される。その後、公正

価値は再測定される。これらの資産および負債のその後の公正価値の変動による損益は、発生した受取利息

および支払利息ならびに配当金とともに「トレーディング純収益」として損益計算書に認識される。金融

資産および金融負債は、取引日会計を用いて認識される。

f 公正価値評価の指定を受けた金融商品

トレーディング目的以外の金融商品は、下記の基準を満たし経営陣によりその指定をされた場合にこの
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区分に分類される。

公正価値評価の指定を受けた金融資産および金融負債は、当初は公正価値で測定され、取引費用は直接損

益計算書に計上される。その後、公正価値は再測定される。公正価値評価の指定は、一度行われると指定され

た金融商品に関して取消が不可能である。金融資産および金融負債は、取引日会計を用いて認識される。

当該資産および負債の公正価値の変動から生じる損益は関連する受取利息、支払利息および配当金とと

もに発生時に損益計算書の「公正価値評価の指定を受けた金融商品からの純収益」に認識される（以下の

注記を除く）。

公正価値評価の指定を受けた金融資産または金融負債とともに管理されるデリバティブの公正価値の変

動から生じる損益は「公正価値評価の指定を受けた金融商品からの純収益」に含まれる（以下の注記を除

く）。

発行済負債証券が公正価値評価の指定を受けており、関連するデリバティブが存在する場合には、負債証

券およびデリバティブの利息の構成要素は「支払利息」に認識される。

当行グループは、以下の場合に公正価値評価を指定している。

・  異なる基準で金融資産または金融負債の評価や関連する損益の認識を行うことから生じる可能性の

ある評価または認識の不一致を解消、あるいは大幅に削減する場合。これには、ユニット連動型投資

契約、および公正価値で評価される金融資産または金融負債とともに管理される有価証券および負

債証券の特定のポートフォリオ等が含まれる。

・  文書化されたリスク管理または投資戦略に従って公正価値に基づいて金融資産グループ、金融負債

グループまたはこれら双方の管理および業績評価を行い、当該金融商品グループに関する情報が同

様の基準で内部的に主要な経営陣に提供される場合。これには、特定の保険契約に対応するために保

有される金融資産および特定のアセット・バック証券等が含まれる。

・  金融商品から生じるキャッシュ・フローを大幅に修正し、個別に会計処理が求められる１つ以上の

組込デリバティブを含む金融商品に関連している場合。これには特定の負債証券および保有される

負債証券等が含まれる。

g 金融投資

継続的な保有が意図されている短期国債、負債証券および株式で、公正価値評価の指定を受けていないも

のは、売却可能または満期保有目的に分類される。金融投資は取引日（当行グループが相手先と有価証券の

購入に関する契約を締結した日）に認識され、一般的に当該有価証券が売却された場合または借り手が債

務を返済した場合に認識が中止される。

売却可能

売却可能金融資産は、当初は、公正価値に直接および増分取引費用を加えた金額で評価される。その後、公

正価値による再評価が行われ、公正価値の変動は当該金融資産が売却されるか減損するまで「売却可能公

正価値準備金」として資本に認識される。売却可能金融資産が売却された場合は、過年度に資本に認識され

ていた損益の累計額は「金融投資による純収益」として損益計算書に認識される。

売却可能負債証券の受取利息は、実効金利法を用いて当該資産の見積有効期間にわたる算定により認識

される。満期のある投資有価証券を購入することにより発生するプレミアムやディスカウントは実効金利
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の計算に含められる。配当金は、受け取る権利が確立した時点で損益計算書に認識される。

各期末日において、金融資産または金融資産グループの価値に減損の客観的な証拠があるかどうかが評

価される。減損損失は、金融資産の当初認識後に生じた１つ以上の事象（「損失事象」）の結果、減損の客

観的証拠が存在し、また、当該損失事象が金融資産の将来キャッシュ・フローに影響を及ぼし、信頼性を

もって見積ることができる場合に限り認識される。

売却可能金融資産が減損している場合、金融資産の取得原価（元本返済額および償却額控除後）と現在

の公正価値の差異から損益計算書に認識されている過年度の減損損失を差し引いた金額が資本から控除さ

れ、損益計算書に認識される。

売却可能負債証券の減損損失は損益計算書上の「貸倒損失およびその他の信用リスク引当金」に計上さ

れ、売却可能持分証券の減損損失は損益計算書上の「金融投資による純収益」に計上される。

売却可能金融資産の減損損失が認識された場合、公正価値の変動に関するその後の会計処理は、該当する

売却可能金融資産の性質に応じて異なる。

・ 売却可能負債証券の公正価値のその後の下落は、減損の客観的証拠が存在する場合に限り損益計算

書において認識される。減損の客観的証拠は１つ以上の損失事象により金融資産の見積将来キャッ

シュ・フローが影響を受け、信頼性をもって測定できる場合に存在する。減損の客観的証拠が存在し

ない場合には、金融資産の公正価値の下落は直接資本に認識される。負債証券の公正価値がその後の

期間に増加し、その増加を減損が損益計算書上で認識された後に生じた事象と客観的に関連付けるこ

とができる場合、公正価値の増加分を上限として、損益計算書を通じて減損が戻し入れられる。

・ 売却可能持分証券の公正価値のその後の上昇はすべて、再評価として扱われ、直接資本に認識され

る。持分証券の減損は、損益計算書を通じて戻し入れられることはない。売却可能持分証券の公正価値

のその後の下落は、追加の累積減損が発生している場合に限り、損益計算書に認識される。

満期保有目的投資

満期保有目的投資は、当行グループが満期まで保有する積極的な意図および能力を有し、固定または確定

的な支払および固定満期がある非デリバティブ金融資産である。満期保有目的投資は、当初は公正価値に直

接帰属する取引費用を加算した金額で計上され、その後、減損控除後の実効金利法を用いた償却原価で測定

される。

h 公正価値の決定

すべての金融商品は当初は公正価値で認識される。当初認識時の金融商品の公正価値は通常、取引価格

（すなわち、支払対価または受取対価の公正価値）である。しかし、特定の状況においては、当初の公正価値

は、同様の商品（修正またはリパッケージ商品を除く）のその他の観察可能な現行の市場取引、もしくは観

察可能な市場から得られるデータのみを変数として用いた評価手法に基づいている。

当初認識後、公正価値で評価される金融商品の活発な市場における公正価値は、資産については買値、負

債については売値に基づいている。独立の価格が入手不可能な場合には、観察可能な市場データを参照する

評価手法を用いて公正価値が決定される。このような評価手法には、市場の観察可能な価格が存在する類似

商品との比較、割引キャッシュ・フロー分析、オプション価格モデルおよび市場参加者が一般的に利用する

その他の評価手法が含まれる。
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特定の投資は、現行の市場取引あるいは観察可能な市場データからの価格以外の仮定に基づく評価手法

によって、公正価値の全体または一部が決定されている。

評価手法を用いて公正価値を算定する場合、ビッド/オファー・スプレッド、信用プロファイル、ポート

フォリオのサービシング費用および評価モデルの不確実性等の多くの要因を状況に応じて考慮している。

公正価値評価された金融資産の公正価値が負の値となれば、正の値になるまで、または消滅するまで金融

負債が計上され、正の値となった時点で金融資産として計上される。

i 売戻および買戻契約（株式貸借契約を含む）

事前に決められた価格で買い戻すことを条件に売却される有価証券（レポ取引）は貸借対照表に計上さ

れ、受取対価は負債に計上される。売り戻すことを条件に購入される有価証券（リバース・レポ取引）は貸

借対照表上で認識されることはなく、支払対価は「顧客に対する貸付金」または「銀行に対する預け金」

のいずれか適切な方に計上される。売戻価格と買戻価格の差異は利息として会計処理され、契約期間にわた

り認識される。

証券貸借取引は通常、有価証券あるいは現金の支払または受取により担保されている。これらの契約に基

づく相手先への有価証券の譲渡は通常は貸借対照表に反映されない。支払現金担保は資産として、受取現金

担保は負債としてそれぞれ計上される。

借入有価証券は貸借対照表に認識されることはない。第三者へ売却された場合は、当該有価証券の返済義

務がトレーディング負債に計上され、公正価値による評価が行われるとともに、公正価値の変動による損益

が「トレーディング純収益」に計上される。

j デリバティブ金融商品およびヘッジ会計

デリバティブはデリバティブ契約の締結日から当初は公正価値で認識され、その後、各報告日に公正価値

で再評価される。

公正価値は活発な市場における市場価格から入手され、活発な市場が存在しない場合には最近の市場取

引など評価手法を用いて公正価値が入手される。評価手法には必要に応じて、割引キャッシュ・フロー・モ

デルやオプション価格モデルが含まれる。すべてのデリバティブは、公正価値が正の場合は資産に、負の場

合は負債に分類される。

通常の業務過程において、当初認識時のデリバティブの公正価値は取引価格（すなわち、支払対価または

受取対価の公正価値）である。しかし、特定の状況においては、公正価値は、同様の商品（修正またはリパッ

ケージ商品を除く）のその他の観察可能な現行の市場取引、もしくは金利イールド・カーブ、オプションの

ボラティリティおよび為替レートといった観察可能な市場から得られるデータのみを変数として用いた評

価手法に基づいている。これらの証拠が存在し、価値が取引価格と異なる場合、当行グループは、デリバティ

ブの取引開始時にトレーディング損益を認識する。観察可能な市場データが入手不可能な場合、当該評価モ

デルによって示されるが観察不能な市場データに基づいている公正価値の当初の変動のすべては直ちに損

益計算書に認識されない。その代わり、以下の基準のうちの１つにより損益計算書に認識される。取引期間

にわたり適切な基準に基づいて認識されるか、データが観察可能となった時点に損益計算書に認識される、

あるいは当該取引が満期を迎えるか終了する時点で認識される。
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転換社債の転換オプションなど、その他の金融商品に組み込まれる特定のデリバティブは、その経済的特

徴およびリスクを主契約のものと明確かつ密接に関連付けることができず、組込デリバティブの条件が独

立のデリバティブと同一であり、組み合わされた契約が損益を通じて公正価値評価の指定を受けていない

場合に個別のデリバティブとして扱われる。これらの組込デリバティブは公正価値で評価され、公正価値の

変動は損益計算書に認識される。

異なる取引から生じるデリバティブ資産および負債は、同一の取引相手との取引であり、相殺する法的権

利が存在し、キャッシュ・フローが同時に決済される、または純額で決済されることが意図されている場合

に限り相殺される。

公正価値の変動による損益の認識方法は、デリバティブがトレーディング目的であるか、またはヘッジ手

段として指定されているかによって異なり、その場合は、ヘッジ対象のリスクの性質に基づいて認識され

る。ヘッジ会計の適用が認められないデリバティブの公正価値の変動による損益は、すべて損益計算書に直

ちに認識される。これらの損益は「トレーディング純収益」に計上される。ただし、デリバティブが公正価

値評価に指定された金融商品とともに管理されている場合（当行グループが発行した負債証券とともに管

理されているデリバティブは除く）には、公正価値の変動による損益は「公正価値評価の指定を受けた金

融商品からの純収益」に計上される。当行グループが発行した公正価値評価の指定を受けた負債証券とと

もに管理されているデリバティブに対する利息は「支払利息」に認識されている。これらのデリバティブ

に関するその他すべての損益は、「公正価値評価の指定を受けた金融商品からの純収益」に計上される。

デリバティブがヘッジに指定されている場合、当行グループは(i) 認識資産または負債、もしくは確定契

約の公正価値変動に対するヘッジ（「公正価値ヘッジ」）、(ⅱ) 認識資産または負債もしくは予定取引に

よって発生する可能性の高い将来キャッシュ・フローの変動に対するヘッジ（「キャッシュ・フロー・

ヘッジ」）、あるいは（ⅲ）在外営業活動体の純投資ヘッジ（「純投資ヘッジ」）のいずれかに分類して

いる。ヘッジ会計は、一定の基準を満たしていることを条件に、公正価値ヘッジ、キャッシュ・フロー・ヘッ

ジ、純投資ヘッジのヘッジ手段として指定されたデリバティブに適用される。

ヘッジ会計

ヘッジ取引開始時に、ヘッジ手段とヘッジ対象の関係、ならびにヘッジを引き受けるリスク管理目的およ

び戦略を文書化することが当行グループの方針である。当該方針はまた、ヘッジ開始時点およびその後にわ

たって継続的にヘッジ取引で使用されたデリバティブが、ヘッジ対象の公正価値またはキャッシュ・フ

ローのヘッジされたリスクに起因する変動を極めて有効に相殺するかどうかに関する評価の文書化も求め

ている。金利リスクがヘッジされている適格ヘッジの利息は「正味受取利息」に計上される。

公正価値ヘッジ

公正価値ヘッジとして指定され、適格なデリバティブの公正価値（未収利息控除後）の変動は、ヘッジさ

れたリスクに帰属する資産および負債の公正価値の変動とともに「トレーディング純収益」として損益計

算書に計上される。

ヘッジ関係がヘッジ会計の基準を満たさなくなった場合、実効金利法が用いられているヘッジ対象の帳

簿価額に対する累積調整額は満期までの残存期間にわたり損益計算書の「正味受取利息」に償却計上され

る。調整がヘッジされた売却可能持分証券の帳簿価額に関連する場合は、持分証券が処分されるまで引き続

き資本に認識される。
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キャッシュ・フロー・ヘッジ

キャッシュ・フロー・ヘッジとして指定され、適格なデリバティブの公正価値（未収未払利息控除後）

の変動の有効部分は、株主資本に認識される。非有効部分の損益は、未収未払利息とともに直ちに損益計算

書の「トレーディング純収益」に認識される。

株主資本に認識された累積損益はヘッジ対象が損益に影響を及ぼす期間に損益計算書にリサイクルされ

る。しかし、ヘッジされている予定取引により非金融資産または非金融負債を認識する結果となった場合、

それまでに資本に繰り延べられていた損益は、株主資本から振り替えられ、資産または負債に関する原価の

当初測定に含められる。

ヘッジ手段が売却された場合、あるいはヘッジ会計基準を満たさなくなった場合、その時点の株主資本に

認識された累積損益は、予定取引が最終的に損益計算書に認識されるまで株主資本に引き続き計上される。

予定取引が発生する見込みがなくなった場合は、株主資本に認識されていた累積損益は直ちに損益計算書

に振り替えられる。

純投資ヘッジ

海外事業の純投資ヘッジは、キャッシュ・フロー・ヘッジと同様に会計処理される。ヘッジ手段の有効部

分の損益は株主資本に認識され、非有効部分の損益は直ちに損益計算書の「トレーディング純収益」に認

識される。資本に認識されていた累積損益は、海外事業の処分時に損益計算書に振り替えられる。

ヘッジの有効性に関するテスト

ヘッジ会計の適用が認められるために、HKAS第39号は、ヘッジの開始から有効期間にわたり、ヘッジが極

めて有効であることが見込まれること（将来的有効性）を求めている。継続して実際の有効性が証明され

ること（遡及的有効性）も必要としている。

ヘッジ関係の文書には、ヘッジの有効性がどのように評価されているかに関して記載されている。ヘッジ

の有効性を評価するために採用する方法は、リスク管理戦略に基づいて決定される。

公正価値ヘッジ関係については、ヘッジの有効性を評価するために累積的金額的相殺法または回帰分析

が用いられている。キャッシュ・フロー・ヘッジ関係の有効性は変動キャッシュ・フロー法の変動または

仮想デリバティブ法を用いた累積的金額的相殺法を適用して評価される。

将来の有効性に関しては、ヘッジ手段が、ヘッジ指定された期間のリスクに起因する公正価値または

キャッシュ・フローの変動を相殺する上で極めて有効であることが要求される。実際の有効性に関しては、

各報告日または最近の実績に基づいて、公正価値またはキャッシュ・フローの変動が互いに相殺されなけ

ればならない。当行グループは、80％から125％の範囲で相殺された場合にヘッジが極めて有効であると考

えている。

k 金融資産および負債の認識中止

金融資産のキャッシュ・フローを受け取る約定権利が失効した場合、あるいは当行グループが金融資産

のキャッシュ・フローを受け取る約定権利を移転し、所有に伴うリスクと便益の大半を他に移転した場合、

または支配およびリスクと便益の大半の双方を維持していない場合に金融資産の認識は中止される。

金融負債は、債務の免除、取消し、失効等により負債が消滅した場合に認識が中止される。
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l 金融資産と金融負債の相殺表示

金融資産と金融負債は、これらの認識金額を相殺する法的に強制力のある権利が存在し、当行グループが

純額で決済する、もしくは資産の実現と同時に負債を決済する意図がある場合に相殺され、純額が貸借対照

表に計上される。

m 子会社、関連会社および合弁事業

当行グループ

子会社とは、当行グループが直接または間接的に支配している事業体である。当行グループが子会社の活

動から利益を得るために財務方針および営業方針を支配するパワーを有する場合に子会社は支配されてい

る。当行グループが発行済株式資本の過半数を保有し、議決権の過半数を支配し、取締役会または類似の機

関を支配する場合、または契約上の取り決めにより支配が提供されている場合に、支配が存在する。子会社

は当行グループが支配を獲得した日から支配を中止した日まで当行グループの財務諸表に連結される。

当行グループを構成する事業体間の残高および取引ならびにその未実現利益および損失は連結財務諸表

において消去されている。少数株主持分とは、子会社の持分のうち、当行グループが保有していない持分に

帰属する子会社の損益および純資産である。

関連会社とは、当行グループが重要な影響力を有するが支配または共同支配していない事業体である。合

弁事業は、当行グループが１つ以上の当事者と共同支配の対象となる経済活動を行うための契約上の取り

決めを伴う。関連会社および合弁事業への投資は、持分法を用いて、連結貸借対照表に関連会社および合弁

事業の純資産に対する当行グループの持分で計上されている。関連会社および合弁事業の利益に対する持

分は、損益計算書に税引後の金額で計上されている。

当行

当行の子会社、関連会社および合弁事業への投資は、減損控除後の取得原価で計上されている。

n のれんおよび無形資産

(ⅰ) のれんは、子会社および合弁事業または関連会社の持分の取得を含む企業結合において、取得原価

が、取得した識別可能な資産、負債および偶発債務の当行グループの持分の公正価値を上回る場合

に生じる。取得した事業の識別可能資産、負債および偶発債務の公正価値の当行グループの持分が

取得原価を上回っている場合は、超過額が損益計算書に直ちに認識される。

のれんは、減損テストを行うために資金生成単位（「CGU」）に配分される。減損テストは、内部管

理目的でのれんがモニターされる最小単位を対象に実施される。減損テストは少なくとも年に一

度、またCGUに減損の兆候があればいつでも、CGUからの回収可能価額を純資産の帳簿価額（関連す

るのれんを含む）と比較することにより行われている。資産の回収可能価額は、売却費用控除後の

公正価値と使用価値のうち、いずれか高い方の金額である。使用価値は、CGUからの予想将来キャッ

シュ・フローの現在価値である。CGUの回収可能価額が帳簿価額を下回る場合には、損益計算書に

減損が計上される。のれんの帳簿価額を上回る償却はそのCGUの個々の資産および負債の公正価値

に制限されている。
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のれんは減損累計額控除後の取得原価で表示される。

事業の処分日に、関連するのれんは純資産に対する当行グループの持分として処分時の損益の算

定に含まれる。

(ⅱ)  無形資産は、有効な長期保険契約、営業上の権利、コンピュータ・ソフトウェア、商号、顧客関係お

よびコア預金関係の現在価値を含む。無期限の耐用年数を有する無形資産または未だ使用できる

状態ではない無形資産は、年に一度の減損テストを行う。

有限の耐用年数を有する無形資産（有効な長期保険契約の価値を除く）は、償却費および減損累

計額を控除後の取得原価で計上され、見積耐用年数にわたり償却される。見積耐用年数は法律で

定められた期間または見積経済耐用年数のいずれか短い方の期間である。

無形資産は、帳簿価額が回収できない可能性を示す事象または状況の変化があった場合に減損レ

ビューの対象となる。

有効な長期保険契約の現在価値に関する会計方針については、注記４vに記載されている。

o 有形固定資産

（ⅰ）土地および建物

所有地および建物を含む自己使用目的で保有される土地および建物ならびにリース開始時に土地の価値

が建物の価値から信頼性を持って分離できず、土地および建物がオペレーティング・リースに基づき明確

に保有されていない場合の賃借土地および建物は、評価額から減価償却累計額および減損損失を控除した

金額で計上される。

当該土地および建物は、正味帳簿価額と公正価値との間に重要な差異が生じないように定期的に資格を

有する専門鑑定人によって市場価格基準で再評価される。再評価により生じた剰余金は、同一の土地および

建物に関して過年度に損益計算書に計上された欠損額を上限として、損益計算書に貸方計上され、その後、

「不動産再評価剰余金」に計上される。再評価により生じた欠損額は、同一の土地および建物に関する「不

動産再評価剰余金」に含まれる過年度の再評価の剰余金で相殺され、その後損益計算書に認識される。

賃借土地に位置する自己使用目的で保有される建物は、リース開始時に賃借土地の価値が建物の価値か

ら信頼性をもって分離することが可能な場合に、正味帳簿価額と公正価値との間に重要な差異が生じない

ように定期的に資格を有する専門鑑定人によって減価償却後再調達原価または解約価値で再評価される。

土地および建物を見積耐用年数にわたって償却する際の減価償却費は以下のとおり算定されている。

・　所有地は減価償却されない。

・　賃借土地はリースの解約不能期間にわたり減価償却される。

・　建物および付属設備は、定額法による１年当たり２％の償却額、あるいはリースの解約不能期間または

建物の残存耐用年数に基づいて算定される償却額のいずれか大きい方の金額で減価償却される。

（ⅱ）その他の設備

設備および付帯設備（当行グループが貸し手であるオペレーティング・リースの設備を含む）は、減損

を控除後の取得原価で計上される。減価償却額は、定額法により、通常５年から20年の耐用年数にわたって
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償却するように算定されている。

（ⅲ）投資不動産

当行グループは、特定の不動産を、賃貸料の稼得または投下資本の増加、あるいはその両方を目的とした

投資として保有している。投資不動産は公正価値で計上され、公正価値の変動は「その他営業収益」に認識

される。公正価値は、独立の専門鑑定人が、主に純収益還元（費用控除後および潜在的な将来収入による）

に基づいて決定している。賃貸料の稼得または投下資本の増加、あるいはその両方を目的としたオペレー

ティング・リースに基づき保有される不動産の持分は物件ごとに投資不動産として分類され、会計処理さ

れる。ファイナンス・リースに基づき保有される不動産の持分は、そのように会計処理される（注記４p参

照）。

（ⅳ）賃借土地および土地使用権

香港特別行政区政府は、香港におけるすべての土地を所有しており、賃借契約に基づき使用を許可してい

る。リースの開始時に、土地の取得原価が既知である、または信頼性をもって決定することが可能である場

合、当行グループは賃借土地および土地使用権の持分を個別にオペレーティング・リースとして計上して

いる。これらのリースは、当初取得原価で計上され、リース期間にわたり償却される。土地の取得原価が未知

である、または信頼性をもって決定できない場合、上記に記載のとおり、土地および建物は合わせて会計処

理される。

有形固定資産は、帳簿価額が回収できない可能性を示す事象または状況の変化があった場合に減損につ

いて検討する。

p ファイナンス・リースおよびオペレーティング・リース

（ⅰ）資産の所有に伴う実質的にすべてのリスクおよび便益（法的所有権以外）を移転する契約に基づ

いて顧客にリースする資産はファイナンス・リースとして分類される。当行グループがファイナ

ンス・リースにおける貸し手である場合、リース債権（未収収益控除後）は「顧客に対する貸付

金」に適切に計上される。未収金融収益はリースに対する純投資の収益率が一定となるように

リース期間にわたり認識される。

（ⅱ）当行グループがファイナンス・リースにおける借り手である場合、リース資産は「有形固定資

産」に計上され、これに対応する貸し手への負債は「その他負債」に計上される。ファイナンス・

リースおよびこれに対応する負債は、当該資産の公正価値または最低リース支払額の現在価値の

どちらか少ない方で当初は認識される。未払金融費用は負債残高に対する利率が一定となるよう

にリースに内在する利率に基づいてリース期間にわたり認識される。

（ⅲ）その他のリースはすべてオペレーティング・リースとして分類される。当行グループが貸し手で

ある場合、オペレーティング・リースの対象となる資産は「有形固定資産」に計上され、適切な会

計処理が行われている。減損は、残存価値の全額回収できない範囲まで減損設備の帳簿価格の減損

が認識される。当行グループが借り手である場合は、リース資産は貸借対照表に計上されない。

（ⅳ）オペレーティング・リースに基づく未払または未収賃料はリース期間にわたって定額法で会計処
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理され、「一般管理費」および「その他営業収益」にそれぞれ計上される。

（ⅴ）香港の土地に対する所有持分はない。したがって、当該土地がすべてオペレーティング・リースに

基づき保有されているとみなされる。「有形固定資産」に含めることが認められない限り（上記

注記４oに記載のとおり）、当該土地は償却額および減損損失控除後の取得原価で貸借対照表の

「その他資産」に計上される。償却額は土地の取得原価をリース期間（通常、20年から999年）に

わたり定額法で償却するように算定されている。

q 法人税

（ⅰ）当事業年度の法人税は、当期税金および繰延税金より構成されている。法人税は包括利益計算書に直

接認識される項目に関連する場合、包括利益計算書に計上されるが、それ以外は損益計算書に計上さ

れる。

（ⅱ）当期税金は、当事業年度の課税所得に対して支払われることが予定されている税金である。当期税金

は、期末日に有効または実質的に有効な税率で計算され、過年度に関して支払われる税金に対する調

整を行っている。当期税金資産と負債は、当行グループが純額決済する意図があり、相殺する法的権

利が存在する場合に相殺される。

（ⅲ）繰延税金は財政状態計算書上の資産および負債の帳簿価額と税務上の資産および負債の金額の一時

差異に対して認識される。繰延税金負債は通常すべての課税対象の一時差異に関して認識され、繰延

税金資産は減算可能な一時差異の利用対象となる将来の課税所得が発生する可能性が高い場合にそ

れを限度として認識される。

繰延税金は、期末日に有効または実質的に有効な税率に基づいて、資産が実現される、あるいは負債

が決済される年度に適用が見込まれる税率を用いて算定される。繰延税金資産と負債は、同一の税務

報告グループから発生し、同一の税務当局によって課される法人税に関連し、相殺する法的権利が事

業体に存在する場合に相殺される。

包括利益計算書に認識されている退職後給付制度の数理計算上の損益に関連する繰延税金も包括利

益計算書に計上されている。

包括利益計算書に直接計上されている売却可能投資およびキャッシュ・フロー・ヘッジの公正価値

の変動に関連する繰延税金も包括利益計算書に計上され、公正価値による損益が損益計算書に認識

される際に、損益計算書に計上される。

r 年金およびその他の退職後給付

当行グループは確定給付制度および確定拠出制度からなる多数の年金制度を有している。

確定拠出制度および国が運営する退職給付制度（これらの制度における当行グループの債務が確定拠出

制度と同様である場合）の支払額は、期日が到来した時点で費用として計上される。

確定給付制度への拠出に関して認識される費用は、予想単位積増方式を用いて算定され、各制度の年次数

理評価が実施される。これにより生じた数理計算上の差異は、株主資本に認識され、発生年度の包括利益計

算書に表示される。過去勤務費用は給付の権利確定した部分が直ちに認識されるが、それ以外は、権利が確

定するまで平均期間にわたり定額法で認識される。当期勤務費用および過去勤務費用ならびに年金債務に

対する割引のアンワインディングを控除後の年金資産の期待収益は「従業員報酬および給付」に計上され
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ている。

貸借対照表に認識される正味確定給付資産または負債は、制度資産の公正価値と未認識の過去勤務費用

を調整後の確定給付債務の現在価値との差額を表している。確定給付資産の場合は、未認識の過去勤務費用

に将来の拠出額に対する払戻および控除の現在価値を加えた金額に制限されている。

s 株式報酬

従業員との株式報酬取引の費用は、付与日における持分金融商品の公正価値を参照して測定され、権利確

定期間にわたって定額法により費用計上されるとともに、同額が「その他の準備金」に計上される。従業員

が即座に利用できる権利確定期間のない持分金融商品の公正価値は、直ちに費用計上される。

公正価値は、持分金融商品が付与される条件を考慮した上で、適切な評価モデルを用いて決定されてい

る。付与日における持分金融商品の公正価値を見積る際に市場成果の条件が考慮されており、この結果、報

奨は、市場成果の条件がすべて満たされているという前提で、その他のすべての条件が満たされているかど

うかに関係なく受給権が確定したものとして扱われる。

市場成果以外の権利確定条件は、付与日における公正価値の当初の見積りからは除外される。これらは、

取引の測定に含められた持分金融商品の個数を調整することによって考慮されており、この結果、付与され

た持分金融商品の対価として受け取ったサービスに対する認識額は、最終的に受給権が確定する持分金融

商品の個数に基づくことになる。市場成果以外の条件または勤務条件を満たすことができなかったために

受給権が確定していない持分金融商品に対して、累積ベースで費用の計上はない。

権利確定期間に権利が失効した場合は権利確定の早期化として会計処理され、権利が確定していれば権

利確定期間にわたって提供されたサービスについて認識されたであろう金額が直ちに認識される。

t 外貨換算

（ⅰ）当行グループ会社の項目は、その事業体が事業活動を行う主な経済環境における通貨（「機能通

貨」）を用いて測定される。当行グループの財務諸表は、当行の機能通貨および表示通貨でもある香

港ドルで表示されている。

（ⅱ）外貨での取引は、取引日の為替レートを用いて機能通貨に換算されている。外貨建ての貨幣性資産お

よび負債は期末日の為替レートで機能通貨に換算されている。結果として生じる換算差額は損益計

算書に計上される。取得原価で評価されている外貨建ての非貨幣性資産および負債は、当初の取引日

の為替レートを用いて機能通貨に換算される。公正価値で評価される外貨建ての非貨幣性資産およ

び負債は、当該公正価値が決定された日の為替レートで機能通貨に換算される。

（ⅲ）香港ドルで報告されていない支店、子会社および関連会社の損益は、報告期間の平均為替レートで香

港ドルに換算されている。期首の外貨建て純投資の再換算および平均レートから期末レートへの報

告期間の損益の再換算による換算差額は、連結財務諸表における別個の為替準備金に会計処理され

る。海外事業への純投資の一部である貨幣性項目の換算差額は、子会社の個別財務諸表の損益計算書

に認識される。連結財務諸表においては、換算差額は株主資本の為替準備金に認識される。海外事業

の処分時には、過年度に準備金に認識されていた換算差額は、損益計算書に認識される。

u 引当金

EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

803/961



負債性および費用に係る引当金は、過去の事象から生じた現在の法的債務またはみなし債務を決済する

ために経済的便益が流出する可能性があり、当該債務の金額を信頼性をもって見積もることができる場合

に認識される。

v 金融保証契約

保険契約に分類されない金融保証契約に基づく負債は、当初は公正価値にて、通常、受取手数料または未

収手数料に計上される。その後、金融保証負債は、当初の公正価値から累積償却額を控除後の金額と当該債

務を決済するために必要な支出に関する最善の見積額のいずれか高い方で評価される。

w 保険契約

当行グループは、保険子会社を通じて、保険リスク、金融リスクまたはこれら双方を伴う契約を顧客に提

供している。特定の不確実な事象が将来発生した場合に当事者を補償する契約により、当行グループが当該

当事者から重要な保険リスクを請け負っている場合に、当該契約は保険契約として分類される。保険契約で

は金融リスクも移転されるが、保険リスクが重要である場合は保険契約として会計処理される。

保険契約は以下のとおり会計処理される。

保険料

損害保険事業の保険料総額は、会計年度中に負担したリスクに帰属する保険契約期間にわたり収益に計

上される。未経過保険料（会計年度中に引き受けた期末日後のリスク期間に関連する事業の相当分）は、比

例配分により日割または月割計算される。

生命保険の保険料は受取可能となった際に会計処理される。ただし、ユニット連動型保険の場合は負債の

確定時に保険料が計上される。

再保険料は関連する直接保険契約の保険料として同一の会計年度に会計処理される。

保険金および再保険金

損害保険契約の保険金総額は、支払保険金および支払備金の変動を含む。支払備金は、報告済みか否かに

かかわらず、期末日において発生済であるが未決済のすべての保険金に関する見積最終費用、ならびに関連

する手数料の加算、見積回収価値およびその他回収額の減算に基づいて決定されている。既発生未報告の保

険金に対する負債（「IBNR」）は、見積ベースで適切な統計に基づく手法を用いて決定される。

生命保険契約の保険金総額には、期中に生じた保険金の費用総額（手数料および配当予定額に基づく保

険契約者配当を含む）が反映されている。非連動型負債の準備金（長期保険契約引当金）は、現地の数理計

算原則に基づいて各生命保険事業別に計算されている。連動型負債の準備金は、関連するファンドまたは指

標の価値を参照して算定された解約返戻金または譲渡価格と少なくとも同等である。一部の保険契約は、保

険契約者に追加支払を受け取る権利を与える（金額および／または時期が発行体の任意により決定され

る）任意参加型である。これらの契約の任意部分は「保険契約に基づく負債」に含まれている。

再保険料は関連する保険金と同一の期間に会計処理される。

有効な長期保険契約の現在価値
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期末日現在において有効な、長期保険契約に分類される保険契約の価値が認識される。

有効な長期保険契約の現在価値は、現在有効な事業から生じることが予想される将来利益を割り引くこ

とによって算定される。算定に際しては、最近の実績および一般的な経済状況といった要因が仮定として適

切に用いられる。有効な長期保険契約の現在価値の変動は「その他営業収益」に税込みベースで計上され

る。

x 投資契約

ユニット連動型に基づく顧客の負債および連動型金融資産は公正価値評価の指定を受けている。公正価

値の変動は損益計算書上の「公正価値評価の指定を受けた金融商品からの純収益」に認識される。

受取保険料および支払金は投資契約に対して計上される負債の増加または減少として会計処理される。

投資管理手数料は投資管理サービスの提供期間にわたり損益計算書に認識される。

y 配当金

期末日以降に提案されたまたは宣言された配当金は、株主資本の個別要素として開示されている。

z 発行済負債証券および劣後債務

トレーディング目的または公正価値評価の指定を受けている発行済負債証券は貸借対照表の適切な項目

に計上されている。その他の発行済負債証券および劣後債務は、実効金利法を用いて償却原価で測定され、

「発行済負債証券」または「劣後債務」に計上されている。

aa 現金および現金同等物

キャッシュ・フロー計算書における現金および現金同等物には、価格の変動リスクが非常に少なく既知

の現金金額に容易に交換可能な流動性の高い投資が含まれている。このような投資は現金、１ヶ月未満で満

期が到来する銀行預け金、ならびに取得日から３ヶ月未満で満期が到来する短期国債および預金証書が含

まれている。

ab 株式資本

株式は、当行グループが現金またはその他の金融資産の譲渡を回避するための無条件の権利を有してい

る場合に資本に分類される。

次へ 
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5  営業利益

当事業年度の営業利益は、以下の項目を含めて表示されている。

a 受取利息

2009年 2008年

百万香港ドル

上場証券に係る受取利息 8,094 8,374 

非上場証券に係る受取利息 16,849 23,993 

その他受取利息 64,382 106,771 

89,325 139,138 

控除：「トレーディング純収益」に分類される受取利息（注記５

(d)）
(6,701) (13,168)

控除：「公正価値評価の指定を受けた金融商品からの純収益」に

分類される受取利息（注記５(e)）
(74) (106)

82,550 125,864 

上表には、減損金融資産に係る未収利息収益480百万香港ドル（2008年：341百万香港ドル）が含まれて

おり、そのうち297百万香港ドル（2008年：280百万香港ドル）は貸倒損失に係る割引のアンワインディン

グである。

b 支払利息

2009年 2008年

百万香港ドル

５年以降に満期を迎える劣後債務、その他の発行済負債証券、顧客

からの預金および銀行からの預金に係る支払利息
964 1,375 

優先株式に係る支払利息 3,937 4,946 

その他支払利息 22,097 56,493 

26,998 62,814 

控除：「トレーディング純収益」に分類される支払利息（注記５

(d)）
(2,848) (5,953)

控除：「公正価値評価の指定を受けた金融商品からの純収益」に

分類される支払利息（注記５(e)）
(32) (42)

24,118 56,819 

c 正味受取手数料

2009年 2008年

百万香港ドル

正味受取手数料には以下の項目が含まれる。

トレーディング目的以外で保有され、公正価値評価の指定を受

けていない金融資産または金融負債から生じる正味受取手数料

で、実効金利の算定に含められていないもの

　－受取手数料 11,844 11,196 
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　－支払手数料 (1,225) (1,115)

10,619 10,081 

当行グループが顧客を代理して資産を保有または投資している信

託およびその他の受託活動に係る正味受取手数料

　－受取手数料 6,711 7,294 

　－支払手数料 (761) (819)

5,950 6,475 

d トレーディング純収益

2009年 2008年

百万香港ドル

ディーリング収益

　－為替 12,613 12,696 

　－金利デリバティブ 1,591 2,999 

　－負債証券 999 673 

　－株式およびその他のトレーディング 1,072 (2,906)

16,275 13,462 

ヘッジ活動による損失

　公正価値ヘッジ

　　－ヘッジされたリスクに起因するヘッジ対象に係る純（損失）/

利益
(413) 2,000 

　　－ヘッジ手段に係る純利益/（損失） 375 (2,023)

　キャッシュ・フロー・ヘッジ

　　－ヘッジによる純利益/（損失） 15 (50)

(23) (73)

トレーディング資産および負債に係る利息

　－受取利息（注記５(a)） 6,701 13,168 

　－支払利息（注記５(b)） (2,848) (5,953)

3,853 7,215 

トレーディング有価証券からの配当金

　－上場投資 421 759 

20,526 21,363 

e 公正価値評価の指定を受けた金融商品からの純収益/（損失）

2009年 2008年

百万香港ドル

公正価値評価の指定を受けた保険および投資契約に対応する資産

に係る収益/（費用）
9,100 (15,714)

投資契約に基づく顧客に対する負債の公正価値の変動 (2,854) 3,596 

6,246 (12,118)

公正価値評価の指定を受けたその他の金融資産/負債の公正価値

の正味変動
1 971 1,072 

公正価値評価の指定を受けた金融資産および負債に係る利息

　－受取利息（注記５(a)） 74 106 

　－支払利息（注記５(b)） (32) (42)
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42 64 

7,259 (10,982)

1 当行グループの発行済負債証券の公正価値の変動による利益または損失は、当行グループ自身の信用リスクの変動

から生じる場合がある。2009年に、当行グループは自身の信用リスクの変動から生じたこれらの商品の公正価値の変

動による損失35百万香港ドル（2008年：利益66百万香港ドル）を認識した。

f 金融投資による純収益

2009年 2008年

百万香港ドル

売却可能有価証券の処分による利益 1,191 1,807 

売却可能持分投資の減損 (1,322) (4,783)

(131) (2,976)

当事業年度には、満期保有目的投資の処分による利益または損失はない（2008年：ゼロ）。

g 配当金

2009年 2008年

百万香港ドル

上場投資 228 694 

非上場投資 136 158 

364 852 

h 正味保険料収入

損害保険

生命保険

(非連動型)

生命保険

（連動型）

任意参加型

の投資契約 合計

百万香港ドル

2009年

計上保険料総額 2,754 27,391 1,933 － 32,078 

未経過保険料の変動 (116) － － － (116)

保険料収入総額 2,638 27,391 1,933 － 31,962 

再保険会社に出再した計上保険

料総額
(394) (197) (9) － (600)

未経過保険料の変動における再

保険会社の持分
33 － － － 33 

保険料収入総額における再保険

会社の持分
(361) (197) (9) － (567)

正味保険料収入 2,277 27,194 1,924 － 31,395 

2008年

計上保険料総額 2,581 23,736 5,570 24 31,911 

未経過保険料の変動 (139) － － － (139)

保険料収入総額 2,442 23,736 5,570 24 31,772 
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再保険会社に出再した計上保険

料総額
(351) (182) (4,357) － (4,890)

未経過保険料の変動における再

保険会社の持分
4 － － － 4 

保険料収入総額における再保険

会社の持分
(347) (182) (4,357) － (4,886)

正味保険料収入 2,095 23,554 1,213 24 26,886 

i その他営業収益

2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

投資不動産からの賃貸収益 169 153 

有効な保険契約の現在価値の変動 2,888 823 

投資不動産に係る利益 262 11 

有形固定資産および売却目的資産の処分による利益/（損失） 696 (63)

子会社、関連会社および事業ポートフォリオの処分による損失 (6) (96)

不動産の再評価により生じた（欠損金）/剰余金 (143) 60 

その他 3,392 3,188 

7,258 4,076 

投資不動産に係る利益は、未実現評価利益を含む。

「その他」には貸出金および受取債権の処分による利益664百万香港ドル（2008年：554百万香港ドル）

が含まれている。当事業年度において償却原価で測定される金融負債の処分による利益または損失はない

（2008年：ゼロ）。

j 正味発生保険金および保険契約準備金の変動

損害保険

生命保険

(非連動型)

生命保険

（連動型）

任意参加型

の投資契約 合計

百万香港ドル

2009年

支払保険金、給付金および解約

払戻金
1,227 3,001 884 2 5,114 

保険契約準備金の変動 (143) 25,293 5,706 － 30,856 

発生保険金および保険契約準備

金の

変動、総額

1,084 28,294 6,590 2 35,970 

支払保険金、給付金および解約

払戻金における再保険会社の

持分

(110) (149) (95) － (354)

保険契約準備金の変動における

再保険会社の持分
18 92 1,405 － 1,515 

発生保険金および保険契約準備

金の

変動における再保険会社の持

分

(92) (57) 1,310 － 1,161 

正味発生保険金および保険契約

準備金の変動
992 28,237 7,900 2 37,131 
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損害保険

生命保険

(非連動型)

生命保険

（連動型）

任意参加型

の投資契約 合計

百万香港ドル

2008年

支払保険金、給付金および解

約払戻金
1,184 2,644 1,796 3 5,627 

保険契約準備金の変動 (82) 19,954 884 (12) 20,744 

発生保険金および保険契約準

備金の

変動、総額

1,102 22,598 2,680 (9) 26,371 

支払保険金、給付金および解

約払戻金における再保険会

社の持分

(121) (58) (234) － (413)

保険契約準備金の変動におけ

る再保険会社の持分
75 (75) (11,191) － (11,191)

発生保険金および保険契約準

備金の

変動における再保険会社の

持分

(46) (133) (11,425) － (11,604)

正味発生保険金および保険契

約準備金の変動
1,056 22,465 (8,745) (9) 14,767 

k 貸倒損失およびその他の信用リスク引当金

2009年 2008年

百万香港ドル

顧客に対する貸付金の正味減損損失

　－個別に評価された減損引当金

　　新規引当金 5,504 4,243 

　　戻入 (1,135) (523)

　　回収 (188) (169)

　－集合的に評価された減損引当金の正味計上額 4,181 3,551 

その他の信用リスク引当金の正味計上額 6,498 6,542 

貸倒損失およびその他の信用リスク引当金の正味計上額 556 1,907 

11,235 12,000 

その他の信用リスク引当金の正味計上額には、売却可能負債証券に対する減損引当金の繰入れ365百万香

港ドル（2008年：2,006百万香港ドル）が含まれている。満期保有目的投資に関する減損損失または引当金

はない（2008年：ゼロ）。

l 従業員報酬および給付

2009年 2008年

百万香港ドル

賃金、給与およびその他の費用 20,367 20,117 

業績関連報酬 6,147 6,126 

社会保障費用 698 549 
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退職給付費用

　－確定拠出制度 811 779 

　－確定給付制度 562 561 

28,585 28,132 

退職給付年金制度

当行グループは69（2008年：69）の退職給付制度を運営しており、費用総額は1,373百万香港ドル（2008

年：1,340百万香港ドル）、そのうち532百万香港ドル（2008年：539百万香港ドル）は海外の制度に関連す

るものであり、35百万香港ドル（2008年：66百万香港ドル）はエイチエスビーシー・アジア・ホールディ

ングス・ビーヴィが提供するものである。

エイチエスビーシー・グループは、すべての新規従業員の確定拠出制度への移行を積極的に行っている。

当行グループの確定給付制度は、当行グループの従業員の39％（2008年：43％）を対象としており、その

大部分は拠出型制度であり、規模の大きい制度の場合はその資産を保険契約または当行グループとは独立

した信託基金のいずれかの形態で保有している。拠出型制度に関連する費用は533百万香港ドル（2008年：

537百万香港ドル）であり、資格を有する保険数理士の助言に従って評価された。この制度は少なくとも３

年に一度、または地域の慣習および規制に従って見直されている。当行グループの退職給付制度の予測給付

債務の算定に用いられる数理計算上の仮定は、制度が運営されている国の経済状況に応じて異なっている。

(ⅰ) 確定給付制度の主要な数理計算上の仮定

主要な確定給付年金制度の計算に用いられた主要な数理計算上の仮定は以下のとおりである。

2009年 2008年

％p.a.

割引率 2.58 1.19 

制度資産の期待収益率

　－株式 8.5 8.3 

　－社債 3.6 4.2 

　－その他 0.9 2.1 

昇給率

　－長期 5.0 5.0

生命表 HKLT2001
*

HKLT2001
*

* HKLT2001－2001年度香港生命表（Hong Kong Life Tables 2001）

2009年12月31日現在の資産全体の長期期待収益率は5.8％（2008年：6.7％）であった。長期期

待収益率は、個々の資産区分の収益の合計ではなく、一体としてのポートフォリオを基準としてい

る。当該収益は、現在のインフレ率および金利等の要因を加味して調整した過去の市場収益を基準

としている。

香港において、エイチエスビーシー・グループ香港現地職員退職給付制度はザ・ホンコン・ア

ンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッドの従業員およびエイチエスビー

シー・グループの特定のその他の地域の従業員を対象としている。確定給付制度の保険数理上の

評価は、直近ではエイチエスビーシー・ホールディングスの子会社であるエイチエスビーシー・
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インシュアランス（アジア）リミテッドのエステラ・チュー氏（米国アクチュアリー協会会員）

により2008年12月31日に実施された。同評価日における確定給付制度資産の市場価格は、8,309百

万香港ドルであった。継続を前提とした当該制度資産の保険数理上の価値は、加入者に提供される

未払給付金の保険数理上の現在価値の103％（予想将来昇給を考慮後）であることを示しており、

その結果、264百万香港ドルの積立超過となった。解散することを前提とした当該制度資産は、現在

の給与基準で加入者の確定給付の104％であることを示しており、その結果、341百万香港ドルの積

立超過となった。採用された評価方法は、到達年齢方式であり、当該評価に用いられた主要な仮定

は割引率が年６％、長期昇給が年５％であった。

(ⅱ) 貸借対照表に認識された価値

当行グループ 当行

2009年 2008年 2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

株式 2,285 1,990 996 926 

社債 9,995 9,090 6,855 6,630 

その他 2,038 2,508 1,776 1,823 

制度資産の公正価値 14,318 13,588 9,627 9,379 

拠出型債務の現在価値 17,823 20,824 11,366 12,719 

非拠出型債務の現在価値 125 130 71 122 

確定給付債務 17,948 20,954 11,437 12,841 

制度剰余金に関する制限の影響 － 36 － 36 

正味確定給付債務 (3,630) (7,402) (1,810) (3,498)

「資産」として計上額 292 84 176 52 

「負債」として計上額 (3,922) (7,486) (1,986) (3,550)

正味確定給付債務 (3,630) (7,402) (1,810) (3,498)

(ⅲ) 確定給付債務の現在価値の変動

当行グループ 当行

2009年 2008年 2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

１月１日現在残高 20,954 17,966 12,841 11,310 

当期勤務費用 1,153 1,069 721 706 

利息費用 307 639 207 413 

従業員拠出額 2 2 － －

数理計算上の（利益）/損失 (3,200) 2,583 (1,472) 1,430 
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支払給付 (1,299) (1,152) (842) (847)

過去勤務債務－即時権利確定 － 3 － 3 

縮小による負債の減少 (48) － (48) －

換算差額およびその他の変動 79 (156) 30 (174)

12月31日現在残高 17,948 20,954 11,437 12,841 

(ⅳ) 制度資産の公正価値の変動

当行グループ 当行

2009年 2008年 2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

１月１日現在残高 13,588 16,572 9,379 10,506 

期待収益 891 1,150 639 716 

当行グループの拠出額 736 687 484 505 

従業員拠出額 2 2 － －

数理計算上の利益/（損失） 368 (3,591) (47) (1,400)

支払給付 (1,261) (1,114) (822) (816)

縮小時に分配された資産 (33) － (33) －

換算差額およびその他の変動 27 (118) 27 (132)

12月31日現在残高 14,318 13,588 9,627 9,379 

上記の制度資産には、エイチエスビーシー・グループ内の企業が発行した以下の資産が含まれ

ている。

当行グループ 当行

2009年 2008年 2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

株式 418 357 369 312 

その他 103 93 62 42 

521 450 431 354 

2009年12月31日に終了した事業年度における当行グループの制度資産の実際の利益は、1,259百

万香港ドル（2008年：損失2,441百万香港ドル）であった。2009年12月31日に終了した事業年度に

おける当行の制度資産の実際の利益は、592百万香港ドル（2008年：損失684百万香港ドル）で

あった。

翌事業年度において、当行グループは確定給付年金制度に対し706百万香港ドル（2008年：989

百万香港ドル）の拠出を行うことを予定している。当行は453百万香港ドル（2008年：546百万香

港ドル）の拠出を行う予定である。

(ⅴ) 損益計算書の「確定給付制度」に認識された費用合計

当行グループ

2009年 2008年

百万香港ドル
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当期勤務費用 1,153 1,069 

利息費用 307 639 

制度資産の期待収益 (891) (1,150)

過去勤務費用 － 3 

縮小による利益 (7) －

正味費用合計 562 561 

確定給付年金制度に関して2009年度中に当行グループの資本合計に認識された数理計算上の正

味利益合計は、3,606百万香港ドル（2008年：損失6,194百万香港ドル）であった。少数株主持分控

除後の利益2,893百万香港ドル（2008年：損失5,051百万香港ドル）が株主資本合計に認識され

た。現在までに損益計算書以外で認識された数理計算上の正味損失合計は、5,972百万香港ドル

（2008年：9,578百万香港ドル）であった。現在までに株主資本合計に認識された少数株主持分控

除後の数理計算上の正味損失合計は、5,107百万香港ドル（2008年：8,000百万香港ドル）であっ

た。

確定給付年金制度に関して2009年度中に当行の利益剰余金に認識された数理計算上の正味利益

合計は、1,463百万香港ドル（2008年：損失2,850百万香港ドル）であった。現在までに損益計算書

以外で認識された数理計算上の正味損失合計は、3,489百万香港ドル（2008年：4,952百万香港ド

ル）であった。

2009年度中に当行グループと当行双方の資本における数理計算上の損失の範囲内で認識された

制度剰余金に関する制限の影響額合計は、換算差額２百万香港ドルを除き、38百万香港ドルの減少

（2008年：換算差額４百万香港ドルを除き、20百万香港ドルの増加）であった。

当行の直接持株会社であるエイチエスビーシー・アジア・ホールディングス・ビーヴィ

（「HABV」）が提供する確定給付制度に関して損益計算書に認識された費用は、「確定拠出制

度」に計上されることから、上表に含めなかった。

HABVは、資格を有する保険数理士と協議した後に受託会社が決定した計画に従い、拠出型確定給

付制度であるエイチエスビーシー海外職員退職給付制度の加入者のために拠出を行っている。当

行グループに対する正味確定給付費用の請求について、契約上の取決めまたは規定された方針は

ない。

本制度は以下の詳細に基づき、ポンド建てで表示されている。

2009年 2008年

％p.a.

12月31日現在の仮定

インフレ率 3.70 2.90 

昇給率 5.45 4.65 

年金増加率 3.70 2.90 

割引率 5.70 6.50 

制度資産の期待収益率 5.51 4.12 

生命表 PNA00YOB
*

PNA00YOB
*

* 「PNA00出生年度（Year of Birth）」表は、アクチュアリー協会の継続死亡率調査委員会事務局が作成す

る2000年度版の一連の生命表に基づいている。これらの表における死亡率（すなわち、所与の年度におけ

る死亡確率）は、80％の係数で減少している。2000年度後の将来の死亡率の改善は、一連の生命表に適用さ

れる中期コーホート改善率（最低改善率を年１％とする）の基礎となる将来改善率に沿って引き当てら

れている。
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海外職員制度

2009年 2008年

百万ポンド

12月31日現在の積立状況

制度資産 604 545 

確定給付債務 (693) (523)

正味確定給付(負債)/資産 (89) 22 

2009年 2008年

百万ポンド

12月31日現在の資産区分

社債 428 345 

不動産 18 35 

その他 158 165 

制度資産の公正価値 604 545 

2009年 2008年

百万ポンド

12月31日現在の確定給付債務の調整

１月１日現在残高 523 619 

当期勤務費用 11 15 

利息費用 34 35 

従業員拠出額 1 1 

数理計算上の利益/（損失） 154 (114)

支払給付 (30) (33)

12月31日現在残高 693 523 

2009年 2008年

百万ポンド

12月31日現在の制度資産の公正価値の調整

１月１日現在残高 545 525 

期待収益 24 34 

数理計算上の（損失）/利益 (45) 5 

当行グループの拠出額 109 13 

従業員拠出額 1 1 

支払給付 (30) (33)

12月31日現在残高 604 545 

2009年 2008年

百万ポンド

翌事業年度の見積拠出額

翌事業年度の会社の見積拠出額 12 14 

翌事業年度の従業員の見積拠出額 1 1 
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翌事業年度の見積拠出額合計 13 15 

(ⅵ) 当期および過年度の金額

当行グループ 当行

2009年 2008年 2007年 2006年 2005年 2009年 2008年 2007年 2006年 2005年

百万香港ドル

確定給付債務 17,948 20,954 17,966 13,134 11,950 11,437 12,841 11,310 8,674 7,726 

制度資産 14,318 13,588 16,572 14,860 13,344 9,627 9,379 10,506 9,500 8,599 

正味（不

足）/

超過額

(3,630)(7,366)(1,394)1,726 1,394 (1,810)(3,462)(804) 826 873 

制度負債の実

際（利

益）/損失

(408) 132 790 420 84 (60) 363 585 384 71 

制度資産の実

際利益/

（損失）

368 (3,591)948 953 67 (47) (1,400)487 499 (5)

m 一般管理費

2009年 2008年

百万香港ドル

土地建物および設備

　－賃貸費用 2,747 2,432 

　－前払オペレーティング・リース費用の償却 58 59 

　－その他土地建物および設備 3,192 3,068 

5,997 5,559 

販売および広告宣伝費 3,168 3,579 

その他管理費 10,368 11,128 

訴訟およびその他の引当金 (6) 424 

19,527 20,690 

営業費用には、当事業年度において賃貸収益をもたらした投資不動産から生ずる直接営業費用21百万香

港ドル（2008年：18百万香港ドル）が含まれている。賃貸収益をもたらさなかった投資不動産から生ずる

直接営業費用は、１百万香港ドル（2008年：１百万香港ドル）であった。

営業費用には、オペレーティング・リースによる最低リース支払額2,806百万香港ドル（2008年：2,443

百万香港ドル）が含まれている。

n 監査人報酬

監査人報酬は72百万香港ドル（2008年：68百万香港ドル）であり、そのうち29百万香港ドル（2008年：
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30百万香港ドル）は当行に関連するものである。

o 役員報酬

主要な経営陣の報酬には、香港会社条例第161条に準拠して算定された当行の役員報酬の合計129百万香

港ドル（2008年：107百万香港ドル）が含まれる。この内訳は、報酬６百万香港ドル（2008年：６百万香港

ドル）およびその他の報酬123百万香港ドル（2008年：101百万香港ドル）（年金給付５百万香港ドル

（2008年：５百万香港ドル）を含む）である。さらに、8.5百万香港ドルの職位補償金が支払われた。

6  法人税費用

a 当行および香港における当行の子会社は、香港において当期の課税所得に税率16.5％（2008年：

16.5％）を適用した香港事業所得税を計上している。海外の支店および子会社は、業務を展開している

国において2009年に規定されている適切な税率を適用して同様に税金を計上している。繰延税金は、注

記４(q)における当行グループの会計方針に従って計上されている。

損益計算書における法人税費用の内訳は、以下のとおりである。

2009年 2008年

百万香港ドル

当期法人所得税

　－香港事業所得税－当期利益に係る税金 6,010 6,592 

　－香港事業所得税－過年度に関する調整 (171) (348)

　－海外の税金－当期利益に係る税金 6,397 6,601 

　－海外の税金－過年度に関する調整 (222) (407)

12,014 12,438 

繰延税金(注記34)

　－一時差異の発生および解消 (352) 182 

　－過年度に関する調整 257 90 

(95) 272 

11,919 12,710 

b 未払税金

当行グループ 当行

2009年 2008年 2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

香港事業所得税 722 475 368 319 

海外の税金 3,397 2,795 3,088 2,261 

当期未払税金 4,119 3,270 3,456 2,580 

繰延税金負債（注記34） 7,358 4,433 3,318 2,107 

11,477 7,703 6,774 4,687 

c 適用税率に基づく会計上の利益から税金費用への調整表

2009年 2008年
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百万香港ドル 百万香港ドル

税引前利益 62,563 67,690

関連する国における利益に適用される税率に基づき算定された

税引前利益に対する名目税金
11,807 12,930

非課税収益（損金不算入費用控除後）の税効果 (161) (330)

当期に使用された過年度の税務上の欠損金（認識されていない

未使用の税務上の欠損金控除後）の税効果
(30) (3)

過年度の未払税金計上超過額 (136) (665)

その他 439 778

11,919 12,710

7  株主に帰属する利益

株主に帰属する連結利益には、当行の勘定で処理された利益35,343百万香港ドル（2008年：44,734百万

香港ドル）が含まれている。

8  配当金

2009年 2008年

香港ドル 香港ドル

１株当たり 百万香港ドル １株当たり 百万香港ドル

普通配当金

　－当期中に承認され支払われた前事業

年度の第４回中間配当金
1.24 11,170 0.72 6,500 

　－第１回支払中間配当金 0.65 5,890 0.67 6,000 

　－第２回支払中間配当金 0.65 5,890 0.72 6,500 

　－第３回支払中間配当金 0.65 5,890 0.83 7,500 

3.19 28,840 2.94 26,500 

取締役は2009年12月31日に終了した事業年度に関して第４回中間配当金8,850百万香港ドル（普通株式

１株当たり0.98香港ドル）を宣言した。

9  金融資産および負債

当行グループ

2009年12月31日現在

トレー

ディング

目的保有

公正価値

による評

価の指定

満期保有

目的有価

証券

貸出金

および

受取債権

売却可能有

価証券

償却原価で

計上されて

いる

金融資産

および負債

公正価値

ヘッジ手

段として

指定され

たデリバ

ティブ

キャッシュ

・フロー・

ヘッジ手段

として指定

されたデリ

バティブ 合計

 

百万香港ドル

資産  

現金および短期資金 － － － 441,862 359,538 90,775 － － 892,175  

他行から回収中の項

目
－ － － － － 15,528 － － 15,528  
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１ヶ月超で満期を迎

える銀行預け金
－ － － 107,070 － － － － 107,070  

譲渡性預金 － － 4,458 － 32,930 － － － 37,388  

香港特別行政区政府

債務証書
－ － － － － 135,414 － － 135,414  

トレーディング資産 322,731 － － － － － － － 322,731  

公正価値評価の指定

を

受けた金融資産

－ 48,087 － － － － － － 48,087 
 

デリバティブ 233,046 － － － － － 148 1,977 235,171  

顧客に対する貸付金 － － － 1,350,644 － － － － 1,350,644  

金融投資 － － 106,263 － 776,426 － － － 882,689  

グループ会社に対す

る

債権額

41,463 5,230 － － － 87,818 － － 134,511 
 

その他資産 － － － － － 54,744 － － 54,744  

金融資産合計 597,240 53,317 110,721 1,899,576 1,168,894384,279 148 1,977 4,216,152  

負債  

香港特別行政区流通

紙幣
－ － － － － 135,414 － － 135,414  

他行へ送金中の項目 － － － － － 22,960 － － 22,960  

銀行からの預金 － － － － － 111,206 － － 111,206  

顧客からの預金 － － － － － 2,944,539 － － 2,944,539  

トレーディング負債 154,366 － － － － － － － 154,366  

公正価値評価の指定

を

受けた金融負債

－ 36,709 － － － － － － 36,709 
 

デリバティブ 230,084 － － － － － 2,533 229 232,846  

発行済負債証券 － － － － － 43,396 － － 43,396  

グループ会社に対す

る

債務額

10,811 1 － － － 40,030 － － 50,842 
 

その他負債 － － － － － 52,887 － － 52,887  

劣後債務 － － － － － 21,181 － － 21,181  

優先株式 － － － － － 101,208 － － 101,208  

金融負債合計 395,261 36,710 － － － 3,472,821 2,533 229 3,907,554 

当行グループ

2008年12月31日現在

トレー

ディング

目的保有

公正価値

による評

価の指定

満期保有

目的有価

証券

貸出金

および

受取債権

売却可能有

価証券

償却原価で

計上されて

いる

金融資産

および負債

公正価値

ヘッジ手

段として

指定され

たデリバ

ティブ

キャッ

シュ・フ

ロー・

ヘッジ手

段として

指定され

たデリバ

ティブ 合計

 

百万香港ドル

資産  

現金および短期資金 － － － 336,731 131,651 129,190 － － 597,572  
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他行から回収中の項

目
－ － － － － 13,949 － － 13,949  

１ヶ月超で満期を迎

える銀行預け金
－ － － 55,569 － － － － 55,569  

譲渡性預金 － － 4,472 － 52,606 － － － 57,078  

香港特別行政区政府

債務証書
－ － － － － 119,024 － － 119,024  

トレーディング資産 493,670 － － － － － － － 493,670  

公正価値評価の指定

を

受けた金融資産

－ 40,553 － － － － － － 40,553 
 

デリバティブ 447,645 － － － － － 140 6,138 453,923  

顧客に対する貸付金 － － － 1,286,145 － － － － 1,286,145  

金融投資 － － 77,502 － 508,659 － － － 586,161  

グループ会社に対す

る

債権額

53,375 429 － － － 324,858 － － 378,662 
 

その他資産 － － － － － 66,139 － － 66,139  

金融資産合計 994,690 40,982 81,974 1,678,445 692,916 653,160 140 6,138 4,148,445  

負債  

香港特別行政区流通

紙幣
－ － － － － 119,024 － － 119,024  

他行へ送金中の項目 － － － － － 31,334 － － 31,334  

銀行からの預金 － － － － － 196,674 － － 196,674  

顧客からの預金 － － － － － 2,576,084 － － 2,576,084  

トレーディング負債 210,587 － － － － － － － 210,587  

公正価値評価の指定

を

受けた金融負債

－ 39,926 － － － － － － 39,926 
 

デリバティブ 463,488 － － － － － 2,332 384 466,204  

発行済負債証券 － － － － － 48,800 － － 48,800  

グループ会社に対す

る

債務額

19,479 － － － － 31,765 － － 51,244 
 

その他負債 － － － － － 59,685 － － 59,685  

劣後債務 － － － － － 19,184 － － 19,184  

優先株式 － － － － － 92,870 － － 92,870  

金融負債合計 693,554 39,926 － － － 3,175,420 2,332 384 3,911,616 

当行

2009年12月31日現在

トレー

ディング

目的保有

公正価値

による評

価の指定

満期保有

目的有価

証券

貸出金

および

受取債権

売却可能

有価証券

償却原価で

計上されて

いる

金融資産

および負債

公正価値

ヘッジ手段

として指定

されたデリ

バティブ

キャッシュ

・フロー・

ヘッジ手段

として指定

されたデリ

バティブ 合計

百万香港ドル

資産

現金および短期資金 － － － 275,538 296,406 85,821 － － 657,765 
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他行から回収中の項

目
－ － － － － 11,151 － － 11,151 

１ヶ月超で満期を迎

える銀行預け金
－ － － 67,299 － － － － 67,299 

譲渡性預金 － － － － 20,492 － － － 20,492 

香港特別行政区政府

債務証書
－ － － － － 135,414 － － 135,414 

トレーディング資産 216,480 － － － － － － － 216,480 

公正価値評価の指定

を

受けた金融資産

－ 1,801 － － － － － － 1,801 

デリバティブ 229,352 － － － － － 101 1,545 230,998 

顧客に対する貸付金 － － － 752,574 － － － － 752,574 

金融投資 － － － － 564,738 － － － 564,738 

グループ会社に対す

る

債権額

47,562 － － － － 114,193 － － 161,755 

その他資産 － － － － － 32,469 － － 32,469 

金融資産合計 493,394 1,801 － 1,095,411 881,636 379,048 101 1,545 2,852,936 

負債

香港特別行政区流通

紙幣
－ － － － － 135,414 － － 135,414 

他行へ送金中の項目 － － － － － 15,796 － － 15,796 

銀行からの預金 － － － － － 94,861 － － 94,861 

顧客からの預金 － － － － － 1,902,571 － － 1,902,571 

トレーディング負債 103,456 － － － － － － － 103,456 

公正価値評価の指定

を

受けた金融負債

－ 1,857 － － － － － － 1,857 

デリバティブ 228,223 － － － － － 1,864 56 230,143 

発行済負債証券 － － － － － 28,250 － － 28,250 

グループ会社に対す

る

債務額

26,691 － － － － 96,511 － － 123,202 

その他負債 － － － － － 36,266 － － 36,266 

劣後債務 － － － － － 9,925 － － 9,925 

優先株式 － － － － － 101,063 － － 101,063 

金融負債合計 358,370 1,857 － － － 2,420,657 1,864 56 2,782,804 

当行

2008年12月31日現在

トレー

ディング

目的保有

公正価値

による評

価の指定

満期保有

目的有価

証券

貸出金

および

受取債権

売却可能

有価証券

償却原価で

計上されて

いる

金融資産

および負債

公正価値

ヘッジ手段

として指定

されたデリ

バティブ

キャッシュ

・フロー・

ヘッジ手段

として指定

されたデリ

バティブ 合計

百万香港ドル

資産

現金および短期資金 － － － 238,540 117,998 125,164 － － 481,702 

他行から回収中の項

目
－ － － － － 9,908 － － 9,908 

１ヶ月超で満期を迎

える銀行預け金
－ － － 33,754 － － － － 33,754 
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譲渡性預金 － － － － 36,980 － － － 36,980 

香港特別行政区政府

債務証書
－ － － － － 119,024 － － 119,024 

トレーディング資産 329,123 － － － － － － － 329,123 

公正価値評価の指定

を

受けた金融資産

－ 1,728 － － － － － － 1,728 

デリバティブ 447,586 － － － － － 140 4,483 452,209 

顧客に対する貸付金 － － － 817,996 － － － － 817,996 

金融投資 － － － － 340,800 － － － 340,800 

グループ会社に対す

る

債権額

56,979 － － － － 340,982 － － 397,961 

その他資産 － － － － － 42,455 － － 42,455 

金融資産合計 833,688 1,728 － 1,090,290 495,778 637,533 140 4,483 3,063,640 

負債

香港特別行政区流通

紙幣
－ － － － － 119,024 － － 119,024 

他行へ送金中の項目 － － － － － 26,581 － － 26,581 

銀行からの預金 － － － － － 174,532 － － 174,532 

顧客からの預金 － － － － － 1,767,001 － － 1,767,001 

トレーディング負債 151,089 － － － － － － － 151,089 

公正価値評価の指定

を

受けた金融負債

－ 7,086 － － － － － － 7,086 

デリバティブ 455,932 － － － － － 1,727 73 457,732 

発行済負債証券 － － － － － 34,855 － － 34,855 

グループ会社に対す

る

債務額

34,540 － － － － 83,141 － － 117,681 

その他負債 － － － － － 45,592 － － 45,592 

劣後債務 － － － － － 10,602 － － 10,602 

優先株式 － － － － － 92,870 － － 92,870 

金融負債合計 641,561 7,086 － － － 2,354,198 1,727 73 3,004,645 

10  現金および短期資金

当行グループ 当行

2009年 2008年 2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

手許現金 11,761 10,864 6,854 6,861 

中央銀行に対する一覧払預け金 79,014 118,326 78,967 118,303 

１ヶ月以内に満期を迎える銀行預け金 441,862 336,731 275,538 238,540 

短期国債およびその他適格手形 359,538 131,651 296,406 117,998 

892,175 597,572 657,765 481,702 

2009年12月31日現在、注記10および11には、当行グループによる中央銀行預け金（一覧払預け金を含む）

が合計で256,074百万香港ドル（2008年：234,582百万香港ドル）含まれている。当行による中央銀行預け

金は、182,643百万香港ドル（2008年：205,125百万香港ドル）であった。

現金および短期資金ならびに１ヶ月超で満期を迎える銀行預け金（注記11）に含まれる海外政府の規制

により要求された預金は、以下のとおりである：

EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

822/961



当行グループ 当行

2009年 2008年 2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

銀行および中央銀行に対する残高 36,237 37,397 18,011 22,290 

短期国債およびその他適格手形 15,519 848 14,938 746 

51,756 38,245 32,949 23,036 

短期国債およびその他適格手形の分析は、以下のとおりである。

当行グループ 当行

2009年 2008年 2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

短期国債およびその他適格手形－売却

可能

－契約相手方により再担保または再

売却　が可能な証券
－ 1,041 － －

－再担保または再売却される可能性

がない証券あるいは契約相手方に

より再担保または再売却されない

証券

359,538 130,610 296,406 117,998 

359,538 131,651 296,406 117,998 

トレーディング目的保有の短期国債およびその他適格手形は、「トレーディング資産（注記14）」に含

まれている。短期国債およびその他適格手形の大部分は非上場である。

11  １ヶ月超で満期を迎える銀行預け金

当行グループ 当行

2009年 2008年 2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

１ヶ月超１年以内に満期を迎える銀行預

け金総額
103,252 51,763 64,219 30,508 

１年超で満期を迎える銀行預け金総額 3,818 3,806 3,080 3,246 

銀行預け金合計 107,070 55,569 67,299 33,754 

満期が繰り延べられた預け金は上表に含まれていない。期限を経過している預け金の詳細は、注記52に含

まれている。

12  譲渡性預金

当行グループ 当行

2009年 2008年 2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

満期保有 4,458 4,472 － －

売却可能 32,930 52,606 20,492 36,980 

37,388 57,078 20,492 36,980 
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譲渡性預金の大部分は非上場である。

当事業年度において満期保有目的の譲渡性預金の処分はなかった（2008年：ゼロ）。

13  香港特別行政区流通紙幣

香港特別行政区流通紙幣は、香港特別行政区政府債務証書を保有する基金の預託によって保証されてい

る。

14  トレーディング資産

当行グループ 当行

2009年 2008年 2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

トレーディング資産

－契約相手方により再担保または再売

却　が可能な証券
921 232 711 232 

－契約相手により再担保または再売却

ができない証券、または再担保また

は再売却されない証券

321,810 493,438 215,769 328,891 

322,731 493,670 216,480 329,123 

当行グループ 当行

2009年 2008年 2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

負債証券 138,020 187,236 104,158 147,381 

株式 13,780 12,012 13,077 11,282 

短期国債およびその他適格手形 145,676 238,778 82,680 125,644 

その他 25,255 55,644 16,565 44,816 

322,731 493,670 216,480 329,123 

2009年12月31日現在において当行グループおよび当行双方の上場短期国債およびその他適格手形は、

23,819百万香港ドル（2008年：ゼロ）であった。これらは2009年から公認証券取引所とみなされる韓国証

券取引所に上場されている短期国債に関するものである。

a 負債証券

当行グループ 当行

2009年 2008年 2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

上場

　－香港での上場 21,323 23,848 18,612 20,217 

　－香港以外での上場 48,654 11,648 48,497 11,208 

69,977 35,496 67,109 31,425 

非上場 68,043 151,740 37,049 115,956 

138,020 187,236 104,158 147,381 

公共機関による発行
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　－中央政府および中央銀行 96,713 83,044 70,330 54,909 

　－その他公益企業 5,361 2,309 4,220 1,929 

102,074 85,353 74,550 56,838 

以下の企業による発行

　－銀行 20,934 86,780 16,330 76,969 

　－一般事業会社 15,012 15,103 13,278 13,574 

138,020 187,236 104,158 147,381 

b 株式

当行グループ 当行

2009年 2008年 2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

上場

　－香港での上場 3,106 2,461 3,100 2,461 

　－香港以外での上場 8,851 4,573 8,333 4,573 

11,957 7,034 11,433 7,034 

非上場 1,823 4,978 1,644 4,248 

13,780 12,012 13,077 11,282 

以下による発行

　－銀行 1,270 1,634 1,270 1,634 

　－一般事業会社 12,510 10,378 11,807 9,648 

13,780 12,012 13,077 11,282 

15  公正価値評価の指定を受けた金融資産

当行グループ 当行

2009年 2008年 2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

負債証券 18,300 19,730 1,801 1,722 

株式 29,392 20,817 － －

その他 395 6 － 6 

48,087 40,553 1,801 1,728 

a 負債証券

当行グループ 当行

2009年 2008年 2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

上場

　－香港での上場 1,409 2,331 802 696 

　－香港以外での上場 2,939 3,096 770 505 

4,348 5,427 1,572 1,201 

非上場 13,952 14,303 229 521 

18,300 19,730 1,801 1,722 

当行グループ 当行
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2009年 2008年 2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

公共機関による発行

　－中央政府および中央銀行 3,134 4,505 587 571 

　－その他公益企業 2,395 2,020 354 434 

5,529 6,525 941 1,005 

以下による発行

　－銀行 7,577 9,543 － －

　－一般事業会社 5,194 3,662 860 717 

18,300 19,730 1,801 1,722 

b 株式

当行グループ 当行

2009年 2008年 2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

上場

　－香港での上場 2,883 2,399 － －

　－香港以外での上場 11,165 8,315 － －

14,048 10,714 － －

非上場 15,344 10,103 － －

29,392 20,817 － －

以下による発行

　－銀行 1,326 758 － －

　－一般事業会社 28,066 20,059 － －

29,392 20,817 － －

16  デリバティブ

デリバティブは、株式、社債、金利、為替、信用スプレッド、コモディティおよび株価指数またはその他の指

数等の基礎項目の価格からその価値を導き出す金融商品である。

デリバティブにより利用者は、信用リスクまたは市場リスクに対するエクスポージャーを増加、軽減また

は変更させることができる。当行グループは、顧客のためにデリバティブの値付けを行っており、デリバ

ティブを用いて信用リスクおよび市場リスクに対するエクスポージャーを管理している。

デリバティブは公正価値で計上され、財政状態計算書上に資産および負債別の合計が表示される。資産お

よび負債の価値は、当行グループの関連するすべての契約相手方が同時に債務不履行に陥り、かつ取引を即

座に再構築できるという仮定において、それぞれ当行グループにとって正の公正価値を有する取引すべて

を再構築するのに要するコスト、または当行グループにとって負の公正価値を有する取引すべてを再構築

する際に享受する便益を表している。

異なる取引によるデリバティブ資産および負債は、同一の取引相手との取引であり、相殺する法的権利が

存在し、キャッシュ・フローを純額で決済することが意図されている場合に限り相殺される。デリバティブ

の価値の変動は、注記４(j)に記載されている当行グループの会計方針に従って認識されている。

デリバティブの利用
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当行グループは主に、顧客のためのリスク・マネジメント・ソリューションの策定、自己勘定トレーディ

ング目的ならびに当行グループ自身のリスク管理およびリスク・ヘッジという３つの目的でデリバティブ

取引を行っている。会計上、デリバティブ商品はトレーディング目的またはヘッジ目的のいずれかに分類さ

れている。ヘッジ手段として保有するデリバティブは、HKAS第39号に定義されるヘッジ手段として正式に指

定されている。それ以外のデリバティブ商品はすべてトレーディング目的保有に分類されている。

トレーディング目的保有の分類には、以下の２種類のデリバティブ商品が含まれている。第一の種類は、

販売およびトレーディング活動に利用されるデリバティブ（リスク管理目的で利用されるが様々な理由で

ヘッジ会計の要件を満たさないデリバティブを含む）である。トレーディング目的保有区分の第二の種類

には、公正価値評価の指定を受けた金融商品とともに管理されているデリバティブが含まれる。これらの活

動については以下に詳述される。

当行グループのデリバティブ活動は、デリバティブ・ポ－トフォリオにおいて重要な未決済残高を生じ

させる。これらのポジションを確実に受容可能なリスク水準内に維持するための継続的な管理が行われて

おり、必要に応じてポジションの相殺が可能となる取引が実施されている。デリバティブ取引開始時におい

て潜在的な信用エクスポージャーを評価・承認する際に、当行グループは、従来の貸付取引と同様の信用リ

スク管理手続を用いている。

a トレーディング・デリバティブ

当行グループのデリバティブ取引の大部分は販売およびトレーディング活動に関連している。販売活動

は、顧客が既存のリスクまたは予想されるリスクの引受け、移転、変更または軽減ができるようなデリバ

ティブ商品の組成および販売を含む。デリバティブのトレーディング活動は主に、価格またはマージンの短

期的変動から利益を得るために行われている。ポジションは、活発に取引される場合や、あるいは為替レー

ト、金利、株価またはその他の市場パラメーターの予想変動から利益を得るために一定期間にわたり保有さ

れる場合がある。トレーディング活動には、値付け、ポジショニングおよび裁定活動が含まれる。値付けは、

スプレッドおよび取引高に基づき収益を生み出す目的で別の市場参加者に対して価格を提示するものであ

る。ポジショニングは、価格、レートまたは指標が当行グループにとって有利な変動をすることにより便益

を得ることを目的として市場リスクのポジションを管理するものである。裁定は市場間および商品間の価

格差を特定し、その価格差から利益を得るものである。

上記のように、トレーディング目的保有に分類されているその他デリバティブには、非適格ヘッジ・デリ

バティブおよび非有効ヘッジ・デリバティブが含まれる。非適格ヘッジ・デリバティブは、リスク管理目的

で利用されているが、ヘッジ会計の要件を満たしていないものである。これらには、公正価値評価の指定を

受けた金融商品とともに管理されているデリバティブが含まれる。非有効ヘッジ・デリバティブは、以前は

ヘッジ手段として指定されていたが、もはやヘッジ会計の要件を満たしていないものである。

(ⅰ) 商品種類別のトレーディング目的保有のデリバティブの契約額

2009年 2008年

当行グループ 当行 当行グループ 当行

百万香港ドル 百万香港ドル

為替 5,398,523 4,796,545 6,462,356 5,961,152 

金利 10,150,894 9,998,057 9,614,270 9,476,072 

株式 246,876 255,708 313,779 325,712 

クレジット・デリバティブ 612,691 614,144 778,795 778,795 
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コモディティおよびその他 24,953 19,485 26,355 23,672 

デリバティブ合計 16,433,937 15,683,939 17,195,555 16,565,403 

トレーディング目的保有に分類されているその他デリバティブには、非適格ヘッジ・デリバティブ、非有

効ヘッジ・デリバティブ、およびヘッジの有効性評価から除外されたヘッジ・デリバティブの構成要素が

含まれる。非適格ヘッジ・デリバティブは、リスク管理目的で利用されているが、ヘッジ会計の要件を満た

していないものである。

上表には、トレーディング・デリバティブに含まれる公正価値評価の指定を受けた金融商品とともに管

理されているデリバティブの契約額が含まれている。

2009年 2008年

当行グループ 当行 当行グループ 当行

百万香港ドル 百万香港ドル

為替 3,182 546 611 611 

金利 1,167 1,007 7,853 6,050 

株式 775 702 771 723 

クレジット・デリバティブ － － － －

コモディティおよびその他 － － － －

デリバティブ合計 5,124 2,255 9,235 7,384 

(ⅱ) 未決済トレーディング・デリバティブの公正価値

当行グループ

2009年 2008年

資産 負債 資産 負債

百万香港ドル 百万香港ドル

為替 89,770 88,031 185,271 193,979 

金利 114,110 111,864 197,443 191,906 

株式 15,979 17,618 28,374 41,696 

クレジット・デリバティブ 12,621 12,141 35,470 34,357 

コモディティおよびその他 566 430 1,087 1,550 

デリバティブ合計 233,046 230,084 447,645 463,488 

当行

2009年 2008年

資産 負債 資産 負債

百万香港ドル 百万香港ドル

為替 86,348 86,763 182,235 188,409 

金利 113,061 110,600 195,014 189,348 

株式 16,872 17,848 34,645 41,577 

クレジット・デリバティブ 12,624 12,584 34,918 34,356 

コモディティおよびその他 447 428 774 2,242 

デリバティブ合計 229,352 228,223 447,586 455,932 
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(ⅲ) 契約相手方の業種別のリスク・エクスポージャー

2009年 2008年

当行グループ 当行 当行グループ 当行

％ ％

政府 － － － －

銀行 78 78 76 77 

その他金融機関 8 8 8 8 

その他 14 14 16 15 

合計 100 100 100 100 

b ヘッジ手段

当行グループは、自社の資産および負債ポートフォリオならびに組成ポジションの管理において、ヘッジ

目的でデリバティブ（主に金利スワップ）を利用している。その結果により、当行グループは、資産・負債

の満期やその他の特性の不均衡から生じる市場リスクの緩和を可能にしている。

ヘッジ取引の会計処理はヘッジされた商品およびヘッジ取引の種類により異なる。デリバティブが公正

価値ヘッジ、キャッシュ・フロー・ヘッジまたは純投資ヘッジである場合は、会計上、適格ヘッジと認めら

れる場合がある。

(ⅰ) 商品種類別のヘッジ目的保有のデリバティブの契約額

当行グループ 当行

キャッシュ・

フロー・

ヘッジ

公正価値

ヘッジ

キャッシュ・

フロー・

ヘッジ

公正価値

ヘッジ

百万香港ドル 百万香港ドル

2009年12月31日現在

金利 251,130 129,509 168,163 101,363

当行グループ 当行

キャッシュ・

フロー・

ヘッジ

公正価値

ヘッジ

キャッシュ・

フロー・

ヘッジ

公正価値

ヘッジ

百万香港ドル 百万香港ドル

2008年12月31日現在

金利 310,883 62,482 216,633 47,201

(ⅱ) 公正価値ヘッジに指定された未決済デリバティブの公正価値

当行グループ 当行

資産 負債 資産 負債

百万香港ドル 百万香港ドル

2009年12月31日現在

金利 148 2,533 101 1,864
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当行グループ 当行

資産 負債 資産 負債

百万香港ドル 百万香港ドル

2008年12月31日現在

金利 140 2,332 140 1,727

(ⅲ) キャッシュ・フロー・ヘッジに指定された未決済デリバティブの公正価値

当行グループ 当行

資産 負債 資産 負債

百万香港ドル 百万香港ドル

2009年12月31日現在

金利 1,977 229 1,545 56

当行グループ 当行

資産 負債 資産 負債

百万香港ドル 百万香港ドル

2008年12月31日現在

金利 6,138 384 4,483 73

上記のヘッジ・デリバティブによるキャッシュ・フローは、2010年度以降の損益計算書に影響を与える

ことが予想される。

当行グループのキャッシュ・フロー・ヘッジは主に金利およびクロスカレンシー・スワップを使用する

ものであり、変動金利の付されたもの、または将来に借換えもしくは再投資が想定されている非トレーディ

ング資産および負債の金利からの将来キャッシュ・フローの変動リスクをヘッジするために使用されてい

る。金融資産および負債の各ポートフォリオについて、元本および金利からの将来キャッシュ・フローの金

額およびタイミングが、契約条件や、期限前返済および債務不履行の見積りを含むその他関連要因に基づき

予測されている。一定期間にわたるすべてのポートフォリオからの元本残高および金利キャッシュ・フ

ローの総額をもとに、予定取引のキャッシュ・フロー・ヘッジとして指定されたデリバティブの有効部分

に係る利益および損失が特定される。利益および損失は、当初は資本に直接に認識されてキャッシュ・フ

ロー・ヘッジ準備金に累積され、予想キャッシュ・フローが損益計算書に影響を及ぼす時に損益計算書に

振り替えられる。2009年12月31日に終了した事業年度において損益計算書に振り替えられた金額は、正味受

取利息に含まれている2,689百万香港ドル（2008年：2,478百万香港ドル）であった。当行グループの非金

融資産および負債における予定取引はない。

これらのデリバティブの非有効部分に係る利益および損失は、損益計算書に直ちに認識される。2009年12

月31日に終了した事業年度において、ヘッジの非有効部分および予定取引の終了に伴い、利益15百万香港ド

ル（2008年：損失50百万香港ドル）が認識された。

2009年12月31日現在の金利キャッシュ・フローを生じさせる見込みの予想元本残高は、下表のとおりで

ある。
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３ヶ月以内
３ヶ月超

１年以内

１年超

５年以内

百万香港ドル

2009年12月31日現在

資産による資金収入 220,822 209,085 27,546 

負債による資金支出 (5,784) (5,783) (3,877)

純資金収入 215,038 203,302 23,669 

2008年12月31日現在

資産による資金収入 242,720 139,768 34,906 

負債による資金支出 (6,888) (6,888) (4,665)

純資金収入 235,832 132,880 30,241 

c 観察不能な取引開始時の利益

評価が観察不能なパラメーターに左右される金融商品の当初損益は、契約期間にわたり、またはその商品

が償還、譲渡、あるいは売却あるいは公正価値が観察可能になるまで繰り延べられる。適格ヘッジ関係の一

部であるデリバティブはすべて、観察可能な市場パラメーターに基づいて評価されている。

下表は、期首および期末の損益計算書に認識されていない差異の合計および当事業年度中の変動調整残

高を記載している。

当行グループ

2009年 2008年

百万香港ドル

１月１日残高 119 496 

新規取引における繰延 82 403 

償却による減少 (37) (565)

償還/売却/譲渡/観察可能性の改善/ヘッジされたリスクによる減

少
(48) (194)

為替換算およびその他 12 (21)

12月31日残高 128 119 

当行

2009年 2008年

百万香港ドル

１月１日残高 119 498 

新規取引における繰延 78 377 

償却による減少 (37) (565)

償還/売却/移転/観察可能性の改善/ヘッジされたリスクによる減

少
(40) (168)

為替換算およびその他 4 (23)

12月31日残高 124 119 

次へ 
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17 顧客に対する貸付金

a 顧客に対する貸付金 

当行グループ 当行

2009年 2008年 2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

顧客に対する貸付金総額 1,364,924 1,297,103 762,425 826,288 

減損引当金（注記18(a)） (14,280) (10,958) (9,851) (8,292)

1,350,644 1,286,145 752,574 817,996 

顧客に対する貸付金には以下が含まれる。

当行グループ 当行

2009年 2008年 2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

手形 57,520 59,820 37,435 51,870 

個別に評価された減損引当金 (788) (329) (485) (286)

56,732 59,491 36,950 51,584 

b エイチエスビーシー・グループにて用いられている区分に基づいた顧客に対する貸付金の分析 

　　  以下の顧客に対する貸付金の分析は、関連するリスクを管理するため、ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ

・バンキング・コーポレイション・リミテッドおよびその子会社を含む、エイチエスビーシー・グループに

て用いられている区分に基づくものである。

　 当行グループ

香港
その他のアジア

太平洋地域
合計

百万香港ドル

2009年

住宅抵当貸付 244,328 169,016 413,344 

香港特別行政区政府住宅保有制度、民間部門参加制度

および賃貸住宅購入制度による抵当貸付
26,801 － 26,801 

クレジット・カード貸付 35,545 31,654 67,199 

その他の個人貸付金 41,384 35,550 76,934 

個人貸付金合計 348,058 236,220 584,278 

商業、産業および国際取引 137,461 219,631 357,092 

商業不動産 105,404 50,131 155,535 

不動産に関連するその他の貸付 78,028 30,030 108,058 

政府 3,416 4,615 8,031 

その他商業 56,821 55,312 112,133 

法人および商業貸付金合計 381,130 359,719 740,849 

銀行以外の金融機関 19,088 17,976 37,064 

決済口座 2,437 296 2,733 

金融貸付金合計 21,525 18,272 39,797 

顧客に対する貸付金総額 750,713 614,211 1,364,924 

個別に評価される減損引当金 (3,724) (4,364) (8,088)
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集合的に評価される減損引当金 (2,412) (3,780) (6,192)

顧客に対する貸付金（正味） 744,577 606,067 1,350,644 

香港
その他のアジア

太平洋地域
合計

百万香港ドル

2008年

住宅抵当貸付 223,066 118,737 341,803 

香港特別行政区政府住宅保有制度、民間部門参加制度

および賃貸住宅購入制度による抵当貸付
30,086 － 30,086 

クレジット・カード貸付 36,255 25,120 61,375 

その他の個人貸付金 41,267 37,255 78,522 

個人貸付金合計 330,674 181,112 511,786 

商業、産業および国際取引 156,438 203,259 359,697 

商業不動産 109,266 50,787 160,053 

不動産に関連するその他の貸付 78,757 21,653 100,410 

政府 7,367 4,386 11,753 

その他商業 50,540 52,607 103,147 

法人および商業貸付金合計 402,368 332,692 735,060 

銀行以外の金融機関 18,617 29,870 48,487 

決済口座 1,651 119 1,770 

金融貸付金合計 20,268 29,989 50,257 

顧客に対する貸付金総額 753,310 543,793 1,297,103 

個別に評価される減損引当金 (3,108) (1,925) (5,033)

集合的に評価される減損引当金 (2,460) (3,465) (5,925)

顧客に対する貸付金（正味） 747,742 538,403 1,286,145 

　

当行

香港
その他のアジア

太平洋地域
合計

百万香港ドル

2009年

住宅抵当貸付 132,426 87,732 220,158 

香港特別行政区政府住宅保有制度、民間部門参加制度

および賃貸住宅購入制度による抵当貸付
12,155 － 12,155 

クレジット・カード貸付 21,727 18,749 40,476 

その他の個人貸付金 24,037 20,959 44,996 

個人貸付金合計 190,345 127,440 317,785 

商業、産業および国際取引 91,703 110,668 202,371 

商業不動産 76,826 27,732 104,558 

不動産に関連するその他の貸付 16,546 12,935 29,481 

政府 2,675 3,986 6,661 

その他商業 37,194 33,147 70,341 

法人および商業貸付金合計 224,944 188,468 413,412 

銀行以外の金融機関 16,233 14,930 31,163 

決済口座 － 65 65 

金融合計 16,233 14,995 31,228 
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顧客に対する貸付金総額 431,522 330,903 762,425 

個別に評価される減損引当金 (2,290) (3,081) (5,371)

集合的に評価される減損引当金 (1,702) (2,778) (4,480)

顧客に対する貸付金（正味） 427,530 325,044 752,574 

香港
その他のアジア

太平洋地域
合計

百万香港ドル

2008年

住宅抵当貸付 120,158 80,694 200,852 

香港特別行政区政府住宅保有制度、民間部門参加制度

および賃貸住宅購入制度による抵当貸付
13,346 － 13,346 

クレジット・カード貸付 23,414 20,745 44,159 

その他の個人貸付金 25,119 32,238 57,357 

個人貸付金合計 182,037 133,677 315,714 

商業、産業および国際取引 108,378 133,453 241,831 

商業不動産 79,937 28,281 108,218 

不動産に関連するその他の貸付 21,734 13,750 35,484 

政府 6,706 3,722 10,428 

その他商業 32,562 39,205 71,767 

法人および商業貸付金合計 249,317 218,411 467,728 

銀行以外の金融機関 15,458 27,385 42,843 

決済口座 － 3 3 

金融合計 15,458 27,388 42,846 

顧客に対する貸付金総額 446,812 379,476 826,288 

個別に評価される減損引当金 (2,038) (1,578) (3,616)

集合的に評価される減損引当金 (1,757) (2,919) (4,676)

顧客に対する貸付金（正味） 443,017 374,979 817,996 

　　　上記の地域情報は、子会社の主要事業の所在地ごと、または当行の場合には、資金提供に責任を有する支店の

所在地ごとに分類されている。

　　c 香港金融管理局にて用いられている産業部門別の区分に基づいた顧客に対する貸付金の分析

　　　以下の顧客に対する貸付金の分類は、香港にある当行の支店および銀行子会社により、香港金融管理局へ提出

される「貸付金および引当金の四半期分析」報告書に用いられている区分に基づいたものである。

当行グループ

貸付金総額 担保およびその他の担保

2009年 2008年 2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

香港にて使用するための顧客に対する貸付

金総額

産業、商業、金融

不動産開発 50,034 55,646 15,140 15,280 

不動産投資 144,396 139,174 107,472 108,386 

金融関連 9,442 9,417 2,203 3,071 

株式仲介人 1,155 744 227 308 
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ホールセールおよびリテール取引 46,145 51,580 14,199 16,828 

製造 27,318 31,811 5,597 5,927 

輸送および輸送設備 21,543 29,026 16,036 17,552 

レクリエーション活動 330 55 18 28 

情報技術 5,336 4,189 33 75 

その他 49,963 49,562 16,212 12,555 

355,662 371,204 177,137 180,010 

個人

香港特別行政区政府住宅保有制度、民間部

門参加制度および賃貸住宅購入制度に基づ

く共同住宅購入のための貸付金

26,801 30,086 26,619 29,777 

その他の住宅用不動産購入のための貸付金 217,626 198,982 217,187 197,547 

クレジット・カード貸付 35,545 36,255 － －

その他の貸付金 32,641 34,232 12,010 11,628 

312,613 299,555 255,816 238,952 

香港にて使用するための顧客に対する貸付

金総額
668,275 670,759 432,953 418,962 

貿易金融 54,015 64,758 17,297 21,965 

香港にある当行の支店および子会社により

貸し付けられた香港以外で使用するための

顧客に対する貸付金

28,423 17,793 905 3,005 

香港にある当行の支店および子会社により

貸し付けられた顧客に対する貸付金総額
750,713 753,310 451,155 443,932 

香港以外にある当行の支店および子会社に

より貸し付けられた顧客に対する貸付金総

額

614,211 543,793 274,986 221,776 

顧客に対する貸付金総額 1,364,924 1,297,103 726,141 665,708 

　　　　 当行

貸付金総額 担保およびその他の担保

2009年 2008年 2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

香港にて使用するための顧客に対する貸付

金総額

産業、商業、金融

不動産開発 26,416 30,332 6,615 7,000 

不動産投資 69,132 72,985 45,504 50,554 

金融関連 6,683 6,231 1,282 1,162 

株式仲介人 675 218 21 102 

ホールセールおよびリテール取引 38,332 45,594 10,335 13,468 

製造 15,234 18,067 1,924 2,450 

輸送および輸送設備 15,033 20,604 10,611 10,958 

レクリエーション活動 293 29 3 11 

情報技術 4,089 3,114 2 26 

その他 23,188 27,375 3,726 3,473 

199,075 224,549 80,023 89,204 

個人

香港特別行政区政府住宅保有制度、民間部

門参加制度および賃貸住宅購入制度に基づ

く共同住宅購入のための貸付金

12,155 13,346 11,991 13,056 
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その他の住宅用不動産購入のための貸付金 120,975 109,313 120,852 108,417 

クレジット・カード貸付 21,727 23,414 － －

その他の貸付金 20,626 21,580 6,543 6,972 

175,483 167,653 139,386 128,445 

香港にて使用するための顧客に対する貸付

金総額
374,558 392,202 219,409 217,649 

貿易金融 34,800 45,719 10,451 14,069 

香港にある当行の支店により貸し付けられ

た香港以外で使用するための顧客に対す

る貸付金

22,164 8,891 225 147 

香港にある当行の支店により貸し付けられ

た顧客に対する貸付金総額
431,522 446,812 230,085 231,865 

香港以外にある当行の支店により貸し付け

られた顧客に対する貸付金総額
330,903 379,476 141,611 147,747 

顧客に対する貸付金総額 762,425 826,288 371,696 379,612 

注記17bにて記載されているように、香港金融管理局で使用されている貸付金の区分および関連する定義

は、ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッドおよびその子会社を

含む、エイチエスビーシー・グループが内部目的で使用している区分とは異なる。　　　

　　　上記の地域情報は、子会社の主要事業の所在地ごと、あるいは当行の場合には、資金提供に責任を有する支店

の所在地ごとに分類されている。

　　　

　　d 顧客に対する貸付金（ファイナンス・リース契約およびファイナンス・リースの性質を有する分割払契約

に基づき顧客にリースした設備を含む）

　　　 当行グループ

2009年 2008年

最低リース

支払額の

現在価値

未経過将来

金融収益

最低リース

支払額合計

最低リース

支払額の

現在価値

未経過将来

金融収益

最低リース

支払額合計

百万香港ドル 百万香港ドル

未収金額

－１年以内 3,086 576 3,662 3,570 720 4,290 

－１年超５年以内 7,404 1,329 8,733 8,825 1,640 10,465 

－５年超 9,754 1,441 11,195 10,330 1,695 12,025 

20,244 3,346 23,590 22,725 4,055 26,780 

減損引当金 (68) (46)

ファイナンス・リース契

約および分割払契約に

対する純投資

20,176 22,679 

当行

2009年 2008年
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最低リース

支払額の

現在価値

未経過将来

金融収益

最低リース

支払額合計

最低リース

支払額の

現在価値

未経過将来

金融収益

最低リース

支払額合計

百万香港ドル 百万香港ドル

未収金額

－１年以内 1,826 277 2,103 2,253 337 2,590 

－１年超５年以内 4,158 693 4,851 5,197 793 5,990 

－５年超 5,753 806 6,559 5,273 814 6,087 

11,737 1,776 13,513 12,723 1,944 14,667 

減損引当金 (38) (15)

ファイナンス・リース契

約および分割払契約に

対する純投資

11,699 12,708 

18 顧客に対する貸付金に係る減損引当金

　　　a 顧客に対する貸付金に係る減損引当金

　　　 当行グループ

個別に評価

される引当金

集合的に評価

される引当金
合計

百万香港ドル

2009年

１月１日現在 5,033 5,925 10,958 

償却額 (1,610) (7,761) (9,371)

過年度に償却した貸付金の回収 188 1,102 1,290 

損益計算書に計上された正味費用（注記５k） 4,181 6,498 10,679 

貸付金の減損に係る割引のアンワインディング (82) (215) (297)

為替およびその他の調整 378 643 1,021 

12月31日現在（注記17b） 8,088 6,192 14,280 

個別に評価

される引当金

集合的に評価

される引当金
合計

百万香港ドル

2008年

１月１日現在 2,182 5,078 7,260 

償却額 (628) (5,920) (6,548)

過年度に償却した貸付金の回収 169 823 992 

損益計算書に計上された正味費用（注記５k） 3,551 6,542 10,093 

貸付金の減損に係る割引のアンワインディング (69) (211) (280)

為替およびその他の調整 (172) (387) (559)

12月31日現在（注記17b） 5,033 5,925 10,958 

当行

個別に評価

される引当金

集合的に評価

される引当金
合計
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百万香港ドル

2009年

１月１日現在 3,616 4,676 8,292 

償却額 (997) (6,261) (7,258)

過年度に償却した貸付金の回収 112 839 951 

損益計算書に計上された正味費用 2,508 5,325 7,833 

貸付金の減損に係る割引のアンワインディング (50) (214) (264)

為替およびその他の調整 182 115 297 

12月31日現在（注記17b） 5,371 4,480 9,851 

個別に評価

される引当金

集合的に評価

される引当金
合計

百万香港ドル

2008年

１月１日現在 1,657 4,067 5,724 

償却額 (446) (5,132) (5,578)

過年度に償却した貸付金の回収 113 716 829 

損益計算書に計上された正味費用 2,571 5,577 8,148 

貸付金の減損に係る割引のアンワインディング (56) (211) (267)

為替およびその他の調整 (223) (341) (564)

12月31日現在（注記17b） 3,616 4,676 8,292 

b 顧客に対する減損貸付金および引当金

　　当行グループ

香港
その他のアジア

太平洋地域
合計

百万香港ドル

2009年

減損引当金繰入 3,487 7,192 10,679

減損していると考えられる顧客への貸付金は以下のと

おり：

減損貸付金総額
1 6,358 9,838 16,196 

個別に評価される引当金 (3,724) (4,364) (8,088)

2,634 5,474 8,108 

減損貸付金総額に対する個別に評価される引当金の割

合
 58.6％ 44.4％ 49.9％

顧客に対する貸付金総額に対する減損貸付金総額の割

合
0.8％ 1.6％ 1.2％

香港
その他のアジア

太平洋地域
合計

百万香港ドル

2008年

減損引当金繰入 4,210 5,883 10,093
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減損していると考えられる顧客への貸付金は以下のと

おり：

減損貸付金総額
1 6,601 6,479 13,080 

個別に評価される引当金 (3,108) (1,925) (5,033)

3,493 4,554 8,047 

減損貸付金総額に対する個別に評価される引当金の割

合
47.1％ 29.7％ 38.5％

顧客に対する貸付金総額に対する減損貸付金総額の割

合
0.9％ 1.2％ 1.0％

　1 信用リスク格付けシステムに対する当行グループの方針については、注記52を参照のこと。

当行

香港
その他のアジア

太平洋地域
合計

百万香港ドル

2009年

減損引当金繰入 1,943 5,890 7,833

減損していると考えられる顧客への貸付金は以下の

とおり：

減損貸付金総額
1 3,737 6,324 10,061 

個別に評価される引当金 (2,290) (3,081) (5,371)

1,447 3,243 4,690 

減損貸付金総額に対する個別に評価される引当金の

割合
61.3％ 48.7％ 53.4％

顧客に対する貸付金総額に対する減損貸付金総額の

割合
0.9％ 1.9％ 1.3％

香港
その他のアジア

太平洋地域
合計

百万香港ドル

2008年

減損引当金繰入 3,038 5,110 8,148

減損していると考えられる顧客への貸付金は以下の

とおり：

減損貸付金総額
1 4,081 4,637 8,718 

個別に評価される引当金 (2,038) (1,578) (3,616)

2,043 3,059 5,102 

減損貸付金総額に対する個別に評価される引当金の

割合
49.9％ 34.0％ 41.5％

顧客に対する貸付金総額に対する減損貸付金総額の

割合
0.9％ 1.2％ 1.1％

　1 信用リスク格付けシステムに対する当行グループの方針については、注記52を参照のこと。

　顧客に対する減損貸付金は、元本または利息の全額返済の見込みがないという客観的な証拠がある貸付金であ

る。

個別に評価される引当金は、これらの貸付金に対する担保の価値を考慮して決定される。　
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c 個別に評価される減損貸付金

　　当行グループ

香港
その他のアジア

太平洋地域
合計

百万香港ドル

2009年12月31日現在

個別に評価される減損貸付金総額 6,222 8,330 14,552 

個別に評価される減損引当金 (3,724) (4,364) (8,088)

2,498 3,966 6,464 

顧客に対する貸付金総額に対する個別に評価される

減損貸付金総額の割合
0.8％ 1.4％ 1.1％

個別に評価される顧客に対する減損貸付金に関して

考慮された担保の公正価値
1,879 3,284 5,163

2008年12月31日現在

個別に評価される減損貸付金総額 6,295 5,050 11,345 

個別に評価される減損引当金 (3,108) (1,925) (5,033)

3,187 3,125 6,312 

顧客に対する貸付金総額に対する個別に評価される

減損貸付金総額の割合
0.8％ 0.9％ 0.9％

個別に評価される顧客に対する貸付金に関して考慮

された担保の公正価値
3,243 2,988 6,231

当行

香港
その他のアジア

太平洋地域
合計

百万香港ドル

2009年12月31日現在

個別に評価される減損貸付金総額 3,617 5,216 8,833 

個別に評価される減損引当金 (2,290) (3,081) (5,371)

1,327 2,135 3,462 

顧客に対する貸付金総額に対する個別に評価される減

損貸付金総額の割合
0.8％ 1.6％ 1.2％

個別に評価される顧客に対する減損貸付金に関して考

慮された担保の公正価値
1,093 1,620 2,713

香港
その他のアジア

太平洋地域
合計

百万香港ドル

2008年12月31日現在

個別に評価される減損貸付金総額 3,883 3,365 7,248 

個別に評価される減損引当金 (2,038) (1,578) (3,616)

1,845 1,787 3,632 

顧客に対する貸付金総額に対する個別に評価される減

損貸付金総額の割合
 0.9％ 0.9％ 0.9％

個別に評価される顧客に対する減損貸付金に関して考

慮された担保の公正価値
1,721 1,879 3,600
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　　顧客に対する貸付金総額合計の10％以上を構成する産業部門の個別に評価される顧客に対する貸付金につい

て、エイチエスビーシー・グループが使用する区分および定義に基づく主要産業部門別の減損貸付金および引

当金総額の分析は、以下のとおりである。

　　担保には、確定可能で入手可能な公正価値を有する有形担保が含まれる。これには現金および預金、株式および

社債、不動産に対する抵当、設備などの固定資産に対する請求を含むが、これらに限定されない。担保価値が貸

付金総額より高い場合には、貸付金総額を上限とした担保の金額のみが含まれる。

　当行グループ

貸付金総額

合計

減損貸付金

総額

個別に

評価される

引当金

集合的に

評価される

引当金

正味新規

減損引当金

期中におい

て償却され

た貸付金

百万香港ドル

2009年12月31日現在

住宅抵当貸付 413,344 2,772 (323) (326) 43 76 

商業、産業および国際

取引
357,092 8,079 (5,766)(2,243)2,973 1,275 

商業不動産 155,535 1,339 (560) (96) 662 12 

2008年12月31日現在

住宅抵当貸付 341,803 2,590 (191) (311) 106 43 

商業、産業および国際

取引
359,697 6,137 (3,821)(2,185)3,464 360 

商業不動産 160,053 255 (105) (83) 127 22 

当行

貸付金総額

合計

減損貸付金

総額

個別に

評価される

引当金

集合的に

評価される

引当金

正味新規

減損引当金

期中におい

て償却され

た貸付金

百万香港ドル

2009年12月31日現在

住宅抵当貸付 220,158 1,749 (160) (184) 35 61 

商業、産業および国際

取引
202,371 5,395 (4,146)(1,471)2,172 801 

商業不動産 104,558 242 (51) (62) (30) 12 

2008年12月31日現在

住宅抵当貸付 200,852 1,545 (152) (205) 88 35 

商業、産業および国際

取引
241,831 3,961 (2,712)(1,511)2,470 244 

商業不動産 108,218 204 (105) (75) 126 19 

　

　　　　集合的に評価される引当金は、個別の減損が未だ特定出来ていない個別に評価される貸付金に対する集合的

に評価された減損引当金である。

d 顧客に対する延滞貸付金

　　　　当行グループ

香港

その他のアジア

太平洋地域 合計
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百万香港ドル ％ 百万香港ドル ％ 百万香港ドル ％

2009年

以下の期間延滞している

顧客への貸付金総額の

元本もしくは利息

－３ヶ月超６ヶ月以内 583 0.1 2,728 0.4 3,311 0.2 

－６ヶ月超１年以内 1,206 0.1 1,888 0.3 3,094 0.2 

－１年超 1,963 0.3 2,865 0.5 4,828 0.4 

3,752 0.5 7,481 1.2 11,233 0.8 

延滞している貸付金に関

して個別に評価される

減損引当金

(2,224) (2,957) (5,181)

延滞している貸付金に関

して保有されている担

保の公正価値

959 2,123 3,082 

香港

その他のアジア

太平洋地域 合計

百万香港ドル ％ 百万香港ドル ％ 百万香港ドル ％

2008年

以下の期間延滞している

顧客への貸付金総額の

元本もしくは利息

－３ヶ月超６ヶ月以内 1,059 0.1 2,559 0.5 3,618 0.3 

－６ヶ月超１年以内 603 0.1 859 0.2 1,462 0.1 

　－１年以内 881 0.1 1,613 0.3 2,494 0.2 

2,543 0.3 5,031 1.0 7,574 0.6 

延滞している貸付金に係

る個別に評価される減

損引当金

(809) (1,088) (1,897)

延滞している貸付金に関

して保有されている担

保の公正価値

1,293 1,805 3,098 

当行

香港

その他のアジア

太平洋地域 合計

百万香港ドル ％ 百万香港ドル ％ 百万香港ドル ％

2009年

以下の期間延滞している

顧客への貸付金総額の

元本もしくは利息

－３ヶ月超６ヶ月以内 362 0.1 1,780 0.5 2,142 0.3 
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－６ヶ月超１年以内 865 0.2 1,293 0.4 2,158 0.3 

－１年超 1,421 0.3 1,544 0.5 2,965 0.4 

2,648 0.6 4,617 1.4 7,265 1.0 

延滞している貸付金に関

して個別に評価される

減損引当金

(1,341) (1,828) (3,169)

延滞している貸付金に対

する担保の公正価値
704 877 1,581 

香港

その他のアジア

太平洋地域 合計

百万香港ドル ％ 百万香港ドル ％ 百万香港ドル ％

2008年

以下の期間延滞している

顧客への貸付金総額の

元本もしくは利息

－３ヶ月超６ヶ月以内 827 0.2 1,773 0.5 2,600 0.3 

－６ヶ月超１年以内 206 0.0 591 0.2 797 0.1 

　－１年以内 779 0.2 1,159 0.3 1,938 0.2 

1,812 0.4 3,523 1.0 5,335 0.6 

延滞している貸付金に関

して個別に評価される

減損引当金

(303) (939) (1,242)

延滞している貸付金に対

する担保の公正価値
848 1,141 1,989 

e 顧客に対する返済繰延貸付金

　　　当行グループ

香港

その他のアジア

太平洋地域 合計

百万香港ドル ％ 百万香港ドル ％ 百万香港ドル ％

2009年 2,379 0.3 2,671 0.4 5,050 0.4

2008年 1,688 0.2 1,472 0.3 3,160 0.2

　　　当行

香港

その他のアジア

太平洋地域 合計

百万香港ドル ％ 百万香港ドル ％ 百万香港ドル ％

2009年 1,813 0.4 2,327 0.7 4,140 0.5

2008年 1,406 0.3 1,377 0.4 2,783 0.3

　　　顧客に対する返済繰延貸付金は、借り手の財政状態の悪化あるいは当初返済計画での返済不能を理由に再構
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築もしくは条件緩和された貸付金である。

顧客に対する返済繰延貸付金は、その後、３ヶ月以上延滞した貸付金および「顧客に対する延滞貸付金」

(注記18d)に含まれている貸付金を控除している。

19 銀行に対する貸付金およびその他資産に関する減損引当金

　　　2009年12月31日および2008年12月31日現在、銀行に対する減損または返済繰延貸付金および延滞あるいは返

済が繰り延べられているその他資産で重要なものはない。延滞残高についての情報は、注記52に記載されて

いる。

20 金融投資

　 当行グループ 当行

2009年 2008年 2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

金融投資

－契約相手方により再担保または再売却

が可能な資産
418 1,443 277 1,173 

－契約相手方により再担保または再売却

ができない資産または契約相手方によ

り再担保または再売却されない資産

882,271 584,718 564,461 339,627 

882,689 586,161 564,738 340,800 

当行グループ 当行

2009年 2008年 2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

負債証券

－売却可能 718,195 472,018 515,923 311,412 

－満期保有目的 106,263 77,502 － －

持分証券

－売却可能 58,231 36,641 48,815 29,388 

882,689 586,161 564,738 340,800 

a 満期保有目的負債証券

当行グループ

帳簿価額 公正価値

2009年 2008年 2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

上場

－香港で上場 1,688 3,533 1,671 3,860 

－その他の地域で上場 16,836 10,144 17,178 10,925 

18,524 13,677 18,849 14,785 

非上場 87,739 63,825 89,864 69,241 

106,263 77,502 108,713 84,026 

帳簿価額 公正価値

2009年 2008年 2009年 2008年
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百万香港ドル 百万香港ドル

公共機関発行

－中央政府および中央銀行 2,211 2,032 2,313 2,281 

－その他の公共企業 16,775 5,831 17,302 6,270 

18,986 7,863 19,615 8,551 

その他の発行体による発行

－銀行 65,997 59,804 67,631 64,725 

－企業 21,280 9,835 21,467 10,750 

106,263 77,502 108,713 84,026 

b 売却可能負債証券

当行グループ 当行

2009年 2008年 2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

上場

－香港で上場 7,581 5,841 1,311 2,163 

－その他の地域で上場 281,462 212,380 220,397 149,743 

289,043 218,221 221,708 151,906 

非上場 429,152 253,797 294,215 159,506 

718,195 472,018 515,923 311,412 

当行グループ 当行

2009年 2008年 2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

公共機関発行

－中央政府および中央銀行 246,206 109,354 188,703 76,018 

－その他の公共企業 61,076 8,208 40,290 6,107 

307,282 117,562 228,993 82,125 

その他の発行体による発行

－銀行 360,112 318,623 247,796 205,466 

－企業 50,801 35,833 39,134 23,821 

718,195 472,018 515,923 311,412 

c 売却可能持分証券

当行グループ 当行

2009年 2008年 2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

上場

－香港で上場 43,253 23,898 41,772 23,056 

－その他の地域で上場 1,226 1,214 934 961 

44,479 25,112 42,706 24,017 

非上場 13,752 11,529 6,109 5,371 

58,231 36,641 48,815 29,388 

当行グループ 当行
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2009年 2008年 2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

その他の発行体による発行

－銀行 8,848 6,629 4,221 3,997 

－企業 49,383 30,012 44,594 25,391 

58,231 36,641 48,815 29,388 

21 証券化およびその他の仕組み取引

当行グループは通常の業務において、認識済みの金融資産を第三者または特別目的会社に直接譲渡する

取引を行っている。これらの譲渡により、関連する金融資産のすべてまたは一部の認識が中止される場合が

ある。

・　当行グループが金融資産のキャッシュ・フローを受け取る約定権利を移転する場合、あるいは権利

を保持するが当該資産のキャッシュ・フローを移転する義務を負い、所有に伴うリスクと便益の大

半を他に移転する場合に全体の認識が中止される。リスクには信用、金利、為替、期限前償還および

その他の価格リスクが含まれる。

・　当行グループが、所有に伴うリスクと便益の一部（大半ではない）を他に移転するが支配を維持す

るように金融資産を売却、あるいは移転する場合に、一部の認識が中止される。これらの金融資産は

当行グループの継続的関与が続く限り、財政状態計算書に認識される。

認識の中止が認められない金融資産の多くは、(ⅰ) 買戻条件付契約のもとで担保として契約相手方によ

り保有されている負債証券、(ⅱ) 証券貸付契約に基づいて貸し付けられた持分証券である。下表は2009年

および2008年において、認識の中止が認められなかった第三者に譲渡された金融資産および関連する金融

負債の帳簿価額を分析したものである。

　　当行グループ

2009年 2008年

譲渡資産の

帳簿価額

関連負債の

帳簿価額

譲渡資産の

帳簿価額

関連負債の

帳簿価額

百万香港ドル 百万香港ドル

買戻条件付契約 879 898 2,353 2,351 

証券貸付契約 852 32 363 8 

1,731 930 2,716 2,359 

当行

2009年 2008年

譲渡資産の

帳簿価額

関連負債の

帳簿価額

譲渡資産の

帳簿価額

関連負債の

帳簿価額

百万香港ドル 百万香港ドル

買戻条件付契約 277 295 1,266 1,265 

証券貸付契約 711 32 139 8 

988 327 1,405 1,273 
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　　　買戻条件付契約に基づき当行グループからその他のエイチエスビーシー・グループ会社へ譲渡された資産の

帳簿価額は、474百万香港ドル（2008年：ゼロ）であり、当行からその他のエイチエスビーシー・グループ

会社へ譲渡された資産の帳簿価額は、10,126百万香港ドル（2008年：2,144百万香港ドル）である。当行グ

ループが引き受けた関連する負債は、472百万香港ドル（2008年：ゼロ）であり、当行が引き受けた関連す

る負債は、10,122百万香港ドル（2008年：2,144百万香港ドル）である。

　　　証券貸付契約に基づき、当行グループおよび当行から、その他のエイチエスビーシー・グループ会社へ譲渡さ

れた資産の帳簿価額は、514百万香港ドル（2008年：1,316百万香港ドル）である。引き受けた関連する負債

は、577百万香港ドル（2008年：1,288百万香港ドル）である。

22 子会社に対する投資

当行

2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

子会社への投資

　非上場投資 38,741 16,091 

　上場投資 865 865 

39,606 16,956 

　　当行の主要な子会社

　 設立国 主要活動
発行済み

株式資本

株主資本にお

ける当行グ

ループの持分

 

ハンセン・バンク・リミテッド
香港特別

行政区
銀行

9,559百万

香港ドル
62.14％

エイチエスビーシー・バンク・マレーシア

・ブルハド
マレーシア 銀行

114百万

リンギット
100％

エイチエスビーシー・バンク（チャイナ）

カンパニー・リミテッド

中華人民

共和国
銀行

8,000百万

人民元
100％

エイチエスビーシー・バンク・オーストラ

リア・リミテッド
＊

オースト

ラリア 
銀行

657百万

オーストラ

リア・ドル

100％

エイチエスビーシー・インシュアランス

（アジア）リミテッド
＊

香港特別

行政区
保険

125百万

香港ドル
100％

エイチエスビーシー・ライフ（インターナ

ショナル）リミテッド
＊ バミューダ

退職給付

および

生命保険

327百万

香港ドル
100％

　＊ 間接保有

　　　 主要な業務を展開している国は設立国と同一である。ただし、エイチエスビーシー・ライフ（インターナ

ショナル）リミテッドは主に香港特別行政区で業務を展開している。

　　　 上記の会社はすべて支配されている子会社であり、財務諸表に連結されている。

　　　 主要子会社は、規制されている銀行および保険会社である。そのため、一定の資本および流動資産の最低水準

を保つことが主要子会社の業務サポートのために求められている。これらの規制上の要件の影響により、子

会社から一部の株主借入の返済あるいは現金配当の形式による当行への資金の送金が制限されている。
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買収

　当行グループは、2009年において以下の子会社の買収を実施した。

　2009年１月２日に、エイチエスビーチー・バンク・マレーシア・ブルハドは、別のグループ会社からザ・ホ

ンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッドに譲渡された。譲渡は、3,863

百万リンギットの純資産価値で行われ、のれんは生じなかった。エイチエスビーチー・バンク・マレーシア

・ブルハドは、2009年中に当行グループの純利益に対して1,601百万香港ドル貢献した。

　2009年５月22日に、当行グループは、インドネシアにおけるピーティー・バンク・エコノミ・ラハルジャ・

ティービーケー（「バンク・エコノミ」）の88.9％（現金対価608百万米国ドル（支払は米国ドル、直接帰

属費用４百万米国ドル））の買収を完了した。のれんは、3,671百万香港ドルと測定された。

　当初取得後、当行グループは、インドネシアの法律により10.1％までの追加保有するための強制的な株式公

開買い付けを行うことを要求された。当行グループは、2009年７月23日に強制的な株式公開買い付けを完了

した。現金対価71.6百万米国ドルで取得された追加の10.1％により、当行グループのバンク・エコノミの株

式保有は99.0％となった。のれんは、468百万香港ドル増加した。強制的な株式公開買い付けの結果、88.9％

の買収に対する現金対価は、強制的な株式公開買い付け契約に従ってその後602百万米国ドルに調整され

た。

　買収日において、当行グループは、以下の資産および負債を認識した：現金および短期資金、銀行預け金

4,865百万香港ドル；顧客に対する貸付金5,913百万香港ドル；エイチエスビーシー・グループ会社に対す

る債権額1,786百万香港ドル；金融投資1,129百万香港ドル；その他資産521百万香港ドル；顧客からの預

金13,214百万香港ドル；その他負債297百万香港ドル；および無形資産451百万香港ドル。バンク・エコノ

ミは、HKFRSsに基づく財務諸表を作成していなかったため、HKFRSsにおける買収直前の資産および負債の帳

簿価額を決定することは実務的ではない。買収日以降、バンク・エコノミは、当行グループの純利益に対し

て265百万香港ドルを貢献した。

　買収により認識されたのれんは、主に当行グループの既存の事業にバンク・エコノミを統合することで期

待されるシナジーに起因する。

23 関連会社および合弁事業における投資

当行グループ

2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

純資産持分 46,804 41,007 

のれん 4,842 4,895 

無形資産 2,649 3,115 

無形資産に係る繰延税金 (612) (747)

53,683 48,270 

　　　　2009年12月31日現在、当行グループの関連会社における投資は、52,473百万香港ドル（2008年：47,343百万

香港ドル）である。

当行

2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル
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非上場投資 1,751 1,751 

上場投資 19,381 19,381 

21,132 21,132 

　　　　当行による関連会社の株式保有には、上場投資19,381百万香港ドル（2008年：19,381百万香港ドル）を含

む。期末日現在、市場価格に基づく当行グループが保有しているこれらの投資の公正価値は、113,163百万

香港ドル（2008年：62,653百万香港ドル）であった。

 　a 主要な関連会社

　　　当行グループの主要な関連会社は以下のとおりである。

　 設立国 主要活動
発行済み

株式資本

株主資本にお

ける当行グ

ループの持分

上場

バンク・オブ・コミュニケーションズ・カン

パニー・リミテッド

中華人民

共和国
銀行

48,994百万

人民元
19.01％

インダストリアル・バンク・カンパニー・リ

ミテッド
＊

中華人民

共和国
銀行

5,000百万

人民元
12.78％

非上場

バローゲイト・リミテッド
＊ 香港特別

行政区
不動産投資 －

１ 24.64％

イェンタイ・シティ・コマーシャル・バンク
中華人民

共和国
銀行

2,000百万

人民元
20.00％

ベトナム・テクノロジカル・アンド・コマー

シャル・ジョイント・ストック・バンク
ベトナム 銀行

54,000億

ベトナム・

ドン

19.91％

1 発行済株主資本は１百万香港ドル未満

* 間接保有

　　　主要な業務を展開している国は設立国と同一である。

　ハンセン・バンク・リミテッドは、インダストリアル・バンク・カンパニー・リミテッドの12.78％の持分

を保有しており、ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッドは、バ

ンク・オブ・コミュニケー・ションズ・カンパニー・リミテッドの19.01％の持分を保有している。これら

の会社は、当行グループによる各銀行の取締役会への参加、および技術支援契約に従って財務および業務方

針の作成を支援しているため、関連会社として会計処理されている。バンク・オブ・コミュニケーションズ

・カンパニー・リミテッドに関しては、この過程を支援するため、多くの従業員が出向している。

インダストリアル・バンク・カンパニー・リミテッド、ハンセン・バンク・リミテッドに関しては、執行

委員会にも参加しており、バンク・オブ・コミュニケーションズ・カンパニー・リミテッドについては、ザ

・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッドが上級取締役報酬委員会

および監査委員会に参加している。

　2009年12月31日に終了した年度に関して、バンク・オブ・コミュニケーションズ・カンパニー・リミテッ

ドおよびインダストリアル・バンク・カンパニー・リミテッドは、2009年９月30日までの財務諸表に基づい

て本財務諸表に含まれているが、その後の2009年10月１日から2009年12月31日までの期間における損益に重

要な影響を与える変動についても考慮されている。当行グループは、香港会計基準第28号「関連会社に対す

る投資」に含まれる規定を利用しており、この規定により期末日の差異が３ヶ月を超えなければ、期間の異
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なる関連会社の業績に対する持分を含めることが認められている。

　関連会社の持分は、顧客関係および商標に関して、無形資産を含んでおり、これは10年にわたり償却される。

　2009年７月、ベトナム・テクノロジカル・アンド・コマーシャル・ジョイント・ストック・バンクは、従業

員に対して株式を発行した。これにより当行グループの株式持分は20.0％から19.91％にわずかに減少した。

　　

b 関連会社および合弁事業に係る集約財務情報の要約

資産 負債 資本 収益 費用 利益

百万香港ドル

2009年

100％ 5,283,305 5,020,983 262,322 129,484 82,826 46,658 

当行グループの有効な持分
1 847,698 804,564 43,134 21,978 14,559 7,419 

2008年

100％ 3,959,659 3,731,484 228,175 121,352 75,068 46,284 

当行グループの有効な持分
1 637,237 599,380 37,857 19,831 12,507 7,324 

　　1 当行グループの実質的な持分は、少数株主持分を控除して表示されている。

　　2009年12月31日現在、関連会社および合弁事業の偶発債務に関する当行グループの持分は、150,105百万香港

ドル（2008年：127,650百万香港ドル）であった。

c 関連会社および合弁事業における投資の変動

2009年

当行グループ 当行

百万香港ドル 百万香港ドル

１月１日現在 48,270 21,132 

増加 46 －

処分 (19) －

利益剰余金 5,533 －

無形資産の償却（繰延税金控除後） (350) －

為替およびその他の変動 203 －

12月31日現在 53,683 21,132 

　関連会社および合弁事業における投資の減損はない（2008年：ゼロ）。

d 関連会社および合弁事業に対する債権/債務

当行グループ

2009年 2008年

　
当期中最高

残高
1 

12月31日現在

残高
1

当期中最高

残高
1

12月31日現在

残高
1
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百万香港ドル 百万香港ドル

関連会社に対する債権

－非劣後 8,686 8,176 7,781 1,752 

合弁事業に対する債権

－非劣後 1,135 789 1,242 904 

関連会社に対する債務 3,814 926 5,445 2,211 

合弁事業に対する債務 909 903 359 357 

当行

2009年 2008年

　
当期中最高

残高
1 

12月31日現在

残高
1

当期中最高

残高
1

12月31日現在

残高
1

百万香港ドル 百万香港ドル

関連会社に対する債権

－非劣後 2,858 2,349 3,247 139 

合弁事業に対する債権

－非劣後 1,135 789 1,242 904 

関連会社に対する債務 1,210 746 1,118 632 

合弁事業に対する債務 908 902 359 357 

1 当期末残高および当期中最高残高の開示は、当期中の取引を表す最も有用な情報と考えられている。

　 上記の残高は、通常の業務において、第三者との比較可能な取引に適用されるものと実質的に同一の条件（金

利や担保を含む）で実行された取引から生じたものである。

e 当行グループの主要な合弁事業

　 設立国 主要活動
発行済み

株式資本

株主資本におけ

る当行グループ

の持分

ハナ・エイチエスビーシー・ライフ・イン

シュアランス・カンパニー・リミテッド
韓国 保険商品開発

60,201百万

韓国ウォン
49.99％

カナラ・エイチエスビーシー・オリエンタ

ル・バンク・オブ・コマース・ライフ・イ

ンシュアランス・カンパニー・リミテッド

インド 保険商品開発

5,000百万

インド・ル

ピー

26.00％

24 のれんおよび無形資産

　　のれんおよび無形資産は、企業結合により生じるのれん、有効な長期保険契約の現在価値およびその他の無形

資産を含む。

当行グループ 当行

2009年 2008年 2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

のれん 7,519 2,523 1,104 1,020 

有効な長期保険契約の現在価値 10,554 7,638 － －

その他の無形資産 6,996 6,020 5,650 5,348 

25,069 16,181 6,754 6,368 
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a のれん

当行グループ 当行

2009年 2008年 2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

原価

１月１日現在 2,523 2,158 1,020 1,063 

増加 4,418 552 － 9 

売却目的として再分類 － － － －

為替およびその他の変動 578 (187) 84 (52)

12月31日現在の正味帳簿価額 7,519 2,523 1,104 1,020 

　　のれんのセグメント分析

当行グループ 当行

2009年 2008年 2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

香港－パーソナル・フィナンシャル・サービ

ス
12 12 － －

香港－コマーシャル・バンキング 36 36 24 24 

香港－グローバル・バンキング・アンド・

マーケッツ
754 754 498 498 

その他のアジア太平洋地域－パーソナル・

フィナンシャル・サービス
1,530 895 77 59 

その他のアジア太平洋地域－コマーシャル・

バンキング
4,148 313 4 8 

その他のアジア太平洋地域－グローバル・

バンキング・アンド・マーケッツ
1,039 513 501 431 

7,519 2,523 1,104 1,020 

2009年において、のれんの減損はなかった（2008年：ゼロ）。のれんに関する減損テストは、使用価値の

計算に基づいて2009年７月１日現在で決定された資金生成単位（「CGU」）の回収可能価額を比較するこ

とによって、毎年実施される。当該計算は、経営陣のキャッシュ・フロー予測をもとに、CGUが営業を行って

いる国における現在の国内総生産およびインフレーションに基づく名目長期成長率を使用して永久的に推

定したキャッシュ・フローの見積りを使用している。キャッシュ・フローは、CGUを構成している事業単位

グループにおける長期的な展望に基づき、永久的に推定されている。使用される割引率は、CGUが運営されて

いる国への投資に対してエイチエスビーシーが割り当てている資本コストに基づいている。

個別のCGUに割り当てられ、CGUの将来キャッシュ・フローを割り引くために使用される資本コストは、

CGUの評価に重大な影響を及ぼす可能性がある。資本コストの比率は通常、適切な資本資産価格モデルに

よって導き出され、当該モデルに用いられる入力データは、該当する国のリスク・フリー金利や評価対象で

ある事業の固有リスクを反映するためのプレミアムを含む様々な財務・経済変数を反映している。これら

の変数は経営陣の判断に基づいて設定されている。

経営陣の判断はCGUの将来キャッシュ・フローを見積る際に必要となる。これらの値は、詳細にわたる予

測が入手可能な期間の見積キャッシュ・フローおよびその後のキャッシュ・フローの長期的かつ持続可能
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なパターンに関する仮定からの影響を受けやすい。予測値は、将来において実績や検証可能な経済データと

比較することが求められるため、基礎となる仮定の適用可能な範囲は抑制されるが、キャッシュ・フロー予

測には、将来の事業予測に関する経営陣の見解が必然的に、また適切に反映されることになる。

CGUに配分されたのれんの一部またはすべてが、当期中に企業結合で取得された場合、そのユニットは期

末前に減損テストが実施される。その結果、のれんは、2009年10月１日に再テストされた。当該テストにより

のれんは減損していないことが確認された。

　　　 経営陣がCGUの回収可能価額の決定の際に基礎とした２つの主要な仮定は、割引率および名目長期成長率で

ある。2009年10月１日の減損テストに用いられた割引率は、様々なCGUにおいて９％から12％の間（2008

年：９％から11％の間）であり、2009年10月１日の減損テストに用いられた名目長期成長率は、香港および

その他のアジア太平洋地域でそれぞれ4.7％および6.5％（2008年：5.1％および8.2％）であった。

b 有効な長期生命保険契約の現在価値（「PVIF」）

　　（ⅰ）PVIF個別の仮定

　　香港の主な生命保険事業のPVIFの算定に用いられた主要な仮定は以下のとおりである。

2009年 2008年

リスク・フリー金利 2.58％ 1.14％

リスク調整後割引率 11.0％ 11.0％

費用インフレ率 3.0％ 3.0％

失効率
契約初年度0％－17％

更新年度0％－15％

契約初年度0％－15％

更新年度0％－15％

（ⅱ）12月31日に終了した事業年度におけるPVIFの変動

当行グループ

2009年 2008年

百万香港ドル

１月１日現在 7,638 6,824 

当期新規契約による増加 2,684 1,601 

有効な契約からの変動 204 (778)

為替およびその他の変動 28 (9)

12月31日現在 10,554 7,638 

　c その他の無形資産

　　当行グループ

コンピューター・

ソフトウェア

顧客または

商業上の関係 その他
1 合計

百万香港ドル

原価

2009年１月１日現在 5,340 1,012 2,033 8,385 

追加 1,270 451 1 1,722 
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処分/直接償却 (61) － － (61)

為替およびその他の変動 317 280 56 653 

2009年12月31日現在 6,866 1,743 2,090 10,699 

償却累計額および減損

2009年１月１日現在 2,094 264 7 2,365 

当期償却費用 1,008 156 13 1,177 

処分/直接償却 (38) － － (38)

為替およびその他の変動 139 59 1 199 

2009年12月31日現在 3,203 479 21 3,703 

2009年12月31日現在正味帳簿価額 3,663 1,264 2,069 6,996 

当行グループ

コンピューター・

ソフトウェア

顧客または

商業上の関係 その他
1 合計

百万香港ドル

原価

2008年１月１日現在 3,749 1,208 11 4,968

追加 1,700 30 2,186 3,916 

処分/直接償却 (70) － (1) (71)

為替およびその他の変動 (39) (226) (163) (428)

2008年12月31日現在 5,340 1,012 2,033 8,385 

償却累計額および減損

2008年１月１日現在 1,449 189 3 1,641 

当期償却費用 712 117 3 832 

処分/直接償却 (65) － (1) (66)

為替およびその他の変動 (2) (42) 2 (42)

2008年12月31日現在 2,094 264 7 2,365 

2008年12月31日現在正味帳簿価額 3,246 748 2,026 6,020 

当行

コンピューター・

ソフトウェア

顧客または

商業上の関係 その他
1 合計

百万香港ドル

原価

2009年１月１日現在 4,602 896 1,924 7,422 

追加 964 － － 964 

処分/直接償却 (18) － － (18)

為替およびその他の変動 9 239 51 299 

2009年12月31日現在 5,557 1,135 1,975 8,667 

2009年１月１日現在償却累計額および減

損
1,856 214 4 2,074 

当期償却費用 803 91 3 897 

処分/直接償却 (18) － － (18)

為替およびその他の変動 7 56 1 64 
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2009年12月31日現在 2,648 361 8 3,017 

2009年12月31日現在正味帳簿価額 2,909 774 1,967 5,650 

当行

コンピューター・

ソフトウェア

顧客または

商業上の関係 その他
1 合計

百万香港ドル

原価

2008年１月１日現在 3,297 1,120 3 4,420 

追加 1,370 2 2,090 3,462 

処分/直接償却 (54) － － (54)

為替およびその他の変動 (11) (226) (169) (406)

2008年12月31日現在 4,602 896 1,924 7,422 

償却累計額および減損

2008年１月１日現在 1,294 159 3 1,456 

当期償却費用 625 96 － 721 

処分/直接償却 (54) － － (54)

為替およびその他の変動 (9) (41) 1 (49)

2008年12月31日現在 1,856 214 4 2,074 

2008年12月31日現在正味帳簿価額 2,746 682 1,920 5,348 

1　「その他」には、2008年に台湾のザ・チャイニーズ・バンクの資産、負債および事業の取得に際して認識した2,084百万香

港ドルの支店営業権を含む。これらはその使用に経済的または法的な制限がないことから無期限の耐用年数を有してい

る。この無形資産の帳簿価額は、関連する台湾の事業ユニットに配分されている。

　　　上記の無形資産は、以下の有限の耐用年数を用いて償却している。

コンピューター・ソフトウェア ３年から５年

顧客または商業上の関係 ３年から12年

その他（支店営業権を除く） ３年から10年

2009年７月１日現在で、台湾での支店営業権に関するのれんの減損テストが行われた。その結果、減損が

生じていないことが確認された。減損テストは、使用価値の計算に基づいて決定された関連する資金生成単

位（「CGU」）の回収可能価額を比較することによって実施された。当該計算は、経営陣のキャッシュ・フ

ロー予測をもとに、台湾の銀行業界に適用される長期成長率を使用して永久的に推定したキャッシュ・フ

ローの見積りを使用している。使用される割引率は、台湾に対して当行グループが割り当てている資本コス

トに基づいている。

将来キャッシュ・フローを割り引くために使用される資本コストは、CGUの評価に重大な影響を及ぼす可

能性がある。資本コストの比率は、資本資産価格モデルによって導き出され、これはのれんの減損テストの

ための割引率を算出する際に使用するモデルと同一である。

経営陣の判断はCGUの将来キャッシュ・フローを見積る際に必要となる。これらの値は、詳細にわたる予

測が入手可能な期間の見積キャッシュ・フローおよびその後のキャッシュ・フローの長期的かつ持続可能

なパターンに関する仮定からの影響を受けやすい。予測値は、将来において実績や検証可能な経済データと
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比較することが求められるため、基礎となる仮定の適用可能な範囲は抑制されるが、キャッシュ・フロー予

測には、将来の事業予測に関する経営陣の見解が必然的に、また適切に反映されることになる。

　　　 経営陣がCGUの回収可能価額の決定の際に基礎とした２つの主要な仮定は、割引率および長期成長率である。

2009年７月１日の減損テストに用いられた割引率および長期成長率は、それぞれ12％（2008年：11％）お

よび３％（2008年：6.6 ％）であった。

25 有形固定資産

a 

当行グループ 当行

土地建物

投資

不動産 設備 土地建物

投資

不動産 設備

百万香港ドル

2009年１月１日現在原

価または評価額
27,376 2,824 16,385 17,269 125 11,497 

為替およびその他の調

整
120 15 382 90 1 134 

増加 766 － 2,339 293 － 976 

処分 (56) － (646) (56) － (326)

再評価された土地建物

に係る減価償却累計額

の消去

(888) － － (583) － －

再評価による剰余

金/(欠損金)
665 262 － (497) － －

再分類 (363) 13 － (91) － －

2009年12月31日現在27,620 3,114 18,460 16,425 126 12,281 

当行グループ 当行

土地建物

投資

不動産 設備 土地建物

投資

不動産 設備

百万香港ドル

2009年１月１日現在減

価償却累計額
7 10,693 － 7,507 

為替およびその他の調

整
(1) － 269 － － 97 

当期費用 871 － 2,033 589 － 1,352 

子会社の取得 28 460 － －

処分 (5) － (599) (5) － (306)

再評価された土地建物

に係る減価償却累計額

の消去

(888) － － (583) － －

再分類 (1) － － (1) － －

2009年12月31日現在 11 － 12,856 － － 8,650 

2009年12月31日現在の

正味

帳簿価額

27,609 3,114 5,604 16,425 126 3,631 

2009年12月31日現在の

合計
36,327 20,182 
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当行グループ 当行

土地建物 投資不動産 設備 土地建物 投資不動産 設備

百万香港ドル

2008年１月１日現在原

価または評価額
25,935 2,808 14,800 15,763 125 10,429 

為替およびその他の調

整
(167) － (597) (128) － (511)

増加 432 － 3,160 424 － 2,189 

処分 (21) － (978) (21) － (610)

再評価された土地建物

に係る減価償却累計額

の消去

(804) － － (528) － －

再評価による剰余金 2,006 11 － 1,759 － －

再分類 (5) 5 － － － －

2008年12月31日現在27,376 2,824 16,385 17,269 125 11,497 

当行グループ 当行

土地建物 投資不動産 設備 土地建物 投資不動産 設備

百万香港ドル

2008年１月１日現在減

価償却累計額
3 － 10,184 － － 7,022 

為替およびその他の調

整
(3) － (406) (4) － (302)

当期費用 830 － 1,779 551 － 1,311 

処分 (19) － (864) (19) － (524)

再評価された土地建物

に係る減価償却累計額

の消去

(804) － － (528) － －

2008年12月31日現在 7 － 10,693 － － 7,507 

2008年12月31日現在の

正味

帳簿価額

27,369 2,824 5,692 17,269 125 3,990 

2008年12月31日現在の

合計
35,885 21,384 

b 減価償却累計額控除後の原価で表示された場合の土地建物の帳簿価額は、以下のとおりである。

当行グループ 当行

2009年 2008年 2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

原価（減価償却累計額控除後） 12,240  12,075  8,376 8,566

c 評価額または原価で計上されている土地建物（減価償却累計額控除前）の分析は以下のとおりである。

当行グループ 当行

2009年 2008年 2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

評価額で計上されている土地建物 27,446 27,202 16,425 17,269 
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原価で計上されているその他の土地建

物
174 174 － －

減価償却累計額控除前の土地建物 27,620 27,376 16,425 17,269 

d 土地建物および投資不動産の正味帳簿価額の内訳

当行グループ 当行

2009年 2008年 2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

香港

長期賃借（50年超） 9,865 10,254 6,067 6,795 

中期貸借（10年超50年以内） 15,865 15,390 6,996 7,015 

短期貸借（10年以下） 106 111 106 111 

25,836 25,755 13,169 13,921 

香港以外

所有 3,741 3,394 3,126 3,213 

長期賃借（50年超） 108 92 65 61 

中期賃借（10年超50年以内） 938 922 154 169 

短期賃借（10年以下） 100 30 37 30 

4,887 4,438 3,382 3,473 

30,723 30,193 16,551 17,394 

以下のとおり分析される

土地建物 27,609 27,369 16,425 17,269 

投資不動産 3,114 2,824 126 125 

30,723 30,193 16,551 17,394 

　　当行グループの土地建物および投資不動産は、2009年11月30日に再評価され、2009年12月31日現在において

重要な変更について更新された。土地建物および投資不動産の評価基準は、注記４oに記載されている公開市

場価格、減価償却後再調達原価または解約価値である。投資不動産の公開市場価格の決定にあたり、見積り将

来キャッシュ・フローは現在価値に割り引かれる。「土地建物」の正味帳簿価額は、7,935百万香港ドル

（2008年：9,034百万香港ドル）の減価償却後再調達原価または解約価値を用いて評価された不動産が含ま

れる。

　　不動産再評価による剰余金は、927百万香港ドル（2008年：2,017百万香港ドル）であった。470百万香港ドル

（2008年：1,543百万香港ドル）および119百万香港ドル（2008年：71百万香港ドル）は、それぞれ不動産再

評価準備金および損益計算書に貸方計上される。不動産再評価準備金に貸方計上された470百万香港ドル

（2008年：1,543百万香港ドル）は、少数株主持分265百万香港ドル（2008年：65百万香港ドル）および繰延

税金73百万香港ドル（2008年：338百万香港ドル）を控除した金額で計上されている。損益計算書に貸方計

上された金額は、償却済後取得原価ならびに解約価値で評価された特定の土地建物および新たに取得した評

価損失を伴う土地建物の再評価損失の143百万香港ドルを除いて、投資不動産の再評価による剰余金262百万

香港ドルであった。

　　　香港特別行政区、マカオ特別行政区および中国本土における土地建物および投資不動産は、当行グループの

再評価対象の不動産の価額の94％を占めており、不動産の所在地および種類に関する最近の知識を有する

DTZ戴徳梁行有限公司によって評価された。評価は、香港不動産鑑定士協会の会員である資格を有する鑑定

人により行われた。当行グループ不動産の価値の６％を占める12ヶ国の不動産は、別の独立した専門資格
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を有する鑑定人により評価が行われた。

e 顧客へリースした不動産

　　　当行グループの投資不動産は、オペレーティング・リースに基づき賃貸されている。リース期間は、通常２-

３年であり、更新オプションが付されている場合には、期間は再交渉される。当期において、オペレーティ

ング・リースに関する賃貸収益169百万香港ドル（2008年：153百万香港ドル）が損益計算書に認識され

た。

　　　解約不能未収オペレーティング・リースに基づく将来の最低リース支払額の合計は以下のとおりである。

当行グループ 当行

2009年 2008年 2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

　１年以内 120 128 6 6 

１年超５年以内 62 85 5 10 

182 213 11 16 

26 賃借土地および土地使用権

オペレーティング・リースとして会計処理されている当行グループの賃借土地および土地使用権の持分

の正味帳簿価額の分析は以下のとおりである。

当行グループ 当行

2009年 2008年 2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

　香港

　50年超のリース 2,837 2,860 2,438 2,454 

　10年超50年以内のリース 954 1,037 116 119 

3,791 3,897 2,554 2,573 

　香港以外

　50年超のリース 10 － － －

　10年超50年以内のリース 3 － － －

13 － － －

3,804 3,897 2,554 2,573 

　　

　　上記の金額は、注記27の「その他資産」の「前払金および未収収益」に含まれている。

27 その他資産

当行グループ 当行

2009年 2008年 2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

　当期未収税金 889 1,371 706 1,210 

　売却目的資産 228 338 123 123 
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　前払金および未収収益 6,002 6,557 3,645 5,091 

　未収利息債権 9,948 12,493 5,621 7,262 

　支払承諾見返りおよび裏書 22,211 31,453 16,073 26,006 

　その他 22,978 23,719 11,723 10,320 

　 62,256 75,931 37,891 50,012 

　　売却目的資産は、回収目的で担保権実行により取得した資産ならびに売却目的自己所有不動産により構成さ

れる。

次へ 
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28 顧客からの預金

当行グループ 当行

2009年 2008年 2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

当座預金 536,350 408,891 352,151 290,299 

普通預金 1,591,351 1,172,406 1,068,952 824,854 

その他預金 816,838 994,787 481,468 651,848 

2,944,539 2,576,084 1,902,571 1,767,001 

29 トレーディング負債

当行グループ 当行

2009年 2008年 2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

発行済預金証書 2,545 8,593 2,453 6,040 

その他の発行済負債証券 17,708 36,505 11,665 25,619 

有価証券のショート・ポジション 68,826 32,511 55,674 23,745 

銀行からの預金 3,039 8,611 2,972 8,611 

顧客からの預金 62,248 124,367 30,692 87,074 

154,366 210,587 103,456 151,089 

30　公正価値評価の指定を受けた金融負債

当行グループ 当行

2009年 2008年 2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

銀行からの預金 253 258 253 258 

顧客からの預金 1,604 1,782 1,604 1,782 

劣後債務（注記36） 1,003 994 － －

発行済負債証券 － 6,102 － 5,046 

投資契約に基づく顧客に対する負債 33,849 30,790 － －

36,709 39,926 1,857 7,086 

2009年12月31日現在、公正価値評価の指定を受けた金融負債の帳簿価額は、契約上の満期金額を37百万香

港ドル上回っていた（2008年：帳簿価格は、契約額を140百万香港ドル下回っていた）。2009年12月31日現

在、信用リスクの変動に起因する公正価値の累積変動額は、46百万香港ドルの利益（2008年：78百万香港ド

ル）であった。

31 発行済負債証券

当行グループ 当行

2009年 2008年 2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

預金証書 25,090 33,051 19,610 25,942 

その他の負債証券 18,306 15,749 8,640 8,913 

43,396 48,800 28,250 34,855 
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32 その他負債および引当金

当行グループ 当行

2009年 2008年 2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

未払費用および繰延収益 18,209 19,717 11,836 13,588 

負債および費用に係る引当金（注記35） 1,226 1,093 800 714 

支払承諾見返および裏書 22,232 31,479 16,094 26,032 

その他負債 14,315 11,030 9,299 7,563 

55,982 63,319 38,029 47,897 

33 保険契約に基づく負債

2009年

総額

再保険会社

の持分 純額

百万香港ドル

損害保険負債 1,233 (113) 1,120 

未経過保険料引当金 953 (235) 718 

支払備金 320 (38) 282 

既発生未報告保険金 8 － 8 

未経過リスクに対する引当金 119 (1) 118 

その他 2,633 (387) 2,246 

保険契約準備金

生命保険（非連動型） 116,180 (67) 116,113 

任意参加型の投資契約
 

269 － 269 

生命保険（連動型） 25,846 (6,237) 19,609 

142,295 (6,304) 135,991 

保険契約に基づく負債合計 144,928 (6,691) 138,237 

2008年

総額

再保険会社

の持分 純額

百万香港ドル

損害保険負債

未経過保険料引当金 1,117 (78) 1,039 

支払備金 1,024 (233) 791 

既発生未報告保険金 389 (49) 340 

未経過リスクに対する引当金 8 － 8 

その他 206 (1) 205 

2,744 (361) 2,383 

保険契約準備金

生命保険（非連動型） 90,383 (144) 90,239 

任意参加型の投資契約
 

260 － 260 

生命保険（連動型） 20,044 (7,334) 12,710 

110,687 (7,478) 103,209 
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保険契約に基づく負債合計 113,431 (7,839) 105,592 

再保険により回収可能な保険契約に基づく負債の金額は連結貸借対照表の「その他資産」に含まれてい

る。

a 保険契約に基づく負債の変動

(ⅰ)損害保険負債の変動

2009年

総額

再保険会社

の持分 純額

百万香港ドル

未経過保険料

１月１日現在 1,117 (78) 1,039 

計上保険料総額 2,754 (394) 2,360 

稼得保険料総額 (2,638) 361 (2,277)

換算差額およびその他の変動 － (2) (2)

12月31日現在 1,233 (113) 1,120 

通知済および既発生未報告保険金

１月１日現在

－通知済保険金 1,024 (233) 791 

－既発生未報告保険金 389 (49) 340 

当事業年度の支払保険金 1,413 (282) 1,131 

既発生保険金 (1,227) 110 (1,117)

換算差額およびその他の変動 1,084 (92) 992 

12月31日現在 3 (9) (6)

－通知済保険金 953 (235) 718 

－既発生未報告保険金 320 (38) 282 

12月31日現在合計 1,273 (273) 1,000 

2008年

総額

再保険会社

の持分 純額

百万香港ドル

未経過保険料

１月１日現在 962 (76) 886 

計上保険料総額 2,581 (351) 2,230 

稼得保険料総額 (2,442) 347 (2,095)

換算差額およびその他の変動 16 2 18 

12月31日現在 1,117 (78) 1,039 

通知済および既発生未報告保険金

１月１日現在

－通知済保険金 1,203 (294) 909 

－既発生未報告保険金 299 (59) 240 
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当事業年度の支払保険金 1,502 (353) 1,149 

既発生保険金 (1,184) 121 (1,063)

換算差額およびその他の変動 1,102 (46) 1,056 

12月31日現在 (7) (4) (11)

－通知済保険金 1,024 (233) 791 

－既発生未報告保険金 389 (49) 340 

12月31日現在合計 1,413 (282) 1,131 

(ⅱ)保険契約準備金

2009年

総額

再保険会社

の持分 純額

百万香港ドル

生命保険（非連動型）

１月１日現在 90,383 (144) 90,239 

給付金支払額 (3,001) 149 (2,852)

既発生保険金 28,294 (57) 28,237 

換算差額およびその他の変動 504 (15) 489 

12月31日現在 116,180 (67) 116,113 

任意参加型の投資契約

１月１日現在 260 － 260 

給付金支払額 (2) － (2)

既発生保険金 2 － 2 

換算差額およびその他の変動 9 － 9 

12月31日現在 269 － 269 

生命保険（連動型）

１月１日現在 20,044 (7,334) 12,710 

給付金支払額 (884) 95 (789)

既発生保険金 6,590 1,310 7,900 

換算差額およびその他の変動
 

96 (308) (212)

12月31日現在 25,846 (6,237) 19,609 

保険契約準備金合計 142,295 (6,304) 135,991 

2008年

総額

再保険会社

の持分 純額

百万香港ドル

生命保険（非連動型）

１月１日現在 69,461 (51) 69,410 

給付金支払額 (2,644) 58 (2,586)

既発生保険金 22,598 (133) 22,465 

換算差額およびその他の変動 968 (18) 950 

12月31日現在 90,383 (144) 90,239 

任意参加型の投資契約

１月１日現在 226 － 226 

給付金支払額 (3) － (3)
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既発生保険金 (9) － (9)

換算差額およびその他の変動 46 － 46 

12月31日現在 260 － 260 

生命保険（連動型）

１月１日現在 19,380 (9) 19,371 

給付金支払額 (1,796) 234 (1,562)

既発生保険金 2,680 (11,425) (8,745)

換算差額およびその他の変動
 

(220) 3,866 3,646 

12月31日現在 20,044 (7,334) 12,710 

保険契約準備金合計 110,687 (7,478) 103,209 

34 繰延税金

貸借対照表に認識された繰延税金資産／負債の構成要素および当事業年度における変動は、以下のとおり

である。

(ⅰ) 繰延税金資産

当行グループ

加速減価

償却および

短期一時

差異 リース取引

金融資産の

減損

不動産

再評価 その他 合計

百万香港ドル

2009年

１月１日現在 355 － 1,197 (1,147) 1,294 1,699 

為替およびその他

の

調整

384 － 32 713 (914) 215 

損益計算書への貸

方/

（費用）計上

（注記６）

364 － 224 (3) (21) 564 

準備金への（費

用）/

貸方計上

(3) － 7 (10) 196 190 

12月31日現在 1,100 － 1,460 (447) 555 2,668 

2008年

１月１日現在 467 － 972 (395) 522 1,566 

為替およびその他

の

調整

(72) － (22) (831) (43) (968)

損益計算書への

（費用）/貸方計

上

（注記６）

(40) － 247 57 117 381 

準備金への貸方計

上
－ － － 22 698 720 

12月31日現在 355 － 1,197 (1,147) 1,294 1,699 

当行
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加速減価

償却および

短期一時

差異 リース取引

金融資産の

減損

不動産

再評価 その他 合計

百万香港ドル

2009年

１月１日現在 279 － 854 (389) 75 819 

為替およびその他

の

調整

4 － 67 (67) (16) (12)

損益計算書への貸

方/

（費用）計上

131 － 319 (3) (94) 353 

準備金への貸方計

上
－ － 6 7 263 276 

12月31日現在 414 － 1,246 (452) 228 1,436 

2008年

１月１日現在 214 － 812 (408) 359 977 

為替およびその他

の

調整

36 － (105) (11) (145) (225)

損益計算書への

貸方計上
29 － 147 30 5 211 

準備金への費用計

上
－ － － － (144) (144)

12月31日現在 279 － 854 (389) 75 819 

(ⅱ) 繰延税金負債

当行グループ

加速減価

償却および

短期一時

差異 リース取引

金融資産の

減損引当金

不動産

再評価 その他 合計

百万香港ドル

2009年

１月１日現在 2,306 (31) (265) 2,168 255 4,433 

為替およびその他

の

調整

338 5 (155) 803 (413) 578 

損益計算書への費

用/

（貸方）計上

（注記６）

(585) (6) 42 (46) 1,064 469 

準備金への費用/

（貸方）計上
－ － 5 15 1,858 1,878 

12月31日現在 2,059 (32) (373) 2,940 2,764 7,358 

2008年

１月１日現在 2,093 96 (292) 2,813 438 5,148 

為替およびその他

の

調整

(953) (113) 100 (855) 849 (972)
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損益計算書への費

用/

（貸方）計上

（注記６）

1,166 (14) (73) (38) (388) 653 

準備金への費用/

（貸方）計上
－ － － 248 (644) (396)

12月31日現在 2,306 (31) (265) 2,168 255 4,433 

当行

加速減価

償却および

短期一時

差異 リース取引

金融資産の

減損引当金

不動産

再評価 その他 合計

百万香港ドル

2009年

１月１日現在 2,172 (38) (267) 1,431 (1,191) 2,107 

為替およびその他

の

調整

64 6 9 (1) 549 627 

損益計算書への（貸方）

/費用計上
(446) － 21 (52) 160 (317)

準備金への費用/

（貸方）計上
－ － 5 (128) 1,024 901 

12月31日現在 1,790 (32) (232) 1,250 542 3,318 

2008年

１月１日現在 1,945 90 (193) 1,219 (659) 2,402 

為替およびその他

の

調整

(860) (133) 2 (38) 538 (491)

損益計算書への費

用/

（貸方）計上

1,087 5 (76) (28) (511) 477 

準備金への費用/

（貸方）計上
－ － － 278 (559) (281)

12月31日現在 2,172 (38) (267) 1,431 (1,191) 2,107 

(ⅲ) 正味繰延税金負債

当行グループ 当行

2009年 2008年 2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

貸借対照表に認識された繰延税金負債 7,358 4,433 3,318 2,107 

貸借対照表に認識された繰延税金資産 (2,668) (1,699) (1,436) (819)

4,690 2,734 1,882 1,288 

未計上の重要な繰延税金負債はない。

2009年12月31日において、当行グループは税務上の欠損金からの潜在的な将来税金便益の約482百万香港

ドル（2008年508百万香港ドル）を認識していなかった。これは関連する税務管轄および事業体において利
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用可能な便益に対する将来の課税対象所得の可能性がないことによる。現行の税務規定のもとでは当該欠

損金は失効しない。

35 負債および費用に係る引当金

当行グループ

契約債務、保証お

よび類似する義務
その他の引当金 合計

百万香港ドル

2009年

１月１日現在 895 198 1,093 

追加引当金/引当金の増加
 

251 122 373 

引当金使用額 (80) (145) (225)

戻入額 (84) (19) (103)

換算およびその他の変動 87 1 88 

12月31日現在 1,069 157 1,226 

2008年

１月１日現在 659 158 817 

追加引当金/引当金の増加
 

322 156 478 

引当金使用額 (11) (44) (55)

戻入額 (29) (27) (56)

換算およびその他の変動 (46) (45) (91)

12月31日現在 895 198 1,093 

当行

契約債務、保証お

よび類似する義務
その他の引当金 合計

百万香港ドル

2009年

１月１日現在 563 151 714 

追加引当金/引当金の増加
 

208 94 302 

引当金使用額 (15) (129) (144)

戻入額 (78) (15) (93)

換算およびその他の変動 20 1 21 

12月31日現在 698 102 800 

2008年

１月１日現在 312 142 454 

追加引当金/引当金の増加
 

309 115 424 

引当金使用額 (11) (22) (33)

戻入額 (25) (26) (51)

換算およびその他の変動 (22) (58) (80)

12月31日現在 563 151 714 

36 劣後債務

劣後債務は、当初の満期が５年またはそれ以上で当行グループが事業の発展および拡大のために調達し
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た永久第一次キャピタル・ノートおよびその他の借入資本で構成されている。

2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

1,200百万米ドル 変動金利永久第一次キャピタル・ノート 9,393 9,411 

2,000百万インド・ルピー 固定金利（13.05％）劣後債、満期2009年 － 319 

1,499百万台湾ドル
期限前償還不能変動金利劣後債、満期2009

年
－ 354 

330百万台湾ドル
期限前償還不能変動金利劣後債、満期2010

年
80 78 

1,865百万台湾ドル
期限前償還不能変動金利劣後債、満期2010

年
452 440 

当行 9,925 10,602 

200百万豪ドル
変動金利劣後債、2011年より償還可能、満期

2016年
1

1,396 1,064 

42百万豪ドル
変動金利劣後債、2013年より償還可能、満期

2018年
2

293 224 

1,500百万香港ドル
変動金利劣後債、2010年より償還可能、満期

2015年
3

1,499 1,498 

450百万米ドル
変動金利劣後債、2011年より償還可能、満期

2016年
4

3,483 3,478 

300百万米ドル
変動金利劣後債、2012年より償還可能、満期

2017年
5

2,321 2,318 

500百万リンギット
*

固定金利（4.35％）劣後債、2017年より償

還可能、満期2022年
6

1,136 －

500百万リンギット*
固定金利（5.05％）劣後債、2022年より償

還可能、満期2027年
7

1,128 －

当行グループ 21,181 19,184 

* これらの劣後債はエイチエスビーシー・バンク・マレーシア・ブルハドをグループ会社から譲り受けたことにより取得

した。

1 200百万豪ドル期限前償還条項付変動金利劣後債（満期2016年）の金利は、2011年５月より0.5％上昇する。

2 42百万豪ドル期限前償還条項付変動金利劣後債（満期2018年）の金利は、2013年３月より0.5％上昇する。

3 1,500百万香港ドル期限前償還条項付変動金利劣後債（満期2015年）の金利は2010年６月より0.5%上昇する。

4 450百万米ドル期限前償還条項付変動金利劣後債（満期2016年）の金利は、2011年７月より0.5％上昇する。

5 300百万米ドル期限前償還条項付変動金利劣後債（満期2017年）の金利は、2012年７月より0.5％上昇する。

6 期限前償還条項付劣後債（金利4.35％、満期2022年）の金利は、2017年６月より１％上昇する。

7 期限前償還条項付劣後債（金利5.05％、満期2027年）の金利は、2022年11月より１％上昇する。

以下の劣後債は「公正価値の指定を受けた金融負債」（注記30）として分類されている。
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当行グループ

2009年 2008年

百万香港ドル

1,000百万香港ドル
期限前償還条項付固定金利劣後債（金利

4.125％、満期2015年）
1

1,003 994

1 期限前償還条項付劣後債の金利4.125％は、2010年６月に３ヶ月物HIBORに0.825％を加えたものに変更される。

37 優先株式

授権株式

2009年12月31日現在における当行の授権優先株式資本は、１株１米ドルの累積償還可能優先株式

3,750,500,000株、１株１米ドルの非累積償還不能優先株式7,500百万株および１株１米ドルの累積償還不

能優先株式2,200百万株から成る13,450,500,000米ドル（2008年：12,400,500,000米ドル）であった

（2008年：１株１米ドルの累積償還可能優先株式2,700,500,000株、１株１米ドルの非累積償還不能優先株

式7,500百万株、および１株１米ドルの累積償還不能優先株式2,200百万株）。

グループレベルでは、追加となる１株100インド・ルピーの強制転換優先株式8,700,000株で構成される

870,000,000インド・ルピー（2008年：ゼロ・インド・ルピー）の授権優先株式資本を有していた。

発行済および全額払い込み済 当行グループ 当行

2009年 2008年 2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

償還可能優先株式 29,083 20,930 29,083 20,930 

償還不能優先株式 68,252 68,069 68,107 68,069 

資本剰余金 3,873 3,871 3,873 3,871 

101,208 92,870 101,063 92,870 

1997年において、2019年１月２日を強制償還日とする累積償還可能優先株式500,000株が発行された。た

だし、香港通貨当局による同意を条件として当行の選択により2003年１月２日以降に償還することが可能

である。この株式は、１株当たり額面価格１米ドルおよび１株当たり発行時プレミアム999米ドルから成る

１株当たり1,000米ドルの発行価格で償還可能である。550,000,000株の累積償還可能優先株式は2006年に

発行されたが、これは2016年12月21日を強制償還日とする。ただし、香港通貨当局による同意を条件として

当行の選択により、2011年12月21日以降の日に償還可能である。この株式は、１株当たり１米ドルの発行価

格で償還可能である。1,750,000,000株の累積償還可能優先株式は2007年に発行されたが、これは2017年３

月29日から11月24日を強制償還日とする。ただし、香港通貨当局による同意を条件として当行の選択によ

り、2012年３月29日から11月24日の間に開始する日またはそれ以降の日に償還可能である。この株式は、１

株当たり１米ドルの発行価格で償還可能である。

2008年において、2023年３月29日を強制償還日とする累積償還可能優先株式400,000,000株が発行され

た。ただし、香港通貨当局の同意を条件として当行の選択により2018年３月29日以降に償還可能である。こ

の株式は、発行価格である１株当たり１米ドルで償還可能である。2009年において、2024年１月２日を強制

償還日とする累積償還可能優先株式1,050,000,000株が発行された。ただし、香港通貨当局の同意を条件と

して当行の選択により2019年１月２日以降に償還可能である。この株式は発行価格である１株当たり１米
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ドルで償還可能である。2009年12月31日現在の発行済の累積償還可能優先株式の合計数は3,750,500,000株

（2008年：2,700,500,000株）であった。

非累積償還不能優先株式は額面で発行されたが、株主に対する30日前の書面による通知および香港通貨

当局の事前同意を条件として償還可能である。償還において、株式の保有者は発行価格の１株当たり１米ド

ルおよび償還日直前の年次配当支払日以降の期間における未払配当（当行が十分な分配可能利益を有して

いることを条件とする。）を加えて受領する権利が与えられる。2009年12月31日現在における発行済みの非

累積償還不能優先株式数は、6,653百万株（2008年：6,653百万株）であった。当事業年度中に発行された株

式はなかった（2008年：ゼロ）。

累積償還可能優先株式は額面で発行されたが、株主に対して30日前の書面による通知および香港通貨当

局の事前同意を条件として償還できる。償還において株式の保有者は、発行価格の１株当たり１米ドルおよ

び償還日の直前の年次配当支払日以降の期間における未払配当（当行が十分な分配可能利益を有している

ことを条件とする。）を加えて受領する権利が与えられる。2009年12月31日現在における発行済みの累積償

還不能優先株式数は、2,130百万株（2008年：2,130百万株）であった。当事業年度中に発行された株式はな

かった（2008年：ゼロ）。

優先株式の保有者は、当行の株主総会における議決権を１株当たり１票与えられる。

8,700,000株の強制転換優先株式（CCPS）はエイチエスビーシー・インベスト・ダイレクト・セキュリ

ティーズ（インディア）リミテッドにより2009年に額面価格である１株あたり100ルピーで発行された。当

該株式は償還不能であるが、書面通知により、CCPSの割当日から３年後いつでもエイチエスビーシー・イン

ベスト・ダイレクトの全額払い込み済みの株式に転換することが可能である。転換は転換時に取締役会の

決定により額面またはプレミアムを乗せて実施することが可能である。CCPSは額面の0.001％の年次固定配

当が付されている。CCPSの割当から10年後、すべての発行済みCCPSは、転換時に取締役会の決定により額面

またはプレミアムを乗せて転換が可能である。

38 株式資本

授権株式

2009年および2008年12月31日現在の当行の授権普通株式資本は、30,000百万香港ドルであり、１株2.50香

港ドルの普通株式12,000百万株に区分された。2009年度中に発行された株式はなかった（2008年：ゼロ）。

発行済および全額払込済

当行グループおよび当行

2009 2008

百万香港ドル

普通株式資本 22,494 22,494 

普通株式の保有者は、随時宣言される配当金を受領する権利を付与され、当行の残余資産に関する順位は

均等となる。また、当行の株主総会における１株当たり１票の議決権が与えられる。

39 資本における非所有者分の変動分析

当行
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2009年

その他準備金

株式資本 利益剰余金

不動産再

評価準備

金

売却可能投

資準備金

キャッシュ

・フロー・

ヘッジ準備

金

為替

準備金
その他 資本合計

百万香港ドル

2009年１月１日現在 22,494 69,424 3,512 16,584 1,516 (4,174) 2,195 111,551 

当期純利益 － 35,343 － － － － － 35,343 

その他包括利益

売却可能投資：

　－資本に計上された公正価値変

動
－ － － 22,984 － － － 22,984 

　－処分により損益計算書へ振り

替えられた公正価値変動
－ － － (700) － － － (700)

　－減損により損益計算書へ振替

えられた公正価値変動
－ － － 406 － － － 406 

　－損益計算書へ振り替えられた

ヘッジされたリスクに起因す

るヘッジ対象の公正価値変動

－ － － 363 － － － 363 

　－法人税 － － － (654) － － － (654)

キャッシュ・フロー・ヘッジ：

　－資本に計上された公正価値変

動
－ － － － 1,208 － － 1,208 

　－損益計算書へ振り替えられた

公正価値変動
－ － － － (2,140) － － (2,140)

　－法人税 － － － － 139 － － 139 

不動産再評価差額：

　－資本に計上された公正価値変

動
－ － (398) － － － － (398)

　－法人税 － (42) 135 － － － － 93 

確定給付制度に係る数理計算上の

利益：

　－法人税引前 － 1,463 － － － － － 1,463 

　－法人税 － (244) － － － － － (244)

換算差額 － 1 － 87 41 2,816 16 2,961 

当期その他包括利益（税引後） － 1,178 (263) 22,486 (752) 2,816 16 25,481 

包括利益合計 － 36,521 (263) 22,486 (752) 2,816 16 60,824 

資本における所有者分の変動 － (25,958) (248) (20) (1) 45 (726) (26,908)

2009年12月31日現在 22,494 79,987 3,001 39,050 763 (1,313) 1,485 145,467 

2008年

その他準備金

株式資本 利益剰余金

不動産再

評価準備

金

売却可能投

資準備金

キャッシュ

・フロー・

ヘッジ準備

金

為替

準備金
その他 資本合計

百万香港ドル

2008年１月１日現在 22,494 58,096 2,154 53,309 535 4,245 1,017 141,850 

当期純利益 － 44,734 － － － － － 44,734 
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その他包括利益

売却可能投資：

　－資本に計上された公正価値変

動
－ － － (35,383) － － － (35,383)

　－処分により損益計算書へ振り

替えられた公正価値変動
－ － － (1,254) － － － (1,254)

　－減損により損益計算書へ振替

えられた公正価値変動
－ － － 1,163 － － － 1,163 

　－損益計算書へ振り替えられた

ヘッジされたリスクに起因

するヘッジ対象の公正価値

変動

－ － － (1,424) － － － (1,424)

　－法人税 － － － 122 － － － 122 

キャッシュ・フロー・ヘッジ：

　－資本に計上された公正価値変

動
－ － － － 3,428 － － 3,428 

　－損益計算書へ振り替えられた

公正価値変動
－ － － － (2,271) － － (2,271)

　－法人税 － － － － (171) － － (171)

不動産再評価差額：

　－資本に計上された公正価値変

動
－ － 1,791 － － － － 1,791 

　－法人税 － (31) (235) － － － － (266)

確定給付制度に係る数理計算上

の利益：

　－法人税引前 － (2,850) － － － － － (2,850)

　－法人税 － 452 － － － － － 452 

換算差額 － 38 － 104 6 (8,508) (39) (8,399)

当期その他包括利益（税引後） － (2,391) 1,556 (36,672) 992 (8,508) (39) (45,062)

包括利益合計 － 42,343 1,556 (36,672) 992 (8,508) (39) (328)

資本における所有者分の変動 － (31,015) (198) (53) (11) 89 1,217 (29,971)

2008年12月31日現在 22,494 69,424 3,512 16,584 1,516 (4,174) 2,195 111,551 

規制準備金

当行および当行の銀行子会社は、HKFRSによる最低減損引当金を超える減損引当金の維持が求められる規

制を受ける司法管轄で営業している。

規制準備金は万全な監督業務を目的とした銀行規制および現地の規制要件を満たすように維持されてい

る。準備金の変動は利益剰余金を通じて直接計上される。

2009年12月31日において、当該要件の影響により株主に分配可能な準備金の金額は6,413百万香港ドル

（2008年4,395百万香港ドル）に制限された。

利益剰余金

利益剰余金は、当行グループの当期純利益の累積で、配当金として支払われずに事業に再投資するため留

保されているものである。

不動産再評価準備金

不動産再評価準備金は、不動産の現在の公正価値と減価償却後の取得原価の差異を表している。
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売却可能投資準備金

売却可能投資準備金は、売却可能投資の公正価値の正味変動のうち、損益計算書で認識されている減損以

外の累積が含まれている。

キャッシュ・フロー・ヘッジ準備金

キャッシュ・フロー・ヘッジ準備金は、ヘッジ取引に関連するキャッシュ・フロー・ヘッジ手段の公正

価値における累積正味変動の有効部分から成る。

為替準備金

為替準備金は、海外事業の財務諸表の換算および当行の海外事業への純投資をヘッジする負債の換算か

ら発生するすべての為替差額から成る。

その他準備金

その他準備金は主に株式報酬準備金勘定およびその他の非分配可能準備金から成る。株式報酬準備金勘

定は、エイチエスビーシー・ホールディングス・ピーエルシーから当行グループの従業員に直接付与され

た株式オプションに関連する金額を計上するために使用される。

不動産再評価、売却可能投資、キャッシュ・フロー・ヘッジおよびその他の準備金は実現利益を示すもの

ではなく、分配することは出来ない。

40 資産および負債の満期分析

下表は、資産および負債を期末日における残存契約期間ごとに分析したものである。

当行グループ

要求払

1ヶ月

以内

１ヶ月

から

３ヶ月

３ヶ月

から

12ヶ月

１年

から

５年 ５年超

契約上の

満期なし

トレーディ

ング

商品

非トレー

ディング・

デリバティ

ブ 合計

百万香港ドル

2009年

資産

現金および短期資金 90,775 524,948 220,718 55,734 － － － － － 892,175 

他行から回収中の項

目
－ 15,528 － － － － － － － 15,528 

１ヶ月超で満期を迎

える銀行預け金
－ － 83,555 19,697 3,758 60 － － － 107,070 

譲渡性預金 － 8,297 10,667 8,218 8,563 1,605 38 － － 37,388 

香港特別行政区債務

証書
135,414 － － － － － － － － 135,414 

トレーディング資産 － － － － － － － 322,731 － 322,731 

公正価値評価の指定

を

受けた金融資産

－ 81 280 3,655 11,053 3,634 29,384 － － 48,087 

デリバティブ － － － － － － － 233,046 2,125 235,171 

顧客に対する

貸付金
87,084 151,698 135,083 192,583 424,029 374,447 (14,280) － － 1,350,644 

金融投資 － 41,444 56,333 164,777 490,111 70,241 59,783 － － 882,689 
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グループ会社に対す

る

債権額

23,157 47,392 7,654 9,029 5,804 12 － 41,463 － 134,511 

関連会社および合弁

事業への投資
－ － － － － － 53,683 － － 53,683 

のれんおよび

無形資産
－ － － － － － 25,069 － － 25,069 

有形固定資産 － － － － － － 36,327 － － 36,327 

繰延税金資産 － － － － － － 2,668 － － 2,668 

退職給付 － － － － － － 292 － － 292 

その他資産 319 16,904 14,829 10,256 5,822 6,805 7,321 － － 62,256 

資産合計、2009年

12月31日現在
336,749 806,292 529,119 463,949 949,140 456,804 200,285 597,240 2,125 4,341,703 

当行グループ

要求払

1ヶ月

以内

１ヶ月超

３ヶ月

以内

３ヶ月超

12ヶ月

以内

１年超

５年以内 ５年超

契約上の

満期なし

トレー

ディング

商品

非トレー

ディング・

デリバティ

ブ 合計

百万香港ドル

負債

香港特別行政区流

通紙幣
135,414 － － － － － － － － 135,414 

他行へ送金中の項

目
－ 22,960 － － － － － － － 22,960 

銀行からの預金 57,386 46,724 2,517 3,135 1,234 210 － － － 111,206 

顧客からの預金 2,215,921 299,215 272,083 126,854 29,544 922 － － － 2,944,539 

トレーディング負

債
－ － － － － － － 154,366 － 154,366 

公正価値評価の指

定を

受けた金融負債

129 50 159 1,050 1,343 733 33,245 － － 36,709 

デリバティブ － － － － － － － 230,084 2,762 232,846 

発行済負債証券 958 8,487 7,077 13,696 9,956 3,222 － － － 43,396 

退職給付債務 － － － － － － 3,922 － － 3,922 

グループ会社に対

する

債務額

25,894 5,770 5,048 1,209 9 2,101 － 10,811 － 50,842 

その他負債および

引当金
4,240 14,522 20,944 9,810 2,611 194 3,661 － － 55,982 

保険契約に基づく

負債
680 － － － － － 144,248 － － 144,928 

当期未払税金 － 434 855 2,830 － － － － － 4,119 

繰延税金負債 － － － － － － 7,358 － － 7,358 

劣後債務 － － － 2,031 7,493 2,264 9,393 － － 21,181 

優先株式 － － － － － 32,956 68,252 － － 101,208 

負債合計、2009年

12月31日現在
2,440,622 398,162 308,683 160,615 52,190 42,602 270,079 395,261 2,762 4,070,976 

当行
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要求払

1ヶ月

以内

１ヶ月超

３ヶ月

以内

３ヶ月超

12ヶ月

以内

１年超

５年 ５年超

契約上の

満期なし

トレーディ

ング

商品

非トレー

ディング・

デリバティ

ブ 合計

百万香港ドル

2009年

資産

現金および短期資金 85,821 337,108 206,479 28,357 － － － － － 657,765 

他行から回収中の項

目
－ 11,151 － － － － － － － 11,151 

１ヶ月超で満期を迎

える銀行預け金
－ － 46,484 17,735 3,020 60 － － － 67,299 

譲渡性預金 － 7,041 6,712 5,000 1,739 － － － － 20,492 

香港特別行政区債務

証書
135,414 － － － － － － － － 135,414 

トレーディング資産 － － － － － － － 216,480 － 216,480 

公正価値評価の指定

を

受けた金融資産

－ － － 76 1,725 － － － － 1,801 

デリバティブ － － － － － － － 229,352 1,646 230,998 

顧客に対する貸付金 54,152 85,728 71,655 98,677 241,786 210,427 (9,851) － － 752,574 

金融投資 － 34,860 35,233 121,141 312,386 11,160 49,958 － － 564,738 

グループ会社に対す

る

債権額

14,042 58,140 10,430 19,708 3,473 8,400 － 47,562 － 161,755 

子会社への投資 － － － － － － 39,606 － － 39,606 

関連会社および合弁

会社への投資
－ － － － － － 21,132 － － 21,132 

のれんおよび無形資

産
－ － － － － － 6,754 － － 6,754 

有形固定資産 － － － － － － 20,182 － － 20,182 

繰延税金資産 － － － － － － 1,436 － － 1,436 

退職給付 － － － － － － 176 － － 176 

その他資産 217 11,249 10,145 6,780 3,903 386 5,211 － － 37,891 

資産合計、2009年

12月31日現在
289,646 545,277 387,138 297,474 568,032 230,433 134,604 493,394 1,646 2,947,644 

当行

要求払

1ヶ月

以内

１ヶ月超

３ヶ月

以内

３ヶ月超

12ヶ月

以内

１年超

５年以内 ５年超

契約上の

満期なし

トレーディ

ング

商品

非トレー

ディング・

デリバティ

ブ 合計

百万香港ドル

負債

香港特別行政区流通

紙幣
135,414 － － － － － － － － 135,414 

他行へ送金中の項目 － 15,796 － － － － － － － 15,796 

銀行からの預金 44,229 45,433 1,299 3,094 596 210 － － － 94,861 

顧客からの預金 1,468,558 182,008 163,704 63,642 23,930 729 － － － 1,902,571 

トレーディング負債 － － － － － － － 103,456 － 103,456 

EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

876/961



公正価値評価の指定

を

受けた金融負債

－ 50 42 － 1,343 388 34 － － 1,857 

デリバティブ － － － － － － － 228,223 1,920 230,143 

発行済負債証券 958 7,798 6,883 9,684 2,927 － － － － 28,250 

退職給付債務 － － － － － － 1,986 － － 1,986 

グループ会社に対す

る

債務額

39,815 36,327 12,466 5,762 38 2,103 － 26,691 － 123,202 

その他負債および引

当金
2,830 9,819 15,465 6,395 1,563 78 1,879 － － 38,029 

当期未払税金 － 355 782 2,319 － － － － － 3,456 

繰延税金負債 － － － － － － 3,318 － － 3,318 

劣後債務 － － － 532 － － 9,393 － － 9,925 

優先株式 － － － － － 32,956 68,107 － － 101,063 

負債合計、2009年

12月31日現在
1,691,804 297,586 200,641 91,428 30,397 36,464 84,717 358,370 1,920 2,793,327 

当行グループ

要求払

1ヶ月

以内

１ヶ月超

３ヶ月

３ヶ月超

12ヶ月

以内

１年超

５年以内 ５年超

契約上の

満期なし

トレー

ディング

商品

非トレー

ディング

・

デリバ

ティブ 合計

百万香港ドル

2008年

資産

現金および短期

資金
259,394 232,320 34,508 58,793 12,557 － － － － 597,572 

他行から回収中

の項目
－ 13,949 － － － － － － － 13,949 

１ヶ月超で満期

を迎える銀行

預け金

－ － 45,022 6,741 3,793 13 － － － 55,569 

譲渡性預金 － 400 23,110 20,030 11,136 2,367 35 － － 57,078 

香港特別行政区

債務

証書

119,024 － － － － － － － － 119,024 

トレーディング

資産
－ － － － － － － 493,670 － 493,670 

公正価値評価の

指定を受けた

金融資産

－ 173 1,627 4,924 9,535 3,453 20,841 － － 40,553 

デリバティブ － － － － － － － 447,645 6,278 453,923 

顧客に対する貸

付金
127,110 128,385 132,790 173,891 409,325 325,602 (10,958) － － 1,286,145 

金融投資 5 26,337 34,842 89,405 338,253 59,173 38,146 － － 586,161 

グループ会社に

対する債権額
49,803 236,092 1,971 12,449 9,532 15,440 － 53,375 － 378,662 

関連会社および

合弁事業への

投資

－ － － － － － 48,270 － － 48,270 
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のれんおよび無

形資産
－ － － － － － 16,181 － － 16,181 

有形固定資産 － － － － － － 35,885 － － 35,885 

繰延税金資産 － － － － － － 1,699 － － 1,699 

退職給付 － － － － － － 84 － － 84 

その他資産 3,538 14,357 20,771 23,608 4,441 1,039 8,177 － － 75,931 

資産合計、2008

年12月31日現

在

558,874 652,013 294,641 389,841 798,572 407,087 158,360 994,690 6,278 4,260,356 

当行グループ

要求払

1ヶ月

以内

１ヶ月超

３ヶ月

以内

３ヶ月超

12ヶ月

以内

１年超

５年以内 ５年超

契約上の

満期なし

トレー

ディング

商品

非トレー

ディング

・

デリバ

ティブ 合計

百万香港ドル

負債

香港特別行政区

流通

紙幣

119,024 － － － － － － － － 119,024 

他行へ送金中の

項目
－ 31,334 － － － － － － － 31,334 

銀行からの預金 123,384 37,491 24,814 10,321 450 214 － － － 196,674 

顧客からの預金 1,756,629 466,144 232,545 108,646 11,355 765 － － － 2,576,084 

トレーディング

負債
－ － － － － － － 210,587 － 210,587 

公正価値評価の

指定を受けた

金融負債

93 88 335 5,983 2,737 982 29,708 － － 39,926 

デリバティブ － － － － － － － 463,488 2,716 466,204 

発行済負債証券 1,065 5,102 16,277 16,662 6,352 3,342 － － － 48,800 

退職給付債務 － － － － － － 7,486 － － 7,486 

グループ会社に

対する債務額
14,471 11,421 1,582 2,185 14 2,092 － 19,479 － 51,244 

その他負債およ

び

引当金

6,030 12,381 27,656 11,742 1,545 187 3,778 － － 63,319 

保険契約に基づ

く負債
257 － － － － － 113,174 － － 113,431 

当期未払税金 － 262 248 2,760 － － － － － 3,270 

繰延税金負債 － － － － － － 4,433 － － 4,433 

劣後債務 － － － 673 9,100 － 9,411 － － 19,184 

優先株式 － － － － － 24,801 68,069 － － 92,870 

負債合計、2008年

12月31日現在
2,020,953 564,223 303,457 158,972 31,553 32,383 236,059 693,554 2,716 4,043,870 

当行
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要求払

1ヶ月

以内

１ヶ月超

３ヶ月

以内

３ヶ月超

12ヶ月

以内

１年超

５年以内 ５年超

契約上の

満期なし

トレー

ディング

商品

非トレー

ディング

・

デリバ

ティブ 合計

百万香港ドル

2008年

資産

現金および短期

資金
210,658 170,532 29,610 58,345 12,557 － － － － 481,702 

他行から回収中

の項目
－ 9,908 － － － － － － － 9,908 

１ヶ月超で満期

を迎える銀行

預け金

－ － 26,413 4,095 3,234 12 － － － 33,754 

譲渡性預金 － － 19,019 15,437 2,524 － － － － 36,980 

香港特別行政区

債務証書
119,024 － － － － － － － － 119,024 

トレーディング

資産
－ － － － － － － 329,123 － 329,123 

公正価値評価の

指定を受けた

金融資産

－ 138 － 83 937 570 － － － 1,728 

デリバティブ － － － － － － － 447,586 4,623 452,209 

顧客に対する貸

付金
88,089 89,567 89,856 108,532 249,343 200,901 (8,292) － － 817,996 

金融投資 － 21,425 14,198 52,847 212,291 9,281 30,758 － － 340,800 

グループ会社に

対する債権額
54,138 234,155 3,069 15,583 3,711 30,326 － 56,979 － 397,961 

子会社への投資 － － － － － － 16,956 － － 16,956 

関連会社および

合弁事業への

投資

－ － － － － － 21,132 － － 21,132 

のれんおよび無

形資産
－ － － － － － 6,368 － － 6,368 

有形固定資産 － － － － － － 21,384 － － 21,384 

繰延税金資産 － － － － － － 819 － － 819 

退職給付 － － － － － － 52 － － 52 

その他資産 2,874 9,071 17,476 9,631 3,871 555 6,534 － － 50,012 

資産合計、2008年

12月31日現在
474,783 534,796 199,641 264,553 488,468 241,645 95,711 833,688 4,623 3,137,908 

当行

要求払

1ヶ月

以内

１ヶ月超

３ヶ月

以内

３ヶ月超

12ヶ月

以内

１年超

５年以内 ５年超

契約上の

満期なし

トレー

ディング

商品

非トレー

ディング

・

デリバ

ティブ 合計

百万香港ドル

負債
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香港特別行政区

流通

紙幣

119,024 － － － － － － － － 119,024 

他行へ送金中の

項目
－ 26,581 － － － － － － － 26,581 

銀行からの預金 105,898 33,837 24,400 10,183 － 214 － － － 174,532 

顧客からの預金 1,235,470 305,735 142,498 74,924 7,916 458 － － － 1,767,001 

トレーディング

負債
－ － － － － － － 151,089 － 151,089 

公正価値評価の

指定を受けた

金融負債

－ 88 335 4,748 1,573 336 6 － － 7,086 

デリバティブ － － － － － － － 455,932 1,800 457,732 

発行済負債証券 1,065 4,334 13,615 12,282 3,559 － － － － 34,855 

退職給付債務 － － － － － － 3,550 － － 3,550 

グループ会社に

対する債務額
20,891 35,790 13,265 11,053 48 2,094 － 34,540 － 117,681 

その他負債およ

び

引当金

4,596 8,949 22,618 8,073 1,284 71 2,306 － － 47,897 

当期未払税金 － 237 215 2,128 － － － － － 2,580 

繰延税金負債 － － － － － － 2,107 － － 2,107 

劣後債務 － － － 673 518 － 9,411 － － 10,602 

優先株式 － － － － － 24,801 68,069 － － 92,870 

負債合計、2008年

12月31日現在
1,486,944 415,551 216,946 124,064 14,898 27,974 85,449 641,561 1,800 3,015,187 

41 報告日における金融負債で支払われるキャッシュ・フローの残存契約期間別分析

当行グループ

要求払 ３ヶ月以内

３ヶ月超

12ヶ月以内

１年超

５年以内 ５年超 合計

百万香港ドル

2009年12月31日現在

香港特別行政区流通紙幣 135,414 － － － － 135,414 

他行へ送金中の項目 － 22,960 － － － 22,960 

銀行からの預金 57,404 49,295 3,215 1,244 211 111,369 

顧客からの預金 2,216,572 573,658 129,540 32,608 1,243 2,953,621 

トレーディング負債 154,366 － － － － 154,366 

公正価値の指定を受けた金融負債 129 220 1,080 1,408 33,955 36,792 

デリバティブ 230,288 509 1,345 721 52 232,915 

発行済負債証券 958 15,745 14,127 10,849 4,558 46,237 

グループ会社に対する債務額 36,705 10,820 1,222 73 2,169 50,989 

その他金融負債 3,381 34,524 8,200 2,240 276 48,621 

劣後債務 － 172 2,398 9,259 15,700 27,529 

優先株式 － 1,300 1,816 12,462 129,244 144,822 

2,835,217 709,203 162,943 70,864 187,408 3,965,635 

貸付契約 315,071 193,569 393,279 205,236 28,320 1,135,475 

金融保証契約 1,082 11,573 15,941 6,964 1,928 37,488 

3,151,370 914,345 572,163 283,064 217,656 5,138,598 
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要求払 ３ヶ月以内
３ヶ月超

12ヶ月以内

１年超

５年以内
５年超 合計

百万香港ドル

2008年12月31日現在

香港特別行政区流通紙幣 119,024 － － － － 119,024 

他行へ送金中の項目 － 31,334 － － － 31,334 

銀行からの預金 123,398 62,782 10,570 500 218 197,468 

顧客からの預金 1,757,891 701,645 111,025 13,200 936 2,584,697 

トレーディング負債 210,587 － － － － 210,587 

公正価値評価の指定を受

けた金融負債
93 442 6,185 2,829 30,800 40,349 

デリバティブ 463,614 136 528 2,044 110 466,432 

発行済負債証券 1,065 21,668 17,523 7,276 5,055 52,587 

グループ会社に対する債

務
33,950 13,015 2,225 215 2,235 51,640 

その他金融負債 5,233 35,606 10,803 1,115 359 53,116 

劣後債務 － 243 1,291 11,566 13,582 26,682 

優先株式 － 1,049 2,983 16,130 128,449 148,611 

2,714,855 867,920 163,133 54,875 181,744 3,982,527 

貸付契約 345,946 178,522 417,754 185,773 22,608 1,150,603 

金融保証契約 2,666 11,665 21,080 5,529 3,557 44,497 

3,063,467 1,058,107 601,967 246,177 207,909 5,177,627 

当行

要求払 ３ヶ月以内

３ヶ月超

12ヶ月以内

１年超

５年以内 ５年超 合計

百万香港ドル

2009年12月31日現在

香港特別行政区流通紙幣 135,414 － － － － 135,414 

他行へ送金中の項目 － 15,796 － － － 15,796 

銀行からの預金 44,230 46,773 3,152 603 211 94,969 

顧客からの預金 1,468,883 346,576 64,533 26,037 973 1,907,002 

トレーディング負債 103,456 － － － － 103,456 

公正価値の指定を受けた金融負債 － 94 20 1,408 401 1,923 

デリバティブ 228,359 397 941 387 60 230,144 

発行済負債証券 958 14,708 9,753 2,985 － 28,404 

グループ会社に対する債務額 66,506 48,796 5,775 102 2,171 123,350 

その他金融負債 2,373 24,310 5,622 1,139 48 33,492 

劣後債務 － 120 746 1,295 12,543 14,704 

優先株式 － 1,300 1,816 12,462 129,099 144,677 

2,050,179 498,870 92,358 46,418 145,506 2,833,331 

貸付契約 263,267 137,161 319,719 29,883 24,577 774,607 

金融保証契約 744 5,771 12,892 4,930 1,497 25,834 

2,314,190 641,802 424,969 81,231 171,580 3,633,772 
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要求払 ３ヶ月以内
３ヶ月超

12ヶ月以内

１年超

５年以内
５年超 合計

百万香港ドル

2008年12月31日現在

香港特別行政区流通紙幣 119,024 － － － － 119,024 

他行へ送金中の項目 － 26,581 － － － 26,581 

銀行からの預金 105,910 58,678 10,401 9 218 175,216 

顧客からの預金 1,236,360 450,336 76,123 9,336 557 1,772,712 

トレーディング負債 151,089 － － － － 151,089 

公正価値評価の指定を受

けた金融負債
－ 429 4,873 1,648 469 7,419 

デリバティブ 456,056 89 542 1,589 58 458,334 

発行済負債証券 1,065 18,063 12,788 3,662 － 35,578 

グループ会社に対する債

務
55,432 49,063 11,091 249 2,237 118,072 

その他金融負債 4,234 28,338 7,426 909 10 40,917 

劣後債務 － 146 1,000 2,247 13,582 16,975 

優先株式 － 1,049 2,983 16,130 128,449 148,611 

2,129,170 632,772 127,227 35,779 145,580 3,070,528 

貸付契約 317,265 120,781 402,336 20,455 22,281 883,118 

金融保証契約 2,477 7,928 18,035 4,442 3,181 36,063 

2,448,912 761,481 547,598 60,676 171,042 3,989,709 

上表は、当行グループの最も早い契約上の満期を基準とした将来の利払いを含む金融負債の割引前

キャッシュ・フローの分析である。

上表には（トレーディング負債およびトレーディング・デリバティブを除き）元本および将来の利払い

に関するすべてのキャッシュ・フローが割引前で組み込まれているため、上表の残高は財政状態計算書に

おける残高と直接的には一致しない。また、貸付契約は、一般的に貸借対照表に認識されていない。トレー

ディング負債およびトレーディング・デリバティブは、通常短期の保有であることから、契約上の満期に

よって分類されるのではなく「要求払」の満期区分に含められている。ヘッジ手段であるデリバティブ負

債の割引前キャッシュ・フローは、契約上の満期に基づいて分類されている。貸付契約および金融保証契約

に基づいて支払われる可能性がある割引前キャッシュ・フローは、最も早い実行可能日を基準として分類

されている。

顧客からの預金に関して支払われるキャッシュ・フローは、主として契約上、要求払いまたは通知払であ

る。ただし、実務上、短期預金残高は収支がほぼ一致しているため安定しており、貸付契約の大部分は未実行

のまま失効する。

当行グループの流動性リスク管理の対応は注記52bに記載されている。

次へ 
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42 営業活動から生じた/（に使用した）資金への営業利益の調整

2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

営業利益 54,822 60,001 

正味受取利息 (58,432) (69,045)

配当金 (364) (852)

減価償却および償却 4,081 3,441 

前払オペレーティング・リース料の償却 58 59 

貸付金の減損およびその他の信用リスク引当金 11,235 12,000 

貸付金の回収控除後の貸倒損失 (8,081) (5,556)

負債および費用に係るその他引当金 116 553 

引当金使用 (225) (55)

不動産再評価により生じた欠損金/（剰余金） 143 (60)

投資不動産における利益 (262) (11)

有形固定資産および売却目的資産の処分による（利益）/損失 (696) 63 

子会社、関連会社、および事業ポートフォリオの処分による損失 6 96 

金融投資による純収益 131 2,976 

株式報酬の無償での付与 1,105 1,045 

受取利息 68,481 108,097 

支払利息 (22,117) (52,474)

運転資本変動前営業利益 50,001 60,278 

短期国債（当初の満期が３ヶ月超）の変動 (226,872) 11,395 

１ヶ月超で満期を迎える銀行預け金の変動 (49,381) 3,627 

譲渡性預金（当初の満期が３ヶ月超）の変動 14,664 30,921 

トレーディング資産の変動 132,978 (99,209)

トレーディング負債の変動 (61,745) (55,088)

公正価値評価の指定を受けた金融資産の変動 (7,534) 22,599 

公正価値評価の指定を受けた金融負債の変動 (3,217) 1,779 

デリバティブ資産の変動 221,419 (273,604)

デリバティブ負債の変動 (235,528) 293,001 

長期保険契約準備金に対応する金融投資の変動 (31,037) (35,484)

顧客に対する貸付金の変動 5,811 (68,824)

グループ会社に対する債権額の変動 247,848 (13,931)

その他資産の変動 (125,686) (24,684)

銀行からの預金の変動 (88,548) 19,931 

顧客からの預金の変動 264,655 73,722 

グループ会社に対する債務額の変動 (3,313) (12,983)

発行済負債証券の変動 (6,906) (36,723)

保険契約に基づく負債の変動 31,497 21,701 

その他負債の変動 (10,784) 16,002 

為替調整 5,467 (9,915)

営業活動から生じた/（に使用した）資金 123,789 (75,489)

43 現金および現金同等物の分析

a　当事業年度中の現金および現金同等物の変動
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2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

１月１日残高 650,885 819,637 

為替変動の影響前純資金収入/（支出） 5,155 (158,792)

為替変動の影響 19,194 (9,960)

12月31日残高 675,234 650,885 

b　連結財政状態計算書における現金および現金同等物の残高分析

2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

手元現金および中央銀行に対する一覧預け金 90,775 129,190 

他行から回収中の項目 15,528 13,949 

銀行預け金 461,645 380,628 

短期国債 108,736 136,356 

譲渡性預金 20,206 22,096 

その他適格手形 1,304 －

控除：他行へ送金中の項目 (22,960) (31,334)

675,234 650,885 

c　子会社の買収および持分の増加に関する現金および現金同等物の純収入／（支出）分析

2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

現金対価 (13,927) (1,371)

取得した現金および現金同等物 29,198 131 

15,271 (1,240)

d　事業ポートフォリオにおける持分の売却に関する現金および現金同等物の純資金収入/（支出）分析

2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

売却収入 251 1,876 

譲渡した現金および現金同等物 － (1,909)

251 (33)

e　事業ポートフォリオにおける持分の購入に関する現金および現金同等物の純資金収入分析

2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

受領した現金対価 － 12,274 

取得した現金および現金同等物 － 1,718 

－ 13,992 

44 偶発債務および契約債務
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a　オフバランスシートの偶発債務および契約債務

当行グループ 当行

2009年 2008年 2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

偶発債務および金融保証契約

保証および担保として供された取

消不能信用状
142,469 143,797 110,053 122,110 

その他偶発債務 191 165 178 165 

142,660 143,962 110,231 122,275 

契約債務
 

信用状および短期貿易関連取引 32,079 30,874 21,004 25,394 

将来購入資産および将来実行預金 1,308 1,369 823 706 

未実行の公式スタンドバイ契約、信

用枠およびその他の貸付契約債

務
  

1,102,088 1,118,360 752,780 857,018 

1,135,475 1,150,603 774,607 883,118 

上表は、オフバランスシート取引の額面元本、その他の偶発債務に関する金額および金融保証契約に関す

る額面元本を開示している。偶発債務および契約債務は、主に信用関連商品であり、これには非金融保証な

らびに信用供与を含む。契約額は、顧客の債務不履行時において契約がすべて実行された場合のリスク金額

を表している。保証および契約債務の大部分が未実行のまま失効すると予想されるため、契約額の合計は将

来必要となる流動性の金額を表すものではない。

b　保証（金融保証契約を含む）

当行グループは第三者顧客およびその他のグループ会社のために保証および同様の取引を提供してい

る。これらの保証は一般的に当行の通常の銀行業務において提供されている。提供された主な保証の種類、

および2009年12月31日において当行グループが将来要求される可能性のある潜在的支払の最大額は以下の

とおりである。

当行グループ 2009年12月31日 2008年12月31日

第三者のため

の保証

その他のエイ

チエスビー

シー・グルー

プ企業のため

の保証

第三者のための

保証

その他のエイ

チエスビー

シー・グルー

プ企業のため

の保証

百万香港ドル 百万香港ドル

保証の種類

金融保証契約
 1 20,561 1,213 21,093 1,952 

金融保証契約であるスタンドバイ信用

状
2 15,670 44 21,424 28 

その他直接信用補完
3 27,260 8 26,565 20 

履行保証
4 41,105 4,384 40,440 3,585 

入札保証
4 1,454 233 1,207 157 

特定の取引に関連するスタンドバイ信

用状
4 3,699 7 2,481 37 
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その他の取引関連保証
4 25,521 4,055 23,438 3,494 

135,270 9,944 136,648 9,273 

当行 2009年12月31日 2008年12月31日

第三者のため

の保証

その他のエイ

チエスビー

シー・グルー

プ企業のため

の保証

第三者のための

保証

その他のエイ

チエスビー

シー・グルー

プ企業のため

の保証

百万香港ドル 百万香港ドル

保証の種類

金融保証契約
1 12,993 1,208 16,418 1,952 

金融保証契約であるスタンドバイ信用

状
2 11,589 44 17,665 28 

その他直接信用補完
3 22,845 4 23,709 20 

履行保証
4 31,086 3,464 33,071 3,351 

入札保証
4 1,164 164 1,042 156 

特定の取引に関連するスタンドバイ信

用状
4 2,343 3 1,583 33 

その他の取引関連保証
4 19,529 3,617 19,987 3,096 

101,549 8,504 113,475 8,636 

1 金融保証契約は、負債商品の当初または変更後の契約条件に基づいて特定の債務者が支払期日到来時に約定返済

を行わなかったことにより発生する保有者の損失を弁済するために、発行者に所定の金額の支払を要求する契約

である。上表の金額は名目元本金額である。

2 金融保証契約であるスタンドバイ信用状は、顧客が期限の到来した支払いを行わなかった場合に当行グループに

第三者への支払義務が生じる取消不能債務である。

3 その他直接信用補完には、発行者が船荷の所有権を留保するという条件なしに発行された特定の取引に関連する

再保険信用状および貿易関連信用状が含まれる。

4 履行保証、入札保証、スタンドバイ信用状およびその他の取引関連保証は、関連する顧客の信用状態に関連しない

将来事象の結果により当行グループに支払義務が発生する取引である。

上表に開示された金額は、多数の個別保証約定に基づく当行グループの支払債務の最大エクスポー

ジャーを反映している。保証から生じるリスクおよびエクスポージャーは、エイチエスビーシーの総合的な

信用リスク管理方針および手続きに従って把握され管理されている。上記の保証の約半分は期間が１年未

満である。１年以上の保証は毎年エイチエスビーシーによる信用レビューを受けている。

c　偶発債務

当行グループは、香港を含む多くの司法管轄において通常の事業運営から生じた訴訟の当事者となって

いる。訴訟のうち、重要な訴訟とみなされるものはなく、集合的または個別にも当行グループの財政状況に

重要で不利な影響を及ぼすと予測されるものはない。経営陣は、このような訴訟に関して適切な引当金を設

定していると考えている。

45 負債の担保として供された資産

当行グループの負債52,888百万香港ドル（2008年：68,570百万香港ドル）および当行の負債45,668百万

香港ドル（2008年：56,407百万香港ドル）は、売戻および買戻契約に関してショート・ポジションを補完
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するためおよび決済機関での決済過程を支援するために供された資産を含む預け資産で担保されている。

これらの負債を担保するために当行グループにより供された資産の金額は57,126百万香港ドル（2008年：

72,543百万香港ドル）および当行グループの金額は39,915百万香港ドル（2008年：60,337百万香港ドル）

である。これらの資産は、短期国債、負債証券、株式および預金で構成されている。

リバース・レポおよび借株取引に関して、当行グループにより保有されており売却または再担保が認め

られている担保の公正価値は、124,992百万香港ドル（2008年：287,398百万香港ドル）、および当行

106,365百万香港ドル（2008年：276,727百万香港ドル）であった。当行グループにより実際に売却または

再担保された担保の公正価値は、7,944百万香港ドル（2008年：39,789百万香港ドル）および当行7,028百

万香港ドル（2008年：39,789百万香港ドル）であった。

これらの取引は一般の貸付および株式貸借業務に対する通常の取引条件に基づいて行われている。

46 資本的支出契約

当行グループ 当行

2009年 2008年 2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

契約済の支出 4,174 4,804 1,800 2,242 

取締役に承認されたが未契約の支出 360 1,056 354 1,056 

4,534 5,860 2,154 3,298 

資本的支出契約は主に土地建物および設備を購入する契約債務に関連している。また、資本的支出契約

は、既存事業の拡大のための資本またはマネジメント・バイアウトの資金を求めるアジア企業へのプライ

ベート・エクイティ投資を約定しているエイチエスビーシー・プライベート・エクイティ・ファンド６リ

ミテッドに対する投資に関連している。

47 リース契約

当行グループは、オペレーティング・リースにより特定の不動産および設備をリースしている。リース期

間は通常１年から10年にわたり、更新オプションが含まれることがある。支払リース料は通常、賃貸料市場

を反映するために毎年調整される。偶発賃貸料が含まれるリースはない。解約不能オペレーティング・リー

スにおける将来の最低支払リース料は以下のとおりである。

当行グループ 当行

2009年 2008年 2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

土地建物

以下の期間に支払われる金額

－１年以内 2,351 2,212 1,257 1,310 

－１年超５年以内 2,889 3,039 1,871 2,018 

－５年超 220 187 182 185 

5,460 5,438 3,310 3,513 

設備

以下の期間に支払われる金額

－１年以内 51 61 25 35 

－１年超５年以内 43 47 34 29 
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－５年超 － － － －

94 108 59 64 

48 セグメント分析

当行グループの事業セグメントは、香港、その他のアジア太平洋地域、という２つの地域で構成されてい

る。当行グループの性質により、最高意思決定者は、地域別、顧客グループ別ならびにリテール事業別および

グローバル事業別など多くの基準のもとで、定期的に事業活動のレビューを行う。最高意思決定者は多くの

基準のもとで情報のレビューを行うが、資本の配分および業績評価は主に地域別で行われており、またセグ

メント分析はこの基準で表示されている。さらに、各地域の経済状況は、その地域での異なる種類にわたる

事業活動の業績決定に多大な影響をあたえる。したがって、地域基準によるセグメント業績は、業績を理解

するための最も意味のある情報を提供する。

地理情報は、子会社の主要事業の所在地ごと、または当行については、業績報告または資金提供に責任を

有する支店の所在地ごとに分類されている。

資源配分および事業セグメントの業績評価の意思決定のために当行グループの最高意思決定者に提供さ

れている情報は、HKFRSに準拠して測定される。当行グループ構成の性質により、以下で表示される利益分析

には、地域間にわたるセグメント内項目が含まれており、別個の欄で消去が表示されている。そのような取

引は、独立企業間基準で行われる。分担費用は、実際に行われた振替に基づいて各事業セグメントに計上さ

れる。

商品およびサービス

当行グループは、２つの地域において広範囲のバンキング・サービスおよび関連する金融サービスを顧

客に提供している。顧客に提供される商品およびサービスは顧客グループ別およびグローバル・ビジネス

別に編成されている。

・パーソナル・ファイナンシャル・サービスは、個人向けバンキング、貸付および資産管理に関する個人

顧客のニーズを満たすためのサービスを提供している。個人向けバンキング商品には通常、当座預金お

よび普通預金口座、抵当貸付および個人向けローン、クレジット・カード、デビットカード、保険、資産

管理、ならびに地域および国際支払サービスが含まれる。

・コマーシャル・バンキングの商品提供には、融資サービス、ペイメント・アンド・キャッシュ・マネジ

メント、国際貿易金融、米国債市場および資本市場、コマーシャルカード、保険、資産管理およびインベ

ストメント・バンキング・サービスの提供が含まれる。

・グローバル・バンキング・アンド・マーケッツは、世界中の主要な政府顧客、法人および機関顧客に合

わせた金融ソリューションを提供している。顧客を中心とした事業内容により、投資銀行および金融ソ

リューション、信用、金利、外国為替、金融市場および有価証券業務におけるサービスを提供するマー

ケッツ・ビジネス、グローバル資産管理サービスならびに自己資金投資業務を含む、あらゆるバンキン

グ機能を果たしている。

・プライベート・バンキングは、富裕層の個人のニーズに対応するための様々な銀行、投資および資産管

理サービスを提供している。

資産合計

2009年 2008年
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百万香港ドル ％ 百万香港ドル ％

香港 2,952,294 68.0 2,975,655 69.8 

その他のアジア太平洋地域 1,714,548 39.5 1,545,516 36.3 

地域内 (325,139) (7.5) (260,815) (6.1)

4,341,703 100.0 4,260,356 100.0 

負債合計

2009年 2008年

百万香港ドル ％ 百万香港ドル ％

香港 2,830,046 69.5 2,856,247 70.6 

その他のアジア太平洋地域 1,566,069 38.5 1,448,438 35.8 

地域内 (325,139) (8.0) (260,815) (6.4)

4,070,976 100.0 4,043,870 100.0 

関連会社および合弁事業における持分

2009年 2008年

百万香港ドル ％ 百万香港ドル ％

香港 1,215 2.3 1,189 2.5 

その他のアジア太平洋地域 52,468 97.7 47,081 97.5 

53,683 100.0 48,270 100.0 

信用枠（契約額）

2009年 2008年

百万香港ドル ％ 百万香港ドル ％

香港 618,975 48.4 709,535 54.8 

その他のアジア太平洋地域 659,160 51.6 585,030 45.2 

1,278,135 100.0 1,294,565 100.0 

当事業年度に取得したのれんおよび無形資産

2009年 2008年

百万香港ドル ％ 百万香港ドル ％

香港 － － － －

その他のアジア太平洋地域 4,869 100.0 2,716 100.0 

4,869 100.0 2,716 100.0 

連結損益計算書

香港
その他アジア

・太平洋地域

セグメント間

消去
合計

百万香港ドル

2009

受取利息 39,291 45,667 (2,408) 82,550 
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支払利息 (8,356) (18,183) 2,421 (24,118)

正味受取利息 30,935 27,484 13 58,432 

受取手数料 22,552 14,233 (1,202) 35,583 

支払手数料 (3,433) (3,074) 1,202 (5,305)

トレーディング純収益／（費用） 8,427 12,112 (13) 20,526 

公正価値評価の指定を受けた金融商

品からの純収益
6,391 868 － 7,259 

金融投資による純収益 117 (248) － (131)

配当金 245 119 － 364 

正味保険料収入 28,566 2,829 － 31,395 

その他営業収益 9,791 1,746 (4,279) 7,258 

営業収益合計 103,591 56,069 (4,279) 155,381 

正味発生保険金および保険契約準備

金の変動
(34,070) (3,061) － (37,131)

正味営業収益（貸倒損失およびその

他の信用リスク引当金控除前）
69,521 53,008 (4,279) 118,250 

貸倒損失およびその他の信用リスク

引当金
(3,875) (7,360) － (11,235)

正味営業収益 65,646 45,648 (4,279) 107,015 

営業費用 (28,918) (27,554) 4,279 (52,193)

営業利益 36,728 18,094 － 54,822 

関連会社および合弁事業における

利益持分
59 7,682 － 7,741 

税引前当期純利益 36,787 25,776 － 62,563 

法人税費用 (6,401) (5,518) － (11,919)

当期純利益 30,386 20,258 － 50,644 

株主に帰属する利益 26,402 19,406 － 45,808 

少数株主持分に帰属する利益 3,984 852 － 4,836 

正味営業収益

－外部 61,497 45,930 － 107,427 

－会社間/セグメント間 4,149 (282) (4,279) (412)

営業費用に含まれる減価償却費およ

び

償却費

(2,870) (1,211) － (4,081)

香港
その他アジア

・太平洋地域

セグメント間

消去
合計

百万香港ドル

2008

受取利息 69,020 62,055 (5,211) 125,864 

支払利息 (26,341) (35,681) 5,203 (56,819)
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正味受取利息 42,679 26,374 (8) 69,045 

受取手数料 22,338 16,406 (993) 37,751 

支払手数料 (3,880) (4,097) 993 (6,984)

トレーディング純収益 7,201 14,154 8 21,363 

公正価値評価の指定を受けた金融商

品からの純損失
(9,607) (1,375) － (10,982)

金融投資による純収益 (2,848) (128) － (2,976)

配当金 363 489 － 852 

正味保険料収入 25,351 1,535 － 26,886 

その他営業収益 6,525 1,222 (3,671) 4,076 

営業収益合計 88,122 54,580 (3,671) 139,031 

正味発生保険金および保険契約準備

金の変動
(14,981) 214 － (14,767)

正味営業収益（貸倒損失およびその

他の信用リスク引当金控除前）
73,141 54,794 (3,671) 124,264 

貸倒損失およびその他の信用リスク

引当金
(5,837) (6,163) － (12,000)

正味営業収益 67,304 48,631 (3,671) 112,264 

営業費用 (28,811) (27,123) 3,671 (52,263)

営業利益 38,493 21,508 － 60,001 

関連会社および合弁事業における

利益持分
120 7,569 － 7,689 

税引前当期純利益 38,613 29,077 － 67,690 

法人税費用 (6,626) (6,084) － (12,710)

当期純利益 31,987 22,993 － 54,980 

株主に帰属する利益 27,844 22,462 － 50,306 

少数株主持分に帰属する利益 4,143 531 － 4,674 

正味営業収益

－外部 59,549 47,358 － 106,907 

－会社間/セグメント間 7,755 1,273 (3,671) 5,357 

営業費用に含まれる減価償却費およ

び

償却費

(2,518) (923) － (3,441)

顧客グループおよびグローバル事業別の正味営業収益

パーソナル

・フィナン

シャル・

サービス

コマーシャ

ル・

バンキング

グローバル

・

バンキング

・

アンド・

マーケッツ

プライベー

ト・

バンキング その他

セグメント

間 合計

百万香港ドル
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2009年12月31日に終了し

た

事業年度

外部 35,552 19,582 51,739 (50) 604 － 107,427 

セグメント間 10,093 634 (8,913) 336 3,805 (6,367) (412)

2008年12月31日に終了し

た

事業年度

外部 24,872 21,293 64,982 (46) (4,194) － 106,907 

セグメント間 26,950 2,730 (21,473) 359 2,957 (6,166) 5,357 

国別の情報

外部正味営業収益
 1

非流動資産
 2

2009年 2008年 2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

香港 61,497 59,549 36,092 37,045 

中国本土 4,791 6,663 51,523 45,868 

シンガポール 6,346 6,644 719 717 

インド 5,665 8,615 2,659 2,545 

韓国 4,429 4,844 1,296 1,053 

マレーシア 4,450 143 756 15 

オーストラリア 4,283 4,088 1,532 1,266 

台湾 2,706 3,250 2,292 2,289 

インドネシア 2,981 2,523 5,327 223 

その他の国 10,279 10,588 4,184 4,429 

合計 107,427 106,907 106,380 95,450 

1 正味外部営業収益は顧客の所在地を基にした国に帰属している。

2 非流動資産は、有形固定資産、のれん、その他無形資産、ならびに報告日後12ヶ月超で回収予定の特定のその他資産で

構成されている。

49 関係会社取引

a　直接および最終持株会社

当行グループは、100％の普通株式を保有するエイチエスビーシー・アジア・ホールディングス・ビー・

ヴィ（オランダにて設立）に支配されている。当行グループの最終親会社はエイチエスビーシー・ホール

ディングス・ピーエルシー（イングランドにて設立）である。

直接持株会社との取引には優先株式の発行および優先株式の利払いが含まれる。2009年12月31日現在に

おいて、当行は101,063百万香港ドル（2008年：92,870百万香港ドル）の優先株式を直接持株会社に発行し

ている。これらは貸借対照表の負債に分類されている。

最終持株会社との取引には劣後債務の発行および劣後債務の利払いが含まれる。2009年12月31日現在、当

行は2,101百万香港ドル（2008年：2,091百万香港ドル）の劣後債務を最終持株会社に発行している。これ

らは、貸借対照表の負債に分類されている。

当事業年度の損益
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直接持株会社 最終持株会社

2009年 2008年 2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

支払利息
1 3,937 4,946 31 78

その他営業収益 － － 62 28

その他営業費用 33 62 1,450 1,335

1 直接持株会社に支払われた支払利息は、優先株式の利息を表している。最終持株会社に支払われた支払利息は、劣後

債務の利息を表している。

優先株式に関する情報は、「財務諸表注記」の優先株式に係る支払利息（注記５b）および発行済優先株

式（注記37）の開示に記載されている。

12月31日現在の残高

当行グループ

直接持株会社 最終持株会社

2009年 2008年 2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

債権 － － － －

債務
1 102,889 94,786 2,464 2,317

当行

直接持株会社 最終持株会社

2009年 2008年 2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

債権 － － － －

債務
1 102,889 94,786 2,390 2,265

1 直接持株会社に対する債務は、101,063百万香港ドル（2008年：92,870百万香港ドル）の優先株式を含む。最終持株

会社に対する債務は、2,101百万香港ドル（2008年：2,091百万香港ドル）の劣後債務を含む。

当行グループに対してまたは当行グループに代わり最終持株会社が実施した保証は、5,646百万香港ドル

（2008年：3,975百万香港ドル）であった。

　ストック・オプションおよび株式報奨制度

当行グループは、エイチエスビーシー・ホールディングス・ピーエルシーが運営する様々なストック・

オプションおよび株式制度に参加している。これらの制度ではストック・オプションまたはエイチエス

ビーシー・ホールディングス・ピーエルシーの株式が当行グループの従業員に付与される。注記51で開示

されているとおり、当行グループは、これらのストック・オプションおよび株式報奨に関する費用を認識す

る。これらすべての株式ストック・オプションおよび株式報奨に関して最終持株会社が負担する費用は資

本拠出として扱われ、2008年においては「その他準備金」に計上された。2009年において、当行グループは、

最終持株会社に対する負債および対応する資本拠出の減額を認識した。当該負債は、権利確定が予想される

金額について権利確定期間にわたり定額法で認識され、各報告日における当該株式の公正価値で測定され

た。2009年12月31日現在の資本拠出のおよび負債の残高は、それぞれ2,006百万香港ドル、および1,199百万

香港ドルであった（2008年：それぞれ2,805百万香港ドルおよびゼロ香港ドル）。
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b　子会社および兄弟会社

当行グループは、通常の業務において兄弟会社と取引を行っている。ここには支払承諾、銀行間預金、銀行

送金取引および簿外取引が含まれる。この活動は、金利および担保を含め、比較可能な第三者との取引と実

質的に同様の条件であった。

当行グループは、特定のITシステムを兄弟会社と共有しており、また兄弟会社の特定の処理サービスを原

価回収基準で使用している。当行はまた、個人投資ファンドの販売のために兄弟会社の代理人となり、また

特定の仕組金融取引の専門家報酬を兄弟会社に支払った。これら取引および手数料は、独立企業間基準で価

格が決定された。

当事業年度中のこれらの取引から生じた損益および当事業年度末の関連当事者に対する債権および債務

残高の合計額は以下のとおり。

当事業年度中の損益

兄弟会社

2009年 2008年

百万香港ドル

受取利息 1,156 8,063 

支払利息 364 730 

受取手数料 1,596 2,438 

支払手数料 862 1,284 

その他営業収益 1,925 1,817 

その他営業費用
1 3,443 4,459 

1 2009年には、当行グループの財政状態計算書に無形資産として資産計上されたソフトウェア費用である810百万香港

ドル（2008年：928百万香港ドル）の支払が含まれている。

12月31日現在の残高

当行グループ

兄弟会社

2009年 2008年

百万香港ドル

債権額 134,511 378,662

債務額 46,696 47,011

当行

子会社 兄弟会社

2009年 2008年 2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

債権額 48,029 32,242 113,726 365,719

債務額 76,438 70,427 42,547 43,073

c　関連会社および合弁企業
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関連会社および合弁企業に関する情報は、以下の内容を開示している注記23に記載されている。

－　関連会社および合弁企業における持分

－　関連会社および合弁企業に対する債権/債務額

－　主要な関連会社

当行グループは、バンク・オブ・コミュニケーションズ（「BoCom」）、インダストリアル・バンク、ベト

ナム・テクノロジカル・アンド・コマーシャル・ジョイント・ストック・バンク、ハナ・エイチエスビー

シー・ライフ・インシュアランスおよびカナダ・エイチエスビーシー・オリエンタル・バンク・オブ・コ

マース・ライフ・インシュアランスと技術支援契約を締結し、これらの銀行および保険業務について技術

支援を行っている。当行グループは引き続き成長するBoComのクレジット・カード部門を支援しエイチエス

ビーシー共同ブランドのクレジット・カード発行における技術的支援を提供した。2009年10月において、当

行グループおよびBoComは、中国における現行の共同クレジット・カード事業を新規に設立したベンチャー

企業へ譲渡する協議が進展していることを公表した。取引は引き続き契約の最終条件の合意および規制当

局の承認を条件とする。

関連会社および合弁企業に対する債権および債務の金額は、業務における通常取引から生じており、金利

および担保を含めて比較可能な第三者との取引と実質的に同様の条件であった。

d　主な経営陣
1

主な経営陣の報酬

2009年 2008年

百万香港ドル

給与およびその他の短期従業員給付 187 180

退職給付

―確定拠出制度 10 9

―確定給付制度 2 3

株式報酬 79 51

278 243

給与に加えて、当行グループは現金以外の報奨も提供している。これには取締役および執行役員に対する

株式報酬、取締役報酬に関して取締役および執行役員のための退職後給付への拠出がふくまれる（注記５o

を参照のこと）。

主な経営陣に関わる取引および契約

当行グループの特定の取締役およびその近親者による直接的または間接的な影響を受けている、あるい

は支配されている会社と行なった取引および契約の内訳は以下のとおりである。

2009年 2008年

百万香港ドル

平均資産 24,043 25,159

平均負債 17,893 23,958
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2009年度において、これらの取引から当行グループの税引前利益合計への寄与は、460百万香港ドル

（2008年：484百万香港ドル）であった。期末日現在におけるこれらの企業のために引き受けた保証は、

1,224百万香港ドル（2008年：6,957百万香港ドル）であった。

上記の取引は、通常の業務において、同様の状況にある個人または会社、あるいはその他の従業員との比

較可能な取引に適用されるものと実質的に同一の条件（金利や担保も含む）で行われた。当該取引は、返済

に関する一般水準を上回るリスクや、その他の不利な要素を伴うものではなかった。

主な経営陣に関して当年度中の残高に対する減損損失の計上はない。また、年度末時点において主な経営

陣に関する個別の減損引当金の残高はなかった。

役員に対する貸付

役員への貸付金の内訳は香港会社条例の第161B条に準拠して開示されている。

未返済の貸付金合計額

12月31日現在

当期中未返済貸付金の

最高残高合計額

2009年 2008年 2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

当行によるもの 61 60 95 191

子会社によるもの 1 － 2 1

62 60 97 192

1 主な経営陣はエイチエスビーシー・ホールディングス・ピーエルシーの取締役およびザ・ホンコン・アンド・シャ

ンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッドの取締役および執行役員である。

当行グループは、関連当事者への貸付に関する香港銀行公司条例の第83項を順守している。第83条には、主な経営陣、

その親族および主な経営陣およびその親族による直接または間接的な影響を受けるまたは支配される企業への無担

保貸付が含まれる。

e　年金基金

2009年12月31日現在、118億香港ドル（2008年：108億香港ドル）の年金基金資産がグループ会社により

運用されていた。基金の運用、管理および信託サービスを提供するグループ会社に年金制度から当事業年度

に支払われた手数料または未払の手数料の合計は、42百万香港ドル（2008年：39百万香港ドル）であった。

50 株式報酬

2009年度において、持分決済型の株式報酬取引に関する費用1,105百万香港ドル（2008年：1,045百万香

港ドル）が損益計算書に計上された。この費用は、株式報酬取引の契約時の公正価値から算出されており、

エイチエスビーシー・グループの報酬体系の中で付与された従業員株式報奨により生じたものである。

2009年４月、エイチエスビーシー・ホールディングスはライツ・イシューを履行した。当該株式制度の条

件は、報奨の価値を維持するために調整された。これらの調整は下表のように行われる。

公正価値の算定

株式報奨に対して提供された役務の公正価値は、当該株式の公正価値を参照して測定される。

株式オプションの付与日現在における公正価値は、ブラック・ショールズ・モデルの基礎となる仮定に

基づく二項格子モデルを用いて算定されている。一定期間のエイチエスビーシーの株主総利回りに応じて

権利が確定するオプションをモデル化する場合、これらの業績目標は、モンテ・カルロ・シミュレーション
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を用いたモデルの中に組み込まれる。エイチエスビーシーによる一株当たり利益目標の達成ような市場成

果以外の条件は、付与日現在の公正価値の算定には組み込まれないが、権利確定期間にわたり発生する報酬

費用の金額に反映される。

オプションの予想年数は、オプション保有者の行動によって異なるものであり、その情報は過去の観察可

能なデータに従ってオプション・モデルに組み込まれる。公正価値の算定には仮定を使用しており、また使

用するモデルにも限界があるため、算定された公正価値は、本質的に主観的で不確実なものである。該当す

る場合、予想配当金は株式オプションおよび報奨の評価モデルに組み込まれる。

当事業年度における付与されたオプションの公正価値の見積りに用いられた重要な仮定の加重平均値

は、以下のとおりであった。

期間１年の貯蓄型

株式オプション

制度

期間３年の貯蓄型

株式オプション

制度

期間５年の貯蓄型

株式オプション

制度

2009年

リスク・フリー金利
 1
（％） 0.7 2.1 2.4

予想年数
 2
（年数） 1 3 5

予想ボラティリティ
 3
（％） 50 35 30

期間１年の貯蓄型

株式オプション

制度

期間３年の貯蓄型

株式オプション

制度

期間５年の貯蓄型

株式オプション

制度

2008年

リスク・フリー金利
 1
（％） 4.5 4.5 4.5

予想年数
 2
（年数） 1 3 5

予想ボラティリティ
 3
（％） 25 25 25

1 リスク・フリー金利は、英国債イールド・カーブをもとに決定された。

2 予想年数は単独の入力パラメーターではなく、様々な行動に関する仮定の関数である。

3 予想ボラティリティは、過去の平均株価ボラティリティ、および当該従業員オプションと類似する満期を有し、取引

されているエイチエスビーシー株式に関するオプションから得られるインプライド・ボラティリティの両方を考

慮することによって見積られている。

株式オプション制度

株式オプション制度には、エイチエスビーシー・ホールディングス・グループ株式オプション制度、役員

株式オプション制度、および貯蓄型株式オプション制度が含まれる。

a　役員株式オプション制度およびグループ株式オプション制度

役員株式オプション制度およびグループ株式オプション制度は、1993年から2005年の間において特定の

エイチエスビーシーの従業員に株式オプションを付与する長期インセンティブ制度であった。本制度の目

的は、高い実績をあげていると評価される従業員の関心を株主価値の創出に合わせることにあった。この目

的は、一定の株主総利回り目標を設定し、当該目標の標準的な達成を報奨の権利確定のための必須条件とす

ることによって達成されていた。

役員株式オプション制度（「ESOS」）は1993年10月から2000年４月まで運営されていたが、その後、英国

の法律の改正により、グループ株式オプション制度（「GSOP」）に転換された。ESOSとGSOPは、以下のよう

に大まかな点で類似していた。
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・　過去の実績および将来の潜在的可能性の認定に関する年次評価プロセスの一環としてオプションが付

与された。

・　オプションの行使価格は付与日の株価と同額で、権利確定条件を満たすことを条件に、オプションは通

常付与日より３年目から10年目の間に行使可能であった。

期末日現在の未行使オプションの数、加重平均行使価格および加重平均残存契約期間は、以下のとおりで

ある。

当行グループ

2009年 2008年

数
加重平均

行使価格
数

加重平均

行使価格

（千個） ポンド （千個） ポンド

１月１日現在残高 21,194 7.93 22,944 7.87 

期中における権利行使 (302) 6.44 (1,394) 6.87 

期中における移管 1,040 7.83 132 7.87 

期中における権利失効 (2,836) 6.09 (488) 8.41 

ライツ・イシューの調整 3,283 7.93 － －

12月31日現在残高 22,379 7.03 21,194 7.93 

12月31日現在行使可能残高 22,379 7.03 21,194 7.93 

当行

2009年 2008年

数
加重平均

行使価格
数

加重平均

行使価格

（千個） ポンド （千個） ポンド

１月１日現在残高 16,492 7.92 17,861 7.87 

期中における権利行使 (171) 6.41 (1,094) 6.80 

期中における移管 (244) 7.24 88 7.87 

期中における権利失効 (2,290) 6.14 (363) 8.45 

ライツ・イシューの調整 2,393 7.92 － －

12月31日現在残高 16,180 7.02 16,492 7.92 

12月31日現在行使可能残高 16,180 7.02 16,492 7.92 

期末日現在の未行使オプションの行使価格は、6.02ポンドから7.96ポンド（2008年：6.38ポンドから

9.14ポンド）を範囲とし、加重平均残存契約期間は、2.94年（2008年：3.63年）であった。

当事業年度における加重平均株価は、5.86ポンド（2008年：7.99ポンド）であった。2005年以降、本制度

に基づき付与された報奨はなかった。

b　貯蓄型株式オプション制度

貯蓄型株式オプション制度は、持分決済型株式報酬契約の代表であり、一定の条件を満たした従業員を対

象に月額最高250ポンドまでの積立てを行う貯蓄契約への加入を推奨し、その貯蓄を株式取得に使用する権

利を付与するものである。本制度の目的は、全従業員の関心を株主価値の創出に合わせることにある。
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当該権利は通常、１年貯蓄契約では契約開始から１年目の応当日より３ヶ月間、あるいは３年または５年

貯蓄契約では契約開始から３年目または５年目の応当日より６か月間それぞれ行使可能である。行使価格

は、推奨日の直前の市場価格に対して20％（2008年：20％）割り引いた価格に設定される。

期末日現在の未行使オプションの数、加重平均行使価格および加重平均残存契約期間は、以下のとおりで

ある。

(ⅰ)行使価格がポンド建てのオプション制度

当行グループ

2009年 2008年

数
加重平均

行使価格
数

加重平均

行使価格

（千個） ポンド （千個） ポンド

１月１日現在残高 8,193 6.82 14,934 6.55 

期中における付与 14,318 3.31 2,568 6.82 

期中における権利失効/行使期限切

れ
(8,315) 6.25 (1,111) 6.85 

期中における権利行使 (764) 5.88 (8,263) 6.32 

期中における移管 1,783 6.10 65 6.60 

ライツ・イシューの調整 936 6.92 － －

12月31日現在残高 16,151 3.67 8,193 6.82 

12月31日現在行使可能残高 422 6.28 338 6.40 

当行

2009年 2008年

数
加重平均

行使価格
数

加重平均

行使価格

（千個） ポンド （千個） ポンド

１月１日現在残高 6,648 6.83 11,741 6.56 

期中における付与 7,918 3.31 2,171 6.82 

期中における権利失効/行使期限切

れ
(5,372) 6.21 (944) 6.86 

期中における権利行使 (503) 5.89 (6,389) 6.31 

期中における移管 35 4.36 69 6.58 

ライツ・イシューの調整 633 6.91 － －

12月31日現在残高 9,359 3.77 6,648 6.83 

12月31日現在行使可能残高 330 6.28 276 6.38 

期末日現在の未行使オプションの行使価格は、3.31ポンドから6.69ポンド（2008年：5.35ポンドから

7.67ポンド）を範囲とし、加重平均残存契約期間は、3.06年（2008年：1.98年）であった。

当事業年度に権利行使された株式オプションの行使日現在における加重平均株価は、6.56ポンド（2008

年：8.44ポンド）であった。当事業年度に付与されたオプションの加重平均公正価値は、1.40ポンド（2008

年：2.10ポンド）であった。

(ⅱ)行使価格が香港ドル建てのオプション制度
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当行グループ

2009年 2008年

数
加重平均

行使価格
数

加重平均

行使価格

（千個） 香港ドル （千個） 香港ドル

１月１日現在残高 14,404 106.14 12,186 106.51 

期中における付与 48,632 37.88 7,998 106.25 

期中における権利失効/行使期限切

れ
(15,096) 97.42 (4,070) 106.56 

期中における権利行使 (19) 73.51 (1,660) 108.42 

期中における移管 (1) 63.47 (50) 106.11 

ライツ・イシューの調整 593 105.87 － －

12月31日現在残高 48,513 38.49 14,404 106.14 

12月31日現在行使可能残高 148 90.14 30 108.45 

当行

2009年 2008年

数
加重平均

行使価格
数

加重平均

行使価格

（千個） 香港ドル （千個） 香港ドル

１月１日現在残高 9,242 106.10 8,042 106.38 

期中における付与 33,141 37.88 5,425 106.25 

期中における権利失効/行使期限切

れ
(9,773) 98.69 (3,234) 106.41 

期中における権利行使 (13) 69.03 (946) 108.41 

期中における移管 3 72.32 (45) 106.00 

ライツ・イシューの調整 417 105.84 － －

12月31日現在残高 33,017 38.47 9,242 106.10 

12月31日現在行使可能残高 110 90.14 22 108.45 

期末日現在の未行使オプションの行使価格は、37.88香港ドルから94.51香港ドル（2008年：103.44香港

ドルから108.45香港ドル）を範囲とし、加重平均残存契約期間は、3.67年（2008年：2.33年）であった。

当事業年度に権利行使された株式オプションの行使日現在における加重平均株価は、83.33香港ドル

（2008年：124.65香港ドル）であった。

当事業年度に付与されたオプションの加重平均公正価値は、15.65香港ドル（2008年：29.64香港ドル）

であった。

当事業年度において、オプション価格がユーロ建ておよび米ドル建ての制度により付与されたオプショ

ンは、僅少であった。

エイチエスビーシー株式制度

エイチエスビーシー株式制度は、2005年にエイチエスビーシーによって採用された。この制度に基づき、

業績株式報奨、制限付株式報奨および業績達成株式報奨が付与される。本株式制度の目的は、役員の関心を
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株主価値の創出に合わせ、また個人の実績および潜在的可能性を認識することにある。さらに、人材雇用と

定着を目的として本制度に基づく報奨が付与されている。

c　業績株式報酬

業績株式報酬は、前年度の各個人の業績を考慮して、専務取締役およびその他の上級執行役員に付与され

る。2008年より前に付与された報奨については、予め定められた基準に対する達成度を測るため、それぞれ

の報奨を２つの均等な要素に分割する。報奨のうち１つは、株主総利回り（「TSR」）に基づくもので、大手

銀行から成る比較グループに対するエイチエスビーシーの順位に基づいて決定される。もう１つは、１株当

たり利益目標の達成を条件とした報奨である。報奨の各要素について、各業績評価の最低基準値を満たして

いることを前提に、目標の達成度に応じて、報奨の30％から100％のスライド制で従業員に株式が提供され

る。

2008年以降に付与された報奨については、予め定められた基準に対する達成度を測るため、それぞれの報

奨を３つの要素に分割する。報奨のうち、40％はTSRに基づくもので、大手銀行から成る比較グループに対す

るエイチエスビーシーの順位に基づいて決定され、40％は経済的利益に基づくもので、投下資本利益率とエ

イチエスビーシーの基準資本コストとの間の年間平均差額として算定され、20％は１株当たり利益目標に

基づくものである。TSRおよびEPSの要素については、目標の達成度に応じて、報奨の20％から100％のスライ

ド制で従業員に株式が提供される。経済的利益の要素については、目標の達成度に応じて、報奨の０％から

100％のスライド制で従業員に株式が提供される。いずれの要素についても、各業績評価の最低基準値を満

たしている場合にのみ株式が提供される。

当行グループ 当行

2009年 2008年 2009年 2008年

数 数 数 数

（千個） （千個） （千個） （千個）

１月１日現在残高 1,192 2,430 1,121 2,003 

期中における増加 31 361 30 353 

期中における引渡 (179) (682) (157) (481)

期中における移管 28 8 14 3 

期中における権利失効 (566) (925) (492) (757)

ライツ・イシューの調整 170 － 160 －

12月31日現在残高 676 1,192 676 1,121 

加重平均残存権利確定期間は、0.70年（2008年：0.94年）であった。

当事業年度の増加は、株式配当再投資で構成されており、2009年度に付与された株式はなかった。2008年

度中に付与されたTSR条件付き株式の加重平均公正価値は5.71ポンドであった。一方、2008年12月31日にお

ける経済的利益の条件付きのEPS株式の公正価値は6.62ポンドであった。

d　制限付株式報奨

制限付株式報奨は、人材雇用及び定着を目的として、または年次賞与の一部繰延べとして、一定の条件を

満たした従業員に対して付与される。本報奨は、付与日より１年から３年の間に受給権が確定する。

EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

901/961



当行グループ 当行

2009年 2008年 2009年 2008年

数 数 数 数

（千個） （千個） （千個） （千個）

１月１日現在残高 9,997 6,517 8,433 6,527 

期中における増加 15,459 6,498 13,693 4,398 

期中における引渡 (4,411) (2,623) (3,657) (2,244)

期中における移管 (18) 187 (77) 165 

期中における権利失効 (2,145) (582) (1,465) (413)

ライツ・イシューの調整 2,877 － 2,499 －

12月31日現在残高 21,759 9,997 19,426 8,433 

期末日現在における加重平均残存権利確定期間は、1.82年（2008年：1.78年）であった。

2009年12月31日現在のエイチエスビーシー・ホールディングス株式の終値は、7.09ポンド（2008年12月

31日現在：6.62ポンド）であった。

e　業績達成株式報奨

業績達成株式は2005年から開始され、従業員の間に幅広くエイチエスビーシーの株式への関心を高め、一

定の条件を満たした従業員に対して前年度の当該従業員の実績を考慮し報奨するために利用された。高い

実績および/または高い潜在的可能性を有する上級および中級管理職は、通常年次報酬レビュー手続の一環

で業績達成株式の受給資格を得る。株式報奨は、会社の業績条件が付されておらず、当行グループによる３

年間の継続雇用を前提に、この３年間の継続雇用後に従業員に引き渡される。

追加報奨は、この３年間の権利確定期間中に実施される。３年経過時点で、追加の株式報奨と併せて当初

の報奨が引き渡されることになる。

当行グループ 当行

2009年 2008年 2009年 2008年

数 数 数 数

（千個） （千個） （千個） （千個）

１月１日現在残高 5,532 3,685 4,466 3,063 

期中における付与 423 2,864 315 2,228 

期中における引渡 (1,452) (934) (1,216) (790)

期中における移管 404 205 86 189 

期中における権利失効 (557) (288) (425) (224)

ライツ・イシューの調整 853 － 638 －

12月31日現在残高 5,203 5,532 3,864 4,466 

期末日現在における加重平均残存権利確定期間は、0.67年（2008年：1.52年）であった。

次へ 

EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

902/961



51 金融商品の公正価値

公正価値は取引の知識がある当事者の自発的な独立第三者間取引において、資産との交換または負債の

決済が可能な金額のことである。

継続的に公正価値で測定される金融商品には、トレーディング資産および負債、損益を通じて公正価値評

価の指定を受けた金融商品、デリバティブ、ならびに売却可能として分類される金融商品（短期国債および

その他の適格証券、負債証券および持分証券を含む）が含まれる。

管理の枠組み

公正価値は、リスクを取る立場から独立した部門によって決定または検証されることを確実にすること

を目的とした管理の枠組みの適用を受ける。この目的を達成するために、公正価値の決定に関する最終的な

責任は財務部門にあり、財務部門は当行グループの財務担当取締役に報告する。財務部門は会計方針および

評価管理手続きを確立し、関連するすべての会計基準に確実に準拠していることに責任を持つ。

評価モデルを用いて決定された公正価値についての管理の枠組みは、該当する場合、評価モデルの独立し

た開発または評価モデルの検証、評価モデルへのインプットの独立した決定または検証、評価モデル以外で

必要な調整の独立した決定または検証、可能であればモデルからのアウトプットの独立した検証が含まれ

る。評価モデルをを使用せずに決定された公正価値は、独立した価格決定または検証が行われる。独立検証

プロセスの結果は上級経営陣に報告され、公正価値に対する調整が適切に行われる。

公正価値で計上される金融商品の公正価値の決定

公正価値は以下の階層に従って決定される。

・市場価格－レベル１

活発な市場における同一商品の市場価格を有する金融商品

・観察可能な入力データを用いた評価手法－レベル２

活発な市場における類似商品の市場価格または活発に取引されていない市場における同一商品また

は類似商品の市場価格を有する金融商品、およびすべての重要な入力データが観察可能であるモデル

を用いて評価された金融商品

・重要な観察不能な入力データによる評価手法－レベル３

１つまたは複数の重要な入力データが観察不能である評価手法を用いて評価された金融商品

公正価値の最も適切な証拠は、活発に取引されている市場における市場価格である。金融商品の市場が活

発でない場合には、評価手法が用いられる。評価手法の大半は観察可能な市場データのみを使用しており、

公正価値測定の信頼性は高い。しかし、一部の金融商品は、観察不能な１つまたは複数の重要な入力データ

を用いた評価手法に基づいて評価されている。これらの金融商品について得られた公正価値の測定結果は、

より判断を伴う。このような状況における「観察不能」とは、独立した第三者間取引が起こり得る価格を決

定付ける現行の市場データがほとんどない、または皆無であることを意味するが、通常、公正価値の決定の

基礎となる使用可能な市場データが皆無であることを意味するものではない（例えば、実績データが使用

される場合がある）。さらに、公正価値階層の評価は金融商品の公正価値における重要な入力データの一番

低いレベルに基づく。したがって観察不能入力データの決定における不確実性の水準は、通常評価における

不確実性をもたらすが、公正価値そのものより少ない
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ある金融商品の帳簿価額および/または取引開始時の利益（「初日の損益」）のかなりの割合が観察不

能な入力データによって導き出されていると経営陣が考える場合、その金融商品全体が重要な観察不能な

入力データを用いて評価されているものとして分類される。

特定の状況において、当行グループは、発行済負債に公正価値オプションを適用している。入手可能な場

合、公正価値は関連する特定の金融商品の活発な市場における市場価格に基づいている。市場価格が入手で

きない場合、公正価値は関連する特定の金融商品の活発に取引されていない市場における市場価格に基づ

くか、または類似する金融商品の活発な市場における市場価格と比較することによって見積られる。した

がって、これらの公正価値は、自身信用スプレッドの影響を含んでいる。当行グループが発行した負債の信

用スプレッドにおける変動から生じた利益および損失は当該債権の契約期間にわたって戻し入れられる。

発行済仕組債および特定のその他複合金融商品の負債は、公正価値で評価され、トレーディング負債に計

上されている。これらの金融商品に適用されている信用スプレッドは、当行グループが仕組債を発行した時

点におけるスプレッドから導かれている。これらの市場におけるスプレッドは標準的な負債またはクレ

ジット・デフォルト・スワップ市場において観察される信用スプレッドよりかなり小さい。

すべての非デリバティブ金融商品における正味ポジション、およびすべてのデリバティブ・ポートフォ

リオはビッドまたはオファー価格で適切に評価されている。ロング・ポジションはビッド価格で評価され、

ショート・ポジションはオファー価格で評価される。

大量保有される非デリバティブ金融商品の公正価値は、単一商品の倍数の価値に基づいており、保有する

規模に対する割引調整を含めていない。

市場相場価格が入手不能な場合に使用された評価モデルには、市場参加者が公正価値を定めるために使

用するであろうと当行グループが予想する一定の仮定を組み入れている。当行グループが評価モデルに含

められていない項目について追加的に考慮することを予想する場合には、モデル以外の調整が行われる。そ

のような調整の例は以下のとおり。

・信用リスク調整：店頭デリバティブの取引相手の信用度を反映するための調整

・市場データ／モデルの不確実性：不確実な市場データによる入力データ（例、流動性の結果によるも

の）に基づく公正価値の不確実性を反映するための調整、または評価モデルの選択が特に主観的な分

野

・取引開始時の損益（「初日の損益準備金」）：評価される金融商品について、１つまたはそれ以上重

要な観察不能な入力データに基づいて、取引開始時における取引価格とモデルによる価値（調整後）

の間の差異は、連結損益計算書に認識されないが、繰り延べられて公正価値の一部として含められる。

各金融商品の種類別の公正価値の算定に使用された手法は以下のとおり。

－貸付金

貸付金は入手可能な場合、ブローカーの指し値および/または市場データコンセンサス・プロバイダーの

価格に基づいて評価される。入手不能な場合、公正価値は、これらの評価手法には、同一または比較可能な事

業体が発行するその他の市場金融商品から導かれた、適切な信用スプレッドに基づく。

－負債証券、短期国債およびその他の適格証券、ならびに株式

これらの商品は、入手可能な場合、取引所、ディーラー、ブローカー、産業グループまたは値付けサービス

機関から入手した市場価格に基づいて評価される。入手不能な場合、類似商品の市場価格を参照することに
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よって、あるいは特定の抵当証券および非公開株式の場合には、観察可能および観察不能な市場データから

決定した入力データを用いた評価手法によって決定される。

－デリバティブ

店頭（すなわち、場外取引）のデリバティブは、評価モデルを用いて評価される。評価モデルは、「無裁

定」原則に基づいて、予測将来キャッシュ・フローの現在価値を算定する。金利スワップやヨーロピアン・

オプションなどの多くの一般デリバティブ商品に関して利用されるモデル・アプローチは、業界で標準的

に用いられているものである。より複雑なデリバティブ商品の場合は、実務上の相違が一部見られる。評価

モデルへの入力データは、可能な場合には常に、取引所、ディーラー、ブローカー、またはコンセンサスプラ

イスのプロバイダーから得られる価格を含む、観察可能な市場データから決定される。特定の入力データ

は、市場では直接的に観察されない場合があるが、モデル調整手順を経た観察可能な価格から決定される。

最後に、いくつかの入力データは観察不能であるが、一般的に実績データまたはその他のデータから見積る

ことができる。一般的に観察可能な入力データの例には、直物および先物為替レート、ベンチマーク金利

カーブおよび通常取引されているオプション商品のボラティリティ局面が含まれる。観察不能な入力デー

タの例には、あまり一般に取引されていないオプション商品の全部または一部のボラティリティ局面、市場

要因間の相関関係が含まれる。

－プライベート・エクイティ

当行グループのプライベート・エクイティ・ポジションは、通常、売却可能として分類されており、活発

な市場では取引されていない。投資に関する活発な市場が存在しない場合、公正価値は、投資対象会社の財

政状態および経営成績、リスク・プロファイル、見通しならびにその他の要素の分析に基づいて見積られ、

さらに活発な市場における類似した会社の市場評価または類似した会社が所有者を変更した時点の価格な

どを参照することによって見積られる。プライベート・エクイティ投資の公正価値の見積りに固有の不確

実性により、主観的な評価要素が除かれない限り、投資が実現するまで判断の行使が求められる。

公正価値決定の分析

下表は、連結財務諸表上に公正価値で測定される金融資産および金融負債の評価基準についての分析を

示したものである。

当行グループ

評価手法

市場価格

観察可能な

入力データ

の使用

重要な

観察不能な

入力データ

の使用 第三者合計

エイチエス

ビーシー・

グループ

会社金額 合計

百万香港ドル

2009年12月31日現在

資産

トレーディング資産 237,253 82,887 2,591 322,731 － 322,731

公正価値評価の指定を受

けた金融資産
31,185 11,012 5,890 48,087 － 48,087
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デリバティブ 1,877 182,463 1,891 186,231 48,940 235,171

売却可能投資
1 560,980583,753 24,1611,168,894 － 1,168,894

負債

トレーディング負債 72,870 70,139 11,357 154,366 － 154,366

公正価値評価の指定を受

けた金融負債
－ 36,709 － 36,709 － 36,709

デリバティブ 1,838 177,084 2,981 181,903 50,943 232,846

2008年12月31日現在

資産

トレーディング資産 202,855284,515 6,300 493,670 － 493,670

公正価値評価の指定を受

けた金融資産
16,894 21,688 1,971 40,553 － 40,553

デリバティブ 1,498 359,348 4,642 365,488 88,435 453,923

売却可能投資
1 192,955485,500 14,461 692,916 － 692,916

負債

トレーディング負債 37,163 161,272 12,152 210,587 － 210,587

公正価値評価の指定を受

けた金融負債
－ 39,926 － 39,926 － 39,926

デリバティブ 976 356,433 5,410 362,819103,385 466,204

当行

評価手法

市場価格

観察可能な

入力データ

の使用

重要な

観察不能な

入力データ

の使用 第三者合計

エイチエス

ビーシー・

グループ

会社金額 合計

百万香港ドル

2009年12月31日現在

資産

トレーディング資産 160,998 53,749 1,733 216,480 － 216,480

公正価値評価の指定を受

けた金融資産
－ 1,634 167 1,801 － 1,801

デリバティブ 1,356 175,846 1,759 178,961 52,037 230,998

売却可能投資
1 471,682388,243 21,711 881,636 － 881,636

負債

トレーディング負債 59,676 38,921 4,859 103,456 － 103,456

公正価値評価の指定を受

けた金融負債
－ 1,857 － 1,857 － 1,857

デリバティブ 1,727 172,561 2,911 177,199 52,944 230,143

2008年12月31日現在

資産

トレーディング資産 187,534136,984 4,605 329,123 － 329,123
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公正価値評価の指定を受

けた金融資産
－ 1,503 225 1,728 － 1,728

デリバティブ 1,031 347,798 4,372 353,201 99,008 452,209

売却可能投資
1 178,458305,835 11,485 495,778 － 495,778

負債

トレーディング負債 33,589 112,094 5,406 151,089 － 151,089

公正価値評価の指定を受

けた金融負債
－ 7,086 － 7,086 － 7,086

デリバティブ 933 345,022 5,410 351,365106,367 457,732

1 貸借対照表項目に関する売却可能投資の分析については、注記９に記載されている。

公正価値階層のレベル３における公正価値測定に関する調整

下表は、重要な観察不能な入力データによる評価手法を用いて公正価値で測定されたレベル３の金融商

品の期首残高と期末残高との変動調整表である。

当行グループ

資産 負債

売却

可能

トレーディ

ング目的保

有

損益を通じ

た公正価値

評価の指定

デリバ

ティブ

トレーディ

ング目的保

有

損益を通じ

た公正価値

評価の指定

デリバ

ティブ

百万香港ドル 百万香港ドル

2009年１月１日現在 14,461 6,300 1,971 4,642 12,152 － 5,410 

損益に認識された利益ま

たは損失合計
(1,049) 368 755 (448) 1,056 － 3 

その他包括利益に認識さ

れた利益または損失合

計
 

1,064 (60) 3 1 217 － 18 

購入 6,076 658 564 － － － －

発行 － － － － 797 － －

売却 (652) (4,185) (59) － － － －

決済 (3,866) (79) (46) (450) (1,267) － (516)

振替（出） (8,734) (1,795) (1) (2,850)(2,817) － (2,717)

振替（入） 16,861 1,384 2,703 996 1,219 － 783 

2009年12月31日現在 24,161 2,591 5,890 1,891 11,357 － 2,981 

報告期間末現在で保有し

ていた資産および負債

に関して損益に認識さ

れた利益または損失合

計

(732) 169 782 (240) 25 － (161)

当行

資産 負債

売却

可能

トレーディ

ング目的保

有

損益を通

じた公正

価値評価

の指定

デリバ

ティブ

トレーディ

ング目的保

有

損益を通

じた公正

価値評価

の指定

デリバ

ティブ

百万香港ドル 百万香港ドル
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2009年１月１日現在 11,485 4,605 225 4,372 5,406 － 5,410 

損益に認識された利益ま

たは損失合計
8 190 18 (249) 720 － (84)

その他包括利益に認識さ

れた利益または損失合

計
 

744 1 － 1 98 － 16 

購入 5,781 590 － － － － －

発行 － － － － 791 － －

売却 (566) (3,630) (38) － － － －

決済 (3,781) (72) (38) (450) (591) － (512)

振替（出） (8,734) (725) － (2,808) (1,681) － (2,686)

振替（入） 16,774 774 － 893 116 － 767 

2009年12月31日現在 21,711 1,733 167 1,759 4,859 － 2,911 

報告期間末現在で保有し

ていた資産および負債

に関して損益に認識さ

れた利益または損失合

計
1

273 109 22 (281) 48 － (72)

売却目的有価証券およびトレーディング目的で保有する資産に関して、特定の負債証券の評価が観察不

能であったため、当事業年度においてこれらの資産がレベル３へ振り替えられている。レベル３からの振替

もまた、特定の負債証券に関連してこれらの資産の評価が当事業年度において観察可能になったために発

生している。

デリバティブ資産および負債に関しては、当事業年度において株式のボラティリティの観察可能性およ

び相関性が増加した結果、レベル３からの振替につながった。さらに、特定の仕組デリバティブの裏付けと

なる資産価格の観察不能性により、デリバティブ負債をレベル３へ振り替える結果となった。

トレーディング目的で保有する負債に関して、レベル３への振替は、主としてボラティリティの観察可能

性およびギャップ・リスク・パラメーターの減少によるものである。レベル３からの振替は株式の相関関

係の観察可能性の増加によるものであった。

当事業年度中において、トレーディング目的で保有する特定の政府証券および損益を通じて公正価値で

評価される特定の株式ファンドの一部がレベル２からレベル１への振替られた。これは資産を評価するた

めの相場価格が入手可能になったことによるものである。

トレーディング目的で保有する資産および負債に関しては、実現および未実現の利益および損失は損益

計算書の「正味トレーディング収益」に表示される。

公正価値評価の指定を受けた資産および負債の公正価値の変動は、損益計算書の「公正価値評価の指定

を受けた金融商品からの純収益/（損失）」に表示される。

売却可能有価証券によって生じた実現利益および損失は、損益計算書の「金融投資による純収益」に表

示され、未実現利益および損失は、その他包括利益の「売却可能投資」の中の「資本に計上された公正価値

変動」に表示される。

合理的に可能な代替手段に対する重要な観察不能な仮定の変動による影響

上記のように、金融商品の公正価値は、特定の状況において、同一商品における観察可能な現在の市場取

引から入手される価格によって裏付けられておらず、観察可能な市場データに基づいていない仮定を織り
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込んだ評価モデルを用いて測定されている。下表は、合理的に可能な代替的仮定に対するこれらの公正価値

の感応度を示している。

当行グループ

損益計算書に反映 資本に反映

有利な変動 不利な変動 有利な変動 不利な変動

百万香港ドル 百万香港ドル

2009年12月31日現在

デリバティブ/トレーディング資産/トレー

ディング負債
 413 (408) － －

公正価値評価の指定を受けた金融資産/負

債
573 (573) － －

金融投資：売却可能 － － 964 (958)

2008年12月31日現在

デリバティブ/トレーディング資産/トレー

ディング負債
 1,404 (1,393) － －

公正価値評価の指定を受けた金融資産/負

債
175 (175) － －

金融投資：売却可能 － － 927 (1,154)

当行

損益計算書に反映 資本に反映

有利な変動 不利な変動 有利な変動 不利な変動

百万香港ドル 百万香港ドル

2009年12月31日現在

デリバティブ/トレーディング資産/トレー

ディング負債
 277 (272) － －

金融投資：売却可能 － － 719 (719)

2008年12月31日現在

デリバティブ/トレーディング資産/トレー

ディング負債
 1,321 (1,330) － －

金融投資：売却可能 － － 578 (577)

損益計算書に計上された公正価値の変動

下表は、当期中において損益計算書に認識された公正価値の変動の詳細である。ここでは、公正価値は、同

一商品の観察可能な現在の市場取引によって得られる価格によって裏付けられていない、重要な仮定を組

み込んだ評価手法を使用して見積られており、また観察可能な市場データに基づいていない。

・下表はこれらの商品の公正価値の変動合計の詳細である。観察不能な構成要素に帰属する変動の構成要

素を区分していない。

・重要な観察不能な入力データで評価される商品は、しばしば観察可能な入力データを用いて評価される

商品で動的にヘッジされる。下表は、これらのヘッジにおける公正価値の変動を含めていない。
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・2008年12月31日において観察可能な入力データを使用して評価された重要な資産および負債は、2009年

において重要な観察不能な入力データで評価されることになった。表には区分の変更により生じた要素

に限らず、2009年におけるこれら商品の公正価値における変動のすべてが反映されている。

当行グループ

損益計算書に計上

2009年 2008年

百万香港ドル

12月31日現在

デリバティブ/トレーディング資産/トレーディング負債
 

(207) (15)

公正価値評価の指定を受けた金融資産/負債 782 633 

当行

損益計算書に計上

2009年 2008年

百万香港ドル

12月31日現在

デリバティブ/トレーディング資産/トレーディング負債
 

(196) 479 

公正価値評価の指定を受けた金融資産/負債 22 16 

公正価値以外の方法により計上されている金融商品の公正価値

貸借対照表上に公正価値で認識されていない金融商品の公正価値は、以下に記載されたとおり算定され

る。

公正価値の算定には、取引の知識がある当事者の自発的な独立第三者間取引において、金融資産との交換

または負債の決済が可能な金額に関する当行グループの見積りが組み込まれている。この算定は、当行グ

ループが金融商品の予想将来有効期間にわたりそのキャッシュ・フローから生じると予想する経済的便益

および費用を反映していない。他の報告企業は、観察可能な市場価格が入手できない公正価値を決定する際

に異なる評価手法および仮定を用いる可能性がある。したがって、企業間での公正価値の比較には意味がな

い場合があるため、このデータを利用するにあたり利用者は注意する必要がある。

以下の種類の金融商品は、トレーディング目的で保有する、または損益を通じた公正価値評価の指定を受

けた金融商品である場合を除き、償却原価で測定される。資産または負債が公正価値ヘッジに指定され適格

とされているデリバティブによってヘッジされている場合、ヘッジされる資産または負債の帳簿価額には、

ヘッジされたリスクのみに関する公正価値調整が含まれる。以下に示されている当該資産および負債の期

末日の公正価値は、以下のとおり開示目的で見積られている。

－顧客に対する貸付金

顧客に対する貸付金の公正価値は、市場参加者が満期、価格更改、および信用リスクの特性が類似する商

品を評価する際に用いる割引率による割引キャッシュ・フロー・モデルを用いて見積られている。

貸付金ポートフォリオの公正価値は、期末日現在の貸付金の減損および市場参加者の契約期間における
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貸し倒れの見積りを反映している。

－金融投資

上場金融投資の公正価値は、市場買値を用いて決定される。非上場金融投資の公正価値は、同等の上場証

券の価格および将来の収益動向を考慮に入れた評価手法を用いて決定される。

－顧客からの預金

顧客からの預金の公正価値は、割引キャッシュ・フローを用いて、同様の残存期間を持つ預金に提示され

る現在の利率を適用して見積られる。要求払預金の公正価値は、期末日現在、要求に応じて支払可能な金額

として仮定されている。

－発行済負債証券および劣後債務

発行済負債証券および劣後債務の公正価値は、期末日における同一または類似した商品の市場価格に基

づいている。

本注記に表示されている公正価値は、特定日に評価されたものであり、当該商品の満期日または決済日に

実際に支払う金額と大幅に異なる可能性がある。多くの場合、評価されたポートフォリオの規模を考慮して

見積公正価値を即座に実現することは不可能である。したがって、これらの公正価値は、継続企業としての

当行グループにとってのこれらの金融商品の価値を表すものではない。

金融商品のすべての種類に関して、公正価値は単一商品の価値に保有している商品数を乗じて算定され

た金額を表している。大量保有によるディスカウントまたはプレミアムの調整は行われない。

無形資産の公正価値（コア預金ポートフォリオ、クレジットカードおよび顧客関係に関する価値等）は、

それらが金融商品ではないため、上表には含まれていない。

以下の一覧は、その性質上短期である、または頻繁に現在の市場金利に金利更改が行われる等の理由によ

り、帳簿価額が公正価値の合理的な近似値となっている金融商品を示している。

資産 負債

現金および中央銀行預け金 他行へ送金中の項目

他行から回収中の項目 裏書および支払承諾

裏書および支払承諾見返 「その他負債」内の短期支払債務

「その他資産」内の短期受取債権 未払費用

未収収益

下表は、貸借対照表上に公正価値で計上されない金融商品の公正価値の分析を示したものである。その他

すべての商品において、公正価値は帳簿価額と同額である。

当行グループ

2009年12月31日現在 2008年12月31日現在

帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値
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百万香港ドル 百万香港ドル

資産

銀行預け金 548,932 549,009 392,300 392,612 

顧客に対する貸付金 1,350,644 1,352,528 1,286,145 1,263,077 

負債証券 110,721 113,288 81,974 88,807 

負債

銀行からの預金 111,206 111,205 196,674 196,756 

顧客からの預金 2,944,539 2,944,629 2,576,084 2,577,936 

発行済負債証券 43,396 43,433 48,800 48,947 

劣後債務 21,181 19,124 19,184 15,134 

優先株式 101,208 89,482 92,870 72,553 

当行

2009年12月31日現在 2008年12月31日現在

帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

百万香港ドル 百万香港ドル

資産

銀行預け金 342,837 342,904 272,294 272,394 

顧客に対する貸付金 752,574 752,589 817,996 802,529 

負債

銀行からの預金 94,861 94,862 174,532 174,606 

顧客からの預金 1,902,571 1,902,672 1,767,001 1,767,554 

発行済負債証券 28,250 28,275 34,855 34,906 

劣後債務 9,925 8,054 10,602 8,027 

優先株式 101,063 89,338 92,870 72,553 

次へ 
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52 リスク管理

当行グループの活動には、財務リスクの分析、評価、承認および管理が含まれる。主な財務リスクは以下の

とおりである。

・信用リスク

・流動性リスク

・市場リスク（為替、金利および株価リスクを含む）

・オペレーショナル・リスク

・保険リスク

エイチエスビーシー・グループ本社は、世界中のエイチエスビーシー・グループの高水準のリスク管理

方針を策定している。当行グループのリスク管理方針および手続きは、あらゆる種類のリスクが体系的に特

定、測定、分析され、積極的に管理されるようにするために、高水準の監視およびガイダンスの対象となって

いる。また、内部監査は、リスク管理および統制環境の独立したレビューにおける責任を持つ。

a 信用リスク

信用リスクは、顧客または取引相手が契約上の支払義務を履行できない場合の損失リスクである。信用リ

スクは、主に貸出、貿易金融、財務およびリース事業によって生じているが、保証およびデリバティブ等のオ

フバランスシート商品ならびに当行グループが保有している負債証券およびその他の有価証券からも生じ

ている。信用リスクは、当社グループに発生するリスクのうち最大の必要規制資本を生じさせている。当行

グループには、そうしたすべての活動によって生じるリスクを管理および監視することに特化した基準、方

針および手続きがある。当行グループの主な信用リスク管理手続きおよび方針（エイチエスビーシー本社

が策定した方針に従っている）には、以下が含まれる。

・エイチエスビーシー・グループの信用方針と一貫した信用方針の形成および専用のマニュアルへの詳

細な文書化。

・当行グループの大規模な信用エクスポージャー管理方針の策定および維持。この方針は、個人顧客、顧

客グループおよびその他のリスクの集中に対する当行グループの最大エクスポージャーについて詳し

く説明するものである。

・特定の市場部門および産業への貸付に対する当行グループの姿勢および選好に関する貸付ガイドライ

ンの策定および準拠。

・客観的なリスク評価の実施。当行グループが組成した、商業上の銀行以外の信用枠のうち、指定された

限度額を超過するものはすべて、顧客に対する貸付を実行する前に信用枠のレビューが必要となる。

・銀行およびその他金融機関に対するエクスポージャーの管理。当行グループの金融および政府部門に

おける取引相手への信用リスクおよび決済リスクの上限は、信用枠を最大限に利用し、過度なリスク集

中を避けるために整備されている。

・トレーディング目的で保有する有価証券の流動性に関する管理を策定し、金融投資に関する発行体の

限度額を設定することによる負債証券に対するエクスポージャーの管理。アセット・バック証券およ

び類似した商品に関しては、別個のポートフォリオ限度額が設定される。

・国別の上限を設定し、さらに満期別および業種別の上限を設定することにより、国別リスクおよびクロ

EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

913/961



ス・ボーダー・リスクを管理するためのクロスボーダー・エクスポージャーの管理。

・特定の産業に対するエクスポージャーを管理する。必要に応じて、新事業に対して制限が課せられる。

あるいは、当行グループの事業体におけるエクスポージャーに上限が設けられる。

・エクスポージャーを有意義に区分し、付随するリスクの集中管理を促進するためのリスク格付けの維

持および策定。格付方法は、広範囲にわたる財務分析ならびにカウンターパーティ・リスクの評価に対

してコアとなる入力データである市場データを基礎としたツールに基づいている。より大規模な融資

枠については自動化された格付けプロセスが使用されることが多くなっているが、それぞれの場合に

おいてリスク格付けの設定に関する最終的な責任は、最終承認を下した役員にある。リスク格付けは随

時見直され、必要に応じて、適切に修正がなされる。

エイチエスビーシー・グループ本社およびリスク管理委員会（「RMC」）は共に、信用エクスポージャー

に関する定期報告書を受け取っている。これらの報告書には、大規模な信用エクスポージャー、集中、産業エ

クスポージャー、減損引当金の水準および国別エクスポージャーに関する情報が含まれている。

RMCは、EXCOに報告を行い、リスク承認権限の行使および委譲、リスク選好の設定、ならびに最終的なリス

ク方針および管理の承認に対して責任を負っている。RMCは、金融サービス事業に内在するリスクを監視し、

報告書を受け取り、講じる措置を決定し、リスク管理の枠組みの有効性に関するレビューを行う。

EXCOおよびRMCは、最高リスク責任者が部門長を務めるグループリスクに特化した部門によって支援され

ている。最高リスク責任者は、EXCOおよびRMC双方のメンバーであり、最高経営責任者に報告を行う。

信用の質

当行グループの信用リスク格付けシステムは、より重大なリスク要因を伴い、潜在的な損失の規模がより

大きいエクスポージャーに焦点を当てるために、エクスポージャーを区分している。個別に重要な勘定に係

るリスク格付けは定期的に見直され、必要な場合直ちに修正が行われる。当行グループのリテール・ポート

フォリオに内在するリスクは、適用範囲の広いリスク及び価格設定モデルを用いて評価および管理されて

いる。

当行グループの信用格付けシステムは、当行グループの最低自己資本要件の計算に関するバーゼルⅡの

枠組みを裏付けるために必要な内部格付けに基づく（「IRB」）アプローチに準拠した、デフォルト確率お

よび損失推定値を用いた精細な手法を基礎としている。この枠組みを当行グループの報告体系に組み入れ

ることにより、当行グループのIRBアプローチに関する規定に基づき、経営陣に内部報告を行うことが可能

となっている。

担保およびその他の信用補完

貸付金

当行グループは、特定種類の担保または信用リスクの軽減措置の妥当性、ならびに評価パラメーターの決

定に関するガイダンスを整備している。このパラメーターは、保守的に決定されることが想定されており、

定期的に見直され、経験的証拠によって裏付けられている。担保の構成および法的な財務制限条項は、意図

された目的を継続的に達成しており、現地の市場慣行に従って維持されていることを確認するために、定期

的に見直されている。担保は信用リスクを軽減するための重要な手段であるものの、担保に過度に依存する

ことなく、顧客の返済能力の範囲内で融資を行うことが当行グループの方針である。顧客の信用状態および
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商品の種類によっては、信用枠が無担保で提供されることもある。主な担保の種類は、以下のとおりである。

・個人部門：住宅用不動産

・商業および産業部門：建物、在庫および債権等の事業資産

・商業不動産部門：融資対象となっている不動産

・金融部門：トレーディング・ファシリティを裏付ける負債証券および株式等の金融商品

当行グループは、担保の所有、またはその他の信用補完の行使を通じて資産を入手した。

入手した資産の当事業年度の末日現在の帳簿価額は、以下のとおりであった。

当行グループ 当行  

2009年 2008年 2009年 2008年

百万香港ドル 百万香港ドル

住宅用不動産 116 183 23 38 

商業および工業不動産 24 99 15 85 

その他資産 3 4 － －

143 286 38 123 

担保権実行済み資産は、秩序だった方法による実現を達成するために、貸付金と交換に取得した非金融資

産であり、貸借対照表上の「その他資産」に、貸付金の（売却費用控除後の）公正価値と（減損引当金控除

後の）帳簿価額のいずれか低い方の価額で報告されている。債務の返済後に超過資金が生じた場合には、そ

れらの超過資金はより優先順位の低い他の債権者への返済に利用されるか、または顧客に返還される。当行

グループは、通常、当行グループの事業に利用することを目的として担保権実行済み資産を占有することは

ない。

その他の金融資産

貸付金以外の金融資産に対して保有する担保は、その商品の性質によって決定されている。負債証券、短

期国債およびその他の適格証券は通常無担保であるが、金融資産プールによって担保されるアセット・

バック証券および類似する商品についてはこの限りではない。

ISDAマスター契約は、デリバティブ活動を文書化する上で、当行グループにとって望ましい契約である。

当該契約は、すべての店頭（「OTC」）商品の売買活動に関する契約上の枠組みを規定し、またいずれか一

方の当事者が債務不履行に陥った場合や他の事前に合意された解約事由が生じた場合に、契約対象のすべ

ての未決済取引を相殺することを両当事者に義務付けている。また、ISDAマスター契約と併せてクレジット

・サポート・アネックス（「CSA」）を実行することが一般的であり、かつ当行グループが推奨しているこ

とでもある。未決済のポジションに内在し、市場の影響を受けるカウンターパーティ・リスクを軽減するた

めに、CSAに基づいて、当事者間で担保の移動が行われる。

決済リスクは、現金、有価証券または株式による支払が、対応する現金、有価証券または株式を受け取るこ

とを期待して行われるすべての状況において生じうる。当行グループの一日の投資銀行業務および市場取

引から生じる決済リスクの総額をカバーするように、取引相手ごとに日次の決済限度額が設定されている。

特に有価証券および株式を伴う多数の取引に係る決済リスクは、確実な支払システム経由または証券資金

同時受渡方式で決済することにより大幅に軽減されている。
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信用リスクに対する最大エクスポージャー

保有する担保またはその他の信用補完考慮前の信用リスクに対する最大エクスポージャー

当行グループ

2009年 2008年

百万香港ドル

現金および短期資金 892,175 597,572 

他行から回収中の項目 15,528 13,949 

１ヶ月超で満期を迎える銀行に対する預け金 107,070 55,569 

譲渡性預金 37,388 57,078 

香港政府債務証書 135,414 119,024 

トレーディング資産 308,951 481,658 

負債証券 138,020 187,236 

短期国債 145,676 238,778 

その他 25,255 55,644 

公正価値評価の指定を受けた金融資産 18,695 19,736 

負債証券 18,300 19,730 

その他 395 6 

デリバティブ 235,171 453,923 

顧客に対する貸付金 1,350,644 1,286,145 

金融投資：負債証券 824,458 549,520 

グループ会社に対する債権額 134,511 378,662 

その他資産 54,744 66,139 

支払承諾見返および裏書 22,211 31,453 

その他 32,533 34,686 

金融保証およびその他信用関連偶発債務 93,636 97,046 

貸付コミットメントおよびその他信用関連コミットメント 1,295,126 1,302,304 

12月31日現在 5,503,511 5,478,325 

当行

2009年 2008年

百万香港ドル

現金および短期資金 657,765 481,702 

他行から回収中の項目 11,151 9,908 

１ヶ月超で満期を迎える銀行に対する預け金 67,299 33,754 

譲渡性預金 20,492 36,980 

香港政府債務証書 135,414 119,024 

トレーディング資産 203,403 317,841 

負債証券 104,158 147,381 

短期国債 82,680 125,644 

その他 16,565 44,816 

公正価値評価の指定を受けた金融資産 1,801 1,728 
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負債証券 1,801 1,722 

その他 － 6 

デリバティブ 230,998 452,209 

顧客に対する貸付金 752,574 817,996 

金融投資：負債証券 515,923 311,412 

グループ会社に対する債権額 161,755 397,961 

その他資産 32,469 42,455 

支払承諾見返および裏書 16,073 26,006 

その他 16,396 16,449 

金融保証およびその他信用関連偶発債務 72,006 83,039 

貸付コミットメントおよびその他信用関連コミットメント 846,106 954,725 

12月31日現在 3,709,156 4,060,734 

顧客に対する貸付金の産業部門別および地域別の分析については、注記17bに記載されている。

金融商品の信用の質

当行グループの貸付および負債証券ポートフォリオの信用の質について、４つの広範な分類がなされて

いる。これらの各分類は、それぞれより精細な範囲、ホールセールおよびリテール貸付業務に割り当てられ

た内部信用格付け、ならびに負債証券に関して外部機関によって決定された外部格付けを網羅している。

精細レベルでは内部格付けと外部格付けとの間に直接的な相関関係はない。ただし、いずれも４つの分類

のうちの１つに該当している。

質の分類
ホールセール貸付および

デリバティブ
リテール貸付

負債証券/

その他

高 CRR1からCRR2 EL1からEL2 A-以上

中 CRR3からCRR5 EL3からEL5 B+からBBB+、

および未格付け

破綻懸念先 CRR6からCRR8 EL6からEL8 B以下

減損 CRR9からCRR10 EL9からEL10 減損

質の分類の定義

・高：エクスポージャーは金融コミットメントを果たす強い能力を示し、デフォルト確率がごく僅かま

たは低い、および/または予想損失の水準が低い。リテール勘定は、商品パラメーター内で運用され、特

に延滞期間のみを示している。

・中：エクスポージャーは緊密なモニタリングを必要とし、債務不履行リスクは低から中程度である。リ

テール勘定は通常、短期間の延滞のみを示し、回収プロセスの適用により、損失は最小限と予想される。

・破綻懸念先：エクスポージャーは、様々な程度の特別な注意を必要とし、またより大きな債務不履行リ

スクの懸念がある。リテール・ポートフォリオ・セグメントは、担保の実現またはその他の回収プロセ

スを通じてこれらを軽減するための能力が減少しているため、一般に90日までのより長い延滞期間お

よび/またはより高い予想損失を示している。
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・減損：エクスポージャーは、個別または集合的に減損と評価されている。当行グループは、保守的な開

示規定を遵守しており、すべてのリテール勘定は90日超の延滞で減損とみなされるという上記の質の

分類の定義を反映している。それらの勘定は、どのリテール向けEL（「予想損失」）等級においても発

生する可能性があり、より高い質の等級において、１つまたは別の形態での信用リスク補完によって延

滞状態の影響が相殺されていることが等級の割当に反映されている。

当行グループの貸付金および負債証券の減損に関する方針は、財務諸表注記４dおよび４gに説明されて

いる。2009年12月31日現在の減損引当金および当事業年度における減損引当金の変動に関する分析につい

ては、注記18に開示されている。

精細なリスク格付スケール

10等級のCRR（顧客リスク格付け）スケールは、債務者の債務不履行の可能性を示す、より精細な22等級

のスケールに当てはめられる。当該スケールは、対象となっているエクスポージャーに対して適用される

バーゼルⅡのアプローチに基づいて、すべての個別に重要な顧客に対してグループ全体で用いられる。リ

テール事業に関する10等級のEL格付けスケールは、複合的に債務者および融資枠/商品リスク要因を組み合

わせた、より精細な29等級のスケールを要約したもので、グループ全体で用いられる。上述の外部格付けは、

報告を明確にするために、内部格付けエクスポージャーに関して定義された質の分類に割り当てられてい

る。ただし、内部格付けと外部格付けとの間に固定の相関関係はない。

報告基準は、当行グループのバーゼルⅡプログラムに基づくリスク格付けシステムを反映しており、ポー

トフォリオの質の表示において網羅される金融商品の範囲を拡充することを目的としている。

トレーディング・ポートフォリオにおいて保有している、または公正価値評価の指定を受けた金融商品

に関して減損は測定されない。これは、トレーディング・ポートフォリオの資産が公正価値の変動に従って

管理され、公正価値の変動は損益計算書を通じて直接計上されるためである。

信用の質に基づく金融商品の区分

当行グループ

延滞も減損もしていない

高 中
1 破綻懸念

延滞している

が減損してい

ない

減損 減損引当金 合計

百万香港ドル

2009年12月31日

他行から回収中の項目 13,831 1,696 1 － － － 15,528 

トレーディング資産 276,294 30,076 2,581 － － － 308,951 

－短期国債およびその他の

適格証券
142,907 1,880 889 － － － 145,676 

－負債証券 114,097 23,349 574 － － － 138,020 

－銀行に対する貸付金 18,272 1,076 1,118 － － － 20,466 

－顧客に対する貸付金 1,018 3,771 － － － － 4,789 

公正価値評価の指定を受けた金

融資産
17,387 1,288 20 － － － 18,695 

－短期国債およびその他の

適格証券
－ － － － － － －
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－負債証券 16,992 1,288 20 － － － 18,300 

－銀行に対する貸付金 － － － － － － －

－顧客に対する貸付金 395 － － － － － 395 

デリバティブ 179,579 53,212 2,380 － － － 235,171 

償却原価で保有する貸付金 1,154,942 680,483 37,734 24,501 16,196 (14,280)1,899,576 

－銀行に対する貸付金 452,387 94,425 2,027 93 － － 548,932 

－顧客に対する貸付金 702,555 586,058 35,707 24,408 16,196 (14,280)1,350,644 

金融投資 1,135,488 84,012 1,838 － 46 － 1,221,384 

－短期国債およびその他の

適格証券
344,172 14,297 1,069 － － － 359,538 

－負債証券 791,316 69,715 769 － 46 － 861,846 

その他資産 15,438 37,379 1,544 296 87 － 54,744 

－裏書および支払承諾見返 3,788 17,097 1,258 14 54 － 22,211 

－その他 11,650 20,282 286 282 33 － 32,533 

1 スタンダード・アンド・プアーズの格付けを使用して、BBB-からBBB+に分類されている短期国債、適格証券および負

債証券62,029百万香港ドル（2008年12月31日：60,715百万香港ドル）を含む。

当行グループ

延滞も減損もしていない

高 中
1 破綻懸念

延滞している

が減損してい

ない

減損 減損引当金 合計

百万香港ドル

2008年12月31日

他行から回収中の項目 12,344 1,605 － － － － 13,949 

トレーディング資産 443,134 34,804 563 3,157 － － 481,658 

－短期国債およびその他の

適格証券
238,083 533 162 － － － 238,778 

－負債証券 159,247 27,946 43 － － － 187,236 

－銀行に対する貸付金 38,506 2,230 356 3,157 － － 44,249 

－顧客に対する貸付金 7,298 4,095 2 － － － 11,395 

公正価値評価の指定を受けた金

融資産
18,209 1,527 － － － － 19,736 

－短期国債およびその他の

適格証券
－ － － － － － －

－負債証券 18,209 1,521 － － － － 19,730 

－銀行に対する貸付金 － － － － － － －

－顧客に対する貸付金 － 6 － － － － 6 

デリバティブ 375,566 73,558 4,761 1 37 － 453,923 

償却原価で保有する貸付金 1,058,105 557,570 31,752 28,896 13,080 (10,958)1,678,445 

－銀行に対する貸付金 364,370 26,070 1,543 317 － － 392,300 

－顧客に対する貸付金 693,735 531,500 30,209 28,579 13,080 (10,958)1,286,145 

金融投資 667,162 70,624 － 251 212 － 738,249 

－短期国債およびその他の

適格証券
120,458 11,193 － － － － 131,651 

－負債証券 546,704 59,431 － 251 212 － 606,598 

その他資産 19,682 44,035 1,986 386 50 － 66,139 

－裏書および支払承諾見返 7,044 22,888 1,365 142 14 － 31,453 

－その他 12,638 21,147 621 244 36 － 34,686 
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当行

延滞も減損もしていない

高 中
1 破綻懸念

延滞している

が減損してい

ない

減損 減損引当金 合計

百万香港ドル

2009年12月31日

他行から回収中の項目 9,456 1,694 1 － － － 11,151 

トレーディング資産 177,847 24,131 1,425 － － － 203,403 

－短期国債およびその他の

適格証券
80,010 1,781 889 － － － 82,680 

－負債証券 85,524 18,313 321 － － － 104,158 

－銀行に対する貸付金 11,316 629 215 － － － 12,160 

－顧客に対する貸付金 997 3,408 － － － － 4,405 

公正価値評価の指定を受けた金

融資産
941 860 － － － － 1,801 

－短期国債およびその他の

適格証券
－ － － － － － －

－負債証券 941 860 － － － － 1,801 

－銀行に対する貸付金 － － － － － － －

－顧客に対する貸付金 － － － － － － －

デリバティブ 177,542 51,109 2,347 － － － 230,998 

償却原価で保有する貸付金 646,717 416,030 19,172 13,282 10,061 (9,851)1,095,411 

－銀行に対する貸付金 260,225 81,409 1,110 93 － － 342,837 

－顧客に対する貸付金 386,492 334,621 18,062 13,189 10,061 (9,851) 752,574 

金融投資 765,917 65,032 1,838 － 34 － 832,821 

－短期国債およびその他の

適格証券
286,580 8,757 1,069 － － － 296,406 

－負債証券 479,337 56,275 769 － 34 － 536,415 

その他資産 9,002 22,057 1,292 37 81 － 32,469 

－裏書および支払承諾見返 2,792 12,129 1,090 8 54 － 16,073 

－その他 6,210 9,928 202 29 27 － 16,396 

1 スタンダード・アンド・プアーズの格付けを使用して、BBB-からBBB+に分類されている短期国債、適格証券および負

債証券56,784百万香港ドル（2008年12月31日：49,849百万香港ドル）を含む。

当行

延滞も減損もしていない

高 中
1 破綻懸念

延滞している

が減損してい

ない

減損 減損引当金 合計

百万香港ドル

2008年12月31日

他行から回収中の項目 8,304 1,604 － － － － 9,908 

トレーディング資産 283,435 30,686 563 3,157 － － 317,841 

－短期国債およびその他の

適格証券
124,949 533 162 － － － 125,644 

－負債証券 123,492 23,846 43 － － － 147,381 

－銀行に対する貸付金 27,709 2,230 356 3,157 － － 33,452 
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－顧客に対する貸付金 7,285 4,077 2 － － － 11,364 

公正価値評価の指定を受けた金

融資産
1,143 585 － － － － 1,728 

－短期国債およびその他の

適格証券
－ － － － － － －

－負債証券 1,143 579 － － － － 1,722 

－銀行に対する貸付金 － － － － － － －

－顧客に対する貸付金 － 6 － － － － 6 

デリバティブ 376,678 70,807 4,686 1 37 － 452,209 

償却原価で保有する貸付金 674,425 374,986 21,967 18,486 8,718 (8,292)1,090,290 

－銀行に対する貸付金 249,332 21,103 1,543 316 － － 272,294 

－顧客に対する貸付金 425,093 353,883 20,424 18,170 8,718 (8,292) 817,996 

金融投資 408,911 57,189 － 251 39 － 466,390 

－短期国債およびその他の

適格証券
106,841 11,157 － － － － 117,998 

－負債証券 302,070 46,032 － 251 39 － 348,392 

その他資産 12,938 27,716 1,644 117 40 － 42,455 

－裏書および支払承諾見返 6,186 18,475 1,218 117 10 － 26,006 

－その他 6,752 9,241 426 － 30 － 16,449 

延滞しているが減損していない金融商品の期間別分析

下表の金額は、延滞しているが減損していないものとして指定されたエクスポージャーを反映している。

延滞しているが減損していないものに指定されたエクスポージャーの例には、最も直近の返済日に返済を

行わなかったものの減損の証拠がない貸付金および文書化の遅延など形式的な理由で90日超延滞となって

いるものの取引相手の信用力に懸念がない短期融資枠が含まれる。

当行グループ

29日まで 30日から59日 60日から89日 90日から180日 180日超 合計

百万香港ドル

2009年12月31日

他行から回収中の項目 － － － － － －

トレーディング資産 － － － － － －

－銀行に対する貸付金 － － － － － －

－顧客に対する貸付金 － － － － － －

公正価値評価の指定を受けた

金融資産
－ － － － － －

－銀行に対する貸付金 － － － － － －

－顧客に対する貸付金 － － － － － －

デリバティブ － － － － － －

償却原価で保有する貸付金 18,610 3,961 1,618 186 126 24,501 

－銀行に対する貸付金 93 － － － － 93 

－顧客に対する貸付金
１ 18,517 3,961 1,618 186 126 24,408 

金融投資 － － － － － －

－短期国債およびその他の

適格証券
－ － － － － －

－負債証券 － － － － － －

その他資産 84 96 54 31 31 296 
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18,694 4,057 1,672 217 157 24,797 

当行グループ

29日まで 30日から59日 60日から89日 90日から180日 180日超 合計

百万香港ドル

2008年12月31日

他行から回収中の項目 － － － － － －

トレーディング資産 3,129 28 － － － 3,157 

－銀行に対する貸付金 3,129 28 － － － 3,157 

－顧客に対する貸付金 － － － － － －

公正価値評価の指定を受けた

金融資産
－ － － － － －

－銀行に対する貸付金 － － － － － －

－顧客に対する貸付金 － － － － － －

デリバティブ 1 － － － － 1 

償却原価で保有する貸付金 22,292 3,777 1,975 736 116 28,896 

－銀行に対する貸付金 317 － － － － 317 

－顧客に対する貸付金
１ 21,975 3,777 1,975 736 116 28,579 

金融投資 251 － － － － 251 

－短期国債およびその他の

適格証券
－ － － － － －

－負債証券 251 － － － － 251 

その他資産 108 127 78 45 28 386 

25,781 3,932 2,053 781 144 32,691 

当行

29日まで 30日から59日 60日から89日 90日から180日 180日超 合計

百万香港ドル

2009年12月31日

他行から回収中の項目 － － － － － －

トレーディング資産 － － － － － －

－銀行に対する貸付金 － － － － － －

－顧客に対する貸付金 － － － － － －

公正価値評価の指定を受けた

金融資産
－ － － － － －

－銀行に対する貸付金 － － － － － －

－顧客に対する貸付金 － － － － － －

デリバティブ － － － － － －

償却原価で保有する貸付金 9,910 2,211 925 145 91 13,282 

－銀行に対する貸付金 93 － － － － 93 

－顧客に対する貸付金
１ 9,817 2,211 925 145 91 13,189 

金融投資 － － － － － －

－短期国債およびその他の

適格証券
－ － － － － －

－負債証券 － － － － － －

その他資産 24 7 4 1 1 37 

9,934 2,218 929 146 92 13,319 
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当行

29日まで 30日から59日 60日から89日 90日から180日 180日超 合計

百万香港ドル

2008年12月31日

他行から回収中の項目 － － － － － －

トレーディング資産 3,129 28 － － － 3,157 

－銀行に対する貸付金 3,129 28 － － － 3,157 

－顧客に対する貸付金 － － － － － －

公正価値評価の指定を受けた

金融資産
－ － － － － －

－銀行に対する貸付金 － － － － － －

－顧客に対する貸付金 － － － － － －

デリバティブ 1 － － － － 1 

償却原価で保有する貸付金 14,404 2,249 1,387 396 50 18,486 

－銀行に対する貸付金 316 － － － － 316 

－顧客に対する貸付金
１ 14,088 2,249 1,387 396 50 18,170 

金融投資 251 － － － － 251 

－短期国債およびその他の

適格証券
－ － － － － －

－負債証券 251 － － － － 251 

その他資産 73 30 － 13 1 117 

17,858 2,307 1,387 409 51 22,012 

1 債務の再編によって改訂された条件の中で運用されている顧客に対する貸付金の大部分は、この表からは除外され

ている。

減損貸付金

当行グループのポジションを適時に確保し、貸付金の減損に関する手法を適用して損失を発生時に認識

できるようにするために、問題のある貸付金には特別な注意を払い、適切な措置を講じている。

個別に評価される貸付金およびポートフォリオベースで集合的に評価される貸付金の双方に係る減損引

当金の認識および測定に関する当行グループの方針については、注記４dに記載されている。

2009年12月31日現在における減損引当金の分析および当事業年度におけるそれらの減損引当金の変動に

ついては、注記18に開示されている。

b 流動性リスク

流動性は、期限の到来時に会社が債務を履行する能力に関連している。当行グループは、中核となるリ

テールおよび法人顧客の預金ならびに流動性の高い資産ポートフォリオの多岐にわたる安定した資金調達

基盤を維持している。当行グループの流動性および資金調達管理の目的は、すべての予測可能な資金調達コ

ミットメントおよび預金の引き出しの期日が到来した時に確実に対応することである。

流動性の管理は、グループ・レベルおよび当行レベル、ならびに個別の支店および子会社で行われてい

る。当行グループは、支店および子会社に、健全な流動性ポジションを維持し、キャッシュ・フローの適切な

残高を確保し、期日の到来するすべての資金調達に伴う債務を履行するために、資産、負債およびコミット

メントの流動比率を管理するよう要求している。
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現地の経営陣は、現地の規制要件および当行グループ/地域本社によって設定された制限を確実に遵守す

る責任がある。流動性は、必要に応じて、より規模の大きい財務部門が小規模な事業体の支援を行うことに

よって、現地の財務部門によって日次で管理される。

流動性要件への準拠は、現地の資産負債管理委員会（「ALCO」）によって監視されており、ALCOは定期的

に当行グループ本社へ報告する。このプロセスには以下が含まれる。

・様々なストレス・シナリオのもとでキャッシュ・フローを予測し、それに関連して必要な流動資産の

水準を検討すること。

・内部および規制上の要件に照らして、貸借対照表の流動性および預金に対する貸出金の割合を監視す

ること。

・適切なバックアップ・ファシリティが付された多岐にわたる資金調達源を維持すること。

・債務の満期の集中およびプロファイルを管理すること。

・偶発的流動性コミットメントに対するエクスポージャーをあらかじめ設定された上限内で管理するこ

と。

・負債資金調達計画を維持すること。

・大口預金者に過度に依存することを避け、総合的に良好な資金調達構成を確保するために、預金者の集

中を監視すること。

・流動性および資金調達に関する危機管理計画を維持すること。これらの計画は、ストレス状況の初期兆

候を特定し、長期的に事業に及ぼす不利な影響を最小限に抑えつつシステミックまたはその他の危機

から生じる困難な事態に対処する方法を記述する。

要求払いまたは短期通知払いの当座預金および普通預金は、当行グループ全体の重要な資金調達源であ

る。当行グループは、これらの預金の安定性に重点を置いている。預金の安定性は、当行グループのリテール

銀行業務、および当行グループの資本力に対する預金者の信頼性を維持することによって確保される。専門

機関取引市場へのアクセスは、追加的な資金調達、現地の短期金融市場における存在の維持ならびに資産お

よび負債の満期を最適化することを目的として行われている。

資産および負債の満期分析は注記40に開示されており、契約条件に基づく潜在的キャッシュ・フローの

分析については、注記41に開示されている。

流動性および預金に対する貸付金の割合

当行グループは、顧客への貸付を行うための資金調達源としてのコア預金となる当座預金および普通預

金の重要性を強調しており、短期的な専門機関による資金調達に依存することを推奨していない。これは、

銀行業務を行う事業体に限度額を設定することによって達成される。すなわち、当座預金および普通預金に

貸付金に見合った成長がない場合には、顧客に対する貸付金を増額する能力を制限するものである。この手

法が「預金に対する貸付金の割合」と呼ばれるものである。

この割合は、コア預金となる顧客の当座預金および普通預金ならびに１年超の残存期間を有する期限付

資金調達の合計額に占める貸付金の割合を示している。売戻条件付契約の一部である顧客に対する貸付金

は、流動性があるとみなされる有価証券を当行グループが受け取る場合、預金に対する貸付金の割合から除

外される。コア預金とはみなされない顧客の当座預金および普通預金についても同様に除外される。コア預
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金以外の預金を定義する際には、顧客の預金残高合計の規模を考慮に入れている。コア預金者とコア預金以

外の預金者を区別することから、当行グループの預金に対する貸付金の割合の測定は、公表財務諸表から推

定される割合よりも限定的となる。

流動性リスクを管理するために当行グループが採用するもう１つの指標に、顧客負債に対する純流動資

産の割合がある。純流動資産とは、翌30日以内に満期が到来するホールセール市場および機関投資家とみな

される顧客から調達したすべての資金を控除した後の流動資産である。この趣旨に従って、当行グループ

は、流動資産を現金残高、短期銀行間預金および即時に売却可能で厚みのある流動的な市場の存在する高格

付けの負債証券と定義している。融資枠の実行に関する偶発流動性リスクは、この割合には反映されない。

当行グループの流動性リスクの監視に関する枠組みについては、以下の「偶発流動性リスク」に概要が記

載されている。

当行の預金に対する貸付金の割合および顧客負債に対する純流動資産の割合は、月末の数値に基づいて、

香港ドル建ての純流動資産とともに、下表に表示されている。

預金に対する貸付金の割合
顧客負債に対する

純流動資産の割合
純流動資産

2009年 2008年 2009年 2008年 2009年 2008年

％ ％ ％ ％
十億香港

ドル

十億香港

ドル

年度末 70.9 77.4 30.0 25.0 658.2 500.9 

最大 77.4 82.9 35.0 25.0 757.9 500.9 

最小 68.6 76.7 25.0 19.9 500.9 398.8 

平均 71.5 80.6 30.7 21.9 659.3 440.8 

予想キャッシュ・フロー・シナリオ分析

当行グループは、当行グループ特有および市場全体の流動性危機の両方をモデル化した標準的な予想

キャッシュ・フロー・シナリオを多く用いている。当該シナリオでは、預金の引き出しおよび融資枠の実行

に関する割合および時期が異なっており、銀行間資金調達および期限付債務市場へのアクセスならびに資

産ポートフォリオからの資金調達能力が制限されている。シナリオは、すべての銀行業務を行う当行グルー

プの事業体によりモデル化されている。各シナリオに基づく仮定の適切性は、定期的に見直される。個々の

事業体は、当行グループの標準的な予想キャッシュ・フロー・シナリオに加えて、現地特有の市場の状況、

商品および資金調達基盤を反映するために独自のシナリオを整備するよう要求されている。

偶発流動性リスク

通常の事業過程において、当行グループの事業体は、顧客に約定融資枠を提供し、法人顧客にスタンドバ

イ融資枠を提供する。これらの融資枠は、顧客が融資枠の実行水準を通常の使用比率を超える水準に引き上

げることを選択する場合、当行グループの必要資金調達を増加させる。実行水準の引き上げによる流動性リ

スクの結果は、異なるストレス・シナリオに基づき予想キャッシュ・フローの形式で分析される。各事業体

の資金調達能力を十分に検討した後、当行グループは、取消不能偶発資金調達コミットメントに関して限度

額を設定する。この限度額は、債務者および約定融資枠の規模に応じて、分割される。

香港銀行業条例に基づく流動性比率
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香港銀行業条例はまた、香港において業務を行っている銀行に対し、最低流動性比率を維持するよう要求

している。この要件は、当行の香港支店および香港における銀行業条例に基づく公認機関である子会社の香

港支店に対して個別に適用されている。

c 市場リスク

市場リスクは、為替レート、金利、信用スプレッド、あるいは株価およびコモディティ価格の変動が当行グ

ループの損益につながるリスクである。市場リスクは公正価値で測定される金融商品および償却原価で測

定される金融商品から生じる。市場リスク管理の目的は、リスクを許容水準に維持する一方で、最適な収益

を得るために市場リスク・エクスポージャーを管理することである。

当行グループはトレーディング・ポートフォリオおよび非トレーディング・ポートフォリオについて、

別々に市場リスクを監視している。トレーディング・ポートフォリオには、為替レート、金利、クレジット・

デリバティブおよびエクイティ・デリバティブ商品、ならびに負債証券および持分証券の値付けによって

生じるポジションが含まれる。トレーディング・リスクは、顧客関連業務または自己勘定における売買取引

のいずれかによって生じる。

市場リスクは、当行グループの執行委員会が承認したリスク限度額に従って、主にグローバル・マーケッ

ツにおいて管理される。グローバル・バンキング・アンド・マーケッツ部門の中の独立した部門であるト

レーディド・クレジット・アンド・マーケット・リスクは、リスク管理方針および測定技法を開発してい

る。

リスク限度額は、各所在地について決定され、所在地内で各ポートフォリオ別に決定される。リスク限度

額は、リスク限度額の水準を決定する上で主要な要因となる市場流動性をもって、商品およびリスク・タイ

プ別に設定される。リスク限度額は、リスク測定技法（ポジション限度額、感応度の限界、ならびにポート

フォリオ・レベルでのバリュー・アット・リスクの限界を含む）を組み合わせることによって設定され

る。同様に、オプション・リスクは各オプションの価値を決定する基礎となる変数に対する制限と併せて再

評価限度額を通じて管理される。

バリュー・アット・リスク（「VAR」）

当行グループが、市場リスク・エクスポージャーを監視および制限するために用いる主なツールの１つ

がVARである。VARは、信頼水準（当行グループの場合は99％）を考慮して、一定の期間における市場金利お

よび価格の変動によってリスク・ポジションに生じる可能性のある潜在的損失を見積る手法である。VARは

日次で算定される。

当行グループは、ヒストリカル・シミュレーション・モデルを用いており、ヒストリカル・シミュレー

ション・モデルは、過去の市場データから信憑性のある将来のシナリオを導くものである。市場価格の潜在

的な変動は、過去２年間の市場データを参照することによって計算される。当該モデルでは、リスク・ポジ

ションが管理される方法を反映するため、保有期間を１日と仮定して算定している。

VARはリスクの算定に有用ではあるが、以下に例示する限界があることを常に考慮しておかなければなら

ない。

・将来の事象を見積もるためにヒストリカル・データを使用しているため、特に極端な事象など、すべて

の潜在的事象を含まない可能性がある。
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・保有期間を１日とする場合、すべてのポジションが１日で清算可能またはヘッジ可能であると仮定し

ている。すべてのポジションを１日で完全に清算またはヘッジできないような、流動性に困難が生じて

いる状況における市場リスクは完全に反映されていない。

・99パーセントの信頼水準を使用する場合、定義上、この信頼水準を超えて発生する可能性のある損失は

考慮されていない。

・VARは営業終了時のエクスポージャーに基づいて算定されるため、必ずしも日中のエクスポージャーを

反映していない。

当行グループは、個々のポートフォリオおよび連結ベースの両方において、VAR制限値をその他のポジ

ションや感応度の制限の構造と組み合わせることやストレス・テストにより、VARの限界を認識している。

当行グループのストレス・テストの体制は、当行グループの市場リスク・エクスポージャーに関する極端

な事象による影響についての評価を上級経営陣に提供するものである。

公正価値および価格の検証に関する統制

当行グループの貸借対照表上公正価値で計上される金融商品がある場合、公正価値の評価および関連す

る価格の検証に関する手続きについては、当行グループ内で独立した検証が行われる。公正価値に基づき会

計処理される金融商品には、トレーディング・ポートフォリオにおいて保有する資産、公正価値評価の指定

を受けた金融商品、空売りした有価証券に関する債務、デリバティブ金融商品および売却可能有価証券が含

まれる。

したがって、公正価値の算定は、当行グループのグローバル・マーケッツ業務の報告上重要な要素とな

る。

評価および検証を統括する会計方針および手続きを策定する最終的な責任は、当行グループの最高経営

責任者に報告を行う金融部門にある。すべての重要な評価方針およびその変更は、金融部門の上級管理責任

者による承認を経なければならない。金融部門は、財務諸表に計上される公正価値の算定、および当行グ

ループの方針が関連するすべての会計基準に準拠していることを確認することに対して最終的な責任を

負っている。

トレーディング

当行グループの市場リスクの管理は、各現場でトレーディド・クレジット・アンド・マーケット・リス

クの承認を受けた金融商品リストの範囲内にそれぞれのトレーディング業務を限定し、新商品に対する厳

格な承認手続きを実施している。特に、より複雑なデリバティブ商品のトレーディングをその金融商品に関

する適切な水準の専門知識と厳格な管理システムを有するオフィスに集中させている。

さらに、トレーディング・ポートフォリオにおける市場リスクは、複数の手法（VARおよびベーシス・ポ

イントの現在価値、ならびにストレス・テストおよび感応度テスト、集中度の制限等）を組み合わせて用い

ることにより、ポートフォリオおよびポジションの両レベルで監視され、管理されている。これらの手法は、

特定の市場における変動が資本に及ぼす影響を定量化している。

グローバル・マーケッツのVAR合計は以下のとおりであった。

EDINET提出書類

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(E27669)

有価証券届出書（通常方式）

927/961



当行グループ 当行  

2009年 2008年 2009年 2008年  

百万香港ドル 百万香港ドル  

VAR合計

年度末 296 210 248 206 

平均 245 191 226 165 

最大 339 288 298 213 

最小 184 122 171 120 

金利VAR合計

年度末 258 193 235 198 

平均 230 184 214 161 

最大 312 291 282 212 

最小 160 121 166 123 

トレーディングVAR

年度末 172 132 187 112 

平均 139 121 137 114 

最大 213 179 222 180 

最小 92 80 87 75 

為替VAR合計

年度末 28 44 35 42 

平均 36 24 34 24 

最大 82 45 74 42 

最小 15 8 14 10 

為替トレーディングVAR

年度末 31 35 41 46 

平均 33 23 32 22 

最大 72 37 81 46 

最小 13 10 14 12 

金利トレーディングVAR

年度末 127 97 133 96 

平均 127 112 128 105 

最大 173 173 176 146 

最小 82 73 81 66 

エクイティ・トレーディン

グVAR
1

年度末 26 56 26 56 

平均 36 43 34 43 

最大 104 97 104 97 

最小 10 17 10 17 

1 グローバル・マーケッツが管理しているエクイティ・トレーディング・ポジションに加えて、当行グループは、特定

のエイチエスビーシーの投資契約を購入している顧客に与えられている保証に関連した株価および金利変動に対す

るエクスポージャーも有している。2009年12月31日現在において、株価の10%の下落により、税引前利益および純資産

が123百万香港ドル（2008年：113百万香港ドル）減少し、金利の100ベーシス・ポイントの下落により、税引前利益

および純資産が31百万香港ドル（2008年：51百万香港ドル）減少することとなる。

非トレーディング・ポートフォリオ
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非トレーディング・ポートフォリオの市場リスクは主に、金利変動による資産の将来利回りと資金調達

費用のミスマッチから生じている。このリスクの分析は、特定の商品分野における選択性（例えば、抵当貸

付の期前返済の発生率）について仮定を用いなければならないこと、また契約上、要求に応じて返済が可能

な負債（例えば当座預金）の残存年数について行動仮定を使用することによって複雑になっている。この

リスクに対する最適な管理を目的として、非トレーディング・ポートフォリオの市場リスクは、グローバル

・マーケッツまたは現地の資産負債管理委員会（「ALCO」）の指揮下で管理される別個の帳簿に移転され

る。

グローバル・マーケッツまたはALCOによって管理されるトレーディング・ブックへの市場リスクの移転

は、通常、事業単位およびそのトレーディング・ブック間の一連の内部取引によって行われる。商品の行動

特性が契約上の特性と異なる場合、本質的な金利リスクを決定するために行動特性が評価される。現地の

ALCOは定期的に、すべてのこのような行動仮定および金利リスク・ポジションを監視し、これらが上級経営

陣の定める金利リスク制限に準拠していることを確認している。

上述のとおり、商品の非線型特性は、場合によっては、リスク移転プロセスによって適切に把握されない

可能性がある。例えば、顧客預金口座から代替投資商品へのフロー、および抵当貸付の正確な期前返済率は

金利水準によって異なることになる。このような状況において、シミュレーション・モデルは、多様なシナ

リオが評価および正味受取利息に与える影響を識別するために用いられる。

市場リスクがグローバル・マーケッツまたはALCOの管理する帳簿で一元管理されれば、正味エクスポー

ジャーは通常、合意された限度内で金利スワップを用いることによって管理される。

当行グループ内の銀行業務を行っている事業体もまた、変動金利シナリオに基づき、予想される正味受取

利息の感応度についても監視している。当行グループは、非トレーディング・ポートフォリオにおける市場

リスク管理を通じて、そのようなヘッジ活動に要する費用と現在の正味収益とのバランスをとりつつ、将来

の正味受取利息を減らす可能性のある将来の金利変動による影響を軽減することを目的としている。

金利の変動によって生じる当行グループの正味受取利息の変動に対するエクスポージャーの大部分は、

当行グループのコア預金フランチャイズに関連している。当行グループのコア預金フランチャイズは、預金

価値の変動およびホールセール市場における資金に対するスプレッドの変動リスクにさらされている。コ

ア預金の価値は、金利の上昇とともに増加し、金利の下落とともに減少する。ただし、このリスクは、極度な

低金利環境においては、金利が下落した場合により低い預金価格設定に対する余地が限られているため、非

対称となる。

構造的為替エクスポージャー

当行グループの構造的為替エクスポージャー総額は、子会社、支店および関連会社の外貨投資の純資産価

値、ならびに当行グループの長期外貨建持分投資の公正価値によって示されている。

当行グループの構造的為替エクスポージャーは、当行グループのALCOが管理しており、実際には当行グ

ループおよび当行の資本比率を為替変動の影響から保護することを主な目的としている。当行グループは、

資本比率または投資された資本の価値を守るために、限られた状況においてのみ構造的為替エクスポー

ジャーをヘッジすることを検討する。そうしたヘッジは為替契約を用いて、あるいは機能通貨と同一通貨で

の借入れによる資金調達を通じて行われる。

2009年12月31日現在、外貨投資は209,431百万香港ドル（株主資金の85％）相当の外貨であり、2008年12

月31日現在の157,308百万香港ドル（株主資金の81％）から52,123百万香港ドル減少した。構造的為替エク
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スポージャーに係る利益または損失は、準備金に計上される。

当行グループは、以下の構造的為替エクスポージャーを有しており、これらはすべての外貨に対する正味

構造的外貨ポジション合計の10％以上であった。

当行グループ 当行

百万現地通貨 百万香港ドル 百万現地通貨 百万香港ドル

2009年12月31日現在

中国人民元 95,389 108,347 40,088 45,534 

インド・ルピー 150,789 25,073 108,625 18,062 

韓国ウォン 1,674,579 11,146 1,542,518 10,267 

当行グループ 当行

百万現地通貨 百万香港ドル 百万現地通貨 百万香港ドル

2008年12月31日現在

中国人民元 73,792 83,819 23,812 27,048 

インド・ルピー 133,870 21,339 105,420 16,804 

韓国ウォン 1,593,044 9,802 1,469,202 9,040 

非構造的ポジション

当行グループは、以下の非構造的為替ポジションを有しており、これらはすべての外貨に対する正味非構

造的ポジション合計の10％以上であった。

当行グループ

米ドル
シンガ

ポール・ドル

ブルネイ・

ドル
中国人民元

百万香港ドル 百万香港ドル 百万香港ドル 百万香港ドル

2009年12月31日現在

直物資産 3,053,837 247,020 84,729 109,807 

直物負債 (3,010,444)(311,720) (27,308) (92,862)

先物買い 2,560,540 189,887 170 342,940 

先物売り (2,632,313)(120,564) (62,207) (361,662)

ネット・オプションの

ポジション
13,870 － － －

(14,510) 4,623 (4,616) (1,777)

米ドル
シンガ

ポール・ドル

ブルネイ・

ドル
中国人民元

百万香港ドル 百万香港ドル 百万香港ドル 百万香港ドル

2008年12月31日現在

直物資産 2,947,677 113,295 73,565 97,229 

直物負債 (2,922,971)(168,458) (26,390) (77,588)
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先物買い 3,127,618 292,172 131 406,545 

先物売り (3,160,163)(234,203) (50,115) (428,163)

ネット・オプションの

ポジション
19,173 (12) － －

11,334 2,794 (2,809) (1,977)

当行

米ドル
シンガ

ポール・ドル

ブルネイ・

ドル
中国人民元

百万香港ドル 百万香港ドル 百万香港ドル 百万香港ドル

2009年12月31日現在 (18,682) 4,624 (4,624) 2,588 

2008年12月31日現在 812 2,797 (2,809) 4,521 

上記で報告されているネット・オプションのポジションは、オプション契約のデルタ加重ポジションを

用いて算定されている。

d オペレーショナル・リスク

オペレーショナル・リスクは、不正、未承認活動、誤謬、不作為、不手際、システム障害または外部の事象に

よって生じる損失リスクである。オペレーショナル・リスクは各事業組織に内在し、問題は広範囲に及んで

いる。

当行グループは、プロセスが文書化され、承認が独立しており、取引が調整され監視されている統制活動

に基づく環境を通じて当該リスクを管理している。これは、内部監査によって行われる独立した定期的なレ

ビュープログラム、および外部のオペレーショナル・リスク事象を監視することによって支援されており、

当行グループが確実に業界と共同歩調をとりつつ最善の対応を行い、金融サービス業界において公表され

た失敗例からの教訓を考慮できるようにするものである。

エイチエスビーシー・グループは、概略的な基準を公表することによってオペレーショナル・リスク管

理プロセスを編纂しており、このプロセスはさらに詳細にわたる正式なガイダンスによって補足されてい

る。この基準は、当行グループがリスクを識別、評価、監視、管理および軽減すること、オペレーショナル・リ

スク事象を是正すること、および現地の規制要件に準拠するために必要な追加的な手続きを導入すること

によって、オペレーショナル・リスクを管理する方法について説明している。基準では以下を網羅してい

る。

・オペレーショナル・リスクの管理責任は、事業部内の上級経営陣に割り当てられている。

・オペレーショナル・リスクの特定および評価を記録するために、また適切かつ定期的な経営陣の報告を

作成するためにITが使用される。

・各事業が直面しているオペレーショナル・リスクならびに事業プロセス、活動および商品に内在するリ

スクについての評価を行う。リスク評価には、重要な変動を監視するために識別されたリスクに関する定

期的なレビューが組み込まれる。

・オペレーショナル・リスク損失データは、集められて上級経営陣に報告される。オペレーショナル・リス

ク損失累計が計上され、重要性の基準を上回る事象の詳細がエイチエスビーシー・グループの監査委員
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会に報告される。

・保険を含むリスク補完は、費用効率が高い場合に検討される。

当行グループは、災害時のオペレーションを支援するために、偶発融資枠を維持しテストを行っている。

エイチエスビーシーの事業所が、外的要因による混乱によって影響を受けた場合には、そうした状況から

の回復事例を取り込むために、追加的なレビューおよびテストが実施される。インフルエンザが流行した際

に少ない人員で当行グループの業務を継続することを目的として、計画が策定されている。

e 保険リスク

リスク管理の目的及び保険リスク管理の方針

当行グループは、保険契約に基づく請求の時期および重大性をとりまく不確実性にさらされている。当行

グループが特定の不確実な将来の事象により保険契約者または他の受益者が悪影響を被る場合にその保険

契約者または他の受益者に補償を行うことを取り決めることによって他の当事者から重要な保険リスクを

引き受けている契約は、保険契約に分類されている。当行グループが直面している主な保険リスクは、保険

金、給付金、契約管理費および契約獲得費用を合算した金額が、時間とともに受領した保険料と投資収益の

合計額を超過する可能性である。保険金費用は、数多くの要因（死亡率および罹患率、失効および解約率な

らびに契約に貯蓄性が備わっている場合には負債の裏付けとして保有する資産の業績を含む）によって影

響を受ける。保険契約者から当行グループへの保険リスクの移転が重要ではない契約は、投資契約または

サービス契約として分類されている。保険リスクは、財務リスク以外のリスクである。また、保険契約には、

一部の財務リスクの移転を伴うこともある。財務リスクの詳細については、以下に記載されている。

当行グループは、引受制限、新商品を含む取引または設定限度額を超える取引に関する承認手続き、リス

クの多様化、価格設定ガイドライン、再保険および顕在化した問題の監視を通じて、保険リスクを管理して

いる。

社内で開発されたものか、第三者の開発によって提供されたものかに関わらず、すべての保険商品は商品

および価格設定委員会のレビューを受ける。個々の種類のリスクおよび全体的なリスクの両方について、保

険リスク・エクスポージャーを評価および監視するために複数の手法が用いられている。これらの手法に

は、内部リスク測定モデル、感応度分析、シナリオ分析およびストレス・テストが含まれる。

収益性の理論は、保険契約ポートフォリオの価格設定および引当金の決定に適用される。保険事象は、そ

の性質上、偶発的であり、ある１年間に実際に発生した保険事象の件数は、統計的技法を用いて見積った件

数とは異なる可能性がある。

資産および負債管理

当行グループが保険リスク（特に生命保険契約に関するリスク）に対するエクスポージャーを管理する

ために用いる主なツールは、資産と負債のマッチングである。当行グループは、資産の質、多様性、資産と負

債のマッチング、流動性、ボラティリティおよび目標投資収益を考慮したアプローチを用いて、積極的に資

産を管理している。投資プロセスの目標は、最小限のボラティリティで投資収益の目標水準を達成すること

である。市場および流動性リスク管理委員会は、定期的に目標ポートフォリオのレビューおよび承認を行

い、投資ガイドラインおよび限度額を設定し、資産および負債の管理プロセスの監視を行う。
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当行グループは、現地の規制要件と整合した主な保険商品区分のそれぞれについて、目標資産ポートフォ

リオを設定している。投資戦略および資産配分は、利回り、期間、感応度、市場リスク、ボラティリティ、流動

性、資産集中度、為替および信用の質を考慮している。保険負債について、保険契約者に対して、または保険

契約者の代わりに支払うことになる概算額およびその支払時期を決定する際に用いる見積りおよび仮定

は、定期的に見直されている。これらの見積りおよび仮定の大部分には主観性が内在しており、当行グルー

プが資産および負債管理の目標および目的を達成する可能性に影響を及ぼしうる。

下表は、主な保険商品区分のそれぞれについて、資産と負債の構成を示したものである。資産および負債

の94％は、香港に由来するものである。

契約種類別の保険子会社の財政状態計算書

連動型

生命保険

契約
1

非連動型

生命保険

契約
2

損害保険

契約

その他

資産
3 合計

百万香港ドル

2009年12月31日現在

金融資産

－公正価値評価の指定を受けた金

融資産
 23,689 16,996 274 2,741 43,700 

－デリバティブ 9 154 － － 163 

－金融投資 － 107,550 1,498 6,528 115,576 

－その他の金融資産 2,889 18,892 1,021 1,277 24,079 

金融資産合計 26,587 143,592 2,793 10,546 183,518 

再保険資産 6,237 67 387 87 6,778 

PVIF
4 － － － 10,554 10,554 

その他資産 5 1,647 168 2,146 3,966 

資産合計 32,829 145,306 3,348 23,333 204,816 

公正価値評価の指定を受けた投資

契約に

基づく負債

6,898 26,951 － － 33,849 

保険契約に基づく負債 25,846 116,449 2,633 － 144,928 

繰延税金 1 69 － 1,842 1,912 

その他負債 － － － 2,621 2,621 

負債合計 32,745 143,469 2,633 4,463 183,310 

資本合計 － － － 21,506 21,506 

資本および負債合計 32,745 143,469 2,633 25,969 204,816 

連動型

生命保険

契約
1

非連動型

生命保険

契約
2

損害保険

契約

その他

資産
3 合計

百万香港ドル

2008年12月31日現在

金融資産

－公正価値評価の指定を受けた金

融資産
 16,130 16,875 213 3,469 36,687 

－デリバティブ 5 900 － － 905 
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－金融投資 － 77,402 1,369 4,775 83,546 

－その他の金融資産 2,365 20,211 914 1,276 24,766 

金融資産合計 18,500 115,388 2,496 9,520 145,904 

再保険資産 7,334 144 361 101 7,940 

PVIF
4 － － － 7,638 7,638 

その他資産 7 1,304 129 1,738 3,178 

資産合計 25,841 116,836 2,986 18,997 164,660 

公正価値評価の指定を受けた投資

契約に

基づく負債

5,707 25,083 － － 30,790 

保険契約に基づく負債 20,044 90,643 2,602 － 113,289 

繰延税金 52 115 － 1,229 1,396 

その他負債 － － － 1,805 1,805 

負債合計 25,803 115,841 2,602 3,034 147,280 

資本合計 － － － 17,380 17,380 

資本および負債合計 25,803 115,841 2,602 20,414 164,660 

1 連動型生命保険契約および連動型投資契約より構成される。

2 非連動型生命保険契約および非連動型投資契約より構成される。

3 株主資産より構成される。

4 有効な長期保険契約の現在価値

引受戦略

当行グループの引受戦略は、バランスのとれたポートフォリオを確保するための多様性を求めており、長

期にわたる類似したリスクの大規模なポートフォリオに基づいている。そのため、この戦略は結果の変動性

を低減すると考えられている。

再保険戦略

当行グループは、損失に対するエクスポージャーを管理し、資本を保護するために当行グループが引き受

けた保険リスクの一部に再保険をかけている。当行グループは、留保保険金額を減少させるために比例再保

険および非比例再保険の組合せを購入し、そうすることによって所定の保険リスク選好の範囲内に収めて

いる。当行グループはまた、特定のユニット連動型保険商品のもとで最低投資実績を保証することによって

生じる財務リスクを移転するために再保険を使用しており、特定の災害によって生じる損失に対する当行

グループのエクスポージャーを管理するために系列および系列外の再保険会社と再保険契約を締結してい

る。

出再保険には信用リスクが含まれており、信用リスクを最小限にとどめるために、当行グループの信用格

付け基準（公的格付情報または内部調査のいずれかによって評価されている）を満たしている再保険会社

のみ利用される。

対象となるリスクの性質

以下に当行グループの主な商品に内在するリスクの性質に関する評価が記載されている。

（ⅰ）保険契約－非連動型商品

非連動型保険契約の基本特性は、契約時に決定された保証死亡給付金を支払うことである。貯蓄性のある

非連動型保険商品については、保証解約返戻金、保証満期保険金、出再率保証および/または非失効保証が提
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供される場合がある。任意参加型契約は、年次配当という方法で契約者に生命保険ファンドの利益に参加す

ることを認めている。当行グループは、宣言された配当に関する契約上の分配を完了している。長期収益率

に基づき一定の配当率を維持することが当行グループの目標である。現在の配当率が維持できるものであ

るか否か確認するために年次レビューが実施される。

（ⅱ）保険契約－ユニット連動型商品

当行グループはユニット連動型生命保険契約を締結している。ユニット連動型生命保険契約は、一般的に

契約者に生命保険保障および様々なファンドへの投資の選択を提供する。受領した保険料は保険料手数料

を控除した後、選択したファンドへ入金される。保険費用および管理費用に関するその他の手数料は、当該

ファンド累計額より控除される。保険契約者が履行保証のない連動型商品に係る市場リスクを負担する場

合、当行グループは、保険契約者の市場リスクに対するエクスポージャーを、契約文書に設定されているパ

ラメーターに整合する形で管理する。履行保証がある場合、リスクは再保険を通じて管理される。

（ⅲ）投資契約－非連動型利回り保証付き商品

当行グループは、投資契約として分類されることになる退職年金基金契約の引受を行っている。各退職制

度に基づき、雇用主と従業員は拠出を行うファンドを選択することができ、当行グループはある特定のファ

ンドに対する投資収益保証を提供する。この保証に関するリスクは、固定利付社債への投資を通じて管理さ

れている。投資戦略は、少なくとも最低保証を満たすのに十分な収益を提供することを目的として設定され

ている。

（ⅳ）投資契約－ユニット連動型商品

当行グループは、投資契約として分類される契約を考慮した退職年金基金契約の引受を行っている。各退

職制度に基づき、雇用主と従業員は拠出するファンドを選択することができる。当行グループは、この基金

の大部分に係る投資リスクを負わない。制度加入者がこの基金に係る市場リスクを負担するものの、当行グ

ループは、制度加入者の市場リスクに対するエクスポージャーを、契約文書に設定されているパラメーター

に整合する形で管理する。

（ⅴ）損害保険契約

当行グループは、損失リスクを直接被る個人および組織からその損失リスクを引き受けている。このリス

クは、不動産、法的責任、生命、傷害疾病、財務またはその他の保険事象によって生じる可能性のある危険等

に関連したものである。当行グループは、引受制限、新商品を含む取引または承認済みの設定限度額を超え

る取引に関する承認手続き、リスク分散、引受ガイドライン、再保険および再保険の集中管理ならびに顕在

化した問題の監視を通じて、当該リスクを管理している。当行グループはまた、保険対象となっている個々

の種類のリスクおよび全体的なリスクの両方について、保険リスク・エクスポージャーを評価および監視

している。

保険リスクの集中

保険プロセスの中で、特定の事象または一連の事象が当行グループの負債に重大な影響を及ぼす可能性

がある場合にリスクの集中が発生することがある。そうしたリスクの集中は、単一の保険契約によって生じ

るか、あるいは少数の関連契約を通じて発生する場合があり、重要な負債が生じる可能性のある状況に関連

している。
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当行グループは、当行グループが発行した保険契約の契約者の不動産、物理的な状況および生命に影響を

及ぼす、一般運送業者に関連した事故、大災害、伝染病、地震およびその他の自然災害によって生じる集中リ

スクにさらされている。これらのリスクを軽減するために、当行グループは、損失超過および大災害に備え

て再保険契約を締結している。

死亡が保険対象リスクとなる契約にとって、保険事故の頻度を全体的に増加させる可能性のある最も重

要な要因は、予想よりも早期または多額の保険金請求につながる感染症（エイズ、SARSまたは人伝染型鳥イ

ンフルエンザ等）または生活様式（食習慣、喫煙習慣および運動習慣等）の大幅な変化である。生存が保険

リスクとなる契約にとって最も重要な要因は、寿命を延ばすことになる医療科学および社会状況の改善で

ある。当行グループが発行した保険契約の契約者は、主に香港、マカオ、中国本土、台湾、シンガポール、マ

レーシア、インドおよび韓国の居住者である。

保険リスクの集中度および必要な再保険保障を決定するために、シナリオ分析が行われ、当行グループへ

の潜在的な財政上の影響が調査される。損失合計は、選択されたストレス・レベルに基づいて見積られる。

当行グループの再保険戦略の詳細については、188ページ（訳注：原文のページ数であるが、本書には含ま

れていない）に開示されている。

生命保険事業は、その性質上、損害保険事業よりも契約期間が長く、契約に貯蓄性および投資の要素を組

み込んでいることが多い。したがって、生命保険契約準備金の分析は、保険エクスポージャーを総合的に評

価するための最善の方法である。これは、通常、基礎となる保険契約に関連した予想将来キャッシュ・フ

ローを参照することによって、生命保険契約に関する引当金が設定されているためである。非連動型契約に

係る負債は、様々な仮定（主に金利および死亡率水準を含む）を参照することによって設定されている。当

該仮定を決定する際に用いられるプロセスは、将来の結果に関する安定した信憑性のある見積りとなるこ

とを意図している。これは、実績の変動を合理的な範囲に抑えることが可能な比較的保守的な仮定を適用す

ることによって達成される。適用された様々な仮定と最も起こり得る将来の結果の見積りの間に存在する

誤差を確認するために関連実績の年次レビューが行われる。定義上、当行グループは、投資契約に係る保険

リスクにさらされていないため、投資契約は保険リスク管理の分析に含まれていない。生命保険契約準備金

の分析に関する詳細については、注記33に開示されている。これとは対照的に、損害保険リスクに関しては、

下表に示されているとおり、リスク・エクスポージャーを評価する最善の方法として、計上保険料が用いら

れている。

損害保険リスクの分析－正味計上保険料
1

2009年 2008年

百万香港ドル

傷害疾病 1,291 1,244 

火災およびその他の損害 235 227 

自動車 262 220 

賠償責任 141 136 

海上、航空および運輸 96 116 

その他（損害） 335 287 

正味計上保険料合計 2,360 2,230 

1 正味計上保険料は、再保険会社に出再された計上保険料総額を控除した後の計上保険料総額を表している。

財務リスク

金融商品取引により、当行グループが財務リスクを負う結果となる場合がある。財務リスクには市場リス
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ク、信用リスクおよび流動性リスクが含まれる。これらの各財務リスクについては、保険契約の引受によっ

て生じるこれらのリスクを当行グループが管理する方法の要約と併せて、以下に記載されている。

当行グループはまた、長期保険契約を締結している保険契約者に対して発行した特定の投資契約に関す

る投資収益保証リスクにもさらされている。このリスクは、これらの保証を満たすために当行グループが保

有している資産の利回りが保証されたリターンを下回るリスクである。このリスクに関する管理の枠組み

は、固定利付証券へ投資し、マッチング・アプローチ（保険契約準備金に見合うように保有資産を管理す

る）を採用することである。分析により、契約期間にわたって、指定された資産からの収益が関連負債をカ

バーするために十分ではない可能性があることが示された場合には、追加的な引当金が設定される。

下表は、負債の種類別に、2009年12月31日現在において当行グループの保険引受子会社に保有されている

資産を分析し、財務リスクに対するエクスポージャーについての見解を示したものである。

保険商品開発事業によって保有されている金融資産

2009年12月31日現在

連動型

生命保険

契約

非連動型

生命保険

契約

損害保険契約 その他資産 合計

百万香港ドル

公正価値評価の指定を受けた金融

資産

－負債証券 277 13,032 274 2,741 16,324 

－持分証券 23,412 3,964 － － 27,376 

23,689 16,996 274 2,741 43,700 

金融投資

満期保有： － 104,086 1,441 5,196 110,723 

－負債証券 － 104,086 1,441 5,196 110,723 

売却可能：

－短期国債 － － － － －

－負債証券 － 3,464 57 555 4,076 

－持分証券 － － － 777 777 

－ 3,464 57 1,332 4,853 

デリバティブ 9 154 － － 163 

その他金融資産 2,889 18,892 1,021 1,277 24,079 

26,587 143,592 2,793 10,546 183,518 

2008年12月31日現在

連動型

生命保険契約

非連動型

生命保険契約
損害保険契約 その他資産 合計

百万香港ドル

公正価値評価の指定を受けた金融

資産

－負債証券 196 13,301 213 3,469 17,179 

－持分証券 15,934 3,574 － － 19,508 

16,130 16,875 213 3,469 36,687 

金融投資
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満期保有： － 76,699 1,320 3,954 81,973 

－負債証券 － 76,699 1,320 3,954 81,973 

売却可能：

－短期国債 － 34 49 － 83 

－負債証券 － 669 － 281 950 

－持分証券 － － － 540 540 

－ 703 49 821 1,573 

デリバティブ 5 900 － － 905 

その他金融資産 2,365 20,211 914 1,276 24,766 

18,500 115,388 2,496 9,520 145,904 

この表は、連動型契約に関して当行グループが通常、資産を公正価値評価に指定していることを示してい

る。非連動型契約に関して、資産の分類は基礎となる契約の性質別に分類されている。2009年度末現在にお

いて、連動型生命保険負債を裏付けるために保有される資産は、当行グループの保険商品開発子会社の金融

資産合計の14.5％（2008年：12.7％）を占めていた。この表はまた、2009年12月31日現在で金融資産の約

71.4％（2008年：68.6％）が負債証券に投資され、15.3％（2008年：13.7％）が持分証券に投資されてい

たことを示している。

市場リスク

市場リスクは、さらに金利リスク、株価リスクおよび外貨リスクに細分化することができる。これらの各

カテゴリーについては、以下に詳しく記載されている。

金利リスク

当行グループの保険事業の金利リスクに対するエクスポージャーは、主に当行グループの負債証券の保

有によって生じる。満期保有区分は、大部分が負債証券の保有で占められており、予想債務の返済と合致さ

せるために管理されている。当行グループは資産および負債ポジションの定期的なレビューを通じて、この

エクスポージャーを監視している。キャッシュ・フローの見積り、ならびに投資ポートフォリオおよび保険

責任準備金に関連した金利変動による影響は、定期的にモデル化され、見直されている。これらの戦略の全

体的な目的は、金利変動によって生じる資産および負債の価値の正味変動を制限することである。

有配当商品については、非連動型契約に関連した金利リスクは任意参加型契約に基づく契約者とのリス

クの分担を通じても、軽減することが可能である。

当行グループの保険子会社が事業を行っているすべての地域における2009年12月31日現在の金利イール

ド・カーブの変動は、以下の各事業年度の利益および12月31日現在の純資産に以下のような影響を与える。

2009年12月31日 2008年12月31日

当事業年度の

利益への影響
純資産への影響

当事業年度の

利益への影響
純資産への影響

百万香港ドル 百万香港ドル

イールド・カーブにおける

＋100ベーシス・ポイント

の変動

385 78 384 370
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イールド・カーブにおける

－100ベーシス・ポイント

の変動

(349) (35) (227) (213)

上表に示された金利感応度は、説明目的のみであり、簡略化したシナリオを用いている。影響は直線的で

はなく、したがって、結果を推定することができない場合がある。当該感応度は、金利変動の影響を軽減する

ために経営陣が講じる可能性のある措置を考慮しておらず、また、そのような状況に対する保険契約者の行

動の変化についても考慮していない。

株価リスク

市場性のある持分証券のポートフォリオ（当行グループは貸借対照表上に公正価値で計上している）

は、価格リスクにさらされている。このリスクは、価格の不利な変動によって生じる市場価値の潜在的損失

と定義されている。このリスクは主に、動的な資産配分および任意参加型特約を通じた契約者とのリスク分

担によって軽減されている。当行グループの目的は、高格付けで流動性の高い有価証券ポートフォリオへの

分散投資を行うことにより、競争力のある関連収益を稼得することにある。ポートフォリオの特徴は、定期

的に分析され、株価リスクは定期的に見直される。当行グループの投資ポートフォリオは、産業間で多様化

しており、１社または１つの業界における集中は上級経営陣が設定したパラメーター、ならびに法定要件に

よって制限されている。

下表は、株価に合理的な可能性のある10％の変動が生じた場合の各事業年度における利益総額および純

資産への影響を示したものである。

2009年12月31日 2008年12月31日

当事業年度の利益

への影響
純資産への影響

当事業年度の

利益への影響
純資産への影響

百万香港ドル 百万香港ドル

株価の10％の増加 67 141 43 43

株価の10％の減少 (67) (141) (43) (43)

これらの株価感応度は、説明目的のみであり、簡略化したシナリオを用いている。影響が直線的ではなく、

したがって、結果を推定することができない場合がある。それらは、株価の下落を軽減するために経営陣が

講じる可能性のある措置を考慮しておらず、また、そのような下落に伴い生じる可能性のある保険契約者の

行動の変化も考慮していない。

外貨リスク

資産および負債のかなりの額が、２つの主要通貨である米ドルおよび香港ドル建てとなっている。当行グ

ループは、主として同一通貨で資産と負債がマッチする方針を適用しており、効果的に為替レートのエクス

ポージャーを削減している。正味外貨エクスポージャーを許容水準に維持するために限度額が設定されて

いる。当行グループは、先渡契約およびスワップを用いて、外貨リスクを管理している。

信用リスク
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当行グループの固定利付証券ポートフォリオ、また一部の短期およびその他の投資は、信用リスクにさら

されている。信用リスクは、債務者の債務返済能力の悪化によって生じる市場価値の潜在的損失と定義され

ている。当行グループの目的は、多様な有価証券ポートフォリオに投資することによって競争力のある関連

収益を稼得することである。経営陣は、信用の質および集中リスクを管理するために与信方針を設定してお

り、限度額が設定されている。下表は、当行グループの保険事業に含まれている、短期国債、その他の適格証

券および負債証券の分析を示したものである。４つの信用の質の分類に関する定義については、171ページ

（訳注：原文のページ数であるが、本書には含まれていない）に記載されている。連動型負債を裏付ける資

産に関する財務リスクは、主に保険契約者が負担することから、下表には非連動型負債を裏付ける資産のみ

が含まれている。下表に含まれている資産の98.4％（2008年：98.7％）が「高」と格付けされた投資に投

資されている。

延滞も減損もしていない

高 中 破綻懸念

延滞してい

るが減損し

ていない

減損 減損引当金 合計

百万香港ドル

2009年12月31日

非連動型生命保険契約および

損害保険契約に基づく負債

を裏付けるもの

公正価値評価の指定を受けた

金融資産
12,959 327 20 － － － 13,306 

－短期国債およびその他

の

適格証券

－ － － － － － －

－負債証券 12,959 327 20 － － － 13,306 

金融投資 107,316 1,732 － － － － 109,048 

－短期国債およびその他

の

適格証券

－ － － － － － －

－負債証券 107,316 1,732 － － － － 109,048 

株主資金を裏付けるもの
1

公正価値評価の指定を受けた

金融資産
2,733 8 － － － － 2,741 

－短期国債およびその他

の

適格証券

－ － － － － － －

－負債証券 2,733 8 － － － － 2,741 

金融投資 5,744 7 － － － － 5,751 

－短期国債およびその他

の

適格証券

－ － － － － － －

－負債証券 5,744 7 － － － － 5,751 

合計

公正価値評価の指定を受けた

金融資産
15,692 335 20 － － － 16,047 

－短期国債およびその他

の

適格証券

－ － － － － － －

－負債証券 15,692 335 20 － － － 16,047 

金融投資 113,060 1,739 － － － － 114,799 

－短期国債およびその他

の

適格証券

－ － － － － － －

－負債証券 113,060 1,739 － － － － 114,799 
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延滞も減損もしていない

高 中 破綻懸念

延滞してい

るが減損し

ていない

減損 減損引当金 合計

百万香港ドル

2008年12月31日

非連動型生命保険契約および

損害保険契約に基づく負債

を裏付けるもの

公正価値評価の指定を受けた

金融資産
12,694 820 － － － － 13,514 

－短期国債およびその他の

適格証券
－ － － － － － －

－負債証券 12,694 820 － － － － 13,514 

金融投資 78,361 410 － － － － 78,771 

－短期国債およびその他の

適格証券
83 － － － － － 83 

－負債証券 78,278 410 － － － － 78,688 

株主資金を裏付けるもの
1

公正価値評価の指定を受けた

金融資産
3,464 5 － － － － 3,469 

－短期国債およびその他の

適格証券
－ － － － － － －

－負債証券 3,464 5 － － － － 3,469 

金融投資 4,218 17 － － － － 4,235 

－短期国債およびその他の

適格証券
－ － － － － － －

－負債証券 4,218 17 － － － － 4,235 

合計

公正価値評価の指定を受けた

金融資産
16,158 825 － － － － 16,983 

－短期国債およびその他の

適格証券
－ － － － － － －

－負債証券 16,158 825 － － － － 16,983 

金融投資 82,579 427 － － － － 83,006 

－短期国債およびその他の

適格証券
83 － － － － － 83 

－負債証券 82,496 427 － － － － 82,923 

1 株主資金は、流動性資産および担保権の付されていない資産より構成される。

当行グループはまた、信用リスクの対象となる保険およびその他の受取債権を有している。これらの受取

債権のうち最も重要なのは再保険金である。当行グループは、取引相手が支払期限までに支払いを行わない

リスクを軽減するために、再保険会社向けに、主要な機関による格付けを取り込み、現在入手可能な市場情

報を考慮した特定の業務および財務ガイドラインを設定している。当行グループはまた、定期的に再保険会

社の財務安定性および再保険会社からの未収金の決済傾向についてレビューしている。再保険会社へ出再

された負債の分割および再保険金残高は以下のとおりであった。

保険契約に基づく再保険会社の負債持分

延滞も減損もしていない
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高 中 破綻懸念

延滞している

が減損してい

ない

減損 減損引当金 合計

百万香港ドル

2009年12月31日

連動型投資契約 4 6,233 － － － － 6,237 

非連動型保険契約 412 42 － － － － 454 

合計 416 6,275 － － － － 6,691 

再保険金残高 15 11 － 61 － － 87 

2008年12月31日

連動型保険契約 1 7,333 － － － － 7,334 

非連動型保険契約 450 55 － － － － 505 

合計 451 7,388 － － － － 7,839 

再保険金残高 17 2 － 82 － － 101 

当行グループは、ユニット連動型生命保険商品を販売している。この商品は、保証された最低死亡給付金

および保証された最低累積給付金を支払う商品で、当行グループが引受を行うが第三者が受再している。当

行グループは、この第三者の再保険債務を果たす能力に関する信用リスク・エクスポージャーを有してい

る。2009年12月31日現在、第三者に対する信用リスク・エクスポージャーは、6,231百万香港ドル（2008年：

7,333百万香港ドル）であった。

流動性リスク

流動性リスクには３つの構成要素がある。これら３つの構成要素のうち第１の要素は、通常の市場状況に

おいて生じるもので、資金調達流動性リスクと呼ばれる。特に支払義務を履行する必要がある場合、十分な

現金を調達する能力のことである。第２の要素は、特定の保有持分の規模が十分に大きい場合で、市場価格

または市場価格前後で売却を完了できない市場流動性リスクである。最後に第３の要素は、スタンドバイ流

動性リスクであり、異常な状況において支払条件を満たす能力のことである。

当行グループは、当行グループの現金資源に関する日々の請求、特に当行グループの保険および投資契約

において生じる保険金ならびに契約の早期解約の場合の解約返戻金に関する請求に対応しなければならな

い。そのため、支払期日到来時に合理的な費用で負債を決済するための現金を用意できないというリスクが

存在する。当行グループは、これらの負債を決済するために運転資金の適切な水準を監視および設定するこ

とによって、このリスクを管理している。基礎となる各ファンドの流動性要件に関しても投資ポートフォリ

オが組成されており、早期解約手数料および市場調整条項は予想外の現金費用を負担するために用いられ

る。

下表は、2009年12月31日現在における保険契約負債の予想満期を示したものである。

保険契約負債の予想満期

予想キャッシュ・フロー（割引前）

１年未満 １年超５年以内 ５年超15年以内 15年超 合計

百万香港ドル

2009年12月31日
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損害保険契約 1,573 720 276 64 2,633 

生命保険（非連動型） 9,151 62,212 115,826 115,823 303,012 

生命保険（連動型） 1,733 9,752 14,296 37,705 63,486 

12,457 72,684 130,398 153,592 369,131 

2008年12月31日

損害保険契約 1,551 831 221 － 2,603 

生命保険（非連動型） 7,814 46,947 112,193 87,843 254,797 

生命保険（連動型） 8,561 4,596 12,543 32,126 57,826 

17,926 52,374 124,957 119,969 315,226 

投資契約負債の残存契約満期

連動型
投資契約

非連動型
投資契約

DPFのある
投資契約

合計

百万香港ドル

2009年12月31日

残存契約満期

－１年未満 94 201 112 407 

－１年超５年以内 － － 157 157 

－５年超10年以内 345 － － 345 

－10年超 － － － －

－期限なし
1 6,459 26,750 － 33,209 

6,898 26,951 269 34,118 

2008年12月31日

残存契約満期

－１年未満 59 235 4 298 

－１年から５年 － 165 256 421 

－５年から10年 － 237 － 237 

－10年超 82 327 － 409 

－期限なし
1 5,566 24,119 － 29,685 

5,707 25,083 260 31,050 

1 多くの場合、保険契約者は随時、契約を解約するオプションを有しており、解約時に解約返戻金を受け取る。解約返戻

金は、上表に示された金額よりも著しく低い金額となる場合がある。

有効な長期保険契約の現在価値（「PVIF」）

当行グループの生命保険事業は、とりわけ、保険および関連リスクの評価について包括的な枠組みを提供

する組込価格アプローチを用いて会計処理されている。2009年12月31日現在におけるPVIF資産の価値は、

10,554百万香港ドル（2008年：7,638百万香港ドル）である。2009年12月31日現在有効な保険契約の全体か

ら見込まれる収益における株主持分の現在価値については、様々なリスク要因の不利な変動に対する生命

保険事業の価値の感応度を評価するために、ストレス・テストが行われる。

下表は、2009年12月31日現在の主要な経済および事業に関する仮定において合理的に起こり得る変動に

よるPVIFへの影響を示したものである。

業績への影響

2009年 2008年

百万香港ドル

リスク・フリー金利における＋100ベーシス・ポイントの変動 1,296 1,155 
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リスク・フリー金利における－100ベーシス・ポイントの変動 (773) (561)

リスク割引率における＋100ベーシス・ポイントの変動 (640) (492)

リスク割引率における－100ベーシス・ポイントの変動 734 564 

費用インフレ率における＋100ベーシス・ポイントの変動 (35) (24)

費用インフレ率における－100ベーシス・ポイントの変動 31 21 

失効率における＋100ベーシス・ポイントの変動 1,444 1,207 

失効率における－100ベーシス・ポイントの変動 (1,221) (1,181)

上表に示されているPVIFに対する影響は、説明目的のみであり、簡略化したシナリオを用いている。それ

らは、金利変動の影響を軽減するために経営陣が講じる可能性のある措置を考慮しておらず、また、そのよ

うな状況に対する保険契約者の行動の変化についても考慮していない。

非経済的仮定

損害保険事業に関する保険金費用および経費率ならびに生命保険事業に関する死亡率および/または罹

患率、失効率および経費率を含む非経済的仮定はまた、保険契約準備金およびPVIFを決定する際にも使用さ

れる。すべての保険引受子会社の当事業年度における利益の感応度および2009年12月31日現在のこれらの

非経済的仮定の合理的に可能な変動に対する純資産の感応度は、以下のとおりである。

2009年の業績に対する影響 2008年の業績に対する影響

税引後利益 純資産 税引後利益 純資産

百万香港ドル 百万香港ドル

保険金支払の20%の増加 (177) (177) (192) (192)

保険金支払の20%の減少 177 177 192 192 

死亡率および/または罹患率の10％の増加 (137) (137) (123) (123)

死亡率および/または罹患率の10％の減少 130 130 121 121 

失効率の50％の増加 586 586 559 559 

失効率の50％の減少 (422) (422) (423) (423)

経費率の10％の増加 (112) (112) (92) (92)

経費率の10％の減少 112 112 92 92 

f 資本管理

当行グループの資本管理の目的は、当行グループの事業の発展を支援し、規制資本要件を常に満たすため

の強い資本基盤を維持することにある。当行グループは、当行グループ内で利用されている株式資本に対す

る株主利回りへの影響を認識し、強い資本基盤によって得られる優位性および柔軟性とレバレッジを利用

することによって得られるより高い自己資本利益率との間で適切なバランスを維持することを模索してい

る。

異なる資本構成要素間の最適な資本金額および最適な資本構成の両方を維持することを目的とする年次

資本計画が、当行グループの最終持株会社であるエイチエスビーシー・ホールディングス・ピーエルシー

によって策定されている。当行グループは、様々な資金調達源を通じて様々な形態で資本を確保するという

エイチエスビーシー・グループの方針に従っており、すべての資本調達は主要な子会社の個別の資本管理

プロセスおよび当行グループの資本管理プロセスの一部として、主要な子会社と合致している。当行グルー
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プは、市場および投資家の集中、費用、市況、時期および満期プロファイルに関するエイチエスビーシー・グ

ループのガイドラインに従って、非株式コア自己資本および劣後債務を増加させている。

各子会社は、承認された当行グループの年次資本計画に従って自社の資本を管理している。この年次資本

計画では、予定されている事業成長率を確保するために必要なリスク加重資産の増加率ならびに最適資本

金額および資本構成の水準が規定されている。当行グループの資本管理方針の一環として、もたらされた資

本のうち、計画された要件を超過する部分については、通常、配当金の形式で当行に返還される。

当行は、当行の子会社に対する主な株式資本の提供者である。これらの投資は実質的に当行の独自の資本

発行および利益留保によって資金調達されている。当行は、当行の資本管理プロセスの一環として、子会社

における資本構成および投資構成の間の適切なバランスを維持しようとしている。

主な資本形態は、連結貸借対照表の以下の残高に含まれている。払込済株式資本、資本剰余金勘定、その他

準備金、利益剰余金、優先株式および劣後債務。資本はまた、貸付金に関して保有されている集合的減損引当

金を含んでいる。

外部から課せられた資本要件

香港金融管理庁は、連結ベースで当行グループを監督しているため、当行グループ全体の自己資本比率に

関する情報を入手し、資本要件を設定している。個々の銀行子会社および支店は、直接、現地の銀行監督委員

会による規制を受ける。現地の銀行監督委員会は、個々の銀行子会社および支店の自己資本比率を設定し監

視している。特定の銀行以外の金融子会社もまた、現地の規制当局の監督下に置かれ、資本要件が設定され

ている。

当行グループは、2009年１月１日より、高度な内部格付けに基づくアプローチを適用して、証券化以外の

エクスポージャーの大部分に対する信用リスクを算定している。2009年３月30日より、当行グループは、内

部モデル・アプローチを適用して、金利リスク・カテゴリーの特定のリスクに関する市場リスクを算定し

ている。オペレーショナル・リスクについては、引き続き標準的なアプローチによって測定されている。

当事業年度において、当行グループの個別の事業体および当行グループは、香港金融管理庁の外部から課

せられた資本要件のすべてに準拠していた。

53 市場の混乱の影響

a アセット・バック証券の保有

当行グループは、モーゲージ・バック証券（「MBS」）および債務担保証券（「CDO」）によって表象さ

れる証券を含むアセット・バック証券（「ABS」）のポートフォリオを保有している。

下表は、エイチエスビーシー・グループ会社が連結していない事業体が発行したABSに対する当行グルー

プのエクスポージャーを示したものである。これらのエクスポージャーの帳簿価額は、公正価値で測定され

ている。

当行グループ

総元本
１

総CDS
プロテク

ション
２

正味元本
エクス

ポージャー
３

帳簿価額
４
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百万香港ドル

2009年

サブプライム住宅ローン関連資産

MBSおよびMBS CDO

－高格付け（AAまたはAAA格付け） 54 － 54 45 

－CからAの格付け 562 － 562 74 

616 － 616 119 

米国政府支援機関による住宅ローン関連資
産

MBS

－高格付け（AAまたはAAA格付け） 4,071 － 4,071 4,071 

その他住宅ローン関連資産

MBS

－高格付け（AAまたはAAA格付け） 3,366 － 3,366 3,142 

－CからAの格付け 1 － 1 1 

－公開格付け無し 8 － 8 8 

3,375 － 3,375 3,151 

商業用不動産ローン関連資産

MBS

－高格付け（AAまたはAAA格付け） 705 － 705 636 

－CからAの格付け 785 － 785 140 

－公開格付け無し － － － －

1,490 　－ 1,490 776 

レバレッジ・ファイナンス関連資産

ABSおよびABS CDO

－高格付け（AAまたはAAA格付け） 145 － 145 127 

学生ローン関連資産

ABSおよびABS CDO

－高格付け（AAまたはAAA格付け） 1,515 － 1,515 1,508 

その他資産

ABSおよびABS CDO

－高格付け（AAまたはAAA格付け） 955 － 955 935 

－CからAの格付け 249 (190) 59 18 

－公開格付け無し － － － －

1,204 (190) 1,014 953 

12,416 (190) 12,226 10,705 

当行グループ

総元本
１

総CDS
プロテク

ション
２

正味元本
エクス

ポージャー
３

帳簿価額
４

百万香港ドル

2008年

サブプライム住宅ローン関連資産
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MBSおよびMBS CDO

－高格付け（AAまたはAAA格付け） 1,192 － 1,192 411 

－CからAの格付け 2,439 － 2,439 36 

3,631 － 3,631 447 

米国政府支援機関による住宅ローン関連資
産

MBS

－高格付け（AAまたはAAA格付け） 6,092 － 6,092 6,116 

その他住宅ローン関連資産

MBS

－高格付け（AAまたはAAA格付け） 4,770 － 4,770 4,266 

－公開格付け無し 13 － 13 －

4,783 － 4,783 4,266 

商業用不動産ローン関連資産

MBS

－高格付け（AAまたはAAA格付け） 603 － 603 595 

－CからAの格付け 25 － 25 25 

－公開格付け無し 3 － 3 －

631 － 631 620 

レバレッジ・ファイナンス関連資産

ABSおよびABS CDO

－高格付け（AAまたはAAA格付け） 152 － 152 91 

学生ローン関連資産

ABSおよびABS CDO

－高格付け（AAまたはAAA格付け） 2,037 － 2,037 1,934 

－公開格付け無し 7 － 7 －

2,044 － 2,044 1,934 

その他資産

ABSおよびABS CDO

－高格付け（AAまたはAAA格付け） 1,168 － 1,168 1,116 

－CからAの格付け 1,360 (1,352) 8 1 

－公開格付け無し 280 (232) 48 －

2,808 (1,584) 1,224 1,117 

20,141 (1,584) 18,557 14,591 

下表は、上記に示した当行グループのABSに対するエクスポージャーの地域別の分布を示したものであ

る。

元本総額
１

CDSの
プロテク
ション

総額
２

正味元本
エクス

ポージャー
３

帳簿価額
４

百万香港ドル

2009年

米国 7,249 － 7,249 5,982 

英国 1,105 － 1,105 918 
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その他地域 4,062 (190) 3,872 3,805 

12,416 (190) 12,226 10,705 

元本総額
１

CDSの
プロテク
ション

総額
２

正味元本
エクス

ポージャー
３

帳簿価額
４

百万香港ドル

2008年

米国 11,962 － 11,962 8,539 

英国 1,463 － 1,463 1,022 

その他地域 6,716 (1,584) 5,132 5,030 

20,141 (1,584) 18,557 14,591 

1 元本総額とは、満期時の償還額または分割償還型商品の場合は有価証券の残存期間を通じた将来の償還額の合計で

ある。

2 CDSとは、クレジット・デフォルト・スワップである。CDSのプロテクション元本とは、CDSによって保護されている対

象商品の元本総額である。

3 正味元本エクスポージャーとは、CDSによって保護されていない資産の元本総額である。これには、モノライン保険に

よるプロテクションの恩恵を享受している資産も含まれるが、当該プロテクションがCDS付きで購入されたものであ

る場合は除く。

4 正味元本エクスポージャーの帳簿価額。

b モノライン保険会社とのデリバティブ取引に対するエクスポージャー

当行グループのモノライン保険会社に対する主なエクスポージャーは、多数のデリバティブ（主にCDS）

取引を通じたエクスポージャーである。

下表は、2009年12月31日現在のモノライン保険会社とのデリバティブ契約の公正価値を示したものであ

り、例えば、モノライン保険会社が債務不履行に陥ったことにより購入したプロテクションが全額無効とな

る場合における（2009年12月31日現在の担保価格に基づく）リスクの金額を示したものである。「信用リ

スク調整」欄は、正味エクスポージャーに対して行われる評価の調整額を示しており、2009年度におけるモ

ノライン保険会社の信用の質の悪化の見込みを反映している。この調整額は、損益計算書に計上されてい

る。

想定元本

信用リスク
調整前
正味エクス

ポージャー
１

信用リスク

調整
２

信用リスク
調整後
正味エクス
ポージャー

百万香港ドル

2009年

モノライン保険会社とのデリバティブ取引

－投資適格 190 － － －

2008年

モノライン保険会社とのデリバティブ取引

－投資適格 1,352 31 (3) 28

1 信用リスク調整を控除する前の、法的なネッティング条項およびその他の関連する信用状況の悪化を考慮した後の

正味エクスポージャー。

2 店頭デリバティブの取引相手のエクスポージャーに対して計上される、その取引相手の信用の質を反映した公正価

値調整。
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c 兄弟会社が連結する特別目的事業体（SPE）

2008年度に、当行グループは、当行グループ内の他の企業が設立し連結したSPEが発行したコマーシャル

・ペーパーおよび中期債券を保有していた。当行グループは以後このような債券を保有していない。下表

は、当行グループの2008年度におけるこのような商品の保有状況を示したものである。これらの商品の帳簿

価額は、公正価値で測定されている。

2009年 2008年

元本総額 帳簿価額 元本総額 帳簿価額

百万香港ドル

中期債券

－AAA格付け － － 16,085 15,423 

コマーシャル・ペーパー

－A1/A1+格付け － － 57,137 57,129 

－ － 73,222 72,552 

d レバレッジ・ファイナンスに関するコミットメント

当行グループが保有するレバレッジ・ファイナンスに関するコミットメントは、2009年12月31日現在で

712百万香港ドル（2008年：287百万香港ドル）であり、そのうち545百万香港ドル（2008年：190百万香港

ドル）が履行された。

e SPEに対するその他の関与

当行グループは、通常の事業過程において、SPEの設立を伴う顧客との取引を行っている。SPEを設立する

目的には、顧客の事業活動のための資金調達を支援することや、リース事業を行うことが含まれる。SPEの利

用は当行グループの業務の重要な一部を占めているとはいえず、当行グループの事業活動または収益性の

重要な部分をSPEに依存していることもない。

54 最終持株会社

当行の最終持株会社は、イングランドに設立されたエイチエスビーシー・ホールディングス・ピーエル

シーである。

当行の勘定が連結されている最大グループは、エイチエスビーシー・ホールディングス・ピーエルシー

を頂点とするものであるが、エイチエスビーシー・ホールディングス・ピーエルシーの連結決算書は、当行

グループのウェブサイトであるwww.hsbc.comにて公表されており、入手可能である。あるいは、連合王国E14

5HQロンドン市カナダ・スクエア８より入手することもできる。

55 事業の性質

当行グループは、主としてアジア太平洋地域において、国内および国際銀行業務ならびに関連する金融

サービス業務を提供している。

56 公表されているが適用されていない会計基準
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HKICPAは、2009年12月31日に終了する事業年度には発効しておらず、本財務諸表にも適用されていない

HKFRS及びその解釈指針の改訂を多数公表した。

2008年３月に、HKICPAは、HKFRS第３号「企業結合」の改訂およびHKAS第27号「連結および個別財務諸

表」の改訂を公表した。これらの基準書の改訂は、取得日が2009年７月１日以降開始する最初の事業年度の

期首日以降である企業結合に対して、将来に向かって適用される。主な変更点は、以下のとおりである。

・取得関連費は、発生した期間の損益計算書に費用として認識される。

・支配を獲得する前に保有していた株式持分は支配を獲得した時点の公正価値で再測定され、再測定によ

る損益は損益計算書に認識される。

・親会社の子会社に対する支配力の変化につながらない所有持分の変動は、株主との間の取引として取り

扱われ、資本に報告される。

・企業の（従来少数株主持分と呼ばれていた）非支配持分を、公正価値または被取得企業の識別可能純資

産に対する非支配持分の比例的な取り分のいずれで測定するかを、取引ごとに選択することができる。

これらの変更による当行グループの連結財務諸表への影響は、2010年１月１日以降に発生する企業結合

の性質および時期によって左右されることとなる。

2008年11月に、HKICPAは、HKAS第39号「金融商品：認識および測定」の改訂－「適格なヘッジ対象」を公

表した。この改訂は、2009年７月１日以降開始する事業年度より適用可能である。この改訂は、現行のヘッジ

会計の基礎となる方針をどのように適用すべきかを明示している。この改訂による連結財務諸表への影響

はない。

2008年12月に、香港（IFRIC）解釈指針第17号「所有者に対する非現金資産の分配」（「HK(IFRIC)-Int

17」）が公表され、2009年７月１日以降開始する事業年度より適用される。HK(IFRIC)-Int 17は、現金以外

の資産を配当として株主に分配する際の会計処理方法についてのガイダンスを提供している。当行グルー

プは、HK(IFRIC)-Int 17の適用が連結財務諸表に重要な影響を及ぼすことはないと想定している。

2008年12月に、HKICPAは、HKFRS第１号（改訂版）「香港財務報告基準の初度適用」を公表した。この改訂

版は、2009年７月１日以降開始する事業年度より適用可能である。この改訂版には、構成の見直しが行われ

ているが、詳細の変更は行われていない。当行グループは、この改訂版の適用が連結財務諸表に重要な影響

を及ぼすことはないと想定している。

2009年２月に、香港（IFRIC）解釈指針第18号「顧客からの資産の移転」（「HK(IFRIC)-Int 18」）が公

表され、2009年７月１日以降開始する事業年度より適用される。HK(IFRIC)-Int 18は、企業が顧客から有形

固定資産を受け取った後に、その資産を利用して顧客にネットワーク接続サービスを提供するか、あるいは

顧客に常時財またはサービス供給（電力、ガスまたは水供給等）へのアクセスを提供するかしなければな

らないという取決めに関するHKFRSの規定を明示している。当行グループは、HK(IFRIC)-Int 18の適用が連

結財務諸表に影響を及ぼすことはないと想定している。

2009年５月に、HKICPAは、改訂の必要性はあるが緊急性はないHKFRSを編集した「HKFRSの改善」を公表し

た。これらの改訂は主に2010年１月１日以降開始する事業年度より適用され、早期適用が認められている。

これらのHKFRSの改善におけるHKAS第17号「リース」の改訂の結果、HKICPAは、2009年12月に、HK解釈指針第

４号「リース－香港借地契約に関するリース期間の決定」の改訂を公表した。HKAS第17号「リース」の改

訂およびこの解釈指針の改訂の適用に際して、当行グループは、従来オペレーティング・リースとして計上

していた長期リース契約に基づき保有する賃借土地の持分を、ファイナンス・リースに分類変更する予定

である。現行では、これらのリースは当初の取得原価で計上され、リース期間にわたって償却されている。こ
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れらのリースがファイナンス・リースに分類変更される際には、これらのリースは評価額で計上され、「有

形固定資産」に含められるとともに、償却原価と評価額の差額は資本に認識される。このHKAS第17号の改訂

が2009年度に適用されていた場合、2009年12月31日現在の有形固定資産の帳簿価額は約190億香港ドル増加

し、不動産再評価準備金への計上額（税引後）は約160億香港ドル増加していたことになる。また、減価償却

費の増加額約215百万香港ドルが2009年度の損益計算書に認識されていたことになる。当行グループは、そ

の他の改訂の適用が連結財務諸表に重要な影響を及ぼすことはないと想定している。

2009年７月に、HKICPAは、HKFRS第２号「株式に基づく報酬」の改訂－「グループ企業間の現金決済型の

株式に基づく報酬取引」を公表した。この改訂は、2010年１月１日以降開始する事業年度より適用される。

この改訂は、株式に基づく報酬の取決めにより財またはサービスを受け取る企業は、どのグループ企業が取

引を決済するか、およびその取引が株式または現金のいずれで決済されるかにかかわらず、これらの財また

はサービスを会計処理しなければならないことを明示している。また、HKFRS第２号は、「グループ」には親

会社および子会社のみが含まれることを明示している。当行グループは、この改訂の適用が連結財務諸表に

重要な影響を及ぼすことはないと想定している。

2009年８月に、HKICPAは、HKFRS第１号「香港財務報告基準の初度適用」の改訂－「初度適用企業に対す

る追加的な特例」を公表した。この改訂は、2010年１月１日以降開始する事業年度より適用される。この改

訂は、特定の状況に対するHKFRSの遡及適用について取り扱っており、HKFRSを適用する企業が移行過程にお

いて過度のコストまたは労力に直面することのないようにすることを目的としている。当行グループは、こ

の改訂の適用が連結財務諸表に重要な影響を及ぼすことはないと想定している。

2009年11月に、HKICPAは、HKAS第24号（2009年改訂）「関連当事者についての開示」を公表した。この改

訂は、2011年１月１日以降開始する事業年度より適用される。この改訂基準書は、政府関連企業についての

開示規定を簡素化し、関連当事者の定義を明示している。当行グループは、この改訂の適用が連結財務諸表

に重要な影響を及ぼすことはないと想定している。

2009年11月に、HKFRS第９号「金融商品」（「HKFRS 9」）が公表され、金融資産の分類および測定に関す

る新たな原則を確立している。HKFRS 9は、2013年１月１日以降開始する事業年度より強制適用され、早期適

用が認められている。HKFRS 9に従って、金融資産は２つの測定区分（償却原価または公正価値）に分類さ

れる。これら２つの区分は、現行のHKAS第39号「金融商品：認識および測定」に基づく４つの区分を差し替

えるものである。HKFRS 9に従って、金融資産は、金融資産グループの管理に関する企業の事業モデルおよび

個々の資産の契約上のキャッシュ・フローの特性に基づき分類される。

当行グループは現在、HKFRS 9の適用による影響を調査中である。本財務諸表の公表日現在のHKFRS 9の影

響を定量化することは、実務上不可能である。

2009年12月に、HKICPAは、香港（IFRIC）解釈指針第19号「資本性金融商品による金融負債の消滅」を公

表した。この改訂は、2010年７月１日以降開始する事業年度より適用される。この解釈指針は、資本性金融商

品の発行による金融負債の消滅の会計処理方法についてのガイダンスを提供している。当行グループは、こ

の改訂の適用が連結財務諸表に重要な影響を及ぼすことはないと想定している。

2009年12月に、HKICPAは、香港（IFRIC）解釈指針第14号「HKAS第19号－確定給付資産の上限、最低積立要

件およびそれらの相互関係」の改訂を公表した。この改訂は、2011年１月１日以降開始する事業年度より適

用される。この改訂は、企業が最低積立要件を満たす必要があり、この要件を満たすために掛金の前払を行

うという限定的な状況において適用される。この改訂は、このような企業が当該掛金の前払による便益を資

産として取り扱うことを容認している。当行グループは、この改訂の適用が連結財務諸表に重要な影響を及

ぼすことはないと想定している。
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2010年２月に、HKICPAは、HKFRS第１号「香港財務報告基準の初度適用」の改訂－「初度適用企業に対す

るHKFRS第７号の比較情報開示の限定的免除」を公表した。この改訂は、HKFRSの初度適用企業を、2009年３

月に「金融商品：開示－金融商品に関する開示の改善」というHKFRSの改訂が公表されたことにより導入

された追加的な開示を提供することから免除するものである。

57 後発事象

2010年１月19日に、当行グループは、子会社であるエイチエスビーシー・インシュアランス（アジア太平

洋）ホールディングス・リミテッドを通じて、バオ・ベド・ホールディングスの株式を現金対価1.88兆ベ

トナム・ドン（約101.8百万米ドル）で追加購入することによって、バオ・ベド・ホールディングスの株式

保有割合を10％から18％に増加させた。2010年１月19日より、バオ・ベド・ホールディングスを関連会社と

して会計処理する予定である。

58 決算書の承認

2010年３月１日、取締役会において当財務諸表が承認され公表が許可された。
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第２【有価証券の様式】

該当事項なし

第３【保証会社及び連動子会社の最近の財務諸表又は財務書類】

該当事項なし
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独立監査人の監査報告書（翻訳）

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド株主各位

（香港において有限会社として設立）

私たちは、31ページから200ページ（訳注：原文のページ数である。）に掲載のザ・ホンコン・アンド・

シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド(以下「当行」という。) および子会社（以下総

称して「当行グループ」という。）の2012年12月31日現在の連結および当行の貸借対照表、同日をもって終

了した事業年度における連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結および当行の株主資本変動計算書、連

結キャッシュ・フロー計算書ならびに重要な会計方針の要約およびその他の情報で構成される連結財務諸

表について監査を行った。

連結財務諸表に対する取締役の責任

当行の取締役は、香港公認会計士協会が公表した香港財務報告基準および香港会社条例に準拠して真実

かつ公正な概観を示す連結財務諸表を作成し、不正または誤謬による重要な虚偽記載のない連結財務諸表

を作成するために取締役が必要と判断する内部統制に関する責任がある。

監査人の責任

私たちの責任は、私たちの監査に基づいてこれらの連結財務諸表についての意見を表明することにある。

当監査報告書は、香港会社条例第141条に準拠してザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コー

ポレイション・リミテッドの株主全体に限定して作成されており、それ以外の目的で作成されたものでは

ない。私たちは当監査報告書の内容に関して、他者に対する責任を負うことはなく、また他者に対する義務

を負うこともない。

私たちは、香港公認会計士協会が公表した香港監査基準に準拠して私たちの監査を実施した。それらの基

準は、倫理要件に準拠し、連結財務諸表に重要な虚偽記載がないことについて合理的な保証を得るために監

査を計画し、実施することを要求している。

　　　　監査には、連結財務諸表の数値および開示に関する監査証拠を得るための手続の実施が含まれる。手続は、不

正または誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽記載のリスクの評価を含む監査人の判断によって選定さ

れる。監査人は、それらのリスク評価を行う際にその事業体の真実かつ公正な概観を示す連結財務諸表の

作成に関する内部統制を考慮しているが、これはその状況に応じて適切な監査手続を策定するためであ

り、当行の内部統制の有効性に関して意見を表明するためではない。また監査には、取締役により採用され

た会計方針の妥当性および取締役の行った会計上の見積りの合理性の検討ならびに連結財務諸表全般の

表示を検討することが含まれる。

　　　　私たちが入手した監査証拠は、意見表明のための十分かつ適切な基礎を示していると判断している。

監査意見

私たちの意見では、当連結財務諸表は2012年12月31日現在の当行および当行グループの財政状態ならび

に同日をもって終了した事業年度の当行グループの業績およびキャッシュ・フローに関して、香港財務報
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告基準に準拠して真実かつ公正な概観を示しており、香港会社条例に従って適切に作成されている。

ケーピーエムジー

公認会計士

ホンコン、セントラル

チャターロード10

プリンス・ビルディング８階

2013年３月４日

次へ 
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Independent auditor’s report to the shareholders of The Hongkong and Shanghai Banking Corporation
Limited. (incorporated in Hong Kong with limited liberty)

We have audited the consolidated financial statements of The Hongkong and Shanghai Banking Corporation Limited (‘the

Bank’) and its subsidiaries (together ‘the group’) set out on pages 31 to 200, which comprise the consolidated and the Bank

’s balance sheets as at 31 December 2012, the consolidated income statement, the consolidated statement of comprehensive

income, the consolidated and the Bank’s statement of changes in equity and the consolidated cash flow statement for the

year then ended and summary of significant accounting policies and other explanatory information. 

Directors’ responsibility for the consolidated financial statements.

The directors of the Bank are responsible for the preparation of consolidated financial statements that give a true and fair

view in accordance with Hong Kong Financial Reporting Standards issued by the Hong Kong Institute of Certified Public

Accountants and the Hong Kong Companies Ordinance, and for such internal control as the directors determine is

necessary to enable the preparation of consolidated financial statements that are free from material misstatement, whether

due to fraud or error.

Auditor’s responsibility

Our responsibility is to express an opinion on these consolidated financial statements based on our audit. This report is

made solely to you, as a body, in accordance with section 141 of the Hong Kong Companies Ordinance, and for no other

purpose. We do not assume responsibility towards or accept liability to any other person for the contents of this report.

We conducted our audit in accordance with Hong Kong Standards on Auditing issued by the Hong Kong Institute of

Certified Public Accountants. Those standards require that we comply with ethical requirements and plan and perform the

audit to obtain reasonable assurance as to whether the consolidated financial statements are free from material

misstatement.

An audit involves performing procedures to obtain audit evidence about the amounts and disclosures in the consolidated

financial statements. The procedures selected depend on the auditor’s judgement, including the assessment of the risks of

material misstatement of the consolidated financial statements, whether due to fraud or error. In making those risk

assessments, the auditor considers internal control relevant to the entity’s preparation of consolidated financial statements

that give a true and fair view in order to design audit procedures that are appropriate in the circumstances, but not for the

purpose of expressing an opinion on the effectiveness of the entity’s internal control. An audit also includes evaluating the

appropriateness of accounting policies used and the reasonableness of accounting estimates made by the directors, as well

as evaluating the overall presentation of the consolidated financial statements.

We believe that the audit evidence we have obtained is sufficient and appropriate to provide a basis for our audit opinion.

Opinion 

In our opinion, the consolidated financial statements give a true and fair view of the state of the affairs of the Bank and the

group as at 31 December 2012 and of the group’s profit and cash flows for the year then ended in accordance with Hong

Kong Financial Reporting Standards and have been properly prepared in accordance with the Hong Kong Companies

Ordinance.

KPMG
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Certified Public Accountant

8th Floor, Prince’s Building
10 Charter Road

Central

Hong Kong

4 March, 2013

（※）上記は、独立監査人の監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものです。その原本は本有価証券届出書提出

会社が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書（翻訳）

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッド株主各位

（香港において有限会社として設立）

私たちは、27ページから192ページ（訳注：原文のページ数である。）に掲載のザ・ホンコン・アンド・

シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッドの2011年12月31日現在の連結および当行の貸借

対照表、同日をもって終了した事業年度における連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結および当行の

株主資本変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書ならびに重要な会計方針の要約およびその他の情報

で構成される連結財務諸表について監査を行った。

連結財務諸表に対する取締役の責任

当行の取締役は、香港公認会計士協会が公表した香港財務報告基準および香港会社条例に準拠して真実

かつ公正な概観を示す連結財務諸表を作成し、不正または誤謬による重要な虚偽記載のない連結財務諸表

を作成するために取締役が必要と判断する内部統制に関する責任がある。

監査人の責任

私たちの責任は、私たちの監査に基づいてこれらの連結財務諸表についての意見を表明することにある。

当監査報告書は、香港会社条例第141条に準拠してザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コー

ポレイション・リミテッドの株主全体に限定して作成されており、それ以外の目的で作成されたものでは

ない。私たちは当監査報告書の内容に関して、他者に対する責任を負うことはなく、また他者に対する義務

を負うこともない。

私たちは、香港公認会計士協会が公表した香港監査基準に準拠して私たちの監査を実施した。それらの基

準は、倫理要件に準拠し、連結財務諸表に重要な虚偽記載がないことについて合理的な保証を得るために監

査を計画し、実施することを要求している。

　　　　監査には、連結財務諸表の数値および開示に関する監査証拠を得るための手続の実施が含まれる。手続は、不

正または誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽記載のリスクの評価を含む監査人の判断によって選定さ

れる。監査人は、それらのリスク評価を行う際にその事業体の真実かつ公正な概観を示す連結財務諸表の

作成に関する内部統制を考慮しているが、これはその状況に応じて適切な監査手続を策定するためであ

り、当行の内部統制の有効性に関して意見を表明するためではない。また監査には、取締役により採用され

た会計方針の妥当性および取締役の行った会計上の見積りの合理性の検討ならびに連結財務諸表全般の

表示を検討することが含まれる。

　　　　私たちが入手した監査証拠は、意見表明のための十分かつ適切な基礎を示していると判断している。

監査意見

私たちの意見では、当連結財務諸表は2011年12月31日現在の当行および当行グループの財政状態ならび

に同日をもって終了した事業年度の当行グループの業績およびキャッシュ・フローに関して、香港財務報

告基準に準拠して真実かつ公正な概観を示しており、香港会社条例に従って適切に作成されている。
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ケーピーエムジー

公認会計士

ホンコン、セントラル

チャターロード10

プリンス・ビルディング８階

2012年２月27日

次へ 
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Independent auditor’s report to the shareholders of The Hongkong and Shanghai Banking Corporation
Limited. (incorporated in Hong Kong with limited liberty)

We have audited the consolidated financial statements of The Hongkong and Shanghai Banking Corporation Limited set

out on pages 27 to 192, which comprise the consolidated and the Bank’s balance sheets as at 31 December 2011, the

consolidated income statement, the consolidated statement of comprehensive income, the consolidated and the Bank’s

statement of changes in equity and the consolidated cash flow statement for the year then ended and a summary of

significant accounting policies and other explanatory information. 

Directors’ responsibility for the consolidated financial statements.

The directors of the Bank are responsible for the preparation of consolidated financial statements that give a true and fair

view in accordance with Hong Kong Financial Reporting Standards issued by the Hong Kong Institute of Certified Public

Accountants and the Hong Kong Companies Ordinance, and for such internal control as the directors determine is

necessary to enable the preparation of consolidated financial statements that are free from material misstatement, whether

due to fraud or error.

Auditor’s responsibility

Our responsibility is to express an opinion on these consolidated financial statements based on our audit. This report is

made solely to you, as a body, in accordance with section 141 of the Hong Kong Companies Ordinance, and for no other

purpose. We do not assume responsibility towards or accept liability to any other person for the contents of this report.

We conducted our audit in accordance with Hong Kong Standards on Auditing issued by the Hong Kong Institute of

Certified Public Accountants. Those standards require that we comply with ethical requirements and plan and perform the

audit to obtain reasonable assurance as to whether the consolidated financial statements are free from material

misstatement.

An audit involves performing procedures to obtain audit evidence about the amounts and disclosures in the consolidated

financial statements. The procedures selected depend on the auditor’s judgement, including the assessment of the risks of

material misstatement of the consolidated financial statements, whether due to fraud or error. In making those risk

assessments, the auditor considers internal control relevant to the entity’s preparation of consolidated financial statements

that give a true and fair view in order to design audit procedures that are appropriate in the circumstances, but not for the

purpose of expressing an opinion on the effectiveness of the entity’s internal control. An audit also includes evaluating the

appropriateness of accounting policies used and the reasonableness of accounting estimates made by the directors, as well

as evaluating the overall presentation of the consolidated financial statements.

We believe that the audit evidence we have obtained is sufficient and appropriate to provide a basis for our audit opinion.

Opinion 

In our opinion, the consolidated financial statements give a true and fair view of the state of the affairs of the Bank and the

group as at 31 December 2011 and of the group’s profit and cash flows for the year then ended in accordance with Hong

Kong Financial Reporting Standards and have been properly prepared in accordance with the Hong Kong Companies

Ordinance.

KPMG
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Certified Public Accountant

8th Floor, Prince’s Building
10 Charter Road

Central

Hong Kong

27 February, 2012

（※）上記は、独立監査人の監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものです。その原本は本有価証券届出書提出

会社が別途保管しております。
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